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平成23年第５回沖縄県議会（定例会）会期日程

自　平成23年６月21日　　
会期24日間　　　　　　　　　　　　　

至　平成23年７月14日　　

備　　　　　考日　　　　　　　　　程曜日月　日

請願・陳情付託

　　 　 　（会議録署名議員の指名）

本 会 議　（会期の決定）

　　 　 　（知事提出議案の説明）

火６月21日１

議案研究水22日２

慰霊の日休　 会鵜23日３

代表質問通告締切（正午）議案研究金24日４

休　 会丑25日５

休　 会羽26日６

一般質問通告締切（正午）議案研究月27日７

議案研究火28日８

本 会 議 （代表質問）水29日９

請願・陳情提出期限

　　　　　　　（常任委）
本 会 議 （代表質問）木30日10

請願・陳情提出期限

　　　　　　　（特別委）
本 会 議 （一般質問）金７月１日11

休　 会丑２日12

休　 会羽３日13

本 会 議 （一般質問）月４日14

請願・陳情付託（常任委）本 会 議 （一般質問）火５日15

議案付託

請願・陳情付託（特別委）
本 会 議 （一般質問）水６日16

委 員 会 （常任委員会）木７日17

委 員 会 （常任委員会）金８日18

休　 会丑９日19

休　 会羽10日20

委 員 会 （常任委員会）月11日21

委 員 会 （特別委員会）火12日22

議案整理

委 員 会 （議会運営委員会）
水13日23

本 会 議 （委員長報告、採決）木14日24
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開会日に応招した議員

髙　嶺　善　伸　君

玉　城　義　和　君

上　原　　　章　君

島　袋　　　大　君

中　川　京　貴　君

桑　江　朝千夫　君

平　良　昭　一　君

仲　村　未　央　さん

照　屋　大　河　君

渡久地　　　修　君

瑞慶覧　　　功　君

山　内　末　子　さん

上　里　直　司　君

租　田　勝　廣　君

當　山　眞　市　君

吉　元　義　彦　君

座喜味　一　幸　君

佐喜真　　　淳　君

玉　城　　　満　君

仲宗根　　　悟　君

崎　山　嗣　幸　君

西　銘　純　恵　さん

新　垣　清　涼　君

新　垣　安　弘　君

前　島　明　男　君

新　垣　良　俊　君

仲　田　弘　毅　君

照　屋　守　之　君

辻　野　ヒロ子　さん

嶺　井　　　光　君

赤　嶺　　　昇　君

当　銘　勝　雄　君

渡嘉敷　喜代子　さん

前　田　政　明　君

玉　城　ノブ子　さん

奥　平　一　夫　君

比　嘉　京　子　さん

金　城　　　勉　君

糸　洲　朝　則　君

翁　長　政　俊　君

浦　崎　唯　昭　君

池　間　　　淳　君

新　垣　哲　司　君

具　志　孝　助　君

當　間　盛　夫　君

新　里　米　吉　君

嘉　陽　宗　儀　君

大　城　一　馬　君



平成23年６月21日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ５ 回

（第 １ 号）
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議　　事　　日　　程　第１号

平成23年６月21日（火曜日）

午前10時開議

第１　会議録署名議員の指名

第２　会期の決定

第３　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで（知事説明）

第４　陳情第48号、第65号、第70号、第74号、第75号、第78号の４、第79号の２、第82号、第84号、第85号及び

第90号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　会議録署名議員の指名

日程第２　会期の決定

日程第３　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

日程第４　陳情第48号、第65号、第70号、第74号、第75号、第78号の４、第79号の２、第82号、第84号、第85号

及び第90号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 1 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年６月 21日（ 火曜日）午前 10時１分開会

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君
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○議長（髙嶺善伸君）　ただいまより平成23年第５回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君
委　　員　　長

警　察　本　部
　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君
警　務　部　長

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　仲　吉　朝　信　君
委　　員　　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君
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す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　本日、知事から、お手元に配付いたしました議案17

件並びに平成22年度繰越計算書、平成23年５月末現在

の平成23年度一般会計予算執行状況報告書及び同一般

会計繰越予算執行状況報告書の提出がありました。

　次に、これまでに受理いたしました請願及び陳情の

うち、特別委員会に付託すべき陳情を除く請願１件及

び陳情34件は、お手元に配付の請願及び陳情文書表の

とおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしまし

た。

　次に、説明員として出席を求めた警察本部長村田隆

君は、体調不良のため本日の会議に出席できない旨の

届け出がありましたので、その代理として警察本部警

務部長磯丈男君の出席を求めました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　会議録署名議員の

指名を行います。

　今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により

　　　38番　糸　洲　朝　則　君　及び

　　　47番　嘉　陽　宗　儀　君

を指名いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　会期の決定を議題

といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から７月14日までの24日

間といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、会期は、本日から７月14日までの24日間と

決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　甲第１号議案、甲

第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案までを

議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　平成23年第５回沖縄県議会（定例会）の開会に当た

り、提出いたしました議案について、その概要及び提

案の理由を御説明申し上げます。

　今回提出しました議案は、予算議案２件、条例議案

７件、議決議案５件、同意議案３件の合計17件でござ

います。

　まず、甲第１号議案及び甲第２号議案の予算議案に

ついて御説明いたします。

　甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計補正予算

（第２号）」は、沖縄特別振興対策調整費及び沖縄振

興自主戦略交付金を活用して実施する事業、東日本大

震災に係る被災者支援など緊急に対応を要する経費と

して41億9711万1000円を計上しており、これを既決予

算額6086億2494万7000円に加えた改予算額は、6128億

2205万8000円となります。

　歳出の主な内容について御説明申し上げますと、沖

縄特別振興対策調整費を活用して実施する事業に19億

1463万7000円、沖縄振興自主戦略交付金を活用して実

施する事業に13億6062万7000円、東日本大震災に係る

被災者支援に関する事業に6135万9000円、その他、緊

急な対応を要する事業に８億6048万8000円を計上して

おります。

　また、台風第２号による被害農家への借入金利子助

成に要する経費などを債務負担行為として計上してお

ります。

　なお、今回の補正予算の財源は、

　　国庫支出金　　26億5418万6000円

　　繰　入　金　　５億9806万7000円

　　繰　越　金　　６億3159万8000円

などとなっております。

　甲第２号議案「平成23年度沖縄県水道事業会計補正

予算（第１号）」は、新石川浄水場高度浄水処理施設

の整備について所要の補正を行うものであります。

　次に、乙第１号議案から乙第７号議案までの条例議

案について御説明申し上げます。

　乙第１号議案「沖縄県高校生修学支援基金条例の一

部を改正する条例」は、東日本大震災により被害を受

けた生徒等の就学を支援する事業を行うため条例を改

正するものであります。

　乙第２号議案「沖縄県使用料及び手数料条例の一部

を改正する条例」は、熱回収の機能を有する一般廃棄

物処理施設の設置者の認定申請手数料等の徴収根拠を

定めるため条例を改正するものであります。
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　乙第３号議案「沖縄県使用料及び手数料条例及び沖

縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正する条

例」は、特定保険業の認可申請手数料の徴収根拠を定

めるため条例を改正するものであります。

　乙第４号議案「沖縄県税条例の一部を改正する条

例」は、東日本大震災の税制上の対応として地方税法

の一部が改正されたことにより、揮発油価格が高騰し

た場合における軽油引取税の税率を引き下げる措置を

停止するため条例を改正するものであります。

　乙第５号議案「沖縄県都市公園条例の一部を改正す

る条例」は、都市公園の公園施設の設置または管理及

び占用の許可に係る使用料並びに有料公園施設等の利

用料金について適正化を図るため条例を改正するもの

であります。

　乙第６号議案「沖縄県病院事業の設置等に関する条

例の一部を改正する条例」は、沖縄県立病院の診療科

目の変更等を行うとともに、沖縄県立精和病院の病床

数を改めるため条例を改正するものであります。

　乙第７号議案「沖縄県立青少年の家の設置及び管理

に関する条例の一部を改正する条例」は、沖縄県立宮

古青少年の家及び沖縄県立石垣青少年の家の管理を指

定管理者に行わせるため条例を改正するものでありま

す。

　次に、乙第８号議案から乙第12号議案までの議決議

案について御説明申し上げます。

　乙第８号議案「工事請負契約についての議決内容の

一部変更について」は、南北大東地区海底光ケーブル

敷設等工事の設計の一部変更に伴い契約金額を変更す

るため議決を求めるものであります。

　乙第９号議案「土地の取得について」は、水産海洋

研究センター移転整備事業に供する土地の取得につい

て、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定により議決を求めるもの

であります。

　乙第10号議案及び乙第11号議案「交通事故に関する

和解等について」は、交通事故について和解をし、及

び損害賠償額を定めるため地方自治法第96条第１項の

規定により議決を求めるものであります。

　乙第12号議案「国土交通大臣の作成する大保ダム及

び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対する知

事の意見について」は、特定多目的ダム法第４条第１

項の基本計画の変更について、国土交通大臣から意見

を求められたので同条第４項の規定により議決を求め

るものであります。

　最後に、乙第13号議案から乙第15号議案までの同意

議案について御説明申し上げます。

　乙第13号議案「沖縄県人事委員会委員の選任につい

て」は、人事委員会委員１人が平成23年７月15日で任

期満了するので、その後任を選任するため地方公務員

法第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める

ものであります。

　乙第14号議案「沖縄県収用委員会委員の任命につい

て」は、収用委員会委員３人が平成23年７月21日で任

期満了するので、その後任を任命するため土地収用法

第52条第３項の規定により議会の同意を求めるもので

あります。

　乙第15号議案「沖縄県公安委員会委員の任命につい

て」は、公安委員会委員１人が平成23年７月21日で任

期満了するので、その後任を任命するため警察法第39

条第１項の規定により議会の同意を求めるものであり

ます。

　以上、今回提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　知事の提案理由の説明は終わ

りました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　陳情第48号、第65

号、第70号、第74号、第75号、第78号の４、第79号の

２、第82号、第84号、第85号及び第90号の付託の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情11件のうち、陳情第48号、第70号、

第74号、第75号、第82号、第84号、第85号及び第90号

の８件については米軍基地関係特別委員会に、陳情第

65号、第78号の４及び第79号の２の３件については観

光振興・新石垣空港建設促進特別委員会にそれぞれ付

託の上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　議案研究のため、明６月22日から28日までの７日間

休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明６月22日から28日までの７日間休会とす
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ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、６月29日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前10時19分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

糸 洲 朝 則

嘉 陽 宗 儀

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年６月29日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ５ 回

（第 ２ 号）
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議　　事　　日　　程　第２号

平成23年６月29日（水曜日）

午前10時開議

第１　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する意見書

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第１号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第２　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する抗議決議

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第２号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第３　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する意見書

日程第２　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する抗議決議

日程第３　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ２ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年６月 29日（ 水曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　６月21日、渡嘉敷喜代子さん外12人から、議員提出

議案第１号「嘉手納飛行場における米軍のパラシュー

ト降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する意見

書」及び議員提出議案第２号「嘉手納飛行場における

米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位協定改

定に関する抗議決議」の提出がありました。

　次に、説明員として出席を求めた警察本部長村田隆

君は、体調不良のため本日から７月１日まで及び７月

４日から６日までの会議に出席できない旨の届け出が

ありましたので、その代理として警察本部警務部長磯

丈男君の出席を求めました。

　また、人事委員会委員長仲吉朝信君は、所用のため

本日から７月１日まで及び７月４日から６日までの会

議に出席できない旨の届け出がありましたので、その

代理として人事委員会事務局長岩井健一君の出席を求

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警　察　本　部　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君警　務　部　長

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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めました。

　また、労働委員会会長比嘉正幸君は、所用のため本

日から７月１日まで及び７月４日から６日までの会議

に出席できない旨の届け出がありましたので、その代

理として労働委員会事務局長平良宗秀君の出席を求め

ました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第１　議員提出

議案第１号　嘉手納飛行場における米軍のパラシュー

ト降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する意見書

及び日程第２　議員提出議案第２号　嘉手納飛行場に

おける米軍のパラシュート降下訓練中止及び日米地位

協定改定に関する抗議決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第１号及び第２号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第１号及び

同第２号の２件につきましては、６月21日に開催した

米軍基地関係特別委員会の委員等により協議した結

果、議員提出議案として提出することに意見の一致を

見ましたので、提出者を代表して提案理由を御説明申

し上げます。

　提案理由は、嘉手納飛行場における米軍のパラ

シュート降下訓練中止及び日米地位協定改定について

関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。

　　　〔嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降

下訓練中止及び日米地位協定改定に関する意

見書朗読〕

　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降

下訓練中止及び日米地位協定改定に関する抗

議決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、抗議決議のあて先で在日米軍沖縄地域調整

官、在沖米国総領事及び第18航空団司令官につきまし

ては、その趣旨を要請するために米軍基地関係特別委

員会委員を派遣する必要があるとの意見の一致を見て

おりますので、議長におかれましてはしかるべく取り

計らっていただきますようよろしくお願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第１号

及び第２号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第１号

「嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練

中止及び日米地位協定改定に関する意見書」及び議員

提出議案第２号「嘉手納飛行場における米軍のパラ

シュート降下訓練中止及び日米地位協定改定に関する

抗議決議」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号及び第２号は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第２号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、在日米軍沖縄地域調整官、在沖米国総領事及び第

18航空団司令官については、その趣旨を要請するため

米軍基地関係特別委員会委員を派遣してもらいたいと

の要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第２号の趣旨を在日米軍沖縄地域調整

官、在沖米国総領事及び第18航空団司令官に要請する

ため、米軍基地関係特別委員会委員を派遣することと

し、その期間及び人選については議長に一任すること

に御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。
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　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、念のため申し上げま

す。

　本日から７月１日まで及び７月４日から６日までの

６日間にわたって行われます代表質問並びに一般質問

及び議案に対する質疑につきましては、議会運営委員

会において決定されました質問要綱に従って行うこと

にいたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　具志孝助君。

　　　〔具志孝助君登壇〕

○具志　孝助君　皆さん、おはようございます。

　仲井眞知事――今や総理より偉いんじゃないかなと

思ったりしているんですけれども――毎日暑い中、御

苦労さんであります。

　また、先日は総理官邸に赴かれまして、早速菅総理

に２プラス２後の沖縄県民の意思を伝えていただきま

した。新聞報道でしか我々は知ることができないんで

すが、まさに今日、普天間基地問題、私は喫緊の課題

だと思っているんです。閉塞感、まさに行き詰まっ

て、これをどう打開するのか深刻な課題だなと思って

おります。

　さて、３月11日の東日本大震災から早くも３カ月半

がたちました。大震災は、死者、行方不明者合わせて

２万5000名近くに上るという大災害でありました。謹

んでここに哀悼の誠をささげたいと思います。

　東日本大震災は、想定外だったと繰り返し言われて

おります。しかし、国民は、たとえ想定外であっても

許されるものではないと、こういうようなことであり

ます。一方、震災と同時に起こった、いまだ終息のめ

どの立たない福島第一原発事故、これはまさに人災で

はないか、こういうようなことであります。

　普天間の飛行場が世界一危険である、一刻も早くあ

の危険性を除去しなきゃならぬということは日米両政

府が認めているところなんです。このままの状態で万

が一にも事故が起きたときには、一体全体だれが責任

をとるのか、まさに人為的な事故だったと、こういう

ようなことであります。私たちはこの人為的になりか

ねない事故――事故なんていうのはいつ何どき起こる

かわからない――まさに一刻の猶予も許さない普天間

の基地問題だと思っております。

　そこで代表質問を行いたいと思っております。

　質問の第１点目は、普天間飛行場移設問題について

であります。

　去る６月21日、４年ぶりに開かれた日米安全保障協

議委員会（２プラス２）は、沖縄県民の声を黙殺し、

普天間飛行場の代替施設を名護市辺野古崎にＶ字案で

つくることを決定しました。これまで2014年としてい

た完成時期もめどが立てられない中で断念することも

決定されております。ますます普天間飛行場の移設返

還の行き先は不透明になり、現状固定化が現実味を増

してきたと思います。

　一方、米国議会の上院軍事委員長は、日米両政府が

合意した名護市辺野古沿岸への移設を実現不可能と

し、嘉手納飛行場への統合を中心とする新たな移設案

の検討を米国防総省に提案いたしました。米軍事費の

予算決定権を持つ上院軍事委員長の影響力や、次期米

国国防長官が米議会の公聴会で普天間移設の見直しに

言及しており、日米合意どおりに進展するか疑問であ

ります。

　米国内で普天間飛行場移設問題が混迷する中、県内

から不穏な動きが表面化してまいりました。報道によ

れば、菅政権と連立を組む党の幹部で県選出国会議員

がワシントンで、レビン上院軍事委員長に本島北部の

陸上部を念頭に普天間飛行場の代替案を説明したほ

か、自身が普天間の移設先として提唱している嘉手納

統合案とキャンプ・シュワブ陸上案について、辺野古

は県の認可がないとできないが、両案は――すなわち

統合案とシュワブ陸上案ですね――日米両政府が合意

をすれば地元の合意は必要ない、知事認可は要らない

と、こういうようなことを述べるなど、まさに県民に

対する背信行為を行っていると思っております。新た

な混乱を持ち込むだけじゃなく、米側に基地問題での

誤ったメッセージを送るおそれがあり、絶対に許して

はならないと考えております。

　そこで伺います。

　茨、日米両政府は、６月21日に開かれた２プラス２

において、普天間飛行場の辺野古への移設をＶ字型と

することを決定した。知事は、北澤防衛相から事前に

伝達されたが、完全な辺野古回帰となったことにこれ

までの経緯を含め知事の見解を伺いたい。

　芋、米軍事費の予算決定権を持つ米上院軍事委員長

が、日米両政府が合意した名護市辺野古沿岸への移設

を実行不可能とし、嘉手納への統合を提案しているこ

とについて知事の見解を伺いたい。

　鰯、報道によれば、県選出国会議員が本島北部陸上

への移設代替案を米側に提案し、また、自身が提唱す

る移設案は日米両政府が合意すればよく、地元の合意
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は必要ないと述べていることについての知事の見解を

伺いたい。

　允、老朽化で事故の危険性が最も高いと言われてい

るＣＨ56ヘリの後継機種ＭＶ22オスプレイの配備に対

する県の見解について伺いたい。

　印、日米合意の再定義から１年が経過し、2014年の

移設完了の先送りも確実となり、普天間飛行場の現状

固定化が現実のものとなりつつあるが、県の現状認識

と今後の見通しについて伺いたい。

　咽、報道によれば、北澤防衛相は２プラス２の意義

について、民主党政権下で行われ、日本の政治勢力の

８割以上が日米同盟にコミットした歴史的な分岐点だ

との発言について知事の見解を伺いたい。

　員、宮古の下地島空港を災害救援拠点空港に使用す

る構想をしていることについて知事の見解を伺いた

い。

　因番目の質問、これはぜひ後ほど質問状をまとめた

与世田副知事から御答弁をお願いいたしたいと希望を

申し上げますが、因番目の質問は、防衛省がまとめた

「在日米軍・海兵隊の意義及び役割について」の冊子

に対し県が質問状を提出した。その理由と政府の反応

を伺いたいと思います。

　２、返還軍用地の跡地利用について。

　沖縄政策協議会の第３回米軍基地負担軽減部会が約

４カ月ぶりに開かれました。しかし、協議の中身につ

いては、県が期待した内容の回答ではなかったようで

あります。今回の協議では、県軍用地転用促進基地問

題協議会、すなわち軍転協が提出した本県における米

軍基地から派生する諸問題の解決と県民の負担軽減を

図るため、普天間飛行場の県外移設を求めるなどの25

項目にわたる要請書に対する政府の回答が注目されて

いたのであります。特に、本県が経済の自立を図る上

での柱とする嘉手納以南の大規模基地の返還につい

て、普天間移設と切り離し返還を先行させるようパッ

ケージ外しを強く要請していたのでありますが、政府

は拒否姿勢を示したということであります。

　このような中、県は、2011年度に期限切れとなる軍

転特措法などにかわる新たな制度として駐留軍用地跡

地利用促進法（仮称）の要綱検討案をまとめ政府に提

出をしております。要綱案は、関係市町村や地主会等

の意見も集約して策定されたもので、オール沖縄の要

求とも言えるものでありますが、恒久法とすることに

は、これまでの跡地利用計画の策定経緯や基地立ち入

りに対する米側の姿勢などを考えれば、政府の壁は厚

いと言わねばなりません。

　また、日米両政府の２プラス２は、普天間飛行場の

2014年までの移設を事実上断念したことを受けて、沖

縄の海兵隊のグアムへの移転や嘉手納飛行場以南の米

軍基地の返還がおくれることは十分にあり得ると述べ

ております。返還のおくれは、国における駐留軍用地

跡地利用促進法（仮称）要綱案の検討作業にも影響を

与えることが考えられます。現在は返還に向けて跡地

利用の計画段階であり、具体的計画も見えない中で、

新たな法制度の制定は厳しいとして現行の軍転法の単

純延長の動きも見られるようであり、県の強い姿勢と

理論武装が求められます。

　そこで伺います。

　茨、駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）案の要綱の

概要と今後の政府との協議や各政党との意見交換など

県の戦略を伺いたい。

　芋、駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）案の要綱に

ついて、関係市町村や地主会の意見はどのように反映

されているのか。

　鰯、軍転法で返還合意された土地への立ち入りを県

や関係自治体が国にあっせん申請できるとした取り決

めについて、政府は、申請窓口は明確に決まっていな

いと述べたと言われるが、県の見解を伺いたい。

　允、2014年までの普天間の代替施設の移設を断念し

たことで嘉手納以南の大規模基地返還も事実上おくれ

る見通しとなったが、政府はリンク論を変えていな

い。県は戦略を練り直す必要があるのではないか。

　質問の３点目は、新エネルギー対策についてであり

ます。

　３月11日、三陸沖で起きた大地震・大津波は、東日

本一帯に深刻な被害を与える大震災となりました。し

かし、これからの我が国のあり方や産業経済の方向に

決定的な影響を与えたのが福島第一原発の事故であり

ます。発生から３カ月半経過した現在においても一向

に終息の兆しは見えず、避難を余儀なくされた被災者

や国民の不安は、政府、東電の対応のまずさもあり、

いつ解消されるか見通し得ない状況にあります。

　福島の原発事故は、技術力の高い日本の原子力に対

する安全神話を崩壊させ、国民に原発に対する大きな

不安を与えたのであります。そのことは、今回の事故

が未曾有の大地震・大津波という想定外の事故では片

づけられない衝撃を国内外に与え、同じ原発事故が起

こり得ることの不安を拡大したのであります。

　一方では、原発なくして我が国国民生活のすべての

電力を賄うことは不可能な状況にあり、現に原発使用

が抑えられたことで国全体が節電を強いられているの

が現状であります。しかし、もはや脱原発への流れは

とめられず、国民の間にも原発にかわる新たなエネル
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ギーの開発を求める声が高くなりつつあり、太陽光、

地熱、風力、再生可能なエネルギーへの転換がこれか

らの課題であります。その意味では、本県は我が国で

唯一の亜熱帯性気候であり、太陽光発電や風力発電な

どさまざまな新エネルギー利用の可能性について有利

な条件が備わっており、県においてはその有利性を生

かした新エネルギーの開発に取り組んでいると思いま

す。

　そこで伺います。

　茨、県は、エネルギービジョンで、2020年までに風

力や太陽光などの新エネルギー導入により石油依存度

の低減やエネルギー自給率向上を図るとしているが、

目標達成を図る上での課題や問題点となるものは何

か。

　芋、本県における風力発電への拡大を図るには台風

常襲地帯としての台風対策が重要である。その対策と

風力発電目標数値を伺いたい。

　鰯、バイオマス燃料について、目標達成に必要な固

体・液体燃料の生産供給体制の整備をどのように図っ

ていくか。

　允、県は、代替エネルギーや温泉施設などの利用促

進を図るため天然ガスの埋蔵量調査を行っているが、

調査箇所と今後の事業展開について伺いたい。

　４点目は、離島・過疎地域の振興についてでありま

す。

　離島県である本県は、離島の振興は県政の重要な課

題であり、そのため県においては、沖縄振興を図る新

たな制度となる「沖縄21世紀ビジョン基本計画」にお

いて、克服すべき沖縄の固有の課題として離島振興を

掲げております。

　本県離島の抱える課題は、地域活力や集落機能の低

下、若年者の流出等による人口減少や高齢化の進展な

ど慢性化・構造化していることでありますが、常襲的

な台風の襲来という気候的な条件も住民生活や産業面

へ大きな影響を与えております。台風は、離島交通を

遮断し、生活物資の不足、さらに農林水産業へ深刻な

影響を及ぼし、住民生活を直撃します。復帰後、国に

よる４次40年にわたる離島振興の各種施策を実施した

にもかかわらず、本県離島の抱える課題の解決には

至っていないのであります。

　そこで伺います。

　茨、小規模離島への生活物資の輸送は割高の状況に

あり、離島住民の生活コストの軽減を図ることは若者

の定住にもつながると考えるが、県の取り組みを伺い

たい。

　芋、離島航路・航空路の運賃の低減化は離島振興を

図る上で大きな課題であるが、県の小規模離島の航

路・航空路支援の取り組み状況と宮古、石垣への拡大

について伺いたい。

　本県における地産地消を定着させるため最も効果が

大きく、先導的な役割を担う学校給食での県産食材の

利用率の向上を図るほか、直売店や飲食店などと提携

した取り組みが求められます。そのためには、県が主

体となり県内の地産地消運動の体系化を図ることが必

要であると考えます。

　そこで伺います。

　ア、東日本大震災や原発事故の影響で食品関係工場

等の操業停止など本県からの農産物出荷への影響が心

配されているが、現状と対策について伺いたい。

　イ、地産地消を推進する上で、学校給食は県産食材

の利用拡大や食育教育に大きな効果があると考えられ

るが、県産食材の利用率の状況と今後の取り組みにつ

いて伺いたい。

　ウ、新しい農業振興の方策として農商工が連携した

第１次産業を振興する、すなわち６次産業が提唱され

ているが、本県における可能性について伺いたい。

　エ、2012年に開催される全国海づくり大会の開催地

に糸満市が決定されたが、開催に向けての準備作業と

事業内容、経済効果等について伺いたい。

　芋、遺伝子組み換えパパイヤ問題についてでありま

す。

　昨年10月、厚生労働省がパパイヤを使った加工食品

から遺伝子組み換えを発見したことを受けて、去る４

月、農林水産省は県内の流通元を調査し、「台農５

号」の種子で遺伝子組み換えが確認されたと発表しま

した。県内におけるパパイヤ栽培面積21ヘクタールの

うち、「台農５号」は約２割を占めているということ

であります。

　国・県は、遺伝子組み換えパパイヤと同じ品種のパ

パイヤの伐採に向け各地域でパパイヤ農家への説明会

を開き、８月下旬までには伐採を完了させる計画のよ

うであります。生産農家からは、国が水際での防止対

策を怠ったとして補償を求める強い意見も多く出され

たようでありますが、国は、国内法の規定がないとし

て補償義務を負わないというような姿勢をとっており

ます。

　パパイヤは、沖縄の食文化として一般家庭に普及し

ており、農家だけでなく県民生活にも大きな影響を与

えるものと考えます。県内で栽培されて数十年以上も

たった今、伐採と言われては、県内農家や種苗店の精

神的負担は大きく、また、経済的な打撃もはかり知れ

ないことから、国や県においては、パパイヤ栽培農家
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や種苗店の実情を考慮し、補償を含めた支援のあり方

を考えていただきたいと願うものであります。

　そこで伺います。

　ア、県内で販売されたパパイヤから遺伝子組み換え

が確認された問題について、県内における販売・栽培

状況と風評被害に対する国・県の対応を伺いたい。

　イ、国と県は、遺伝子組み換えパパイヤと同じ品種

のパパイヤの伐採に向け各地で農家に対する説明会を

行っているが、説明会の目的と農家の反応について伺

いたい。

　ウ、国は、台湾で遺伝子組み換えパパイヤが研究さ

れていることを認識していながら検査法を整備せず放

置していた。生産農家に対する損失補償に応ずるべき

ではないかと考えます。県の考えを伺います。

　質問６、教育・文化の振興についてであります。

　茨、教育環境の改善について。

　教育庁は、2012年度から10年間の県立高校の現状や

課題を盛り込んだ県立高校編成整備計画の基本方向の

素案をまとめております。その中で、義務教育段階の

学習が定着していない生徒に対し学び直しができる新

しい性格の県立高校の設置や中途退学などで一度学校

を離れた者に再度学習の機会を与えるという新しいタ

イプの学校の設置を検討しているようであります。

　今、教育現場で対応に苦慮しているのが、不登校な

どで学習支援が必要とされる生徒や発達障害のある子

への対応であると言われております。基礎学習から進

学まで、多様な学習ニーズに対応できる新たな教育の

場が必要であります。さらに、県教育庁は、小学校進

学前の３年間を準義務教育化する幼稚園教育を検討し

ているようであります。

　このように、県教育庁は、学び直し学校や準義務教

育化の導入など大胆で戦略的な教育制度の導入を図る

など、精力的に取り組んでおり、大いに期待をするも

のであります。

　そこで伺います。

　ア、教育庁が検討している小学校に進学する前の３

年間を準義務教育化する制度の創設について、そのね

らいと国が進める幼保一体化との関係について伺いた

い。

　イ、義務教育段階の学習が定着していない生徒が学

び直しができる高校の設置について、その基本方向と

対象となる範囲をどのように想定しているか。

　ウ、学習が定着していない生徒には、小学校レベル

の基礎学力不足や発達障害のある子など多様な学習が

必要とされる場合が多いが、どのような学習を考えて

いるか。

　エ、障害のある子に対する教育支援として実施する

特別支援教育実践推進事業について、事業を推進する

上での基本方向と教員の専門性の向上をどのように

図っていくか伺います。

　質問７点目、県発注工事の入札契約制度についてで

あります。

　県土木建築部が2010年度に発注した工事で、複数の

業者が県の最低制限価格と同額で入札していた事例が

発覚しました。県によりますと、同額入札した51件の

うち複数業者が最低制限価格と同額入札しており、そ

の数は18件もあったということであります。

　現在、国・県が発注する公共工事費は減少する一方

であり、最盛期の半分近くまで減っているということ

であります。その上、今回の問題の行方によっては、

県内建設業界の受けるダメージははかり知れません。

その意味で、今回の県の調査結果について調査の客観

性や信憑性が十分あることを県民に対し説明し、理解

や信頼を得ることが必要であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、県発注工事で最低制限価格と同額入札が発覚し

た問題について、県は調査結果を発表した。どのよう

な調査をし、どのような結果が判明したか。また、改

善策はどうなっているか伺いたい。

　芋、県の入札制度は、大きく分けて一般競争入札、

指名競争入札、総合評価方式の３つの方式で行ってい

るが、それぞれの特徴と実施状況はどうなっているの

か。また、今後政策的に入札方式を検討するつもりは

ないか伺いたい。

　鰯、県は、新たな振興計画の策定に当たって、建設

業界の振興・育成を図るための方策をどのように盛り

込んでいるか伺いたい。

　８点目、尖閣諸島問題についてであります。

　中国や台湾の漁船が尖閣諸島周辺近海において違法

操業を繰り返し、本県の漁業に脅威を与えている中、

去る９日、中国海軍のフリゲート艦３隻が沖縄本島と

宮古島の間の公海上を東シナ海から太平洋に向け通過

したということであります。国際法上は公海航行のた

め問題は生じないようでありますが、中国海軍が沖縄

近海で活動を活発化していることに間違いありませ

ん。

　2010年９月７日に起きた尖閣諸島付近での中国漁船

による海上保安庁の巡視船２隻に対する追突事件の記

憶が新しいこのときにこのような行動に出ること自

体、日本政府が甘く見られている証左であります。尖

閣諸島は、歴史的にも国際法上も我が国の固有の領土

であり、尖閣諸島に関しては領土問題は存在しないと
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いうのが我が国の立場でありますが、中国の漁船を

使った領海侵犯、違法操業による挑発行為は露骨であ

ります。この問題に対しては、国は一貫して中国を刺

激しないことだけを優先しており、尖閣諸島の実効支

配に向けた具体的な取り組みを放棄したままでありま

す。

　石垣市は、1969年に魚釣島に慰霊碑を建立して以

降、開催していない慰霊祭の開催を希望しており、政

府に対し同島への上陸許可を要請しております。ま

た、仲井眞知事は、尖閣諸島周辺海域での本県漁業者

の安全確保を図るため、外務省や国交省に対し、政府

としての対応を要請しております。

　このように、政府は固有の領土である尖閣諸島に関

し、内外に対し毅然とした姿勢を示すべきであると考

えます。

　そこで伺います。

　茨、石垣市は、尖閣諸島の固定資産税や環境調査、

慰霊祭を行うため早い時期の上陸許可を求めている

が、政府の対応と県の認識を伺いたい。

　芋、仲井眞知事は、尖閣諸島周辺海域での県内漁業

者の安全操業の確保を政府に対し要請したが、外務省

の反応について伺いたい。

　以上が代表質問であります。よろしく御答弁をお願

いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時40分休憩

　　　午前10時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○具志　孝助君　失礼いたしました。

　４項目めの離島・過疎地域の振興についての質問の

中で、質問漏れがありますので、追加して質問させて

いただきます。

　鰯点目、離島の廃棄物処理について、現在の処理状

況と廃棄物処理に要する運搬等の経費に対する支援の

あり方等、県の取り組みを伺いたい。

　允、離島等の病院における産婦人科医師の確保に向

けた県の取り組みはどうなっているのか。また、離島

勤務医師の待遇の改善や診療報酬の加算等財政的な支

援について県の考えを伺いたい。

　印、伊平屋空港建設事業について、環境影響評価知

事意見書が提出されたが、その内容と今後の作業スケ

ジュールについて伺いたい。

　以上であります。よろしくお願いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　具志孝助議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、普天間飛行場移設問題についての御質

問の中で、代替施設滑走路のＶ字型決定とこれまでの

経緯を含めた知事の見解いかんという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　去る６月21日、日米安全保障協議委員会におきまし

て、沖縄における再編などを含む共同発表があり、普

天間飛行場の代替施設について、位置、配置及び工法

の検証及び確認を完了したとのことでございます。

　昨年５月の日米共同発表は、県外移設の実現に期待

する声が高まっている中で唐突に行われたものであ

り、県民の間に大きな失望を招きました。その後、政

府に対し、県民の納得のいく説明と解決策を求めてま

いりましたが、それらは依然として示されておりませ

ん。これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得ら

れない移設案を実現することは、事実上不可能であ

る」と機会あるごとに申し上げてきたにもかかわら

ず、今回、このような決定がなされたことはまことに

遺憾であります。

　県としましては、日米両政府は、普天間飛行場の県

外移設の実現に向け、真摯に取り組むべきであると考

えております。

　次に、同じく普天間飛行場移設問題に係る御質問の

中で、米国上院軍事委員長が提案する嘉手納統合案に

ついての御質問にお答えいたします。

　レビン米上院軍事委員長らが沖縄の現状を踏まえ

て、辺野古移設を実行不可能と判断したのは、米議会

の中で現行の辺野古移設案に対する疑問が生じてきた

ものと受けとめております。しかしながら、嘉手納飛

行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担を強いられ

ており、さらに負担が増加するような案は断じて受け

入れることはできません。

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き

普天間飛行場の県外移設に真摯に取り組むよう強く求

めてまいりたいと考えております。

　同じく普天間飛行場移設問題についての御質問の中

で、普天間の固定化に対する認識と今後の見通しにつ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であります。早期に解決を図る必要

があることから、固定化は決してあってはならないと

考えております。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談などあらゆる機会を通して普天間飛行場の県外

移設及び早期返還の実現を強く求めてまいりたいと考

えております。また、その実現を図るためには、日本
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全体で米軍基地の負担を分かち合うべきであるという

ことを広く国民に理解してもらう必要があると考えて

おり、日米両政府などへの働きかけを積極的に推し進

めてまいる所存でございます。

　次に、返還軍用地の跡地利用に係る御質問の中で、

「駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）要綱県案」の概

要と今後の戦略についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　この要綱県案の概要といたしまして主なものは、第

１に、基本理念として跡地利用に関する国の責務と跡

地利用による自立的発展について明記したこと、第２

は、ＳＡＣＯ、そしてＳＣＣでの返還合意施設につい

ても法律の対象としたこと、第３が、土壌汚染の除去

など原状回復措置の徹底の制度化、そして４点目が、

給付金制度の拡充、５点目に、返還前の基地内立入調

査に対する国の行う所要の措置、第６点目に、中南部

都市圏広域跡地の国による早期の事業主体の確立及び

用地の先行取得、第７点目が自衛隊施設用地にも準用

する規定を明記したことなどであります。

　県におきましては、６月15日から17日にかけまして

本要綱県案を踏まえました「駐留軍用地跡地利用推進

法」の制定につきまして国へ要請を行ったところでご

ざいます。各政党への説明も随時行っておりますが、

今後とも意見交換等を行いながら、新たな法制度の制

定に向けた取り組みを推進してまいる所存でございま

す。

　次に、尖閣諸島問題に係る御質問の中で、石垣市の

尖閣諸島への上陸許可に関する政府と県の認識いかん

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　石垣市が求めております固定資産税や環境調査にお

ける尖閣諸島への上陸要請に対し、これまでの日本政

府の見解では、「尖閣諸島の上陸要請に関連し、平穏

かつ安定的な維持及び管理のためという所有者との賃

借の目的に照らし、原則として政府関係者を除き何人

も尖閣諸島への上陸を認めない」という旨の方針が示

されております。また、尖閣諸島で慰霊祭を行うため

の上陸につきましては、石垣市長が本年６月に菅総理

大臣を初め関係省庁等へ要請したところですが、現段

階において回答が示されておりません。

　県といたしましては、固定資産税の実地調査や環境

調査及び慰霊祭を行いたいという地元の意向に配慮し

た上で、政府として適切に判断されるべきものである

と考えております。

　同じく尖閣諸島問題に係る御質問の中で、尖閣諸島

周辺海域での県内漁業者の安全操業の確保についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、尖閣諸島周辺海域における漁業者の安全

操業の確保の観点から、外務省や国土交通省などに対

し、去る６月15日から17日にかけまして、安全操業に

対する適切な対策や取締船等の強化など抜本的な措置

を講ずることにつきまして強く要請したところでござ

います。要請に際し、外務省からは、第１に、漁業秩

序の回復など相手国に対し必要な申し入れをしっかり

行う、第２に、関係省庁とよく連携をし、要望内容に

ついては政府内で共有するとのコメントがありまし

た。また、国土交通省からは、巡視船及び保安要員の

増強を行うとのコメントをもらっております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　副知事の与世田でござい

ます。

　４月１日より公務についております。なれないこと

ばかりではございますが、仲井眞知事の補佐役とし

て、知事公約実現へ向け、また県民のため職務に精励

する所存でございます。県政の課題にスピーディーに

取り組む副知事を目指したいと存じます。きょうが初

めての答弁でございます。今後ともよろしくお願いい

たします。

　それでは具志孝助議員の、防衛省がまとめた「在日

米軍・海兵隊の意義及び役割について」、県が質問状

を出した理由と政府の反応についての御質問にお答え

いたします。

　去る５月７日、北澤防衛大臣から示された「在日米

軍・海兵隊の意義及び役割について」、在沖海兵隊の

作戦・任務や沖縄にまとまって所在する理由などその

内容を検討したところ、県民の納得のいく説明ではな

かったため、疑義を取りまとめ６月１日に防衛大臣あ

て質問書を提出したものであります。防衛省として

は、省内で精査した上で回答するとのことでありまし

たが、現時点まで回答はありません。

　県としては、政府に対し、速やかに回答するよう強

く求めてまいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場移設問題

について、国頭村安波地区への移設案についての御質

問にお答えいたします。

　国頭村安波区への移設案については、報道等により

承知しておりますが、宮城国頭村長は、「いかなる条



－ 26 －

件があっても受け入れる考えはない」とのことであり

ます。また、日米両政府においても、正式に取り上げ

られたことはないと承知しており、県としての見解は

差し控えたいと考えております。

　次に、ＭＶ22オスプレイの配備についての御質問に

お答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としては、当該機種が過去の開発段階におい

て死亡事故を起こしていること等から、県民が不安を

抱いており、十分な情報が示されない現状では、配備

について反対であります。去る６月24日、沖縄県は、

オスプレイの具体的な運用上の問題等についての質問

文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求めた

ところであります。

　次に、北澤防衛大臣の発言における２プラス２の意

義についてお答えいたします。

　北澤防衛大臣の発言については、国内の政治勢力の

大多数が日米同盟を支持したとの見解を示したものと

考えております。しかしながら、沖縄は在日米軍専用

施設の約74％の過重な基地負担があることから、県と

しましては、日米両政府において、普天間飛行場の県

外移設を含む基地負担の軽減に向けて、真摯に取り組

むべきであると考えております。

　次に、下地島空港の災害救援拠点空港としての使用

についてお答えいたします。

　県においては、新たな沖縄振興計画に盛り込む制度

要望として、国際緊急援助隊や援助物資の備蓄基地な

どを誘致し、県内に災害援助拠点を形成できないか検

討しているところであり、その場所等も含めた具体的

内容につきましては、現在、調査研究を行っていると

ころであります。

　北澤防衛大臣が南西諸島に災害拠点を整備する旨の

発言をされたことは承知しておりますが、その具体的

な内容等については現時点では把握しておりません。

　次に、返還軍用地の跡地利用について、大規模基地

返還の戦略の練り直しについてお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会文書において、嘉手

納飛行場より南の施設・区域等の返還は、ロードマッ

プに記されたように着実に実施されることを再確認し

たとしており、いわゆるパッケージ論が改めて示され

ております。

　「再編実施のための日米のロードマップ」で返還等

が示されている嘉手納飛行場より南の施設・区域等に

ついては、沖縄の振興・発展のための貴重な空間であ

り、確実に実施される必要があります。そのため、県

としては、パッケージ論にとらわれることなく、実現

可能なものから一つ一つ確実に実施されるよう、去る

６月27日にも菅総理を初め官房長官、外務大臣、防衛

大臣に対し強く求めたところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　返還軍用地の跡地利用に

ついての御質問の中で、「駐留軍用地跡地利用推進法

（仮称）要綱県案」への関係市町村等の意見の反映に

ついてお答えいたします。

　本要綱県案は、県及び跡地関係11市町村で構成する

「跡地関係市町村連絡・調整会議」において、県軍用

地等地主会連合会の意見等も踏まえて取りまとめたも

のであり、関係市町村及び県軍用地等地主会連合会の

意見が十分反映されたものとなっております。

　次に、基地内立ち入りの国のあっせん申請窓口が決

まっていないことについてお答えいたします。

　返還前の基地内立入調査のあっせん申請について

は、軍転特措法第９条に定められておりますが、５月

18日の参議院決算委員会において、国の申請窓口が明

確でないことが明らかになっております。

　県としましては、国によりあっせん申請窓口を明確

にした上で、当該申請があった場合に、基地内立入調

査が着実に実施できる制度が必要であると考えてお

り、「駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）要綱県案」

においても、あっせん申請に対して国が行う所要の措

置について規定しているところであります。

　次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

で、離島住民の生活コストの軽減についてお答えいた

します。

　離島地域の定住条件を整備する上で、沖縄本島に比

べて割高な生活コストを軽減することは、重要な課題

であると認識しております。このため、県において

は、沖縄本島から小規模離島を中心とする県内有人離

島へ輸送される生活必需品等の輸送費を措置し、価格

を低減することにより、離島住民の割高な生活コスト

を軽減するため、現在、国に対する制度提言の中で、

「離島の生活コスト低減支援制度」の創設を要望して

いるところであります。

　次に、小規模離島の航路、航空路支援の取り組みと

宮古・石垣への拡大についてお答えいたします。

　県は、国及び市町村と協調し、離島住民の生活に必

要な路線について、運航事業者の欠損額を補助し、そ

の確保に努めております。また、航空運賃について
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は、県管理空港の着陸料の軽減措置により離島割引運

賃制度が実施されているほか、中核病院や高校のない

小規模離島を対象に運賃を低減する実証実験を実施し

ているところであります。

　離島の定住条件を改善しその振興を図るためには、

交通コストの軽減は重要な課題であると認識してお

り、現在、宮古・石垣路線も含めた運賃低減のための

新たな制度創設を国に求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　おはようございま

す。

　去る４月１日付で新生商工労働部を率いることにな

りました商工労働部長の平良でございます。21世紀ビ

ジョンの実現に向けて本県産業の振興、とりわけ島嶼

地域沖縄の持続的な発展を図っていくためには、まず

それぞれの地域の地場産業をしっかり支えていくこと

が非常に重要だと思っております。これらの中小零細

企業のイノベーションの促進、加えて新産業あるいは

新事業の創出、あるいはこれらを経営する戦略産業の

育成を図りながら、国内外からの企業誘致、こういう

取り組みをしっかりやっていきたい、そして各部局と

も連携しながら県民の雇用確保に邁進してまいりたい

と考えております。先生方の御指導と叱咤激励のほど

をよろしくお願いいたします。

　それでは長くなりましたけれども、具志先生の新エ

ネルギー対策の中で、エネルギービジョン目標達成の

ための課題や問題点についてお答えいたします。

　平成22年度に策定した「沖縄県エネルギービジョ

ン」において、2020年までに新エネルギー導入割合

４％、エネルギー自給率1.5％、石油依存割合50％以

下、省エネルギー 10％効率改善という４つの目標数

値を設定いたしました。この目標を達成するために

は、新エネルギーのうち、風力や太陽光発電は、発電

量が天候に左右されるなど不安定な電源であること、

導入コストが高いこと、また、電力系統に大量に接続

するには、安定的な出力を確保し、電圧や周波数を一

定に保つ系統安定化対策を実施する必要があることな

どの課題があります。そのため、沖縄県では沖縄電力

と連携し、平成23年度から実施している「スマートエ

ネルギーアイランド基盤構築事業」において、４メガ

ワットの風力発電、１メガワットの太陽光発電を整備

し、系統安定化のための実証事業に取り組んでおりま

す。

　続きまして、風力発電の台風対策と目標数値につい

てお答えいたします。

　沖縄県においては、平成15年に宮古島に襲来した猛

烈な台風により、３基の風力発電設備が倒壊する被害

が発生しました。このため、沖縄電力では、風力発電

設備を設置する場合、設計風速を高めに設定すること

による基礎の強化等の台風対策を実施しており、平成

21年度には県と連携を図り、沖縄特別振興対策調整費

を活用し、強風を避ける可倒式風力発電設備を国内で

初めて波照間島に設置しております。

　風力発電目標数値については、平成22年度に策定し

た「沖縄県エネルギービジョン」において、平成32年

度までに現行の２万キロワットから14万キロワットま

で拡大する目標を掲げております。

　続きまして、バイオマス燃料の目標達成に向けた固

体・液体燃料の生産供給体制の整備についてお答えい

たします。

　固体バイオマス燃料の生産供給については、うるま

市の株式会社バイオマス再資源化センターが建設廃材

等を原料とする木質ペレットを年間約２万トン生産で

きる設備を有しております。沖縄電力では、具志川石

炭火力発電所においてこの木質ペレットを最大３％混

合し、使用しております。また、液体燃料について

は、宮古島市において、年間約400キロリットル生産

されるＥ３燃料普及のための一貫した製造・流通シス

テムを整備するなど取り組みが進められております。

　県としては、ビジョンの実現に向けて今後ともバイ

オマス燃料を初めとする新エネルギーの導入促進に努

めてまいります。

　続きまして、天然ガス埋蔵量調査の調査箇所と今後

の事業展開についてお答えいたします。

　沖縄県は、有望な地産エネルギーとして期待される

水溶性天然ガスの賦存量の把握や有効活用を目的とし

て、本島中南部及び宮古島市において「天然ガス資源

緊急開発調査事業」を実施しているところでありま

す。調査は、本島中南部の17市町村にまたがる７本、

宮古島市で９本の測線を設定し、その測線に沿って実

施しております。また、有識者らで構成する「天然ガ

ス資源有効活用検討委員会」において有効な利活用方

法を検討しております。

　県としては、民間事業者の参入を促進するため、調

査結果を広く公表するとともに、有望な場所について

次年度以降、試掘を検討してまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕
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○環境生活部長（下地　寛君）　離島・過疎地域の振

興についての質問の中で、離島の廃棄物処理状況及び

運搬などの支援策についてお答えいたします。

　平成21年度に離島において排出された一般廃棄物は

約４万8000トンで、そのうち約8000トン、17％が再生

利用されており、残りは焼却などの中間処理を経て約

7000トンが最終処分されております。産業廃棄物につ

いては、平成20年度の実績によりますと、宮古・八重

山地域において約12万トンが排出され、そのうち約８

万8000トン、73％が再生利用されており、残りは中間

処理を経て約5000トンが最終処分されております。

　離島における運搬などの支援策については、財団法

人自動車リサイクル促進センターなどが海上輸送費の

８割を上限として補助する制度があり、離島市町村が

活用しているところであります。また、県では、離島

における産業廃棄物の有効利用を促進する観点から、

平成22年度より海上輸送費の低減化等を図るため２年

間の実証事業を行っているところであります。

　県としましては、その結果を踏まえ、今後の離島に

おける支援策等について検討していきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　おはようございま

す。

　４月１日付で福祉保健部長を拝命しました宮里達也

でございます。本日、若夏の空青く澄み渡っておりま

すが、初議会に臨む私の心は必ずしも穏やかではござ

いません。

　さて、私は緒方洪庵を学祖とする大学に学びまし

た。現在、県医師会の宮城会長、県産婦人科医会の佐

久本会長、また県立病院に勤める医師で構成する県公

務員医師会の元武会長は大学が同窓であり、学生時代

からのよきつき合いがあります。その方々とも協力

し、関係団体との連携を進め、その分野での課題解決

に特に力を尽くすよう求められているのではと考えて

おります。この時期に部長の要職を担うことに大変緊

張しておりますが、本県の福祉・保健・医療の課題解

決に向けて誠心誠意取り組んでまいる所存でございま

す。今後とも県民の代表者たる議員各位の御指導、御

助言よろしくお願いします。

　それでは具志議員の離島・過疎地域の振興について

の、離島における産婦人科医師の確保についてお答え

いたします。

　沖縄県では、離島の産婦人科医師を確保するため、

県立病院の後期臨床研修事業を活用し、専門医を養成

しているところであります。また、平成19年度からは

「離島・へき地ドクターバンク等支援事業」を実施

し、県内外から産婦人科医師等、専門医の確保を図っ

ております。さらに、琉球大学附属病院と連携して

「医師修学資金等貸与事業」を実施し、離島病院等の

産婦人科医師の確保に努めております。

　続きまして、離島勤務医師の待遇改善と財政的支援

についてお答えします。

　県立病院の離島勤務医師につきましては、生活が著

しく不便な地域に勤務する職員に支給する特地勤務手

当や準特地勤務手当等のほかに、特殊勤務手当として

医師手当が支給されております。また、福祉保健部に

おいては、離島診療所に勤務する医師の休暇や研修機

会を確保するなど、勤務環境を改善するためドクター

プール事業等により代診医を派遣しております。

　なお、診療報酬においては入院について離島加算が

あり、また離島に特化した制度ではありませんが、救

急、外科、産科、小児科等の勤務医の負担軽減を図る

ため、入院基本料の加算、産科医療に対するハイリス

ク分娩の管理加算等が措置されているところでありま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　おはようございま

す。

　４月１日付で土木建築部長を拝命いたしました当間

清勝でございます。

　沖縄の特性を最大限に生かした効果的な社会資本整

備と安全・安心な県土づくりに向けまして、常に県民

のニーズをしっかり把握しまして土木建築部の職員一

丸となってスピード感を持って取り組んでまいりたい

と考えております。議員の皆様の御指導、御鞭撻のほ

どよろしくお願い申し上げます。

　それでは離島・過疎地域の振興についての御質問

で、伊平屋空港環境影響評価に対する知事意見の内容

と今後のスケジュールについてお答えいたします。

　伊平屋空港の環境影響評価手続を進める中で、知事

意見として、事業実施区域の周辺沿岸域は、豊かな自

然環境を形成しており、サンゴの保全や海ガメ類の産

卵地の保全等の観点から「埋立を回避すること」との

意見が出されております。そのため、滑走路再配置の

検討や就航機材の見直し等について伊平屋村、伊是名

村、航空会社と協議を行い、環境影響評価書の補正を

行うことにしております。なお、新規事業の要望に当
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たっては、定期便就航の見通しと路線維持のための枠

組みづくりが必要であり、航空会社、関係機関等と調

整を図り、定期便就航の要件を整えた上で早期の事業

化に向け取り組んでいく考えでございます。

　続きまして、県発注工事の入札契約制度についての

御質問で、同額入札問題の調査内容や結果及び改善策

についてお答えいたします。

　最低制限価格と同額入札の調査は、積算及び予算執

行にかかわった職員と最低制限価格と同額で入札した

事業者を対象に、面談による聞き取り調査を実施しま

した。

　職員に対しましては、同額事業者への知人の有無や

入札前の知人との接触、最低制限価格等の情報漏えい

などについて調査しました。また、事業者に対して

は、入札前の担当職員との接触、最低制限価格の事前

入手の有無、積算方法などを調査しました。その結

果、情報漏えい等の不正と認められる状況は確認され

ませんでした。

　同額入札の要因としては、最低制限価格がほぼ予定

価格の90％であること、積算ソフトの高度化と積算技

術の向上等が考えられます。

　改善策としましては、最低制限価格に１％の幅を設

けることや総合評価方式の改善・拡充及び公共工事入

札契約適正化委員会でのフォローアップ等を実施する

こととしております

　同じく県発注工事の入札契約制度についてで、入札

制度の特徴と実施状況及び今後の対応についてお答え

いたします。

　平成22年度における土木建築部の入札方式別実施状

況について、随意契約を除く全工事883件の内訳は、

指名競争は682件、一般競争入札は55件、総合評価方

式は146件となっております。

　各入札方式の特徴として、指名競争入札は、設計金

額による等級、地域性等を考慮し業者を選定します。

また、一般競争入札は、広く参加者を募るため公告を

行うことから、入札・契約手続の透明性及び高い競争

性が確保できます。さらに、総合評価方式について

は、価格以外の施工方法や技術的な要素を加え、総合

的に評価し最もすぐれた企業を落札者とする方式であ

ります。

　今後の対応については、一般競争入札や総合評価方

式の拡大を図ることとしており、さらなる入札契約の

健全性を高め、沖縄県の建設業界の特性を踏まえたよ

りよい入札契約制度の改善に努めていく考えでありま

す。

　同じく県発注工事の入札契約制度について、建設業

界の振興・育成を図るための方策についてお答えいた

します。

　建設産業の活性化に向けて、現在、策定中の新たな

計画の基本的考え方においては、社会資本整備への貢

献に加え、新技術の開発や新分野進出等による経営の

多角化、経営基盤の強化を促進することとしておりま

す。また、県内建設業者の工事受注の拡大や米軍発注

工事への参入促進を図るとともに、多様化・高度化す

る市場ニーズに対応できる人材の育成に取り組んでま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　それでは農林水産業

の振興の中で、東日本大震災や原発事故による農産物

出荷への影響についてお答えします。

　本県からの農産物出荷については、震災直後、物流

の混乱や停電などで一時的に関東以北の市場機能がス

トップするなどの影響が見られました。特に菊につい

ては、関東以南の市場へ出荷が集中したこと、計画停

電による冷蔵庫の使用制限で花卉卸売業者や花屋にお

いて買い控えが生じたこと、ガソリンなどの燃料不足

によりお彼岸の需要が減少したことなどから、３月に

単価が下落するなどの影響が生じました。そのため、

県としては、生産者への支援対策として、借入金の利

子補給や再生産に伴う肥料及び農薬の費用の一部助成

を行っているところでございます。４月以降は、青果

物・花卉ともに東京都中央卸売市場への出荷状況が昨

年並みとなっており、回復傾向にあるものと考えてお

ります。

　今後、首都圏での計画停電の影響などが懸念される

ことから、県内外の卸売市場や出荷団体と連携し、販

売対策等の強化に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　次に、６次産業化の取り組みについてお答えしま

す。

　県では、農林漁業の振興を図るため、食品メーカー

等と連携し商品開発に取り組む農商工連携や、農業者

がみずから農産物の加工・販売などに取り組む農林水

産業の６次産業化を推進しているところでございま

す。

　具体的には、平成22年度から地域資源に着目して、

「県産農産物付加価値向上推進事業」により、地域内

生産者や加工グループ等と連携した加工品開発、県内

食品メーカー等と連携した加工品開発、大手食品メー

カー等と連携した加工品開発による全国展開など３つ
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の加工品開発モデルの構築を実施しているところでご

ざいます。

　さらに、平成23年度からは、「アグリチャレンジ６

次産業化支援事業」により、地域資源を生かした加工

品の試作開発、食品加工基礎講座や企業派遣研修など

加工技術習得、商品化に必要な加工機材の整備に取り

組んでいるところでございます。

　さらに、６次産業化のための各種事業の実施を通じ

て、モンドセレクションなど世界商品評価基準を満た

すようなブランドを構築するとともに、新たな産業の

創出に向けて展開することとしております。

　次に、「全国豊かな海づくり大会」の準備作業、事

業内容及び経済効果についてお答えします。

　「全国豊かな海づくり大会」は、水産資源の維持培

養と海の環境保全に対する県民の意識の高揚を図ると

ともに、水産業に対する認識を深めることを目的とし

て開催される国民的行事で、平成24年秋ごろに糸満市

において開催される予定となっております。

　県では、去る４月26日に県内各界各層等で構成する

沖縄県実行委員会を立ち上げ準備を進めているところ

でございます。

　本大会の内容は、功績団体の表彰や大会決議などを

行う「式典行事」、稚魚の放流や漁船パレードなどを

行う「海上歓迎・放流行事」、水産業や環境保全等の

企画展示、県産農林水産物等の紹介及び試食販売など

を行う「関連行事」などとなっており、２日間で県内

外から約５万人の来場者を見込んでおります。

　経済効果につきましては、来場者数や関連行事での

販売状況等をもとに、先催県の状況も踏まえ、今後試

算してまいりたいと考えております。

　次に、パパイヤの販売、栽培状況と風評被害の対応

及び未承認遺伝子組み換えパパイヤに関する説明会に

ついて一括してお答えいたします。

　平成20年度のパパイヤの生産状況は、栽培面積が31

ヘクタール、生産量が965トンとなっております。ま

た、平成23年４月21日に国から公表のありました遺伝

子組み換えパパイヤ「台農５号」の面積は、平成23年

５月末現在3.6ヘクタールで、過去５年間の中央卸売

市場の平均単価を用いて推計すると、被害額は約1500

万円を見込んでおります。

　さらに、パパイヤの販売価格は、公表後、県中央卸

売市場の市況によると低下傾向で推移しておりました

が、５月中旬には公表前の水準に回復している状況で

ございます。

　県は、風評被害の防止とパパイヤの生産振興を図る

観点から、国と連携して生産農家を初め市町村、農業

協同組合及び青果物流通業者等を対象に、遺伝子組み

換えパパイヤについて説明会を開催したところでござ

います。説明会においては、生産者等から原因究明や

伐採に伴う損失補償を求める意見が出されておりま

す。

　次に、国の損失補償に対する県の考え方についてお

答えします。

　国は、「カルタヘナ法」に基づく未承認遺伝子組み

換えパパイヤの伐採処理に伴う損失については、補償

の規定はないとの説明をしております。しかしなが

ら、生産農家からは、平成15年に同法が制定されてか

ら約８年間、遺伝子組み換えパパイヤの検査方法が確

立されていないことから、国内侵入防止対策の強化や

伐採に伴う補償を求める意見があります。このため、

県は、５月と６月に農林水産省や関係省庁等に対し、

早急な原因究明、検査技術の確立と技術移転、国内侵

入防止対策の強化、伐採処理等に伴う補償など「カル

タヘナ法」の運用の見直しを含め抜本的な対策を講じ

るよう国に強く要請したところでございます。

　県といたしましては、パパイヤ生産農家に対する補

償については国が行う必要があると考えております

が、パパイヤの生産振興を図る観点から、緊急的に伐

採作業と苗の配布支援を行うなど関係機関等と連携し

パパイヤ生産農家の経営安定に取り組んでまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　おはようございます。

　４月１日付で県議会の同意を得まして沖縄県教育長

に就任いたしました大城でございます。何分、浅学の

身ではございますが、学校、家庭、地域社会の役割を

しっかりと明確にしながら、本県の児童生徒約20万人

の夢実現、そして教職員の先生方約１万2000名の能力

を引き出すために、誠心誠意頑張る所存でございま

す。引き続き御指導、御鞭撻をよろしくお願いいたし

ます。

　それでは農林水産業の振興についての御質問で、県

産食材の利用率等についてお答えいたします。

　平成21年度の学校給食における県産農水産物の利用

状況調査によると、県産食材の利用率は32.3％となっ

ております。

　県教育委員会といたしましては、引き続き学校給食

において県産食材を活用したゴーヤーチャンプルー等

の郷土食を提供するとともに、県農林水産部等関係機

関と連携し県産食材の積極的な活用を促進してまいり
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ます。

　次に、教育・文化の振興についての御質問で、幼保

一体化との関係についてお答えいたします。

　県教育委員会では、幼稚園教育につきまして保護者

の負担軽減、幼児教育の充実、小学校との円滑な接続

などを目指して、現在、国に対しまして新たな制度設

計を提案しております。

　国の目指す幼保一体化は、幼稚園が保育所機能を拡

充し、保育所が幼稚園機能を拡充することで双方が子

育て世帯のニーズに積極的に対応していこうとするも

のでございます。県教育委員会の制度設計のねらい

は、国の方向性に沿うものでございます。

　続きまして、学び直しの学校についてお答えいたし

ます。

　現在、平成24年度からの次期県立高等学校編成整備

計画を策定中であり、その計画の中で学び直しができ

る高校の基本方向についても検討しているところでご

ざいます。

　なお、対象としては、何らかの理由で不登校など学

校への不適応等を起こしている生徒を考えておりま

す。

　次に、学習指導についてお答えいたします。

　県教育委員会におきましては、「確かな学力」を育

成するため、生徒一人一人の特性等を十分把握し、基

礎的・基本的事項の指導徹底や個に応じた学習指導の

工夫改善に努めているところでございます。学習のお

くれがちな生徒や障害のある生徒につきましては、義

務教育段階の学習内容定着を図るため個々の生徒の学

習状態に応じた指導内容や指導方法を計画的・組織的

に行うことが重要であると考えております。

　次に、特別支援教育実践推進事業についてお答えい

たします。

　県教育委員会では、すべての学校におけるより実践

的な支援体制推進のため、今年度より「特別支援教育

実践推進研修」、特別支援教育コーディネーターの資

質向上を図るための「人材育成研修」、巡回アドバイ

ザー等が教員に対して具体的な助言等を行うための

「学校支援事業」の３つの柱で特別支援教育実践推進

事業を進めております。特に、全教職員の特別支援教

育に係る指導力の改善・充実を図るため「コーディ

ネーター養成研修」、「スキルアップ研修」、さら

に、関係機関との連携による「地域支援力強化研修」

等を実施し、専門性の向上を図っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

　　　〔中川京貴君登壇〕

○中川　京貴君　去る３月11日の東日本大震災による

犠牲者に対して深く哀悼の意をささげ、被災されたす

べての方々に心よりお見舞いを申し上げたいと思いま

す。

　自由民主党の中川京貴でございます。自由民主党会

派を代表いたしまして、代表質問を行います。

　その前に所見を少し述べたいと思います。

　自由民主党会派、新垣哲司会長を初め14名は、６月

６日から６月９日までの日程で、東日本大震災の被災

地である宮城県の現況視察と、また、今年度期限切れ

となる沖縄振興特別措置法や沖縄振興計画の新たな振

興策について、政府や党本部に要請を行いました。

　被災地では、テレビマスコミ報道よりも想像を絶す

る状況を目の当たりにし、つめ跡の深さや津波の恐ろ

しさを改めて痛感した。なお、自由民主党会派は、今

後も被災地、被災地域の皆様のために義援金を初め物

資支援継続を呼びかけ行動していきたいと思います。

　また、沖縄振興計画におきましては、自由民主党の

谷垣禎一総裁初め大島理森副総裁、二階俊博元経済産

業大臣、林・岸田文雄元両沖縄担当大臣、また沖縄振

興に関する特別委員会川口順子参議院議員、島尻安伊

子参議院議員、磯崎仁彦参議院議員へ本県の事情に

沿った経済自立に向けた新たな振興策について要請を

行いました。

　また、基地問題では日米地位協定の改定、普天間飛

行場の危険性の早期除去と沖縄県の基地の整理縮小や

過重な基地負担軽減のため、嘉手納以南の基地返還を

ロードマップから外すよう要請をしてまいりました。

　１、災害等危機管理体制について。

　去る３月11日午後、三陸沖を震源とする巨大地震が

東北を中心に東日本の広い地域で発生し、同時に押し

寄せた大津波により宮城県、岩手県、福島県などの沿

岸地域を中心に壊滅的な被害を受け、６月９日現在で

死者数は１万5401人、不明者は8146人に達し、想像を

絶する惨状であります。この未曾有の地震・大津波に

よる被災に追い打ちをかけたのが福島第一原発事故で

あります。

　今回の大災害は、役場そのものや職員にも被害をも

たらしたことで、役場や町が指令塔的機能を果たすと

いう大前提が崩れ、住民の安否確認という災害発生時

の初歩的作業を初め、一時避難場所や救援物資の確

保、避難所への必要な情報が把握できないなどの事態

となったのであります。

　このように多くの自治体で役場の機能不全という想

定外の事態が起きたことで、我が国における地震・津

波対策と災害防止のあり方を根本から問い直すものと
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なりました。

　去年２月27日、那覇の東50キロ付近の太平洋海底を

震源とするマグニチュード6.9の地震で、沖縄本島で

震度５弱の揺れが観測されたことは、沖縄での大きな

地震が起こり得ることを示しております。県において

は、今回の東日本大震災の教訓を生かし、離島県であ

ることを念頭に、万全な防災計画を講じることが必要

であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、東日本大震災支援について。

　ア、東日本大震災支援について、本県として被災地

に対する救援隊派遣等人的支援を含めた支援はどのよ

うに行われたか伺います。

　イ、本県に避難してきた被災者に対する県の一時緊

急避難支援について、支援の内容と期間、また、宮

城、岩手、福島３県の被災者と３県以外の対象者の受

け入れ状況を伺いたい。

　ウ、震災で親を失った子供たちの受け入れについ

て、難しい事情もあるようだが、県としてどのような

対応を考えているか伺いたい。

　芋、本県における地震・津波対策について。

　ア、本県は、30年以内に震度６弱の地震が起きる確

率が全国で18番目に高いと言われているが、地震・津

波に対する対策はどうなっているか。県の防災計画に

基づく危機管理体制と市町村を含めた連絡体制につい

て伺いたい。

　イ、東日本大震災は、住民避難を主導すべき市町村

役所や職員も被災し、機能不全に陥った地域もある。

県の対策はそのような事態も想定されたものとなって

いるのか。

　ウ、本県は多くの離島を抱えた島嶼県であり、空港

や港が被害を受けると完全に孤立する。そのような想

定を含め国の災害対策基本法の見直しが必要ではない

か。

　エ、災害時における高齢者や障害者等の避難支援の

ための県内市町村災害時要援護者支援計画の策定状況

について伺いたい。

　２、新たな沖縄振興策について。

　県は、2030年の沖縄のあるべき姿、長期的な視点で

将来を展望した「沖縄21世紀ビジョン」を策定してお

ります。４次にわたる国による振興策は、観光業の伸

びや情報通信関連産業の集積などに成果を上げており

ますが、離島経済圏の不利性を克服するには至らず、

90％超の中小零細企業の存在に全国最下位の県民所得

や依然厳しい雇用情勢など、大きな課題を抱えている

のであります。このため、「沖縄21世紀ビジョン基本

計画」は、これまでの国の計画であった沖縄振興計画

から抜本的な発想の転換を図り、県が主体性を持った

県計画として策定し、これを国が支援する仕組みと国

の責務において全国一律とは異なる新たな法制度を構

築するものであります。しかし、政府が打ち出した総

合特区制度に対し全国の自治体が導入を目指し働きか

けを強めている中、沖縄唯一の一国二制度の創設を図

るのは容易ではありません。特に大震災で壊滅的な打

撃を受けた東北地方に特区の創設との声が政府内部か

ら出ていることは、沖縄の優先度の後退につながりか

ねません。県は、国との調整において沖縄の優先度や

県主体の計画にすることが県経済の自立につながるこ

とで理論武装が重要となってくると考えます。県民所

得全国中位の目標を達成する上で経済の自立は不可欠

であり、県の取り組みが注目されております。

　そこで伺います。

　茨、県は、沖縄振興計画にかわる新たな計画である

「沖縄21世紀ビジョン基本計画（素案）」を公表し

た。計画の基本的な考え方と計画実現のため克服すべ

き課題の解決について伺いたい。

　芋、県は、「沖縄21世紀ビジョン」の策定や一国二

制度の恒久法の制定を目指しているが、全国的に総合

特区制度導入の動きや大震災に伴う復興特区構想があ

る中、沖縄は特別との理由づけは可能であるか。

　鰯、沖縄政策協議会が開かれたが、新たな沖縄振興

に向けた県の要望に対しほとんどゼロ回答に近いとい

うことだが、国と県との認識の乖離はどこにあると考

えているか伺いたい。

　允、新たな沖縄振興に係る法制度の策定に向けた政

府との調整がおくれている中で、現行制度の単純延長

やつなぎ法案の考え方が出ていることについて県の見

解を伺いたい。

　印、国際物流拠点としての那覇空港と沈埋トンネル

で結ばれる那覇港国際コンテナターミナルとの航空輸

送と海上輸送を連結させた国際物流経済特区の創設に

ついて県の考えを伺いたい。

　３、県財政の健全化について。

　去る５月24日、沖縄政策協議会第３回沖縄振興部会

が開かれ、県は平成23年で期限が切れる沖縄振興特別

措置法にかわる「新たな沖縄振興のための制度提言」

を国に対し行い、重点事項として沖縄振興一括交付金

の創設などを要望しております。自己財源に乏しい本

県においては、効率的かつ効果的に新たな沖縄振興に

係る各種施策を総合的に展開するため、財源の確保が

必要であり、使途が限定されず県の責任で使い道が決

められる沖縄振興一括交付金の創設が不可欠でありま
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す。しかし、国は県の要望する沖縄振興一括交付金の

額3000億円について、その根拠にこだわっているよう

であり、使い勝手のよい制度の要求と使い道の責任の

所在の明確化との関係など明確な説明が求められま

す。

　県の要望は、現下の全国一律の制度に風穴をあける

ものであるだけに、実現には多くのハードルを乗り越

えなければならないと考えます。その上、本県にとっ

て不可欠なのは高率補助制度の存在であります。一括

交付金が認められれば高率補助制度はどうなるのか、

県は基本的な考えを明確に示しておくべきでありま

す。仲井眞知事は、新たな制度の実現は事務段階でで

きるものではなく、政治レベルで方向性を示す必要性

を述べております。まさに沖縄振興の実現は一にか

かって政治の力が必要になってまいります。県は、政

府を初め各党に対しても制度実現の要望を行っており

ますが、今後は県の考えをいかに政党に浸透させ国に

実現を迫れるか、県の真価が問われております。

　そこで伺います。

　茨、県が求める沖縄振興一括交付金の範囲や対象と

額3000億円の積算根拠、また、高率補助との関係につ

いて伺いたい。

　芋、県が求める一括交付金について、県と国との認

識との乖離が指摘されるが、歴史的・地理的・自然

的・社会的な４つの特殊事情で国の理解を得ることが

可能であるか、県の基本的な考え方を伺いたい。

　鰯、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」で新たな財源

措置が必要とされるが、県はどのような事務・事業経

費を想定しているか。また、これらの事業費は一括交

付金の範囲におさまるか伺いたい。

　允、社会保障と税との一体改革を検討している政府

は、消費税を2015年度までに10％へ段階的に引き上げ

るとしているが、県財政へどのような影響を与えるか

伺いたい。

　印、平成23年度に創設された沖縄振興自主戦略交付

金の今後の取り扱いについて、県はどのように考えて

いるか伺いたい。

　４、基地問題について。

　米空軍は、嘉手納飛行場でのパラシュート訓練を県

や関係市町村に事前に通告することなく強行しており

ます。そもそも米軍のパラシュート訓練は、1996年、

ＳＡＣＯの最終報告で伊江島で実施することで日米が

合意していたにもかかわらず、米軍の一方的な都合で

守られていないのが実情であります。今回の訓練はこ

れまでの訓練とは違い、事前の通告もなく、地元の市

や町の抗議に対し、米軍はすべての訓練を日本側に通

告するわけではないとし、基地の運用上の安全を確保

するため、特定の日時を通告することは今後はない。

無通告で訓練を行うと明言をしております。日本政府

は、地位協定で米軍の運用に任されていることを理由

に、事前通告義務はないとの姿勢であります。

　それにしても昨今、米軍の地元無視や高圧的な姿勢

は目に余ります。トリイ通信施設内の海岸に勝手に工

作物を造成したり、北谷町キャンプ桑江から出たアス

ベストや鉛などの有害物質を含む土、汚染土問題でも

米軍の責任は問われないのであります。民主党政権の

もと、外交関係がぎくしゃくしている中、日米関係の

重要性が再認識され、その分、米国に頼る姿勢が米国

への援助となり、県民の安全を守る責任を放棄してい

ると言われても仕方ないと考えるのであります。政府

に対しては、国民・県民の安全を守るという使命に立

ち返り、毅然とした姿勢で米軍に対処してほしいと願

うものであります。

　そこで伺います。

　茨、政府は、鳥島射爆撃場の移転先として硫黄鳥島

を検討しているということだが、事実関係はどうか。

　芋、嘉手納基地でのパラシュート訓練について、米

軍は運用上の安全を確保するため、今後とも無通告で

訓練を行うとしているようだが、県は確認している

か。

　鰯、基地返還後の米軍汚染土の保管問題について、

日米地位協定における米軍の原状回復義務に関し、ド

イツや韓国との違いを伺いたい。

　允、那覇検察審査会は、１月に米軍属男性が起こし

た沖縄市の交通死亡事故について、那覇地検が公務中

を理由に不起訴処分としたことに対し、起訴相当と議

決した。県の見解を伺いたい。

　印、米軍がトリイ通信施設内の海岸に造成した工作

物について、県は原状回復を求めているが、政府の対

応はどうか。

　５、県内企業の振興について。

　東日本大震災の影響は、多くの県や地域に及んでお

りますが、本県においても県中小企業中央会が実施し

た大震災の影響調査によりますと、回答した会員93団

体のうち57％に当たる53団体が影響ありと回答してい

るようであります。影響は観光だけでなく食品業界な

ど多方面に及んでおり、このような状況においては企

業は守勢に回らざるを得ず、今後さらなる被害が表面

化してくることが懸念されます。

　このように日米経済の先行きが不安視されている状

況のもとで、自立した競争力のある県内中小企業とし

ていかに育成し支援をしていくか、今後の大きな課題
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となってくるものと思われます。そのためには県内中

小企業の意識改革が重要であることは当然でありま

す。しかし、本県における地場産業の中心的位置を占

める沖縄泡盛は、近年、県外出荷量の減少に歯どめを

かけられず、６年連続減少し続けている状況にありま

す。沖縄泡盛は、本県を代表するブランドであり、そ

の歴史も500年以上前にタイから酒とともに製法が伝

わり、沖縄の風土を生かした日本最古の蒸留酒と言わ

れており、そこに本土のしょうちゅうとの違いがあり

ます。このような沖縄の泡盛の特性を前面に出し、

しょうちゅうとは違った飲み方の提案や用途に合った

多様な利用法、次世代の消費者を対象とした普及宣

伝、さらに少子・高齢化に対応した販売戦略などが必

要ではないかと考えます。

　そこで伺います。

　茨、東日本大震災で県内企業も製品の入荷減など影

響を受けているようだが、影響を受けている業種と県

の対策について伺いたい。

　芋、中小零細経営が多い本県の企業は、今後予想さ

れる大震災の影響による景気の低迷に大きな不安を抱

いているが、県の認識と支援のあり方について伺いた

い。

　鰯、県は、第３のリーディング産業として、臨空・

臨港型産業の立地・集積を進めているが、実現に向け

た県の基本方針と具体的取り組みを伺いたい。

　允、近年、我が国製造業を下支えしてきた金型産業

の海外移転が進み空洞化が懸念されている。製造業の

立地を推進している本県への立地集積を積極的に進め

るべきと考えるが、県の取り組み状況を伺いたい。

　印、本県泡盛の県外への出荷量が６年連続で減少し

ている。その要因を県はどのように分析しているか。

今後に向けた県の対策を伺いたい。

　咽、県内市町村などで構成する３協議会の企業誘致

計画に対し、国は、企業立地促進法に基づき同意した

が、それぞれの計画の概要と認められる特典について

伺いたい。

　６、那覇空港滑走路の拡張整備について。

　那覇空港滑走路の拡張整備については、これまでの

構想段階から施設計画段階を経て今年度から事業化に

向けた環境アセスメント等の手続が着手されておりま

す。県の説明によりますと、事業着手までに実施され

る環境アセスメント等の関係手続はおおむね３年程度

を要するとされ、滑走路の増設の概算工事は約７年と

見込まれているようであります。完成目標は2020年度

とされておりますが、東日本大震災の影響による公共

事業の抑制や復興財源確保のため、地方への予算減額

も懸念されることから、計画どおりのスケジュールで

作業が進められるか心配であります。

　一方、現在実施されている環境アセスメントについ

ては、滑走路の長さが2700メートル、埋立面積が160

から170ヘクタールとされていることから、滑走路の

増設部分や増設滑走路と瀬長島、大嶺崎に囲まれる部

分等のサンゴ類や海藻類などへの影響をいかに減少さ

せるかが重要になると考えます。

　そこで伺います。

　茨、国は環境影響評価を進めているが、滑走路増設

による埋め立てで環境保全措置が必要とされるもの

や、直接・間接的に影響を受けると想定しているも

の、これらに対する対策について伺いたい。

　芋、2020年度完成に向け、環境アセスメント等の関

係手続はおおむね３年程度要するとされ、滑走路増設

の概算工事は約７年と見込まれているようだが、東日

本大震災の影響はないか伺いたい。

　鰯、沖縄国際航空物流ハブ活用推進事業について、

事業の目的と内容、ターゲットとする海外の主要都市

はどこを想定しているか。

　允、那覇空港における航空貨物取扱量は、国際航空

物流拠点事業の開始後急増しているが、沖縄県産の割

合はどうなっているか。また、県経済への波及効果に

ついて伺いたい。

　印、国内線ビルと新国際線ビルとを連結する旅客

ターミナルビル全体整備構想について、その概要と完

成目標を伺いたい。

　７、地域振興対策について。

　我が国経済は、戦後の復興とともに驚異的な発展を

遂げ、経済大国の地位を確立し国民生活も大きく変化

してまいりました。国が豊かになり、国民の所得の向

上に伴い消費財の普及や交通手段が自動車へと変化、

いわゆるモータリゼーションが進展したことにより、

消費者の購買行動に大きな変化をもたらしたのであり

ます。このような消費者の嗜好の変化やニーズの多様

化は、品ぞろえの豊富な郊外への量販店や大型店舗へ

と向かい、地域の商店街に大きな影響を与えるととも

に、商店街が競争にさらされ、その結果、商店街は衰

退の一途をたどっているのであります。その上、90年

代の失われた10年間と言われる経済の停滞から世界金

融危機に伴う経済の低迷で景気悪化が続いており、今

では失われた20年と言われるほど我が国経済の活力を

奪っており、特に地方の経済力の衰退を招いておりま

す。

　本県においても中心市街地や商店街の衰退が大きな

問題となっており、特に中北部において深刻の度を増
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しております。こうした商店街の衰退に対し、商店街

自身や行政も手をこまねいているわけではなく、危機

感を抱いてさまざまな対策を講じてきたのであります

が、思うような効果を上げ得ないというのが現状であ

ります。中心市街地の衰退に歯どめをかけ活性化を図

るには当該市町村の行政力は重要であることは当然で

ありますが、市町村だけの力では多くの課題が山積し

ており、県の積極的な参加・関与が必要であると考え

ます。

　そこで伺います。

　茨、全国的に地方の中心市街地の衰退が進み地域商

店街は空き店舗がふえ、地域経済に影響を与えている

ようであるが、本県は全国と比べてどのような状況に

あるか。

　芋、地域商店街の活性化を図る上で民間活力と行政

の協働は重要と考えるが、空き店舗解消に向けた県の

基本的な考えを伺いたい。

　鰯、内閣府が認定する中心市街地活性化基本計画の

認定要件と計画策定における県のかかわりについて伺

いたい。

　允、市町村における中心市街地活性化基本計画の認

定に向けた取り組み状況と県の指導について伺いた

い。

　８、台風２号による被害について。

　去る５月28日に発生した台風２号は、本島各地や先

島地方の農作物を中心に大きな被害をもたらしまし

た。特に県内各地で61人の負傷者を出したほか、さと

うきびやマンゴーなど農作物への被害は莫大な額に達

すると言われ、さらにライフラインの影響もあり、県

民生活に大きな打撃を与えております。

　県の調査によれば、ゴーヤーなどの野菜類やさとう

きび、そして葉たばこなどに甚大な被害を与えたほ

か、マンゴーなどの果樹類にも大きな被害を出してお

り、被害総額は70億円を超えるようであります。我が

党も被害現場の視察を行いましたが、農作物の被害は

深刻であり、住民生活への影響も含め今後調査が進む

に従い被害がふえることが予想されます。

　このような中、去る24日から25日にかけ台風５号が

発生し農作物に大きな被害が出ております。県におい

ては、台風２号、台風５号の各地における被害の状況

のさらなる綿密な調査を行うとともに迅速な支援体制

を構築し、農家等の不安解消に努めていただきたいと

願い、次の質問を行います。

　茨、台風２号による県内の被害状況について、その

概要と最も被害を受けた農林水産業の状況を伺いた

い。

　芋、農作物等への影響は甚大であるが、県の支援は

どうなっているか伺いたい。

　９、第５回世界のウチナーンチュ大会について。

　来る10月13日から16日にかけて、第５回世界のウチ

ナーンチュ大会が開催されます。大会は、12日の前夜

祭パレードを皮切りに16日のグランドフィナーレま

で、世界からウチナーンチュが一堂に会し交流が行わ

れることになっております。

　ウチナーンチュ大会は、海外に雄飛した沖縄県人の

子孫が母国沖縄に５年に一度集結し、県民との交流を

図る中から、ウチナーンチュとは何かを改めて問い直

す貴重な大会であります。南米のペルーやブラジル、

ボリビア、アルゼンチンに行くと、三線や琉舞が盛ん

で、何より昔の沖縄の方言、それも地域の方言が残っ

ており、また、若者は日常的にお年寄りを敬い大事に

していることが実感されるのであります。この意味で

世界のウチナーンチュ大会は、100年以上の移民の歴

史を持つ沖縄の再認識と先人の子孫たちが世界各国か

ら集結する唯一の機会であり、我々は温かく迎えなけ

ればなりません。しかし、東日本大震災による福島第

一原発事故の影響で南米からの大会申し込みは激減し

ているということであります。

　県は、原発事故の影響は特定地域に限定されてお

り、沖縄は安全であることを世界の県系人に向け情報

を的確に発信する必要があると考えます。

　そこで伺います。

　茨、第５回世界のウチナーンチュ大会が来る10月13

日から16日にかけて開かれるが、大会の意義と位置づ

け、前夜祭からフィナーレまでの主要行事、そしてこ

れまでの大会との違い、特徴について伺いたい。

　芋、世界のウチナーンチュ大会は、単に県系人が旧

交を温めるだけの大会であってはならないと言われる

が、これまでの４回の大会の交流を通して、ウチナー

ンチュとして何を受け継ぎ、何が根づいたか伺いた

い。

　鰯、報道によれば、東日本大震災による福島第一原

発事故の影響で南米県系人の参加申し込みが激減して

いると言われるが、県はどのような対策を講じている

か伺いたい。

　答弁を聞いて再質問したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの中川京貴君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回

したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時５分休憩

　　　午後１時21分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の中川京貴君の質問に対する答弁を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　中川議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、災害等危機管理体制に係る御質問の中

で、災害対策基本法の見直しなどなどの御質問に答弁

させていただきます。

　御案内のとおり、３月11日に発生いたしました東日

本大震災は、東北地方を中心として死者・行方不明者

が約２万5000人と言われる未曾有の災害であります。

今なお約13万人の方々が避難生活を余儀なくされてお

られます。お亡くなりになられた方々の御冥福をお祈

りいたしますとともに、被災された皆様方に対し、心

からお見舞いを申し上げます。

　私も実際に被災地を訪問をし、被害の甚大さなどを

目の当たりにし、議会を初め県民の皆様の御理解と御

協力のもと、東日本大震災の被災者支援に全力を挙げ

ますとともに、県内の防災対策の強化を強力に推し進

めることを決意いたしております。

　沖縄県の災害対策につきまして、沖縄県は本土から

遠く離れ、そして39の有人離島が広域に散在いたして

いることから、第１に、大規模災害時には本土からの

応援到着までに相当の時間を要するため、県内の防災

力で持ちこたえる必要があります。第２に、県内の離

島に対する同時の応援派遣が難しいこと。第３に、人

口規模が小さく財政力が弱い市町村においては、単独

での防災体制の強化が難しいことなどの課題がありま

す。

　国は、今回の東日本大震災を受け、災害対策基本法

に基づく防災基本計画の見直しを進めていることか

ら、沖縄県の島嶼県としての特殊性等も勘案した対策

が今後講じられるよう、国に対し強く求めていくこと

といたしております。同時に、県といたしましても早

急に地域防災計画の見直しに取り組んでまいる所存で

ございます。

　次に、新たな沖縄振興策に係る御質問の中で、新た

な計画の基本的考え方についてという御質問にお答え

いたします。

　「沖縄21世紀ビジョン基本計画」では、「強くしな

やかな経済の構築」と「沖縄らしい優しい社会の構

築」を施策展開の基軸として、「沖縄21世紀ビジョ

ン」で示された県民が描く将来像の実現に向け、取り

組むことといたしております。

　「強くしなやかな経済の構築」では、観光・リゾー

ト産業や情報通信関連産業に加え、沖縄の特性を踏ま

えました臨空・臨港型産業の集積などにより第３、第

４のリーディング産業を育てていきますととともに、

域内産業を活性化させ、経済社会の変動にも柔軟に対

応できる経済を構築いたしてまいります。また「沖縄

らしい優しい社会の構築」では、子供が健やかに生ま

れ育つ環境づくり、そして豊かな自然環境のもと、医

療や福祉、保健、教育などが充実をし、安全で安心で

きる社会の構築、離島の定住条件の向上などに取り組

んでまいります。また、「沖縄21世紀ビジョン」で示

されました県民が描く将来像実現のためには、沖縄の

特殊事情から派生する固有課題であります「基地問題

の解決と駐留軍用地跡地利用」、そして「離島の条件

不利性の克服と国益貢献」、「海洋島しょ圏沖縄を結

ぶ交通ネットワークの構築」、「地方自治拡大への対

応」を克服することが必要でございます。

　新たな沖縄振興策に係る御質問の中で、沖縄振興の

理由づけについてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　東日本大震災に係る復興支援につきましては、国民

全体の負担により優先的に取り組むべき重要課題であ

ります。沖縄県といたしましても被災地の支援に努め

ているところであります。

　一方、こうした状況にあっても、沖縄が戦後26年余

り国の施政権の外にあった歴史的事情や米軍施設・区

域の集中しているいわば社会的事情などの地域特性に

起因する県民所得の向上への課題や、雇用の確保とい

う課題、そして離島振興、さらには戦後処理問題解決

への課題、基地跡地利用などの課題などはいまだ解決

されておらず、引き続き国の責任による沖縄振興が必

要だと考えております。

　私どもは、この約40年間にわたり４回の沖縄振興の

法律と計画をつくってまいりましたが、この中でその

必要性につきましては、今申し上げた４つの特性、１

つは、我々が日本国の施政権下の外に置かれていたこ

と、日本復帰が20年おくれていること、こういう歴史

的な事情、そして自然の面では我が国でもめずらしい

亜熱帯地域であり、台風常襲地帯であるという特性、

さらには地理的には本土から遠く離れた広大な海域に

散在する39の有人離島から成るという県の特性、そし

て社会的な特性として、米軍の施設・区域が集中し過

ぎているという特性、この特性がかなり改善されたも

のも無論ありますが、基本的には特に米軍基地の集中

などなど、26年の米軍の施政権下に置かれたことから

発生してくる課題についてはほとんど改善がされてい

ないという部分もございます。そういうことを踏まえ
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て、私たちはきちっと沖縄振興の重要性、沖縄振興の

必要性を要求し、国の責任において課題の解決に努め

る理由にはしっかりしたものがあると考えて取り組ん

でいるところでございます。

　次に、新たな沖縄振興策に係る御質問の中で、国と

県との認識の乖離、違いについてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　沖縄振興に向けました沖縄県の制度提言や沖縄振興

一括交付金の創設などに対して、全国一律とは異なる

新たな仕組みの構築を求めるものでございます。

　去る５月24日に開催されました沖縄政策協議会の振

興部会におきまして、官房長官から、そろそろ実務レ

ベルから政務レベルへ上げてさらに踏み込んだ検討を

したいという旨の発言がありました。また、去る６月

23日の全戦没者追悼式におきましては、菅総理のごあ

いさつの中で、一括交付金とか、県が主体となる計画

への支援、そして跡地利用に関する法律の制定、出先

機関の見直しなど、地元の方々の声に耳を傾けながら

実現してまいりますというごあいさつがございまし

た。これなどを含め、沖縄県の考えを可能な限り取り

入れた検討がなされていくものと期待をいたしており

ます。

　沖縄県としましては、新たな沖縄振興を実現するた

め、県民各界各層、そして議会は無論ですが、市町村

の御協力を得ながら、引き続き国に対し働きかけると

同時に、意見交換を進めまとめてまいりたいと考えて

おります。

　次に、同じく新たな沖縄振興策に係る御質問の中

で、現行制度の単純な延長やつなぎ法案に対する県の

考えいかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県が新たな沖縄振興のために提言しております

諸制度は、県民が求める将来像実現のため、そして離

島県ゆえの不利性を克服するとともに、魅力ある自然

環境や独特の文化、豊富な若年労働力、そして東アジ

アの中心に位置する地理的優位性等を最大限発揮でき

る施策の展開を目指すものであります。

　県の要望につきましては、現在関係府省との間で調

整を進めており、また、去る23日の全戦没者追悼式に

おける総理大臣のあいさつ及び24日の官房長官の沖縄

振興開発金融公庫の存続などに関連する発言に見られ

ますように、来年４月以降には県が求める諸制度を盛

り込んだ新たな法律がスタートするものと認識をいた

しております。

　県としましては、単純延長やつなぎ法案はないもの

と考えております。

　次に、県財政の健全化についての柱の中で、沖縄振

興一括交付金の県の基本的考え方いかんという御質問

にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興は、沖縄の置かれた４つの特殊

事情にかんがみ、さまざまな施策がとられてきました

が、県民所得の向上や雇用の確保、そして離島の振

興、戦後処理問題、基地跡地などの課題及びまだ残さ

れた社会資本の整備、そして産業基盤の整備等はいま

だ完全には解決されておりません。引き続き国の責任

による全国一律の制度に基づかない沖縄振興が必要だ

と考えております。また、一方では、復帰後40年にわ

たります時代の流れの中で、県民ニーズの変化や地方

分権の進展などから、沖縄振興も新たな段階を迎えて

いるとも考えております。

　今後の沖縄振興につきましては、沖縄が今なお抱え

る固有課題の解決を図りますとともに、沖縄の魅力あ

る自然環境や東アジアの中心に位置するという地理的

な優位性などを活用することにより県民が求める将来

像の実現を図ると同時に、我が国の経済社会にも寄与

する施策を展開することといたしております。

　沖縄県といたしましては、これらの沖縄独自の施策

を展開するために必要な財源として、使途の自由度が

高い沖縄振興一括交付金の創設を求めているところで

あり、国の理解を得られるものと考えております。

　次に、那覇空港滑走路の拡張に係る御質問の中で、

国際航空物流ハブ活用推進事業の目的等に係る御質問

にお答えいたします。

　この事業は、那覇空港を拠点に国内及びアジアの主

要都市を結ぶ全日空さんの国際航空物流ハブを活用

し、第１に、県産品の販路の拡大、第２に、臨空型企

業の誘致、第３に、海外航空会社の路線誘致、第４

に、外国人観光客の誘客、これらを一体的に進め、ア

ジアの成長と活力を取り込み、県内産業の振興を図る

ことを目的といたしております。

　主な事業内容といたしましては、全日空貨物ハブの

就航都市を中心とした海外アンテナショップの開設、

そして国内外主要都市での企業誘致セミナーの開催及

び知名度向上のためのプロモーション事業などを実施

いたしております。県産品の販路拡大及び外国人観光

客の誘客につきましては、特に、観光や物産の売り上

げが伸びております香港、上海、台北、北京を中心に

展開いたしております。今後は、これらの都市を基点

に中国を初めとする他のアジア主要都市に拡大展開し

てまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。
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○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　災害等危機管理体制の

御質問の中で、東日本被災地に対する県の人的支援等

についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県においては、東日本大震災発生後、直ちに東

日本大地震沖縄県支援対策本部を設置し、被災地への

人的・物的支援を実施してきたところであります。

　被災地への人的支援といたしましては、県職員を中

心に市町村や民間医療機関等の協力を得て派遣チーム

を構成し、６月24日現在で、緊急消防援助隊、県警広

域緊急援助隊、保健師チーム、医療チーム、心のケア

チーム及び建築・漁港・港湾技師等を494人（うち県

職員が165人）を派遣したところであります。また、

被災地への物的支援といたしましては、毛布、おむつ

などの生活物資を計６回送付したところであります。

　次に、県内避難者に対する支援内容と受け入れ状況

についてお答えいたします。

　県内への被災者支援といたしましては、まず「県内

への一時的緊急避難に係る旅費・宿泊費の支援」とし

て、４月から６月までの３カ月間、往復の航空運賃及

び３食つきの宿泊費用を６月24日現在で計260世帯、

576名に対して支援を行いました。同支援策は、岩

手、宮城、福島の３県を対象としており、その内訳は

岩手県が７世帯18人、宮城県が144世帯321人、福島県

が109世帯237人となっております。なお、６月以降

は、中長期的な避難をされる方への支援策に移行して

おり、住宅・宿泊支援として、民間賃貸住宅と付随す

る旅費・宿泊費の支援を実施するとともに、東日本大

震災支援協力会議において「ニライ・カナイカード」

を６月24日現在で計480枚発行し、県内流通業界や交

通機関等において割引等を実施しております。そのほ

か、避難者の生活費の支援として、受入被災者支援見

舞金として１世帯20万円（単身者は10万円）を計155

世帯に対して給付しております。

　次に、県の地震・津波対策と危機管理体制及び市町

村との連絡体制についてお答えいたします。

　今回の東日本大震災を踏まえ、６月16日に琉球大学

教授等の専門家で構成される「沖縄県地震・津波想定

検討委員会」を設置するとともに、６月21日には市町

村防災担当課長会議を開催し、県及び市町村の地域防

災計画の見直し作業等を進めているところでありま

す。現行の沖縄県地域防災計画においては、地震や津

波などの災害が発生した場合、県では情報収集を中心

とした準備体制から全職員が対応に当たる非常体制ま

での４段階の体制で対応することとしております。ま

た、県と市町村との連絡体制につきましては、沖縄県

防災情報システム等により、各種防災情報や気象情報

を県内の市町村や消防本部へ伝達するとともに、市町

村から災害情報を収集するなど、緊密な連携を図って

いるところであります。

　今後とも県内における危機管理体制及び災害時にお

ける連絡体制の強化について、市町村等関係機関と連

携の上、見直しも含め進めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、市町村役場が被災した場合の県の対策につい

てお答えいたします。

　今回の東日本大震災では、市町村役場や職員等が被

災し、災害対応を行う市町村機能の喪失または著しい

低下等が生じたところであります。現行の沖縄県地域

防災計画においては、市町村が被災した場合におい

て、住民への避難勧告や避難指示を県が代行すること

について取り決めております。

　今後、防災計画の見直しにおいて、県や市町村の災

害対策本部機能の維持確保や、県から市町村への迅速

な支援のあり方などについてさらに検討してまいりた

いと考えております。

　次に、各市町村の災害時要援護者支援計画の策定状

況についてお答えいたします。

　県内の市町村における災害時要援護者の避難支援の

取り組み方針、全体計画の策定状況は、平成23年４月

１日現在で15団体（36.6％）が策定済みとなってお

り、今年度中に策定予定の団体を合わせると36団体

（87.8％）となっております。また、災害時要援護者

の名簿の整備状況は、平成23年４月１日現在で９団体

（22.0％）が策定済み、策定中の団体を合わせると30

団体（73.2％）となっております。さらに、個々の要

援護者ごとの避難経路や避難支援者などを記載する個

別計画は、平成23年４月１日現在で６団体（14.6％）

が策定済みとなっており、策定中の団体を合わせると

22団体（53.7％）となっております。

　県としましては、今後とも市町村と連携し、災害時

要援護者の避難支援対策を支援してまいりたいと考え

ております。

　次に、基地問題についての御質問の中の、鳥島射爆

撃場の移転先として硫黄鳥島を検討していることにつ

きましてお答えいたします。

　去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置

された米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、

鳥島射爆撃場を硫黄鳥島に移転することを検討してい

るとの発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したと

ころ、具体的な内容はまだ決まっていないとのことで
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あります。

　県としましては、引き続き情報収集を続けていると

ころであります。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場でのパラシュート降下訓練について、

政府は、「日米両政府は、嘉手納飛行場は、あくまで

も、例外的な場合に限って使用するとの認識で一致し

ている」としております。

　県は、パラシュート降下訓練は、例外なくＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、通告のあるなしにかかわらず、今後とも引き

続き嘉手納飛行場において実施されることがないよ

う、日米両政府に対し、強く求めてまいりたいと考え

ております。

　次に、基地返還後の原状回復について、日米地位協

定とドイツ、韓国との違いについてお答えいたしま

す。

　ドイツがＮＡＴＯ加盟諸国と締結しているボン補足

協定においては、原則、ドイツの国内法が適用される

結果、原因者であるＮＡＴＯ軍に汚染除去等の回復義

務があるとされております。また、返還に際してＮＡ

ＴＯ軍により残される建物等については、ドイツで

は、ＮＡＴＯ軍、派遣国に対し、ドイツが補償を行う

こととされております。他方、米韓の地位協定におい

ては、日米地位協定と同様、米軍に原状回復義務はな

く、返還に際して米軍により残される建物等について

は、米国に対していかなる補償義務も負わないとされ

ております。

　次に、検察審査会の議決に対する県の見解について

お答えいたします。

　米軍属男性が沖縄市で起こした交通死亡事故に関

し、去る５月27日、那覇検察審査会は「起訴相当」と

議決しております。現在、那覇地方検察庁において検

討されていると承知しており、同議決に対するコメン

トは差し控えたいと思います。

　今回の事故は米軍属が勤務先からの帰宅途中に発生

したことから公務中扱いとされたとのことでありま

す。公務中であれば、加害者側に過失があっても我が

国が第１次裁判権を行使して刑事責任を問うことがで

きないことから、公務中か否かの判断は厳格に行うべ

きであり、今回の事案が公務中であるとの判断に至っ

た理由等について県民に対して十分な説明がなされる

べきであると考えております。

　次に、台風２号による被害についての御質問の中

で、台風２号による県内の被害状況についてお答えい

たします。農作物被害以外の被害状況についてお答え

いたします。

　台風２号による県内の主な被害状況は、人的被害が

68名、住家被害のうち全壊が４棟、半壊が６棟、一部

破損が27棟、床上浸水が３件、床下浸水が５件、船舶

被害が４隻、車両被害が74台、停電が最大で27万8400

戸となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　震災で親を失った子

供たちの受け入れの対策についてお答えいたします。

　東日本大震災で親を失った子供を含む要援護者の受

け入れにつきましては、被災県の要望を受け、厚生労

働省を通して行われることとなっております。

　沖縄県におきましては、児童養護施設や里親での受

け入れを想定した上で、児童相談所等を相談窓口とし

ての対応体制をとっております。なお、本県では、50

人程度の受け入れが可能と厚生労働省に報告しており

ますが、現時点で震災に係る要援護児童等の調整、相

談はございません。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興策につい

ての御質問の中で、航空輸送と海上輸送を連結させた

国際物流経済特区の創設についてお答えいたします。

　国際物流経済特区については、空港・港湾の物流機

能の向上や臨空・臨港型産業の集積に資する税制優遇

及び規制緩和等に加えて、空港と港湾の機能を連結す

るロジスティクスセンターの整備に係る財政措置等を

求めております。このような特区制度の創設により、

航空輸送と海上輸送の近接性を生かした国際物流拠点

の形成及び産業の集積を促進し、本県の経済発展を

図ってまいります。

　そのような中、沈埋トンネルによる空港と港湾の連

結は、より優位なシー・アンド・エアの物流環境を構

築するものと考えております。

　次に、県財政の健全化についての御質問の中で、沖

縄振興一括交付金の対象範囲と額の積算、高率補助と

の関係についてお答えいたします。

　沖縄県は、現行の国直轄経費及び市町村の事業費を

含めた内閣府沖縄担当部局予算の全額に加え、「沖縄

21世紀ビジョン基本計画」に盛り込まれた施策の展開

に必要な財源を沖縄振興一括交付金の対象とすること

を国へ求めているところであります。また、その額に
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ついては、これまで高率補助制度に基づき措置されて

きた予算額と同等程度を措置することを国へ求めてい

るところであります。

　沖縄県としては、現行の事業等に係る経費として国

直轄事業分1000億円程度、県・市町村の補助事業分

1300億円程度に、那覇空港の整備や交通物流コストの

低減、待機児童の解消、離島の定住支援などの新たな

沖縄振興に係る事業分700億円を加えたおおむね3000

億円程度が必要であると考えております。

　次に、新たな計画で想定している事務・事業経費等

についてお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン基本計画（素案）」では、県

民が描く将来像の実現に向け取り組むこととしてお

り、那覇空港の滑走路増設や交通・物流コストの低

減、待機児童の解消、離島の定住支援など、沖縄の地

域特性を踏まえたハード・ソフトのさまざまなプロ

ジェクトを実施していきたいと考えております。この

ため、国に対し、地域の創意工夫が発揮でき、沖縄の

裁量が大幅に拡充された一括交付金の創設を求めてい

るところであります。

　県民の福利向上のために必要な財政需要に対応する

ためにも一括交付金は重要な財源であり、プライオリ

ティーをつけ、優先度の高い事業から取り組んでいき

たいと考えております。

　次に、沖縄振興自主戦略交付金の今後の取り扱いに

ついてお答えいたします。

　平成23年度から全国とは別枠で沖縄振興自主戦略交

付金が創設されましたが、その規模と使途の自由度に

ついては、不十分なものとなっております。沖縄県と

しては、今年度創設された沖縄振興自主戦略交付金を

廃止した上で、平成24年度からの新たな沖縄振興に係

る施策の展開に必要な財源として、より自由度の高い

沖縄振興一括交付金（仮称）の創設を政府に求めてい

るところであります。

　次に、県内企業の振興についての御質問の中で、臨

空・臨港型産業の集積に向けた県の方針と取り組みに

ついてお答えします。

　沖縄県では、臨空・臨港型産業を本県の新たなリー

ディング産業として位置づけ、人流・物流を支える

ネットワーク・機能の強化及び国内外の物流関連企業

誘致等を推進することとしております。その実現に向

けて、県では、那覇空港を離発着する航空機に係る航

空機燃料税等の低減に取り組み、昨年実現いたしまし

た。現在は、国際物流機能の向上及び企業の立地促進

に係る税制及び財政措置等の優遇制度を盛り込んだ国

際物流経済特区の創設に取り組んでいるところであり

ます。また、臨空・臨港型産業の立地・集積に向け

て、既に国内及びアジアの主要都市での企業誘致セミ

ナーなどを実施しております。

　次に、那覇空港滑走路の拡張整備についての御質問

の中で、那覇空港滑走路拡張整備における環境保全対

策についてお答えします。

　国は、昨年度から環境影響評価法の手続に着手して

おり、今年度は、昨年度に引き続き現地調査を実施す

る予定です。滑走路の増設では、約160ヘクタールの

埋め立てを伴うことから、海域環境の変化による生態

系への影響が予想されています。直接的には海域、底

生生物などの生物群への影響、間接的には潮流や波

浪、底質への影響が予想されております。これらの環

境保全措置については、現地調査等の結果をもとに来

年度に作成される準備書において示されるものと考え

ております。

　県としては、環境アセスメントを進める中で、可能

な限り環境への影響を低減するよう努める必要がある

と考えており、その旨国へ申し入れております。

　次に、那覇空港滑走路拡張整備における東日本大震

災の影響についてお答えします。

　国では、東日本大震災以降、被災地の復旧・復興に

向けて、予算の確保は大きな課題となってくることが

想定されます。県としては、一日も早い供用開始を目

指し、環境アセスの手続終了後に早期事業着手ができ

るよう、国と連携・協力して必要な予算の確保に努め

ていきたいと考えております。

　次に、航空貨物取り扱い量及び県経済への波及効果

についてお答えします。

　現在、県では、全日空の高速物流ネットワークを活

用して、アジアに向けた県産品の販路拡大を図ってお

ります。那覇空港の貨物ハブを利用した沖縄県産品の

平成22年度の輸出量は112トンで、国際貨物量全体の

約0.1％ではありますが、事業開始前に比べると月平

均0.4トンから9.4トンへと約23倍に増加しておりま

す。また、輸出額については、現在把握している範囲

で、月約1700万円程度となっております。

　今後、貨物ハブの活用により、県内産業の市場がア

ジアの巨大マーケットに広がるとともに、海外とのビ

ジネス交流の活発化等により、県経済の発展に大きく

寄与することが期待されます。

　次に、旅客ターミナルビル全体整備構想の概要と完

成目標についてお答えいたします。

　那覇空港の旅客ターミナルビルについては、国の

「那覇空港ターミナル地域整備基本計画」に基づき、

那覇空港ビルディング株式会社が新たなターミナルビ
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ルの整備を進めているところであります。

　同社の事業計画では、第１段階として、現国際線

ターミナルビルを使用しながら平成25年度末の供用を

目途に、旧貨物ターミナル敷地に現在の約3.7倍とな

る地上４階建て、延べ床面積約２万4000平方メートル

の新国際線ターミナルビルが整備されることとなって

おります。また、新規航空会社等が利用できるチェッ

クインカウンターを確保するため、現国内線ターミナ

ルビル北側へ平成24年度末供用を目途に増築を行うこ

ととなっております。第２段階としては、新国際線

ターミナルビル完成後、引き続き連結部の整備を行っ

ていくこととしており、平成28年度末の供用を予定し

ております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県財政の健全化に関する

質問のうち、消費税率の引き上げと県財政の影響につ

いてお答えいたします。

　消費税は、商品の販売やサービスの提供などに税を

課すもので、他の税と比べ景気変動による影響を受け

にくいことから、少子・高齢化がますます進展する中

で安定的な歳入確保のため、その役割は重要と考えて

おります。

　現在、国において検討されている「社会保障と税と

の一体改革最終案」は、増税の幅や時期、国と地方の

配分等が定まっていないことから、現時点において税

収など県財政に及ぼす影響については不明でありま

す。

　今後も引き続き国の動向を見守っていきたいと考え

ております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　基地問題の中で、ト

リイ通信施設内の海岸工作物の原状回復についてお答

えいたします。

　県は、トリイ通信施設内の海岸工作物の原状回復に

ついて、沖縄防衛局、外務省沖縄事務所、在日米陸軍

基地管理本部に対し、去る４月26日から27日にかけて

基地内工事の事前の情報提供、工作物の漁業活動に影

響がないよう撤去を含めた対応などについて要請して

きたところでございます。

　要請に際し沖縄防衛局からは、基地内の工事につい

て事前に説明するよう働きかける、読谷村、漁協、地

元関係者から意見を聞き、撤去を含めた解決方法を米

陸軍側と相談するとのコメントがありました。また、

外務省沖縄事務所からは、要請内容を外務大臣へ報告

する、要請内容について米陸軍側へ申し入れるとのコ

メントがありました。なお、在日米陸軍基地管理本部

からは、今後、工事を行う場合は事前に地元に連絡す

る、ビーチ施設の一環として整備しており、漁業活動

に影響があった場合は対応するとのコメントがありま

した。

　県としては、今後とも関係機関と連携し、漁業活動

に影響を及ぼさないよう対応していきたいと考えてお

ります。

　台風２号による被害の中で、農林水産業の被害状況

について御説明いたします。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。

　今回の被害は、特に農作物の収穫時期に当たる５月

に台風が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴー

ヤー、マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占

めております。被害の内訳は、葉たばこ等農作物が58

億3000万円、ハウス等農業用施設関係が４億7900万

円、家畜等畜産関係が3200万円、林道等林業関係が

4000万円、水産業関係が６億7900万円となっておりま

す。

　次に、農作物等の被害に対する支援についてお答え

いたします。

　農作物等の被害対策としては、農業改良普及セン

ターに営農相談窓口を設置するとともに、被災農家に

対し病害防除の徹底や樹勢等の回復のための肥培管理

などの指導を行っております。

　台風等の被害に対する補償としては、さとうきびに

ついては畑作物共済、水稲については農作物共済、野

菜等については園芸施設共済等があり、加入農家に対

して損害評価後に農業共済金が支払われることになっ

ております。葉たばこについては、ＪＴから災害援助

金が支払われると聞いております。漁船については、

漁船保険制度により保険金が支払われることになって

おります。

　国の災害復旧事業の対象となる農業用施設や林道・

漁港施設等については、国への災害復旧申請を早期に

行うための準備を進めているところでございます。

　また、農家の経営安定を図るため農業制度資金等の

償還猶予を行うとともに、６月補正において、農林漁

業セーフティネット資金借り入れに係る利子助成を計

上しているところであります。

　今後とも台風２号の影響による農家支援について

は、農家の要望等を踏まえ関係機関と連携し対応を検
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討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県内企業の振興につ

いての中の、茨番目と芋番目の東日本大震災による県

内企業への影響と対策及び景気低迷に対する県の認識

と支援のあり方についてにお答えいたします。

　沖縄県では、東日本大震災後の４月下旬に県内商工

分野における震災後の実態を把握するため、県内企業

を対象にアンケート調査を実施しております。その結

果によりますと、回答のあった1221社のうち56.7％

―― 692社でございますが――の企業が「影響があっ

た」と回答しております。

　業種別で見た場合、旅行業や宿泊業において宿泊予

約のキャンセルが大量に発生するなど、観光関連分野

への影響が大きく出ております。また、建設業におけ

る建築資材等の納期おくれや小売業における飲料水等

の商品納期おくれがあるなど、県外との商品取引に関

連する企業において影響が出ております。

　沖縄県では、今回の震災等の影響を踏まえて、観光

対策として国内外の誘客プロモーション等を強化する

ため、約18億7000万円の補正予算案を今議会に提案を

しております。

　また、今後の景気低迷に対する中小企業支援策とし

ては、沖縄公庫の資金繰り支援策や県制度融資の拡充

強化、沖縄県産業振興公社における窓口相談等を活用

した経営基盤の強化に取り組んでいくほか、今後の県

内の景気動向、あるいは景気低迷の状況に応じた適切

かつ迅速な対応策を講じてまいりたいと考えておりま

す。

　続きまして、金型等製造業の立地集積に関する県の

取り組み状況についてお答えいたします。

　沖縄県では、雇用の創出と新たな産業の振興という

観点から、企業誘致に積極的に取り組んでおります。

この中で情報通信関連産業につきましては、この10年

間で約200社が立地するなど大きな成果が上がってお

りますが、製造業の立地につきましては現状としては

厳しい状況にあります。その要因として、製造業を下

支えする関連産業の集積がないことや割高な物流コス

トなどが挙げられます。

　このため、県では製造業を下支えする金型等の素形

材産業の集積が不可欠との認識から、平成22年７月に

金型企業向け長屋型の素形材産業・賃貸工場を整備し

たところであります。同工場には現在３社が入居して

おります。また、同工場に併設する金型技術研究セン

ターにおいては、金型技術の人材育成、技術支援、研

究開発等を実施しております。

　沖縄県では、今後ともこれらの取り組みにより県内

製造業及び素形材産業の振興のため、金型企業の立地

促進を図りたいと考えております。

　続きまして、５つ目の泡盛出荷数量の減少要因と県

の対応策について。

　泡盛の県外出荷数量は、平成16年度の6400キロリッ

トルから平成22年度は3500キロリットルまで減少して

おります。その主な要因は、長期化する景気低迷や国

内酒類市場の縮小傾向、消費者嗜好の多様化等が考え

られますが、加えて泡盛業界の県外への販路拡大の取

り組みが他県業界に比べて弱いことなども考えられま

す。

　このような状況を受け、沖縄県においては、県外大

規模都市圏における飲食店等を中心とした泡盛セミ

ナーや試飲会など販路拡大事業を業界と連携して行っ

ております。

　また、泡盛業界は、県外出荷数量の回復を図るた

め、泡盛の商品特性や多様な飲み方を引き続きＰＲし

ていくほか、新たな取り組みとして古酒を県外出荷の

戦略商品に位置づけ、本年４月にその増産化のため

「古酒の郷」整備に着工しております。

　県としても、県外における市場調査を業界とともに

実施し、泡盛の販路拡大を支援してまいります。

　同じく企業立地促進法に基づく基本計画概要と特典

についてお答えいたします。

　国の同意を受けた基本計画は、うるま市・金武町企

業立地促進基本計画、沖縄中南圏域産業活性化基本計

画、沖縄北部地域産業活性化基本計画の３つとなって

おります。

　まず、うるま市・金武町の基本計画概要は、製造業

関連産業、情報通信産業及び観光・リゾート関連産業

の立地集積を目指しております。次に、那覇市など11

市町村から成る沖縄中南圏域の基本計画では、観光関

連産業、地域資源活用関連産業、情報通信関連産業及

び物流関連産業を有機的に結びつけ、さらなる集積を

図ることとなっております。また、名護市など４市町

村から成る沖縄北部地域の基本計画では、地域資源・

製造業関連産業、観光・リゾート関連産業、情報通

信・金融関連産業の集積を図ることとなっておりま

す。

　これらの計画が目指す産業集積や雇用創出に必要な

支援策として人材育成や産業ネットワーク形成の補助

事業、低利融資制度及び課税の特例などがあります。

具体的には、うるま市・金武町企業立地促進協議会で
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は「ものづくり製造業高度人材育成事業」が採択さ

れ、また、沖縄中南圏域産業活性化協議会では「沖縄

地域国際医療交流ネットワーク活動事業」が採択され

ております。

　次に、地域振興対策の中の茨番目、本県と全国の空

き店舗の状況の比較についてという御質問にお答えい

たします。

　平成21年度に県が実施した商店街実態調査による

と、本県の空き店舗率は11.0％となっており、地域商

店街の経営環境は厳しい状況にあります。また、中小

企業庁が調査した「平成21年度商店街実態調査報告

書」によりますと、全国平均の空き店舗率は10.8％と

なっており、本県の空き店舗率とほぼ同水準となって

おります。

　続きまして、空き店舗解消に向けた県の基本計画に

ついてお答えいたします。

　空き店舗解消に向け地域商店街を活性化していくた

めには、地元自治体のイニシアチブのもと、商店主や

商店街振興組合などの自発的・主体的な取り組みが重

要であると考えております。

　平成22年３月に中心市街地活性化基本計画が認定さ

れた沖縄市では、ＮＰＯ法人が各種イベントの実施や

空き店舗を改修し、その活用促進を図るという民間活

力と行政による協働事業を実施しております。

　地域商店街の活性化のためには、このような民間活

力の活用が重要であると考えており、県としては、商

店街の活性化に向けた商店街等の主体的な取り組みに

対し支援や指導を行ってまいりたいと考えておりま

す。

　続きまして、中心市街地活性化基本計画の認定要件

と計画策定における県のかかわりについてお答えいた

します。

　中心市街地の活性化に関する法律第９条第６項に定

める計画の認定基準は、政府が定める中心市街地活性

化を図るための「基本方針に適合するものであるこ

と」、「当該基本計画の実施が当該市町村における中

心市街地の活性化の実現に相当程度寄与するものであ

ると認められること」及び「当該基本計画が円滑かつ

確実に実施されると見込まれるものであること」と

なっております。

　また、改正前の中心市街地活性化法では、市町村の

中心市街地活性化基本計画の作成に対して県は助言を

行うこととなっておりましたが、平成18年の改正後

は、市町村が基本計画を作成し、直接内閣総理大臣へ

認定を申請することとなっております。したがいまし

て、現在、法的には県のかかわりはなくなっておりま

すが、県としては、中心市街地活性化の観点から、平

成22年３月に認定された沖縄市の中心市街地活性化基

本計画の策定に当たっては、県もその策定経費の一部

を補助しております。

　続きまして、市町村の中心市街地活性化基本計画の

認定に向けた取り組み状況と県の指導についての御質

問にお答えいたします。

　昨年度、県においては、商店街が形成されている20

市町村に対し中心市街地活性化基本計画の策定に関す

る意向等についてアンケート調査を実施したところ、

３市から今後検討していきたいとの回答がありまし

た。

　県としては、策定を検討している自治体と意見交換

を行いながら、その策定を支援していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　４月１日付

で文化観光スポーツ部長を拝命いたしました平田大一

でございます。

　大学を卒業してから21年間、「南島詩人」という名

前で文化を基調とした島おこし、地域づくりを徹底的

に展開してまいりました。

　このたび、新たな部の新たな沖縄づくりのスタート

の節目に当たり、大変大きな役割を担うことになりま

した。我が島沖縄が主体的にみずからの足で歩くため

に、文化が、観光が、スポーツが何をなし得るのかそ

の可能性に挑み、あらゆる分野との連携を図りながら

精いっぱい頑張っていきたいと思います。御指導、御

鞭撻よろしくお願い申し上げます。

　それでは中川京貴議員御質問の第５回世界のウチ

ナーンチュ大会について、本大会の意義と位置づけ、

大会期間中の主要行事、これまでの大会との違いにつ

いてお答え申し上げます。

　第５回世界のウチナーンチュ大会は、本年10月12日

の前夜祭パレードを皮切りに16日までの５日間、セル

ラースタジアム那覇をメーン会場に開催されます。

　大会の意義と位置づけとしましては、世界各地で活

躍する県系人とのネットワークを拡充強化し、経済、

文化、教育のあらゆる分野の持続的な交流を図り、

「沖縄21世紀ビジョン」にうたわれる「世界に開かれ

た交流と共生の島」の実現を目指すものであります。

　主要行事としましては、前夜祭パレード、開閉会

式、チャンプルー交流祭や世界の物産と各国の料理が

楽しめるワールドバザール、首里城正殿における琉舞
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と空手の奉納、現代版組踊「翔べ！尚巴志」の上演、

連携イベントとして「世界エイサー大会2011」のほ

か、海外で生中継される「ＮＨＫのど自慢」などのイ

ベントを実施することとしております。

　今大会の特徴としましては、約３万人を収容できる

セルラースタジアム那覇をメーン会場にすることでよ

り多くの県民が参加できるようにするとともに、ウチ

ナーネットワークの次世代への継承を図るため、これ

まで以上に小・中・高・大学生がより多くかかわる大

会にしたいと考えております。

　なお、大会キャッチフレーズ「ちゅら島の　魂響け

　未来まで」は、中学校３年生仲島未来さんの作品、

大会テーマソング「ニライの彼方」を歌っている山田

七海さんも中学２年生であることから、次世代が大き

くクローズアップされた大会となっていることの具体

的な事例の一つとしてつけ加えて御紹介いたします。

　次に、これまで４回の大会を通してウチナーンチュ

として何を受け継ぎ、何が根づいたかについてお答え

申し上げます。

　世界のウチナーンチュ大会は、移住者の御労苦をね

ぎらうのみならず、ウチナーアイデンティティー、海

外雄飛の精神、世界に広がるウチナーネットワークな

どを確認、継承する場と認識しております。

　過去４回の大会において、ウチナーネットワークの

充実・発展に向け、ウチナー民間大使制度やＷＵＢ

（ワールドワイド・ウチナーンチュ・ビジネス・アソ

シエーション）の設立、ジュニアスタディツアー、ホ

ストファミリーバンク事業などを創設し、これらの事

業は現在も継続して実施しております。今大会におい

ても多くの県民の参加のもと、さまざまな交流を通し

てウチナーンチュとしてのアイデンティティーを確認

し、ウチナーネットワークを次世代に継承していく大

会にしたいと考えております。

　続きまして、東日本大震災による福島第一原発事故

の影響で南米県系人の参加者が激減しているとの報道

に対し県が講じている対策についてお答え申し上げま

す。

　大会事務局で現地に事実確認をしたところ、参加予

定者数は前回大会を大きく超える780人が参加すると

のことです。

　県としましては、正しい情報を海外に向け発信して

いくことが重要であると考えており、海外県人会等へ

メールや文書での呼びかけを行うほか、６月１日から

10日にかけて知事を団長とする北米キャラバンを実施

いたしました。８月の南米キャラバン（ブラジル、ペ

ルー、アルゼンチン、ボリビア）においても広く大会

への参加を呼びかける予定であります。

　今後とも、中川議員初め多くの方の御支援をいただ

きながら、大会の大成功に向けて準備を進めてまいり

たいと思います。応援よろしくお願いします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

　　　〔中川京貴君登壇〕

○中川　京貴君　再質問をしたいと思います。

　知事、先ほど参考資料としてテーブルに置いたもの

をぜひ見ていただきたいと思います。

　皆さん、自由民主党の「自由民主党会派　活動

ニュース」、ここに「がんばろう日本　負けるな東日

本」。この資料の中にもありますように、自由民主党

県議会会派は沖縄県民と心を一つにしてということ

で、３月11日に東日本の大震災が発生しました。ちょ

うど２月定例会の予算特別委員会の最中だったと思い

ます。その中で、早速自民党会派は知事に対して沖縄

県からその支援、要請をできないかということで、会

派の池間幹事長初め役員の皆さんで要請行動をしてま

いりました。その要請行動の主な要請項目が、県内各

市町村と早急に連携を図り支援体制を迅速に立ち上

げ、物心両面からの支援をしていただきたい。そして

２番目が、県営住宅や市町村営住宅を被災者受け入れ

として最大限開放すること、３つ目が、被災者へ救助

専門スタッフ（医療・消防等）を派遣すること、そし

て４つ目が、民間企業へ協力要請をし、沖縄県に避難

される被災者の交通費・宿泊・生活・教育等の支援体

制の構築に全力で取り組んでいただきたい、そういっ

たことを要請しました。

　知事はそのときに、私の思いも一緒であり、沖縄県

として被災地、被災者の方々のために最大限の協力に

全力で取り組むとその場で約束をしていただきまし

た。その結果、我々自民党会派で宮城県に現状視察に

行ったときに、向こうの市長を初め県議会の皆さん

が、全国に先駆けて沖縄のほうがそういった支援対策

をしていただいたことに心から感謝をしたいという連

絡もありました。そういった意味では、やはりこのウ

チナーチムグクル、イチャリバチョーデーという気持

ちで沖縄からそれが全国に発信されたものだと思って

おります。

　東日本大震災の支援については再質問はしません

が、自民党の会派を代表して、新垣会長にかわってお

礼を申し上げたいと思います。ありがとうございまし

た。

　再質問に入ります。

　新たな沖縄振興基本計画の施策の策定において、税
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制の優遇措置として沖縄県産酒類に対する酒税の軽減

措置について、県の考え方と、政府と交渉を踏まえた

見通しについて伺いたい。景気低迷などで泡盛関係が

大変困っておりますので、その酒税について県の対応

をお伺いしたいと思います。

　そして２番目が、基地問題で嘉手納飛行場の騒音被

害が増す中、嘉手納統合案が出てきておりますが、嘉

手納町など地元は、嘉手納統合案が日米間で地元の頭

越しに決められることを不安視しております。県は、

地元と連携し、沖縄の声を日米両政府に強く訴える必

要があると思います。なぜならば、知事、午前中の代

表質問でもありましたように、嘉手納飛行場を中心と

するタッチ・アンド・ゴー、また騒音被害、年間６万

5000から７万回の米軍機の離発着があると言われてお

ります。これ以上の沖縄に対する、特に嘉手納飛行場

を中心とする地域に基地の強化をすることがあっては

いけないと、沖縄県のすべての基地の運用・使用に差

し支えますよということで、アメリカ政府に知事がそ

れを要請していただきたいと思います。

　そして３つ目が、台風２号による被害状況につい

て。自由民主党会派もこれまで沖縄での台風被害につ

いて調査した結果、また、６月15日に経済労働委員会

で伊江島、今帰仁の農家の現場視察をした結果、本土

と沖縄での台風被害状況が異なります。これまで農家

が共済に入るため負担も大きく、現行の共済制度では

掛金が高く、そのため加入率が少なく、農家の支援が

できない。農家支援のため、沖縄独自の沖縄型の農業

共済制度の確立をすべきではないかお伺いします。

　今帰仁に行ったときに農家の方々から、県議会の皆

さんがそこに視察しに来て報告で終わらないでくれ

と。本当に農家が苦しんでいる状況を調査していただ

いて、結果を出していただきたいという要望がありま

した。

　御承知のように、本土と違って沖縄県は台風が多い

ところであります。沖縄型の共済制度を確立していた

だきたい。これはもし知事も答弁できましたら、よろ

しくお願いしたいと思います。

　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時33分休憩

　　　午後２時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　中川議員の再質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、沖縄型の農業共済についてですが、こ

れは現在の新しい沖縄振興法の創設、制定であると

か、振興計画といいますか、振興施策の中でもぜひと

もこれは実現したいということで、来年度からでも何

とか形を整えられるように既に政府とも実務的にも話

は始めております。ですから、我々も何とかこれは実

現いたしたいと思っております。ぜひ議会の先生方と

も一緒に取り組んでまいれればと思っております。

　それから嘉手納飛行場の件は、無論県といたしまし

ても、特にアメリカ政府に対してこれ以上の基地負

担、今でも物すごい過重な基地負担を嘉手納飛行場周

辺市町村の人々は負っている中で、これがさらに厳し

くなる可能性があるというものは、一切これは受け付

けられない、断じて受け入れられないということで、

これからもアメリカ政府に対して我々のほうでしっか

りと申し入れをしていきたいと考えております。

　それから第１番目、酒税についてですが、これも事

実上４回、つまり40年にわたって延長をしてきて、一

般的には泡盛やオリオンビールさんとかの県内ビール

についての酒税を軽減するというのは、実はそう易し

くはありません。ありませんけれども、今既に我々は

内閣府を通じていろんな議論をしている中で、にべも

なくノーという段階ではなくて、少し前へ進みつつあ

ります。しかし、これもすぐれて最後は地域振興に係

る政治的な判断というような要素がかなり強く入って

まいりますので、基本的にはぜひ県議会の皆様のお力

を得て、一緒になってこれはぜひ実現してまいりたい

というふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　社民・護憲会派の代表質問を行いま

す。

　その前に、去る３月11日の東日本大震災において亡

くなられた皆様の御冥福を祈るとともに、被災された

皆様には一日も早くもとの生活に戻れることを祈念申

し上げます。

　さて、慰霊の日は、例年総理やあるいは衆参両院議

長の追悼の言葉があります。菅総理の追悼の言葉は県

民をばかにした言葉であったというふうに思います。

県民の基地負担の軽減が進まないことをざんきに思う

と言いながら、帰任の際には、普天間の辺野古移設を

何としても進めようとしております。

　辺野古への移設ができなければ普天間は固定化さ

れ、パッケージの米軍基地も動かないとするやり方

は、これこそ県民の心を踏みにじるものであるという
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ふうに思います。断じて許せるものではありません。

　私は、前知事に県民の意を体して県外移設を明確に

すれば、歴史に残る知事になりますよと提言しました

が、できなかったのであります。仲井眞知事は、県外

移設を明確にしましたが、それを貫き通すことを提案

したいというふうに思います。そうすれば歴史に残る

知事になるというふうに明確に申し上げます。

　そこで質問します。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、21世紀ビジョン及び新たな沖縄振興計画の策定

について伺います。

　復帰後、４次にわたる沖縄振興計画が策定され総合

的な施策が講じられてきたが、道路、港湾、土地改良

事業、学校等社会資本の整備は一定の進展はあったも

のの、本土との所得格差は依然として縮まらず、県民

所得は他県の約７割程度と最下位を脱出できません。

さらに、失業率は７％台と全国の２倍近い状態が続い

ております。このため、昨年度は「沖縄21世紀ビジョ

ン」を策定し、独自の新たな振興計画の策定を進めて

おります。この計画のかなめとなるのが自由度の高い

振興一括交付金制度等諸制度の創設であるというふう

に考えます。

　ところで、本県にとってこの計画策定のときに東日

本大震災や福島原発災害対応に加え菅総理の退陣論な

ど政権運営が急迫しております。新たな計画づくりや

交付金確保が懸念されるものであります。

　私たち社民・護憲会派もせんだって内閣府、厚労省

あるいは文科省に対してヒアリングを行って、いかに

して沖縄振興対策をするか、こういうことでやってき

たところでございます。

　そこで質問いたします。

　ア、21世紀ビジョンの推進に当たって、多くの制度

の創設や振興一括交付金による予算の裏づけが必要で

あるが、政府の変転する普天間飛行場の移設とリンク

させ、受け入れを強要する懸念がありますが、知事は

明確にリンクを否定できますか問います。

　イ、知事は、普天間の県外移設を言いながら、辺野

古への移設反対を言わないのは振興計画との引きかえ

に辺野古移設を容認するとの見方がありますが、否定

できますか問います。

　ウ、21世紀ビジョンにおいて、2030年の本県の姿と

して基地のない平和な沖縄を目指すとしているが、基

地返還アクションプログラムなどを策定する考えはな

いか問います。

　エ、米軍基地返還後の跡地利用ができるまでに数十

年を必要とし、返還地主は多大な損失を受けた。どう

改善していくか問います。

　オ、不発弾は沖縄県がつくったものではなく、明確

に戦争によってできたものであります。国の責任にお

いて処理されるべきものであり、50年ないし70年も要

するとされる不発弾処理を振興計画に入れるのは適当

でないと考えるが、知事の認識を問います。

　２、沖縄振興計画の策定について。

　茨、沖縄振興計画が目指す本県の振興方向について

問います。

　ア、計画の性格及び本県の目指す方向について。

　イ、これまでの４次にわたる計画との違いは何か。

　ウ、これまでの制度で、魚よりさおが必要であると

主張した。これまでの制度、計画の何が問題で、どう

変えていくか問います。

　芋、沖縄振興計画、振興一括交付金制度について。

　ア、民主党政権が主張している一括交付金と県が要

求している振興一括交付金の違いは何か問います。

　イ、全国とは別の一括交付金制度の実現が可能と考

えるのか。また、東日本大震災、福島原発事故処理対

応に迫られ、新たな沖縄振興の対応ができなくなると

の見方もあるがどうか。

　ウ、一括交付金制度に対し官僚の壁が厳しいとの見

方もあるが、これまでの感触はどうか、どう克服する

か、クリアできなければこれまでの制度の延長になる

のか、つなぎ法案で対応するのか問います。

　エ、振興一括交付金が制度化された場合、高率補助

制度は不要となるのか問います。

　次に大きな３、エネルギー対策について問います。

　福島原発の事故は、住みなれた自宅で住むことがで

きず、生産の現場を奪われ、あすをどう生きるか途方

に暮れる姿が映し出されております。このような現実

をだれが想定したであろうか。我が国の原発の安全神

話がもたらした人災であるというふうに考えます。日

本の原発事故を教訓として、ドイツやスイス、イタリ

アなど脱原発で自然再生エネルギーヘの転換が進めら

れております。

　そこで問います。

　茨、自然エネルギーヘの転換が見込まれるが、県の

主力エネルギーは何か問います。

　芋、沖縄電力の原発研究体制及び予算について聞き

ます。

　鰯、今後、原発導入の計画があるのか問います。

　允、世界的に自然エネルギーヘの転換が進められる

中で、原発研究を続ける理由は何か問います。

　大きな４、地震・津波対策についてであります。

　本県において明和の津波をよく耳にしたが、現実に
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世界最大級の地震・津波に遭遇して自然の力の大きさ

に驚愕したものであります。

　本県は島国、多くの離島から成っており、地震・津

波によって大きな被害を受ける地域であります。国土

交通省の調査で、海岸から10キロメートル、標高30

メートル以内に住んでいる人口は53％で、全国でも断

トツに多いということが言われております。地震・津

波対策はおろそかにできない課題であるというふうに

考えます。

　そこで地震対策について問います。

　ア、東日本の震災を教訓に地震対策の見直しが必要

であると考えるが、県の方針はどうなっているか問い

ます。

　イ、学校など公的施設、アパートや大規模集会施

設、民間住宅の耐震構造の基準の見直し及び耐震構造

対策について問います。

　芋、津波対策について。

　東日本大震災の津波は、30メートルの波高となって

襲っております。リアス式海岸のため被害を大きくし

たとも言われるが、本県は、低地帯住宅への海浜埋め

立てがそれを加速しております。津波被害が懸念され

ます。

　そこで問います。

　ア、これまでの津波の高さ想定基準は幾らで、どう

見直すか。

　イ、東日本と同規模の地震が起きると津波被害を受

ける面積は幾らになるか問います。

　ウ、津波対策をどう進めるか。

　エ、公有水面の埋立基準を変える必要はないか問い

ます。

　鰯、津波発生時の誘導体制について問います。

　ア、市町村における誘導体制。

　イ、海浜利用者や一般通行人への通報体制。

　ウ、避難場所の設定及び誘導はどうされているか問

います。

　允、震災時の食糧備蓄は確保されているか問いま

す。

　大きな５番、農業問題についてであります。

　台風２号による被害は農漁業に大きな被害をもたら

した。１つには、台風襲来が５月という早い時期で対

策が不足であった。２つには、雨が少なく潮害を受

け、被害を大きくしたことである。しかし、いずれも

今後も起きることであり、そのまま放置することはで

きない。農家が再生産を確保し、安定した経営をする

ための県の対応を求めるものであります。

　そこで問います。

　茨、台風２号による農林水産業の被害状況及び被害

補償制度について。

　ア、台風２号による被害状況について問います。

　イ、被害作物の作物共済制度及び加入状況について

問います。

　ウ、補償制度を補完するための県独自の制度創設に

ついて聞きます。

　エ、農家の経営安定のためには、補償制度とあわせ

て台風に強い施設農業が必要であります。施設の普及

状況及び今後の推進について聞きます。

　芋、遺伝子組み換えパパイヤの栽培中止問題につい

て問います。

　ア、遺伝子組み換えパパイヤはどのような経路と検

査で輸入され、栽培されたか。

　イ、輸入業者は国の安全性審査を受ける義務はない

か。また、国の検査体制に問題はないか。

　ウ、遺伝子組み換え作物の安全性評価はどのように

なされるか。

　エ、栽培面積は幾らで、今後の農家補償はどうなさ

れるか問います。

　鰯、政府の環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）推進に

どう対応するか問います。

　ア、菅総理は、公約にもない環太平洋経済連携協定

を我が国の開国と称して取り組むことを打ち出した

が、これまでも自動車産業を守るため、農林水産業政

策をおろそかにしてきた。これ以上農漁業を見捨てる

と農漁村の崩壊と食料自給率の確保が懸念されます。

　そこで県の対応を聞きます。

　ア、菅総理は「平成の開国」と銘打ってＴＰＰを推

進しようとしているが、何を開国と位置づけているか

問います。

　イ、推進に当たってそのままでなく、対策を講ずる

としているが、どのような対策か問います。

　ウ、県は、政府のＴＰＰ推進をどう評価し、対策を

講ずるか問います。

　大きな６、県職員の欠員について。

　新年度早々に多くの欠員が報告されている。それぞ

れの職員ポストの採用試験は、年間の中途退職者に３

月31日の退職者数を勘案して実施される。したがっ

て、特別の事情がない限り年度初めに欠員が生じるこ

とはないはずであります。定数削減にさらに欠員不補

充では、職場環境を悪くし、病気休職者の増加を招

く。さらには私たち会派で出先機関などの調査を行っ

たが、研究員不足で生かせる研究課題が生かされてい

ない。削減ありきでなく産業振興のための研究体制、

研究成果づくりを指摘したいというふうに思います。
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現場主義の知事はぜひ出先の視察をやってはどうかと

提案いたします。

　そこで質問します。

　茨、行財政改革による知事部局の定数削減の状況。

　芋、現定数に対する欠員の状況。

　鰯、平成23年４月の新年度における欠員が現業部門

と出先機関の技術職に偏っている。前年度で不足する

職種を調査の上、人事委員会において採用試験が実施

される。なぜ、新年度に多くの欠員を生ずるのか問い

ます。

　７、鉄軌道導入調査についてであります。

　ア、南北縦貫鉄道の調査費が計上されたが進瀧状況

を伺いたい。

　イ、モノレールや鉄軌道に比べＬＲＴは敷設費が安

く、本県の公共交通システムとして期待されている

が、県はこれをどう進める考えか問います。

　答弁によって再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、21世

紀ビジョンの推進と普天間飛行場移設とのリンクにつ

いての御質問に答弁させていただきます。

　沖縄の振興は、まず第１に、26年余りにわたり我が

国の施政権の外に置かれた歴史的な事情、第２に、広

大な海域に多数の離島が存在し本土から遠隔にある地

理的な事情、第３に、我が国でもまれな亜熱帯地域に

あることなどの自然的な事情、第４に、米軍施設・区

域が集中して存在していることなどの社会的な事情と

いった沖縄の置かれております特殊事情にかんがみ、

さまざまな施策が図られてきたものと考えておりま

す。そしてこの４つの事情は、40年前、30年前、20年

前、10年前もほとんど変わらずに、部分的には無論改

善・解決も進んでおりますが、特に４番目の米軍基地

が集中している事情というのはほとんど改善されてい

ないなどなど、改善が進んでいないものもたくさんご

ざいます。

　そういうことで、沖縄振興の継続ということを我々

は――無論これだけではありません――新しい最近の

事情を踏まえて、むしろアジアと競争し共存していく

新しい産業システムの導入であるとか、産業の展開で

あるとか、新しい内容も含めますが、こういうことを

理由として私たちは振興の必要性と延長を要求し、そ

ういうもので要求すべきものと考えております。

　ですから、確かに同時に、普天間飛行場の移設の話

が今も６月22日に２プラス２で日米両政府が確認をし

たようなことがついこの間発表されております。した

がって、このリンク論がいろいろささやかれたり、リ

ンクさせられるのではないか、しているのではないか

という推定といいますか、想像といいますか、こうい

うことが言われかねないタイミングが合っている部分

がありますけれども、私はこれは当然リンクするもの

ではなく、今申し上げた沖縄の置かれている特別な措

置を必要とする特殊な事情ということで延長継続をす

べきものであると考えております。

　同じく次に、知事の政治姿勢の中で、振興計画と引

きかえに辺野古を容認するとの見方、これは今の答弁

と似ておりますが、文字どおり普天間飛行場の県外移

設及び早期返還に取り組むようにということを我々は

日米両政府に強く申し入れをしておりますし、この一

種辺野古容認論、先ほどのリンク論に似ております

が、そういうことはそれぞれ理由と事情が全く違うと

いうふうに考えておりますし、振興計画と引きかえに

容認するのではないかという見方があるとすれば、今

申し上げた事情でそういうことはないと断言させてい

ただきます。

　そして次に同じく沖縄振興計画の策定に係る御質問

の中で、計画の性格及び目指す方向いかんという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興計画などは、国の計画として位

置づけられ、本土との格差の是正などを目標として掲

げ、社会資本の整備など総体として沖縄県は着実に発

展してまいりました。復帰40年を経た現在、沖縄を取

り巻く環境は、国と地方の役割の見直し、そして一括

交付金化などの地方分権改革等の進展に加え、グロー

バル経済の進展など大きな時代の節目にあります。

　今回の新たな計画は、県計画として策定をし、「沖

縄21世紀ビジョン」の５つの将来像を実現し、そして

４つの固有課題の解決を図るものであります。このた

め、国に求めております一括交付金や各種制度を実現

をし、強くしなやかな地域経済を構築するとともに、

沖縄らしい優しい社会を築いていく考えでございま

す。

　沖縄県といたしまして新たな計画に基づき、沖縄の

持つ潜在的魅力などを最大限発揮し、次代を担う子供

たちが沖縄に生まれてよかったと誇りに思う沖縄の実

現のため、県民と一体となって新たな時代にふさわし

い沖縄をつくってまいりたいと考えております。

　同じく沖縄振興計画に係る御質問の中で、沖縄振興

一括交付金の実現についての御質問にお答えいたしま

す。
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　確かに、東日本大震災に係る復興支援につきまして

は、国民全体の負担により優先的に取り組むべき重要

課題であります。沖縄県といたしましても被災地の支

援に努めているところであります。一方、こうした状

況にあっても、沖縄が戦後26年余りにわたり国の施政

権外にあった歴史的事情や米軍施設・区域が集中して

いる社会的事情などの地域特性に起因する県民所得の

向上や、雇用の確保、そして離島振興、戦後処理問

題、さらには基地跡地などの課題はいまだに解決され

ておらず、引き続き国の責任による沖縄振興が必要で

あると考えております。

　これらのことから、沖縄県といたしましては、現行

の内閣府沖縄担当部局予算に加え、従来の補助金等で

は対象とされていない「交通・物流コスト対策」、そ

してまた「待機児童の解消」、そうして「離島の定住

支援」などの新たな沖縄振興のための予算を含めた沖

縄振興一括交付金の創設を国へ求めているところでご

ざいます。

　同じく沖縄振興計画に係る御質問の中で、沖縄振興

一括交付金の今後の見通しいかんという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　東日本大震災の対応に追われていた４月、官房長官

兼沖縄担当大臣から県に対し、新たな沖縄振興につい

て、来年の期限におくれることのないよう取り組みた

い旨の発言があったところでございます。また、今月

23日の沖縄全戦没者追悼式においても、菅総理大臣か

ら、一括交付金や県が主体となる計画への支援などの

実現につきましての発言がなされたところでありま

す。

　沖縄県としましては、これらの発言も踏まえ、政府

に対し沖縄県の提言する制度を盛り込んだ新たな法律

の策定と新たな沖縄振興に必要な財源として沖縄振興

一括交付金の創設を引き続き強く求めてまいりたいと

考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、基地返還アクションプログラムについての御

質問にお答えいたします。

　沖縄県としましては、将来的に国際社会の相互依存

関係が進展し、より安定した安全保障環境が構築され

ることを期待しつつ、過重な基地負担の軽減や米軍基

地の整理縮小に向けた努力を積み重ねることで基地の

ない平和で豊かな沖縄を目指していきたいと考えてお

ります。そのため、県の基本的な方針を示す必要があ

ると考えており、基地の整理縮小に向けた具体的な道

筋について現在検討を行っているところであります。

　次に、不発弾処理を振興計画に盛り込むことについ

ての御質問にお答えいたします。

　不発弾処理については、戦後処理の一環として国が

責任を持って取り組むべきものと考えております。

　県におきましては、今後とも国や市町村との連携の

もと、不発弾処理の一層の加速化を図っていくため、

新たな振興計画においても、国の責任を明確にしつ

つ、位置づけが必要であると考えております。

　次に、地震・津波対策の御質問の中で、県の地震対

策の見直し方針についてお答えいたします。

　東日本大震災を踏まえ、６月16日に琉球大学教授等

の専門家で構成される「沖縄県地震・津波想定検討委

員会」を設置するとともに、６月21日には市町村防災

担当課長会議を開催し、県及び市町村の地域防災計画

の見直し作業等を進めているところであります。今

後、国の防災基本計画の見直し状況等も勘案しつつ、

市町村等関係機関と連携の上、県内の地震防災対策の

強化を図るべく検討を進めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、県の津波対策についてお答えいたします。

　現在、「沖縄県地震・津波想定検討委員会」におい

て、東日本大震災の教訓を踏まえた津波対策の強化等

を含め、沖縄県地域防災計画の見直しに向けた作業を

進めているところであります。

　東日本大震災においては、それまでの想定を超える

津波が発生し、大きな被害が発生したことから、今

後、専門家の委員の皆様の知見を踏まえて、島嶼県と

しての津波対策のあり方等について検討を進めてまい

りたいと考えております。

　次に、市町村における誘導体制、海浜利用者や一般

通行人への通報体制、避難場所の設定誘導につきまし

て一括してお答えいたします。

　地震・津波発生時の誘導体制については、主に市町

村の地域防災計画等に規定されており、津波警報等が

発表された場合、防災行政無線や広報車の利用及び放

送機関等の協力を得て、住民や観光客等に対し、避難

の勧告・指示や警戒区域等について周知を図ることと

なっております。

　海浜利用者や一般通行人への通報体制につきまして

は、市町村での誘導体制に加え、消防、警察及び海上

保安庁等関係機関の相互連携による避難誘導やパト

ロールが行われることになります。

　避難場所への誘導につきましては、避難看板や標
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識、防災行政無線の避難誘導広報などにより行うこと

とされております。

　次に、震災時における県内の食糧備蓄状況について

お答えいたします。

　沖縄県地域防災計画において「食糧等備蓄計画」を

定めており、県は災害対策用食糧として「市町村の備

蓄量を補完するため必要相当量を備蓄する」こととし

ており、東日本大震災直前まで約7000食を備蓄してお

りました。今回、東日本大震災の被災県に大部分を提

供したため、今後、早急に必要量を補てんすることと

しております。また、コンビニ等流通企業との協定に

よる流通備蓄についてもより多くの企業と協定を結ぶ

こと等により、多面的な備蓄食糧の確保に努めてまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、返還地主の損失改善についてお答え

します。

　これまでの跡地整備の事例では、返還から整備完了

までおおむね10年以上要しているものに対し、給付金

の支給期間は最大でも４年半と短く、地権者は多大な

負担をこうむっているものと考えております。

　県におきましては、「駐留軍用地跡地利用推進法

（仮称）要綱県案」を策定し、新たな法律の制定を国

に求めているところですが、本要綱県案では給付金制

度について、基本的に土地の引き渡しから３年間の支

給とし、さらに事業期間が長期に及ぶ土地区画整理事

業等を実施する跡地については、地権者の不利益とな

らぬよう使用収益開始までの支給とすることを規定し

ているところです。

　次に、沖縄振興計画の策定についての御質問の中

で、４次にわたる計画との違いについてお答えいたし

ます。

　沖縄県では、昨年、時代変革を踏まえ、「沖縄21世

紀ビジョン」を策定し、県民が望む将来像を描くとと

もに、克服すべき沖縄の固有課題を確認、整理いたし

ました。今後の沖縄振興は、鉄道網、鉄軌道で結節し

ている本土各県とは経済発展の道筋が異なることや、

発展著しい東アジアの中心に位置すること、さらには

日本全体が人口減となる中、しばらく人口増が続くこ

となど、全国一律ではない沖縄独自の施策が必要であ

ると考えております。このため、新たな計画は、県民

が望む将来像の実現と固有課題の克服に向けて、これ

までの国の計画としての位置づけではなく、主体的な

施策を盛り込んだ県独自の計画として策定することと

しております。

　次に、これまでの制度、計画の問題と改善について

お答えします。

　「沖縄21世紀ビジョン」における議論や沖縄振興計

画総点検の結果により、離島県ゆえの不利性の克服や

各地域指定制度において期待された効果が得られてい

ないことなどの課題とともに、沖縄の潜在力や地域特

性を生かす制度が十分でないことなどが明らかになっ

たところであります。このことを踏まえ、新たな沖縄

振興においては、離島定住を支援する制度の充実や、

交通・物流コストの抜本的な軽減を図るとともに、魅

力ある自然環境や独自の文化、若年者の比率が高い潜

在力、成長著しい東アジアの中心に位置する優位性を

最大限発揮できる競争力の高い税制優遇による経済特

区の制度の導入などを国に要望しております。これら

の制度を基本に新たな基本計画を策定し、新時代にふ

さわしい施策を展開することにより、21世紀ビジョン

で県民とともに描いた将来像の実現を目指してまいり

たいと考えております。

　次に、民主党の一括交付金と沖縄振興一括交付金と

の違いについてお答えします。

　今年度創設された地域自主戦略交付金は、９種類の

補助金を統合し、その範囲に使途を限定したことか

ら、使途の自由度が極めて不十分となっております。

沖縄県としては、平成24年度から従来の補助金では対

象とされていない「交通・物流コスト対策」、「待機

児童の解消」、「離島の定住支援」なども活用できる

自由度の高い沖縄振興一括交付金の創設を国へ求めて

いるところであります。

　次に、高率補助制度についてお答えします。

　沖縄県は、これまで高率補助制度に基づき措置され

てきた予算額と同等程度の予算額を沖縄振興一括交付

金として措置することを国へ求めてきたところであり

ます。このことから、現行一括計上予算に関し、新た

な沖縄振興に係る予算額を含めた総額が確保されるの

であれば、現行の高率補助制度のかさ上げ等の効果は

沖縄振興一括交付金にすべて包含されるものであると

考えております。

　次に、農業問題についての御質問の中で、政府のＴ

ＰＰ推進における開国の位置づけについてお答えしま

す。

　菅総理大臣は、ことし１月の施政方針演説におい

て、国づくりの理念の一つとして「明治の開国」、

「戦後の開国」に続く「平成の開国」に取り組むこと

を表明しております。「平成の開国」については、同
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演説の中で、勢いを増すアジアの成長を我が国に取り

込み、国際社会と繁栄をともにするため、貿易・投資

の自由化、人材交流の円滑化により経済を開き成長と

雇用につなげることと位置づけられております。

　次に、ＴＰＰ推進に際して政府の講ずる対策につい

てお答えします。

　政府においては、昨年11月に閣議決定した「包括的

経済連携に関する基本方針」の中で、ＴＰＰ協定につ

いては情報収集を進めながら対応していく必要があ

り、国内の対策を早急に進めるとしております。

　具体的な国内の対策としては、農業分野、人の移動

分野及び規制制度改革分野において適切な国内改革を

先行的に実施することとされております。しかしなが

ら、東日本大震災の発生を受けことし５月に閣議決定

された「政策推進指針」においては、ＴＰＰへの交渉

参加の判断時期が当初の６月から先送りされており、

具体的な対策は決定されておりません。

　県としては、ＴＰＰ交渉の動向や政府の対応を踏ま

え適切に対応してまいりたいと考えております。

　次に、県のＴＰＰについての評価と対策についてお

答えします。

　貿易の自由化については、世界経済のグローバル化

が進む中で避けては通れない課題であると認識してお

ります。また、資源の乏しい我が国は、通商貿易国家

として成り立っている面もあります。一方で、農林水

産業は、重要な産業という側面だけでなく、文化等の

多面的な機能の保持という面でも極めて大切な産業で

あります。したがって、どちらか一方だけをとるとい

うことでは、我が国の持続的発展は困難であり、両立

を図る道を探ることが極めて重要であると考えており

ます。

　このような状況において、沖縄県としては、農業分

野等の懸念について今後とも国に対して強く訴えると

ともに、国民の合意が得られるまで丁寧に議論を尽く

し、的確に判断することを求めていきたいと考えてお

ります。

　次に、鉄軌道導入についての御質問の中で、鉄軌道

導入調査の進瀧状況についてお答えします。

　国は、平成22年度において需要予測モデルの構築を

行うとともに、鉄道やＬＲＴの需要及びその特性等に

ついて調査しており、平成23年度には、整備効果、総

事業費、事業採算性等の調査及び新たな公共交通シス

テム導入の実現化に向けた課題の整理等を行う予定で

あります。２年間の調査結果を踏まえ、国は、新たな

公共交通システムについて、平成24年度以降の沖縄振

興策への位置づけなどを検討していくものと考えてお

ります。

　次に、ＬＲＴについてお答えします。

　県民及び観光客の利便性の向上、中南部都市圏の交

通渋滞緩和、県土の均衡ある発展を支える観点から、

沖縄本島を縦断し、広域移動を支える新たな公共交通

システムの導入が必要であると考えております。

　路面を走行するＬＲＴについては、所要時間から計

算した表定速度が時速10キロから15キロ程度とバスと

同等以下であるとされ、長距離の公共交通基幹軸とし

ては、厳しい面があると考えられており、公共交通基

幹軸の主要拠点に結節するフィーダー交通として位置

づけることが望ましいとも言われております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中ではありますが、

ただいまの当銘勝雄君の質問に対する残りの答弁は、

時間の都合もありますので休憩後に回したいと思いま

す。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の当銘勝雄君の質問に対する答弁を続行いた

します。

　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　エネルギー対策の中

で、県の主力エネルギーについてお答えいたします。

　沖縄県における電気エネルギーは、平成22年度実績

では石炭が約77％、石油が約21％、その他が約２％と

なっており、そのほとんどが石油や石炭を燃料とする

火力発電により供給されております。

　このように、現状としては沖縄県は化石燃料に頼ら

ざるを得ない状況にありますが、今後は新エネルギー

の導入を強力に推進し、可能な限り新エネルギーの比

率を高めていきたいと考えております。

　続きまして、沖縄電力の原発研究体制、それから導

入計画について、これらは関連いたしますので一括し

てお答えいたします。

　ことし５月に沖縄電力と県庁において意見交換会を

行い、その中で確認したところ、社内で原子力発電の

研究に係る専門組織や研究予算は措置してないとのこ

とでありました。また、原子力発電を導入する計画も

有しているものではないということでございます。

　続きまして、沖縄電力が原発研究を続ける理由につ

いてお答えいたします。

　沖縄県としては、沖縄電力が県民に対し電力の安定
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供給の責務を負う電気事業者の立場として、エネル

ギーの安定確保や低炭素化等の観点からさまざまな発

電技術について常に研究あるいは情報収集することは

極めて重要であると考えており、原子力発電に関する

情報収集もその一つであると理解しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　地震・津波対策につ

いての御質問で、建築物の耐震基準の見直し及び耐震

対策についてお答えいたします。

　建築物の耐震基準の見直しや耐震対策については、

建築基準法を所管する国において地震被害の学術調査

を実施しており、県としては、今後、その調査結果や

基準改正等の動向を踏まえて対応していく考えであり

ます。

　同じく地震・津波対策についてで、これまでの津波

の高さ想定基準と見直しについてお答えいたします。

　沖縄県では、平成18年度から19年度に「沖縄県津

波・高潮被害想定調査」を行っており、その際の想定

津波高さは、沖縄本島沿岸で１メートルから14メート

ル、宮古島沿岸で３メートルから13メートル、石垣島

沿岸で２メートルから27メートルとなっております。

しかしながら、今回、東日本大震災を引き起こした想

定外の津波が押し寄せたことから、津波被害の想定を

見直さなければならないと考えております。そのた

め、去る６月16日に「沖縄県地震・津波想定検討委員

会」を設置し、その中でこれまで想定してきた地震・

津波の状況等を専門家及び関係機関の意見を聞いた上

で検証することとしております。

　同じく地震・津波対策についてで、津波被害の面積

についてお答えいたします。

　今回の東日本と同規模の地震が発生した場合の津波

被害を受ける面積については、今後、「沖縄県地震・

津波想定検討委員会」において、想定地震の規模、想

定津波高さを決定した上でシミュレーションを行い算

定されるものであることから、現在把握できておりま

せん。

　同じく地震・津波対策についてで、公有水面の埋立

基準の変更についてお答えいたします。

　公有水面埋立法による埋立免許の基準は、国土利用

上適正かつ合理的なこと、環境保全及び災害防止につ

き十分配慮していること、埋立地の用途に照らし公共

施設の配置及び規模が適正なこと等の６つの項目があ

ります。埋立免許に当たっては、これらの基準すべて

に適合しているか否かについて審査するものでありま

す。この中で、埋立免許申請者に対し「設計の概要」

及び「設計の概要を表示したる図書」の提出を義務づ

け、これを審査することになっております。そのた

め、「設計の概要」等の審査について、今後、国の基

準改正の動向を注視したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業問題の中で、台

風２号による被害状況についてお答えいたします。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。今回

の被害は、特に農作物の収穫時期に当たる５月に台風

が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴーヤー、

マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占めてお

ります。

　被害の内訳は、葉たばこ等農作物が58億3000万円、

ハウス等農業用施設関係が４億7900万円、家畜等畜産

関係が3200万円、林道等林業関係が4000万円、水産業

関係が６億7900万円となっております。

　次に、農業共済対象作物と加入状況についてお答え

します。

　台風２号による被害を受けた農業共済の対象作物

は、さとうきびや水稲、園芸施設内で栽培されている

マンゴー、ゴーヤーなどの作物となっております。

　平成22年度の農業共済の加入状況は、水稲が約95％、

さとうきびが約40％、園芸施設が約16％となっており

ます。

　次に、農業共済制度を補完する制度創設についてお

答えいたします。

　本県は、台風接近数が年平均7.4個と国内平均の約

２倍発生し自然災害が多いことから、農業共済掛金率

が高くなっております。特に、園芸施設共済の共済掛

金率では全国平均と比べて約３倍高いことなどから、

共済加入率が低い状況となっております。そのため、

園芸施設共済における農家負担軽減策として、共済掛

金の一部助成事業を行っているところであります。し

かしながら、依然として共済掛金率が高いなど、共済

加入率は低い状況にあります。このため、県として

は、新たな沖縄振興に向けた制度提言の中で、農家負

担共済掛金を全国平均並みに軽減する沖縄型農業共済

制度の創設を国に対し要望しているところでございま

す。

　次に、台風に強い農業施設の普及と今後の推進につ

いてお答えします。

　本県の農業振興を図るためには、台風等の気象条件
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に左右されない施設等の整備が重要でございます。そ

のため、台風に強い鉄骨ハウスの整備に加え、平成11

年度から農作物被害防止施設等の整備事業を導入し、

平成22年度までに約360ヘクタールを整備しておりま

す。また、既存パイプハウスを補強するため、平成20

年度においては「自然災害に強い園芸産地育成事業」

により4.4ヘクタールの園芸施設を整備しておりま

す。

　県としては、今後とも台風に強い園芸施設の導入と

あわせて防風林の整備を推進してまいります。

　次に、遺伝子組み換えパパイヤの輸入経路と検査に

ついてお答えします。

　国は、未承認遺伝子組み換えパパイヤ「台農５号」

の種子の輸入について、２つの経路があると公表して

おります。１つ目は、台湾の種苗会社から国内の種苗

会社が輸入し県内の種苗会社へ販売された経路、２つ

目は、台湾の種苗会社から県内の種苗会社が直接輸入

した経路があるとしております。今回の２つの経路で

導入されたパパイヤ種子については、国においてパパ

イヤの種子の検査法が確立されてなかったことから検

査を実施してないと聞いております。

　次に、輸入業者の安全性審査を受ける義務と検査体

制についてお答えします。

　未承認遺伝子組み換えパパイヤを輸入する業者は、

「カルタヘナ法」と「食品衛生法」により主務大臣の

承認を受ける必要があります。国は、今般の未承認遺

伝子組み換えパパイヤについて、種子の検査法が確立

されてなかったことから実施していないと聞いており

ます。現在、平成23年２月にパパイヤ種子を用いた検

査法を確立したことから、その検査法を用いて水際で

の検査を実施していると聞いております。

　次に、遺伝子組み換え作物の安全性評価についてお

答えします。

　遺伝子組み換え作物の安全性評価については、「カ

ルタヘナ法」と「食品衛生法」に基づいて行われま

す。「カルタヘナ法」では、「生物多用性影響評価検

討会」で、野生植物との競合性、野生植物に対する有

害物質の産出性、野生植物との交雑性等について安全

性が評価されます。「食品衛生法」では、「食品安全

委員会」で、遺伝子組み換え遺伝子が安全か、導入さ

れた遺伝子によりつくられるたんぱく質の有害性、つ

くられたたんぱく質のアレルギーの誘発性、導入遺伝

子により食品成分の変化等の項目について、食品とし

ての安全性が評価されます。これらの安全性が評価さ

れ、主務大臣による承認を得て輸入が許可されます。

　次に、パパイヤの栽培面積と農家補償についてお答

えします。

　平成20年度のパパイヤの生産状況は、栽培面積が31

ヘクタール、生産量が965トンとなっております。国

は、「カルタヘナ法」に基づく未承認遺伝子組み換え

パパイヤの伐採処理に伴う損失については、補償の規

定はないとの説明をしております。しかしながら、生

産農家からは、平成15年に同法が制定されてから約８

年の間、遺伝子組み換えパパイヤの検査方法が確立さ

れていないことから、国内侵入防止対策の強化や伐採

に伴う補償を求める意見があります。このため、県

は、５月と６月に農林水産省や関係省庁等に対し早急

な原因究明、検査技術の確立と技術移転、国内侵入防

止対策の強化、伐採処理等に伴う補償など、「カルタ

ヘナ法」の運用の見直しを含め抜本的な対策を講じる

よう国に強く要請したところでございます。

　県としては、パパイヤ生産農家に対する補償につい

ては国が行う必要があると考えておりますが、パパイ

ヤの生産振興を図る観点から、緊急的に伐採作業と苗

の配布支援を行うなど、関係機関等と連携してパパイ

ヤ生産農家の経営安定に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県職員の欠員に関する質

問のうち、知事部局の定数削減の状況についてお答え

いたします。

　県では、簡素で効率的な行政運営のため、定員適正

化の基本計画である「新沖縄県定員適正化計画」に基

づき、職員定数の適正化に取り組んでいるところであ

ります。これまで民間委託、公社等外郭団体に対する

人的支援の見直しなどにより、平成15年からの８年間

で596名を減じております。

　次に、現定数に対する欠員の状況と欠員が発生する

理由については、関連しますので一括してお答えいた

します。

　知事部局では、各部署の業務状況や個々の職員の事

情等により、各部署ごとに定めた配置定数を超えて

122名を配置している一方、98名が欠員となっており

ます。

　欠員が発生している理由としまして、多くの採用辞

退者が出たこと、国や市町村等への職員の派遣を行っ

たことや、病気休職職員等が発生したこと、技術系の

職種については、大型事業終了に伴う業務量の減少が

当面見込まれ、採用予定者数を見直さざるを得なかっ

たことなどが挙げられます。

　なお、欠員につきましては、臨時的任用職員や次年
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度採用予定職員の年度中途での採用により対応し、業

務に支障が出ないよう取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　再質問を行います。

　総務部長、今、次の年度で早目にということなんで

すけれども、今現在、欠員があるんですよね。ですか

らこれは基本的にこういう欠員が出たらいけないんで

すよと、年度初めですよと、こういうことを言ってい

るわけです。それで、市町村とか国家公務員とかに合

格してそこに行ったということの説明もありました

が、これはやっぱり基本的に県の職場が非常にまずい

ということがあると思うし、あるいは環境問題、それ

から早目に採用しようとしないから逃げていく、こう

いうことだと思うんです。それで、追加試験をやって

でも埋める必要はないのか問います。

　それから、一括交付金制度についてですけれども、

知事も一生懸命やっているのはわかるんですが、しか

し、今の状況では本当に８月の予算概算要求に間に合

わないというふうに思うんですね。やはりこれは官僚

でがちゃがちゃやっていてはどうにもならない。基本

的には政治主導で実現するという考え方はないのか問

います。

　それから、遺伝子組み換えパパイヤについて、農林

水産部長は国に要求していると、そのとおりなんで

す。これは私も資料を取り寄せましたが、結局検査を

していない。検査体制が確立したのはことしの２月な

んです、「カルタヘナ法」というものが確立されたの

はことし。そういう検査体制をつくらないで上から今

度は伐採しなさいと、補償はできませんと、違反して

いる者には補償はありますよ。こんなおかしな話はな

いです。これは国の問題ですよ。ですから絶対農家の

ためにも引かないで頑張ってもらいたいというふうに

思います。

　それから、振興計画と辺野古移設のリンク問題で

私、懸念するというのは、知事は前にＶ字型滑走路を

沖合に移動すればというようなことを言ってきたわけ

です。ですから、今度の２プラス２についても、知事

がああいうような考えを持っていたものだから、

じゃ、移動させてもいいですよというようなところま

で言ってきているわけです。ですから、それが一つに

辺野古回帰であるとこういうふうに思うので、これに

ついて、さっき断固としてそういうことはないと言っ

たんですが、もう一度これは確認したいと思います

が、これをお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時３分休憩

　　　午後４時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘議員の再質問にお答え

いたします。

　４つございますが、２つ私のほうで答弁させていた

だきます。

　まず第１に、この一括交付金、なかなか大変そうだ

し、これは事務レベルではなくて政治主導というか、

政治レベルで扱うべきものではないかというお考えで

すが、私も全くそのとおりだと思いますし、この一括

交付金につきましては、事務レベルではほとんど議論

ができません。そして、沖縄担当大臣でもある枝野官

房長官も先日、やっぱりぼちぼちこれは政治レベルで

の決着といいますか、議論をし決めていこうというよ

うな趣旨のことをおっしゃっていますし、今、政策協

議会を枝野さんが議長になって運営しているわけです

が、その中で振興部会というものは、これは総理を除

く全大臣が入っておられます。そういう中で決めてい

ただければと我々思いますし、そしてまた、政府では

無論早目に閣議決定というようなきちっとした形を早

く出してもらいたいというふうな要求・要望もしてお

りますし、一方でまた政党では民主党の沖縄県連とも

いろいろ協議会というのをつくっていただいて、その

場でも実はこの一括交付金を中心に議論をしていただ

いています。自由民主党、そしてその他の政党・会派

でも我々はお願いをし議論をしていただいています

が、主としてこの一括交付金がおっしゃるようになか

なか事務レベルでは前へ進まぬという性格のものだと

思って、我々ももうぼちぼち基本的な考えは決めてい

ただきたいということを申し上げている最中でござい

ます。社民党の福島さんに対しても先日、お願いに

行って参っております。今、全政党へもお願いをして

いるところです。

　それから４番目の、普天間の辺野古のＶの話という

のを２プラス２で決めておりますけれども、これは前

に私は可能な限り沖合へというような表現で言ってお

りました。それに対する信号ではないかというような

趣旨のことを言っておられたと理解しますけれども、

しかし、これはいずれにしても現在の普天間の危険性

は早く除去し、返還するということのための問題で

あって、一方で振興法とか振興計画、今取り組んでお

りますのは来年の３月31日で切れる法律及び計画をど
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う充実して新しい制度をつくるか、法律をつくるかと

いうことですから、これはもともと問題の性格が違う

と思っております。したがいまして、これはこれ、あ

れはあれでリンクすることなく進められるものだと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　再質問で、欠員の関係で

追加採用試験を実施してはどうかという御質問にお答

えいたします。

　追加試験となりますと、実は、欠員につきまして

は、既に多くの臨時的任用職員を配置して今、手当て

しているところでございます。その臨時的任用職員の

業務の継続との関係が一つございます。

　もう一点は、今年度実施する職員採用試験は、既に

３月で実施計画が策定され、先般、第１次試験が実施

されたところであります。その試験の終了するのが９

月、10月ごろまでかかりますので、その後の試験とい

うことになろうかと思います。そうすると、やはり今

年度の実施になりますので、採用時期が年度末という

ことになることから、実効性がないという観点から適

当ではないかと思っています。臨時的任用職員の採

用、それから今年度の採用試験の早目の採用という形

で手当てしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　遺伝子組み換えパパ

イヤ関連の国への要請の再質問についてお答えいたし

ます。

　県は、５月と６月に農林水産省や関係省庁に対し、

未承認遺伝子組み換え農産物等の国内侵入防止策の強

化に関する要請をしたところでありますが、今後とも

要請内容が実現できるよう、関係機関と連携し強力に

要請してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　社民・護憲ネット、照屋大河です。

　会派を代表して代表質問を行いますが、質問の前に

所見を述べたいと思います。

　ちょっと会派の当銘さんと内容がかぶってしまいま

した、ざんきにたえないということです。ざんきにた

えない（パート２）ということでよろしくお願いしま

す。

　「負担軽減が遅れていることは慚愧に堪えませ

ん」、去る６月23日の慰霊の日に来県した菅総理大臣

はそういうメッセージを発せられました。私が辞書で

調べると、「ざんきにたえない」とは、恥ずかしくて

しようがないということです。

　昨年の慰霊祭には菅総理はこのようなことを言って

おりました。沖縄の負担がアジア・太平洋地域の平和

と安定につながってきたことに対してお礼を申し上げ

る。そして、そのわずか数日前の就任最初の所信表明

演説には、過重な基地負担に対する感謝の念を申し上

げると。感謝の言葉もお礼も沖縄県民にとってはそう

いう言葉は要らないんだと感じております。

　この１年間、感謝とお礼を述べて負担軽減をしてい

くという言葉も発しておりましたが、１年たって今、

このような状態であります。この１年間の政府の対応

は、陸にも海にも基地をつくらせないという名護市長

に対して、交付金の不交付をする、この２プラス２後

の知事の要請についても、基地の固定化を示唆した

り、負担という言葉を２プラス２の表現においては影

響という形で変えてきております。慰霊の日にこの言

葉を聞かされた県民の気持ちを思うと、私自身がざん

きにたえないという思いであります。

　ところで、この菅総理大臣はやがてやめるようであ

ります。このきっかけになった６月２日、内閣不信任

案が提出された日、私は東北被災地の現場におりまし

た。瓦れきが山積みであります。手がつけられないま

まにありましたが、その地元の人たち、復興に力強く

必死な思いで立ち向かう地域の人たちにとって、国政

におけるあの内閣不信任案の騒動については、多くの

怒りの声を聞いてまいりました。東北の人たちは津波

や地震については天災だし、何とか復興に立ち向かお

うという気持ちになれるが、福島の原発については人

災であると。国会は内閣不信任案というような騒動を

している場合じゃないというふうなことをおっしゃっ

ておりましたが、社民党はこれまで一貫して脱原発を

訴えてまいりました。

　国策として進められる原発政策、そして同じように

沖縄にある基地の集中、この解決に全力を尽くしてい

きたいという決意を申し上げて、会派の代表質問を行

いたいと思います。

　１番、米軍基地問題について。

　茨、６月21日開催の日米安全保障協議委員会（２プ

ラス２）について。

　ア、県が求める普天間飛行場の県外移設や嘉手納以

南６施設のパッケージと切り離した早期返還が完全に

無視された合意内容となっているが、知事の評価を伺
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う。

　イ、日米両政府は、合意文書で、自治体実施の防災

訓練への米軍参加が、米軍と基地を受け入れているコ

ミュニティーの関係強化に資するとの認識を示した。

沖縄においても該当すると考えるか、知事の所見を伺

う。

　ウ、県は、防衛省に対し在沖米海兵隊の意義や役割

をまとめた冊子について質問状を提出しているが、回

答はあったか。回答を得ているならば内容を明らかに

されたい。

　芋、普天間飛行場の嘉手納統合案など県内移設関連

について。

　ア、嘉手納統合案に対する知事の見解を伺う。賛否

を明確にした上で態度を示されたい。

　イ、国頭村安波案に対する知事の見解を伺う。賛否

を明確にした上で態度を示されたい。

　ウ、辺野古移設に関する環境現況調査について、沖

縄防衛局より野生生物捕獲などの許可申請が出ている

ようだが、県はいかなる対応をとるつもりか伺う。

　エ、５月23日開催の沖縄政策協議会で、北澤防衛大

臣は県に対し鳥島射爆撃場の移設先として硫黄鳥島を

検討していることを明らかにした。その際の知事の回

答について伺う。

　鰯、嘉手納基地、普天間基地における訓練激化につ

いて。

　ア、外来機飛来による被害の実態について伺う。

　イ、県は、外来機飛来激増の原因についてどのよう

に分析しているか伺う。

　ウ、嘉手納基地におけるパラシュート降下訓練につ

いて、ＳＡＣＯ合意に反する降下訓練を繰り返す米軍

の実態がある。嘉手納基地はもちろん、伊江島におけ

る訓練も許さないという強い決意で臨むべき。知事の

見解を伺う。

　允、嘉手納基地における電波障害について。

　ア、ケーブルテレビや地デジ放送などに関する被害

実態を明らかにされたい。

　イ、県は、国に嘉手納基地における電波障害の実態

調査を実施するよう求めたことがあるか伺います。

　印、ＭＶ22オスプレイの沖縄配備と東村高江のヘリ

パッド建設について。

　ア、県はしきりに安全性に関するデータを求め、今

の状況では配備反対に変わりはないと含みを残した言

い回しに終始している。いかなる理由があれ、配備に

は明確に反対とこの場で断言すべきである。見解につ

いて伺います。

　イ、配備の伝達先には東村など北部の基地所在市町

村が含まれています。高江のヘリパッドで運用される

のも確実と考えますが、知事の見解について伺う。

　ウ、東村高江のヘリパッド建設に関し沖縄防衛局か

ら県に、７月から工事を始めたいので現場に重機を搬

入したいとの連絡があったのは間違いないか。事実関

係と県の回答を明らかにされたい。

　咽、自衛隊艦船の民間港利用について。

　ア、知事は６月12日に自衛隊艦船を視察したようだ

が事実ですか。公務日程に反映されていないのはなぜ

ですか。

　イ、知事公室長は、地元の那覇市が問題視していな

い以上、県も入港自体に反対する立場にないとの見解

を述べている。県の姿勢は地元自治体の意向に左右さ

れるということか伺う。

　ウ、自衛隊や米軍艦船の民間港入港に対する県民の

アレルギーは相当に強いものがあると考えるが、知事

の見解について伺う。

　エ、関連して、陸上自衛隊の音楽隊が６月10日宮古

島市の小学校で開いた演奏会で、来場者に「自衛隊採

用試験案内」などが配布された。学校現場で自衛隊の

広報活動がなされたことに対する県の見解について伺

う。

　員、基地跡地から民有地へ搬入された汚染土の問題

について。

　沖縄防衛局がキャンプ桑江北側の返還跡地内に埋

まっていた汚染土を沖縄市の民有地に搬入、保管して

いたことが判明した。

　ア、返還跡地で見つかった汚染土と知りながら、な

ぜ県は民有地への搬入を容認したのか理由を示された

い。このような事態となった経緯とあわせて答弁を求

めます。

　イ、沖縄防衛局は、８月以降12月までに撤去との考

えを示しているようだが、即刻、撤去を求めていくべ

きではないか伺います。

　因、日米地位協定の改定問題について。

　ことしはいつにも増して日米地位協定が障害となっ

ている事件・事故が発生し社会問題化している。去る

６月25日に北中城村で開催された抗議集会がその象徴

であります。

　ア、長年にわたって地位協定改定を訴えているが一

向に進まない。県として戦略の見直しを迫られている

のではないか。

　イ、５月22日からの知事公室長の訪米出張につい

て、成果と課題を具体的に示されたい。

　２、同額入札問題について。

　茨、土木建築部と農林水産部が発表した2010年度発
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注工事に絡む同額入札調査の結果に対する知事の評価

を伺う。

　芋、県として再調査を実施させる考えはあるか、知

事の見解を伺う。

　鰯、県警発注工事の同額入札に関する調査結果を明

らかにされたい。

　３、教育・医療・福祉について。

　茨、６月15日に起こった少年らによる集団暴行事件

について。

　ア、事件発生後、現在までの県の対応及び県警の対

応について伺う。

　イ、同様の事件が起こるたびに、二度と事件が起き

ぬよう再発防止に全力を尽くすとの答弁が繰り返され

るが、教訓が生かされているか伺う。

　芋、県立病院改革について。

　ア、独立行政法人化について、平成22年度、県立病

院の経営再建検証委員会の検証結果に対する知事の見

解について伺う。

　イ、去る２月議会の附帯決議を踏まえ、今年度中に

定数条例を改正し適正な人員配置を行うべきと考える

が、知事の見解について伺う。

　鰯、高齢者医療制度改革について。

　ア、後期高齢者医療制度の廃止は政権交代の大きな

目玉の一つでもある。廃止が進まない理由は何か。

　イ、医療保険制度がうまくいってなかったことも医

療制度の改悪につながったと思うが、保険制度の立て

直しはどう進むか。

　ウ、医療保険制度と後期高齢者医療制度の方向につ

いて。

　允、急性出血性結膜炎の流行について。

　県は去る６月15日、急性出血性結膜炎の患者が急増

しているとして流行警報を発令した。現状と対策につ

いて伺う。

　印、ハンセン病問題について。

　ハンセン病療養所退所者50人への実態調査で、半数

近くが健康・医療面に不安を抱えていることが明らか

になった。

　ア、実態調査に対する県の所見を伺う。

　イ、退所者が何に困っていて、どんな支援を求めて

いるのか、県はきちんと把握しているのか。具体例を

挙げて説明されたい。

　ウ、沖縄愛楽園のベッド４床がことし４月より「保

険入院医療機関」に指定された。利用率を明らかにさ

れたい。同様に外来診療の利用率についても伺う。

　エ、沖縄愛楽園及び宮古南静園の「将来構想」策定

における課題を示した上で、解決に向けた方策を明ら

かにされたい。

　咽、県障害者権利条例について。

　ア、条例制定に向けた取り組みの進瀧状況について

伺う。

　イ、障害のある人もない人も輝く条例づくりの会か

ら、県障害者権利条例制定に向け県が設置を予定して

いる県民会議（仮称）の構成委員に障害者の権利・保

障などの知識を持つ法律の専門家を含めるよう申し出

を受けたようだが、県の対応について伺う。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員の御質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、米軍基地問題に係る御質問の中で、在

沖米海兵隊の意義や役割をまとめた冊子への質問に対

する回答についての御質問にお答えいたします。

　去る５月７日に北澤防衛大臣から示されました「在

日米軍・海兵隊の意義及び役割について」、在沖海兵

隊の作戦・任務や沖縄にまとまって所在する理由な

ど、その内容を検討したところ、県民の納得のいく説

明ではなかったため、疑義を取りまとめ、６月１日に

防衛大臣あて質問書を提出したものであります。防衛

省としては、省内で精査した上で回答するとのことで

ありましたが、現時点で回答はありません。

　県としましては、政府に対し、速やかに回答するよ

う求めてまいりたいと考えております。

　同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、嘉手納統

合案に対する知事の見解についての御質問にお答えを

いたします。

　嘉手納飛行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担

を強いられており、さらに負担が増加するような案

は、断じて受け入れることはできないと考えておりま

す。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、知事の自

衛隊艦船視察に係る御質問にお答えいたします。

　去る６月12日、私は自衛隊沖縄地方協力本部が主催

する特別公開において、海上自衛隊艦船２隻を視察い

たしました。同日程について、他の日程の関係から前

日まで確定できなかったため、公務日程に反映されて

いなかったものと思いますが、私は何も逃げ隠れし

て、公表しないで見に行く、見に行かないなどという

ようなことはやりません。

　そして次に、教育・医療・福祉に係る御質問の中

で、県立病院の独立行政法人化及び経営再建検証委員

会の検証結果についての御質問にお答えいたします。
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　病院事業の経営再建の取り組みは、検証結果報告の

とおり、経営改善の実現に向けて第一歩を踏み出した

ものと評価しております。一方で、持続的な経営の健

全化を図るためには、引き続き、経営全般にわたる改

革に取り組む必要があると考えております。

　なお、病院事業の経営形態につきましては、「県立

病院のあり方に関する基本構想」に基づき、経営再建

検証委員会による平成23年度決算の検証結果も参考に

し、最終的に判断することといたしております。

　次に、教育・医療・福祉に係る御質問の中で、後期

高齢者医療制度の廃止が進まない理由についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　国が平成22年12月に示しました高齢者医療制度改革

案につきましては、多くの高齢者が加入することとな

る国民健康保険の構造的な課題について抜本的な解決

策が示されていないことから、全国知事会において、

財源論を含めた本質的な検討を行うよう求めたところ

であります。これを受けて国は、「国民健康保険制度

の基盤強化に関する国と地方の協議」の場を設け、現

在、国と全国知事会等の関係団体との間で、持続可能

な医療保険制度の構築に向け検討が進められていると

ころでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、２プラス２日米合意の評価について

の御質問にお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会文書において、嘉手

納飛行場より南の施設・区域等の返還は、ロードマッ

プに記されたように着実に実施されることを再確認し

たとしており、いわゆるパッケージ論が改めて示され

ております。

　「再編実施のための日米のロードマップ」で返還等

が示されている嘉手納飛行場より南の施設・区域等に

ついては、沖縄の振興・発展のための貴重な空間であ

り、確実に実施される必要があります。そのため、県

としましては、パッケージ論にとらわれることなく、

実現可能なものから一つ一つ確実に実施されるよう、

去る６月27日にも菅総理を初め、官房長官、外務大

臣、防衛大臣に対し、強く求めたところであります。

　次に、防災訓練への米軍参加についての御質問にお

答えいたします。

　今回の日米安全保障協議会委員会文書の内容につい

て、沖縄防衛局に確認したところ、防災訓練へ米軍が

参加することにより、日米の関係がより良好な関係に

なるという認識を双方で確認したものである。その地

域等について、特に本土とか沖縄とか限定するもので

はなく、沖縄も関連し得るものであるとの説明があり

ました。

　次に、国頭村安波案に対する知事の見解についてお

答えいたします。

　国頭村安波区への移設案については、報道等により

承知しておりますが、宮城国頭村長は、いかなる条件

があっても受け入れる考えはないとのことでありま

す。また、日米両政府においても正式に取り上げられ

たことはないと承知しており、県としての見解は差し

控えたいと思います。

　次に、沖縄防衛局からの現況調査の許可等申請につ

いてお答えいたします。

　沖縄防衛局から、平成23年５月23日付の文書で、現

況調査に係る許可等の申請がありました。当該調査に

ついては、現在、関係法令にのっとり各部局で審査中

でありますが、県としましては、地元の理解が得られ

ない移設案の実現は事実上不可能と考え、普天間飛行

場の県外移設を求めているところであり、その方針も

踏まえつつ、適切に対応したいと考えております。

　次に、鳥島射爆撃場の移設先として硫黄鳥島を検討

していくことにつきましてお答えいたします。

　去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置

された米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、

鳥島射爆撃場を硫黄鳥島へ移転することを検討してい

るとの発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したと

ころ、具体的な内容は決まっていないとのことであり

ます。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　次に、外来機飛来による被害実態についてお答えい

たします。

　県が実施した平成21年度の航空機騒音測定結果によ

ると、嘉手納飛行場周辺の15測定地点中９地点で、普

天間飛行場周辺の９測定地点中３地点で、Ｗ値（うる

ささ指数）が国が定める環境基準値を超過しておりま

す。一方、沖縄防衛局は、平成22年４月１日から平成

23年３月31日まで、嘉手納飛行場における航空機の運

用実態調査を実施しております。同調査によると、外

来機と考えられる航空機の離着陸（タッチ・アンド・

ゴー）等の回数は、年間約１万4000回で、嘉手納飛行

場全体の約31％とされております。

　次に、外来機飛来の原因についてお答えいたしま

す。
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　嘉手納飛行場への外来機の飛来状況について、米軍

から公表された情報によれば、岩国、三沢、韓国オサ

ン、グアム、アラスカ及び米本土の基地から多数飛来

しており、これらは、戦闘部隊の育成、部隊派遣の一

環、訓練や給油等が目的とされております。これらの

運用の増加が外来機飛来増の原因であると考えており

ます。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　県は、これまで米軍を初め関係機関に対し、嘉手納

飛行場でのパラシュート降下訓練の中止を強く要請し

てきましたが、それにもかかわらず米軍は今回、事前

通告なしに同訓練を実施しました。嘉手納飛行場での

パラシュート降下訓練は、周辺住民を初め県民に多大

な不安を与えるものであり、まことに遺憾でありま

す。

　県は、パラシュート降下訓練は、例外なくＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、通告のあるなしにかかわらず、今後も引き続

き嘉手納飛行場において実施することがないよう、日

米両政府に対し、強く求めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、嘉手納飛行場の電波障害調査についてお答え

いたします。

　電波障害に関しては、従来から軍転協を通じて、国

に対して要請を行っているところであります。去る２

月の軍転協要請においても「米軍の基地運用に起因す

るテレビ放送等の受信障害について、地上デジタル放

送への移行を踏まえ早急に調査を実施し、影響が認め

られた場合は、適切な措置を講じること」を国に求め

たところであります。

　次に、ＭＶ22オスプレイと高江ヘリパッドについて

の御質問、１の印のアと１の印のイは関連いたします

ので一括してお答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。沖縄県としては、当該機種が過去の開発段階

において死亡事故を起こしていること等から、県民が

不安を抱いており、十分な情報が示されない現状で

は、当該配備について反対であります。去る６月24

日、沖縄県は、北部訓練場への影響を含む、オスプレ

イの具体的な運用上の問題等についての質問文書を防

衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求めたところで

あります。

　次に、高江ヘリパッドの工事に関連して、沖縄防衛

局からの連絡についてお答えいたします。

　去る６月15日、県は報道機関等から、同日夜、重機

が搬入されるとの情報を得ましたが、沖縄防衛局か

ら、重機を搬入するとの連絡を受けておりません。

　次に、自衛隊艦船の入港に関する県の姿勢について

お答えいたします。

　自衛隊艦船の民間港の利用については、国内法に基

づき、港湾管理者によって判断されるものであり、県

としましては、民間船舶の運航等に支障を来すことが

ない場合は、特に反対するものではないとの見解を示

したものであります。

　次に、同じく自衛隊や米軍艦船の民間港入港に対す

る見解についてお答えいたします。

　自衛隊艦船の民間港の利用につきましては、先ほど

答弁したとおり、国内法に基づき港湾管理者によって

判断されるものであり、県としましては、民間船舶の

運航等に支障を来すことがない場合は、特に反対する

ものではありません。しかしながら、米軍について

は、米軍基地が集中する本県においては、緊急時以外

の米軍艦船による民間港湾の使用は自粛すべきである

というのが県の一貫した方針であり、ホワイト・ビー

チ地区等の米軍施設を使用すべきであると考えており

ます。

　次に、日米地位協定の見直しについてお答えいたし

ます。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。現在、民主党政権では、「日米地位協定の改

定を提起する」としておりますが、政府からはいまだ

に日米地位協定改定の方針等が示されていないことか

ら、本年２月８日には軍転協を通じて、５月７日には

防衛大臣、５月28日には外務大臣に対して知事が直

接、早急に見直し作業に着手するよう求めたところで

あります。

　県としましては、引き続き、軍転協や渉外知事会等

とも連携しながら、沖縄政策協議会のもとに設置され

た米軍基地負担軽減部会等を通して、粘り強く日米地

位協定の見直しを求めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、知事公室長の米国出張についてお答えいたし

ます。

　私は、去る５月23日から６月１日までの間、米国に

出張し、米国政府、連邦議会関係者、シンクタンク、

マスコミ関係者らと面談し、この中で沖縄の基地負担

の軽減、とりわけ普天間飛行場の県外移設を求める沖

縄県の考え方に対する受けとめ方や、米上院軍事委員

長らが提示した辺野古移設の見直しについて情報収集
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いたしました。

　出張で得た課題といたしましては、米側に基地負担

の軽減を求める沖縄の実情をこれまで以上に強く訴え

る必要があること、米国の情報を的確に収集する仕組

みの必要があること等がございます。

　今回の出張で得た成果を踏まえ、今後の知事訪米や

米国に直接沖縄の実情を訴え、米国側の理解と協力を

得る方策を検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　米軍基地問題についての

御質問の中で、嘉手納基地における電波障害の被害実

態についてお答えします。

　沖縄防衛局が嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺の

市町村を対象にして平成22年度に実施した「航空機に

よる地上デジタル放送の受信障害に関する調査」によ

ると、宜野湾市の一部及び沖縄市の一部については受

信障害が発生する可能性があるとされており、うるま

市、嘉手納町及び北谷町においては障害は確認されな

かったとされております。宜野湾市については、国の

補助によるケーブルテレビへの加入対策とアンテナ調

整による対策、沖縄市についてはアンテナ調整による

対策が講じられていると聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　米軍基地問題についての御

質問で、学校における自衛隊の広報活動についてお答

えいたします。

　宮古島市の小学校で開かれた陸上自衛隊音楽隊の演

奏会においては、参加者へ広報用のうちわが配布され

たと宮古島市教育委員会から聞いております。

　学校における自衛隊の広報活動については、他の官

公庁や事業所の広報活動と同様に、学校長の判断と責

任のもと適切に行われているものと考えております。

　次に、教育・医療・福祉についての御質問で、事件

発生後の県の対応等についてお答えいたします。

　３の茨アと３の茨イは関連しますので一括してお答

えいたします。

　八重瀬町で発生いたしました集団暴行事件につきま

しては、大きな衝撃を受けるとともに、強い憤りを感

じております。このような人権を踏みにじるような行

為は、絶対に許されるものではありません。

　県教育委員会では、これまで学校、家庭、地域、関

係機関等と連携し、児童生徒の健全育成に努めてまい

りましたが、結果として、事件の防止ができなかった

ことは、まことに残念でなりません。なお、本事件が

県警察においては捜査中であることや、被害者の一人

が現在もなお意識不明の重体であることにかんがみ、

被害者の御家族の精神的苦痛、心ない詮索や風評が広

がらないよう配慮しているところでございます。

　今後は、事件の捜査状況を見守りながら、これまで

の取り組みを振り返り、いま一度すべての大人が子供

を見守り育てる社会の構築に向け、再発防止の取り組

みを県民総ぐるみで粘り強く推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　米軍基地問題につい

ての御質問の中で、汚染土壌の搬入経緯についてお答

えいたします。

　キャンプ桑江北側返還跡地で見つかった汚染土壌に

ついては、アスベストや鉛などの有害物質を含んだ建

築廃材などであることから、県はこれまで処理方法に

ついて沖縄防衛局と調整を行ってきております。３月

14日に沖縄防衛局からは、３月中に汚染土壌等を地区

外へ搬出したい旨の相談があり、県としましては、土

壌汚染対策法及び廃棄物処理法の基準に沿った地区外

への搬出方法及び保管方法について指導助言を行って

おります。その後、４月21日に沖縄防衛局から沖縄市

登川へ搬出し、保管しているとの事後報告を受けたこ

とから、県としては、保管場所での状況等について現

場確認を行うとともに、関係機関への報告・確認、適

切な管理及び早期の搬出・処理を行うよう指導を行っ

ているところであります。

　同じく汚染土壌等の撤去についてお答えいたしま

す。

　汚染土壌の撤去につきましては、沖縄防衛局から、

７月中に搬出・処理を行うと聞いております。また、

アスベスト含有廃棄物については、県外への搬出を検

討していることから、12月までに搬出・処理を行う方

針であるとのことです。

　県としましては、沖縄防衛局に対し、引き続き適正

な管理と保管場所からの早期撤去を求めていきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　同額入札問題につい

ての御質問で、調査結果の評価についてお答えいたし

ます。
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　今回の同額入札問題で、県民に疑念を抱かせるよう

な状況が発生したことは、まことに遺憾であります。

　県では、設計積算から予算執行にかかわった職員及

び同額で入札した事業者に対して厳正な調査を実施し

ました。その結果、情報漏えい等の不正と認められる

事実は確認されませんでした。

　同額入札の要因としては、最低制限価格がほぼ予定

価格の90％であること、積算ソフトの高度化と積算技

術の向上等が考えられます。

　同じく同額入札問題についてで、再調査の実施につ

いてお答えいたします。

　今回の調査結果については、第三者機関である公共

工事入札契約適正化委員会に報告し、同委員会から調

査内容はおおむね適正であるとの意見をいただいてお

り、再調査の実施は考えておりません。

　県では、今後二度と同様な事例が発生しないよう、

改善策の実施にしっかりと取り組んでいく考えであり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　県警発注工事の

同額入札に関する調査結果についてお答えいたしま

す。

　県警発注工事の同額入札に関しては、２件あり、１

件目については、第14回道路標識・標示設置工事、２

件目については、宜野湾警察署大謝名交番新築工事設

計業務であります。

　それぞれの調査結果でありますが、第14回道路標

識・標示設置工事については、入札参加申し込み業者

が18社、うち２社が入札辞退となったため、実際に入

札に参加した業者は16社となっております。16社中、

最低制限価格２万で入札した業者が12社、有効入札と

なった業者が４社あり、その４社のうち落札した業者

１社の入札金額が最低制限価格と同額となったもので

あります。

　今回、最低制限価格と同額で落札した業者の平成22

年度中の入札参加状況を調査したところ、入札参加が

14回、辞退が１回、落札が２回となっており、そのう

ち１回だけが最低制限価格と同額となっております。

　次に、宜野湾警察署大謝名交番新築工事設計業務に

ついてでありますが、入札に参加した業者は18社、最

低制限価格２万で入札をした業者が３社、有効入札の

あった業者が15社であり、その15社のうち落札した業

者１社の入札金額が最低制限価格と同額となったもの

であります。

　設計業務において、最低制限価格と同額で落札した

業者の平成22年度中の入札参加状況を調査したとこ

ろ、入札参加は３回あり、落札したのは宜野湾警察署

大謝名交番新築工事設計業務の１回だけとなっており

ます。

　これらの調査結果を踏まえ、県警におきましては、

複数の業者が最低制限価格と同額となっていないこ

と、特定の者などからの談合情報等も一切ないことな

どから、この２件の入札については地方自治法、沖縄

県財務規則等関係諸法令に基づき適正に実施されたも

のと認識をしております。

　次に、６月15日に起こった少年らによる集団暴行事

件について、発生後から現在に至るまでの県警の対応

についてお答えをいたします。

　本件は、本年６月15日午後11時ごろから翌16日午前

４時ごろまでの間、八重瀬町東風平在の運動公園内に

おいて被害少年２名が少年等10数名に取り囲まれて集

団で暴行を受け、うち１名が脳及び肺挫傷、全身打撲

等の傷害を負わされた事件であります。

　県警察においては、事件覚知後直ちに糸満警察署に

署長以下67名体制の捜査班を設置し、現場における鑑

識活動、被害者や関係者からの事情聴取等所要の捜査

を行い、これまで沖縄本島南部に居住する被疑少年７

名を逮捕したところであります。

　なお、逮捕した７名の少年以外にも犯行に関与した

者がいることから、今後も被疑少年の取り調べや裏づ

け捜査等を推進し、事件を解明したいと考えておりま

す。

　次に、集団暴行事件の再発防止についてお答えをい

たします。

　県警察といたしましては、集団暴行事件等の重大な

少年犯罪につきましては、捜査力を集中運用するなど

し、厳正かつ迅速な捜査を行い、早期処理を図ってい

るところであります。

　集団暴行事件は、中学生間の事件が最も多く見られ

ることから、学校等の関係機関・団体及び地域と連携

した特定の中学校区をエリアに指定し、過卒非行集団

の解体等を含むスクールエリア対策でありますとか、

警察官ＯＢ等のスクールサポーターを非行グループ等

の問題を抱えた中学校に派遣し、非行防止や健全育成

の活動を行っているところであります。また、重大な

少年犯罪については、大半が深夜徘回や酒絡みで発生

している実態を踏まえ、深夜の時間帯の警ら活動の強

化、少年ボランティアと連携した街頭補導活動の強化

を初め、公園、空き家等少年がたむろする場所の管理

者に対する防犯指導、地域の非行防止や健全育成機運
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の醸成に資する総決起大会の開催、合同パトロールの

実施、少年の立ち直りに資する居場所づくりとして地

域のボランティア等と連携したエイサーやハーリー行

事等への参加、環境美化活動、農業体験等もあわせて

行っているところであります。このような取り組みな

どにより、県内における刑法犯少年は平成17年をピー

クに減少傾向となり、集団暴行についても平成21年以

降減少するなど改善が見られる中、関係者等の地道な

取り組みをないがしろにするような重大な集団暴行事

件が発生したことは、まことに遺憾に思うところであ

ります。

　警察においては、少年非行の背景にある少年自身の

規範意識の低下、家庭や社会の教育機能の低下など、

社会全体で取り組むべき諸問題の解決に向け、引き続

き学校、関係団体・機関、地域社会、ボランティア等

との連携を図り、各種取り組みの強化に努めてまいる

所存であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　教育・医療・福祉に

ついての御質問の中で、附帯決議を踏まえた人員配置

についてお答えいたします。

　人員配置については、医療提供体制の充実と経営へ

の影響等を考慮する必要があることから、今年度、病

院事業局内に人員体制検討チームを設置し、検討を進

めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　教育・医療・福祉に

ついての鰯のイとウ、保険制度の見直し及び後期高齢

者医療制度を含む医療保険制度の方向について一括し

てお答えいたします。

　我が国の国民皆保険制度は、これまで国民生活に欠

くことのできない重要な制度として必要な医療の提供

を支えてまいりました。しかしながら、高齢化の進行

等に伴い、伸び続ける医療費や長引く不況等により各

保険者の財政が悪化する中、財源等を含めた制度の抜

本的な改革が求められております。このため、国は、

今般の社会保障・税一体改革案の中で給付の重点化と

制度運営の効率化を同時に行い、中長期的に持続可能

な医療保険制度を実現すること、給付・負担の両面で

世代間及び世代内の公平を重視した改革等を行うこ

と、さらなる低所得者対策を実施するなど、セーフ

ティネット機能の強化を図ることとしております。

　急性出血性結膜炎の現状と対策についてお答えしま

す。

　急性出血性結膜炎については、去る５月30日の週に

南部福祉保健所管内において、医療機関からの患者報

告数が急増しました。県としては、県全体の一定点医

療機関当たりの患者報告数が3.40人と警報レベルを超

えたため、６月15日にマスコミを通じて広く県民に注

意喚起を行ったところです。直近（６月13日から６月

19日）の報告では、一定点医療機関当たり11.50と患

者報告数はさらに増加が続いており、引き続きその動

向を注視するとともに、予防法等について県民への情

報提供に努めているところであります。

　なお、県においては、発生の多い医療機関からの検

体を検査し、エンテロウイルスを原因とする急性出血

性結膜炎と確認しております。

　ハンセン病療養所の退所者への実態調査に対する県

の所見についてお答えします。

　ハンセン病療養所退所者50人への実態調査は、去る

５月の「ハンセン病市民学会総会・交流集会ｉｎ名

護・宮古島」の開催に合わせて、宮古島実行委員会聞

き取り調査班により調査が実施されたものでありま

す。その調査結果は76％の方が社会復帰したことをよ

かった、64％の方が差別は現在もある、医療機関に必

要なことは病気への理解であると44％の方が回答して

おります。今回の調査は、退所者の方々の置かれてい

る状況に照らせば大方、思いが反映しているものと思

われます。

　退所者がどんな支援を求めているかについてお答え

します。

　将来構想策定の過程における意識調査では、ハンセ

ン病特有の後遺症に対する専門の医療体制の維持確保

をすること、また老化に伴い医療や介護が必要となっ

た際の療養所での対応、さらには入所者への終生在園

保障と同様に、退所者が老後も安心して暮らせるよう

にしてほしいなどの要望があることを確認しておりま

す。

　続きまして、沖縄愛楽園の「保険入院医療機関」の

指定された病床及び外来診療の利用率についてお答え

します。

　沖縄愛楽園の「保険入院医療機関」に指定された４

床については、現時点で利用実績はありません。ま

た、地域住民の外来診療利用割合は、48.5％となって

おり、地域住民の外来診療に役立っているものと考え

ております。

　続きまして、将来構想における課題及び解決に向け

た方策についてお答えします。
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　沖縄愛楽園の将来構想は平成21年３月に、宮古南静

園は同年５月に策定されております。

　構想策定時における両園の課題は、入所者の減少に

伴う施設機能の低下への適切な対応を前提として、医

療・介護水準の維持確保、ハンセン病への理解向上、

地域交流の充実に向けた取り組みの推進、入所者の意

向を踏まえた園の有効活用とされております。

　今後とも、入所者の意向を最優先かつ最大限に考慮

した上で、名護市、宮古島市等関係機関と連携し、将

来構想の実現に向け協力していくとともに、具体的な

取り組みを国に要望していきたいと考えております。

　続きまして、障害者権利条例の制定に向けた取り組

みの進瀧状況についてお答えします。

　障害者の権利条例の制定に向けては、国における障

害者基本法等の動向を踏まえつつ、当事者団体等との

意見交換を行い、取り組んでおります。今年度におい

ては、条例制定を求める団体等と意見交換を数回行う

とともに、障害当事者等による障害者権利擁護のため

の会議に参加し、情報収集等を行っております。

　続きまして、障害者県民会議（仮称）の構成員につ

いてお答えします。

　県では、障害者への差別事例に関すること、差別を

なくすための取り組み方策に関すること、その他、障

害者の権利擁護の推進及び方策に関することを目的と

する障害者県民会議（仮称）の設置を予定しておりま

す。

　当該県民会議の構成員に法律の専門家を含めること

につきましては、当事者団体等との意見交換を踏ま

え、調整を行ってまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　最初に、集団暴行事件についてであ

りますが、教育長、きょうの午前中ですか、子供たち

の夢を実現する手助けを、夢の実現に向けて約束をし

ていきたいというようなことがありましたが、いまだ

被害少年は意識不明の状態のようでありますので回復

を祈りますが、その被害に遭われた家族についても含

めてケアをしていただきたいというふうに要望を申し

上げます。そして、加害者となる少年においても、加

害者であっても少年ではあるんです。彼らにもやっぱ

りその夢があって、それに向かう時期もあったと思う

んですね。そういうことも含めて命を大切にする教育

というんですか、改めてやっていただきたい。つい先

日もうるま市で同じような事件が起きて、まだわずか

な時期だというふうな僕は認識があるんですね。そう

いう意味では、いま一度決意を新たに取り組んでいた

だきたい。これは要望を申し上げます。

　それから今回の事件に対する県警のほうの対応です

が、早期な事件解決に努力をしていただきたい。

　それから再発防止に向けて、さまざまなお話があり

ましたが、ことしの地元うるま市平安座のハーリー大

会なんですが、深夜徘回や喫煙などを繰り返す沖縄市

やうるま市の少年たちとうるま署の生活安全課、そう

いう人たちが中心になってハーリー大会に出場したん

ですね。平安座の大会とそれから屋慶名のハーリー大

会に出場して、周りの地域の皆さんと練習をしなが

ら、そういう取り組みに参加していった。地域の皆さ

んの評価も非常に高かったんですね。これを個別・具

体的に全県的にあるのか、それをぜひやってほしい。

子供たちももう悪いことはできないとか、地域に支え

られているということを実感したというふうな子供た

ちの感想もありますので、こういうことがきっと再発

防止につながると思います。ぜひそういうことにも全

県的に力を尽くしていただきたいなというふうに思い

ます。

　それから、障害者の権利条例について、障害者当事

者団体と意見調整をしながら県民会議にその団体の皆

さんが要請をする、入れていくかどうかを検討すると

いうことでありますが、実際、団体の皆さんは県が後

ろ向きではないかというような感想もお持ちです。先

日、条例案制定のときにも県福祉保健部は大変な評価

をしておりました。フォーラムを繰り返し、意見交換

を繰り返し、署名活動などを展開されてきた当事者団

体ですので、ぜひしっかりとその意見を聞いた上で、

県民会議への参加人数を確保する。実際、中身を聞い

たら、枠があってもうできないんだと、皆さんの意見

は反映できないんだというようなことを言われたとい

うことで、苦しい胸のうちの告白もありました。そう

いう報告もありましたので、そういうことがないよう

にお願いを申し上げます。

　これは答弁をお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　当事者団体から要望

のある法律の専門家を入れるべきではないかという再

質問にお答えいたします。

　県といたしましては、当事者団体等の意見交換を踏

まえ、障害者県民会議を設置することとしておりま

す。その構成員については、当該当事者を半数程度と

すること、民間事業者や障害福祉の関係者等を検討し

ております。
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　当事者団体から要望のある法律の専門家について

は、現在検討をしております。

　休憩お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時10分休憩

　　　午後５時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　以上で本日の代表質問は終わりました。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明30日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時11分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

糸 洲 朝 則

嘉 陽 宗 儀

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年６月30日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ５ 回

（第 ３ 号）
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議　　事　　日　　程　第３号

平成23年６月30日（木曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ３ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年６月 30日（ 木曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた公安委員会委員長翁長良

盛君は、別用務のため本日、７月１日、４日及び５日

の会議に出席できない旨の届け出がありましたので、

その代理として本日及び７月４日の会議に公安委員会

委員安里昌利君、７月１日及び５日の会議に同委員会

委員幸喜德子さんの出席を求めました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　おはようございます。

　社大・結の会、新垣清涼、代表質問を行います。

　知事の政治姿勢について。

　茨、基地行政について。

　普天間基地の危険性除去について県の取り組みを伺

います。

　米軍は、嘉手納基地滑走路の改修工事を理由に、昨

年９月22日から普天間基地でダイバートを実施してい

ます。ジェット戦闘機が飛来するたびに、体に突き刺

さるようなあの爆音は、私たち市民に恐怖と不安を与

えています。爆音裁判でも世界一危険な基地と認定さ

れた普天間基地の危険性の除去について、県の取り組

みとその進瀧状況を伺います。

　次に、知事は、普天間基地の県外移設を日米両政府

に求めるその姿勢に変わりはないと思いますが、最近

お見えになったアメリカの上院軍事委員会のレビン委

員長や北澤防衛大臣から、普天間基地の嘉手納統合案

を示し提案されたことがありますか。提案では、嘉手

納の負担軽減も示されたのでしょうか。嘉手納統合案

についての知事の反対の決意を伺います。

　次に、ＭＶ22オスプレイ配備について。

　開発当初から墜落事故を多く起こし犠牲者を出して

いるオスプレイ配備については、欠陥や爆音のひどさ

が指摘をされています。普天間基地は市街地のど真ん

中にあり、どんなに飛行経路を研究しても市民の上空

を飛ばずには普天間基地から出ることはできません。

危険と言われているオスプレイの普天間基地配備、そ

して普天間基地の固定化は絶対に認めることはできま

せん。知事の御見解と決意を伺います。

　米軍訓練水域、米軍射爆撃場問題について伺いま

す。

　鳥島射爆撃場を初め県内には多くの米軍射爆撃場が

あります。その返還が求められているわけですが、鳥

島については、島の形状が大きく変わり、また、良好

な漁場ということもあって多くの漁民の皆さんから強

くその返還が求められています。政府との交渉はどう

なっていますか。また、鳥島のかわりに硫黄鳥島に訓

練を移すという話もあるようですが、ここでも負担軽

減ではなくて、県内への押しつけを政府はやろうとし

ています。断じて許せるものではありませんし、受け

入れることはできません。知事の御見解を伺います。

　自衛隊の先島配備について伺います。

　マスコミ報道によると、政府は、国境警備を理由に

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警　察　本　部
　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君警　務　部　長

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君
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県内に自衛隊を増強しようとしています。また、町の

活性化を目指し、自衛隊の常駐を検討している離島の

自治体もあるようですが、政府から具体的な計画の提

示があったのでしょうか伺います。国境の町は、自衛

隊の配備ではなく文化交流や物流など人的交流を活発

にして、お互いの発展を目指すべきだと思います。知

事の御見解を伺います。

　次に、地位協定について伺います。

　米軍人・軍属による事件・事故の発生が後を絶た

ず、私たち県民の人権が不平等な扱いを受ける状況が

続いています。去る６月26日、北中城村で開かれた

「不平等な日米地位協定を許さない抗議集会」には、

多くの国会議員を初め県議会議員、そして各自治体の

関係者が参加されていました。知事のメッセージもあ

りました。この地位協定の改定協議は、一体どこまで

進められているのか、どこでとまっているのか、政府

から米国との協議の進瀧状況について県に説明はあっ

たのでしょうか。

　４月20日に社大・結の会派で地位協定の改定要請に

外務省沖縄事務所を訪ねたとき、樽井大使は、私とし

ては完全とは言えない部分もあるし、見直すべき部分

もあるとコメントをされています。

　日米地位協定の抜本的な改定、その実現を目指した

全県的な取り組みが今求められていると思います。知

事の御見解を伺います。

　次に、基地交付金について伺います。

　「基地交付金　固定資産税の半分以下」という見出

しで４月25日の新聞は報じています。この国有提供施

設等所在市町村助成交付金、この制度はどのような趣

旨でいつできたのか。そして、その差額が出始めたの

はいつからで、これまでにどのぐらいの金額になって

いるのか。県民に基地負担を押しつけ、それを補うは

ずの制度がいいかげんでは困ります。政府に対して強

くその改正を求めるべきと思いますが、見解を伺いま

す。

　次に、防災計画・災害対策について伺います。

　東日本大震災による県経済や県民生活に対する影響

について。

　３月11日に起こった東日本大震災は、被災した東日

本の県ばかりではなく、日本全国にその影響を及ぼし

ました。亡くなられた方々の御冥福を祈り、被災され

た皆様には心からお見舞いを申し上げます。

　大震災の発生で県内の菊農家の皆さんが菊の出荷が

できなく、訴えがあり、県はその支援策を講じまし

た。そのほかにも県民生活や経済活動に対する影響は

どのようなことが起こっていますか。その対策はどの

ように取り組まれているか伺います。

　次に、県の取り組みと今後の計画ですが、これまで

東日本大震災被災地域への支援と県内へ避難してこら

れた皆さんへの支援に取り組まれておりますが、今後

の取り組みについて伺います。途切れのない支援活動

が求められていると思います。

　次に、避難者支援としてのキャンプ瑞慶覧返還予定

地について提案をしたいと思います。

　宜野湾市のキャンプ瑞慶覧地区には、返還予定の家

族住宅地域があります。あの住宅に被災者の皆さんを

受け入れることはできないでしょうか。福島原発の事

故で、家があるのに放射能の影響で帰れなく、避難生

活を余儀なくされている皆さんがいます。政府は、被

災者の生活を支援する責任があると思います。

　キャンプ瑞慶覧の住宅を被災者支援に活用できない

かという宜野湾市の提案に対し、アスベストの問題が

あるようですが、アスベストはいずれ撤去しなければ

ならないものです。政府には先にアスベストを撤去し

てもらい、電気や水道などを点検・確認すればすぐに

住めると思います。遠く離れることによって放射能の

ストレスからも解放されます。沖縄で一定の期間過ご

してもらい、再出発の計画をじっくりと立てることが

できればと思います。軍用地のままであれば地権者の

負担にもならず、アスベスト撤去やその他整備が必要

なことは地元企業に仕事が発生します。政府に提案す

る価値はあると思いますが、知事の見解を伺います。

　次に、県の防災計画と災害対策について。

　今回の東日本大震災は、私たちに多くの教訓を与え

たと思います。宮城県東松山市、石巻市を視察して自

然の力のすごさをまざまざと見せつけられました。

1000年に一度とか想定外だったとかの表現は、あの津

波のすごさを表現したものだと思います。県もいち早

く被災地域への支援活動に取り組まれていますが、今

回の東日本大震災を経験して、県の防災計画は大丈夫

なのか気になります。台風、集中豪雨、津波、液状化

現象などの防災計画、また、被害を受けたときの対策

などについて県の取り組みを伺います。

　鰯、新沖縄振興計画について。

　県が求める新しい政策は何か伺います。

　新たな沖縄振興の必要性について、日本全体を対象

とする各種法律の適用や全国一律の対応では不十分と

して、沖縄の地域特性に対応した効果が期待できる独

自の対策を展開することが必要とあります。県の取り

組みについて伺います。

　持続可能な新エネルギー政策の県の取り組みについ

て伺います。
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　東日本大震災による福島原発の事故は、まだ収拾の

めどが立ちません。その被害はどこまで広がるのか、

あるいは広がっているのかわかりません。

　県は、新たな沖縄振興のための制度提言として、再

生可能エネルギー等導入促進支援制度を提案されてい

ます。その概要について伺います。また、それらの企

業誘致として期間を定めた県所有地の無償貸し出しな

どは検討されているのでしょうか伺います。

　県案の「災害援助拠点の形成」について伺います。

　県が提案しているアジア・太平洋地域の「災害援助

拠点の形成による国際貢献」について、その目的と概

要について説明を求めます。また、マスコミ報道によ

ると、北澤防衛大臣は、下地島空港を災害援助の拠点

基地として自衛隊の配備をもくろんでいるようです

が、政府から県に対してそのような提案はありました

か。県の計画とつながるようなことはないですよね、

確認のために伺います。

　県民の交通権確保について伺います。

　沖縄県は、離島県として本土から遠く離れている上

に、さらに多くの離島を抱えています。資源豊かな日

本の領海を守る意味でも、離島住民の定住を守る意味

からも離島に住んでいる皆さんの生活コストの削減、

支援が求められています。県の取り組みを伺います。

　また、沖縄県は、戦前には軽便鉄道が走っていまし

た。本土各県は戦後、国鉄などの恩恵を受けています

が、沖縄は受けていません。国鉄の恩恵が受けられな

かった分の補償として、戦後処理の面からも国の責任

で鉄軌道等の整備・導入を求めるのは当然と考えま

す。県の見解、取り組みを伺います。

　允、観光行政について。

　成長するアジア地域への誘客戦略について伺いま

す。

　３月末に社大・結の会派で中国を視察に行きまし

た。沖縄から台湾経由で香港に入りましたが、空港で

は放射能チェックがありました。外国は敏感です。外

国からすると沖縄も日本ですから同じ扱いになるかな

と思いました。もしかすると、沖縄も放射能で汚染さ

れていると思われているのかもしれません。平田新部

長の誘客戦略を伺います。

　宜野湾市西海岸地域・コンベンションエリアの位置

づけについて伺います。

　沖縄の観光振興地域として宜野湾市の西海岸コンベ

ンションエリアには仮設避難港があります。あの地域

の活性化のためには、仮設避難港の活用が求められて

います。今後の活用計画については宜野湾市からも提

案があるとは思いますが、県の方針を伺います。

　中国福建省沖縄友好会館の現状について伺います。

　３月に福建省に視察に行き、琉球墓群、琉球館、福

建・沖縄友好会館などを訪ねました。福建・沖縄友好

会館は、その建設に関する協定書の精神として、お互

いの友好・協力の永遠なる象徴として、また沖縄県民

と福建省人民との間で文化、経済、その他の分野でも

交流を行う拠点として福建省福州市内に友好会館を建

設するとあるようです。その精神からしても、私たち

は先人たちが残した友好のきずなを大切にする人的交

流や経済成長著しい中国市場への参入の拠点として活

用すべきだと思います。

　４月からは管理形態が変わり、公的な人材配置がな

されていないと思います。福建省と沖縄県の文化交流

や技術交流などの取り組みには、どうしても公的な人

材配置が必要ではないでしょうか。そして、友好会館

の現在の活用状況について伺います。

　文化遺産・世界遺産の保護策について。

　県内には多くの文化遺産・世界遺産があり、その指

定を受けたおかげで多くの観光客が訪れていると思い

ます。観光客がふえるのは大変いいことですが、過剰

利用は困ります。以前にも質問しましたが、斎場御嶽

の参道の劣化や自然環境に変化が出て、その保護策が

求められています。県は、観光地の環境保全管理体制

の構築に向けた取り組みを進めると答弁がありまし

た。その後の取り組みと進瀧状況について伺います。

　印番目に、農業行政です。

　ＴＰＰ参加への影響とその対策について伺います。

　ＴＰＰ加盟による県内農業、県民生活への影響につ

いて伺います。また、それ以外に県民生活に大きな影

響を与えるおそれがあるものとしてはどんなことが考

えられるのか伺います。

　次に、食料自給率向上対策について伺います。

　県の食料自給率はどうなっていますか、その取り組

みについて伺います。

　おきなわブランド確立・支援事業について伺いま

す。

　長寿県沖縄、薬草の宝庫沖縄、沖縄県産品、おきな

わブランドづくりに頑張っている若い方々を支援する

ために県の取り組みについて伺います。その制度は使

いやすく、利用しやすい制度になっていますか、説明

をお願いします。

　咽、台風被害について。

　ア、さきの台風２号による被害の実態を伺います。

　さきの台風２号は、県内に多くの被害をもたらした

ようですが、農作物や水産業、道路や家屋などその被

害の実態について伺います。農作物など品目ごとに、
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あるいは農家戸数、被害金額などもおわかりでしたら

お示し願いたいと思います。

　イ、その対策や取り組みについてお伺いします。

　以上、答弁によって再質問させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新垣清涼議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、基地行政に係る御質問の中で、県内移

設や統合案についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県といたしましては、地元の理解を得られない

移設案を実現することは事実上不可能と考えておりま

す。

　嘉手納統合案については、嘉手納飛行場周辺市町村

は現在でも過重な基地負担を強いられており、さらに

負担が増加するような統合案は断じて受け入れること

はできないと考えております。

　いずれにいたしましても、県としましては、日米両

政府において普天間飛行場の県外移設の実現に向けて

真摯に取り組むべきであると考え要求をしているとこ

ろでございます。

　次に、同じく基地行政に係る御質問の中で、自衛隊

の先島配備計画についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　防衛省は、今年度から先島諸島への部隊配備につい

て調査を進めております。自衛隊の配備につきまして

は、我が国の防衛やさまざまな緊急事態対応などの観

点から、政府において適切に検討されるべきものであ

ると認識いたしております。無論、その配備に当たっ

ては地元の理解と協力を得るよう、最大限の努力をす

るべきであると考えております。

　次に、新沖縄振興計画に係る御質問の中で、県が求

める沖縄らしい政策についての御質問にお答えいたし

ます。

　「沖縄21世紀ビジョン基本計画」では、「強くしな

やかな経済の構築」と、第２は、「沖縄らしい優しい

社会の構築」を施策展開の基軸として「沖縄21世紀ビ

ジョン」で示された県民が描く将来像の実現に向け取

り組むことといたしております。

　「強くしなやかな経済の構築」では、観光・リゾー

ト産業や情報通信関連産業に加え、沖縄の地域特性に

合致した臨空・臨港型産業の集積や知的・産業クラス

ターの形成などにより第３、第４のリーディング産業

を育てることといたしております。同時に域内産業を

活性化させ、経済社会の変動にも柔軟に対応できる経

済、そしてその基盤の再構築・強化に取り組んでまい

ります。

　「沖縄らしい優しい社会の構築」という点では、子

供が健やかに生まれ育つ環境づくり、第２に、豊かな

自然環境のもと医療や福祉、そして保健、教育などが

充実をし、安全で安心できる社会の構築、そして離島

の定住条件の向上などに取り組んでまいります。

　また、ビジョンで示されました将来像実現のために

は、沖縄の特殊事情から派生する固有課題でありま

す、第１に、「基地問題の解決と駐留軍用地跡地利

用」の拡大、そして「離島の条件不利性克服と国益貢

献」、そして第３に、「海洋島しょ圏　沖縄を結ぶ交

通ネットワークの構築」、第４に、「地方自治拡大へ

の対応」などに取り組むことが必要であると考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地行政についての御

質問の中で、普天間飛行場の危険性除去についてお答

えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去については、駐留部隊

の移駐や訓練の縮小、分散移転など普天間飛行場のヘ

リ等の運用を極力低減し、早期に危険性の除去及び騒

音の軽減を図ることをワーキングチーム会合等を通じ

政府に求めてまいりました。

　去る５月の米軍基地負担軽減部会における軍転協要

請に対する回答の中で、政府は、昨年１月から本年３

月までに実施した飛行状況調査データの解析・整理等

を行っているところであり、運用状況を評価の上、公

表したいとしておりますが、まだ内容は公表されてお

りません。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携し、普天

間飛行場の危険性の除去について具体的な方策の提

案、実施に向け、さらに検討を加速させるよう政府に

強く求めていくことにしております。

　次に、ＭＶ22オスプレイの配備計画についてお答え

いたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　県としましては、当該機種が過去の開発段階におい

て死亡事故を起こしていること等から県民が不安を抱

いており、十分な情報が示されない現状では当該配備

については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、オスプレイの具体的な運
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用上の問題等についての質問文書を防衛省へ提出し、

速やかな回答と説明を求めたところであります。

　次に、米軍射爆撃場についての御質問にお答えいた

します。

　鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場の返還について

は、これまで累次にわたり日米両政府に対し要請して

きたところであります。

　去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置

された米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、

鳥島射爆撃場を硫黄鳥島へ移転することを検討してい

るとの発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したと

ころ、具体的な内容は決まっていないとのことであり

ます。

　県としましては、さらに情報収集を進めているとこ

ろでございます。

　次に、日米地位協定の抜本的改定についてお答えい

たします。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。現在、民主党政権では「日米地位協定の改定

を提起する」としておりますが、政府からはいまだ協

定改定の方針等が示されていないことから、本年２月

８日には軍転協を通じ、５月７日には防衛大臣、５月

28日には外務大臣に対し知事が直接、早急に見直し作

業に着手するよう強く求めたところであります。

　県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会等と

も連携しながら、沖縄政策協議会のもとに設置された

米軍基地負担軽減部会等を通して粘り強く日米地位協

定の見直しを求めていくこととしております。

　次に、大震災の被災地支援と県内の避難者支援につ

いてお答えいたします。

　沖縄県におきましては、東日本大震災発生後、直ち

に東日本大震災沖縄県支援対策本部を設置し、被災地

への人的・物的支援と被災者受け入れ支援を実施して

きたところであります。

　被災地への人的支援といたしましては、県職員を中

心に市町村や民間医療機関等の協力を得て派遣チーム

を構成し、６月24日現在で緊急消防援助隊、県警広域

緊急援助隊、保健師チーム、医療チーム、心のケア

チーム及び建築・漁港・港湾技師等を494人、うち県

職員165人を派遣したところです。また、被災地への

物的支援といたしましては、毛布、おむつなどの生活

物資を計６回送付したところです。

　県内への被災者支援といたしましては、県内への一

時的緊急避難に係る旅費・宿泊費の支援として、４月

から６月までの３カ月間、往復の航空運賃及び３食つ

きの宿泊費用を260世帯、計576名に対し支援を行いま

した。また、６月以降は、中長期的な避難をされる方

への支援策に移行しており、住宅・宿泊支援として民

間賃貸住宅と付随する旅費・宿泊費の支援を実施する

とともに、東日本大震災支援協力会議において「ニラ

イ・カナイカード」を計480枚発行し、県内流通業界

や交通機関等において割引等を実施しております。そ

のほか、避難者の生活費の支援として、受け入れ被災

者支援見舞金１世帯20万円（単身者は10万円）を計

155世帯に対し給付しております。

　次に、同じく防災計画・災害対策についての御質問

の中で、避難者支援としての返還予定地活用について

の御質問にお答えいたします。

　東日本大震災における県内避難者への住宅の提供に

ついて、宜野湾市からキャンプ瑞慶覧の空き住宅を活

用できないかという申し出があり、国・県、宜野湾市

及び米軍の間で検討を進めてまいりました。

　しかしながら、当該住宅は築後60年近くが経過し、

電気や水道など大幅な改修に膨大な費用と時間を要す

ること等から避難者の住居としては適さないことが判

明し、活用を断念いたしました。

　なお、先ほど答弁いたしましたように、避難者への

住宅支援として、県は、６月から民間賃貸住宅等の県

費による借り上げを行っているところです。

　次に、沖縄県防災計画と災害対策についてお答えい

たします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、６月16

日に琉球大学教授等の専門家で構成される「沖縄県地

震・津波想定検討委員会」を設置するとともに、６月

21日には市町村防災担当課長会議を開催し、県及び市

町村の地域防災計画の見直し作業等を進めているとこ

ろであります。

　今後、国の防災基本計画の見直し状況等も勘案しつ

つ、市町村等関係機関と連携の上、県内の災害対策の

強化を図るべく検討を進めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、新沖縄振興計画についての御質問の中の、県

案の災害援助拠点形成についてお答えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興策として県内に

国際的な災害援助拠点を形成できないか国に対し要望

しているところでございます。具体的には、国内の防

災・医療分野の人材・施設等を沖縄に一体的に集積

し、アジア・太平洋地域の災害援助拠点を形成するこ

とを目的に、国際緊急援助隊の本部や防災教育・訓練

施設等の誘致を図ることを内容とするものでありま

す。
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　次に、台風２号による県内の被害状況についてお答

えいたします。

　台風２号による県内の主な被害状況は、人的被害が

68名、住家被害のうち全壊が４棟、半壊が６棟、一部

破損が27棟、床上浸水が３件、床下浸水が５件、船舶

被害が４隻、車両被害が74台、停電が最大で27万8400

戸となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　基地行政についての御質

問の中で、基地交付金の制度内容と運用についてお答

えします。

　基地交付金は、米軍や自衛隊の施設が所在する市町

村への財政上の影響等を考慮して、総務大臣が所在市

町村に対して、毎年度の予算の範囲内において使途の

制限のない一般財源として交付するもので、昭和32年

に創設されております。

　交付額の配分方法は、予算総額の10分の７を対象資

産の国有財産台帳価格で案分し、10分の３を対象資産

の種類、用途及び財政状況等を考慮して配分すること

となっております。

　次に、防災計画・災害対策についての御質問の中

で、東日本大震災による県経済への影響についてお答

えします。

　東日本大震災の発生により、沖縄県においても旅行

マインドの低下等による入域観光客の減少や県外出荷

花卉の需要減少など、観光関連産業や農林水産業等へ

の影響が生じております。また、サプライチェーン寸

断に伴う減産が影響し、自動車など一部製品の納品に

遅延が見られるなど、県内消費者の需要を十分に満た

せない状況も発生しております。

　一方で、東京電力、関西電力による節電要請を受

け、企業による夏休み取得の推奨が予想されることか

ら、沖縄への送客数増加が見込まれております。

　県としましては、このような状況を踏まえ、菊農家

の再生産に向けた取り組み支援などを実施するととも

に、今議会の補正予算案において観光振興強化に関す

る経費約18億7000万円を計上しているところです。

　次に、新沖縄振興計画についての御質問の中で、鉄

軌道の整備及び離島住民の移動負担の軽減に係る取り

組みについてお答えします。

　鉄軌道の整備につきましては、「沖縄県総合交通体

系基本計画」を策定する中でその位置づけなどについ

て検討を進めておりますが、その整備には膨大な費用

を要することから、県としては、新たな振興計画への

位置づけについて特例的な制度の創設を国に求めてい

るところであります。

　また、離島住民の移動に係る負担軽減につきまして

は、船舶及び航空運賃の軽減が重要な課題であると認

識しており、現在、国に対して運賃低減のための新た

な制度創設を求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　防災計画・災害対策

についての御質問の中で、東日本大震災による県民生

活への影響についてお答えいたします。

　東日本大震災による県民生活の影響については、一

時的にミネラルウオーターや乾電池などの一部商品が

店頭から少なくなるという現象が見られましたが、県

民の冷静な行動などもあり、便乗値上げ、売り惜し

み、買い占めなどによる消費生活への影響は、現時点

では特に生じていないものと考えております。

　県といたしましては、今後とも県民から寄せられる

相談などの状況把握や生活関連物資の価格や需給動向

などの情報収集に努めながら、消費生活への影響を注

視していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　新沖縄振興計画につ

いての中で、新エネルギーに関連する県の取り組みに

ついてお答えいたします。

　沖縄県は、「新たな計画の基本的考え方（案）」に

おいて、エネルギー使用に伴う環境負荷の低減等を図

る観点から、クリーンエネルギーの導入・普及に強力

に取り組むとともに、省エネルギーとエネルギーの地

産地消を推進することとしております。

　現在は、沖縄電力と連携し大規模な風力及び太陽光

発電の効率的な電力系統接続の実証事業や導入コスト

の低減化等に取り組んでいるところであります。ま

た、現在国と調整を進めています沖縄振興のための制

度提言においては、民間事業者や一般消費者を対象と

するグリーン税額投資控除――これは民間事業者、あ

るいは個人の皆さんが住宅に太陽光発電を導入した

り、あるいは風力発電等を事業者が導入した場合に税

額から控除するという制度でございますが――こうい

う新エネルギーの導入に対する支援の制度を要望して

いるところでございます。

　続きまして、観光行政の中の、福建・沖縄友好会館

の現状についてお答えいたします。
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　福建・沖縄友好会館は、平成10年のオープン以降、

沖縄県産業振興公社福州事務所が同会館の沖縄県使用

部分の管理運営を行ってまいりました。現在は、３社

の日本企業の駐在事務所が入居しております。

　平成22年３月に決定した「新沖縄県行財政改革プラ

ン」において会館管理委託料の廃止が決定され、管理

方法に関する見直しを行ってまいりました。その結

果、同会館の利活用を促進するためには、民間のノウ

ハウとネットワークを活用することが有効と考え、今

年度から民間企業へ管理を委託しているところであり

ます。また、今年度、同会館には委託駐在員を配置す

る予定で今作業を進めております。

　今後は、同会館を拠点として管理委託企業や関係機

関とも連携し、福建省と沖縄県の経済文化交流を促進

してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　アジア地域

からの誘客戦略についてとの御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、成長著しいアジア地域からの観光誘客

に戦略的に取り組むこととしており、台湾、韓国、中

国、香港を重点地域として積極的な誘致活動を展開し

ているところであります。

　特に、中国につきましては、来る７月１日より県内

での宿泊を条件とする個人観光数次ビザが創設される

ことから、沿岸部の大都市にとどまらず、周辺都市や

内陸部を対象としたキャンペーンを強力に展開してい

きたいと考えております。

　このほか、幅広く新規市場の開拓も行っており、シ

ンガポールやタイなどの東南アジアについても旅行博

覧会への出展やメディア招聘などの取り組みを進め、

観光客の大幅な増加を図っていきたいと考えておりま

す。国際競争力のある文化力の育成と情報発信力の強

化を進めつつ、沖縄の魅力がきちんと伝わるようなイ

メージアップ戦略にも努めていきたいと考えておりま

す。

　次に、宜野湾市西海岸地域・コンベンションエリア

の位置づけについてとの問いにお答えいたします。

　沖縄県は、第３次沖縄県観光振興計画の中で、宜野

湾市の西海岸地域をにぎわいのある都市型リゾート・

コンベンション拠点に位置づけ、税制上の優遇措置な

どが受けられる観光振興地域に指定しております。同

地域は、これまでにコンベンションセンター、マリー

ナ、ホテルなどの施設が整備され、リゾートコンベン

ションエリアとして成長しております。

　昨年度、宜野湾コンベンションエリア内の主要施設

の連携強化を目的とした「宜野湾コンベンションエリ

ア連携体制整備連絡会」が発足しており、県としまし

ては、今後とも当連絡会と連携を図ってまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　観光行政についての御質問

で、文化遺産・世界遺産の保護策についてお答えいた

します。

　文化遺産・世界遺産につきましては、国や県及び市

町村が連携して維持管理を行い、適切な保護に努めて

いるところでございます。

　世界遺産の保護策につきましては、登録翌年の平成

13年度に「世界遺産の保存・整備・活用に関する基本

指針」を策定いたしまして、各資産の保護や活用に取

り組んできたところでございます。また、世界遺産登

録から10年が経過し、利用者の増加や資産の一部損傷

も見られることから、県教育委員会では、資産の保存

管理、地域住民の生活や観光との調和等について統一

的な方向性を示す「包括的保存管理計画」を平成24年

度までに策定し、各資産の保護や活用に今後とも努め

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業行政の中で、Ｔ

ＰＰの影響と対策についてお答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。そのた

め、県では、国民の食料安全保障の確保と国内農業へ

の影響などの観点から、ＴＰＰ交渉に参加しないよう

適切に対応するとともに、農家が安心して生産に取り

組めるよう万全の対策について農業団体等と連携し、

国に対し強く要請したところであります。

　国においては、東日本大震災の発生を受け、ことし

５月に閣議決定された「政策推進指針」において、Ｔ

ＰＰへの交渉参加の判断時期が当初の６月から先送り

している状況にあります。
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　県としましては、今後ともＴＰＰ交渉等の動向や国

の対応を踏まえつつ、関係機関等と連携し適切に対応

してまいります。

　次に、食料自給率向上対策についてお答えします。

　沖縄県としましては、食料自給率の向上を図るた

め、農林水産業振興計画に基づき、おきなわブランド

の確立や生産供給体制の強化、流通・販売・加工対策

の強化や地産地消の推進、農林水産業の基盤整備など

各種施策・事業を総合的に推進しているところであり

ます。特に、耕作放棄地の再生利用による生産の拡

大、学校給食や観光関連施設における県産食材の利用

促進、「おきなわ食材の店」登録の推進、ファーマー

ズマーケット等農産物直売所の整備による販売促進、

島野菜、カンショなど地域特産物の振興、量販店等に

おけるフードアドバイザーやコーディネーターの配置

による地産地消の推進、新しい沖縄料理のメニュー約

1400レシピのネット公開による県産食材の活用促進な

ど、農業生産の拡大と地産地消の推進に取り組んでい

るところでございます。

　次に、おきなわブランド確立支援事業についてお答

えいたします。

　県では、市場競争力の強化により生産拡大及び付加

価値を高めることが期待される園芸品目、薬用作物、

養殖魚介類などを戦略品目として位置づけ、定時・定

量・定品質の出荷が可能な拠点産地の形成などにより

おきなわブランドの確立に努めているところでござい

ます。具体的には、ゴーヤー５地区、菊14地区、マン

ゴー７地区、肉用牛５地区、養殖魚介類５地区などの

拠点産地88地区の認定、パイナップル、ゴーヤー等沖

縄のオリジナル品種の育成・普及及び新技術の開発、

農業用水源の確保やかんがい施設の整備などに取り組

んでおります。

　平成23年度は、さらに安定生産、販売対策として

「園芸モデル産地育成緊急対策事業」により安定生産

のための低コスト耐候性ハウス等の導入、「おきなわ

型つくり育てる漁業推進事業」による海ブドウ等のブ

ランド指針に基づく高度品質管理の実施、「県産農産

物販売プロモーション対策事業」により、東京・大阪

等の大都市におけるトップセールス及び量販店への販

路拡大を実施するなど、おきなわブランドの確立に向

けて各種施策を展開しているところでございます。

　台風被害の中で、農作物等の台風被害対策について

お答えします。

　農作物等の被害対策としては、農業改良普及セン

ターに営農相談窓口を設置するとともに、被災農家に

対し、病害防除の徹底や樹勢等の回復のための肥培管

理などの指導を行っております。

　台風等の被害に対する補償としては、さとうきびに

ついては畑作物共済、水稲については農作物共済、野

菜等については園芸施設共済等があり、加入農家に対

して、損害評価後に農業共済金が支払われることに

なっております。たばこについては、ＪＴから災害援

助金が支払われると聞いております。船舶について

は、漁船保険制度により保険金が支払われることと

なっております。

　国の災害復旧事業の対象となる農業用施設や林道・

漁港施設等については、国への災害復旧申請を早期に

行うための準備を進めているところでございます。ま

た、農家の経営安定を図るため、農業制度資金等の償

還猶予を行うとともに、６月補正予算において農林漁

業セーフティネット資金借り入れに係る利子助成を計

上しているところでございます。

　今後とも台風２号の影響による農家支援について

は、農家の要望等を踏まえ、関係機関等と連携し対応

を検討したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　台風被害についての

御質問で、台風２号の被害の対策、取り組みについて

お答えいたします。

　土木建築部が管理する施設においては、保良西里線

の冠水、石垣港伊原間線ほか２路線ののり面崩壊、伊

平屋村前泊港ほか３港湾における防波堤の損壊、公園

や県営住宅の倒木等の被害が発生しました。これらの

被害対策については、速やかに応急措置を行うととも

に、現在、災害復旧に向けて取り組んでいるところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　台風２号による被害

状況の中で、農林水産業の被害についてお答えいたし

ます。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。

　今回の被害は、特に農作物の収穫時期に当たる５月

に台風が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴー
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ヤー、マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占

めております。被害の内訳は、葉たばこ等農作物が58

億3000万円、ハウス等農業用施設関係が４億7900万

円、家畜等畜産関係が3200万円、林道等林業関係が

4000万円、水産業関係が６億7900万円となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　それでは再質問させていただきま

す。

　まず基地行政についてでありますが、知事は、去る

６月１日付で防衛大臣に対し、「在日米軍・海兵隊の

意義及び役割」についてという質問書を提出されてい

ます。回答はまだということでありますが、防衛省が

出したあのパンフレット、私も見たんですけれども、

全く納得できるようなものではありません。

　このような状況の中で、日米両政府に対して強く県

民の願いを訴えることが必要ではないかと思うんで

す。基地も押しつける、そしてさらに普天間には危険

きわまりないオスプレイを配備しようとしている。射

爆撃場の訓練地域についても返還するから、そのかわ

りをまた移したいという、本当に県内だけに、私たち

沖縄県民だけに負担を押しつけている今の政府の流れ

について、私たちはやはり知事を先頭に県議会そして

基地のある市町村の首長初め議員団、あるいはこう

いったことに不条理を強く感じている県民からも公募

をして、やはり国会に沖縄県の代表団が来たと。そし

てアメリカにも大統領に訴えるために来ているという

ような、ここでこういうインパクトのあるアピールを

して何としてもアメリカ国民にもわかってもらわない

といけないと思うんです。アメリカ国民はなかなか自

分たちが豊かである、あるいは大国であるということ

で外国には余り興味を示さない国民性のようです。そ

ういう意味ではいろんな情報でも、ああ、何だ遠い沖

縄か、日本かというぐらいのことしか思わないところ

もあるようですので、やはりそこはしっかりと訴えて

いくということが大事だと思いますので、先に公室長

もアメリカに調査に行かれたと思うんですが、ぜひこ

ういうオール沖縄で、今、沖縄県民は諸悪の根源であ

る地位協定は変えてほしいと、改定してほしいという

ことを訴えているんだということで、もちろん日本国

民にもそうです。政府だけではなくて日本国民にも含

めて取り組むことが必要だと思いますが、知事の決意

を伺います。

　それから大震災で千葉県浦安市に行きました、あの

液状化現象。今、泡瀬についても県は推進の立場のよ

うですけれども、あそこも僕は津波が来たら大変心配

だなと思っています。そういう意味ではあそこはもう

少し自然を大事にした、そしてもっと違う開発を考え

たほうがいいのではないでしょうか、御見解を伺いま

す。

　それから今回、風台風ということで、台風が過ぎて

二、三日すると街路樹が真っ赤にというか、何か秋で

も思わせるような形で木の葉が枯れています。作物も

大変だろうと思います。そういう意味では葉たばこは

ちょうど収穫前ということなんですが、たばこは健康

にもよくないということでありますので、風に強い農

作物への転換などを県のほうから提案したらどうかな

と思います。

　それからあと１点、福建省の沖縄事務所ですが、管

理体制が変わって民間の活用ということであります

が、この民間の活用に異議を唱えるものではありませ

ん。やはり企業は企業として自分たちの利益の追求を

どうしても優先をします。そういう意味では公的なこ

れまで配置されていた県あるいは観光公社の方でした

か、公的な方がそこにいて、これまで福建省と沖縄は

非常に結びつきがあったわけです。琉球墓群を見ても

大事にちゃんと現地の方が守ってくださっている。こ

のことに対して私たちはやはり感謝すると同時に、こ

の長い結びつきを大事にするためには、あそこを中国

の拠点として、向こうから北京や上海やいろんなとこ

ろに波及していく、ここをやらなければいけないん

じゃないかと思います。そういう意味ではぜひ人的配

置をしっかりと県のほうから派遣をしていただいてそ

の取り組みをしていただきたいと思います。

　以上で終わります。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時58分休憩

　　　午前11時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御提案です

が、特に１番目のオール沖縄で沖縄の米軍基地問題に

ついては日本政府――東京へは無論だけど、アメリカ

国民に対してもきちっと対応し訴えていったらどうか

という御趣旨の御提案については、ぜひこれはきちっ

と受けとめさせていただきたいと思います。

　私も知事になって４年半、いろんな米軍基地に係る

課題の解決に少しでも前へ進め改善したいという強い

意思を持って取り組んでいるつもりですが、なかなか
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解決といいますか、改善といいますか、自分の思いど

おりには１ミリも前に進みにくいというような感なき

にしもあらずで、むしろ今度の２プラス２の結論にし

てもいろんなことが書いてありますが、沖縄の部分を

見るともとへ戻ってしまったということで、まことに

残念かつ遺憾であり、基地負担の軽減については政策

協議会というところで各関係大臣が入った部会までつ

くってはいるんですが、なかなかお話だけで結果が出

ないという感はなきにしもあらずです。ただ、前より

は基地負担の軽減、そして宜野湾の普天間の危険性の

除去とかいろんな考え、こういうふうに取り組みたい

という大臣の気持ちは出てはくるんですが、なかなか

現実の結果が出ないという感を深く感じております。

今度の２プラス２の共同発表の中の沖縄部分を見てみ

ますと、妙な部分だけがえらい具体的なことが書いて

ありますが、これも我々の思い、要求と結局違う方向

に日米両政府で今のところ決めているということで、

我々の思いがなかなか伝わらないという隔靴待痒の感

どころか、いら立ちすら覚える部分がありますが、し

かしこれはきちっとしっかりと議員の御提案も含めて

県民の力、県民のパワーもいただきながら、むしろ少

しでも解決、改善に向かって取り組んでいこうという

決意を新たにしているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　東日本大震災を踏ま

えた泡瀬の計画についての考え方の再質問にお答えし

ます。

　まず津波につきましては、平成18年度に県がまとめ

ました沖縄県津波・高潮被害想定調査において、津波

浸水予測シミュレーションを行っております。その結

果、泡瀬地区で最も影響が大きいと想定される沖縄本

島南東沖マグニチュード7.8の地震が発生した場合を

想定した津波最大岱上高さは、標高2.5メートルと

なっております。その結果、当該埋立地の計画地盤高

さは標高2.8メートル以上となっており、現予測のシ

ミュレーションでは津波による浸水は起こらないこと

となっております。しかしながら、今回の震災を受

け、多くの知見をもとに今後県もそうですけれども、

国において設計基準や防災計画の見直しが行われるこ

とから、液状化も含めまして県においては適切に対応

していきたいと考えております。

　当該泡瀬地区の埋立事業につきましては、本県の経

済活性化を図る上でも重要な事業であることから、県

としましては早期の工事再開に向けて環境保全にも配

慮しつつ取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　台風に強い作物への

転換の提案に対する再質問についてお答えします。

　今回の台風では、農作物に大変被害を及ぼしている

状況でございます。

　県といたしましては、防風林の設置や台風に強いハ

ウス等の整備に努めているところでございます。葉た

ばこにつきましては、地域の重要な作物であることか

ら、さとうきびとの輪作体系、また防風林の設置など

により台風の被害軽減を図っていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　福州事務所の民間活

用だけではなく、公的な職員を配置すべきではないか

という再質問にお答えいたします。

　先生御指摘のとおり、福建省との人的交流あるいは

経済交流は非常に重要であると、これは私ども県とし

ても全く同じ認識でございます。

　そういうことで、先日、那覇市それから浦添市、宜

野湾市、一応福建省と交流のある関係市町村を集めま

して今後の経済交流、人的交流等について一層促進し

ようということで話し合いも行ってございます。

　そういうことで今年度から民間事業者に委託すると

いうことでございます。そして当面交流の状況を見な

がら、今年度は公的な職員ではなく嘱託職員を配置す

るということにしておりますが、今後は先ほど申し上

げました人的交流、経済交流等を踏まえて公的職員の

配置、その状況に応じて検討してまいりたいとこのよ

うに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表して

代表質問を行います。

　東日本大震災で亡くなられた人は１万5000人を超

え、いまだに7000人以上の方が行方不明となっていま

す。大震災で亡くなられた方々に哀悼の意を表し、被

災者の皆様に心からお見舞いを申し上げます。

　１、東日本大震災の被災者支援と沖縄県の防災対策

について質問します。

　日本共産党の立党の精神は、その時々の国民の苦難

を軽減し、国民の命と暮らしを守ることです。日本共
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産党は、戦後未曾有の国難である大震災の支援と復興

に全力を尽くすことを決定し、現地に対策本部を設置

して全党を挙げて取り組んできました。全国で支援募

金は６億7000万円が集まり、被災地にお届けをしてい

ます。支援ボランティアは6000名を超えています。

　日本共産党県議団は、３月16日に沖縄県上原副知事

に対して、１、最高レベルの支援体制を緊急に構築す

ること、２、県・市町村・自治会・企業・県民などの

協力体制を構築すること、３、市町村とも協力し希望

する被災者を可能な限り多く受け入れること、４、現

地への人的支援、義援金、物的支援をさらに強化する

こと、５、未曾有の災害にかんがみ対策を県議会及び

各党・各会派とも連携し、あらゆる知恵と力を結集す

ることを申し入れました。

　日本共産党は、全国の党組織を県別に支援地域を決

めて被災者支援、復興の取り組みを行っています。沖

縄県議会の支援地域は、宮城県石巻市地域となってい

ます。党県議団は、５月30日から６月２日まで東日本

大震災の被災現場の宮城県石巻市と千葉県浦安市でボ

ランティア活動と被害調査を行ってまいりました。６

月３日には赤嶺政賢衆議院議員とともに、泡瀬干潟埋

め立て中止と沖縄の菊栽培農家への支援などを求める

政府要請行動を行ってきました。

　被災地の石巻市では、３カ月がたつというのにいま

だに瓦れきの山と倒壊した家屋が累々としたさまに私

たちは言葉を失い、茫然とするばかりでした。被災地

は何とも言えない悪臭が漂っていました。

　私たちは党の地域支援センターで全国から寄せられ

た支援物資を袋に入れる仕分けの作業をして、避難所

から自宅に帰り始めた地域、住宅街３カ所で野菜、米

などの食料、衣服、生活用品などの救援物資を届ける

活動に参加しました。道端にブルーシートを敷いて支

援物資を並べ、地元の女性の市会議員の方がハンドマ

イクで、日本共産党の支援物資のお届け隊です、支援

物資をお届けに参りましたと呼びかけると、すぐに

人々が集まりました。私たちは、トイレットペーパー

は１人１個ですよ、ティッシュペーパーは１個です

よ、バスタオルは１人１枚ですと声をかけながら、支

援物資をお渡ししました。支援物資は瞬く間に品切れ

になりました。津波でお店もなくなり、店も流された

りで買い物難民になっている住民が多数いるのに、被

災地には住民生活に必要な具体的支援が行われていま

せんでした。このようなきめ細かな支援活動をしてく

れているのは共産党さんだけだ、ありがとうねとの年

配の女性のお話に感動しました。翌日は住宅の瓦れき

撤去、泥出し、家の修復などの支援活動に地域支援セ

ンターの皆さんと午前９時から夕方まで参加しまし

た。作業する家の近くでも平屋の家の人は津波にのま

れて６名亡くなったとのことでした。支援先の家主さ

んは、最初は下を向いてあいさつもなく黙って車いす

に座っていました。私たちの瓦れき撤去作業が進み、

家の１階や庭が片づけられていく中で表情が和らいで

やっと会話ができるようになりました。沖縄県から来

ましたと名刺を出してあいさつしますと、皆さんは沖

縄の県議さんでしたか、本当にありがとうございます

と明るい笑顔で話されました。しかし、周りのいまだ

手つかずの住宅の余りの多さに圧倒されるばかりでし

た。家主さんの弟さんは失業中でした。

　被災地は今なお救援・支援を求めている多くの被災

者が残されています。瓦れきの中で苦悩している方々

にあすへの展望を切り開いていくには、被災地の瓦れ

き撤去を一気にやり遂げる作業員を万人規模で確保し

て対応することが緊急に求められています。現地での

ボランティア活動の最中に、菅首相の内閣不信任をめ

ぐる民主・自民・公明などの国会をめぐる動きは、被

災者や被災地の支援・救援・復興を求める人々の思

い、苦悩が全く理解できていない空虚な出来事だと実

感しました。被災者の支援、被災地の復興は地元住民

の切実な願いにこたえるものでなくてはなりません。

被災者の住民の立場と願いにこたえる政府の緊急対策

の強化とともに、沖縄県としても物資支援を初めボラ

ンティアの派遣、被災者の受け入れなどさらに強化し

ていくことが求められています。沖縄戦の戦場跡のさ

まのような被災地で生きる被災者の苦難の思いを沖縄

戦で多くの犠牲を体験した沖縄県民は、心から共通の

思いとして受けとめることができることを痛感しまし

た。沖縄県からのボランティア支援活動と支援物資に

多くの方々が涙を流していました。沖縄県はこれまで

も避難者の引き受けなどで県民的な支援活動に取り組

んでまいりました。今回の現地での支援活動や調査活

動などを通じてさらに強化するべき点と、沖縄県での

防災体制の強化について市町村とも協力して進めるよ

う以下の質問を行います。

　茨、東日本大震災に対する知事の見解と対応を問う

ものです。

　芋、被災地への食料、衣服、生活用品などの支援を

現地とよく相談してさらに強化すること。沖縄に避難

してきた被災者を励ますとともに、団地、民間アパー

トなどの仮設住宅入居者に１日1500円の食費、諸経費

１人当たり1000円を支給するなど災害救助法にのっ

とった支援を行うこと。

　鰯、公営住宅への入居期間については、災害救助法
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の趣旨を踏まえた対応を行うこと。

　允、沖縄は地震・津波が来ないという誤った安全神

話を払拭し、津波・地震の防災対策を抜本的に強化す

る沖縄県防災対策の見直しを行うこと。防災意識の強

化を急ぐこと。当面、各地での海抜表示、津波警報発

令時に避難すべき近くの高台やビルなどへの確認及び

避難経路などの周知徹底を急ぐこと。県庁や県議会棟

などを津波避難ビルに指定するなどできるところから

急いで行うこと。

　印、海岸沿いの小中学校、幼稚園、保育園、高校な

ど緊急避難訓練を実施すること。

　咽、防災行政無線の整備を緊急に進めること。

　員、震災復興財源については、震災復興債を発行し

て大企業の244兆円に上る内部留保の一部を活用する

制度をつくり、大企業に社会的な役割を果たさせる。

また、大企業・大金持ち優遇の２兆円減税、辺野古新

基地建設、グアム米軍基地建設などの米軍再編関連の

３兆円、米軍への思いやり予算の１兆円など政党助成

金320億円を震災復興に回すなどで財源を確保すべき

であります。消費税増税はとんでもありません。知事

の見解を問うものです。

　２、東日本大震災の沖縄経済への影響と対応につい

て。

　茨、経済的影響について具体的に調査を行っている

のか｡

　芋、どのような影響が出ているのか。また、今後の

具体的な対応について当局の対応と見解を問うもので

す。

　３、福島原発事故関連について質問します。

　福島原発事故は、３カ月が経過しても被害が拡大し

続け、日本の災害史上でも類を見ない深刻さを持つ災

害となっています。原発事故は、放射性物質が外部に

放出されるともはやそれを抑える手段は存在せず、被

害は空間的にどこまでも広がる危険があり、時間的に

も将来にわたって危害を及ぼし、地域社会の存続さえ

も危うくする。他の事故には見られない放射能被害と

いう異質の危険の恐ろしさを示しています。

　茨、危険な原発に対して我が党は繰り返し警告を発

してきました。歴代政権は電力業界の経営陣ととも

に、日本の原発は安全とする安全神話にしがみつき、

繰り返しの警告を無視して重大な事故への備えをとら

なかったことが今回の福島原発事故の深刻な被害を拡

大する結果をもたらすことになりました。福島原発事

故に対する知事の見解と対応を問うものです。

　芋、国の原発依存のエネルギー政策を抜本的に見直

し、自然再生エネルギーへの取り組みを抜本的に強化

すべきであります。沖縄に原発は立地すべきではあり

ません。知事の見解と対応を問うものです。

　４、米原子力艦船・原潜問題について。

　茨、県は、外務省に文書で原潜寄港の核密約問題で

申し入れたが、その後の対応と見解を問う。

　芋、米原子力艦船自体がこれまで何度も重大な事故

を起こしています。復帰前、那覇軍港では海水からコ

バルト60が検出され、奇形のカエルが発見されるなど

大問題になりました。この際、県民の命を守るために

危険な原子力艦船・原潜寄港に反対すべきではありま

せんか、知事の見解を問うものです。

　５、米軍基地問題について、日米２プラス２の合

意、共同発表について。

　２プラス２は、「より深化し、拡大する日米同盟に

向けて：50年間のパートナーシップの基盤の上に」と

題する共同発表と、「在日米軍の再編の進展」、「在

日米軍駐留経費負担」などの文書を発表しました。２

プラス２で合意された一連の文書は、沖縄の普天間基

地を名護市辺野古に移設する計画を確認し、新基地の

滑走路の形状をＶ字型一本に絞り込んだ。新基地建設

計画の破綻が明確になっているのに、移設が「2014年

より後のできる限り早い時期に完了させる」とあくま

で明記したのは、新基地に反対する県民を愚弄するも

のであります。新基地建設でも県内移設でもなく、普

天間基地を無条件に撤去するしかありません。

　以下、質問します。

　茨、県内移設反対、普天間基地の閉鎖・撤去、辺野

古新基地建設反対の民意を踏みにじり、基地押しつけ

の日米共同発表は断じて許せません。知事の見解を問

うものです。

　芋、嘉手納統合案、安波移設の策動に知事は明確に

反対の意思を示すべきであります。知事の見解を問う

ものです。

　鰯、防衛省「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」の

パンフの内容について、日本政府に見解を求めること

について知事の見解を問うものです。

　允、危険なオスプレイを配備し、普天間基地の固定

化をねらう日米両政府の対応は絶対許せません。約60

カ所のヘリパッドやオスプレイによる飛行訓練が行わ

れることは、全県民の生命と安全を脅かすものであり

ます。オスプレイ配備反対の県民の総意を結集して配

備を中止させる先頭に知事が立つべきであります。知

事の見解を問います。

　印、危険なオスプレイが訓練することになる高江ヘ

リパッドの建設は、住民の安全を守る立場から、この

際、知事も反対すべきではありませんか。
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　咽、嘉手納基地パラシュート訓練について。

　「本日の降下は、伊江島における天候が要因ではあ

りません。」、「嘉手納基地は、日本政府に了承され

た降下地帯です。」との米軍見解は、訓練の恒常化を

表明しているものです。危険なパラシュート降下訓練

はすべて中止すべきであります。知事の見解を問いま

す。

　員、震災救助という名目で実質的に下地島空港を軍

事利用することは許されません。知事の見解を問うも

のです。

　６、自衛隊配備増強問題について。

　茨、民間の港、那覇新港の軍事利用はすべきではあ

りません。外国貨物のトランシップ貨物ゼロの外貿へ

の自衛隊潜水艦とイージス艦の寄港を容認したのは、

破綻した那覇港湾計画のもとで今後も那覇新港を軍事

利用の港にする考えか、知事の見解を問うものです。

　７、米軍人・軍属等の犯罪と日米地位協定について

質問します。

　茨、米軍などの飲酒も公務、米軍・軍属の事件・事

故の公務中の日本の一次裁判権が及ばないとすること

について知事の見解を問うものです。

　芋、那覇地方検察庁の検察審査会は、被害者の家族

の訴えに対して「起訴相当」との議決を行いました。

議決内容に対する見解と日米地位協定の抜本的な見直

しに向けての知事の決意を問うものです。

　８、沖縄振興について。

　茨、沖縄振興計画についての基本的な考え方につい

て。

　米軍基地のない沖縄の実現を目指し、経済振興と米

軍基地押しつけの基地とのリンクをきっぱりと拒否

し、沖縄振興の初心としての「償いの心」の原点を踏

まえ、沖縄県民が真に主人公となる振興計画にするこ

とを基本とすべきであります。知事の見解を問うもの

です。

　芋、鉄軌道について。

　日本共産党沖縄県委員会の前身の沖縄人民党が国政

参加選挙に当たって1970年９月に沖縄本島を縦断する

鉄道を国営で敷設するとの政策を発表し、国会、県議

会でも提案し、沖縄振興計画についても毎回提案を

行ってまいりました。

　沖縄経済の発展と県民生活の向上の立場から、沖縄

縦断の定時・定速・大量輸送の鉄軌道の実現が必要で

あります。そのために県庁内に鉄軌道実現のプロジェ

クトチームを設置して当たるべきではないか、当局の

見解を問うものです。

　９、孤独死問題の対策の強化について質問します。

　福祉医療を切り捨てる自民・公明の構造改革路線

と、それを継承している民主党政権のもとで深刻な格

差と貧困の広がりの中で長年、社会の発展のために御

苦労されてきた高齢者がだれにもみとられることなく

亡くなる孤独死が大きな社会問題になっています。孤

独死をなくする対策と高齢者福祉対策の充実が求めら

れています。

　茨、孤独死など県内の変死の状況（５年分）と、65

歳以上の人数と各自治体別の状況と社会的背景につい

て、警察当局の見解と対応を問うものです。

　芋、お年寄りの単身世帯の状況と孤独死対策につい

ての現状と対応について、当局の見解を問うもので

す。

　鰯、沖縄県は県警と連携をして独自の孤独死（変

死）の分析を行い、市町村と協力してより効果的な孤

独死対策に役立てるべきではありませんか、当局の対

応と見解を問うものです。

　10、文化行政について。

　多くの文化・芸能関係者の強い要望である県立郷土

劇場の実現について、当局の見解と対応を問うもので

す。

　11、歴史教科書検定について。

　茨、沖縄戦の真実をゆがめる不当な教科書検定意見

の根拠にも利用された「岩波・大江訴訟」は岩波・大

江側が勝利しました。政府は、教科書検定意見を撤回

すべきであります。知事と教育長の見解を問うもので

す。

　芋、戦争体験者から証言を直接聞く機会はやがて失

われてしまいます。戦争体験者からの証言を掘り起こ

し、沖縄戦を継承する事業について当局の対応を問う

ものです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時27分休憩

　　　午前11時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田政明議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、東日本大震災に係る御質問の中で、東

日本大震災に対する知事の見解と対応についてという

御質問にお答えいたします。

　３月11日に発生しました東日本大震災は、東北地方

を中心として、死者・行方不明者が約２万5000人と言

われる未曾有の災害であり、今なお約13万人の方が避

難生活を余儀なくされております。お亡くなりになら
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れた方々の御冥福をお祈りいたしますとともに、被災

された皆様方に心からお見舞いを申し上げます。

　今回の震災は、想定されていた地震や津波の規模を

超えるものであり、私も実際に被災地を訪問をし被害

の甚大さを目の当たりにして大災害の恐ろしさを実感

するとともに、県民の生命と財産を預かる者として責

任の重さを改めて認識いたしました。このため、沖縄

県におきましては、東日本大震災の被災者支援に全力

を挙げますとともに、今回の震災の教訓を踏まえた県

内の防災体制強化を図るべく、国や市町村とも連携の

上、防災計画の見直し等を強力に進めていく所存でご

ざいます。

　次に、福島原発事故に係る御質問の中で、福島原発

事故と沖縄への原発立地に対する知事の見解と対応に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。特

に、この３の茨のアと３の茨のイは関連いたしており

ますので、恐縮ですが一括して答弁させていただきま

す。

　エネルギー資源の乏しい日本にとりまして、低廉で

安定的なエネルギーの確保は不可欠でありますことか

ら、国として原子力発電の導入を推進してきたものと

理解をしております。しかし、今回の東日本大震災に

より東京電力福島第一原子力発電所が深刻な事故を引

き起こし、我が国の経済・社会全般にわたり多大な影

響を与えたことはまことに残念であります。私は、循

環型社会の実現を目指し、再生可能エネルギーの導入

を積極的に推進する観点から、既に宮古島や本島北部

において大規模な風力及び太陽光発電の実証事業等に

取り組んでおり、引き続き取り組みを強化してまいり

ます。

　なお、原子力立地に対する知事の見解を問うとのこ

とでございますが、沖縄県内における原子力発電の導

入計画はないものと理解しており、今後とも我が国に

おけるエネルギーに関する技術開発の状況等を踏ま

え、沖縄県に適したエネルギーの安定確保に取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、日米２プラス２の合意に係る御質問の中で、

辺野古新基地建設反対の民意を踏みにじり基地押しつ

けの日米共同発表についての御質問にお答えいたしま

す。

　去る６月21日、日米安全保障協議委員会において、

「沖縄における再編」等を含む共同発表があり、普天

間飛行場の代替施設について、「位置、配置及び工法

の検証及び確認を完了した。」とのことであります。

昨年５月の日米共同発表は、県外移設の実現に期待す

る声が高まっている中で唐突に行われたものであり、

県民の間に大きな失望を招きました。その後、政府に

対し県民の納得のいく説明と解決策を求めてまいりま

したが、それらは依然として示されておりません。こ

れまで日米両政府に対し、地元の理解を得られない移

設案を実現することは事実上不可能であると、機会あ

るごとに申し上げてきたにもかかわらず、今回、この

ような決定がなされたことはまことに遺憾でありま

す。

　県といたしましては、日米両政府は普天間飛行場の

県外移設の実現に向け真摯に取り組むべきであると考

え、強く要望してまいりました。

　次に、同じく２プラス２に係る御質問の中で、嘉手

納統合案、安波案に対する知事の見解についての御質

問にお答えいたします。

　嘉手納統合案につきましては、嘉手納飛行場周辺市

町村が現在でも過重な基地負担を強いられており、さ

らに負担が増加するような案は断じて受け入れること

はできません。また、国頭村安波区への移設案につき

ましては報道等により承知しておりますが、宮城国頭

村長は、いかなる条件があっても受け入れる考えはな

いとのことであります。いずれにいたしましても、県

としましては、地元の理解が得られない移設案を実現

することは事実上不可能であると考えており、引き続

き普天間飛行場の県外移設に真摯に取り組むよう、日

米両政府に強く求めてまいります。

　同じく２プラス２に関連する御質問ですが、防衛省

「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」のパンフレット

の内容について、日本政府に見解を求めていることに

ついての御質問でございます。

　去る５月７日、北澤防衛大臣から示されました「在

日米軍・海兵隊の意義及び役割」について、在沖海兵

隊の作戦・任務や沖縄にまとまって所在する理由等、

その内容を検討したところ、県民の納得のいく説明で

はなかったため、疑義を取りまとめ、６月１日に防衛

大臣あて質問書を提出したものであります。防衛省と

しては、省内で精査した上で回答するとのことであり

ましたが、現時点で回答はいただいておりません。

　県といたしましては、政府に対し速やかに回答する

よう求めているところでございます。

　歴史教科書検定に係る御質問の中で、教科書検定意

見の撤回についての御質問にお答えいたします。

　今回の最高裁の判決は、沖縄県民の思いを受けとめ

た判決であると考えております。教科書検定問題につ

きましては、平成19年の県民大会の後、検定意見の撤

回等を要請し、その結果、広い意味での「日本軍の関

与」の記述が回復されたものと認識をいたしておりま
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す。

　教科書検定意見の撤回につきましては、長期的な取

り組みになるものと考えており、今後とも国及び文部

科学省の動向を注視していきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　東日本大震災の被災

者支援に関する御質問の中で、被災地への衣服、生活

用品などの支援及び仮設住宅入居者に対する食費、諸

経費の支援についてお答えいたします。

　生活物資の支援につきましては、県では６回にわた

り物資支援を行ってまいりましたが、４月初旬に全国

知事会及び被災県から物資受け入れ一時停止の要請を

受け、被災地への搬送は一時中断したところでありま

す。物資支援の再開について、５月に岩手県、宮城

県、福島県災害対策本部へ再度確認したところ、物資

は充足しているとの回答を得ております。

　物資支援については、今後とも全国知事会及び被災

県の要請を踏まえて適切に対応していきたいと考えて

おります。

　災害救助法に基づく支援につきましては、現物給付

を原則とするものであります。避難所におきまして

は、炊き出しなどの食費、光熱水費等の諸経費が支援

対象となりますが、仮設住宅入居後は自立を促すこと

となることから、食費及び諸経費は支援対象とはなり

ません。しかしながら、県としましては、沖縄県内へ

避難している方々の生活を支援するため、独自に受け

入れ被災者支援見舞金として、１世帯当たり20万円、

単身者に対しては10万円を給付しております。

　次に、歴史教科書検定についての御質問の中で、戦

争体験者からの証言掘り起こしについてお答えいたし

ます。

　戦争体験者の証言記録の収集につきましては、沖縄

戦の実相を正しく伝えていくため、戦後50年の節目で

ある平成７年度から証言映像の収録に取り組むほか、

各市町村の教育委員会や役所などから資料の提供を受

け証言集を作成しております。収集した記録は、平和

祈念資料館で展示するほか、平和学習の教材として貸

し出しなどの活用を図っております。平成23年度は与

那国島で映像収録を行い、これにより県内全域で証言

記録の収集を終えることになります。

　今後も引き続き証言が可能な戦争体験者を掘り起こ

し、県として積極的に収録に努めてまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　東日本大震災の被災

者支援に関する御質問で、公営住宅への入居期間につ

いてお答えいたします。

　県営住宅への入居について、県は東日本大震災被災

者への住宅支援の一環として、国土交通省の通達に基

づき、一時入居を実施しているところであります。入

居期間については原則６カ月としており、延長申請が

提出された場合は必要に応じて延長が可能としており

ます。入居期間経過後の対応については、被災者本人

の意向を確認した上で適切に対処していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　東日本大震災の被災者

支援と沖縄県の防災体制の対策についての御質問の中

で、県の防災対策の見直し、避難経路の周知徹底及び

県庁や県議会棟の津波避難ビル指定についての御質問

にお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、６月16

日に「沖縄県地震・津波想定検討委員会」を設置する

とともに、６月21日には市町村防災担当課長会議を開

催し、県及び市町村の地域防災計画等の見直しに向け

た作業を進めております。また、防災意識の強化を図

ることは重要であり、市町村との連携のもと避難訓練

を実施すること等により、県民の防災意識の向上を

図ってまいりたいと考えております。また、避難路、

避難所及び避難ビル等につきましては、県内市町村に

おいては1295カ所の避難所及び26カ所の避難ビルが指

定されておりますが、これらを市町村の防災マップに

記載するなどにより、住民への周知徹底を図ってまい

りたいと考えております。

　県庁や県議会棟を津波避難ビルに指定するとの御提

案につきましては、那覇市と調整してまいりたいと考

えております。

　次に、防災行政無線の整備についてお答えいたしま

す。

　防災無線システムは、地震や津波等の災害発生時の

避難指示・勧告等に有効な広報手段であり、国の中央

防災無線、都道府県防災行政無線及び市町村防災行政

無線のネットワークにより構成されております。

　県内の市町村防災行政無線は、平成23年３月31日現

在、41市町村中32市町村で整備されており、県全体で
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1194カ所に屋外拡声子局が設置されておりますが、未

整備の市町村を含めさらなる整備促進に向けて市町村

と連携し取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、米原子力艦船・原潜問題についての御質問の

中の、核密約についての御質問にお答えいたします。

　いわゆる「密約」問題について、県の照会に対し、

昨年６月に外務大臣から回答がありました。過去の核

搭載艦船の寄港については、これまで公にされた米国

の核政策に基づけば、核搭載艦船の我が国への寄港は

ないと判断し、また、菅内閣として非核三原則を堅持

する方針に変わりないと回答しております。

　県としましては、政府の説明を踏まえ、引き続き非

核三原則を堅持するよう政府に対し強く求めていると

ころであります。

　次に、同じく原潜寄港に反対すべきではないかとの

御質問にお答えいたします。

　県としましては、日米両政府においては、原子力艦

船の安全性の確保に最大限の努力を払うべきであると

考えております。

　なお、県においては、国と協力して原子力潜水艦の

寄港時に放射能調査を行い安全性の確認に努めるとと

もに、軍転協や渉外知事会を通じて地方公共団体への

適時・的確な情報提供や、原子力事故対策について予

防対策及び応急対策の両面にわたり、国が責任を持っ

て対応すること等を要請しているところであります。

　次に、日米２プラス２の合意、米軍基地問題につい

ての御質問の中で、ＭＶ22オスプレイと高江ヘリパッ

ドについて、５の茨のエ、５の茨のオは関連いたしま

すので一括してお答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としては、当該機種が過去の開発段階におい

て死亡事故を起こしていること等から県民が不安を抱

いており、十分な情報が示されない現状では当該配備

については反対であります。去る６月24日、沖縄県

は、高江ヘリパッドを含む北部訓練場への影響を含む

オスプレイの具体的な運用上の問題等についての質問

文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求めた

ところであります。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　県は、これまで米軍を初め関係機関に対し、嘉手納

飛行場でのパラシュート降下訓練の中止を強く要請し

てきましたが、それにもかかわらず米軍は今回、事前

通告なしに同訓練を実施しました。嘉手納飛行場での

パラシュート降下訓練は、周辺住民を初め県民に多大

な不安を与えるものであり、まことに遺憾でありま

す。

　県は、パラシュート降下訓練は例外なくＳＡＣＯ最

終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考えて

おり、通告のあるなしにかかわらず、今後も引き続き

嘉手納飛行場において実施することがないよう、日米

両政府に対し強く求めてまいります。

　次に、下地島空港の軍事利用についての御質問にお

答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会共同発表では、地域

の人道支援等の後方支援の拠点を日本に設置すること

の重要性につき一致したとされておりますが、災害救

援に係る具体的な場所は示されておりません。また、

去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置さ

れた米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、災

害拠点として下地島空港の使用について発言がありま

したが、沖縄防衛局に確認したところ、具体的な内容

等については決まっていないとのことでありました。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　次に、自衛隊配備増強問題につきまして、那覇新港

の軍事利用についてとの御質問にお答えいたします。

　今回の那覇新港への自衛隊艦艇の入港につきまして

は、海上自衛隊の艦艇広報活動及び乗員の休養の一環

であると聞いております。自衛隊艦船の民間港の利用

については港湾管理者によって判断されるものであ

り、県としましては、民間船舶の運航等に支障を来す

ことがない場合は特に反対するものではありません。

　次に、米軍人・軍属等の犯罪と日米地位協定につい

ての御質問の中で、飲酒の公務扱いや公務中の事件・

事故に第一次裁判権が及ばないことについての御質問

にお答えいたします。

　昭和31年３月の日米合同委員会合意によれば、米軍

人及び軍属が出席を要求されている公の催しごとで飲

酒後に自動車を運転した場合、公務中の扱いになると

のことであります。しかしながら、飲酒運転は決して

許されるものではなく、飲酒運転を公務扱いとするの

は理解に苦しむものであります。

　外務省によれば、飲酒の公務扱いについて米側に対

して改正を求めているとしておりますが、政府におい

ては、毅然たる姿勢で早期に見直すべきであります。

また、公務中であれば加害者側に過失があっても、我

が国が第一次裁判権を行使して刑事責任を問うことが

できないことから、公務中か否かの判断は厳格に行う

べきであり、政府は個別の事案ごとに公務中とした理
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由等について公表すべきであると考えております。

　次に、検察審査会の議決に対する見解と地位協定の

抜本的見直しに向けた決意についてお答えいたしま

す。

　米軍属男性が沖縄市で起こした交通死亡事故に関

し、去る５月27日、那覇検察審査会は「起訴相当」と

議決しております。現在、那覇地方検察庁において検

討されていると承知しており、同議決に対するコメン

トは差し控えたいと思います。

　県は、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図るために

は、日米地位協定を抜本的に見直す必要があると考え

ており、平成12年以降、11項目にわたる見直しを要請

しているところであります。

　県としては、引き続き軍転協や渉外知事会とも連携

しながら、粘り強く日米地位協定の見直しを求めてま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　東日本大震災の被災者支援

と沖縄県の防災体制の対策についての御質問で、緊急

避難訓練の実施についてお答えいたします。

　平成22年度の学校における津波を想定いたしました

避難訓練の実施状況は、小学校30.4％、中学校20.3％、

県立学校13％でございます。平成23年度におきまして

は、６月29日現在、小学校で51校、中学校17校、県立

学校２校が実施しております。

　県教育委員会といたしましては、各学校へ津波を想

定した避難訓練の実施に向けて周知をしており、今

後、完全実施を目標に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　東日本大震災の被災

者支援と沖縄県の防災体制の対策についての中の、保

育所における緊急避難訓練の実施についてお答えいた

します。

　認可保育所及び認可外保育施設については、「児童

福祉施設最低基準第６条」及び「認可外保育施設指導

監督基準」に基づき、非常災害に対する避難及び消火

に対する訓練を毎月１回以上実施するよう求めており

ます。

　県といたしましては、津波を想定した緊急避難訓練

を消防部局と連携して実施するよう、保育所等に対し

指導助言を行ってまいりたいと考えております。

　続きまして、孤独死問題の対策の強化についての中

の、高齢者の単身世帯の状況及び孤独死対策について

お答えします。

　本県における高齢者単身世帯数は、平成22年10月の

調査で５万4174世帯となっており、年々増加しており

ます。

　高齢者の孤独死対策といたしましては、市町村にお

いて、ひとり暮らしの要支援高齢者を対象に、福祉電

話の設置や配食サービス並びに緊急通報体制整備事業

等を行い、安否確認や孤独感の解消に努めているとこ

ろであります。また、地域包括支援センターにおいて

は、高齢者本人や家族等からの相談に応じるととも

に、見守りネットワークの構築などにより、高齢者と

介護者を総合的・包括的に支援しております。

　県としましては、今年度「地域支え合い体制づくり

事業」を実施し、市町村等が行う高齢者の見守り等の

取り組みを支援することとしております。

　続きまして、孤独死の分析と効果的対策についてお

答えいたします。

　高齢者の孤独死については、調査・分析を行うこと

は困難であると考えております。

　県といたしましては、今後、市町村、県警とも協力

して発生状況の把握に努めるとともに、引き続き市町

村が実施するひとり暮らし高齢者への施策に対して必

要な支援を行ってまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、た

だいまの前田政明君の質問に対する残りの答弁は、時

間の都合もありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時58分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の前田政明君の質問に対する答弁を続行いたし

ます。

　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　東日本大震災の被災者支

援と沖縄県の防災体制の対策に関する質問のうち、震

災復興財源についてお答えいたします。

　去る６月20日に「東日本大震災復興基本法」が成立

し、歳出の削減や復興債の発行による復興財源の確保

が規定されたところであります。また、国が設置した

「東日本大震災復興構想会議」でも復興のための財源

確保について、既存歳出の見直しや基幹税を中心に臨

時増税措置を検討すること等が提言されております。
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　今後、同会議の提言も踏まえ、国においてより適切

な財源確保のあり方について検討されていくものと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　東日本大震災の沖縄経済

への影響と対応についての御質問の中で、東日本大震

災による経済への影響調査についてお答えします。

　県では、４月に中小企業関係団体の会員企業など約

４万社を対象とした「東日本大震災の県内企業への影

響に関するアンケート調査」を実施し、県内商工分野

における震災後の現状把握を行ったところです。

　その調査結果によりますと、震災の影響があったと

答えた企業は56.7％になっており、業種別で見ると旅

行業100％、宿泊業88.9％、卸売業80.3％、小売業66.7

％、製造業60.0％となっております。

　主な影響としましては、旅行業や宿泊業について

は、旅行マインドの低下による予約のキャンセルや客

数の減少があり、卸売業や小売業については、サプラ

イチェーン寸断による原料調達や製品納期のおくれが

生じたとの結果になっております。

　次に、同じく東日本大震災の経済的影響と県の対応

についてお答えします。

　東日本大震災の発生により、沖縄県においても旅行

マインドの低下等による入域観光客の減少や県外出荷

花卉の需要減少など観光関連産業や農林水産業等へ影

響が生じております。また、サプライチェーン寸断に

伴う自動車など一部製品の納品に遅延が見られ、県内

消費者の需要を十分に満たせない状況も発生しており

ます。一方で、東京電力、関西電力による節電要請を

受け、企業による夏休み取得の推奨が予想されること

から沖縄への送客数増加が見込まれております。

　県としましては、このような状況を踏まえ、菊農家

の再生産に向けた取り組み支援などを実施するととも

に、今議会の補正予算（案）において観光振興強化に

関する経費約18億7000万円を計上しているところで

す。

　次に、沖縄振興についての御質問の中で、沖縄県民

が主人公である計画とすることについてお答えしま

す。

　復帰40年を経て沖縄を取り巻く環境は、国と地方の

役割の見直し、一括交付金化等の地方分権改革等の進

展に加え、グローバル経済の進展等大きな時代の節目

にあります。こうした中、県では、昨年３月に県民と

ともに20年後のあるべき沖縄の姿を描いた「沖縄21世

紀ビジョン」を策定いたしました。新たな計画は、県

民が望む将来像の実現を図るため、県民と一体となっ

た県民主体の県計画として策定するものであります。

この計画では、「強くしなやかな地域経済の構築」と

「沖縄らしい優しい社会の構築」を基軸として施策展

開することにより、「沖縄21世紀ビジョン」で県民が

望む将来像を実現していきたいと考えております。

　次に、鉄軌道実現のプロジェクトチーム配置につい

てお答えします。

　「沖縄県総合交通体系基本計画」における検討状

況、国が行う２年間の可能性調査の結果を踏まえなが

ら、必要な体制については、今後、検討していきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　孤独死問題の対

策の強化についての御質問の中で、孤独死など県内の

変死の状況、65歳以上の人数と各自治体別の状況、社

会的背景についてお答えします。

　県警察におきましては、孤独死についての統計はご

ざいませんので、警察が取り扱う死体の統計に基づい

てお答えをいたします。

　初めに、警察が取り扱う死体には、その死亡が犯罪

によらないことが明らかな死体、その死亡が犯罪によ

ることが明らかな死体、その死亡が犯罪によるかどう

か明らかでない死体があります。変死体とは、その死

亡が犯罪によるかどうか明らかでない死体を言いま

す。

　過去５年の死体取り扱い総数と65歳以上の死体取り

扱いについては、平成18年は総数1606体のうち734

体、平成19年は1612体のうち814体、平成20年は1612

体のうち813体、平成21年は1724体のうち836体、平成

22年は1687体のうち854体となっております。過去５

年間における死体取り扱い総数は8241体で、65歳以上

は4051体、全体の49.2％となっております。

　各自治体別の統計については、持ち合わせてござい

ませんが、平成22年中における各警察署の65歳以上の

死体取り扱いは、那覇警察署が204体、沖縄警察署が

90体、浦添警察署が65体、名護警察署が61体、うるま

警察署が58体、糸満警察署が55体、与那原警察署が51

体、宮古島警察署が46体、宜野湾警察署が45体、豊見

城警察署が44体、八重山警察署が38体、石川警察署が

34体、本部警察署が33体、嘉手納警察署が30体となっ

ております。

　次に、65歳以上の孤独死の社会的背景については、



－ 86 －

一般論で申し上げますと、都市化の進展や地域社会に

おける連帯意識の希薄化、核家族化等、家族構成の変

化などが考えられます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　県立郷土劇

場の実現に関する見解と対応についてお答えしたいと

思います。

　沖縄の文化の振興を図る上で、県立郷土劇場にかわ

る新たな文化発信交流の拠点となる施設は、重要なも

のと認識をしております。そのため今年度は、「文化

発信交流拠点環境整備調査」で県民を初め、観光客、

県内で活動する文化団体等のニーズを把握するととも

に、関係団体、専門家等で構成される検討委員会を設

置し、基本的なコンセプト、運営計画等を含めた基本

構想を取りまとめることとしており、今後整備に向け

た議論と検討を加速させていきたいと思っておりま

す。

○前田　政明君　答弁漏れ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時31分休憩

　　　午後１時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　前田議員の質問の中

で、海抜表示との質問への回答が漏れておりましたの

でここで答弁いたします。

　海抜表示につきましては、宜野湾市の一部で県内で

は実施されていると承知しております。

　こういうことも含めまして、県としましては市町村

とも連携し、避難訓練を実施する等の防災対策を強化

してまいりたいと考えております。

　以上、失礼をいたしました。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　再質問を行います。

　大城教育長、教科書検定意見について見解をお伺い

いたします。

　先ほど公室長からありました海抜表示についてです

けれども、自分のいる場所、勤めている場所、住んで

いる場所が海抜何メートルなのかとわかる表示は大変

大事だと思います。専門家の加藤琉大名誉教授が具体

的に提案しているんですけれども、沖縄電力と協力し

て電信柱に、この場所は大体海抜何メートルだとこう

いう表示をやることはすぐできるんじゃないかと。そ

うすれば大体何メートルだなというふうに自覚ができ

るんじゃないかという具体的な提案がありますので、

これはもう元電力の会長でありました知事、速やかに

お話をして直ちにできることですので、まず具体的な

問題としてこのことについて実現をしていただきた

い。知事の決意をお伺いいたします。

　それから辺野古は不可能であると、移設は不可能で

あると。これは大事なことだと思います。ぜひ知事、

振興策と基地とリンクして辺野古移設は絶対ないとい

うことで、このことについては知事から答弁がなかっ

たものですから、改めて知事の御決意、振興策と基地

とリンクして移設を認めることはないという決意を改

めて確認したいと思います。

　それからオスプレイ配備について、宜野湾市長と連

名で質問を出されたことは、本当に僕は県民を激励し

ていると思います。中身も大変鋭い視点で追及してい

ることに対しては、大変評価したいと思います。そう

いう面で危険なオスプレイの中身で、例えば高江の問

題で論じておりますけれども、高温を排気するガスに

よって山火事があったりとか、それでまた自然環境が

破壊されるとそういう視点も火災リスクについても質

問を出しております。それから下降気流が激しいと、

重いのは上がりますから、そういう面ではＣＨ46と比

べても大変じゃないかと。だからＮ－４は県道に近い

し、これはオートバイ事故などを含めて危惧されるん

じゃないかというふうに指摘をされております。この

指摘はまさに正しいことだと思うんです。

　そういう面で、これまでの高江のヘリパッドはオス

プレイパッドになりますので、これまでのヘリパッド

建設推進という立場を見直すべきじゃないかというこ

とでお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時36分休憩

　　　午後１時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の再質問に答弁い

たしますが、辺野古への移設の話と振興策等は、リン

クしないというのをきちっと知事もしっかりそういう

決意を開陳せよという御趣旨の御質問だったと思うん

ですが、無論、きのうも申し上げましたが、辺野古へ

の普天間基地の移設というのは、米軍普天間基地が危

険であるから、そして騒音も大変であると。今の宜野

湾にあること自身、非常に問題が大きい。したがっ
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て、一日も早く移設・返還を進めたいというのが私の

公約でもあり、目的がそういうことです。

　そして、もう一つ我々のこれからの沖縄振興法であ

るとか、振興計画をつくるということは、４つの条件

これはもう40年余り変わっておりませんが、沖縄の歴

史的な事情、そして沖縄の地理的な事情、自然的な事

情、そして最後は基地が集中しているという社会的な

事情、ここがある限り、実はこの40年余り変わってい

ません。ですから、無論一部には経済がかなりよく

なった、社会資本が整備されたとあるんですが、この

４つの事情といいますか、特殊な沖縄の事情というの

は基本的には変わっていません。ですからこれはこう

いうことを中心に、さらに現在ないしはこれから先の

我々のビジョンを実現していく上で必要なことを盛り

込んで延長を要求していくものですから、目的と必要

性が全く違うと思いますので、リンクすることはあり

得ないと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　再質問にお答えいたし

ます。

　まず、海抜表示の問題ですけれども、建物や電柱へ

の海抜表示につきましては、住民の避難意識を高める

効果があるものと考えておりまして、県内では宜野湾

市の一部で実施されております。この海抜表示も含め

まして、避難経路や避難訓練のあり方等も含め、この

防災計画の見直しの中で、市町村、電柱を管理してい

る企業とも十分相談をしてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、オスプレイと北部訓練場、ヘリパッド移設の

関連ですけれども、議員御指摘のように、オスプレイ

に関しましては29項目の質問状を出しております。そ

の中で、北部訓練場の関連では３項目の質問になって

おりまして、その回答を早急に県としては政府に求め

ているところでございます。

　いずれにしましても、県としてはＳＡＣＯの合意事

案を着実に実施し、段階的に基地の整理縮小を図るこ

とが現実的で実現可能な方法であると認識しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　再質問にお答えいたしま

す。

　教科書検定問題につきましては、平成19年９月に県

民大会が開催され、県や実行委員会及び県教育委員会

が政府及び関係団体へ検定意見の撤回等を要請してま

いりました。その結果として高校歴史教科書の訂正申

請が承認され、広い意味での日本軍の関与の記述が回

復されたとともに、沖縄戦における集団自決の背景の

説明や県民大会についての記載がなされており、高校

生がこれまで同様に学習ができるものと考えておりま

す。

　今回の最高裁の判決は、沖縄県民の思いを受けとめ

た判決であると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時43分休憩

　　　午後１時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　再々質問になっておりますけれど

も、電柱ですね、海抜。知事、単純明快なので余り中

途半端なことじゃなくて、本当に県民の安全を守るた

めには一番わかりやすい、自覚しやすいものだと思う

んです。ですから、これはすぐできることなので、こ

このところは公室長も答弁しましたけれども非常にあ

いまいなので、この電柱に対する海抜表示、これはぜ

ひ実現していただきたいと思いますので、これについ

ては知事の御答弁をお願いしたいと思います。

　私どもは、今大事なこの時期に知事が沖縄のどこに

も基地は受け入れられない、辺野古は不可能だとこう

いう立場で最後まで県民とともに歩んでいただきたい

と。そういう面では高江のヘリパッドも質問の中身か

らしますと、私は見直すべきだと思いますので、この

ことも含めて沖縄の苦難を軽減するために、今、私た

ちが一致団結して頑張るべきだと思います。日本共産

党も県民・国民の皆さん、議員の皆さんと一緒に基地

のない沖縄を目指して頑張ってまいりたいと思いま

す。どうもありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時46分休憩

　　　午後１時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　再々質問にお答えしたいと

思うんですが、確かに一つのお考えだと思いますし、

あの電柱というのは、私がいた時代も実は広告から始

まっていろんなことが書き込まれております。これ
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は、すぐれて電力会社にお願いし相談するしかありま

せんので、私のほうでちょっと相談をかけて、書ける

ものなら書いたらどうかという提案まではしてみよう

かと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　こんにちは。

　公明党・県民会議を代表して質問をさせていただき

ます。

　まず初めに、今回東日本大震災で亡くなられた方々

にお悔やみを申し上げるとともに、また被災者の皆さ

ん方には衷心よりお見舞いを申し上げたいと思いま

す。

　では、質問に入ります。

　１、新たな沖縄振興に関する取り組みについて伺い

ます。

　本年度で期限切れを迎える沖縄振興計画に続く、新

たな振興法・新計画の議論が展開されております。県

は、これまでその準備に鋭意取り組んで国にも要請を

してきました。公明党・県民会議としても、実現に向

けて共同責任を果たすつもりで、党中央に沖縄問題を

取り扱う「沖縄21世紀委員会」所属の衆参国会議員５

人に沖縄に来ていただき、新たな振興法や「沖縄21世

紀ビジョン」、新たな駐留軍用地跡地利用推進法案な

ど勉強会を重ねてまいりました。その上で実現に向

け、内閣府への要請も行ってまいりました。

　今、まさに政治力が問われております。このテーマ

については、ぜひ与野党の立場を超えて、県民の立場

に立って実現させたいものであります。

　以下、質問をいたします。

　茨、新たな振興法・新計画の進瀧状況はどうか。ま

た、実現に向けての県の戦略をお示しいただきたいと

思います。

　芋、新たな振興法や新計画の要望と平成24年度予算

要求との兼ね合いをどのように取り組んでいきます

か。

　鰯、「新成長戦略「元気な日本」復活のシナリオ」

と銘打ち、地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、

国の施策の「選択と集中」の観点を最大限生かすこと

を目標に「総合特区制度」が創設されました。「国際

戦略総合特区」、「地域活性化総合特区」の２つのパ

ターンがあります。「総合特区」の認定を受ければ県

の条例で上位法を修正することも可能と聞いておりま

すが、積極的に活用すべきではないでしょうか。県の

新たな振興法、振興計画推進との併用も検討すべきで

はないかと思いますけれども、県のお考えをお聞かせ

ください。

　允、県が求める一括交付金について3000億円を要求

しておりますが、政府を説得するに当たって、3000億

円の積算根拠を明確にする必要があります。そのこと

についての方針をお聞かせください。

　次、基地問題について伺います。

　茨、普天間飛行場の移設問題について。

　普天間飛行場の移設について「最低でも県外」との

党首発言を受けて、県民は県内移設に反対し、県外移

設を求める決断をいたしました。しかしながら菅政権

は、さきの日米安全保障協議委員会（２プラス２）で

辺野古沿岸域にＶ字型の滑走路にすることを確認した

と報道されております。先日、仲井眞知事が菅総理に

県外移設を要請した際に、総理は普天間飛行場の固定

化を持ち出して知事に圧力をかけたとされておりま

す。

　これまで菅総理から、沖縄県民に対して感謝すると

か、謝罪するとか、ざんきにたえない等々の発言があ

りましたが、それらがいかに表面的で空虚なもので

あったかが明らかであります。

　我々沖縄県民が主張していることは、国土面積0.6

％の小さな島に74％の米軍基地を集中させて平然とし

ている日本政府の方針を見直せ、整理縮小により基地

負担の軽減をせよということであります。沖縄の経済

自立の観点から考えても米軍基地は、特に中南部の基

地は、県経済発展の阻害要因になっていることは明ら

かであります。米軍基地から見込まれる県民所得や雇

用効果よりも、返還させて県民がみずから活用するこ

とのほうが所得の面からも雇用の面からもはるかに上

回ることは、新都心やハンビー・美浜地区の例からも

明瞭であります。

　一方、現実的解決策として、根拠のない騒音軽減を

前提とした嘉手納統合案や基地内移設のシュワブ陸上

案、果ては地域振興と引きかえに純真な住民をもてあ

そぶ国頭村安波案など、県民世論を分断し、暗躍する

県選出の国会議員がいるとの報道がありますが、言語

道断であります。沖縄県民は、金銭や条件次第でどう

にでもなるとの誤ったメッセージを日本政府やアメリ

カに発信することになりかねない行動は厳しく糾弾す

べきであります。

　そこで知事に伺います。

　２プラス２で確認された辺野古案や嘉手納統合案、

シュワブ陸上案、国頭村安波案などの県内移設案に関

し、知事の見解をお聞かせください。

　芋、普天間飛行場へのオスプレイ配備について、知

事の見解を求めます。
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　鰯、日米地位協定の改定について、実効ある見直し

への取り組みをどうするかお答えいただきたいと思い

ます。

　允、固定資産税のかわりの財源となる基地交付金が

固定資産税相当額の半分以下しか交付されていないこ

とが沖縄市の調査で明らかになったと報道されており

ます。2009年度の差額は27億円にも上るとされており

ます。県としてこの問題にどうかかわるのか、関係市

町村との連携の上、国に適正額を要求すべきではない

でしょうか。

　３、東日本大震災への対応について。

　３月11日の東日本大震災は、かつてない甚大な被害

をもたらしたという意味で、今後の地震や津波に対す

る防災対策に決定的な影響を与えることになることは

間違いありません。

　私ども公明党・県民会議も今月13日から16日までの

間、福島県庁、岩手県宮古市、宮城県気仙沼市を訪問

し、県民からお預かりした義援金もお届けしてまいり

ました。テレビや新聞などのマスコミ情報で予備知識

はあったものの、現実を目の当たりにしたとき、余り

の被害の大きさにアキサミヨー、アキサミヨーという

以外の言葉が出てきませんでした。この機会に、我が

沖縄県としてもこれまでの防災計画をいま一度再検討

し、いざというときに想定外という言葉で片づけるこ

とのないよう、準備を徹底していかなければなりませ

ん｡

　以下、質問します。

　茨、沖縄県地域防災計画について、地震や津波、火

事などをどう想定するか。そして、電気、通信などの

確保、避難計画や避難訓練等どのように見直していく

のか、今後の取り組みについて伺います。

　芋、県の防災計画と市町村の計画は連動しており、

整合性が求められます。市町村との連携のとり方や地

域自治会などコミュニティーの意識啓発などの取り組

みをいかに進めていくかお答えください。

　鰯、今回の大震災で浮き彫りになったこととして液

状化の問題があります。県内の液状化が懸念される

マップを作成し、長期的視点からの対策を検討すべき

ではないでしょうか。

　允、地震発災時を想定した行政の業務継続計画につ

いて県計画はどうなっているか。例えば発災後何分、

何時間で何人の職員が集まるとか、また、国や市町村

との連携をどうするかとかいろいろあると思います。

御説明をお願いします。

　印、阪神大震災の後、兵庫県西宮市が独自に開発し

た被災者支援システムが高い評価を受け、総務省から

全国の各自治体への導入促進が図られております。県

内市町村の導入状況はどうでしょうか。

　４、経済振興政策について。

　茨、中国人向け数次ビザ発給を観光誘客にどう生か

すか。

　政府は７月１日から沖縄県を訪問する中国人観光客

に対し、有効期間内なら何度でも使用できるビザを発

給することを決めました。最初の旅行で沖縄を訪問す

ることが発給の条件とのことであり、中国人誘客への

期待が高まっております。今後の誘客活動について御

説明をお願いします。

　芋、「ビジットおきなわ」計画について。

　ア、平成19年度から毎年観光誘客の目標値を設定し

て取り組んできましたが、今年度は、東日本大震災の

影響で数値目標の設定を再検討しているとのことであ

ります。数値の設定についてどのように取り組んでお

られますか。

　イ、東日本大震災の影響により、観光客数の減少が

懸念されます。その影響を極力抑えるために「沖縄観

光緊急特別対策」を実施することとしておりますが、

具体的な取り組みを御説明お願いします。

　鰯、格安航空会社について。

　全日本空輸などが設立した格安航空会社「ピーチ・

アビエーション」が関西空港を拠点に事業展開するこ

とになりました。この格安航空会社の那覇空港への就

航誘致の取り組みはいかがでしょうか。

　５、病院経営、健康・長寿、子育て支援について伺

います。

　茨、県立病院の経営改革の取り組みについて。

　病院事業局は、2010年度の決算見込みを発表し、経

常収支が２年連続で黒字化、しかも過去最高の18億円

余を記録したとの報道があります。７対１看護を導入

した南部医療センター・こども医療センターは10億円

余を初め、精和病院を除く各病院でも黒字化に成功し

たということであります。2011年度までの再建目標を

予定より早く達成できたことはまことに喜ばしいこと

でありますが、一方で過去の経営のあり方への率直な

分析も必要だと考えます。

　以下、質問します。

　ア、黒字化の要因は何でしょうか。そこから見えて

くる病院経営の重要ポイントをどのように分析してお

りますか。

　イ、これまで慢性的に赤字経営だった県立病院が短

期間で黒字化に成功したことは、逆の視点で考えると

き、従来の経営のあり方に大きな疑問符がつくのです

が、どのように分析しておりますか。



－ 90 －

　ウ、今後の経営のあり方として、独立行政法人化に

よる経営、公営企業法全適による経営についてどのよ

うに考えますか。

　エ、中部病院の７対１看護導入の進瀧状況と成果に

ついて御説明ください。

　オ、今後の他の県立病院への７対１看護体制の導入

計画について御説明をお願いします。

　芋、がん対策条例の制定について。

　がんは、病気による死亡の最大原因となっており、

今日３人に１人ががんで死亡している状況でありま

す。県民の生命及び健康にとって重大な問題となって

いることを考えれば、がんの予防及び早期発見の推

進、がん患者がひとしく科学的知見に基づく適切な医

療を受けることができるよう、医療提供体制が整備さ

れることは非常に重要であります。そのためには、県

としての責任を明確にし、がん対策への積極的取り組

みの方針を県民に示すために、がん対策条例の制定が

求められております。県のがん対策条例に対する方針

をお聞かせください。

　鰯、子宮頸がん予防ワクチン接種、ヒブ、小児用肺

炎球菌の予防ワクチン接種の取り組み状況について御

説明をお願いします。

　６、文化芸術、観光振興について。

　平田部長、文化観光スポーツ部長への就任、改めて

お喜びを申し上げます。また、仲井眞知事の英断に心

から喝采を送るものであります。県民だれもが賛嘆

し、敬意を払う平田部長のこれまでの文化芸術分野で

の活躍は県内のみならず、県外・国外にまで鳴り響

き、高い評価がなされております。南島詩人・平田大

一さんの文章に次の一節があります。「「戦いの力」

ではなく「文化の力」で琉球をまとめ上げていく。」、

「「時代の架け橋、次代の息吹」とは「伝統と未来」。

どちらも大切なのである。自信に満ち溢れた「文化」

に人は集う！僕が思う「文化」の可能性は無限に広が

る。」とあります。実践に裏づけられた表現には、力

強い説得力があります。

　沖縄の文化振興、経済振興にこれまでの経験を思う

存分発揮され、大いに貢献されんことを願って、以下

質問をいたします。

　茨、沖縄の伝統芸能、舞踊、音楽、空手などの文化

振興と沖縄の観光産業を含めた経済振興との関係性に

ついて、平田部長の見解をお関かせください。

　芋、文化芸術振興条例の制定について、文化芸術

は、県民の誇りと自信を喚起し、心豊かな人間性を養

い、次代を担う人材育成にも大きな役割を持つもので

あります。特に、他の都道府県と比べてみても文化芸

能や音楽、舞踊、空手など独特な世界を持つ沖縄にお

いて、文化芸術振興に関する理念と指針を明確にする

ことは大きな意義があります。

　そこで、文化芸術振興条例を定め、県民挙げて文化

芸術振興への思いを共有していくことが求められてお

ります。県の考えをお聞かせください。

　鰯、県立郷土劇場再建の進瀧状況について御説明を

お願いします。

　允、空手道会館建設の進瀧状況について御説明をお

願いします。

　印、公式サッカー場建設について。

　ア、県総合運動公園に建設予定の公式サッカー場建

設の取り組みがおくれております。地元沖縄からＪ２

を目指して頑張っているサッカーチームがあり、多く

の県民のファンから早期の公式サッカー場の建設が期

待されております。今後のスケジュールの御説明をお

願いします。

　イ、他の都道府県のサッカーチームの場合、地元自

治体の物心両面からの支援体制により成績の向上、人

材育成、地域経済への貢献がなされております。県と

しても、金額の多少にかかわらず具体的支援策として

ＦＣ琉球への出資をすることで後押しをすることが求

められております。ぜひ御検討いただきたいのです

が、いかがでしょうか。

　７、エネルギー政策について。

　「沖縄県エネルギービジョン」については、県は、

平成22年７月に「沖縄県エネルギービジョン」を策定

しました。本ビジョンは、エネルギー自給率の向上や

低炭素社会への方向性を目指すものとなっておりま

す。

　以下、伺います。

　ア、東日本大震災後、全国的に節電や再生可能エネ

ルギー利用の促進が叫ばれるようになりましたが、県

は、再生可能エネルギー拡大に向けてどのように取り

組んでいきますか。

　イ、このビジョン実現に向けて市町村や民間、消費

者との連携、啓発活動などどのように取り組んでいき

ますか。

　ウ、最近注目を集めている液化天然ガス（ＬＮＧ）

発電について県の考え方はいかがでしょうか。

　８、観光行政について。

　茨、公共関与最終処分場建設についての進瀧状況を

御説明ください。

　芋、沖縄市倉敷の産廃ごみ問題について県の対応を

御説明ください。

　９、教育政策について。
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　ア、県教育委員会は、日本語力に支障のある海外帰

国生徒に配慮する高校入試特別枠についてどのように

考えておりますか。

　イ、県内中学生の中で、帰国子女や基地内学校から

転校した生徒など、高校入試の特別枠を必要とする生

徒の実態調査を実施したことがありますか。

　ウ、全国的にはこの制度の実施状況はどうでしょう

か。

　エ、今後、海外帰国生徒の高校入試特別枠の設置が

必要と考えますがいかがでしょうか。

　芋、教育の情報化ビジョンについて。

　文科省は、本年４月に「教育の情報化ビジョン」を

発表しております。21世紀に生きる子供たちに求めら

れている能力をはぐくむために、情報技術を活用した

教育はますます重要になってきております。子供たち

一人一人の能力や特性に応じた学び、わかりやすい授

業を進める上で極めて重要なツールであります。

　以下、質問します。

　ア、学校現場での情報端末、例えば電子黒板やデジ

タル教科書等の導入状況はどうか。

　イ、校内ＬＡＮ整備率、光ファイバ一接続状況はど

うか。

　ウ、特別支援教育への情報通信技術の活用状況はど

うか。

　エ、教員の情報技術活用の現状と技術力アップの取

り組みについて伺います。

　鰯、幼稚園の３年保育について伺います。

　ア、３年保育に対する教育長の認識を伺います。

　イ、県内の３年保育実施状況はどうか。２年前に質

問したときからどう進展したのか。

　ウ、全国の幼稚園３年保育の実施状況はどうか。

　エ、３年保育実施のためには、市町村の財政や人的

配置がかぎになります。その課題をいかに克服してい

きますか。

　10、土建部関連について。

　茨、沖縄市山里地区再開発事業への県の支援策につ

いて御説明をお願いします。

　芋、中城湾港での定期船就航実験事業についての御

説明をお願いします。

　11、農水産業について。

　茨、香港やシンガポールなど東南アジアに輸出する

県産の牛肉の濁畜が県内の食肉センターではできず、

県外に移送した上で処理し、その上で輸出するという

仕組みになっているようです。なぜでしょうか、理由

を伺います。

　12、離島振興策について。

　離島住民の交通、輸送、医療、教育など生活コスト

の低減化について県の方針を御説明ください。よろし

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、新たな沖縄振興に関する取り組みに係

る御質問の中で、新たな計画の進瀧状況いかんという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　新たな計画につきましては、去る４月18日の沖縄県

振興審議会におきまして、私から審議会会長へ「新た

な計画の基本的考え方」の諮問を行ったところでござ

います。その後、各専門部会の審議も終了し、６月21

日の正副部会長会議におきまして、各部会における調

査審議概要の報告や「新たな計画の基本的考え方」の

修正内容等につきまして審議がなされたところでござ

います。

　今後は、審議会会長からの答申を踏まえ、「新たな

計画の基本的考え方」を決定する予定となっておりま

す。

　一方、国に対しましては、沖縄県が策定する新たな

計画への支援や一括交付金、そして各種制度の実現な

どを要請しているところであります。菅総理大臣は、

６月23日の沖縄全戦没者追悼式におけるあいさつの中

で、沖縄県が主体となる計画などについて述べられて

おります。

　沖縄県といたしましては、議員各位の一層の御理

解、そして御協力をお願い申し上げますとともに、県

選出国会議員の皆様や各政党に対しても新法制定の必

要性や新たな計画についてしっかり説明をし、御支援

をいただきながら、新たな法律制定の実現に向け取り

組んでまいる所存でございます。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、日米安全保障

協議委員会における辺野古案確認についての御質問に

お答えいたします。

　去る６月21日、日米安全保障協議委員会において

「沖縄における再編」等を含む共同発表がありまし

た。普天間飛行場の代替施設について、位置、配置及

び工法の検証及び確認を完了したとのことでございま

す。

　昨年５月の日米共同発表は、県外移設の実現に期待

する声が高まっている中で唐突に行われたものであ

り、県民の間に大きな失望を招きました。その後、政

府に対し県民の納得のいく説明と解決策を求めてまい

りましたが、これらは依然として示されておりませ
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ん。これまで日米両政府に対し、地元の理解を得られ

ない移設案を実現することは、事実上不可能であると

機会あるごとに申し上げてきたにもかかわらず、今回

このような決定がなされたことはまことに遺憾であり

ます。

　県としましては、日米両政府は、普天間飛行場の県

外移設の実現に向け真摯に取り組むべきであると考

え、この旨要請をしているところであります。

　基地問題に係る御質問の中で、辺野古案以外の県内

移設案についての御質問にお答えいたします。

　辺野古以外の県内移設案につきましてさまざまな提

案があることは、報道等により承知いたしておりま

す。しかし、具体的な内容につきましては把握いたし

ておりません。

　いずれにしましても、日米共同発表を見直し、普天

間飛行場の県外移設を求める県の考え方に変わりはご

ざいません。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興に関する

取り組みについての御質問の中で、平成24年度予算要

求との兼ね合いについてお答えします。

　沖縄県は、新たな沖縄振興に向け、52の制度と沖縄

振興一括交付金の創設等を国へ要望しているところで

あります。

　現在、総務部と企画部が連携し、平成24年度予算要

求に向けて必要となる国庫総額について調査・整理し

ているところでございますが、県民が求める将来像実

現に向け、産業、雇用、社会資本整備、教育、医療・

福祉など「沖縄21世紀ビジョン」計画に盛り込んだ施

策を展開する新たな計画初年度にふさわしい概算要求

資料を取りまとめてまいりたいと考えております。

　次に、総合特区の新たな振興法、振興計画との併用

についてお答えします。

　総合特区制度は、地域の包括的・戦略的な取り組み

について、規制・制度の特例措置、税制及び財政・金

融上の支援措置を総合的に実施することを盛り込み、

海外に対して競争力のある産業を育てることを目的と

した「国際戦略総合特区」、地域の活力を高めること

を目的とした「地域活性化総合特区」の２つのパター

ンが法定されております。

　沖縄県としましては、現在国に求めている制度提言

を踏まえつつ、沖縄振興策の一つとして総合特区制度

の導入についても検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、沖縄振興一括交付金の積算についてお答えい

たします。

　沖縄振興予算は、全国の公共事業費の削減と連動し

て、ピーク時の平成10年度最終予算の4713億円から平

成23年度当初予算では2301億円と半減してきており、

今後さらに沖縄振興予算が削減されることを非常に危

惧しているところであります。また、沖縄県は、全国

と異なる社会構造の中で産業振興、雇用、離島、教

育、子育て、医療・福祉などさまざまな課題を今なお

抱えており、これらの課題解決に向けた施策を展開す

るために必要な財源を確保していく必要があります。

　これらのことから、沖縄県としては、現行の内閣府

沖縄担当部局予算の国直轄事業費や補助金等の一括交

付金化に加え、従来の補助金等では対象とされていな

い交通・物流コスト対策、待機児童の解消、離島の定

住支援などの新たな沖縄振興のための予算額を加算す

ることを国へ要望しているところであります。

　次に、基地問題についての御質問の中で、基地交付

金の交付額は固定資産税相当額の半分以下ということ

について、県はどうかかわるかという趣旨の御質問に

お答えします。

　基地交付金は、米軍や自衛隊の施設が所在する市町

村への財政上の影響等を考慮して、総務大臣が所在市

町村に対して、毎年度の予算の範囲内において使途の

制限のない一般財源として交付するものです。

　県としましては、「基地が所在することで市町村財

政に著しい影響があることに対する措置」という基地

交付金制度の趣旨を踏まえ、基地所在都道府県や県内

の基地所在市町村と連携しながら適切に対応していき

たいと考えております。

　次に、東日本大震災への対応、今後の防災計画につ

いての御質問の中で、「被災者支援システム」の県内

市町村への導入状況についてお答えします。

　「被災者支援システム」は、平成７年の阪神・淡路

大震災を踏まえ、地震や台風などの災害発生時におけ

る被災者支援業務のためのシステムとして、兵庫県西

宮市において開発、導入されております。

　平成21年１月に、総務省より「被災者支援システ

ム」の積極的利用を呼びかける文書及び同システムの

ＣＤ－ＲＯＭが都道府県及び市町村に配布されてお

り、現時点において県内市町村における導入実績はあ

りませんが、検討中とするものが６団体となっており

ます。

　県としましては、東日本大震災において同システム

が有効に活用されていると聞いており、今後、県内市
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町村において同システムの活用が図られるよう、導入

事例の紹介など積極的に取り組んでいきたいと考えて

おります。

　次に、経済振興政策についての御質問の中で、格安

航空会社（ＬＣＣ）の那覇空港への誘致についてお答

えします。

　全日本空輸などが出資して設立した格安航空会社

「ピーチ・アビエーション」は、関空から４時間圏内

の都市への就航を想定しており、平成24年３月に福岡

と札幌、同５月にソウルの３路線からスタートする計

画であると聞いております。

　県としましては、国内及び国際観光客の増加につな

がり、観光産業の振興に資することから、同社につい

ても新規路線開拓の要望も含め、誘致活動を行ってい

きたいと考えております。

　次に、離島振興政策についての御質問の中で、離島

住民の交通及び輸送コストの低減化についてお答えし

ます。

　離島の定住条件を改善し、その振興を図っていくた

めには、離島住民の交通コスト及び輸送コストの軽減

は重要な課題であると認識しております。そのため、

県では、国に対し船賃及び航空運賃の低減及び離島住

民の割高な生活コストを軽減するための新たな制度の

創設を求めているところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、ＭＶ22オスプレイの配備についてお答え

いたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。沖縄県としては、当該機種が過去の開発段階

において死亡事故を起こしていること等から県民が不

安を抱いており、十分な情報が示されない現状では当

該配備については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、オスプレイの具体的な運

用上の問題等についての質問文書を防衛省へ提出し、

速やかな回答と説明を求めたところであります。

　次に、日米地位協定の見直しについてお答えいたし

ます。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。現在、民主党政権では、「日米地位協定の改

定を提起する」としておりますが、政府からはいまだ

改定の方針等が示されていないことから、本年２月８

日には軍転協を通じ、５月７日には防衛大臣、５月28

日には外務大臣に対して知事が直接、早急に見直し作

業に着手するよう求めたところであります。

　県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会等と

も連携しながら、沖縄政策協議会のもとに設置された

米軍基地負担軽減部会等を通して粘り強く地位協定の

見直しを求めてまいりたいと考えております。

　次に、東日本大震災への対応、今後の防災計画につ

いての御質問の中で、県の地震・津波の想定及びライ

フラインの確保策、避難計画・避難訓練についてお答

えいたします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、６月16

日に琉球大学教授等の専門家で構成される「沖縄県地

震・津波想定検討委員会」を設置するとともに、６月

21日には市町村防災担当課長会議を開催し、県及び市

町村の地域防災計画の見直し作業等を進めているとこ

ろであります。この中で、災害時における電気・通信

などライフラインの確保策や住民の避難計画・避難訓

練のあり方等についても市町村や関係機関と連携して

検討を行い、県や市町村の地域防災計画の見直し等に

反映させていきたいと考えております。

　次に、防災意識の向上に係る県の取り組みについて

お答えいたします。

　県におきましては、災害時の被害を最小限に抑える

ためには、県や市町村の取り組みだけではなく、住民

の防災意識の向上や地域ぐるみの防災活動が重要であ

ると考えております。これまで各市町村との連携のも

と自主防災組織の結成や活動の支援などを行ってまい

りましたが、東日本大震災の教訓を踏まえ、防災訓練

や防災教育等の取り組みを強化し、市町村、県議会と

も連携しながら県民の防災意識の普及啓発に一層努め

てまいりたいと考えております。

　次に、液状化への対策についてお答えいたします。

　東日本大震災においては、埋立地など地盤の弱い地

域で液状化現象が起こり、家屋が傾くなどの被害が発

生いたしました。液状化現象が起こるような地盤の弱

い場所が県内のどの地域にあるのかにつきましては、

今後ボーリング調査などによる詳細な調査が必要と考

えられております。

　県としましては、専門家の意見を積極的に聴取しつ

つ、国・市町村等関係機関と連携し、今後の東日本大

震災の教訓を踏まえた防災対策の見直しの中で液状化

現象への対策について検討してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、地震等の災害発生時における県の業務継続計

画についてお答えいたします。



－ 94 －

　地震等の災害発生時における業務継続計画につきま

しては、各部局において計画を策定し実施することと

しております。

　また、地域防災計画では、災害の発生または発生の

おそれがある場合には、その規模に応じた職員が定め

られた場所に登庁し、災害対策本部の業務などあらか

じめ定められた災害対策を推進することとしており、

県におきましては、４段階の災害対策要員配備体制を

定めております。

　災害発生時における国や市町村、関係機関・団体と

の連携につきましては、県に設置される災害対策本部

に関係機関が参加して調整を図るとともに、防災行政

無線等により連絡を密にとっていくこととしておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　数次ビザ発

給と観光誘客についての問いにお答えいたします。

　沖縄を訪問する中国人個人観光客への数次ビザ発給

につきましては、沖縄の国際観光振興に大きな追い風

になると考えております。

　沖縄県では、ビザ創設に伴うキャンペーンを官民一

体となって展開するため、６月７日に観光関係事業者

を対象に当該制度やキャンペーン内容についての説明

会を開催しております。キャンペーンとしましては、

「沖縄から始まる日本の旅～３年間日本自由旅行～」

をキャッチフレーズに、中国におきましてもトップ

セールスを実施するほか、中国国内メディアでの沖縄

情報の発信や上海及び新たに就航予定の北京定期便の

利用の促進等に取り組むこととしております。

　本県では、これらの取り組みの拡充を図るため、本

議会において補正予算を計上したところであり、数次

ビザ発給制度の創設を最大限活用した観光誘客の展開

をこれからも積極的に図っていきたいと考えておりま

す。

　続きまして、今年度の「ビジットおきなわ計画」の

数値目標の設定に関する取り組み状況についてお答え

いたします。

　沖縄県の入域観光客数は、４月と５月の２カ月間の

合計で対前年度と比較して約18万人の減、マイナス

19.3％の厳しい状況となっております。しかしなが

ら、今後は、国内企業の電力需要の調整による夏季休

暇の長期化や本土―那覇間の航空路線の増便などが予

定されていること、また、海外につきましては、中国

人観光客に対する数次ビザの発給開始や北京―那覇路

線の新設など航空路線の拡充が予定されていることか

ら、回復基調に転ずるものと考えております。

　県としましては、このような状況を踏まえ、今年度

の目標値について入域観光客数600万人、うち外国人

40万人と設定することとしております。目標の達成に

向けては、文化・スポーツ・医療などを活用した新た

な観光メニューの開発を促進するとともに、国内外に

対する情報発信や誘客キャンペーンなど官民一体と

なった取り組みを積極的に推進してまいりたいと考え

ております。

　続きまして、沖縄観光緊急特別対策についてお答え

いたします。

　沖縄県では、４月12日に「東日本大震災に伴う被災

者支援及び沖縄観光振興緊急対策」を発表し、県内対

策や国内対策、海外対策に取り組んでまいりました。

県内対策としましては、ホテルのウチナーンチュプラ

ンの県民周知や利用依頼等により県民向け需要喚起を

行ったほか、６月16日には災害対応の意識の高揚を図

るための「沖縄観光危機管理セミナー」を開催してお

ります。国内対策としましては、修学旅行運賃の引き

下げ等を航空会社に要請をしたほか、旅行社の沖縄プ

ロモーションへの支援等を実施しております。また、

海外対策としましては、重点市場である台湾や香港、

中国、韓国を中心に、有力メディアを招聘しての沖縄

情報の発信等に取り組んできております。さらには、

国際観光振興のため、一定以上の所得者のビザの免除

や着陸料等の免除を政府に対し要請していたところ、

５月28日に沖縄を訪問する中国人個人観光客に対する

数次ビザ制度が創設されております。

　続きまして、文化芸術、観光振興について、文化振

興と経済振興との関係性についてお答えいたします。

　琉球舞踊や組踊、空手などの沖縄文化は、その芸術

性と精神性において世界的に高く評価され、ワッター

シマウチナーの大きな魅力となっております。これら

に代表された沖縄独自の文化をさらに発展させ世界へ

発信することにより、沖縄観光の競争力強化につなが

るとともに、文化産業関連の雇用創出等にも寄与する

ものと確信しております。

　ところで、私は、以前から「感動産業」という沖縄

の新しい仕事の形を提唱しておりました。文化やス

ポーツは「感動体験」そのものであり、磨き方によっ

ては、それは強烈な磁力を持った「マグネットコンテ

ンツ」と呼ばれるものになります。その「マグネッ

ト」に引き寄せられた「人の交流」が活発になると

「観光産業」となり、訪れた人たちが出会った「本物

の感動」を持ち帰りたいとなれば、そこで関連の商品
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やグッズが売れて「経済振興」が図られます。「文化

振興」というその「マグネット」をより強くすること

で、それに関連する新たなコンテンツ・産業をつくり

出していく。この関係性を「感動産業クラスター構

想」と位置づけ、相乗効果を発揮していく中で経済振

興も図られるものと考えており、思うに「文化観光ス

ポーツ部」という新設された我が部の意義もそこにあ

ると認識しております。

　続きまして、文化芸術振興条例の制定に関する県の

方針と進瀧状況についてお答えいたします。

　現在、本県では沖縄県文化振興指針を策定してお

り、それに基づき「平和で安らぎと活力のある文化の

薫り高い県づくり」を目標として施策を進めていると

ころであります。

　文化芸術振興条例につきましては、県議会で「文化

議員連盟」が結成され、議員提案による同条例制定の

動きもあると伺っており、今後は関係者等との意見交

換などを踏まえ研究してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、県立郷土劇場再建の進瀧状況についてお答え

いたします。

　県立郷土劇場にかわる新たな文化発信、交流の拠点

となる施設の整備に向けて今年度調査検討を行うこと

としており、早速専門家から意見を聞き、施設のあり

方についての検討委員会設置に向けた準備を進めてい

るところであります。

　今後の取り組みといたしましては、県民、観光客、

県内で活動する文化団体のニーズ把握や県内外の公立

文化施設の実態調査などを行うこととしております。

あわせて検討委員会で議論を重ね、今年度中に基本的

なコンセプト、運営計画等を含めた基本構想を取りま

とめることとしております。

　次に、空手道会館建設の進瀧状況についてお答えい

たします。

　空手道会館の建設につきましては、沖縄伝統空手を

振興する観点から、これまで空手関係団体等と意見交

換を行ってまいりました。今年度は、沖縄伝統空手の

歴史的・文化的意義の整理を初め建設のコンセプトや

必要な機能等に係る調査を実施することとしておりま

す。今年度の調査を踏まえ、次年度は建設に向けてふ

さわしい立地環境や具体的運営方法について検討を進

めていきたいと考えております。

　続きまして、公式サッカー場建設の進瀧状況につい

てお答えいたします。

　公式サッカー場建設につきましては、県総合運動公

園陸上競技場を改修し、暫定的にＪ２公式戦に使用す

るための調査をことし１月に実施したところ、改修内

容についてＪリーグから多くの指摘を受けたことか

ら、改修計画に係る調査を継続しているところであり

ます。

　今後、Ｊリーグとの調整を経て、早期に県総合運動

公園陸上競技場の改修に係る実施設計を完了し、改修

工事を実施する予定であります。また、Ｊ１公式戦が

開催可能なサッカー場の整備に向けて、今年度サッ

カーの観光活用の可能性やスタジアムに必要な機能等

に係る基礎調査を実施してまいります。

　ＦＣ琉球への県の出資についてとの問いにお答えい

たします。

　ＦＣ琉球につきましては、マスコミ報道等にもあり

ますとおり、ＪＦＬの上位２チームに与えられます天

皇杯サッカー全日本選手権大会のシード権を獲得する

など、その活躍は目覚ましいものがあります。県は、

ＦＣ琉球に対し、これまでホームタウン宣言を初め練

習場の確保及び集客のための広報活動への協力・支援

を行ってきたところであります。

　県からの出資につきましては、ＦＣ琉球を応援する

県民機運の高まりやＦＣ琉球の地域への貢献などを考

慮し、運営母体である株式会社ドリームファクトリー

と意見交換を行いながら引き続き検討してまいりたい

と思っております。

　以上です。ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　病院経営、健康・長

寿、子育て支援についての御質問の中で、黒字化の要

因と経営分析についてお答えいたします。

　平成22年度は、一般会計からの繰入金の増額による

支援の継続、診療報酬改定、南部医療センター・こど

も医療センターでの７対１看護配置基準の取得、入院

患者数の増加等により収益が増加した一方で、給与費

等の費用を抑制したことで利益が拡大したと分析して

おります。

　病院事業においては、地域において必要とされる医

療を適正に提供することにより収益性を向上させると

ともに、明確な経営目標を設定することにより職員の

意識改革を図ることが重要と考えております。

　次に、経営のあり方についてお答えいたします。

　過去、４次にわたる健全化計画の策定を行ってきま

したが、実効性のある経営改善には至らず、経営状況

は悪化を続けてきました。要因の第１は、患者数の減

少傾向への取り組みや設備投資による元利償還金の増

加等にあると分析しております。このため、７対１看
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護の導入など経営環境の変化への柔軟な対応や必要な

設備投資の適切な実施により、持続的な病院事業の運

営を目指してまいりたいと考えております。

　次に、中部病院の７対１看護体制導入の進瀧状況等

についてお答えいたします。

　中部病院では、ことし５月から７対１看護体制を実

施しております。病院現場からは、ゆとりを持って一

人一人の患者のケアができるようになった、夜勤体制

が厚くなり、より安全に看護ができるようになった、

新人の指導、サポートに当たる時間がふえたなど評価

する声が上がっています。

　次に、今後の７対１看護体制の導入についてお答え

いたします。

　県立北部病院等への７対１看護体制の導入について

は、南部医療センター・こども医療センター及び中部

病院での実施状況や経営への影響等を考慮する必要が

あることから、病院事業局内に人員体制検討チームを

設置し検討を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　県立病院事業の経営

形態についてお答えいたします。

　県立病院の役割である地域において必要とされる医

療を持続的・安定的に提供していくためには、病院経

営の自立性と健全性を高めることが重要であり、県立

病院の経営形態は、このことを踏まえ検討を行う必要

があります。

　県においては、「県立病院のあり方に関する基本構

想」に基づき、病院事業局の「経営再建計画」に沿っ

た経営全般にわたる改革の取り組みの成果を検証して

いるところであり、病院事業の経営形態については、

経営再建検証委員会による平成23年度決算の検証結果

も参考にして最終的に判断することとしております。

　続きまして、がん対策条例の制定方針についてお答

えいたします。

　沖縄県がん対策推進条例（仮称）につきましては、

平成23年度中を目途に制定することで取り組んでいま

す。

　条例案の検討に向け、去る５月20日に関係団体等に

意見を伺ったところ、医療関係者、患者関係者及び県

民各層で構成する条例検討会を設けてほしいとの要望

があり、現在、その設置に向けて調整しているところ

であります。

　続きまして、子宮頸がん予防ワクチン等の接種の取

り組み状況についてお答えいたします。

　県内の市町村においては、７月に事業開始予定の１

村以外のすべての市町村で３種のワクチン接種事業が

開始されております。

　県としては、市町村及び医療機関と連携を図りなが

ら、新聞広告やポスターにより同ワクチンの接種を県

民に広く広報しております。なお、市町村においても

説明会の開催、広報誌への掲載等により対象者への周

知を図っているところであります。

　続きまして、離島住民の医療に係る生活コストの低

減化についてお答えいたします。

　本県の離島においては、当該地域の医療機能等から

本島の医療機関を受診せざるを得ない患者がおりま

す。県としては、これらの患者等に対し本島への受診

に係る交通費負担の軽減を図るため財政支援を国に要

望しているところであります。また、離島地域におい

て可能な限り治療が行えるよう遠隔医療や専門医によ

る巡回診療の実施を検討しているところであり、その

財政支援についても国に要望しております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　エネルギー政策の中

で、再生可能エネルギーの拡大に向けた取り組み、も

う一つは市町村等との連携、啓発活動の取り組みにつ

いて、これらは関連いたしますので一括して答弁させ

ていただきます。

　平成22年度に県が策定した「沖縄県エネルギービ

ジョン」では、１次エネルギーに占める新エネルギー

の導入割合を2020年で４％、2030年で10％とすること

としております。

　県は、新エネルギーの普及促進のため、平成23年度

から「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」

において、４メガワットの風力発電、１メガワットの

太陽光発電の整備等に取り組んでおります。また、

「新たな沖縄振興のための制度提言」におきまして

は、民間事業者や一般消費者等を対象としたグリーン

投資税額控除等の新エネルギー導入に対する支援制度

を要望をしているところであります。

　県といたしましては、本ビジョンの目標達成に向け

て市町村等と連携し、再生可能エネルギーの導入拡大

に積極的に取り組んでいく考えでございます。

　続きまして、液化天然ガス発電に関する県の考え方

についてお答えいたします。

　液化天然ガス、いわゆるＬＮＧを燃料とした発電

は、石炭に比べ発電コストは割高なものの、燃焼時に

おける硫黄酸化物やばいじんの発生がないこと、二酸
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化炭素の排出量が少ないことからクリーンなエネル

ギーであると考えております。

　ＬＮＧを燃料とする沖縄電力吉の浦火力発電所が平

成24年に運転開始される予定となっておりますが、こ

れにより県内の二酸化炭素排出量が大幅に削減される

ものと理解しております。また、燃料を多様化するこ

とで電力の安定供給に寄与するものと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　公共関与産業廃棄物

処分場の建設についての進瀧状況についてお答えいた

します。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備に向け

ては、最近のリサイクルの進展などに伴い産業廃棄物

の最終処分量が減少していることなどを踏まえ、平成

16年度に策定した基本構想について、昨年度、施設の

規模及び事業採算性などの見直し作業を行ったところ

であります。

　同事業の推進に当たっては地元の理解を得ることが

重要であることから、継続的に住民説明会などを開催

するとともに、本年３月、地権者等関係者による先進

地視察を行ったところであります。また、事業主体と

なる会社の設立に向け、関係団体等と調整を図ってい

るところであります。

　県としましては、今後とも公共関与による産業廃棄

物最終処分場の早期整備に向け取り組んでいく考えで

あります。

　次に、沖縄市の産廃問題への対応についてお答えい

たします。

　県では、沖縄市の産廃問題について、当該事業者に

対し平成16年12月に警告書を発出し、安定型最終処分

場の改善を強く指示しております。当該事業者は、安

定型部分については、本年７月までに地主であります

沖縄市に土地を返還するため改善作業を進めておりま

す。また、管理型最終処分場の廃棄物につきまして

は、平成22年10月に超過廃棄物を適正に処理するよう

改善命令を発出しており、安定型部分の改善が終わり

次第、本格的に作業を開始することとなっておりま

す。

　県としましては、今後とも早期に問題を解決できる

よう当該事業者を指導していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育政策についての御質問

で、帰国子女等の高校入試特別枠についてお答えいた

します。９の茨アと９の茨エは関連しますので、一括

してお答えいたします。

　県教育委員会では、現在県立高等学校入学者選抜に

おいて、帰国子女等の特別枠は実施しておりません

が、配慮願を受け、問題文にルビをふるなどの配慮を

行っております。また、入学定員の枠や通学区域等に

ついては弾力的に取り扱い、高等学校長の判断で入学

定員の枠外での合格を認めることができることとして

おります。

　今後とも帰国子女等の受け入れにつきまして柔軟な

対応に努めていきたいと考えております。

　次に、生徒の実態調査についてお答えいたします。

　実態調査は実施しておりませんが、配慮を必要とす

る生徒は、入試出願の際に生徒の在籍する学校から、

「学力検査等に際しての配慮願い書」を志願先高等学

校長へ提出できることとなっております。配慮願い書

を受け、志願先高等学校、中学校及び県教育委員会で

調整し具体的な配慮事項を決定しております。

　次に、全国的な実施状況についてお答えいたしま

す。

　平成23年度公立高等学校入学者選抜におきまして

は、特別に定員枠を設定しているのが17都道府県、定

員枠を設定していないのが30県となっております。

　次に、電子黒板等の導入状況についてお答えいたし

ます。

　平成23年３月１日現在、県内公立学校における電子

黒板の導入状況は、小学校が54.0％、中学校が58.1％、

高等学校が11.7％、特別支援学校が12.5％となってお

ります。

　デジタル教科書の導入状況につきましては、小学校

が13.0％、中学校が8.4％、特別支援学校が6.3％と

なっております。

　次に、校内ＬＡＮ整備率等についてお答えいたしま

す。

　平成22年３月１日現在、校内ＬＡＮの整備率は、小

学校では76.5％、中学校では69.1％、高等学校では

100％、特別支援学校では95.6％となっております。

　光ファイバーの接続率は、小学校では66.9％、中学

校では63.0％、高等学校では83.3％、特別支援学校で

は75.0％となっております。

　次に、情報通信技術の活用状況につきましてお答え

いたします。

　特別支援学校におきましては、手や指に障害のある
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児童生徒に対しまして、マウス操作を補助する支援機

器を利用し、コンピューター操作を可能とするなど、

児童生徒の障害の実態に応じ、コンピューターやイン

ターネットなどを活用した授業が行われているところ

でございます。

　次に、情報技術の活用等についてお答えいたしま

す。

　平成21年度の文部科学省の調査によりますと、教材

研究等で情報技術を活用できる教員が本県では84.9％

で、全国３位となっております。また、授業での情報

技術の活用等、その他の調査項目につきましては全国

５位と高い水準にあります。

　技術力アップにつきましては、県立総合教育セン

ター等において授業における情報技術活用や教員の指

導力向上を図る情報技術に関する研修を実施してござ

います。

　次に、３年保育に対する教育長の認識についてお答

えいたします。

　幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培

う重要なものでございます。幼稚園の３年間の長期的

な見通しを持った教育課程の実施が求められておりま

す。

　県教育委員会といたしましては、平成22年３月に策

定いたしました「沖縄県幼児教育振興アクションプロ

グラム」に基づき、市町村や関係機関等と連携して３

年保育の拡充に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　次に、３年保育実施状況等についてお答えいたしま

す。

　本県の３歳児、４歳児、５歳児の保育実施状況は、

平成20年度は３歳児が7.7％、４歳児が15.6％、５歳

児が80.7％、平成21年度は３歳児が7.3％、４歳児が

17.3％、５歳児が80.8％、平成22年度は３歳児が7.8

％、４歳児が17.1％、５歳児が80.5％となっておりま

す。

　次に、全国の幼稚園３年保育の実施状況につきまし

てお答えいたします。

　文部科学省の学校統計調査によりますと、平成22年

度における全国の３年保育の実施状況は、３歳児が

41.0％、４歳児が52.3％、５歳児が55.6％となってお

ります。

　次に、３年保育実施の課題克服についてお答えいた

します。

　教育委員会といたしましては、人的配置等に必要な

財源につきまして、全国都道府県教育長協議会等を通

して地方交付税措置の充実などを関係省庁に要請して

いるところでございます。また、施設等の整備につき

ましては、幼稚園の設置者であります市町村に対しま

して、学校施設環境改善交付金などの補助制度の活用

等について助言をしているところでございます。

　次に、離島振興政策についての御質問で、教育コス

トの低減化についてお答えいたします。

　離島住民の教育に係る費用の負担軽減を図ること

は、重要なことだと考えております。現在、離島等に

おける教育面の支援には、高度へき地修学旅行費の補

助金制度等があります。

　平成24年度以降の新たな計画での制度提言では、

「離島・へき地支援のための教育振興総合対策」にお

ける交通費の負担軽減、「離島・へき地支援のための

離島児童・生徒支援センター (仮称)の設置」を国に

要望しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築部関連につ

いての御質問で、沖縄市山里地区再開発事業への県の

財政支援についてお答えいたします。

　当該事業は、沖縄市が平成21年に策定した「中心市

街地活性化基本計画」の要素事業の一つとして位置づ

けられている事業であります。現在、沖縄市と県にお

いて財政支援のあり方等について調整を行っていると

ころであります。

　県としましては、今後の調整状況を踏まえ、必要な

助言・協力等を行っていきたいと考えております。

　同じく土建部関連についてで、中城湾港への定期船

就航実験の進瀧状況についてお答えいたします。

　県では、中城湾港（新港地区）で定期船就航実験を

行うため、平成22年度に背後圏の企業調査を実施し、

貨物や航路等について港湾利用者等のニーズを把握し

ました。今年度は、実際に船舶を運航させる社会実験

の実施に向け、関係者と調整を行っているところであ

ります。この実験の中で、定期船就航に向けた課題の

把握と対応策を検討し、定期船就航の実現を目指す考

えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農水産振興の中で、

県内で濁畜した牛及び豚の輸出についてお答えいたし

ます。

　我が国から牛肉及び豚肉を輸出する場合は、厚生労

働省等による食肉輸出取り扱い施設としての認定を受
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けていること、農林水産省動物検疫所の輸出検疫証明

書の発行を受けることなどの条件を満たす必要があり

ます。豚肉については、沖縄県食肉センターが輸出取

り扱い施設として認められており、複数の食肉業者が

香港へ輸出を行っております。

　県産豚肉の輸出実績は、平成22年度で約８トンと

なっております。牛肉については、現行の県内の食肉

センターではＨＡＣＣＰ対応の施設となっていないこ

となどから、輸出の認定を受けておりません。そのた

め、県産牛肉については、一たん輸出取り扱い施設の

ある鹿児島に出荷し、濁畜処理後に県外業者が買い取

り、香港・マカオ等へ輸出している状況にあります。

県産牛肉の輸出実績は、県外業者からの聞き取りによ

りますと、平成22年度で約２トンとなっております。

　県としては、肉用牛の生産振興の観点から、牛肉の

輸出ができるようＨＡＣＣＰシステムの構築に向けて

関係部局・団体等と連携し取り組んでいきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　知事公室長に１点だけ再質問をいた

します。

　ことし１月の成人式の帰省の際に、米軍属のアメリ

カ人と相手が事故を起こして、そして亡くなった事

件。このことは残念ながら公務中ということで控訴が

できなかった、告訴ができなかった。そういうことが

あって、この日米地位協定においては抜本的な見直し

というものを進めるということは前提としながらも、

今許されている18条８項においてこの刑事事件で問え

ない場合、民事事件の手続において仲裁人を介して、

公務中か公務外かということの裁定をして、それが最

終的に確定すればその罪が問えると、そういう規定に

なっております。

　この18条８項の規定を今日まで使った例がないとい

うふうに聞いておりますけれども、県として今後この

ような事件・事故の対応の仕方について、この地位協

定の17条と18条との関係においてきちっとした対応で

県民の人権を守る必要があると思いますけれども、い

かように考えるか御答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　再質問にお答えいたし

ます。

　議員御指摘のとおり、日米地位協定第18条８項で

は、米軍人等による損害についての民事手続を定めて

おり、米軍構成員等の不法行為が公務執行中にされた

ものかどうか等について紛争が生じた際、その問題を

仲裁人に負託し仲裁人の裁定を最終的なものとする旨

規定されております。

　県としましては、去る１月に発生した事故の御遺族

の心情や議員御指摘の点も踏まえつつ、引き続き政府

に対し公務中か否かの判断を厳格に行うよう求めてい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　改革の会を代表いたしまして代表質

問を行います。

　まず沖縄振興（新生）計画について。

　私たちはこれまで沖縄のリーディング産業である観

光、そして大型公共工事、コールセンター等の企業誘

致など外部依存の成長戦略を策定してきております。

しかし、持続可能な本物の強さを得るためには、全国

一律の政策ではなく、沖縄の特殊事情に対応した効果

が期待できる沖縄独自の政策を展開することが重要で

はないでしょうか。沖縄の人々が創造的に活躍し、地

元企業が元気になる産業振興、物流コストの低減化、

また次代を担う子供たちを夢と人材として、子育て、

教育、医療などのソフト事業も今回の計画の中心とす

ることで特別扱いの沖縄から特別な沖縄に変革してい

かなければならないと思います。

　今回の計画が日本とアジア諸国に貢献し、日本の復

興に寄与する役割を積極的に担う沖縄であるべきであ

ると思いますが、実情は県の計画にしても一括交付金

にしても退陣をする菅総理が実現をしていくと言われ

ても進展が見えません。また、国会議論は東日本大震

災であり、沖縄振興や基地問題は棚上げ状態ではない

でしょうか。その中で、理論構築も納得いく説明もな

く、ただ民主党の公約だからでは策がなさ過ぎます。

４つの特殊事情でやって当たり前の交渉では振興策と

基地がリンクするということを沖縄が示しているよう

なものではないでしょうか。

　茨、沖縄振興計画における県の主体的役割と国の責

務について伺う。

　芋、振興一括交付金で対応する項目と政府の見解を

伺う。

　鰯、県が主体となる新たな計画の個別政策提言につ

いて政府の対応を伺う。

　允、総合事務局の事務・権限を沖縄県へ移譲するこ

とへの政府の対応を伺う。

　２、東日本大震災について。
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　３・11、この未曾有の大震災は、世界の歴史にも刻

まれ、私たちも忘れることはありません。復旧・復興

の道筋が不透明な中、被災地の皆様は自力で立ち上が

るために一生懸命に歯を食いしばりながら頑張ってい

ます。いまだ8000名近くの皆様が行方不明の状況に、

一日も早く自宅へ戻れることを願っております。お亡

くなりになりました方々、そして被災地の皆様に改め

てお悔やみを申し上げるものであります。

　私たちは、被災地の皆さんとともに前に進まなけれ

ばなりません。明治維新、第二次大戦が日本の変革期

であったように、今回の大震災が第三の改革・変革期

であることを認識してこれまでの日本のシステムを大

転換していく決断をすべきです。しかし、原発事故や

民主党政権での政治空白が復興や大転換の足かせに

なっていることは残念でなりません。沖縄においても

これまでの概念を捨て、新たな経済システム構築と想

定外を想定する防災対策を早急に整備していかなけれ

ばなりません。

　茨、県の支援状況と今後の取り組み、体制について

伺う。

　芋、公務員等の「ボランティア休暇」の活用で継続

的な支援体制について伺う。

　鰯、地域防災の重要性から、県内の消防広域化と消

防団の状況と対策を伺う。

　３、基地・防衛問題について。

　辺野古が不可能であることは、これまで自民党・公

明党と一緒になって辺野古推進をしてきた仲井眞知事

が県外移設と言ったことで日米両政府はあきらめるべ

きであります。しかし、沖縄側にもカードも対応策も

ないことが現状ではないでしょうか。また、米国が基

地機能、運用を提供基地内へ移転することを沖縄が阻

止することができるのか、疑問でもあります。

　茨、アメリカ議会からの嘉手納統合案について、知

事の見解を伺う。

　芋、災害拠点基地で南西諸島・下地島空港活用につ

いて見解を伺う。

　鰯、米軍発注工事の現状は、県民から大きな反響が

あります。県のこれまでの取り組み状況と今後の対策

を伺う。

　允、中国の弾道ミサイルの先制攻撃に、嘉手納基

地、普天間基地、自衛隊那覇基地が対象との報道があ

りますが、知事の見解を伺います。

　印、中国国家海洋局の海洋権益拡大について、認識

と県域の安全対策を伺います。

　４、沖縄電力と自然エネルギーについて。

　沖縄電力の役割は大きなものがあります。しかし、

それは沖縄県民のためになるものでなければなりませ

ん。県民生活や中小企業振興のためにどこよりも電気

料金が軽減されている地域でなければ振興策を沖縄電

力に制度をとることは無意味です。今回の振興策で

も、物流コストの軽減を産業振興の重点に挙げており

ますが、電気料金の低減、値下げをすることが最も効

果が上がるのではないでしょうか。140万県民の電力

会社がどの地域よりも電気料金が安いという政策をつ

くらなければなりません。

　茨、電気安定供給支援制度でのこれまでの負担軽減

状況と、電気料金の割高が改善されない原因と沖縄電

力の経営状況を伺う。

　芋、県庁や学校等の電気料金の状況と節電対策を伺

う。

　鰯、風力・太陽光・バイオマスの自然エネルギー導

入を加速する必要性について、状況と計画の見直しな

ど今後の方針を伺う。

　允、家庭からのＣＯ２排出削減や節電の推進から、

太陽光発電、エコ製品に対する助成制度は重要であ

る。国・県・市町村の取り組みと今後の方針を伺う。

　５、新たな高齢者医療制度及び国民健康保険の広域

化について伺います。

　茨、現状と課題について伺います。

　芋、市町村国保の財政状況と構造的な問題への対応

について伺います。

　鰯、事業と財政の広域化での課題と今後の方針を伺

います。

　６、観光振興について。

　ことしの入域観光客数は、私案ではございますが、

昨年に比べて約50万人から70万は減少するのではない

かと予想されております。知事の掲げる1000万人はま

すます遠のくことになりますが、受け入れ体制強化や

海外観光客プラン200万人ということを大胆に変革し

ていくことも重要であります。制度はもらったが、単

なる通過地点になったのでは減少の歯どめはきかな

い。基地問題、領土問題、海洋圏域など中国や台湾と

は多くの問題がありますが、観光は平和のパスポート

という観点から沖縄がどこまでできるかが問われてき

ます。

　茨、震災後の沖縄観光の現状と対策、入域観光客の

見通しを伺う。

　芋、数次ビザが本県だけに許可された要因を伺う。

　鰯、観光は、平和のパスポートである。中国や台湾

の動向などを踏まえ、取り組み、対策を伺う。

　允、銀聯カードの状況と問題点、支援等の取り組み

を伺う。
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　印、国際線ターミナル増強が計画されております。

県が目指す観光客1000万人との整合性はあるのか。空

港施設は公共財産との認識で支援を行うべきではない

でしょうか、伺います。

　咽、ＪＴＡは本来の「県民の翼」に戻さなければな

りません。状況と対策を伺う。

　最後に、離島振興について。

　茨、社会資本整備総合交付金による離島町村の船舶

購入に対する支援についてお伺いをいたします。

　芋、離島振興や生活安定の観点から、離島の新造船

建造は県が担うべきであるとこれまでも指摘してきま

したが、取り組みをお伺いいたします。

　答弁により再質問させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの當間盛夫君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後に

回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時13分休憩

　　　午後３時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の當間盛夫君の質問に対する答弁を願いま

す。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１問目の沖縄振興計画についての御質問の中

で、新たな沖縄振興の県の主体的役割等についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　復帰40年を経て沖縄を取り巻く環境は、国と地方の

役割の見直し、そして一括交付金化などの地方分権改

革等の進展に加え、グローバル経済の進展など大きな

時代の節目に来ております。このような時代変革を踏

まえ、県では昨年３月に、県民とともに20年後のある

べき沖縄の姿を描いた「沖縄21世紀ビジョン」を策定

いたしました。新たな計画は、県民が望む将来像の実

現を図るため、県民と一体となった県民主体の計画と

することが必要であると考えます。また、今後の沖縄

振興につきましては、鉄道網、鉄軌道で結節している

本土各県とは経済発展の道筋が異なることや、発展著

しい東アジアの中心に位置すること、さらには日本全

体が人口減となる中、しばらく人口増が続くことな

ど、全国一律ではない沖縄独自の施策が必要ともされ

ております。このため、新たな時代にふさわしい、主

体的な施策を盛り込んだ県計画が必要であり、国にお

いては、沖縄の特殊事情を踏まえるとともに、沖縄の

さらなる発展のための制度や財源等について支援する

必要があると考えております。

　次に、同じく沖縄振興計画に係る御質問の中で、新

たな計画に係る個別制度提言への政府の対応について

の御質問にお答えいたします。

　「新たな沖縄振興のための制度提言」については、

全国一律とは異なる新たな仕組みの構築を求めるもの

であります。枝野官房長官兼沖縄担当大臣から、沖縄

振興部会等において、必要に応じて政務レベルに引き

上げて検討していくとの発言がありました。また、首

相から、去る６月23日の全戦没者追悼式において、一

括交付金、県が主体となる計画への支援、跡地利用に

関する法律の制定、出先機関の見直しなど、地元の

方々の声に耳を傾けながら実現してまいりますとのあ

いさつをいただいたところであります。政府において

は、沖縄県の考えを可能な限り取り入れた検討がなさ

れていくものと期待をしております。

　沖縄県としましては、引き続き制度の実現に向け政

府に対して働きかけてまいりたいと考えております。

　同じく沖縄振興に係る御質問の中で、総合事務局の

沖縄県への移譲に係る政府の対応についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　国の出先機関改革は、昨年末に閣議決定された「ア

クション・プラン」に基づき、出先機関単位ですべて

の事務・権限を移譲することを基本として、沖縄総合

事務局も対象機関となって進められております。

　沖縄県としましては、沖縄政策協議会の振興部会な

どの場において、政府に対し、沖縄総合事務局の事

務・権限の県への移譲を要望したところであります。

　今後は、政府において、関西広域連合や九州地方知

事会が移譲を求める国の出先機関と沖縄総合事務局と

をあわせて検討し、本年秋ごろに移譲対象機関が決定

され、平成24年通常国会における法案成立、そして平

成26年度中の移譲を目指して作業が進められることに

なっております。

　基地・防衛関係に係る御質問で、嘉手納統合案に対

する知事の見解いかんという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　レビン米国上院軍事委員長らが、沖縄の現状を踏ま

えて辺野古移設を「実行不可能」と判断したのは、米

議会の中で、現行の辺野古移設案に対する疑問が生じ

てきたものと受けとめております。しかしながら、嘉

手納飛行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担を強

いられており、さらに負担が増加するような案は断じ

て受け入れることはできません。

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き
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普天間飛行場の県外移設に真摯に取り組むよう強く求

めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興（新生）計画に

ついての御質問の中で、沖縄振興一括交付金で対応す

る項目についてお答えします。

　沖縄振興一括交付金は、内閣府沖縄担当部局予算の

国直轄事業費や補助金等の一括交付金化に加え、従来

の補助金等では対象とされていない「交通・物流コス

ト対策」、「待機児童の解消」、「離島の定住支援」

などの新たな沖縄振興のための予算額を加算すること

を国へ要望しているところであります。また、沖縄県

のこの要望に対し、今月23日の沖縄全戦没者追悼式に

おいて、菅首相から一括交付金、県が主体となる計画

への支援などの実現についての発言もなされたところ

であります。

　沖縄県としては、これらの動きも踏まえつつ、新た

な沖縄振興に必要な財源として沖縄振興一括交付金の

創設を引き続き強く求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、観光振興についての御質問の中で、国際線

ターミナル増築と観光客1000万人との整合性及び県の

支援についてお答えします。

　国際線ターミナルビルについては、国の「那覇空港

ターミナル地域整備基本計画」に基づき、那覇空港ビ

ルディング株式会社が事業計画を立て、段階的に整備

を進めているところであります。国の計画では、ター

ミナル規模は2025年度の需要予測に相当する国内旅客

1900万人、国際旅客50万人（いずれも乗降客数）と

なっておりまして、うち国際旅客については航空ダイ

ヤを効率的に設定することで150万人の旅客にも対応

が可能であり、観光客1000万人という目標に対しても

対応できるものと考えております。さらに、アジア地

域の急速な発展に伴い旅客需要が急増することも想定

し、設計当初から拡張しやすいような施設設計となる

よう調整を行っております。また、新国際線ターミナ

ルビル建設への県の支援のあり方については、今後検

討してまいります。

　次に、ＪＴＡを県民の翼に戻すことについてお答え

します。

　ＪＴＡは、ＪＡＬ及びその関連グループとの間で、

株式の関係のみならず営業、機体整備、ハンドリング

業務や運航管理システムなど多岐にわたり連携し、一

体となって業務を行っております。ＪＴＡの株式につ

いては、日本航空会長から経営改革を２年ほどかけて

進めた後、地元資本の割合を引き上げる報道がありま

したが、具体的な時期等は明示されておりません。

　県は、ＪＴＡの経営の健全性及び県民の利益が確保

されることが重要であると考えており、ＪＴＡの今後

の動向を注視しながら適切に対応していきたいと考え

ております。

　次に、離島振興についての御質問の中で、離島の新

造船建設に係る県の取り組みについてお答えします。

　離島航路は、離島住民の生活及び産業活動を支える

生命線であり、その確保・維持は重要な課題であると

認識しております。離島航路につきましては、利用環

境及び収支構造の改善など抜本的な構造改革が必要で

あると認識しており、新造船建造のあり方についても

検討しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　東日本大震災について

の御質問の中で、県の支援状況と今後の取り組み・体

制についてお答えいたします。

　沖縄県におきましては、東日本大震災発生後、直ち

に東日本大震災沖縄県支援対策本部を設置し、被災地

への人的・物的支援と被災者受け入れ支援を実施して

きたところであります。被災地への人的支援といたし

ましては、県職員を中心に市町村や民間医療機関等の

協力を得て派遣チームを構成し、６月24日現在で緊急

消防援助隊、県警広域緊急援助隊、保健師チーム、医

療チーム、心のケアチーム及び建築・漁港・港湾技師

等を494人（うち県職員165人）を派遣したところで

す。また、被災地への物的支援といたしましては、毛

布、おむつなどの生活物資を計６回送付したところで

す。

　県内への被災者支援といたしましては、「県内への

一時的緊急避難に係る旅費・宿泊費の支援」として、

４月から６月までの３カ月間、往復の航空運賃及び３

食つきの宿泊費用を260世帯計576名に対して支援をい

たしました。また、６月以降は中長期的な避難をされ

る方への支援策に移行しており、住宅・宿泊支援とし

て民間賃貸住宅と付随する旅費・宿泊費の支援を実施

するとともに、東日本大震災支援協力会議において

「ニライ・カナイカード」を計480枚発行し、県内流

通業界や交通機関等において割引等を実施しておりま

す。そのほか、避難者の生活費の支援として、「受入

被災者支援見舞金」を１世帯20万円（単身者は10万
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円）を計155世帯に対して給付しております。

　今後も被災者の避難生活に係るニーズを十分に勘案

の上、東日本大震災支援協力会議と連携し、官民一体

となって被災者支援を進めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、消防広域化と消防団の状況と対策についてお

答えいたします。

　消防広域化につきましては、本年４月に県内38市町

村による「消防広域化推進協議会」が発足し、平成25

年度からの消防広域化の実現に向けた協議を行ってい

るところです。また、県内の消防団の状況につきまし

ては、平成22年４月１日現在で30団、118の分団が組

織され、消防団員数は1625人となっており、これは全

国の中で最も少ない状況となっております。

　県としましては、引き続き消防広域化への実現に向

けた支援や調整等を行うとともに、消防団員の確保等

について住民への広報啓発等を行うなどにより、今後

も国や市町村との連携のもと、消防防災体制の強化を

図ってまいりたいと考えております。

　なお、消防広域化推進協議会の参加を見送っている

３市につきましては、県として今後も参加を呼びかけ

てまいります。

　次に、基地・防衛問題についての御質問の中で、災

害拠点基地としての南西諸島・下地島空港の活用につ

いてお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会共同発表では、地域

の人道支援等の後方支援の拠点を日本に設置すること

の重要性につき一致したとされておりますが、災害救

援に係る具体的な場所は示されておりません。また、

去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置さ

れた米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、災

害拠点として下地島空港の使用について発言がありま

したが、沖縄防衛局に確認したところ、具体的な内容

等については決まっていないとのことであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　次に、中国の弾道ミサイルの対象についての御質問

にお答えいたします。

　報道によれば、米国のシンクタンクの見解として、

普天間飛行場・嘉手納飛行場などが中国の弾道ミサイ

ルの標的になるとの予測が示されておりますが、詳細

については承知しておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　東日本大震災に関する質

問のうち、ボランティア休暇活用による継続的な支援

体制についてお答えいたします。

　県では、被災地の要望に基づく国や全国知事会等か

らの職員派遣要請を受け、これまで165名の職員を派

遣しているところであります。ボランティアによる被

災者への支援につきましては、職員が被災地で支援活

動を行う場合のボランティア休暇の付与日数を、現行

の５日から２日拡大して７日まで取得できるようにし

たほか、被災者を受け入れている地域での支援活動に

ついても休暇の対象とするなどの改正を行ったところ

であります。

　今後は、ボランティア休暇の周知を図り、ボラン

ティアによる被災者への積極的な支援活動を促進する

こととしております。

　次に、沖縄電力と自然エネルギーに関する質問のう

ち、県庁の電気料金の状況と節電対策についてお答え

いたします。

　本県では、省エネを目的としたＥＳＣＯ事業を導入

し、冷房設備や照明設備の高効率化等を実施すること

により、厳しい財政状況に対応したコスト削減を推進

しております。さらに、環境対策としてのＣＯ２削減

を図るため、全庁的に節電対策に努めております。

　具体的には、冷房期間を５月中旬から10月中旬まで

の５カ月間とし、勤務時間外冷房を行わないこと、昼

休みの消灯の徹底、ノー残業デーの推進等に取り組ん

でいるところであります。その結果、平成22年度の電

気料金が２億5875万円となっており、ＥＳＣＯ事業導

入前の平成19年度の３億440万円と比較して4565万円

の節減となっております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　基地・防衛問題につ

いての御質問の中で、米軍発注工事の取り組み状況と

今後の対策についてお答えいたします。

　県では、米軍発注工事の受注における最も大きな課

題は、ボンド枠の確保と考えていることから、在沖米

軍に対しこれまで２度にわたり県内企業への優先発注

やボンド率の縮減、分離・分割発注等について要請を

行ってきました。その際、米軍側からは米国の法律と

の兼ね合いや規模の利益が受けられないとの理由で対

応困難との回答がありました。しかしながら、県で

は、米軍発注工事において県内企業の参入機会の拡大

は重要であると認識しており、関係機関への要請活動

の強化や新たな沖縄振興に向けた制度として、保証事

業会社等によるボンド支援制度の創設を国に要望して
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いるところであります。

　次に、離島振興についての御質問の中で、社会資本

整備総合交付金による船舶購入についてお答えいたし

ます。

　社会資本整備総合交付金には、基幹事業、関連社会

資本整備事業、効果促進事業の３つの事業がありま

す。

　効果促進事業は、基幹事業と一体となってその効果

を一層高めるために必要な事業であり、全体事業費の

２割以内での制約があります。船舶購入については、

基幹事業を道路事業とする効果促進事業で対応するこ

とになりますが、多大な費用を要することから道路整

備の進瀧に支障を来します。そのため、社会資本整備

総合交付金による船舶購入は予算的に厳しいものと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　基地・防衛問題の中

で、中国国家海洋局の海洋権益拡大に伴う漁業への影

響と安全操業の確保についてお答えします。

　本県の周辺海域は、マグロ・カツオ類やマチ類など

の好漁場が多く形成されております。最近、中国国家

海洋局が東シナ海等において海洋権益の拡大を計画し

ているとの新聞報道がありますが、これにより本県周

辺海域において漁業の操業が妨げられるようなことが

あってはならないと考えております。

　県といたしましては、我が国の領海及び排他的経済

水域内における漁業者の安全操業の確保の観点から、

外務省や国土交通省などに対し、去る６月15日から17

日にかけて安全操業に対する適切な対応や取締船等の

強化など、抜本的な対策を講じることについて要請し

たところでございます。

　今後とも、漁業者の安全操業の確保について適切に

対応してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　基地・防衛問題の中

で、中国国家海洋局の海洋権益拡大に対する認識につ

いての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の周辺海域には天然ガスや石油に加えて、こ

れまで多数確認されております海底熱水鉱床、その周

辺には有望な鉱物資源が豊富に賦存すると言われてお

ります。これらの貴重な海洋資源は、沖縄県ひいては

我が国の経済発展に大きく貢献することから、沖縄県

の立場としては、国と連携し国益かつ県益に沿って対

応していくことが重要であると認識しております。

　続きまして、沖縄電力と自然エネルギーの中で、沖

縄県の電気料金の割高さと沖縄電力の経営状況等につ

いての御質問にお答えいたします。

　沖縄電力に対するこれまでの負担軽減状況は、現行

の沖縄振興計画の期間において、年平均約25億円の税

制上の特別措置がなされております。この特別措置に

よる軽減額は、電気料金の低廉化を通じて県民へ全額

還元されているとの説明を受けており、県としてもそ

のように理解しております。

　電気料金が割高な理由としては、地理的・地形的及

び需要規模の制約により化石燃料に頼らざるを得ない

こと、本土の電力系統と連系されておらず広域融通の

枠外にあるため、本土の電力会社より高い供給予備力

を持たなければならないこと、広大な海域に島々が多

数点在しており、供給コストの高い離島を多く抱えて

いることという構造的な不利性を有していることが挙

げられます。また、沖縄電力の経営状況は、平成22年

度の決算説明資料によりますと、売上高が1508億9600

万円、経常利益が92億4000万円となっております。

　続きまして、自然エネルギー導入を加速することに

関する県の方針についての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、平成22年度に「沖縄県エネルギービ

ジョン」を策定し、「石油依存度低減」、「エネル

ギー源の多様化」、「エネルギー自給率の向上」を図

るため、2020年までに新エネルギー導入割合を2007年

度比の0.2％から全国並みの４％に、また2030年まで

に10％程度引き上げることを目指しております。

　現在の取り組みとしては、「スマートエネルギーア

イランド基盤構築事業」において、４メガワットの風

力発電、１メガワットの太陽光発電を整備し、系統安

定化のための実証事業などを実施しており、今後とも

自然エネルギーの導入・普及の促進に努めてまいりま

す。

　エネルギービジョンの見直しについては、国のエネ

ルギー政策や自然エネルギー導入に伴う系統安定化及

び低コスト化などの技術動向等を踏まえ柔軟に対応し

ていきたいと考えております。

　同じく太陽光発電に対する国・県・市町村の取り組

みと今後の方針についての御質問にお答えいたしま

す。

　国は、住宅用太陽光発電に係る設置補助とあわせて

平成21年度より電気事業者に対し余剰電力の買い取り

を義務づける制度を実施しております。また、家庭用
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以外に新たに全量固定価格買い取り制度を盛り込んだ

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法案」が今国会に提出されているとこ

ろであります。

　県内における住宅用太陽光発電補助制度について

は、沖縄県が平成23年度（今年度）予算で800万円を

計上しているほか、那覇市を初め６市町においても約

2000万円の予算措置がなされております。

　県としては、このような助成制度だけではなかなか

自然エネルギーの導入が飛躍的に伸びることが厳しい

と感じていることから、「新たな沖縄振興のための制

度提言」においては、民間事業者や一般消費者を対象

としたグリーン投資税額控除等の新エネルギー導入に

対する支援制度を要望しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　沖縄電力と自然エネルギー

についての御質問で、学校の電気料金の状況等につい

てお答えいたします。

　県立学校の電気料金の実績は、平成22年度で約９億

8700万円となっており、対前年度比で約290万円、

0.3％の減となっております。また、節電対策といた

しましては、各学校において昼休みや放課後の消灯、

空調設備の稼働期間や温度設定の工夫及び照明器具類

の交換等の省エネ改修を行っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　沖縄電力と自然エネ

ルギーについての御質問の中で、エコ製品に対する

国・県・市町村の取り組みと今後の方針についてお答

えいたします。

　エコ製品に対する助成制度につきましては、グリー

ン家電やエコ住宅に対するエコポイント制度などがあ

ります。国において実施しておりますグリーン家電に

対するエコポイント制度は、平成23年３月に終了して

おりますが、住宅エコポイント制度は継続しておりま

す。

　県におきましては、平成22年度から住宅及び市町村

の公共施設からの二酸化炭素排出を削減することを目

的に、外壁の高遮熱塗装及び窓の遮熱化を実施する工

事に対して補助制度を設けております。

　県としましては、今後とも国の新たな支援の動向等

を踏まえながら、支援制度のあり方について検討して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　新たな高齢者医療制

度及び国民健康保険の広域化についての中の、新たな

高齢者医療制度案の現状と課題についてお答えいたし

ます。

　新たな高齢者医療制度につきましては、後期高齢者

医療制度の廃止を前提に、国の高齢者医療制度改革会

議において議論が進められ、平成22年12月に改革案が

示されたところであります。同改革案により多くの高

齢者が加入することとなる市町村国保では、年齢構成

が高く医療費水準が高いこと、所得水準が低いこと、

小規模市町村では財政運営が不安定であることなどと

いった構造的な課題を抱えております。これら市町村

国保の課題について、その抜本的な解決策が示されて

いないことから、全国知事会等の理解が得られていな

い状況にあります。

　次に、市町村国保の財政状況と構造的な問題への対

応についてお答えいたします。

　平成21年度の本県の市町村国保の決算収支は、県全

体として76億7664万円の赤字で、赤字保険者数は17市

町村となっております。国においては、厳しい市町村

国保の財政状況に対し国保財政基盤強化策を延長し、

国・県による財政支援を行うとともに、財政運営の安

定のため運営の広域化を推進することとしておりま

す。また、社会保障と税の一体改革においてさらなる

低所得者対策等を行うことが検討されております。

　続きまして、国民健康保険制度の広域化における課

題と今後の方針についてお答えします。

　市町村国保の広域化に当たっては、保険税の賦課方

式や賦課額の標準設定、医療機関の偏在等による１人

当たり医療費の格差、都道府県や市町村国保等の関係

機関の役割分担の明確化など、解決しなければならな

い課題があります。

　県としましては、これらの課題について、県内の市

町村国保で構成される各地区協議会の代表者を委員と

する沖縄県国民健康保険広域化等連携会議において意

見交換を重ねながら検討してまいりたいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　震災後の沖

縄観光の現状と対策、入域観光客数の見通しについて

お答えいたします。
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　沖縄県の入域観光客数は、東日本大震災の影響を受

け、３月から５月までの累計では、対前年同月と比較

して約29万人、19.5％の減少となっております。その

ため、県としましては、緊急対策として、国内の需要

回復に向け各航空会社に対する修学旅行運賃の引き下

げ等を要請したほか、各旅行社の沖縄プロモーション

に対する支援等を実施いたしました。また、海外対策

としましては、重点市場である台湾や香港、中国、韓

国を中心に有力メディアを招聘し、沖縄情報の発信等

に取り組んでおります。

　県としましては、沖縄観光に対する需要は、航空路

線の拡充などにより回復基調に転ずるものと考えてお

ります。

　今後とも、さらなる需要の拡大に向け、もう一泊滞

在キャンペーンや国内外のチャーター便に対する支

援、中国人観光客の誘客キャンペーン等を一層強化し

てまいりたいと考えております。

　次に、数次ビザが本県だけに許可された要因につい

てお答え申し上げます。

　沖縄県では、新たな沖縄振興に関する制度要望の一

つとして、ビザ制度の要件緩和を求めてきたところで

あります。５月10日には、東日本大震災に伴う我が国

への外国人観光客の大幅な減少を踏まえ、政府に対し

国際観光の振興のため、一定以上の所得者のビザの免

除や着陸料等の免除を要請しております。これらにつ

きましては、県内観光事業者からも強い要望があった

ほか、政権与党からも同様の要請が政府になされてお

ります。

　数次ビザが本県だけに許可された要因につきまして

は、沖縄と中国との長い歴史的関係や、沖縄県の国際

観光振興に対する取り組み等も踏まえ、政府において

沖縄県のさらなる観光振興と日中間の人的交流促進へ

の期待などがあったものと考えております。

　続きまして、中国や台湾の動向などを踏まえた取り

組み・対策についてとの質問にお答えいたします。

　アジアのクロスロードに位置する沖縄は、中国、台

湾を初めとしたアジア地域と古くから交流してきた歴

史的な特性を有しており、万国津梁の鐘の銘文にもう

たわれているところであります。

　「沖縄21世紀ビジョン」におきましては、「世界に

開かれた交流と共生の島」を目指すことを将来像とし

て掲げ、沖縄が担うべき地域外交として、地理的優位

性や歴史的特性を生かしつつ、我が国とアジアのかけ

橋として地域交流やネットワークづくりに積極的に取

り組んでいくこととしております。

　本県としましては、新たに数次ビザの発給が開始さ

れる中国や、これまでも交流が深い台湾に対し、今後

とも文化・スポーツなどを通じた観光交流を推進して

まいりたいと考えております。

　次に、銀聯カードの状況と問題点、支援等の取り組

みについてお答え申し上げます。

　中国人観光客の海外での利用がふえている銀聯カー

ドにつきましては、ホテルやショッピング施設を中心

に、県内でも約570台の対応端末が設置されていると

聞いております。県が実施した調査では、利用可能店

舗が少ないことや、店舗を事前に知ることができな

かったこと等が指摘されております。

　沖縄県では、昨年度、銀聯カード端末の導入経費を

支援するなど、利用可能店舗の拡大に努めてきたとこ

ろであります。また、今年度は数次ビザ制度の導入や

北京からの定期便就航等による中国人観光客の増加も

見込まれるため、利用可能店舗のさらなる拡大支援を

行うとともに、銀聯カードとタイアップした積極的な

プロモーションを展開していきたいと考えておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　答弁ありがとうございました。

　それでは３点質問させていただきます。

　まず、沖縄振興計画の中での振興一括交付金であり

ますが、自由度の高い予算ということは、私もそれは

重要だというふうに思っているんですが、県が言うこ

の3000億という中身、各市町村もそうなんですが、県

民がちょっと中身がわかりにくいということなんで

す。そこで今皆さんが出している一括交付金、27項目

が一括交付金だということを国に示しているんですけ

れども、この総額は幾らなんでしょうかということで

すね。

　そして、一括交付金、今年度は約2300億なんです

が、県の一般会計予算というのは約6000億なんですけ

れども、今度出されている一括交付金と県の一般会計

予算との違いというのが何なのかがちょっと見えてこ

ないと。市町村分をどのように考えているのかという

こと。そして今度その一括交付金を要求している27項

目の中に不発弾処理が入っているわけですよね。でも

不発弾処理というのは50年、70年かかるということ

で、これまで国の責務だったというはずなのに、これ

を一括交付金に入れた理由というものが何かというこ

とをお聞きしたいと思います。

　そしてまた、これから平行滑走路もつくらないとい

けません。港湾の整備ももちろん大型のものをやらな
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いといけません。糸満から本部までの鉄軌道もやると

いっているわけですから、この大規模社会資本整備は

これは県が担うということになるのか。そしてこの予

算は、皆さんどれぐらいだと見積もっているのかを

ちょっとお聞きいたします。

　そしてまた、3000億という予算ですから、この大き

な予算が出てくると知事は大きな権力を握ることにな

るんですよね。ということは、もう国ではなくてこれ

から県は霞が関化するということになるわけですか

ら、そういう心配を市町村はしているわけですよ、知

事。ならないんじゃなくて市町村はそういう心配をし

ているわけですから、その懸念がないんであればない

ということをやってください。

　そして最後に、一括交付金と出先機関も廃止をする

ということであれば、権限も責任も県が担うというこ

とになるわけですから、沖縄県は特別道州制を求める

ということを私は大前提で要求すべきじゃないかと思

うんですが、その件についてお尋ねをいたします。

　２点目なんですが、きょうの朝の新聞でもありまし

た。８月の沖縄電力、８月の電気料金117円値上げと

いうことであります。九州電力、48円しか値上げして

おりません、料金で6439円。沖縄は117円、料金とし

て7774円、これだけの差があるわけですよね。先ほど

も答弁にあったように、負担軽減で年間25億、26億と

いう分の負担軽減をする中でのこの沖縄の今の現状で

あるわけですから、原油価格の高騰で117円値上げす

るということがあります。原料価格の変動だけでしか

ないのか、この経営努力はどういうふうになっている

のか、全く見えてきていません。沖縄県民の平均所得

が200万円だというのに、沖縄県が最も高い電気料金

を負担をしています。一方で、沖縄電力の会長、社長

の年収は5000万円だと言われております。県職員でも

沖電に就職すればよかったなと思っている方々も多い

んではないかと思うんですが、そこで沖縄電力の従業

員１人当たりの平均年収と、沖縄県の一般行政職の皆

さんの平均年収を比較するとどうなるのかお答えくだ

さい。これは沖電も有価証券報告書や県も人事委員会

のデータを公表しておりますので、平均年齢や勤務年

数もあわせて答弁をいただければありがたいです。

　そして最後になりますが、離島振興、離島振興とい

いながら、船一隻も沖縄県はつくったことがありませ

ん。それからすると、私は以前も離島の船というのは

県がしっかりと責任を持つべきだということを訴えて

おります。この離島航路で公設民営化方式を実現すれ

ば、リース料金も安くなり、黒字化する航路も出てく

ると考えます。そうなれば県の補助金も不用になる時

期が早まると思いますが、これは企画部と土建部が一

緒になって離島航路の船舶建造計画や港湾整備を作成

し、離島市町村の支援を本格的に行うべきではないか

と思いますが、これは土建部、企画部ともにお答えを

願いたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩

　　　午後４時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　再質問にお答えいたしま

す。

　幾つかございますので順次お答えをしたいと思いま

すが、まず１点目、一括交付金3000億というのが27項

目の総額なのかというふうなお話でございますけれど

も、これは実はきのうもお答えしたとおり、3000億の

この中身というのは、現行の国直轄経費それから市町

村の事業費を含めた内閣沖縄担当予算の全額に加え

て、今後の「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に盛り込

まれた施策の展開に必要な財源を対象とすると、これ

が3000億という考え方です。

　そのおおむねの内訳でございますけれども、現行の

2300億のうち1000億は国直轄事業の予算額になってお

ります。そしてまた県・市町村の補助事業分が1300億

と。今後、新たな沖縄振興の中で那覇空港の整備、そ

れから交通物流コストの低減、待機児童の解消、離島

の定住支援など、新たな沖縄振興に係る事業分、この

中で那覇空港の整備を除けば27項目に係るような部

分、それが約700億円程度あるというふうなことでお

おむね3000億というふうなことでございます。これが

１点目でございます。

　それから２点目は、一括交付金と一般会計の関係、

その国庫支出金2300億が県と市町村にどのように配分

されているかということでございますけれども、確か

に県のこの予算額は6000億ございます。その財源が

ちょっと手元にございますけれども、ざっとこの内訳

を見ますと、大体2000億余りが地方交付税、そしてま

た1000億の県税、そしてまた国庫とか起債とかそうい

うふうになっております。その中で一括計上予算の

2300億のうちまず県のほうに913億、これは23年の予

算で来ております。それからまた市町村のほうには

337億、そして国直轄予算として1057億とそのような

関係になっております。

　それから３点目に、市町村分というふうなものをど
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のように考えていくのかというふうなことでございま

すけれども、県のほうは市町村分も含めた内閣府沖縄

担当予算の全貌を沖縄振興一括交付金とすることを求

めております。市町村分につきましては、市町村の当

然この自由裁量というのを損なわないように、市町村

にゆだねていくというふうな考え方が出てくると思い

ます。市町村間の協議において検討されていくという

ふうなことを考えております。その中で必要があれ

ば、沖縄県としてはその協議の中で市町村の求めに応

じた助言等を行っていくと、そういうふうな考え方を

整理をしていきたいというふうに考えております。

　それから４点目は、不発弾でございます。

　不発弾につきましては、これは当然、戦後処理の一

環として国の責任のもとに実施されるべきでございま

す。今般これをこの一括交付金の中に入れてございま

すけれども、国の責務とは何かというふうなことは、

当然それは国がその財源をすべて措置するというふう

なことでも国の責務としてあると。そういうことで、

一括交付金の中に入れてございますけれども、これは

国の責務はないというふうなことではなくて、そうい

うこの財源をすべて公費で賄うというふうなことで責

務があるというふうな形で整理をさせていただいてお

ります。

　それから５点目に、空港、港湾などの社会資本整備

の件でございますけれども、今後出てくる大きな事業

としては基地跡地の整備、それから鉄軌道等がござい

ます。これはまさしく戦後処理に起因をして国の責務

で実施する必要があるというふうに考えています。そ

してまた、これまでの沖縄振興開発予算の枠を大幅に

超えてしまう。そういうふうな資金需要が想定される

ことで、これは別途、国による資金の確保が必要だと

いうことで、今回のこの一括交付金の枠の中に考え方

としては入れてはございません。そういう形で整理を

させていただいております。

　それから、知事の権限、霞が関化するのではないか

というふうな話がございますけれども、これは先ほど

も申し上げましたとおり、その市町村のほうの一括交

付金については、当然市町村の枠を市町村のほうの裁

量にゆだねるというふうなことでそこのところは不安

はないものというふうに考えております。

　それから、特別道州制に関連する質問でございます

けれども、一括交付金の導入と出先機関の移管という

のは、現在の都道府県制度を改革する地域の主体的な

経営を可能とする一つの政策にはなろうかと思いま

す。しかしながら、道州制そのものはこれはもう既に

いろんな議論がございましたけれども、国の形を根本

的に変えていく。外交・防衛以外の国の権限、それか

ら税財源、一部の立法権、課税権を地方に移す大きな

改革だというふうに言われておりまして、これにつき

ましては今後他都道府県との動きも見ながら、制度導

入というものは検討していく必要があろうかと思いま

す。

　道州制の意向につきましては、現在のこの地域主権

改革の進展、それから道州制議論――最近はこの議論

少し動きがとまっているような状況もございますけれ

ども――その具体化の動きを見ながら進めていく必要

があろうかというふうに考えております。

　それから離島航路の件でございますけれども、これ

につきましてはまさにこれまでの決算補助だけではな

くて、新たな方策についても検討していく必要があろ

うかというふうに思います。

　公設民営化を含めて新造船に係る議員のこの御提言

につきましては、これは他県の取り組みだとか、ある

いはまた関係市町村、また関係部局との意見交換も含

めながら、その新しい方策をまた検討してまいりたい

というふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　再質問の中で、沖縄

電力の従業員と沖縄県庁の行政職給料表の職員の年間

給与の比較という御質問でございました。

　まず、沖縄電力は平成21年の有価証券報告書、それ

から沖縄県は平成22年の給与等に関する報告及び勧告

――これは沖縄県人事委員会が昨年10月７日に出した

資料で、これに基づいてお答えいたします。

　まず、沖縄電力のほうですが、平均年齢が35.9歳、

平均勤続年数が14.4年、平均給与――これは1000円単

位で四捨五入して申し上げます―― 735万8000円でご

ざいます。それから、沖縄県の行政職給料表のほうは

平均年齢が41.6歳、平均勤続年数が18.9年、年間平均

給与がこれも1000円単位で四捨五入して申し上げます

と、566万8000円となっております。

　比較するとこういうことになりますが、聞くところ

によりますと、沖縄電力の給料は全国の電力会社の中

では一番低いということも聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　離島振興のための船

舶購入についての再質問にお答えいたします。

　離島振興のために、港湾整備の推進とともに船舶の
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運営維持は重要と認識しております。しかしながら、

予算枠の関係で社会資本整備総合交付金での対応は厳

しいものがありますが、他府県で実施している事例も

わずかながらあることから、その事例を含めて船舶購

入のあり方を企画部と連携して研究していきたいと考

えます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明７月１日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後４時42分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

糸 洲 朝 則

嘉 陽 宗 儀

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年７月１日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ５ 回

（第 ４ 号）
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議　　事　　日　　程　第４号

平成23年７月１日（金曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ４ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年７月１日（金曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた副知事上原良幸君は、別

用務のため本日の会議に出席できない旨の届け出があ

りました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時２分休憩

　　　午前10時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第

１号議案から乙第15号議案までを議題とし、質疑に入

ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警　察　本　部　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君警　務　部　長

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君
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る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　おはようございます。

　知事、おはようございます。

　社民・護憲ネットの渡嘉敷喜代子です。所見を述べ

ながら一般質問を進めていきたいと思います。

　３月11日の東日本大震災は、想像を絶する未曾有の

災害でした。犠牲になられた方々に哀悼の意を表した

いと思います。また、３カ月たってもいまだに避難生

活を余儀なくされている皆さんが一日も早くもとの生

活に戻れるよう、そして福島原発の早急な終息を願う

ばかりです。

　さて、６月21日、日米安全保障協議委員会（２プラ

ス２）が行われました。北澤防衛大臣は、民主政権で

初めて開催されたことにより日本の政治勢力の80％以

上がコミットにおいて次の50年に向けて意義深いもの

であるとコメントしました。80％だったかどうかわか

りませんが、国民の多くが民主党にゆだねて政権交代

ができました。しかし、民主党政権に国民が求めたも

のは、日米同盟の再締結だったのでしょうか。

　現地の記者会見で日本人記者から、普天間問題につ

いては自民・公明連立政権時代のものに回帰しただけ

ではないかとの問いに対して、北澤防衛大臣は、前政

権下で行われた合意について、しっかり検証し検討し

た結果の合意であり、時間のロスであったとの論評が

あるとすれば政権交代に基づく民主主義のコストだと

理解していると述べました。

　民主党政権は、普天間基地の移設について、いつ、

どれだけ検証し検討したのか、その形跡もないまま自

民党政権下で合意されたことを継承・発展させるなら

ば、政権交代の意味は全くありません。これ以上の裏

切り行為はありません。

　今回の２プラス２は、辺野古移設のＳＡＣＯ最終合

意の確認と思いやり予算に関する協定をしっかりと取

りつけました。被災地復興に向けて財政的に厳しい日

本への米国の災害支援の継続性は、思いやり予算を辞

退することではないでしょうか。

　ケビン・メアの言葉をかりて言わせてもらえば、米

国こそ「ゆすりとたかりの名人」と言わざるを得ませ

ん。

　質問いたします。

　知事の政治姿勢について。

　茨、日米安全保障協議委員会（２プラス２）につい

て。

　ア、普天間飛行場の返還・移設について2014年まで

の移設期限を撤回し、「できるだけ早い時期に完了さ

せる」と辺野古Ｖ宇型で合意した。知事の所見を伺い

ます。

　イ、また、沖合移動の微修正を考慮し得るとの以前

の知事発言を意識したともとれる文言について、知事

の所見を伺います。

　ウ、合意された案について、公有水面埋立許認可の

対応（可否）についてお尋ねいたします。

　東日本災害救済支援における米軍と自衛隊との共同

活動をした「トモダチ作戦」は、核戦争を想定した訓

練であったことは米本国大手新聞にその成果が報道さ

れました。その成果を踏まえて、合意文書の中に自治

体が実施する防災訓練に米軍が参加することが明記さ

れました。災害援助に名をかりて、自治体を含む民間

人をもテロ政策や米国が仕掛ける戦争に巻き込まれか

ねない極めて危険なものであります。

　そこでお尋ねいたします。

　エ、東日本大震災に伴う米軍の災害支援「トモダチ

作戦」への知事の所見を伺います。

　オ、地方自治体による防災訓練への米軍の参加につ

いての所見を伺います。

　芋、2011年版男女共同参画白書についてお尋ねいた

します。

　ア、クオータ制に対する知事の所見と知事の女性政

策について伺います。

　２、基地問題について。

　茨、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練に

ついてお尋ねいたします。

　同訓練について、国は事前通告を義務づけてはおり

ません。事前通告がなければ例外的な事案かどうかの

検討は不可能であります。例外でなく、ＳＡＣＯ最終

報告の趣旨に沿い実施されるべきとの県の見解はどう

担保できるのか伺います。

　芋、レビン米上院軍事委員長の提案した嘉手納統合

案に対して、知事は「交渉の入り口」との見解を示し

ました。その真意をお尋ねいたします。

　鰯、オスプレイの配備による普天間飛行場の危険性

と固定化が懸念されます。今後の県の対応、戦略はど

うなのかお伺いいたします。

　県は、地位協定改定を国に要請して久しい。今日ほ

ど地位協定の改定が求められていることはありませ

ん。１月12日に沖縄市で起きた交通事故は、一方的に

相手方の米軍属に過失があったにもかかわらず、公務

中で不起訴になり、５年間の免停とは余りにも理不尽

です。公務中の範囲を明確にすること、第１次裁判権

の奪回は県民の人権を守る緊急課題です。



－ 114 －

　そこでお尋ねいたします。

　允、県が国に対して示した日米地位協定改定の要望

11項目のうち優先項目は何か、国との交渉の状況など

をお尋ねいたします。

　３、沖縄振興計画についてお尋ねいたします。

　茨、芋は削除いたします。

　鰯、私ども社民・護憲会派は、６月９日に内閣府、

それから厚労省、文科省に対しての子育て支援、そし

て総合的な振計についてそれぞれ時間をとってミー

ティングをしてまいりました。その中で出てきたこと

は、新振計について、国は来年２月国会に提案してい

くという方針であるようであります。法の制定をとい

う見解ですけれども、つなぎ法案で処理されかねない

という懸念があります。県の所見を伺いたいと思いま

す。

　４、図書館司書採用試験についてお尋ねいたしま

す。

　茨、今年度より各学校に学校図書司書定数１を配置

しました。その配置数のうち、本務、臨任、賃金はそ

れぞれ何名ですか。

　芋、今回配置された臨任のうち、受験対象外となる

28歳以上の人は何名ですか。

　鰯、「学校事務Ⅱ」の図書司書の受験年齢を、沖縄

県公立学校教員侯補者選考試験実施要綱に準じて45歳

にすることが必要であります。どう考えているのかお

尋ねいたします。

　允、図書館司書の資格者で、学校図書司書や公立図

書館等で臨任や非常勤職員として従事していた者に対

して、その実績等を勘案し、採用試験科目の一部を免

除することについてお尋ねいたします。

　照屋大河議員の代表質問との関連で、１つだけ質問

させていただきます。

　中部病院７対１施行に関連して、適正な人員配置が

されていないことで現場では過重な労働が強いられて

おります。夜勤の状況、年休行使、病休の状況などに

ついてお伺いいたします。また、医師の勤務状況など

もお伺いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　渡嘉敷喜代子議員の御質問に答弁させていただきま

す。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の返還・移設の期限を撤回し辺野古Ｖ字型で合意した

ことについての御質問にお答えいたします。

　これまで日米両政府に対し、地元の理解を得られな

い移設案を実現することは事実上不可能であると機会

あるごとに申し上げてきたにもかかわらず、今回この

ような決定がなされたことはまことに遺憾でありま

す。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であり、早期に解決を図る必要があ

ることから、固定化は決してあってはならないと考え

ております。

　県といたしましては、日米両政府は、普天間飛行場

の県外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組む

べきであると考え、その旨強く要請しているところで

あります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、沖合移動の微修正に

対する知事の見解いかんという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　私は、当時、代替施設の建設位置について地元の意

向や環境に配慮する観点から、可能な限り沖合へ寄せ

てほしいと政府に対し求めておりましたが、それと今

回の日米共同発表に「この計画の微修正を考慮し得

る」と記述されたこととの関係につきましては承知い

たしておりません。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、いわゆる東日

本大震災関連での「トモダチ作戦」についての御質問

にお答えいたします。

　今回の未曾有の東日本大震災において、在日米軍は

人員２万名以上、艦船約20隻、航空機約160機を投入

したと承知しております。これらの米軍による活動

は、被災地での人道支援及び災害救援に大きな役割を

果たしたものと認識いたしております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、クオータ制に対する

所見と知事の女性政策についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　県におきましては、男女共同参画社会の実現に向

け、審議会等への女性委員の積極的な登用、そして男

女共同参画センターにおける意識啓発事業の実施な

ど、市町村、関係団体と連携を図りながらさまざまな

事業に取り組んでいるところでございます。

　平成22年４月の調査によりますと、県の管理職に占

める女性職員の割合は7.3％で全国５位、県議会にお

ける女性議員の割合は14.6％で全国４位と高い状況に

あります。しかしながら、町村議会においては女性議

員がいない議会の割合は70％で全国最下位の状況もご

ざいます。男女共同参画社会の実現には至っておりま

せん。

　県におきましては、今年度、新たな男女共同参画計

画を策定することといたしており、同計画の中で意識
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の啓発、女性の社会参画の促進強化など、男女共同参

画社会の実現に向けた取り組みを強化してまいりたい

と考えております。

　クオータ制につきましては、県の男女共同参画審議

会の委員構成に採用いたしており、その他の審議会に

おきましても女性委員の登用率の目標を定め、積極的

な登用に取り組んでいるところでございます。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、嘉手納統合案

に対し、交渉の入り口との見解を示したことについて

という趣旨の御質問にお答えいたします。

　レビン米上院軍事委員長らの提案につきまして、こ

れまで再三にわたって反対してきた嘉手納統合案が含

まれていることから、実効性のある負担軽減が前提で

なければならないという趣旨で申し上げたものでござ

います。

　なお、「負担が減るなら入り口になる」という趣旨

の発言につきましては、撤回いたしております。

　次に、基地問題の中で、オスプレイの配備による普

天間飛行場の危険性と固定化の懸念についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であります。早期に解決を図る必要

があることから、固定化は決してあってはならないと

考えております。

　なお、オスプレイにつきましては、去る６月24日、

具体的な運用上の問題等につきまして質問文書を防衛

省へ提出し、回答と説明を求めております。27日に上

京した際には、私から防衛大臣と外務大臣に反対を表

明し、データの提出等を求めたところでもあります。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談など、あらゆる機会を通じて普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現を強く求めてまいります。

　次に、沖縄振興計画に係る御質問の中で、つなぎ法

案に対する県の所見いかんという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　沖縄県が新たな沖縄振興のための法律に盛り込むよ

う提言しております諸制度は、県民が求める将来像実

現のため、離島県ゆえの不利性を克服するとともに、

魅力ある自然環境や独自の文化、豊富な若年労働力、

東アジアの中心に位置する地理的優位性などを最大限

発揮できる施策の展開を目指すものでございます。

　沖縄県の要望につきましては、去る６月23日の全戦

没者追悼式における総理大臣のあいさつ及び同24日の

官房長官の沖縄振興開発金融公庫の存続に関連する発

言に見られますように、来年４月以降には県が求める

諸制度を盛り込んだ新たな法律がスタートするものと

認識しております。

　県といたしましては、つなぎ法案はないものと考え

ております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、公有水面埋立承認の対応について

お答えいたします。

　現時点で、政府から埋立承認願書が提出される時期

等については示されておりません。仮に提出された場

合には、関係法令にのっとり検討することになります

が、県としましては、地元の理解が得られない移設案

の実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の県外移

設を求める考えに変わりはありません。

　次に、防災訓練への米軍参加についてお答えいたし

ます。

　今回の日米安全保障協議委員会文書では、「地方公

共団体によって実施される防災訓練への米軍の参加

が、米軍及び基地を受け入れているコミュニティとの

間の関係の強化に資するとの認識を共有した。」と示

されております。これについて沖縄防衛局に確認した

ところ、防災訓練へ米軍が参加することにより日米の

関係がより良好な関係になるという認識を双方で確認

したものであり、その地域等について特に本土とか沖

縄とか限定するものではなく、沖縄も関連し得るもの

であるとの説明がありました。

　県としましては、「災害時における沖縄県と在沖米

軍との相互連携マニュアル」において、米軍との相互

連携や協力について定めております。東日本大震災に

おいては、米軍の支援活動が一定の評価を受けている

ことも勘案し、米軍の防災訓練への参加のあり方につ

いて検討してまいりたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中の、嘉手納飛

行場におけるパラシュート降下訓練についてお答えい

たします。

　パラシュート降下訓練については、平成８年のＳＡ

ＣＯ最終報告において、伊江島補助飛行場へ移転する

ことが合意されております。パラシュート降下訓練

は、地域住民に不安を与えていることから、例外なく

ＳＡＣＯ最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであ

り、県としましては、通告のあるなしにかかわらず、

今後も引き続き嘉手納飛行場においてパラシュート降

下訓練を実施することがないよう、日米両政府に対し

強く求めてまいります。
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　次に、日米地位協定見直しの優先項目と国との交渉

状況についてお答えいたします。

　県が要請している日米地位協定の見直し11項目につ

いては、平成12年に県議会や市町村の意見も聴取しな

がら検討を重ね、見直しが優先されるべきものとして

取りまとめたものであります。現在、民主党政権で

は、同協定の改定を提起するとしておりますが、政府

からはいまだ改定の方針等が示されていないことか

ら、本年２月８日には軍転協を通じて、５月７日には

防衛大臣、５月28日には外務大臣に対して知事が直

接、早急に見直し作業に着手するよう求めたところで

あります。

　県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会等と

も連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通して粘

り強く日米地位協定の見直しを求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　図書館司書採用試験につい

ての御質問で、学校図書館司書の配置状況等について

お答えいたします。４の茨と４の芋は関連しますので

一括してお答えいたします。

　平成23年度の学校図書館司書配置状況につきまして

は、県立高等学校全日制課程におきまして本務16名、

臨時的任用職員44名、定時制課程におきましては賃金

職員８名となっております。また、特別支援学校にお

きましては本務が２名、臨時的任用職員が６名、賃金

職員７名となっております。

　受験対象外となる28歳以上の臨時的任用職員の人数

につきましては、高等学校において34名、特別支援学

校におきましては４名となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

　　　〔人事委員会事務局長　岩井健一君登壇〕

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　図書館司書採

用試験についての御質問の中の、受験年齢についてお

答えします。

　学校に勤務する職員のうち、教員の採用につきまし

ては、教育公務員特例法に基づき教育長が年齢などの

資格を定めるとともに選考を行っております。教員以

外の事務職員の採用につきましては、地方公務員法に

基づき原則として人事委員会が実施する競争試験によ

ることとなります。

　今回の「学校事務Ⅱ」の試験区分は、県立学校にお

いて司書資格を有し学校図書館事務にも従事する学校

事務職員を採用したいとの教育委員会の要望があり、

職員採用中級試験において新たに設けたものでありま

す。

　沖縄県職員採用試験においては、上級、中級及び初

級のいずれの試験でも長期勤務によるキャリア形成を

図るとの趣旨から、職務経験を問わないで新規学卒者

等を対象とした受験資格として年齢の制限を行ってお

ります。「学校事務Ⅱ」の試験は中級試験で実施する

ため、その上限年齢は27歳であります。

　次に、試験科目の一部免除についてお答えします。

　地方公務員法において、競争試験は、「受験の資格

を有するすべての国民に対して平等の条件で公開され

なければならない。」こととされています。

　学校事務Ⅰ及びⅡの試験種目は、第１次試験で教養

試験と専門試験としての行政事務、第２次試験で論文

及び面接となっており、いずれも平等に実施すること

が求められております。

　このように、人事委員会が実施する競争試験におい

て、勤務経験を有すること等を理由として一部試験科

目を免除することは困難であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　我が会派の代表質問

に関連しての御質問の中で、中部病院における看護師

の夜勤状況、医師の勤務形態等についてお答えいたし

ます。

　中部病院においては、ことし４月から７対１看護体

制に必要な人員を配置し、５月から実施しておりま

す。

　平成23年４月から６月までの看護師１人当たりの平

均夜勤回数は月8.2回で、平成22年の同時期に比べて

0.8回減少しております。有給休暇の取得について

は、平成23年４月から６月までは１人当たり月平均

0.48日で、平成22年は0.44日となっております。

　また、医師の勤務形態について時間外勤務の状況で

説明しますと、平成22年度の１人当たりの時間外勤務

時間数は月49.2時間となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　まず教育長のほうからお尋ねし

たいんですけれども、今回の定数１ということは、高

校標準法の第12条第２項に従った配置ということです

よね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　そうでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。
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○渡嘉敷喜代子さん　人事委員会のほうにお尋ねしま

すが、今回の人事委員会からの答弁は、図書教育の充

実を図るために、県立学校に司書資格を持つ学校職員

を配置するための「学校事務Ⅱ」を設けて試験をする

ということでありますけれども、それに事務職を採用

するものではありませんと、必ずしも図書館事務だけ

ではなくて一般の事務も従事することになりかねない

というようなことで、相反した、矛盾した言い方なん

です。人事委員会からの答弁を得ていますけれども、

そのあたりどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　職員の採用試

験におきましては、あくまでも任命権者からの要望を

受けまして試験採用計画をつくっております。

　今回の学校事務職員につきましては、教育委員会か

ら県立学校において従事する学校事務職員で、なおか

つ図書館勤務の事務も行うことのできる司書資格を有

する職員を採用したいということで、試験の職種と内

容を決定しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　教育長、私は、2009年の11月議

会からこれまでずっとこのことに対して質問をしてき

ました。そして、本務がいなくなる中で本当に学校図

書が成り立つのかということで、今回の試験採用に

なったわけですね。そして、12学級以上の学校につい

ては１人の司書を置くということの定数の中に入って

います。そのことを今回は入れなかったのかどうか、

今の人事委員会からの答弁のように、教育委員会とし

て本当にこのことをどう受けとめて人事委員会に投げ

かけたのかお尋ねしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、基本的には高校標準

法という中で、いわゆる学校における事務職について

の定数の措置がなされていることは渡嘉敷議員も御承

知かと思います。そういう中で、その事務職員を司書

にするかどうかは学校の御判断で対応している状況で

ございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　いかに学校司書の影響力が子供

たちの学力の問題とかに出てくるかということは、こ

れまでもるるお互いに討議した中で、またこのように

して異動によって一般事務にもなりかねないと。そう

いうことであるならば、その司書の免許を持っている

人、せっかく彼女たちは司書になりたい、そしてこれ

まで何年も従事してきたわけですよ。そういうことを

人事異動によってまた学校事務に異動するということ

はいかがなものかということなんです。本当に教育長

はそのような状況でいいのかどうか、再度お尋ねいた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、基本的にはやはり学

校にはさまざまな職種がありまして、子供たちの学力

向上等々いろんなことを育成していくための場所であ

ると、そういう視点でございます。そういう中で、本

県におきましては、実は昭和43年でしょうか、たしか

全県立学校のほうに県単で司書が配置されていたと、

そういう事情も承知しております。そういう中で、平

成11年に行財政改革の一環の中で、このいわゆる県単

での司書については退職不補充と、そういったことが

出てまいりまして、個人的には大変残念な気もしてお

ります。

　ただし、また平成11年でしょうか、学校図書館法の

改正がございまして、この中で学校図書館の事務をい

かに効率的に機能していくかという視点で司書教諭と

いう職が新たに出てまいりました。ですから、司書と

司書教諭の連携した取り組みをしていく中で、学校図

書館活動をより効果的に機能していこうと、そういっ

た観点から学校図書館法が改正されたでしょうから、

その司書教諭と事務職として採用された学校の実態に

応じてのいわゆる司書との連携がいかに大事かという

ことを今現在痛感をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　何か教育長が言っていることは

よくわかりません。ちょっと時間がありませんので、

このことはもうこれで終わりにしたいと思いますが、

司書教諭、人事委員会では特別に27歳というふうにし

て年齢を制限しているんですけれども、これを外すこ

とはできないという答弁がありましたが、一般公務員

試験を免除した例というのはあるわけでしょう、どう

なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　事例はござい

ません。

○渡嘉敷喜代子さん　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時41分休憩

　　　午前10時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　スポーツ部門、芸能部門につい
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ては一部免除するということになっているんですけれ

ども、そのことはどうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　渡嘉敷議員が

おっしゃっていることは、教員採用試験における免除

だと思います。先ほど答弁しましたように、教員採用

試験におきましては、教育公務員特例法に基づいて教

育長が選考を行うということでありまして、人事委員

会の権限外でございます。

　人事委員会につきましては、学校であれば事務職に

ついて原則として競争試験で実施するということでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　勤務年数も勘案しないで、この

まま本当に27歳で切ってしまうということにいかに問

題があるかということで、先ほど教育長からの報告が

ありましたように、今50名の臨任が配置されておりま

す。そのうちの38名ですか、その人たちが受験資格が

ないわけですよね。そのことについて臨任の皆さんの

勤務年数、年齢とか調べてみましたけれども、教育長

はそのあたりは把握していらっしゃいますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　把握しております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　例えば、36歳のこの人は14年間

公立の図書館に勤めております。そして、学校には６

年間勤めております。そして、もう一人32歳の人は、

10年間公立の図書館に勤めておりまして、学校では４

年間。そして、46歳の人は11年間公立図書館に勤めて

いて、今回配置された学校司書は１年ということにな

りますけれども、このように、県が二十何年間も採用

試験をしなかった、この人たちは本当に被害者なんで

すよ。そういう勤務年数も勘案しないで、一律に27歳

で切ってしまうことについて人事委員会のほうにお尋

ねしますが、そのことについて勤務年数とかそういう

経験とかということを全く勘案しないでもよろしいん

でしょうか。教育長にもお尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど人事委員会のほうか

らも御説明がありましたように、あえて27歳という年

齢制限を置いている理由につきましては、私も理解を

しているところでございます。ただ、昨年度、教員採

用試験につきましては受験年齢についてさまざまな御

議論がありまして、改善をしてきた状況でございま

す。そういう中で、今回のいわゆる学校事務について

の受験年齢の制限につきましては、所管外ですのでこ

れ以上言及することは避けたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　人事委員会に

おける職員の採用試験の計画につきましては、あくま

でも各任命権者からどのような職種を採用して、何名

採用したいかという要望を受けて、その職種の採用見

込みがあれば試験として実施するものでございます。

　過去に試験が実施されていないということにつきま

しては、それはそういった職種の採用予定がないとい

うことでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　ちょっと問題発言ですよ。これ

まで定数枠に入れないで県単で雇ってきたわけです、

臨任とか賃金で。そういうことで二十数年間も試験を

しなくて、その定数がないから、教育委員会からそれ

がなかったからという、これは開き直りじゃありませ

んか。教育長、どうですか。教育長として、やはりそ

のことをしっかりと人事委員会に言うべきではありま

せんか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　さまざまな課題があること

は承知しておりますので、今後、人事委員会とも協議

をしながら、いい方向で対応していければ幸いでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　今、人事委員会からの答弁を聞

いて、いかに教育長が丸投げしたかということがよく

わかりました。

　そういうことで、その臨任の皆さんを何としても教

員と同じように試験の年齢制限を45歳まで引き上げて

いくというようなことと、それから経験を生かして

しっかりと一部の免除をしていくということを人事委

員会に投げかけていただきたいと思います。いかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　さまざまな課題があること

は承知しておりますので、これからどういう改善がで

きるか人事委員会等とも協議をしてまいりたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　もう一つ教育長にお願いしたい

ことは、これまで本当に図書館司書というのは学校教

育にかかわってきた人たちなんですよね。そして、そ

の中にも学校司書教諭もいるわけです。そういうこと

で、いかに沖縄の学校の学力にかかわってきたかとい
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うことであれば、教員と同じように扱っていかなけれ

ばいけないと思うんです。

　先ほど人事委員会のほうからは、それは特別に教員

でしょうというような言い方がありましたけれども、

そのあたりについてやっぱり教育長としてしっかりと

認識していただきたいと思いますが、その件について

どうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、学校図書館といいま

すのは、いわゆる読書センター、そして情報セン

ター、あとは学習センターという視点があるかと思い

ます。そういう中でいかに読書活動が大事かというこ

とは痛感しております。また、「本は文明の運び人」

とかそういった言い方もございますので、そのために

は、その中心になっておりますいわゆる司書を初め司

書教諭等の役割は大変大きなものがあると痛感をして

おります。

　したがいまして、そういう観点から、今の渡嘉敷議

員の御要望等につきましても人事委員会とこれから協

議ができれば幸いでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　知事にお尋ねします。

　これまで私たちは普天間飛行場の県外移設につい

て、名護市長選、それから２・24の県議会での決議、

そして４・25の県民大会、そして名護市議選での与党

圧勝というふうにして、私たちは本当に民意を出して

きました、何度も何度も。それにもかかわらず、今回

の２プラス２においてもまた辺野古回帰というのが出

てきました。それは一体何なのかということで、私は

ずっと疑問に思っていました。ごり押ししてくること

が何なのかということを考えておりまして、こういう

記事をちょっと拾いました。６月12日の毎日新聞「反

射鏡」の中で「政策決定論から見た「普天間と民主

党」」、論説委員としての岸本正人さんが書いている

ことをちょっと読みたいと思います。「外交・安全保

障に関する政策決定は政府の専権事項であり、他の組

織や世論を考慮すべきでない、という議論もある。　

しかし、一般的な外交方針、安全保障政策を策定する

ケースならいざ知らず、特定の地域に負担を求める基

地の建設、特に外国軍の基地建設・移設となれば事情

が異なる。」のではないか。「普天間問題では、沖縄

の「関与」を重視せざるを得ない。」というようなコ

メントをしております。そのことについて、知事はど

うお考えでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今議員のお読みになった文

章を私は読んでおりませんので、正確に受けとめたか

どうかちょっとはっきりしないところはあるんです

が、あえてその中で外交、そして防衛は国の専管であ

るというのは、私は前から専管というのはどこにも書

いてないし、それは防衛の、例えば自衛隊のようなも

のは各県が持つというよりは１カ所に集めたほうがい

いだろうとか、戦前戦中の反省を踏まえて、むしろ防

衛問題の基本、外交の基本は国だけではなくて、日本

全国、知事会も含めて、当然これは意見を言うべきも

のだと思っておりますし、さらにまた、基本でなくて

地元に直接関係するような基地の部分というのは、当

然これは地元も当事者であるというふうに私は考えて

おります。

　今、お読みになったことで、特に外国の軍隊に係る

ものだからという点はちょっとまだよくわかりません

が、それであろうとなかろうと、防衛・外交は当然国

の専管ではあり得ないと思いますし、むしろ意見を言

わなきゃいけない。そしてまた、各地域に直接関係す

る施設を置く、置かぬというようなことも、当然我々

は当事者ですから意見を言うべきもので、専管的なも

のではないというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　これまでの知事の発言というの

が余りにもあいまいであったと。そのことが今回の２

プラス２でも沖合移動も微修正は得られるものですよ

というようなことが出てきているわけですね。そし

て、嘉手納飛行場についても、本当にあれは本音だっ

たのじゃないかという気がしました。ぽろっと本音と

いうのは出てくるものですよね。嘉手納統合案も、こ

れも交渉の入り口ではないかというようなことを、そ

れは後で打ち消しましたけれども、本音というのはぽ

ろっと出てくるものですよ。

　そういうことで言葉の使い方、あいまいさ、このこ

とが日米両政府に対して誤ったメッセージを送ってい

るんじゃないかという思いがしてならないんです。

　それで、今回また７月９日、10日に超党派で知事を

説得するということで自民党の皆さんが来るというこ

とですけれども、このような形で本当に押しつけてく

る可能性が出てくるわけですね。そういうことに対し

て本当に知事が耐えられるのかどうか。今、本当に私

たちオスプレイの情報についてもそうなんです。情報

を提供してくださいというけれども、じゃ安全だとい

うのであれば受け入れるのかというような、また誤っ

たメッセージを送りかねないんですね。そのことにつ

いて、やはりだめなのはだめだとしっかりと言うべき

ではないかと思います。いかがでしょうか。（発言す



－ 120 －

る者多し）

○池間　　淳君　議長。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時53分休憩

　　　午前10時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　自民党などの皆さんが９日に来

て、名護とか、それから知事に会って説得するという

ことがきょうの新聞に載っていました。そのようにご

り押ししてくることに対して、知事ははっきりとノー

と言う、今こそ県内移設反対だということを言うべき

ではないでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員からの御意見と

いいますか、アドバイスとして受けとめておきますけ

れども、私は私で自分の信念に従って物は言い、やっ

てきたつもりです、念のため。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　なぜそれほど誤解を招くような

あいまいな言葉を発するかということなんですよ。で

すから、知事は知事でそういう思いかもしれませんけ

れども、誤解を与えないように、じゃ今回、本当に県

内は厳しいですよじゃなくて、県内移設反対というこ

とを断言していただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県内移設反対ということを

断言せよという渡嘉敷議員の御下命を、わかりました

と言うわけにはいきません。私は、私の信念に基づく

考えで、去年の選挙の前から申し上げてきて、要する

にフィージビリティーの問題だというのを前から申し

上げてきています。特に普天間の一日も早い危険性の

除去、普天間の移設・返還、ここが原点ですから、こ

れに沿って、今の辺野古というのは事実上不可能です

よとも申し上げてきました。ですから、県外を探すほ

うが早いですよと申し上げてきました。これ以上でも

これ以下でもありません。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　今回の「トモダチ作戦」で、普

天間飛行場でヘリを洗ったという情報もあります。宜

野湾市は、オスプレイの配備、そして放射能を洗った

と、その洗った水が大山の田んぼに流れていくんです

よ。そういうことで、本当に怒りを感じています。そ

のことに対して、県として何か抗議しましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時56分休憩

　　　午前10時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ただいま御質問の普天

間飛行場で米国の海兵隊の機体を洗ったという報道は

承知しておりますけれども、その事実についてはまだ

確認しておりませんで、現時点で抗議は行っておりま

せん。

○渡嘉敷喜代子さん　終わります。ありがとうござい

ました。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

　　　〔新垣安弘君登壇〕

○新垣　安弘君　皆さん、おはようございます。

　民主党の新垣です。

　質問に入る前に、一言所見を述べさせていただきま

す。

　中央の政界は、御存じのとおり菅総理の去就をめぐ

る騒動が続いておりましたが、ここに来て少し落ちつ

いたような感もあります。これからどのように展開し

ていくのか予想もつきませんが、きっと落ちつくとこ

ろに落ちつくと私は思っております。人が歴史をつく

るのか、目に見えない歴史の歯車がそのときに応じて

人を使うのかわかりませんが、歴史の転換点において

ある人物が中心にいて、歴史に名を残したりすること

もあるのでしょう。

　未曾有の大震災と原子力発電所の事故、それをきっ

かけとして自然エネルギー、再生エネルギーへの大き

なエネルギー政策の転換がなされようとしておりま

す。そこに菅総理自身の個人的な思いと動機はどうで

あれ、目に見えない歴史の歯車はここ数カ月の間、こ

の人物を必要としているのかもしれません。

　永田町の政争の底流には、政策論争以外にも好きか

嫌いか、損か得かの感情も働いてその人たちの判断と

行動に影響している部分もあるでしょう。私どもは世

俗の価値観を離れて、大きな歴史の流れがどこに向か

おうとしているのか、その正しい方向性を見失わない

ような判断をできるようになりたいものです。

　沖縄県議会においては、好きか嫌いか、得か損かの

感情や計算を超えて県益確保のために党派を超えて仲

よく力を合わせて対政府との交渉に成果を上げるよう

頑張っていこうではありませんか。

　それでは質問に移ります。

　初めに、安全保障と基地の問題について伺います。

　沖縄県の知事は、他府県の知事にはない基地問題と

いう大きな問題を抱えざるを得ません。同時に、他府
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県と違った特殊な立場にあるがゆえに県民の安全保障

問題についてもまさに先ほど知事が述べられたよう

に、外交安全保障は国の専管事項だからといって国任

せにできない立場にあるとも言えるのではないでしょ

うか。

　そこで伺います。

　茨、昨今の南シナ海や東シナ海をめぐる国際情勢に

ついて知事の見解をお聞かせください。

　芋、総合安全保障に関する研究機関設置に向けての

進瀧状況はどうなっていますか。

　鰯、米国における情報収集の拠点設置について伺い

ます。

　允、安全保障の観点から中国における拠点の必要性

についてはどうでしょうか。

　印、有事や災害時における自衛隊や米軍との連携は

どうなっていますか。

　咽、南西諸島を災害救援のための拠点として整備す

る政府方針についての見解を伺います。

　員、国連と連携した災害救援部隊の構想を練り上げ

ていくこともあっていいと思いますが、見解をお聞か

せください。

　次に、学校教育と人材育成について伺います。

　本県の未来を切り開いていくには、人材を育ててい

くしかありません。そのことをどれだけ自覚し、かつ

具体的に取り組んでいるのかが問題です。

　そこでお伺いいたします。

　茨、全国学力テストの結果が最下位だったことを受

けてとった対策とその成果を伺います。

　芋、島尻教育事務所の那覇への統合計画はないもの

と受けとめてよろしいでしょうか。

　鰯、名護を中心とする北部地域への進学校設置の要

望に対する見解をお聞かせください｡

　允、海外留学支援の予算と派遣に際しての条件等に

ついて伺います。

　印、産業振興における専門学校の果たす役割につい

て。

　咽、県民が誇りとする郷土の偉人の記念館、顕彰施

設は県内に何カ所ありますか。

　３番目に、広域都市計画について伺います。

　茨、東日本大震災の実情を踏まえた防災・減災対策

は、広域都市計画の見直しにも及んでくるのでしょう

か。

　芋、都市機能と人口が那覇市に集中しています。近

隣の市町村の市街化調整区域の見直しが必要ではない

でしょうか。

　鰯、南城市が那覇広域から抜けた主な理由はどこに

あるのか伺います。

　４番目に――昨日までの質問の中にも取り上げられ

ておりましたが――県立郷土劇場について伺います。

　茨、県立郷土劇場の再建計画について。

　芋、旧県立郷土劇場の果たした役割と課題は何で

あったのか伺います。

　鰯、理想とする県立郷土劇場のあり方はどのような

ものでしょうか。

　５番目に、久米島の海洋深層水施設についてです。

　今まで何度も取り上げてまいりましたが、部長もか

わったことですし、より前向きな取り組みが期待でき

そうですので、改めてお尋ねいたします。

　茨、施設の今後の運営計画と方針について伺いま

す。

　芋、沖縄とハワイとの新エネルギー開発事業のその

後の経過はどうなっているでしょうか。

　鰯、久米島町が目指す海洋温度差発電について、改

めて県の認識を伺います。

　最後に、農水産業について伺います。

　茨、那覇市の生活用水を利用して南部地域の農業用

水とする国営の再生水活用計画は頓挫しました。代替

策として地下ダムの受益面積の拡大が必要ではないで

しょうか、見解を伺います。

　芋、県または漁業組合が設置するパヤオ(浮き魚礁)

における他府県の漁船の操業に対する対策を伺いま

す。

　以上。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣安弘議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、学校教育と人材育成に係る御質問の中で、

海外留学支援の予算等についての御質問にお答えいた

します。

　平成23年度の予算は、「国外留学生派遣事業」が約

5100万円、そして「高校生の国外留学生派遣事業」が

約4600万円となっております。派遣に際しての条件

は、「国外留学生派遣事業」では、沖縄県に本籍を有

する者またはその子弟等で、一定水準の語学能力を有

し、原則40歳以下の者となっております。

　「高校生の国外留学生派遣事業」では、県内の高等

学校に在籍をし、英語検定準２級以上相当の英語力を

有し、学校長が推薦する心身ともに健康な者となって

おります。

　次に、同じく学校教育に係る御質問の関連ですが、

専修学校等の果たす役割についての御質問にお答えい
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たします。

　沖縄県内における専修学校及び各種学校は90校で、

生徒数は約１万1000名となっております。また、専修

学校の分野別生徒数を見ますと、看護や理学療法等を

含みます「医療関係」が最も多く、次に国際言語やデ

ザイン関連の「文化・教養」関連、そして情報処理や

観光等ビジネス関連の「商業実務関係」の順となって

おります。

　専修学校等は、産業界の人材ニーズに対応した科目

設定がなされております。そして実践的な職業教育や

専門的な技能を習得する教育など沖縄県人材の育成に

大きく貢献をいたしております。平成23年３月卒業の

就職内定率も83.7％と比較的高くなっております。ま

た、沖縄県の職業能力開発校におきましても専修学校

等と連携し、人材の育成に取り組んでいるところでご

ざいます。

　このように、専修学校等は、即戦力となる多くの人

材を輩出しており、県の産業振興に大きな役割を果た

しております。

　次に、県立郷土劇場に係る御質問で、県立郷土劇場

の再建計画いかんという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　沖縄の文化の振興を図る上で、県立郷土劇場にかわ

る新たな文化発信交流の拠点となります施設は重要な

ものであると認識いたしております。このため今年度

は、文化発信交流拠点環境整備調査で県民意見を把握

いたしますとともに、関係団体、そして専門家などで

構成されます検討委員会を設置し、基本的なコンセプ

ト、そして運営計画等を含めた基本構想を取りまとめ

ることといたしております。また、次年度以降は、そ

の取りまとめた基本構想を踏まえ新たな文化発信交流

の拠点となる施設を速やかに整備してまいりたいと考

えております。

　次に、海洋深層水施設に係る御質問の中で、沖縄と

ハワイの新エネルギー開発事業の経緯についての御質

問にお答えいたします。

　沖縄県は、沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力の

一つとして、平成22年11月に久米島町において１回目

の海洋エネルギーに関するワークショップを開催いた

しました。ワークショップでは、ハワイ州政府や日米

の民間企業、そして大学等が参加をし、海洋温度差発

電に取り組む意義や課題等につきまして活発な意見交

換が行われております。ことし３月には、ハワイ州に

おきまして２回目のワークショップが開催されまし

た。関係機関と海洋温度差発電の実証事業の可能性に

つきまして議論を交わす予定でしたが、３月11日に発

生しました東日本大震災の影響により今のところ延期

されております。現在、２回目のワークショップ開催

につきまして、９月開催をめどに関係機関と調整を

行っているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　安全保障と基地の問題

についての御質問の中で、昨今の南シナ海や東シナ海

をめぐる国際情勢についてお答えいたします。

　報道等によれば、南沙諸島の領有権をめぐる中国と

ベトナムの対立など、南シナ海や東シナ海において

は、近年、周辺国による主権と国益をめぐる問題が顕

在化しつつあるものと認識しております。これらの地

域における今後の国際情勢を予測することは難しい面

もありますが、県としましては、万が一にも有事が発

生しないよう、周辺諸国間の不断の外交努力が重要で

あると考えております。

　次に、総合的安全保障の研究機関についてお答えい

たします。

　県としましては、日米の国防・安全保障政策や今後

の国際情勢等を踏まえ、沖縄の過重な基地負担の軽減

に向けた県としての考え方を取りまとめていく予定で

あります。現在、県庁内のプロジェクトチームにおい

て、組織のあり方を含め、基地負担の軽減や普天間飛

行場の県外移設に向けた理論構築、さらに米国政府へ

の対応など効果的な施策や手法について検討を進めて

いるところであります。

　次に、米国における情報収集拠点についてお答えい

たします。

　県は、米政府や連邦議会、米軍等の動向を適時・的

確に把握するため、県独自の情報収集を強化する必要

があると考えております。現在、拠点の設置を含め、

情報収集の具体的な方策について検討をしているとこ

ろであります。

　次に、中国における拠点の必要性についてお答えい

たします。

　御質問の沖縄県として安全保障の観点での中国にお

ける拠点を設置することについては、現時点では検討

をしておりませんが、本県の地理的特性を踏まえ、今

後、中国の国防政策や軍事力の動向等については、適

宜研究してまいりたいと考えております。

　次に、有事や災害時における自衛隊や米軍との連携

についてお答えいたします。

　いわゆる有事であります武力攻撃事態などの際、住
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民の避難・救援等のため必要がある場合は、「武力攻

撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律」に基づき、知事は防衛大臣に対し、自衛隊の部隊

等の派遣を要請することができることとなっておりま

す。また、大規模災害発生の際には、人命または財産

の保護のため必要がある場合には、「自衛隊法」に基

づき、知事は防衛大臣に対し、自衛隊の部隊等の派遣

を要請することができることとなっており、連携して

応急対策を実施することとなります。

　災害時における米軍との連携に関しましては、平成

14年１月、県と在沖米軍との間で「災害時における沖

縄県と在沖米軍との相互連携マニュアル」を定め、こ

れについては沖縄県地域防災計画にも位置づけ、大規

模災害時の被災者の救援や被害の拡大防止等の活動に

おいて、相互に連携・協力することとなっておりま

す。

　次に、南西諸島を災害救援拠点として整備する政府

方針についての御質問にお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会共同発表では、地域

の人道支援等の後方支援の拠点を日本に設置すること

の重要性につき一致したとされておりますが、災害救

援に係る具体的な場所は示されておりません。また、

去る５月に開催された米軍基地負担軽減部会で、北澤

防衛大臣から、災害拠点として下地島空港の使用につ

いて発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したとこ

ろ、具体的な内容等については決まっていないとのこ

とであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　次に、国連と連携した災害救援部隊の構想について

お答えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興計画に盛り込む

制度要望として、国際緊急援助隊や援助物資の備蓄基

地などを誘致し、県内に災害援助拠点を形成できない

か検討をしているところであり、その場所等も含めた

具体的内容につきましては、現在、調査研究を行って

いるところであります。

　国連機関と連携すること等につきましては、この調

査を進める中で御提案として受けとめたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　学校教育と人材育成につい

ての御質問で、全国学力・学習状況調査の結果等につ

いてお答えいたします。

　本県においては、「わかる授業の構築」と「基本的

生活習慣の確立」に課題があることが明らかになって

おります。

　県教育委員会といたしましては、授業改善プロ

ジェックト研修会等、教員研修の充実や家庭、地域、

関係機関と連携した「早寝早起き朝ごはん」などの取

り組みを推進しております。その結果、小学校におき

ましては、正答率や無解答率ともに全国平均との差が

着実に縮まっており、中学校におきましても、沖縄県

学力到達度調査により記述式問題の無解答率が平成21

年度の53.8％から平成22年度は29.8％と改善しており

ます。

　次に、教育事務所の統合についてお答えいたしま

す。

　教育事務所の見直しにつきましては、市町村による

主体的な教育行政の推進、県と市町村の役割分担、教

育事務所の効率的な運営という観点から検討している

ところでございます。現在、教育事務所の事務事業の

見直しを進めているところでございまして、教育事務

所のあり方につきましては、今後とも市町村との意見

交換に努めてまいりたいと考えております。

　次に、北部地域への進学校設置についてお答えいた

します。

　現在、平成24年度からの次期県立高等学校編成整備

計画を策定中であり、その計画の中で既存の高校の検

証も含めて検討していきたいと考えております。

　次に、顕彰施設についてお答えいたします。

　県教育委員会では、県内の偉人記念館等の顕彰施設

の実数は、現段階では把握してございません。なお、

石垣市内に大濱信泉記念館が設置されていることは承

知しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　広域都市計画につい

ての御質問の中で、広域都市計画の見直しについてお

答えいたします。

　都市計画による津波に対する防災・減災対策として

は、用途地域の指定や見直しによる住宅の立地制限等

が考えられます。しかしながら、これらの規制の導

入・強化は、個人財産権の制限や社会経済活動への影

響が大きく、住民の合意形成が課題となることから、

国及び他県の動向を見ながら慎重に検討する必要があ

ると考えております。

　同じく広域都市計画についてで、市街化調整区域の

見直しについてお答えいたします。
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　那覇広域都市計画区域は、昭和47年に都市計画決定

され、昭和49年に市街化区域と市街化調整区域の区域

区分を行っております。本区域は、人口や都市機能が

最も集積し、今後も人口増加が見込まれることから、

効率的な行政運営とともに、郊外に残される緑地や農

地等の自然環境との共生・調和を図っていくことが重

要であります。そのため、県としては今後も区域区分

を継続する考えであります。また、市街化調整区域の

定期的な見直しについては、都市計画基礎調査等を踏

まえ必要に応じて行っていきたいと考えております。

　同じく広域都市計画についてで、南城市が那覇広域

から抜けた理由についてお答えいたします。

　合併後の南城市は、土地利用状況、地形等から那覇

広域との一体性が相対的に弱まる一方、旧４町村の社

会的一体性が強まり、都市活動に必要な施設等が一定

程度市内で充足できる状況となっております。また、

市及び市民みずからの土地利用の規制・誘導等によ

り、すぐれた自然環境及び歴史・文化資源を保全して

いく機運が高まるなど、まちづくりへの積極的な取り

組みが進められていました。

　以上のことを総合的に判断し、県としては、南城市

単独で「一体の都市として総合的に整備、開発及び保

全する必要がある区域」と見なすことができるように

なったことから、県都市計画審議会の審議、国土交通

大臣の同意等の手続を経て南城市単独の都市計画区域

を新設することとしたものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　県立郷土劇

場について、県立郷土劇場の果たした役割と課題につ

いてとの問いにお答えいたします。

　県立郷土劇場は、平成２年に開館し平成21年３月に

閉館するまでの19年間、琉球舞踊を初め沖縄芝居、琉

球古典音楽、琉球民謡、民俗芸能等を上演し、沖縄の

伝統芸能の振興・発展に寄与したものと考えておりま

す。一方、もともと同劇場は、国が建設した労働福祉

会館の舞台を改修して整備したものであったため、舞

台、楽屋、駐車場等の利便性が悪かったことや、類似

機能を持つ文化施設が県内各地に新設され、競合した

ことに加え、自主公演の集客の伸び悩みなどが主な課

題としてあったと認識しております。

　理想とする県立郷土劇場のあり方についてとの問い

にお答えいたします。

　県立郷土劇場にかわる新たな文化発信交流の拠点と

なる施設の理想とするあり方としましては、何よりも

重要な視点だと認識しておりまして、今まさにこれか

らその議論を深めていく中で、そのあり方における基

本中の基本を定めていく方針であります。

　ただ、考えられる一つの要素としましては、これか

らの時代に合ったコンセプトと機能を擁した施設であ

るべきと考えております。例えば、国際競争力のある

文化の発信拠点の施設であること、あるいはユニバー

サルデザインを実現させた施設であること、そして何

より最も重要なポイントだと思いますが、施設運営に

おいて自主財源を生み出すアート及びホールのマネジ

メントが確立しており、いわゆる箱物行政にならない

ことなどが挙げられると思います。無論、この理想の

あり方につきましては、ほかにもさまざまな意見が想

定されます。よって、今年度実施されます文化発信交

流拠点環境整備調査により県民や観光客のニーズを把

握するとともに、関係団体、専門家等で構成される検

討委員会で今年度しっかりと議論を重ねてまいりたい

と考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　海洋深層水施設について

の御質問の中で、運営計画と方針についてお答えしま

す。

　海洋深層水研究所は、海洋深層水の総合利用の推進

を図り、本県の産業振興に寄与することを目的に、水

産及び農業分野での研究開発を行うとともに、工業利

用を促進するため企業に海洋深層水を分水しておりま

す。

　県としましては、海洋深層水の水産及び農業分野に

おける研究と技術開発、工業分野における利活用を積

極的に推進するため、平成26年度を目標とした沖縄県

海洋深層水研究所第３次中期事業計画を策定し、引き

続き民間企業や研究機関と連携してまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　同じく海洋深層水施

設についての中で、久米島町が目指す海洋温度差発電

についての御質問にお答えいたします。

　久米島町では、平成22年度に総務省の事業を活用し

まして、海洋温度差発電と海洋深層水の複合利用を図

る可能性調査を実施しております。調査結果では、海

洋深層水を発電に利用するだけでなく、水産業や農

業、製造業等への複合利用により、さらなる産業の振
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興及び雇用の拡大が可能であることが示されておりま

す。当該事業を具体的に実施するには、多大なコスト

が想定されることから、県といたしましては今後、低

コスト化・高効率化に向けた研究開発が加速すること

を期待しております。今後、ワークショップなどを通

して、日米両政府やハワイ州と情報を共有するととも

に、海洋温度差発電の実証事業の実施に向けて、国や

関係機関に働きかけていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農水産業についての

中で、地下ダムの受益面積の拡大についてお答えいた

します。

　国営かんがい排水事業本島南部地区は、平成４年度

に着手し、1352ヘクタールの農地を対象に、地下ダム

２基を含む水源施設等の整備を行い、平成17年度に事

業を完了しております。同地区では、現在関連事業と

して畑地かんがい施設等の整備を進めているところで

ございます。

　本島南部地区への新たな受益地の編入については、

現受益農家の同意が必要であることや、既存施設の取

り扱いなどの課題があることから、国及び関係機関と

調整を図り、対応を検討していきたいと考えておりま

す。

　次に、沖縄のパヤオで操業する県外漁船の対応につ

いてお答えします。

　沖縄のパヤオにおける県外漁船の操業については、

沖縄と宮崎の漁業団体同士が調整し、宮崎のカツオ船

が沖縄のパヤオで操業しない旨の申し合わせを、平成

20年４月に水産庁及び両県の立ち会いのもとで締結し

ております。しかし、最近、沖縄のパヤオ周辺におい

て宮崎のカツオ船による操業が確認されたことから、

平成23年４月に、再度、漁業団体・水産庁及び両県で

調整し、お互いの指導を強化したところでございま

す。

　県といたしましては、今後ともこの申し合わせが遵

守されるよう、パヤオ周辺における県外漁船の操業実

態の把握を行うとともに、適切な対応を行ってまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　知事、お伺いします。

　最初の質問の２点の件ですが、安全保障に絡む関係

なんですけれども、知事は先ほどの渡嘉敷議員の答弁

の中にも外交・安全保障、防衛に関しては国任せでは

いけないとそうおっしゃっていました。私は沖縄は特

にそうだと思うんですね。また、この普天間の問題が

これだけこじれてきた、そういう政府と沖縄とのやり

とりを見ても、これは県民の安全保障に関しては、本

当に他府県と違って知事がしっかり責任・信条を持た

ないといけないし、我々もまたしっかりそのことを考

えていかないといけないと思うんですね。

　そういう意味で、いわゆる安全保障関係の研究機関

が前に出されたんですが、それに対して先ほど公室長

からの答弁がありました。すごく物足りない感じがし

ます。まだ余り進んでないのかなというか、以前の議

会で聞いたときの構想はそういう感じではなかったと

思うんですが、その点をもう一回ちょっと知事に御確

認したいということと、もう一点は、アメリカにおけ

る施設の話ですね。これは公室長が行かれて新聞記事

にも載っていました。必要性を感じられたと思うんで

すね。これはすごくいいことだと思います。これは副

議長からも前回の議会で出されていました。これに関

しても２つ合わせて単なる沖縄の基地の負担軽減のた

めのそういう交渉の機関であり、アメリカの施設では

なくて、沖縄の安全保障の問題をしっかりと主体的に

考えていくための機関であり、また出先の施設である

べきだと思うんですが、そこら辺の意気込みといいま

すか、それが余り伝わってこないんですね。単なる県

内の基地被害の縮小のためだけのものであっては私は

ならないと思うんですが、そこら辺どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　担当部長としての知事公室

長が今しっかりと取り組んでおりますが、もしそうい

う物足りないという印象を受けられたとすれば、彼の

持つ慎重さなるがゆえだと思います。

　まず１点目につきまして、この外交・防衛を含む研

究所、いろんな安心・安全に関係する研究機関ないし

は研究施設を県の中につくるべきだと思っております

し、今これは準備を進めております。遅くとも来年の

４月１日にはスタート、この９月には議会の予算があ

れば議会のお許しを得て、まず活動からスタートした

らどうかと思っておりますが、これは無論、防衛いわ

ゆる国といいますか地域といいますかこの防衛の話か

ら、アジア・太平洋の話がいつも出てまいりますか

ら、ここら辺の安全保障環境について我々は我々なり

にどういうふうに把握するか。そしてまた最近は、イ

ンターネットの世界の中でハッカーの話であるとか、

いろんな話があります、そういうもの。そして沖縄は

台風常襲地帯でありますから、大規模自然災害対応、

これは地震・津波も含めてこういう面での危機管理的
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な部分、そしてまた新型インフルエンザに象徴される

ような南からのそういうものの侵入に対する研究的な

ことなどなど、結構地球規模でいろいろなことがどう

も起こっている感があります。そういう中で、いわゆ

る狭義の防衛問題に限らず、我々は自分たちの地域、

生命財産をみずから守るためにやれることはきちっと

研究し、打てる手はぜひ打ちたい。しかも、これは切

りなくお金と人間が必要になりますから、ここは基本

的にはオープンシステムの人材アウトソーシング的な

イメージのものでしっかりやっていきたいというとこ

ろでございます。今、これは構想を練って研究そのも

のはできれば９月ぐらいからやっていきたいと考えて

おりますし、組織の形は遅くとも来年の４月にはス

タートできるようにしたいということで、これはしっ

かりやってまいりたいと考えております。

　そしてまた、アメリカでも今のオバマ政権がスター

トしたときに、ハードパワーとソフトパワー合わせて

スマートパワーというような表現をしていましたが、

沖縄の持っているソフトパワーと言うんでしょうか、

歴史といいますかこういうものも含めて我々は産業を

通じ、文化交流を通じて我々なりにこういう安心・安

全を確保するための我々独自の能力、経験も持ってい

ると思いますから、ここら辺を踏まえてみずからの安

心・安全はみずから確保する。無論あわせてこれは日

本全体にも貢献できるようなものにもなるかもしれな

いというような気持ちで取り組んでまいりたいと思い

ます。

　ちょっと長くなりましたが、２番目のたしか玉城議

員からの御提案だったと思うんですが、ワシントンＤ

Ｃかアメリカのどこかにこういう安全保障を中心に

し、世界全体のことを考えている地域の考え方がいろ

いろ変化していますから、これをきちっと的確にとら

まえて、特にアメリカ政府の考え、アメリカの政府機

関、安全保障に係る関係機関というのがたくさんある

ようですから、いろんな情報を集め、これを消化して

できれば沖縄県の基地問題への改良・改善に役立つよ

うな方向というのもあわせてつくり出していきたい。

そのために駐在員というのをぜひ置きたい――研究員

といいますか――と考えております。これも可能であ

ればなるべく早目に選任して置いていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　安全保障問題を公室長に再度お伺い

したいと思うんですが、中国の昨今の南シナ海の話と

かいろいろ聞いたんですけれども、もう今や中国のア

ジアにおける軍拡の問題で近隣諸国との摩擦の問題、

どんどん情報が出ているわけですよ。これは沖縄のい

わゆる平和を愛する気持ちも心も私はすごく大事だと

思うんですが、かといって県民の安全保障を考えたと

きに、沖縄の基地を全部なくせばいいやと、どんどん

基地負担軽減していけばいいやと、それだけ言ってい

ればいいというものではないと思うんですね。そうい

う状況の中で、国は南西諸島への自衛隊の話もどんど

ん持ってきている。

　そういう中で、公室長としては今回アメリカにも行

かれて、アメリカはアメリカで国益を中心に考えてい

ると思いますから、そういう状況の中で置かれている

沖縄のことを考えたときに、そこら辺沖縄県民として

あるいはいわゆる政治にかかわる者として、今、沖縄

の目前に迫っている取り巻く環境の中での安全保障の

議論はどういうふうにして進めていったらいいという

ふうに感じておられるか、そこら辺ちょっと聞かせて

もらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員の御質問に答

えるだけの材料を私が今持ち合わせているかという

と、甚だ心もとないところがございます。しかしなが

ら、米国出張もいたしまして、米国の事情等いろいろ

考えてまいりました。

　議員のおっしゃるように、中国の軍事活動の拡大に

つきましては、防衛白書等で政府も認めているところ

でありまして、沖縄県民としてはそういうものも勘案

しなければならない。その一方で、一定の抑止力とい

うんですか、軍隊の持つ、自衛隊の能力といったもの

もそれは念頭に入れつつも、やはり沖縄が過重な基地

負担を負ってその軽減を図らなければならない等、さ

まざまな要素がここにありまして、やはり日米両政府

その議論の中に沖縄がコミットしていくという仕組み

をやはり早急に沖縄県としては考えなければならない

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　土建部長、お伺いします。

　先ほど南城市の件、お伺いしました。土建部長いろ

いろ答えておられましたけれども、南城市が那覇広域

から抜けるに当たって、地元で説明した市がつくった

資料があるんですよ。（資料を掲示）　これを見る

と、明らかに長年那覇広域に入っていて、南城市の面

積からしたら余りにも市街化区域が少ない、長年変更

もないと。市街化調整区域でなかなか思うようにまち

づくりができない一番の原因は、私はそこにあると

思っているんです。私も八重瀬町ですから、先般企業
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誘致の件で知事や副知事の御理解もいただいていい方

向に進めてもらってこれは感謝しておりますけれど

も、県と近隣の市町村、南城市もそうでしたし八重瀬

町、糸満、恐らくこの那覇広域のまちづくりの考え方

に関して結構問題があるんじゃないかと思っているん

ですよ。ですから、糸満からも今回陳情が出ています

よ。これはやはり調整区域の問題。

　そこで部長にお伺いしますよ。

　平成19年にいわゆるまちづくり三法が変わって、そ

れに関して市街化調整区域で計画的な大規模な開発は

できなくなるけれども、ただし地区計画に適合するも

のは許可の対象になりますと。それに合わせて県は19

年に地区計画のガイドラインをつくりました。この１

カ所でもガイドラインを利用した地区計画がなされた

ところがあるかどうか、それだけちょっとお答え願え

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時47分休憩

　　　午前11時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　これまでは１件もあ

りません。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　この市街化調整区域に地区計画を導

入してやれるというのは、いわゆる市街化調整区域で

なかなか開発しようにも開発できなくて困っている地

域があるから、そこのために何とかして活路を開いて

あげようということで、規則もつくりながらの地区計

画ガイドラインなんですよ。ですから、ある意味で県

の姿勢は近隣の例えば那覇広域の市街化調整区域が占

めているところに対して、このガイドラインを使って

まちづくりをしてくださいと、それぐらいの気持ちで

県は臨むべき姿勢も必要だと思うんですが、私から見

ると、完全にそういうのはほとんどないと。とにかく

規制をかけていくというか、そういうふうに県と市町

村との関係は見えるんですよ。このガイドラインの趣

旨というのは、私はこういう趣旨だと思うんですが、

部長、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　地方分権に伴って、

そういったまちづくりは地域の市町村が主体的に行う

という趣旨から言えば、このガイドラインは正しいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　やはり国と県との関係もそうなんで

すけれども、まちづくりは地元のほうが県の職員より

は詳しいですよ。切実に感じている部分というのはあ

ると思うんです。そこと向き合うときには県は県で、

県のやはり役割、使命というのがあると思うんです、

全体的な構想を見て。ただ、やはり地域は地域で困っ

ている部分がありますから、そこは真摯に地域とは向

き合った対応をしないと私はいけないと思うんです

ね。ですから、そこがないと南城市みたいにこれは長

年、全然市街化区域がふえない、調整区域ばかりと。

そういうことで抜けたんですよ。そこはぜひ理解して

いただいて、緑を残せばいいというものじゃないです

から。那覇は人口過密、交通渋滞、それで近隣は家も

つくれないから那覇に来ると、こんな話はない。全体

での発展ということを考えたら、やはりもっと那覇広

域の考え方は私はもうちょっと検討してしかるべきだ

と思います。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに、柔軟にまち

づくりの主体は市町村であるということを踏まえて、

そういった面で可能な限り取り組んでまいりますが、

１点だけ述べさせてください。

　先ほど糸満市のほうから一応市街化調整区域での移

動集落の過疎化の問題で、都市計画法の第34条の11

号、12号の要請があります。県土木建築部としまして

は、初めてですけれども12号に関しては、積極的に取

り組む所存でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　ぜひ親心で体してくださいね。

　あと商工労働部長にお伺いします。

　海洋深層水の温度差開発の件で、今度、大規模取水

管の開発と発電効力の向上等を名目に予算をつけてや

ろうとしているというか、メニューを出そうとしてい

るが、それはお聞きになっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　はい、承知しており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　久米島町は、この深層水に町の発展

をかけているんですよ。しかし、県が久米島町と同じ

気持ちで取り組んでくれてないという思いがあるんで

す。だから、そこはぜひこういうメニューをしっかり

とるにもやはり久米島町と県がその思いを一つにし

て、ぶつかって取り組んでいただきたいと思いますの

で、決意をぜひよろしくお願いしますね。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　今年度、めどが10億
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円の予算措置をして、向こう５年間こういう今議員が

おっしゃったような大規模な案を実現するための取り

組みをやるということで、非常にまだ技術的に未解決

の部分もかなりありますが、当然ながらせっかく久米

島町には海洋深層水研究所、こういう海底600メート

ル付近から取水しておりますので、これを有効に活用

する方向を久米島町とともに連携しながら取り組んで

いきたい、このように考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　教育長、教育事務所の件でお伺いし

たいんですが、これは地元と相談しながら検討してい

くという話なんですが、糸満からも八重瀬からも南城

からも陳情が上がっていますよね。地域の皆さんと意

見交換というか、このことについての話し合いは持た

れたんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、持ってございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　地域の皆さんの反応を教育長はどう

いうふうに今受けとめていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　統合につきましては、さま

ざまな反対の意見がございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　南部農林と南部工業の合併の件も教

育庁は一応方針を出したんですけれども、結局地元の

反対でなくなったんですね。今回もまた方針を出して

地域からまとまって反対の動きになっていますと。こ

れは私はほぼ不可能だと思うんですが、教育長はどう

いうふうに思っていますか。地域としては余り引きず

りたくないんですよね。やはり早く決着をつけたいと

思っていると思うんです。そこのところを再度お伺い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの件につきまして

は、実は平成22年５月に教育事務所の方針の策定をし

ております。この中で、見直しの方針につきまして策

定をしている状況がございます。その中で、背景とか

あるいは基本的な考え方を４本ばかり策定いたしまし

て、その１つに、実は市町村における教育行政及び学

校の運営の自主性の尊重とか、あるいは本庁等との役

割分担の見直しとか、事務事業の見直しの推進とか、

あるいは簡素で効率的な組織体制の構築とか、４本の

基本的な考え方が示されました。ただし、教育事務所

の見直しにつきましては、まだ案の段階なんですね。

ですから、そういう中で事務事業とか、今、組織体制

を鋭意、関係機関と協議を進めながら進めているとこ

ろでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　北部における進学校の話なんです

が、以前、県は北山高校を進学校にするというふうな

方針も出されたらしいんですが、そういうことがあっ

たのか。もしあったとしたら、その後の経過はどう

なっているのか、そこをちょっと教えてもらえます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　本県の高校につきまして

は、県立高等学校編成整備計画の中でさまざまな編成

方針が示されてまいりました。その中で、北山高校に

いわゆる理数科を設置していく中で、今の学力の問題

については対応していこうとそういった経緯がござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　この北部における進学校は、既成の

今ある北山高校とかを使って進学校という形にもって

いくのか、それとも新設で考える余地もあるのか、そ

こら辺どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、来年度からスタート

いたします県立高等学校編成整備計画の中でさまざま

な議論がただいまなされておりますけれども、まだ具

体的には今議員がおっしゃったみたいなことについて

は、さまざまな御意見も拝聴しながら方向性を決めて

いこうという考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　あと郷土の誇る偉人の記念館の話な

んですが、石垣のほうに大濱信泉先生の記念館がある

と。そこだけなんですが、教育長として郷土の誇れる

人の記念館があってもしかるべきだなと思えるような

人はいますか。あるべきだというのはありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、個人的には実は程順

則という方がおりまして、まさに今人間のきずな、か

かわりが少ない時代の中で、この人がいわゆる沖縄に

残した業績は大変大きなものがあると思っておりま

す。名護市教育委員会では、その程順則のさまざまな

教材等を活用しながら、いわゆる親子の関係とか人間

的なかかわりとかそういったことを推進している事例

がございます。

　そういった意味では、もし可能ならばという気もご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。
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○新垣　安弘君　恐らく資料は少ないでしょうね。

　その件、知事にもちょっとお伺いしたいんですが、

知事が県として青少年の教育のためにこの人の記念

館、資料館はあってしかるべきだと思うような人とい

うのはいらっしゃいますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論たくさんいるんです

が、これはいろんな人、それぞれまたいろんな見方も

あると思いますので、今ここでこの人、この人、この

人というのはちょっと控えたいと思います。たくさん

おられると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　時間もありませんので、沖縄にとっ

ては政治がすごく大事だと思うんです。私利私欲を捨

てた政治家がやはりこれから出てこないといけない。

そういう意味では東風平・謝花昇ですね、民権運動の

父。私は何とかそういう資料館、記念館ができたらな

と思っています。これは東風平だけの問題、八重瀬だ

けの問題ではなくて、全県下の子供たちが学びに来ら

れるような、精神を受け継ぐようなそういうのがあっ

たらいいと思うんですが、ぜひ知事もお金じゃなくて

いいんですけれども、側面からの御支援を、最後に一

言お気持ちだけ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　沖縄県民がまずほとんど同

じく評価――評価といったら大変失礼だけど――でき

る方のお一人だとは思いますよ。無論、応援団に回り

ますから。

○新垣　安弘君　はい、ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時０分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　こんにちは。

　日本共産党の玉城ノブ子です。

　一般質問を行います。

　東日本大震災は、巨大地震と津波による甚大な被害

の上に福島原発事故の被害が加わり、その被害は戦後

未曾有の規模に達しています。多くの被災者が心身と

もに深い苦しみのもとに置かれております。犠牲にな

られた多くの方に深い哀悼とともに、すべての被災者

の方々へ心からのお見舞いを申し上げます。国民が力

を合わせ、国の総力を挙げてこの大震災を乗り越える

とともに、それを通じて国民だれもが安心して暮らせ

る新しい日本を築くことが求められております。

　最初にそのことを申し上げて質問をいたします。

　１、硫黄鳥島への米軍射爆撃場移転反対、鳥島射爆

撃場と久米島射爆撃場、訓練水域の無条件全面返還に

ついて。

　茨、防衛省は沖縄政策協議会で久米島の鳥島射爆撃

場で行われている米軍の実弾射撃訓練を久米島町の硫

黄鳥島へ移転することを検討していると明らかにして

います。中継給油地として伊江島補助飛行場の活用も

考えていると言われております。硫黄鳥島への移転

は、新たな基地負担の増大であり、絶対に容認できま

せん。知事は、断固反対の立場を表明すべきでありま

す。

　芋、県は、鳥島射爆撃場と久米島射爆撃場、訓練水

域の無条件全面返還を要求すべきであります。

　２、沖縄振興計画と農業・水産業の振興について。

　茨、次期振興計画の中で日本唯一の亜熱帯気候であ

る本県の特徴を生かした農業・水産業の振興を本県振

興の柱に位置づけることについて伺います。

　芋、沖縄の研究機関ではイモゾウムシの根絶事業、

ヤイトハタ（アーラミーバイ）の養殖漁業に大きな成

果を上げています。その果たしている役割に照らして

体制が強化されるべきであります。３年間の研究機関

の予算と人員について年度ごとに明らかにしてくださ

い。

　鰯、イモゾウムシの根絶事業では、イリムサーが根

絶されると芋は沖縄で二十数億円市場と言われており

ます。沖縄農業発展の可能性を秘めています。イモゾ

ウムシ根絶事業の進瀧状況はどうなっていますか。い

つまでに根絶できますか、期限を決めて取り組むべき

であります。

　允、農業試験場、県海洋研究センター、ミバエ対策

事業所等、研究機関の充実強化を図ることが農業・水

産業の振興にとって重要であります。予算と体制の拡

充、今後の体制について伺います。

　印、研究機関の担当部局を農林水産部に移して普及

体制を図ることについて伺います。

　３、自然エネルギー（再生エネルギー）の普及・促

進について。

　日本共産党は、５年から10年以内を目標に原発から

撤退するプログラムを政府が策定することを提起して

います。原発からの撤退と同時並行で自然エネルギー

の本格的導入と低エネルギー社会に向けて国を挙げた

取り組みを行うべきであります。

　茨、沖縄県の自然エネルギー導入の現状について伺
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います。

　芋、県内への自然エネルギー導入可能性調査を実施

し、各地域への風力・太陽光などの実現を目指すこと

について伺います。

　鰯、風力・中小水力・太陽光・バイオマス発電等の

自然エネルギー導入促進を目指し、数値目標を明確に

したプログラムを策定し推進を図ることについて伺い

ます。

　允、太陽光発電の住宅への支援を拡充し普及を図る

こと。

　印、小中学校等、公共施設での太陽光発電の普及・

促進について伺います。

　４、住宅リフォーム助成制度について。

　茨、東日本大震災で住宅の耐震化の重要性が指摘さ

れています。住宅リフォーム助成制度は、住宅の耐震

化、太陽光発電の導入を促進していく上でも重要な制

度になっていると考えます。「沖縄自主戦略交付金」

を活用して実施するとの答弁でしたがどうなっていま

すか、答弁を求めます。

　５、台風被害対策について。

　経済労働委員会として７項目の申し入れを行いまし

た。その後の対応について伺います。

　６、花卉生産農家への支援について。

　沖縄県の菊生産農家は、東日本大震災の影響を受け

価格の大幅下落、出荷停止で13億円以上の被害を出し

大きな打撃をこうむっています。花卉生産農家が安心

して生産を継続していくためには、価格安定保障制度

を創設することが必要です。岩手県ではリンドウ、青

森県では輪菊等の県独自の安定対策事業を実施してお

ります。花卉生産の価格安定保障制度を国に働きかけ

ると同時に、沖縄県として実施することについて伺い

ます。

　７、就学援助制度について。

　茨、就学援助の2008年から2009年の認定件数、認定

率はどうなっていますか。

　芋、県内小中学校の給食費への市町村の助成状況に

ついて伺います。

　鰯、県独自で学校給食費に助成を行い無料化を実施

することについて伺います。

　允、国に全額国庫負担を求めることについて伺いま

す。

　８、子供の医療費無料化の拡充について。

　茨、各市町村の子供の医療費無料化の実施状況につ

いて伺います。

　芋、２月定例議会で県答弁は、市町村の意向を踏ま

えて、対象年齢や給付方法等について総合的に検討し

ていくとのことでした。市町村の意向調査は実施した

のですか。その結果について答弁を求めます。

　鰯、子供の医療費無料化を、入院については中学校

卒業まで、通院については段階的に無料化に踏み出す

べきだと考えますが、実施時期について伺います。

　允、現物給付制度の実施について伺います。

　印、国に「子どもの医療費無料化制度」の創設を求

めることについて伺います。

　９、南部病院の救急体制について。

　県立南部病院の救急医療の民間移譲で救急患者の受

け入れが大幅に減少し、市民から、生命・安全が守れ

ない、救急体制を早急に整備してほしいとの悲鳴の声

が上がっています。「県立南部病院の移譲に関する基

本協定書」で、新病院は県立南部病院が主として行っ

てきた救急医療、小児救急医療を実施すると明記して

おりますが、基本協定書は遵守されているのでしょう

か。県が責任を持って救急医療を確保すべきではあり

ませんか。

　10、沖縄陸軍病院南風原壕群の保存・継承につい

て。

　沖縄戦当時、沖縄陸軍病院南風原壕と炊事場を結

び、女学生らが食料や水を運んだ「飯あげの道」の一

部を県道の拡幅工事に伴い埋め立てる計画が進められ

ております。平和ガイドや元ひめゆり学徒隊の宮良ル

リさんは、当時の様子がわかる場所は残してほしいと

訴えています。南風原町文化財保護委員会も、平成19

年当時トンネルを埋め立てる問題が起きたときに、県

道下のトンネルを閉鎖して「飯あげの道」を遮断する

案には賛成できない、炊事場からトンネルを通過して

壕群へと至る「飯あげの道」はぜひ確保していただき

たいと報告書を提出しています。

　沖縄陸軍病院南風原壕は、全国で初めて戦争遺跡群

として文化財指定を受けた地域です。戦争遺跡群を保

存して後世に平和のとうとさを伝えていくのは県民の

大きな責務です。沖縄陸軍病院南風原壕の「飯あげの

道」を保存・継承することについて、県の認識と今後

の対応を伺います。

　11、我が党の代表質問に関連して。

　危険なオスプレイ配備反対と高江ヘリパッド建設を

見直し、中止することについて。

　知事は、安里宜野湾市長との連名で、防衛大臣に対

するオスプレイの配備に関する質問状で、「ディフレ

クターの不具合や舗装されていない地面への着陸等に

おける火災リスクが危惧される」とし、オスプレイは

高温排出ガスの問題に加え、ヘリコプターモードの際

に回転翼が発生させる下降気流が普天間基地に配属さ
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れているＣＨ46ヘリコプターよりも激しいという指摘

をし、北部訓練場に関連して説明を求めています。知

事は、菅首相との会談で配備反対の意向を伝えており

ます。その理由の一つに挙げたのが同機の高温排出ガ

ス問題です。オスプレイ配備により高江ヘリパッドで

訓練が行われると、生物多様性豊かなヤンバルの森が

破壊されることになるではありませんか。高江のヘリ

パッド建設は見直し、中止すべきであります。知事の

見解を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城ノブ子議員の御質問に

答弁いたします。

　まず第１に、沖縄振興計画と農業・水産業の振興に

ついての御質問の中で、次期振興計画の中で農林水産

業を本県振興の柱に位置づけることについての御質問

にお答えいたします。

　沖縄の農林水産業は、食料の安定供給や国土の保

全、そして観光資源などに加えて地域経済を支える重

要な産業となっております。

　沖縄県といたしましては、農林水産業を次期振興計

画の中で重要な柱と位置づけ、第１に、亜熱帯性気候

等の優位性を生かしたおきなわブランドの確立、第２

に、農林漁業者の担い手の育成確保及び経営安定対策

等の強化、第３に、亜熱帯・島嶼性に適合した農林水

産業の基盤の整備、第４に、観光と連携をした６次産

業化による新市場開拓や国内外を見据えた流通・販

売・加工対策の強化など、フロンティア型農林水産業

の振興など各種施策に取り組んでまいる所存でござい

ます。

　次に、自然エネルギーの普及・促進に係る御質問の

中で、自然エネルギー導入可能性調査の実施と導入実

現についてという御質問にお答えいたします。

　自然エネルギーの導入可能性調査につきましては、

「沖縄県エネルギービジョン」の策定に当たり、2007

年に賦存量の推計を行っております。これによります

と、風力、太陽光、太陽熱利用、そして廃棄物等につ

きまして導入可能性が高いとされております。

　県におきましては、地域への自然エネルギーの導入

を加速するため、「新たな沖縄振興のための制度提

言」におきまして、民間事業者や一般消費者を対象と

しましたグリーン投資税額控除等の新エネルギーの導

入に対する支援を要望しているところでございます。

　同じく自然エネルギーに係る御質問の中で、小中学

校等公共施設での太陽光発電の普及・促進についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄県内の小中学校等への太陽光発電の設置状況に

つきましては、平成22年７月現在で34校となっており

ます。

　県といたしましては、学校や公共施設への太陽光発

電の導入は大きな課題と認識いたしております。この

ため、国に対する「新たな沖縄振興のための制度提

言」におきまして、太陽光発電などの新エネルギーの

導入・普及に関する支援策を要望いたしているところ

でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　硫黄鳥島への米軍射爆

撃場移転反対等についての御質問の中で、質問の１の

茨、１の芋は関連いたしますので一括してお答えをさ

せていただきます。

　去る５月に開催された米軍基地負担軽減部会で、北

澤防衛大臣から、鳥島射爆撃場を硫黄鳥島へ移転する

ことを検討しているとの発言がありましたが、沖縄防

衛局に確認したところ、具体的な内容は決まっていな

いとのことであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。また、鳥島射爆撃場及び久米島射爆

撃場の返還並びにホテル・ホテル訓練区域の一部解除

につきましては、これまで累次にわたり日米両政府に

対し求めているところであり、今後とも久米島町、軍

転協、漁業関係団体とも連携しながら、あらゆる機会

を通じ求めてまいりたいと考えております。

　次に、我が党の代表質問に関連して、オスプレイ配

備と高江ヘリパッドについての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県としては、オスプレイが過去の開発段階にお

いて死亡事故を起こしていること等から県民が不安を

抱いており、十分な情報が示されない現状では当該配

備については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、北部訓練場への影響を含

むオスプレイの具体的な運用上の問題等についての質

問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求め

たところであります。北部訓練場のヘリパッドにつき

ましては、ＳＡＣＯ最終報告において同訓練場の過半

を返還することに伴い残余部分に移設されるものであ

り、県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実

施し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実

的で実現可能な方法であると認識しております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興計画と農業・水

産業の振興についての御質問の中で、農業・水産業関

係研究機関における３年間の予算と人員及び今後の予

算と体制について、これは２の芋、２の允でございま

すけれども、関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　農業研究センター、水産海洋研究センター及び海洋

深層水研究所における平成21年度から平成23年度まで

の予算額は、当初予算ベースで平成21年度が19億5600

万円、平成22年度が20億1200万円、平成23年度が21億

6100万円で、人員は、平成21年度が177人、平成22年

度が174人、平成23年度が172人となっております。ま

た、今後の試験研究体制については、振興計画等の目

標実現に寄与するため、試験研究評価システムによる

適正な評価と重点研究課題の設定などに基づく予算及

び人員の適切な配分に努めてまいります。さらに、近

年、多様化・高度化する研究ニーズには人材の育成、

各試験研究機関との連携を図ることにより対応してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　沖縄振興計画と農

業・水産業の振興についての中で、イモゾウムシ根絶

事業の進瀧状況と根絶事業計画についてお答えいたし

ます。

　イモゾウムシ等根絶防除事業については、久米島と

津堅島において実施しております。久米島のアリモド

キゾウムシについては、平成22年８月から国による駆

除確認調査を実施しております。この調査の中で、急

峻な岩場で人の出入りが困難な一部地域で野生虫が確

認されたことから、駆除確認調査地域から切り離した

特別調査地区として応急防除を実施するとともに、新

たにトラップの増設や寄主植物除去等の取り組みを強

化し根絶を目指しております。

　イモゾウムシにつきましては、平成14年度から島の

一部地域で不妊虫放飼法による防除を実施しており、

アリモドキゾウムシ根絶後、防除地域を拡大していく

計画であります。津堅島のアリモドキゾウムシ、イモ

ゾウムシの根絶防除は、平成19年11月から開始し、ア

リモドキゾウムシについては平成23年６月現在、ほぼ

発生ゼロの状態となっております。また、イモゾウム

シについても一部地域を除き発生がないことから、根

絶を目指し防除を強化しております。

　今後の計画としては、アリモドキゾウムシとイモゾ

ウムシの大量増殖技術確立や低コスト人工飼料の開

発、イモゾウムシの密度抑圧防除技術とモニタリング

技術の開発などを行い、宮古、八重山、沖縄本島に防

除地域を拡大する考えであります。

　次に、病害虫防除技術センターの予算と体制の拡充

についてお答えします。

　病害虫防除技術センターにおける平成21年度から平

成23年度までの予算額は、当初予算ベースで平成21年

度が10億400万円、平成22年度が９億9000万円、平成

23年度が10億6100万円となっております。人員は、平

成21年度が25名、平成22年度が25名、平成23年度が24

名となっております。なお、ゾウムシの担当者はそれ

ぞれ16名となっております。

　今後の事業実施体制については、次期振興計画やイ

モゾウムシ等の根絶事業の規模拡大等を踏まえ、予算

と人員の確保に努めてまいります。

　台風被害対策の中で、経済労働委員会による台風被

害農家の支援７項目の申し入れへの対応についてお答

えします。経済労働委員会による台風被害農家の支援

７項目については、関連しますので一括してお答えし

ます。

　無担保・無保証人、無利子については、農林漁業

セーフティネット資金を借り入れる被害農家に対し、

利子助成の予算を６月議会に計上するとともに、公庫

では弾力的に無担保・無保証人で対応することとして

おります。資材・燃料費等必要経費については、農林

漁業セーフティネット資金で対応できることとなって

おります。返済猶予については、公庫等と連携し農業

近代化資金等の制度資金借り入れ農家に対し償還猶予

を行っているところであります。公庫等の支援として

は、既に制度資金を借り入れた農家の償還猶予、農林

漁業セーフティネット資金借り入れ時の無担保・無保

証人等について弾力的に対応しているところでありま

す。沖縄型農業共済制度の創設及び輸送コストの軽減

については、「新たな沖縄振興に向けた制度提言」の

中で国へ要望しているところでございます。強化型ハ

ウスについては、被害軽減の観点から、市町村等の意

向を踏まえて導入を検討してまいります。

　今後とも、台風２号の影響による農家支援について

は、農家の要望等を踏まえ関係機関等と連携し対応を

検討してまいります。

　花卉生産農家への支援についての中で、花卉の価格

安定保障制度についてお答えします。

　国の価格安定保障制度については、農業の振興や食

料自給率の向上を図る観点から、野菜、果樹、畜産物
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などの特定品目が対象となっており、花卉については

制度化されていない状況となっております。

　県としては、花卉価格安定保障制度について、花卉

の生産・価格動向や他府県の実施状況、市町村等の要

望を踏まえて検討していきたいと考えております。

　なお、国に対しては、東日本大震災に伴う菊への被

害状況を伝えるとともに、花卉生産農家の経営安定化

対策について提案をしているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　沖縄振興計画と農業・水

産業の振興に関する質問のうち、研究機関の農林水産

部への移管についてお答えいたします。

　本県の農業研究センターなどの試験研究機関は、客

観的・統一的な評価結果を優先的に研究予算に反映さ

せるとともに、分野の異なる研究機関相互の連携を図

ることを目的に、平成17年度に企画部に一元化しまし

た。しかしながら、一元化の結果、試験研究と普及と

の連携が不十分だという声もあり、現在、一元化のメ

リットを生かしつつ、組織再編も含めた連携を強化す

る方策について検討しているところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　自然エネルギーの普

及・促進についての中で、沖縄県の自然エネルギー導

入の現状についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の自然エネルギー導入の現状については、個

別の家庭あるいは企業等の状況を把握することが困難

でありますので、沖縄電力の発電電力量の構成比に占

める比率で申し上げますと、平成22年度実績で約２％

となっております。

　それから、同じく自然エネルギーに関するプログラ

ムの策定と推進についての御質問にお答えいたしま

す。

　平成22年度に策定した「沖縄県エネルギービジョ

ン」では、2020年を目標年として、新エネルギーの導

入割合４％、エネルギー自給率1.5％、石油依存度

５％低減、省エネルギー効率10％改善という数値目標

を設定しております。また、この目標達成のため、風

力、太陽光、バイオマス発電等の分野ごとにモデル指

標を設定しております。これによりますと、2020年ま

でに風力で14万キロワット、太陽光で15万キロワッ

ト、木質バイオマスで６万トン等の導入を目指すこと

としております。

　続きまして、住宅への太陽光発電の普及についての

御質問にお答えいたします。

　県内における住宅用太陽光発電に対する補助制度

は、沖縄県が平成23年度予算で800万円を計上してい

るほか、那覇市を初め６市町において約2000万の予算

が措置されているところでございます。

　住宅等への太陽光発電は、自然エネルギーの導入比

率を高める上で非常に重要であることから、その加速

に努めてまいりたいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　住宅リフォーム助成

制度についてで、住宅リフォームの沖縄振興自主戦略

交付金の活用についてお答えいたします。

　平成23年度の住宅リフォーム助成制度の実施につい

ては、沖縄振興自主戦略交付金の活用を検討しました

が、補助率が45％と低く、県負担分が大きいことなど

から対応できませんでした。しかし、県としては、今

後、国の住宅市場活性化のためのリフォーム関連施策

の取り組み等について注視しながら、住宅リフォーム

の支援を検討していく考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　就学援助制度についての御

質問で、認定者数等についてお答えいたします。

　市町村における就学援助の認定者数、認定率は、平

成20年度（2008年度）は２万2706人、15.18％、平成21

年度（2009年度）は２万3918人、16.09％となってお

ります。

　次に、市町村の給食費助成についてお答えいたしま

す。

　県内小中学校の給食費へ助成を行っているのは７市

町村であります。助成の方法は主に３とおりで、食材

費への一部助成、給食費への一部助成、給食費への全

額助成等となっております。

　次に、給食費の無料化についてお答えいたします。

　学校給食法の規定によりますと、施設及び設備に要

する経費や人件費等は設置者であります市町村が負担

いたしまして、個々人へ還元される食材費等は保護者

が負担することと定められております。学校給食費の

無料化を県単独で実施することにつきましては、現行

制度上困難でございます。

　なお、経済的に困窮している児童生徒につきまして

は、市町村において学校給食や学用品等の就学援助が

行われております。
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　次に、全額国庫負担についてお答えいたします。

　要保護児童生徒への就学援助は、国庫２分の１の補

助が行われております。また、準要保護児童生徒への

就学援助は、平成17年度から国庫分について税源移譲

及び交付税措置が講じられまして、市町村の単独事業

となっております。

　今後とも、市町村において必要な就学援助が行える

よう十分な財源措置につきまして、引き続き全国都道

府県教育長協議会等を通じまして国へ要請してまいり

ます。

　次に、沖縄陸軍病院南風原壕群の保存・継承につい

ての御質問で、「飯あげの道」の保存と継承について

お答えいたします。

　沖縄陸軍病院南風原壕群は、平成２年に南風原町が

戦跡文化財に指定した戦争遺跡でございます。「飯あ

げの道」は、動員された当時の学徒らが食料や水を運

んだとされる炊事場から各壕を結ぶ道で、当該遺跡を

理解する上で重要であるととらえております。

　現在、南風原町におきましては、「飯あげの道」の

取り扱いに関しまして協議がなされていると聞いてお

ります。

　県教育委員会といたしましては、地域の文化財は地

域において適切に保護・活用していくことが基本と考

えており、その推移を見守りつつ対応していきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　子供の医療制度無料

化の実施状況についてお答えいたします。

　平成23年４月１日現在の県内市町村における乳幼児

医療費助成事業の実施状況は、入院は高校卒業までが

１町、中学校卒業までが19市町村、小学校卒業までが

１市、就学前までが20市町村となっています。また、

通院は、中学校卒業までが３町村、就学前までが11市

町村、５歳年度末までが１村、４歳児までが４市村、

３歳児までが22市町村となっています。

　続きまして、子供の医療費無料化制度における市町

村調査についてお答えします。

　県においては、ことし４月から５月にかけて、乳幼

児医療費助成事業に関して全市町村を対象に調査を実

施しました。その結果、入院では高校卒業まで要望す

る市町村が１カ所、中学校卒業までが24カ所、小学校

卒業までが２カ所、就学前までが14カ所となっていま

す。また、通院では中学校卒業まで要望する市町村が

９カ所、小学校卒業までが５カ所、就学前までが16カ

所、３歳児までが11カ所となっています。所得制限に

ついては、必要と考える市町村が22カ所であり、一部

自己負担金については、必要と考える市町村が13カ所

となっています。給付方法については、現物給付方式

を要望する市町村が４カ所、自動償還方式が16カ所、

現行の償還払い方式が22カ所となっています。

　続きまして、子供の医療費無料化制度の対象年齢の

拡大についてお答えします。

　乳幼児医療費助成事業については、現在、入院は就

学前まで、通院は３歳児までを対象に市町村が助成し

た医療費に係る自己負担分の２分の１を県が補助して

おります。乳幼児医療費助成の対象年齢の拡大につい

ては、県財政や他の医療費助成制度とのバランス、市

町村調査の結果等を踏まえ、対象年齢や給付方法、所

得制限、一部自己負担金等の助成要件と実施時期を総

合的に検討してまいります。

　続きまして、現物給付制度の実施についてお答えし

ます。

　県といたしましては、乳幼児医療費助成が子育て支

援の観点からも必要な事業であると認識しておりま

す。しかし、現物給付方式を導入した場合、国は、国

民健康保険に係る国庫支出金を減額調整する仕組みを

とっており、市町村国保の財政運営に与える影響が大

きいことから、現状では難しいと考えております。

　続きまして、国による子供の医療費無料化制度の創

設についてお答えいたします。

　乳幼児医療費助成事業は、国からの財政支援のない

単独事業であります。現在、すべての都道府県で実施

されておりますが、制度に対する考え方や財政状況等

により制度内容には大きな違いがあります。しかしな

がら、同事業は全国で一定の水準を確保することが望

ましいことから、国に対し乳幼児医療費の負担軽減に

ついてさらなる措置を講じるよう全国知事会等を通し

て要望しているところであります。

　医療法人友愛会南部病院の救急医療体制についてお

答えいたします。

　友愛会南部病院は、平成18年度に開院されており、

移譲に関する基本協定書を踏まえ、救急医療や小児救

急医療を実施しているところであります。南部医療圏

における救急医療については、救命救急センターであ

る県立南部医療センターを中心に豊見城中央病院や南

部徳洲会病院等14カ所の救急病院がそれぞれの機能に

より連携を図りながら対応する必要があります。友愛

会南部病院についてもその一翼を担っており、救急告

示病院としての役割は果たしているものと考えており

ます。
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　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　再質問を行います。

　まず最初に、南部病院の救急体制についてでありま

すけれども、救急の受け入れは実施していると、その

役割を果たしているという答弁がありましたけれど

も、しかし、皆さん、南部病院の救急受け入れの実態

について調査したことがありますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　友愛会南部病院の救

急体制ですが、夜間10時までやっていると聞いており

ます。

○玉城　ノブ子さん　10時までのことを聞いているん

じゃないですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時８分休憩

　　　午後２時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　南部病院の救急体制

ですけれども、一般の患者は夜10時まで受け入れ、自

院に通院している患者は24時間受け入れているという

ふうになっております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　ですから、実態としては、要す

るに10時以後の救急患者の受け入れについては、心肺

停止の患者だけしか受け入れないという状況になって

いるんですよ。ですから、この周辺の老人福祉施設の

職員の皆さんとか市民の皆さんが10時以後に救急で病

院に行っても受け入れてもらえないという事態がある

わけなんですよ。それで、みんなこれではもう生命の

安全が守れないというふうな悲鳴の声が上がっている

わけなんですよね。一分一秒を争う救急患者の受け入

れの問題ですから、これは非常に大事な問題であるわ

けなんですよ。ですから、これは県立南部病院の民間

移譲の問題が出たときに、この救急医療がなくなるん

じゃないかということで真っ先に市民の間から不安の

声が上がったわけです。ですから、そういう意味で私

たちは、これは救急医療を何としても残していかなく

ちゃならないんだということで、多分そういうことが

あって南部病院の医療に関する基本協定書で、新しい

病院は救急医療、小児救急医療を実施するというこの

基本協定書を結んでいるというふうに思うんですよ。

それが今、実態として実施されていないと、その中身

で実施されてないということであるわけですから、県

として実施させると、救急医療の受け入れをさせると

いう責任があるんじゃありませんか。それをやるべき

だということを言っているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　南部病院に問い合わ

せましたところ、我々は救急医療をやっておりますと

いうお答えですので、基本的にこういう議論のとき

に、日本の医療体制というのは、保険制度で決まって

いて、機能を選択してフリーアクセス、どこの病院に

行ってもいいわけです。それとその病院までのアクセ

スの仕方がどの程度住民にとって許容度があるか、い

ろんなので決まると思いますので、その中で今、現状

があると理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　皆さんは現状は、実態の調査は

なさっていらっしゃらないんでしょう。私たちは調査

したんですよ。そうしたら消防の職員も、当初は救急

を受け入れてもらえますかということで電話をして問

い合わせしていたんですけれども、しかしなかなか受

け入れてもらえないということがあって、今ではもう

南部病院ではなくてほかの医療機関、他市町村に行か

なくちゃいけないということで、他市町村に今運んで

いるというのが実態なんですよ。そういう実態を調査

してきちんと対応すべきですよ。知事、民間移譲のと

きに皆さんはちゃんと基本協定書を結んでいるんです

よ。乙は、救急医療、小児医療を実施するという基本

協定書を結んでいるんですよ。糸満市長も、何度も訴

えてもなかなかこれが実施されないということを言っ

ているわけですよ。知事には責任があるんじゃないで

すか。この救急医療をちゃんと確立するという責任が

あるんじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時９分休憩

　　　午後２時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員御指摘の基本協

定書には、乙は救急医療、小児救急医療を実施するも

のとするというふうに記載があります。そういうこと

を受けて、今現在、平成22年度ですけれども、救急車

搬送状況で言いますと、153人の入院を受け入れてい

るという現実もありますので、救急医療は行われてい

ると理解します。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　私は、これは皆さん方、10時以

後の救急受け入れの実態ではないというふうに思いま

す。ですから、実態をぜひ調査してください。知事、
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実態を調査して、ちゃんと基本協定書に基づいた救急

受け入れをやってもらうと、させるということを知事

が責任を持ってそういう医療体制を確立するというふ

うにしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時12分休憩

　　　午後２時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県立の時代から深夜

の救急患者数とかはそれほど多くなくて、かつしかも

アクセスがいいために機能のいい病院に皆さん選択し

て行くという実態、いろいろどういう状況なのか、あ

るいは地域の住民からこういう意見がありますよとい

うことをお伝えして情報交換はしようと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　情報交換の問題じゃなくて、実

態として市民の間から……。消防署の職員もそういう

ふうに訴えています、なかなか受け入れてもらえない

という、そういう実態があるわけですから。皆さん、

糸満市長もずっとそう言っているわけですよ、10時以

後の救急医療体制でなかなか受け入れてもらえないと

いうことを言っているわけですよ、知事。調査して、

ちゃんとそれに実態に見合うような救急医療の受け入

れをやってもらうということを知事として責任を持っ

て答弁してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時14分休憩

　　　午後２時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　玉城議員のおっしゃるよう

に、今の件はもう一度実態を調べてみましょうね。そ

して、今は南部病院についておっしゃったような当時

の申し合わせみたいなものがあるわけですが、現実は

10時以降というのは非常に少ないということも現実の

ようです。そしてそれがあったら受け入れているとい

う話ですし、そのときは県立病院へ南部医療センター

へ運んだりしているようですから、これはどこでなけ

ればいけないというのを決めつけるというのもいかが

かとは思いますが、まずこの実態のところは確かに調

べてみましょうね。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　じゃ、ぜひそれは実態調査をな

さっていただきたいと思います。

　次に、沖縄陸軍病院南風原壕と「飯あげの道」です

ね。これについて教育長は現場調査に行かれてこの陸

軍病院と「飯あげの道」というのは一体のものとして

非常に重要な役割を担っているということでありまし

た。これは、この沖縄陸軍病院南風原壕、「飯あげの

道」は全国で初めて戦争遺跡群として指定を受けた地

域であるわけです。それは一体のものとして保存・活

用をしてほしいというのが市民の皆さんを初めボラン

ティアガイドの皆さん、ひめゆり学徒隊の皆さんの訴

えであるわけです。県としても、戦争遺跡群を県の文

化財保護に指定するということで979カ所候補地を挙

げているということで選定作業を進めているというふ

うなことでありますので、これについて、沖縄陸軍病

院南風原壕と「飯あげの道」はこの文化財保護、皆さ

ん方が挙げているこの候補地に挙がっているんでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今現在、この「飯あげの

道」については候補に挙がっておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　それはやっぱり一体のものとし

て文化財保護として選定していくという方向性がある

んでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、まず候補に挙げるか

否かにつきましては手続がございます。まず１点目

は、地方の文化財保護審議会のほうがその地権者の同

意を得ながら、いわゆる文化財として適当かどうかに

ついて御判断をした後で県のほうに上がってくると、

そういう手続でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　この沖縄陸軍病院の南風原壕

は、南風原の文化財保護委員長の吉浜先生を初め５名

の方が本を書いていらっしゃるんですけれども、その

後書きのほうにこういうふうに述べているんですよ

ね。戦跡を保存する最も有効な方法が文化財指定であ

る、戦跡は文化財保護を指定されることが目標達成で

はないと、保存した戦跡をどう活用するかの視点を

持って取り組みを進めなければならないと、そうしな

いと生きた文化財にはならないんだということをおっ

しゃっているんです。まさしくそのとおりだというふ

うに私は思うんですよね。これを保存して戦跡をどう

活用するかということが生きた文化財にしていく大変

重要なところだというふうに思うんです。そういう意

味ではこの「飯あげの道」を保護して、本当に戦争遺

跡群として次の世代に引き継いでいくと、平和のとう
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とさをそれを通じて訴えていくということが非常に重

要だろうというふうに思うんですね。ですから、県と

してぜひ南風原町のほうにも教育委員会としてこのこ

との大事さを、「飯あげの道」と一体となってこれを

残して継承し活用していくことが大事なんだというこ

とをぜひ県のほうからも表明をしていただきたいとい

うふうに思うんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私も今回、実はこの「飯あ

げの道」を拝見いたしまして、その道が平和学習に

とって大きな役割を担っているということを改めて認

識をした次第でございます。ただ、文化財の指定等に

つきましては、先ほども申し上げましたけれども、や

はり町のほうから地権者との同意等々を得ながら県の

ほうに上がってまいりますので、そういう手続を踏ま

えながら、今、我々はしっかりと町の推移を見守って

いると、そういう状況でございます。そういう中で

我々県教育委員会ができることがありましたら、また

積極的に対応していこうと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　子供の医療費の無料化なんです

けれども、各市町村の流れは、例えば無料化を入院に

ついては中学校卒業まで、これが20市町村に広がって

いる。これは１年間で２倍以上に広がっているんです

よね。そして通院についても小学校入学前まで、就学

前までの無料化を実施する市町村がふえている。これ

が市町村の流れであるわけです。ですからぜひ、これ

は知事の公約の中にもあります。ぜひそれは公約を実

践するという意味から言っても、この無料化の拡充を

早目にぜひやっていただきたいということで知事の決

意を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時21分休憩

　　　午後２時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私の公約でも考え方が似た

るものがあります。無料化の拡大については、今、実

務的にちょっと詰めておりますので、拡大の方向が出

てきた段階でまた御披露できればと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　では通告してありますので、一般質

問を行います。

　１つ目でありますが、日米安全保障協議会（２プラ

ス２）について伺います。

　茨、６月23日慰霊の日の直前、日米安全保障協議委

員会が開催をされ、県民の意思を無視し、普天間飛行

場の移設先を辺野古へＶ字型とすることで再び合意を

しております。沖縄戦では、住民を本土防衛の盾とし

て多くのとうとい犠牲者を出しております。戦後66

年、またしても普天間基地を県内に閉じ込め、県民を

本土防衛として安全保障の犠牲にしようとしておりま

す。沖縄県民へ差別と犠牲を押しつける政府への怒り

が込み上げてまいります。知事の所見を伺います。

　芋、今回、ロードマップで示した普天間移設とグア

ム移転の2014年の期限を撤回しており、普天間基地の

固定化が懸念されます。知事の見解を求めます。

　鰯、米軍再編の普天間基地移設とグアム移転と嘉手

納基地以南の基地返還は、パッケージの枠組みを維持

するとしております。知事が主張するパッケージ分離

をどう実現していくのか伺います。

　允、埋立工法をＶ字型滑走路として、｢微修正を考

慮｣すると明記されておりますが、滑走路の沖合移動

を示したものと言われております。知事はかつて沖合

移動を主張したことがありましたが、今回はぶれるこ

となく毅然と対処できるか伺います。

　印、南西諸島への災害対応の国際物流拠点化は、島

嶼防衛による自衛隊配備がもくろまれ、軍事強化とな

ります。知事の所見を伺います。

　２、10･10大空襲、艦砲射撃等による民間被害者に

対する国家補償についてであります。

　茨、沖縄戦で空襲、艦砲射撃等による一般民間住民

の戦死者の実態調査はされているか伺います。

　芋、ドイツやフィンランド等の諸外国では、民間の

戦災被害者に対して軍人・軍属と分け隔てなく補償さ

れております。沖縄戦では、一般民間戦争被害者は、

戦闘参加者と認定された場合に限られ、その他の住民

は放置をされております。憲法の定める法のもとの平

等に反し不条理であり、最大の人権・人道問題と言わ

れております。県の見解を伺います。

　鰯、未補償のまま放置されている民間戦争被害者救

済のため、特別立法と援護法の適用改善を求める動き

が起こっておりますが、県の見解を求めます。

　大きな３、沖縄振興計画の策定について。

　茨、これまでの４次をどう検証し、新しい制度へど

う生かそうとしているか伺います。

　芋、県は、内閣府の沖縄関係予算一括計上分すべて

を求め、過去10年の平均から約3000億円の一括交付金

化を求めております。その根拠は十分説得力を持ち得

るのか伺います。

　鰯、全国的には、まだ沖縄振興が必要なのか、なぜ
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特別扱いするのかとの声があると聞きます。そのこと

への対処として、県民運動の世論形成づくりや政治的

な働きかけは万全か伺います。

　大きな４、原発から自然エネルギーヘの転換につい

て。

　茨、福島第一原発が被災をし、コントロールを失

い、複合的な原発震災となっております。大量の放射

能放出や大規模停電などの二次的被害が事態を深刻化

させております。もはや原子力に固執する選択肢はあ

りません。早急に脱原子力にかじを切り、自然エネル

ギーへの活用に転換を図るべきではないか、県の見解

を伺います。

　芋、県が進めている天然ガス資源開発の進瀧状況は

どうなっているか伺います。

　鰯、沖縄電力の原子力発電所研究は、2009年７月、

小型原子力発電の導入の可能性の研究に取り組むとし

て研究員を派遣をしております。また、福島第一原発

の被災以降もその態度を変えようとはしておりませ

ん。県の原子力への考え方と同社への指導についてあ

るか伺います。

　大きな５、海ブドウの養殖事業について。

　海ブドウは、陸上養殖を成功させてから生産量を伸

ばし、沖縄県を代表する水産物となっております。生

産者は、｢沖縄県生産者組合協議会」を設立をし、安

心・安全を心がけ、沖縄海ブドウブランドを確立しよ

うとしております。県の連携と支援が求められており

ます。

　では、伺います。

　茨、共同出荷などの生産施設の整備を図られないか

伺います。

　芋、加工、新商品の開発等支援策を伺います。

　鰯、沖縄海ブドウのブランドのＰＲの支援策を伺い

ます。

　允、海ブドウ専用のえさの研究、開発はできないか

伺います。

　大きな６、カヌー練習場の環境整備について。

　沖縄のカヌー競技の選手は、日本代表として世界選

手権にも出場する全国トップレベルにあります。その

カヌー選手の練習場が糸満市を流れる報得川にありま

すが、ヘドロが堆積し悪臭が漂い、水質の汚濁が著し

く悪い環境にあります。また、カヌーの船揚げ場がな

く、１メートル前後のフェンスを乗り越え、危険な状

況で河川におりております｡さらに、鉄骨の階段にも

さびが入り、けがする危険性があります。県の環境整

備が求められています。

　それでは伺います。

　茨、報得川の水質調査と浄化対策を早急にすべきで

はないか伺います。

　芋、河川へ通じるカヌーの船揚げ場の整備を図るべ

きではないか伺います。

　７、指定管理者制度について。

　茨、指定管理者制度は、新自由主義攻策のもと「官

から民へ」と｢地方公共団体の施設｣の管理についても

民間事業者へ任せられるよう2003年６月に地方自治法

を改正して導入された制度であります。それによりコ

スト削減が優先をされ、指定期間及び公募原則によっ

て労働者の有期雇用化と低賃金化が進み、自治体みず

からワーキングプアを生み出し、専門性が破壊をさ

れ、施設の安全性や公共サービスの質の低下をもたら

すことなどが明らかになっております。したがって、

指定管理者制度の抜本的見直しが求められておりま

す。

　では、伺います。

　こうした状況の中で、沖縄県男女共同参画センター

(てぃるる)の契約職員９名が来年３月で雇いどめの状

況にあると言われております。10年以上専門職として

勤務してきた状況を考慮もせず、指定管理者制度の矛

盾の犠牲を受けようとしております。雇用の継承を図

るべきではないか伺います。

　再質問は、指定の席で行いたいと思います。よろし

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山嗣幸議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、日米安全保障協議に係る御質問の中

で、普天間飛行場の移設先を辺野古へＶ字型で再合意

したことについての御質問にお答えいたします。

　昨年５月の日米共同発表は、県外移設の実現に期待

する声が高まっている中で唐突に行われたものであ

り、県民の間に大きな失望を招きました。その後、政

府に対し県民の納得のいく説明と解決策を求めてまい

りましたが、それらは依然として示されておりませ

ん。これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得ら

れない移設案を実現することは、事実上不可能であ

る」と、機会あるごとに申し上げてきたにもかかわら

ず、今回、このような決定がなされたことはまことに

遺憾であります。

　県といたしましては、日米両政府は、普天間飛行場

の県外移設の実現に向けて、真摯に取り組むべきと考

え、その旨要請をしているところであります。

　次に、同じく日米安全保障協議委員会に係る御質問
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の中で、普天間移設とグアム移転の2014年期限の撤回

及び普天間基地の固定化についての御質問にお答えい

たします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であります。早期に解決を図る必要

があることから、固定化は決してあってはならないと

考えております。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談など、あらゆる機会を通じて普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現を強く求めてまいる所存で

ございます。

　同じく日米安全保障協議委員会に係る御質問の中

で、「微修正を考慮」に対する知事の対応についてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、当時、代替施設の建設位置について、地元の

意向や環境に配慮する観点から、可能な限り沖合へ寄

せてほしいと政府に対し求めておりましたが、それと

今回の日米共同発表に「この計画の微修正を考慮し得

る」と記述されたこととの関係につきましては承知い

たしておりません。

　次に、沖縄振興計画策定に係る御質問の中で、沖縄

振興に係る世論形成づくりや政治的な働きかけについ

ての御質問にお答えいたします。

　沖縄の振興につきましては、沖縄が戦後26年余りに

わたり国の施政権外にあった歴史的事実や、米軍施

設・区域が集中している社会的事情などの地域特性に

かんがみてさまざまな施策が図られてきましたが、県

民所得の向上や雇用の確保、離島振興、戦後処理、さ

らには基地跡地利用などの課題は、いまだに解決され

ておりません。引き続き、国の責任による沖縄振興が

必要だと考えております。また、世論の形成につきま

しては、県民各界各層の連携・協力が重要であること

から、市町村長との意見交換や県民意見の聴取などに

努めているところでございます。

　各政党に対しましては、県議会議員及び県選出国会

議員を通して、沖縄県が求める形での新たな沖縄振興

策の実現を要望してきたところであります。各政党に

おいては具体的な検討が行われているところでござい

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　日米安全保障協議委員

会（２プラス２）についての御質問の中で、パッケー

ジ分離の実現についてお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会文書において、嘉手

納飛行場より南の施設・区域等の返還は、ロードマッ

プに記されたように着実に実施されることを再確認し

たとしており、いわゆるパッケージ論が改めて示され

ております。「再編実施のための日米のロードマッ

プ」で返還等が示されている嘉手納飛行場より南の施

設・区域等については、沖縄の振興・発展のための貴

重な空間であり、確実に実施される必要があります。

そのため、県としましては、パッケージ論にとらわれ

ることなく、実現可能なものから一つ一つ確実に実施

されるよう、去る６月27日にも菅総理を初め官房長

官、外務大臣、防衛大臣に対し強く求めたところであ

ります。

　次に、災害対応の拠点化についての御質問にお答え

いたします。

　今回の日米安全保障協議委員会共同発表では、地域

の人道支援等の後方支援の拠点を日本に設置すること

の重要性につき一致したとされておりますが、災害救

援に係る具体的な場所は示されておりません。また、

去る５月に開催された沖縄政策協議会のもとに設置さ

れた米軍基地負担軽減部会で、北澤防衛大臣から、災

害拠点として下地島空港の使用について発言がありま

したが、沖縄防衛局に確認したところ、具体的な内容

等については決まっていないとのことであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　沖縄戦における一般

民間住民の戦死者の実態調査についてお答えいたしま

す。

　沖縄戦における一般民間人の戦没者の実態調査につ

いては実施されたことがありませんが、昭和32年当時

の琉球政府において戦没者数の推計値が示されており

ます。その推計値によると、一般県民の戦没者数は９

万4000人とされております。

　続きまして、沖縄戦での一般民間戦争被害者に対す

る補償の範囲に関する認識についてにお答えいたしま

す。

　沖縄戦で一般県民で戦闘参加の実態がある戦没者及

び戦傷病者については準軍属の戦闘参加者として「戦

傷病者戦没者遺族等援護法」が適用され、遺族給付金

または障害年金が支給されております。

　戦争被害に対する補償については、対象者の範囲も

含め、その制度のあり方については、基本的に国にお
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いて対応すべき事項であると考えております。

　続きまして、新特別法と援護法の適用改善を求める

動きについてお答えいたします。

　国に対して新特別法と援護法の適用改善を求める動

きがあることについては承知しております。戦争被害

に対する補償については、対象者の範囲も含め、その

制度のあり方については、基本的に国において対応す

るべき事項であると考えております。

　県といたしましては、今後の国における対応状況を

注視していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興計画の策定につ

いての御質問の中で、これまでの計画の検証等につい

てお答えします。

　沖縄振興については、これまでの40年にわたる県民

各位の不断の努力の結果、社会基盤は一定の水準に整

備され、観光・リゾート産業や情報通信関連産業等、

沖縄の地域特性を生かした産業分野が発展してまいり

ました。新たな計画では、このような成果をさらに継

承・発展させる考えであります。

　一方、復帰40年を経た現在、沖縄を取り巻く環境

は、地方分権改革やグローバル経済の進展など大きな

時代の節目にあります。東アジアの著しい発展により

沖縄が地理的優位性を持つようになり、また、日本全

体が人口減となる中、しばらく人口増が続くことな

ど、沖縄の潜在力が顕在化しております。さらに、県

民が沖縄の将来に求める姿も従来の社会資本整備の重

視から、自然や伝統文化の保全・継承、安全・安心な

暮らしなどソフト的なものへと移りつつあります。

　このようなことから、新たな計画では、「強くしな

やかな経済の構築」と「沖縄らしい優しい社会の構

築」を施策展開の基軸に、「沖縄21世紀ビジョン」で

示された県民が描く将来像の実現に向けて取り組むと

ともに、「基地問題の解決と駐留軍用地跡地利用」や

「離島の条件不利性克服と国益貢献」など固有課題の

克服、解決を図ってまいります。

　次に、沖縄振興一括交付金の積み上げ根拠について

お答えします。

　沖縄県は、現行の国直轄経費及び市町村の事業費を

含めた内閣府沖縄担当部局予算の全額に加え、「沖縄

21世紀ビジョン基本計画」に盛り込まれた施策の展開

に必要な財源を沖縄振興一括交付金の対象とすること

を国へ求めているところであります。

　沖縄県としては、現行の事業等に係る経費として国

直轄事業分1000億円程度、県・市町村の補助事業分

1300億円程度に、那覇空港の整備や交通物流コストの

低減、待機児童の解消、離島の定住支援などの新たな

沖縄振興に係る事業分700億円を加えたおおむね3000

億円程度が必要であると考えております。

　次に、海ブドウの養殖事業についての御質問の中

で、海ブドウの肥料の研究開発についてお答えしま

す。

　海ブドウの肥料の研究開発については、平成20年度

から平成22年度までマリンバイオ産業創出事業におい

て、県内の肥料企業との共同研究により実施しており

ます。その結果、基礎的な知見が得られたことから、

今年度は、沖縄県産業振興重点研究推進事業の一環と

して引き続き実用化に向けた技術開発を行っておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　原発から自然エネル

ギーへの転換についての御質問の中の、福島原発事故

を踏まえた自然エネルギーへの転換に対する県の見解

についてお答えいたします。

　沖縄県内において、原子力発電の導入計画はないも

のと理解しております。

　沖縄県としては、新エネルギーの導入を加速してい

くため、「新たな沖縄振興のための制度提言」におい

て民間事業者やあるいは一般消費者等を対象としたグ

リーン投資税額控除等の新エネルギーの導入に対する

支援制度を要望しているところでございます。

　県といたしましては、引き続き市町村等と連携し、

新エネルギーの導入拡大に積極的に取り組んでまいり

ます。

　それから、原発から自然エネルギーへの転換の中

で、天然ガス資源開発調査事業の進瀧状況についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、有望な地産エネルギーとして期待される

水溶性天然ガスの賦存量の把握や有効活用を目的とし

て、沖縄本島中南部及び宮古島市において「天然ガス

資源開発緊急調査事業」を実施しているところでござ

います。４月下旬に現地調査を開始しまして、宮古島

市においては６月初旬に終了しております。それから

沖縄本島中南部においては、現在調査中であり、今月

中旬には終了を予定しております。また、有識者らで

構成する「天然ガス資源有効活用検討委員会」におき

まして、有効な利活用方法を検討しております。

　県といたしましては、民間事業者等の参入を促進す
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るため、調査結果を広く公表するとともに、有望な場

所については、次年度以降、試掘を検討してまいりた

いと考えております。

　続きまして、県の原子力に対する考え方と沖縄電力

への指導についてお答えいたします。

　沖縄電力では、日本原子力発電株式会社へ職員を１

人派遣しておりますが、その目的は、原子力に関する

情報収集であるとの報告を受けております。電力の安

定供給の責務を負う電気事業者の立場として、さまざ

まな発電技術について積極的に情報収集することは重

要であり、原子力についてもその一環のものであると

理解しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　海ブドウの養殖事業

の中で、海ブドウの生産施設整備や加工・新商品の開

発、ブランドのＰＲ支援については、関連しますので

一括してお答えします。

　沖縄県では、各地で海ブドウ養殖が盛んに営まれて

おり、平成21年度の生産量は約230トンとなっており

ます。

　県では、平成22年５月に海ブドウのブランド化に取

り組むために設立された「沖縄県海ブドウ生産者協議

会」に対し、衛生管理等の技術的支援を行っていると

ころであります。また、同協議会と連携し、ブランド

化指針を策定し、さらに海ブドウの適切な品質及び衛

生管理を行うためのマニュアルを現在作成していると

ころでございます。

　海ブドウの販売促進につきましては、県内のイベン

トへの出展、ポスター等の作成・配布などの支援を行

うとともに、品質保持のための県外輸送試験及び商品

の衛生管理のための調査等を実施する計画でありま

す。

　加工品・新商品の開発や共同集出荷施設の整備につ

きましては、地元の要望を踏まえ、関係機関と連携し

対応してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　カヌー練習場の環境

整備についての御質問の中で、報得川の水質調査と浄

化対策についてお答えいたします。

　報得川については、水質汚濁に係る環境基準を設定

し、水質状況の常時監視を行っております。平成22年

度の環境基準点におけるＢＯＤ測定結果は、4.8ミリ

グラムパーリットルと、環境基準値の10ミリグラム

パーリットルを下回っており、水質状況は改善が見ら

れております。

　報得川の浄化につきましては、主な汚濁負荷の要因

が生活排水及び畜舎排水であることから、流域生活排

水対策重点地域に指定し、糸満市などと連携して家庭

からの汚濁負荷低減の普及啓発、畜舎排水の監視パト

ロールなど水質保全に取り組んでいるところでありま

す。

　県としましては、引き続き報得川の水質状況を監視

するとともに、関係市町、環境活動団体などと連携を

図りながら、報得川の水質環境の改善に努めていきた

いと考えております。

　次に、指定管理者制度についての御質問の中で、男

女共同参画センターの指定管理者職員の継続雇用につ

いてお答えいたします。

　男女共同参画センターにおける指定管理者制度は、

平成18年度から導入しております。第１期は、財団法

人おきなわ女性財団、第２期は、沖縄県男女共同参画

センター管理運営団体が指定管理者となっておりま

す。

　職員の継続雇用につきましては、第１期から第２期

への移行に際し、第２期の指定管理者が職員を募集

し、第１期指定管理者に雇用されていた職員９名のう

ち、応募した４名が採用されております。

　県としましては、男女共同参画センター指定管理者

の職員の採用などについては、当該指定管理者の責任

において判断されるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　崎山嗣幸議

員御指摘の、カヌー練習場の環境整備に関するカヌー

の船揚げ場の整備についてお答え申し上げます。

　我がスポーツ振興課を通じ現地確認をしたところ、

報得川は、県立沖縄水産高校カヌー部の練習場として

現在も活用されているほか、糸満市のカヌー体験活動

のイベント会場としても大いに活用されており、議員

御指摘の現状も確認できました。

　今後、県としましては、カヌーの船揚げ場を含め、

練習環境等の改善に向けて、県立沖縄水産高校、糸満

市、沖縄県カヌー協会など関係者との意見交換を踏ま

えた上で、庁内関係各課と対応を協議していきたいと

考えております。

　以上です。

○崎山　嗣幸君　議長、答弁漏れがあります。



－ 142 －

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時54分休憩

　　　午後２時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　では、再質問をします。

　１番目の日米安全保障協議会のところであります。

普天間基地の固定化についてでありますが、知事の答

弁も総理、大臣とか面談をして県外ということであり

ましたけれども、まずは2014年を撤回をして普天間基

地の固定化ということで脅しをかけられていると私は

思っていますが、普天間基地の返還について知事の３

年の公約は実現が図られなかったんですけれども、こ

れは、今回めどは示さないのかということが１点。そ

れから、解決を図るための道筋を示す行動計画であり

ますが、この中に世論を動かす運動の中身というの

か、行動計画案を持っているのか２点目。３点目、先

ほど私は知事が県外移設に転換をしたことによって沖

合移動の知事の考え方は消滅をしたと私は理解をして

いるんですが、違うのかどうか。これは知事に見解を

求めたいと思います。とりあえず３点お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時59分休憩

　　　午後３時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　お答えいたします。

　まず第１点の、３年めどの閉鎖状態と申し上げてい

た点についての御質問ですが、これは確かに３年めど

で、あれから４年を超えてまいりました。まことに残

念ではあるんですが、ただ、あの趣旨はやはり民主

党、それから一時は社民党さん、そして国民新党の連

合の政権ができて後の変化も踏まえ、今は官房長官を

議長とする政策協議会の中で基地負担軽減部会の中で

実現を図るべく続けてこの実現に取り組んでいるとこ

ろであります。

　そして２点目の、世論を喚起するための行動といい

ますか、これについてはこれから県外へという部分の

実現のためにいろんなことを今検討しております。そ

ういう中で、今検討中ということでございます。

　そして私は県外へということなので、今のＶ字案と

いいますか辺野古案の可能な限り沖合と言っていた部

分というのは自動的にこれは消滅しているんですねと

いうことに対しましては、そういう連携、関連という

見方もできるかもしれませんが、私はいずれにしても

事実上辺野古は不可能だ、したがって県外だとこうい

うことを言っておりますから、そういう意味では事実

上不可能ということでありますから、辺野古の微調整

とかというようなことはもうカウントする中には入っ

ておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　普天間基地の返還の時期のめどは今

回示さないのかについては、知事、いかがでしょう

か。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと済みません。

○崎山　嗣幸君　３年というのが期限切れましたけれ

ども、今回めどは示さないかということでお伺いした

いんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時５分休憩

　　　午後３時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　厳密には前回といいます

か、３年めどの閉鎖状態の実現というのは返還が完成

するというような意味合いでは無論なくて、閉鎖状態

の実現ということで私は一生懸命やってきたつもりで

すが、今なお実現していないという点は先ほど申し上

げたとおりであります。

　そして今度の普天間、それと対比というか並べて普

天間飛行場の返還について返還のめどは示さないかと

言われても、これは対比の中身が違います。私は、閉

鎖状態を実現するめどということを前回申し上げてき

て、閉鎖して移転し返ってくるまでにはまたさらに時

間がありますということは申し上げてきたつもりです

から、厳密には今のは比較はできませんが、めどとい

うものについては、今示しておりません。一日も早い

移設、返還というのを追及しているわけでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　何かめどを示さないということを含

めて、後退するかなという感じもしますが、また沖合

移動の考え方については消滅をしたと私は受けとめて

おきたいと思います。

　次に、移ります。

　それから、10・10空襲の件でありますが、先ほど一

般戦争被害者が推計で９万4000人ということで聞きま

したけれども、５万5000人が援護法の適用を受けたと

いうふうに私も聞いていますが、残りの一般援護法と

か、その他補償が受けられていない方が、空襲、艦砲

で亡くなられたり、被害を受けた方々が４万人余りい

るというふうに言われておりますが、それ以外に一家
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全滅、それから調査がなくて、あるいは建物とか壊さ

れたことを含めた想定をして10万人いると言われてい

まして、これの国家補償を求めている運動でありまし

て、このことを何か先ほどは国の事項であり注視をし

たいということで答弁でありましたが、沖縄戦のそう

いった悲惨な補償を何も受けなくてほったらかされて

いる一般県民のことを考えるならば、県はやっぱりそ

ういった運動に対して国家補償を求める動きをバック

アップすべきだと私は思いますが、再度見解をお願い

をしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時８分休憩

　　　午後３時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県は、これまで沖縄

戦被災者補償期成連盟からの陳情を受けて、国や国会

へ要請してきましたが、63年以降はそういう動きがな

くなりまして、それ以後は議員の指摘しているような

国への要請等はないんですけれども、ただそういう経

緯の中でいろいろ援護法の拡大は行われてきた経緯は

あるようです。今また新たにそういうふうな拡大すべ

きだという動きがあるようですので、これは基本的に

は国がそういうことをどう考えるかということなんで

すけれども、当然、我々も注視していきたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　いずれにしても、戦後66年たった今

日、この何の補償もない方々が訴えを起こしておりま

すので、私は県が無関心でいられるわけないと思いま

すので、ぜひ注目をして可能な限り情報の提供だと

か、バックアップできる限りはそれをやっていただき

たいと。また私はそれは当然な行政の責務だと思いま

すから、実態調査も含めて、ぜひ国家補償を求めるそ

ういった被害者の皆さんの立場に立ってもらいたいと

いうことで、これは要望を申し上げておきたいと思い

ます。

　それから次行きますが、原発の問題であります。冒

頭、県の考え方として振興計画にもそれから21世紀ビ

ジョンにも、将来導入計画はないと。それから新エネ

ルギーへの転換だということで当初は言っておりまし

たし、私も21世紀ビジョン、20年構想にも10年の振興

計画にも原発導入はないということで考えております

が、それからするならば県の立場は明白であると私は

思っております。しかしながら、巷談、沖縄電力の原

子力研究の件は、答弁によりますと情報収集だから、

これは研究だからいいんではないかという答弁であり

ましたが、実は電力がやっている研究開発は、将来エ

ネルギーが枯渇するから今から研究しておくというこ

とで、将来の実用化に向かっての研究でこの研究者を

派遣をしているんですね。これはだから県の方針と私

は矛盾するんではないかと思っていますので、ただ研

究してやらないわけじゃない。これは将来に向かって

エネルギーがなくなるから、これはこれから研究して

用意するんだということで言っています。社民党が電

力に要請するときにもとても強硬な姿勢で話も聞かな

いような態度だったんですが、これは県とこの電力の

方針は私は違うと思うんですが、この辺の矛盾も含め

て県の方針に沿って電力に対して、今はその時期では

ないということを指導する立場に立つお考えはないん

ですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時13分休憩

　　　午後３時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問ですが、確かに

今現在原子力政策とか原子力の事故、原子力発電所の

事故が起こったためにいろんな議論が起こっていま

す。ですが、日本全体として原子力をやめようという

結論は必ずしも出ておりません。

　そして、沖縄電力のようなスケールデメリットの大

きい電力会社が苦労しながら今やっているのは、石

油、石炭、ＬＮＧそして幾つかの新エネルギーにトラ

イしておりますから、そういう中で、数十年先に来る

かもしれない電力のシステムがもっと大きくなって原

子力が入れられるかもしれない――今は全くだめだと

思います、サイズ的に――時期が来るかもしれないこ

とにかんがみていろんな技術情報を研究する、収集す

るということは、決してこれは排除すべき話ではなく

て当然のことだと私は思っておりますし、県はさらに

かてて加えて新エネルギーとか新しいエネルギーの研

究開発もしっかりと進めていこうという中ですから、

県の考えと電気事業者の考えには何のそごもないと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　現在の福島原発の放射能の放出に

よって全国民の生活や産業にも大きな深刻な事態が起

こっていることは知事も御承知だと思います。そし

て、各自治体によっても脱原発とか、それから新エネ

ルギーへの転換についてはそういったことも含めて国
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民の動きがありますけれども、それから今知事がおっ

しゃるようないずれ原発を使うかもしれないというこ

との答弁の仕方に感じますが、これは我々からするな

らば、今の時勢の中において原子力から脱却をすると

いうことが求められているんであって、知事が何もそ

ごがないということは、県の方針がそういう方向に向

かっているとしか私は思えないんですが、再度知事は

そういう方向で県もいずれ、唯一全国の中で原発を

使っていない沖縄電力ですよね。そういったことでい

ずれ使うかもしれないということの答弁なんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも崎山議員の御質問を

正確に理解し切れていないんですが、原子力というの

が世界じゅうで使われている中で、直ちにこれをノー

というほどの知見を日本人、しかも沖縄県が率先して

持つ理由というのも難しいですよ。沖縄みたいにエネ

ルギー資源が限られている地域でどうやってエネル

ギーをつくっていくかということで苦労している中

で、まず技術情報を集めるということを忌避するとい

うことはやっぱりそれはおかしいと思いますよ。むし

ろ電気事業者の責任を果たすためには、あらゆる情報

というものは集めるべきであって、何も今こういう原

子力発電所事故が起こっているから、直ちに反射的に

ノーという方向に行かなければならないという判断も

これは先走り過ぎていると私は思います。ですが、い

ずれにしましてもあらゆる情報を集めて県民のニーズ

にこたえられるように準備しておくというのは当然の

ことだと私は思っておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　実用化しないものを研究開発、情報

収集することは無駄なことであると思います。見解が

違いますので、改めてまた次の機会にしたいと思って

います。

　それからカヌーの練習場の件でありますが、水質が

改善をされているということでありますが、私も現地

に行ったんですが、やっぱりにおうし、ヘドロが堆積

をしているし、その場の中において日本代表となって

アジア大会、世界選手権に向かっていくということ

で、知事も施策的に文化観光スポーツ部というのをつ

くって力を入れた割には、現場を見たら船をおろすと

ころもないということからするならば、私は極めてこ

ういったことに対して余りにもよくないなということ

を感じました。先ほど文化観光スポーツ部長の、話に

よっては関係者と意見交換したいということで私は前

向きに受けとめましたけれども、できるなら部長みず

から現地に行かれるということに対してその気持ちが

あるかどうかお答えをお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　ぜひ現地に

出向いてその現場を見てみたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　では、よろしくお願いしたいと思い

ます。

　最後に、指定管理者制度についてでありますが、採

用は当該指定管理者が決めることであると言っていま

すが、これは９名の男女共同参画センターの職員、来

年３月、これはＪＶの管理運営によって雇われており

ますが、きょうの冒頭、我が会派の渡嘉敷喜代子県議

の中で、知事はこう答えたんですね。男女共同参画の

社会に向かって意欲的な発言をすることを私は述べた

と思いますが、この男女共同参画の仕事をするところ

がその「てぃるる」、今やっているところなんです

が、そこが意識啓発、女性の地位向上、女性の社会活

動の支援をする場所なんですよね、この方々なんです

よね。この方々の地位を今回３月に雇いどめしようと

いうことなんですよ。知事、みずからのセクションを

男女共同参画のための女性の地位向上、地位を守ると

いうことを知事が言ったことをみずからのところでそ

の解雇をするということは私はおかしいんじゃないか

と思っていますが、これは施策的にも知事は冒頭言わ

れたことも含めて、現場と知事の考え方と私は違うの

ではないかと。９名解雇すること、これは１回目、２

回目、三巡目に回っていますね。委託職員にして、指

定管理者に回して、今度指定管理者が受注できないか

ら解雇されるということで、私はそのことについて県

の姿勢は最初から指定管理にもっていって解雇するよ

うなこれは手法ですよ。そういった手法でいいかとい

うことなんですよ、この問題は。まず、冒頭、知事の

男女共同参画のためのこの「てぃるる」の運営につい

て拠点にすることについてのその現場の女性職員の皆

さんを図書業務、管理運営の皆さん方の身分が切れる

ことに対して足もとのところからそういったことを

切っていいかについては、認識はいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　お答えします。

　男女共同参画センター「てぃるる」ですけれども、

お話のとおり今年度中で第２期の指定管理が終わりま
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して、第３期に来年４月から移るわけですけれども、

お話の男女共同参画を推進するという拠点としての機

能は、指定管理をするからなくなるということにはな

らないと思います。当然、指定管理に移行した目的の

一つも多様化する住民ニーズに対応してサービスを向

上させるという視点で指定管理も行っていますので、

そういったことを次期の指定管理の中でもしっかり指

定を受ける団体が選定されて実行していけるというふ

うに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　これは、みずから嘱託の皆さんをそ

こに追いやっていると言っているんですが、でも総務

大臣がこう言っているんですよ。指定管理者制度はコ

ストカットを優先をしてきた誤りがあって、一番のね

らいは行政サービスの質の向上にあると言っているん

ですよ。だから、図書館は指定管理者になじまない

と。これはちゃんと直営すべきだというのを総務大臣

は言っているんですが、これは部長、御存じですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　片山総務大臣が記者

会見で述べた図書館が指定管理になじまないという趣

旨は、いわゆる図書館法とかしっかり法律に位置づけ

られた図書館では、しっかりとした専門職を配置して

やるべきだと、そういう視点で指定管理にはなじまな

いという発言をしているんであって、「てぃるる」の

男女共同参画センターの図書室は図書資料室という位

置づけで、いわゆる公立の図書館というふうな位置づ

けをされていないものですから、趣旨が少し違うと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　認識がやっぱり違うんですよ、公立

ではないと言っていますが、県は公立でしょう。そう

いった公営の図書館を民間に指定管理で投げられるか

らと言って私関係ありませんみたいな発想なものだか

ら、先ほど知事が冒頭、これは県の外郭団体でしょ

う、男女共同参画センターについては。

　最後に聞きます。2009年２月議会で指定管理制度を

見直し、管理委託制度に移行するということで私に答

弁をしているんですが、これは検討をしたんでしょう

か。答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　一たん地方自治法の

中でこれまでの委託業務を指定管理に変えたわけです

ので、それを再度、委託管理に回すということはこれ

は法律上禁止されておりますので、再度委託にするこ

とはできません。直営にするかどうかという論議の余

地はありますけれども、今の我々の考えでは指定管理

を継続していきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　私が聞いているのは、前の部長はこ

う言っているんですよ。今後、センター設置目的や運

営上の課題に基づいて次の指定管理期間中、2009年、

2011年に早い時期に検討するということを検討したか

と私は聞いているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　今の件も含めまし

て、ちょうど来年のその指定管理に向けて、男女共同

参画センターの指定管理者制度運用委員会というのを

開いておりまして、第１回の会合は終わりましたけれ

ども、その運用委員会の中でしっかり今の件は議論さ

れていくというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　行政で進んでいるところは東京の町

田市なんです。94人嘱託がいるんですが、産前産後休

暇、介護休暇、育児休暇、ほとんどそういったものが

保障されて図書館業務に携わっている皆さんの身分継

承と待遇改善が図られているんですよ。だから、私は

県の認識が図書館業務、そういったものがおろそかに

されているんじゃないかということがあって、この

方々は８年から10年勤めているんです。これを皆さ

ん、指定管理者が応募しないからということで身分が

切れる。本人の都合じゃないですよ、皆さんの都合に

よって解雇されるんですよ。いかがですか、それは。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　指定管理者制度とい

うのは、そういう視点もあります。業務を見直すこと

によるサービスの向上という視点もありますので、そ

ういったいろんなことを踏まえて、新たなこの指定管

理者制度運用委員会の中で論議されていくというふう

に考えております。

○崎山　嗣幸君　はい、終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時28分休憩

　　　午後３時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　日本共産党の渡久地修です。

　宮城県石巻市へ被災者支援活動に行ってきました

が、国民がこんなに苦しんでいるときに、国会では米

軍への思いやり予算を５年間で１兆円支出することが
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決まり、大企業には２兆円の減税を行おうとしている

ことに怒りを覚え、戦後続いたアメリカ言いなり、大

企業優先の政治を今こそ変えなければならないと強く

思いました。その立場から質問します。

　１、基地問題について。

　米軍が沖縄に居座る理由は、沖縄を守るためや抑止

力でもなく、思いやり予算など在日米軍基地推持費の

約70％を日本政府が負担していて、米本国に基地を置

いているより日本・沖縄に置いていたほうが安上がり

だからです。思いやり予算をなくせば、沖縄からも米

軍は出ていくでしょう。思いやり予算を削って被災地

救援に回すべきです。知事の見解を伺います。

　最近の米国議会や米国内での沖縄の基地問題での議

論や世論についての知事の認識を伺います。

　基地押しつけをはね返すためにも知事の行動が注目

されています。知事は、県民の立場から積極的な行動

を行うべきであると思いますが、具体的な計画を伺い

ます。

　これまで米国や日本本土の新聞への意見広告を提起

してきましたが、いつ実行するのか。また、知事、県

議会議長が呼びかけて抗議の座り込みなどを行ったら

どうでしょうか。

　基地の押しつけや日米地位協定で県民の人権が踏み

にじられ、犠牲になっていることを国連人権委員会に

県として提訴して世界に訴えるべきです。

　オスプレイが危険と言われている理由と、普天間基

地に配備されたらどうなるのか。

　２、被災地支援問題と沖縄の防災について答弁を求

めます。

　東日本大震災への支援と被災者への対応について。

　今後の被災地支援と沖縄への避難者の対応につい

て。

　福島からの避難者がふえる傾向にあるというが対応

について。

　防災意識の向上と地域防災計画の見直し及び緊急課

題について。

　沖縄県庁を初めとした行政及び県民の防災意識につ

いての現状認識と今後の課題について。

　今回の大震災から現行の沖縄県地域防災計画の不備

な点と見直しが求められている点について。

　緊急地震速報が沖縄の公共施設、学校などで整備さ

れていないのは重大ではないか。急いで整備する必要

があるのではないか。

　防災行政無線の整備状況、特に海岸線、河川沿いな

どで住民が住み働いている場所をどれだけカバーして

いるのか。整備を急ぐべきであります。

　海抜表示と避難経路、避難訓練について。

　消防士の増員について。

　沖縄の消防士の国指針による必要数と現在の配置数

と割合、全国順位、不足人数は何人か。これで災害時

に県民の命の安全を守れるのか。消防士を指針どおり

確保すべきであります。

　消防士の震災派遣時の手当がついていないのはなぜ

か。手当をつけるべきではないか。

　防災ヘリの導入を以前に提起したが、その後の検討

状況について。

　警察行政について。

　災害地派遣とその後の警察官のメンタルケア、災害

派遣時の手当について。

　警察官の定数と現状。

　首里交番については、県議会での陳情採択どおり現

地建てかえすべきです。

　３番目、ヤンバルの山の皆伐を中止して、それにか

わる雇用の確保及び別の視点での雇用創出の推進につ

いて。

　県は、皆伐を中止して自然を守り、自然と共生した

雇用の場の確保に全力を挙げるべきです。

　学校給食やホテル、飲食業などの食器に地元木材を

活用した琉球漆器を使用すれば、大きな経済効果、雇

用効果があると提起してきました。見解と進瀧状況を

伺います。

　マングースの駆除は、地元に委託して地元雇用につ

なげてはどうか。

　地元雇用で、ヤンバルテナガコガネなど野生生物の

密猟取り締まりなどを強化すべきではないか。

　ヤンバル地域の遊休農地・耕作放棄地の面積と対策

について、植林を行うことは可能か。遊休農地・耕作

放棄地にハンノキ、月桃等の薬用成分、機能性成分な

どを含んだ有用樹種やウラジロエノキなどの早生木な

どを植樹し活用することによって、経済効果、雇用効

果が期待できるのではないか。そのことによって、現

在の天然林皆伐をしなくても済むようになるが、見解

を伺います。

　ヤンバルの森には、薬用などに活用できるような菌

類、植物などが豊富だと言われていますが、その研究

にもっと力を入れるべきではないか。

　国立公園に指定し、世界自然遺産に登録し、その維

持管理を地元に引き受けてもらうことが大きな経済効

果と雇用効果につながるのではないか。

　水源基金の廃止の方向だが、内容を改めて、水源と

涵養林の保護、地元の雇用などを目的とした基金に発

展させるべきではないか。
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　４、県が全島緑化運動を提唱しながら、県道の街路

樹帯などをコンクリー ﾄで固め、街路樹を丸刈りにし

ていることに県民から強い疑問と批判の声が出てい

る。除草などを失業対策事業などで行い、雇用の場に

すべきではないか。全島緑化県民運動推進会議会長、

沖縄県産業・雇用拡大県民運動推進本部本部長の知事

の見解を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地修議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、基地問題についての御質問の中で、思いや

り予算についての御質問にお答えいたします。

　県としましては、在日米軍駐留経費負担、いわゆる

思いやり予算につきましては、我が国の安全保障の一

翼を担っている在日米軍の駐留を円滑かつ安全に行う

との観点から、我が国が負担しているものであると理

解をいたしております。

　思いやり予算のあり方や震災対応に必要な予算につ

きましては、今後も国政の場で十分に議論を深めてい

ただきたいと考えております。

　次に、ヤンバルの山の皆伐中止及び雇用に係る御質

問の中で、国立公園指定と世界自然遺産登録による地

元への経済効果と雇用創出についての御質問にお答え

いたします。

　ヤンバル地域は、豊かな亜熱帯林を有し貴重な動植

物の宝庫であることから、その自然環境を保全し、世

界自然遺産へとつなげていくことが重要だと考えてお

ります。

　そのため、県におきましては、ヤンバル地域の国立

公園化に向け、外来種対策を進めるとともに、琉球弧

自然フォーラムの開催など世界自然遺産登録に向けて

地元の理解を深める活動に努めているところでありま

す。

　今後、ヤンバル地域が世界自然遺産として登録され

ることにより、公園施設の整備や管理運営などにおけ

る地元への経済効果のみならず、世界から注目される

こと等により観光客など来訪者が増加するなど、地域

の雇用拡大と活性化にもつながるものと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、米国における沖縄基地問題の議論につい

てお答えをいたします。

　最近の米国における沖縄の基地問題については、米

国議会においてレビン米上院軍事委員長らが辺野古移

設を実行不可能とするなど、米議会の中でも現行の辺

野古移設案に対する疑問が生じてきたものと受けとめ

ております。その一方で、米国政府は辺野古移設案を

日米安全保障協議委員会で再確認しており、現行案を

変更する動きはありません。

　県は、今後県独自の情報収集を強化し、米政府や連

邦議会、米軍等の動向を適時・的確に把握する必要が

あると考えております。

　次に、新聞広告及び座り込みについてお答えいたし

ます。

　県は、沖縄の基地問題について、これまでホーム

ページや毎年発行する統計資料集、５年ごとに発行し

ている「沖縄の米軍基地」、県の電光掲示板などを活

用し、さまざまな情報発信を行ってまいりました。今

年度後半に外部有識者を招聘した県外大都市圏におけ

るシンポジウムを開催するなど、また、新聞広告、配

布用パンフレットの作成等を検討しております。

　なお、抗議の座り込みにつきましては、現在考えて

おりません。

　次に、国連人権委員会への提訴についてお答えいた

します。

　沖縄の米軍基地問題については、日米安全保障条約

に基づいて施設・区域の提供者たる我が国政府と米国

政府が責任を持って解決すべき問題であると考えてお

り、県としては日米両政府に対し、沖縄の基地負担の

軽減を引き続き求めてまいる立場でございます。

　次に、オスプレイの危険性と普天間飛行場への配備

についての御質問にお答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としては、当該機種が過去の開発段階におい

て死亡事故を起こしていること等から県民が不安を抱

いており、十分な情報が示されない現状では当該配備

については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、普天間飛行場への影響を

含めオスプレイの具体的な運用上の問題等についての

質問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求

めたところであります。

　次に、震災支援問題と沖縄の防災についての御質問

の中で、東日本大震災の被災地に対する支援等につい

てお答えいたします。

　沖縄県においては、東日本大震災発生後、直ちに東
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日本大震災沖縄県支援対策本部を設置し、被災地への

人的・物的支援と被災者受け入れ支援を実施してきた

ところであります。

　被災地への人的支援といたしましては、県職員を中

心に市町村や民間医療機関等の協力を得て派遣チーム

を構成し、６月24日現在で緊急消防援助隊、県警広域

緊急援助隊、保健師チーム、医療チーム、心のケア

チーム及び建築・漁港・港湾技師等を494人、うち県

職員165人派遣したところです。今後は、７月に保健

師チームの派遣と来年３月までの漁業技師の派遣につ

いて、被災地の要望を踏まえた派遣を検討していると

ころです。

　また、被災地への物的支援といたしましては、毛

布、おむつなどの生活物資を計６回送付したところで

あり、現在は追加の要望はない状況にありますが、今

後も被災県の要望に応じて対応してまいる予定です。

　県内への被災者支援といたしましては、県内への一

時的緊急避難に係る旅費・宿泊費の支援として、４月

から６月までの３カ月間、往復の航空運賃及び３食つ

きの宿泊費用を計260世帯、576名に対して支援をいた

しました。また、６月以降は、中長期的な避難をされ

る方への支援策に移行しており、住宅・宿泊支援とし

て民間賃貸住宅と付随する旅費・宿泊費の支援を実施

するとともに、東日本大震災支援協力会議において

「ニライ・カナイカード」を計480枚発行し、県内流

通業界や交通機関等において割引等を実施しておりま

す。そのほか、避難者の生活費の支援として、受入被

災者支援見舞金として１世帯20万円（単身者は10万

円）を計155世帯に対して給付しております。

　今後とも東日本大震災支援協力会議と連携し、官民

一体となって被災者支援を進めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、福島からの避難者への対応についてお答えを

いたします。

　県において６月以降実施している中長期的な避難支

援策の支援決定者88人のうち81人、約92％が福島県か

らの避難者となっております。これら福島県からの避

難者につきましては、避難の長期化が見込まれるた

め、県におきましては、民間賃貸住宅の借り上げによ

る住宅支援を実施するとともに、東日本大震災支援協

力会議において「ニライ・カナイカード」を発行し、

県内流通業界や交通機関等における割引の実施等を

行っております。

　今後とも東日本大震災被災者支援協力会議と連携

し、避難者のニーズを十分勘案の上、支援を行ってま

いりたいと考えております。

　次に、行政や県民の防災意識の現状と今後の課題に

ついてお答えいたします。

　県や市町村におきましては、災害対策基本法に基づ

き地域防災計画を定め、これに基づき予防・応急など

の災害対策を講じております。また、災害時の被害を

最小限に抑えるためには、行政の取り組みはもとよ

り、住民の防災意識の向上や地域ぐるみの防災活動が

重要であると考えております。

　県におきましては、これまでも各市町村と連携し、

防災訓練や地域住民に対する防災講習会等を実施して

まいりましたが、今後は東日本大震災の教訓を踏まえ

た防災訓練や防災教育を実施するなどにより、さらな

る県民の防災意識の普及啓発に努めてまいりたいと考

えております。

　次に、沖縄県地域防災計画の見直しについてお答え

いたします。

　県におきましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、

６月16日に琉球大学教授等の専門家で構成される「沖

縄県地震・津波想定検討委員会」を設置し、沖縄県地

域防災計画の見直し作業等を進めているところであり

ます。

　東日本大震災においては、それまでの想定を超える

津波が発生し大きな被害が生じたことから、今後、専

門家の委員の皆様の知見や国の防災基本計画の見直し

状況等も勘案しつつ、市町村等関係機関と連携し、島

嶼県としての津波対策のあり方等について検討してま

いりたいと考えております。

　次に、緊急地震速報の整備についてお答えいたしま

す。

　緊急地震速報は、震度５弱以上の地震により揺れが

予想される場合に気象庁から発表されるものであり、

テレビ・ラジオなどのマスメディアや携帯電話、専用

受信端末等により広く周知が図られることとなってお

ります。

　県としましては、今後の東日本大震災の教訓を踏ま

えた防災対策の見直しの中で、緊急地震速報の適切な

伝達方法等についても研究・検討してまいりたいと考

えております。

　次に、防災行政無線（同報系）の整備についてお答

えいたします。

　県内の市町村防災行政無線は、平成23年３月31日現

在、41市町村中32市町村で整備されており、県全体で

1194カ所に屋外拡声子局が設置されております。各市

町村においては、管内の全世帯をカバーするように屋

外拡声子局を配置しているとのことであります。

　市町村防災行政無線は、住民の津波避難対策に有効
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である一方、設置環境により伝達範囲が異なるなどの

課題もあることから、今後、地域の実情に合わせた整

備の促進について市町村と連携し取り組んでまいりた

いと考えております。

　次に、海抜表示と避難経路、避難訓練についてお答

えをいたします。

　建物や電柱への海抜表示につきましては、住民の避

難意識を高める効果があるものと考えられ、県内では

宜野湾市の一部で実施されております。昨日、知事が

答弁申し上げたように、今後電柱を所有する企業、沖

縄電力、ＮＴＴ等と相談をしてまいりたいと考えてお

ります。

　また、避難経路や避難訓練につきましては、市町村

の地域防災計画において定めるとともに、防災マップ

や防災訓練等を通じて住民に対する避難経路や避難場

所等の周知が行われていると承知しております。

　次に、消防士の配置数等についてお答えいたしま

す。

　消防庁が平成21年度に実施した消防施設整備計画実

態調査によると、県内における消防職員数について国

の指針に基づく目標数では2826人と算定されておりま

すが、実際の配置数は1500人となっております。目標

数に対する充足率は53.1％で、不足人数は1326人と

なっております。全国との比較につきまして、政府の

統計は公表されておらず、県が照会したところ、回答

のあった沖縄を含む35県の中で沖縄県が最も低い充足

率となっております。

　県としましては、消防職員の定数が市町村の条例で

定められるものであり、また、現在進められている消

防広域化による現場要員の増加効果等も勘案しつつ、

今後の東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の見直

しの中で、消防職員の増員の必要性につきまして県内

市町村等と連携し検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、消防士の震災派遣時の手当についてお答えい

たします。

　県が、東日本大震災において緊急消防援助隊を派遣

した消防本部に対し派遣に係る手当支給の状況を調査

したところ、すべての消防本部において時間外手当の

支給はされておりましたが、特殊勤務手当の支給はご

ざいませんでした。関係市町村において、大規模災害

発生時における緊急消防援助隊の出動を想定した特殊

勤務手当に係る規定が整備されていないことがその要

因と考えられます。

　県としましては、緊急消防援助隊の活動が通常の消

防活動以上に困難性が高いことやその派遣費用を国が

負担することとなっていることから、今後の活動にお

いては特殊勤務手当が支給されることが望ましいと考

えております。このため、県におきましては、去る６

月20日、関係消防本部に対し緊急消防援助隊の出動に

係る特殊勤務手当規定の整備を検討するよう通知する

とともに、市町村防災担当課長会議におきましても各

市町村にも依頼をしたところでございます。

　次に、防災ヘリの導入についてお答えをいたしま

す。

　東日本大震災におきまして、各都道府県の消防防災

ヘリが被災地における救助・救援活動に貢献したこと

は承知しております。一方、消防防災ヘリの導入に

は、機体購入費を初め操縦士や航空隊員などの人件費

や機体の維持管理費等について、県や市町村における

多額の財政負担が必要となるなどの課題もあります。

　県としましては、市町村等関係機関とも連携し、今

後の東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の見直し

の中で、消防防災ヘリ導入の必要性につきましても検

討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　震災支援問題と

沖縄の防災に関する御質問の中で、東日本大震災に伴

う被災地への派遣等の状況についてお答えをいたしま

す。

　県警察では、これまで被災県へ遺体検視や遺族等の

支援に従事する緊急援助隊刑事部隊36名、避難所や仮

設住宅における防犯活動に従事する第２機動隊75名、

信号が機能していない交差点における交通整理に従事

する交通部隊６名、合計117名の警察官を派遣してお

り、今後も派遣が予定されているところであります。

　派遣警察官に対しては、派遣前の健康管理指導のほ

か、帰県後の健康管理チェック、健康管理医によるメ

ンタルヘルスチェック等を実施しております。これま

でのところメンタル面で過度なストレスを受けた者は

おりませんが、今後とも派遣警察官に対しては、定期

的にフォローをしてまいります。

　また、派遣警察官に対しては、被災地への派遣を理

由とした手当の支給はありませんが、死体処理作業手

当や警ら作業手当等、勤務実態に応じた特殊勤務手当

を支給しております。

　次に、警察官の定数と現状についてお答えをいたし

ます。

　本県の警察官の定数は、沖縄県警察職員の定員に関

する条例で2578人――これは平成23年４月１日現在で
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あります――と定められております。

　現状は、年度途中の退職等による欠員はあるもの

の、ほぼ定数どおり、６月20日現在で99％の充足率と

なっております。

　次に、首里交番の現地建てかえについてお答えをい

たします。

　首里交番につきましては、交番前の県道29号線の拡

幅工事に伴い、交番の建てかえまたは移転が必要に

なっているものであります。

　同交番については、長きにわたって現地に所在して

おり、地域住民の方にも親しまれ、地域の治安維持に

大きく貢献しているものと認識をしております。

　県警察といたしましては、現所在地あるいは現所在

地に近接する場所での建てかえを前提に、現在、那覇

市と敷地の確保の調整を行っているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ヤンバルの山の皆伐

中止及び雇用創出についての中で、自然と共生した雇

用の確保と耕作放棄地の活用について、３の茨と３の

印は関連していますので一括してお答えします。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから重要であると認識しております。一方、林業は

地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に重要

な役割を果たしております。

　このことから、ヤンバルの森林については、自然環

境の保全と利活用との調和を図る観点から、択伐など

を含め収穫伐採方法等の検討を図っているところでご

ざいます。

　また、耕作放棄地等の活用については、機能性成分

を含むハンノキなど特用樹の植栽や成長の早い早生樹

の植栽を進め、持続可能な林業・木材産業を振興する

ことにより雇用が期待できるものと考えております。

　さらに森林の新たな利用として、豊かな森林資源を

生かした森林セラピーや森林ツーリズム等の自然体験

活動を推進し、自然と共生する雇用の確保にも取り組

んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　ヤンバルの山の皆伐

中止及び雇用創出についての御質問の中で、学校給食

等への琉球漆器導入の効果に対する見解と進瀧状況に

ついてお答えいたします。

　学校給食やホテル等の食器に琉球漆器の導入が進む

ことにより県内での需要が増加していくことは、琉球

漆器の生産・流通等において経済効果と雇用効果が期

待できるものと認識しております。

　他方、学校給食やホテル等への導入を促進するため

には、食器洗い機でも洗えるような改良、あるいは製

造コストの低減が必要であります。そのため、県で

は、県産材を用いた食器洗い機対応型漆器の開発に取

り組んでいるところであり、現在、漆器の製造工程の

簡素化と高耐久性漆器の試作品開発を進めているとこ

ろでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　ヤンバルの山の皆伐

中止及び雇用創出についての質問の中で、マングース

駆除の地元委託についてお答えいたします。

　マングースの防除につきましては、低密度化した地

域での捕獲、マングース探索犬の導入、希少種の生息

調査など専門性の高い業務も含まれていることから、

技術力の高い企業が受注している状況にあります。ま

た、マングースの捕獲には多くの人員を必要とするこ

とから、捕獲従事者のほとんどを北部地域から採用し

ており、平成23年度は27名の雇用となっております。

　県としましては、今後とも地元の雇用創出が図られ

るよう努めてまいりたいと考えております。

　次に、地元雇用により密猟防止の取り締まりを行っ

てはどうかという御趣旨の質問にお答えします。

　ヤンバル地域におけるヤンバルテナガコガネの密猟

防止については、国や県、地元自治体で協議会を組織

し、夜間巡視などを行っているところであります。そ

のほか、野生生物の密猟防止の取り組みとしては、環

境省や林野庁の巡視員、県の鳥獣保護員や文化財保護

指導員による巡視が行われております。

　県としましては、今後とも関係機関と連携し、密猟

防止の取り組みを強化するとともに、地元での人材の

活用を図っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ヤンバルの山の皆伐中止

及び雇用創出についての御質問の中で、薬用などに活

用できる菌類、植物などの研究についてお答えしま

す。

　ヤンバルの森林は、未利用の亜熱帯固有の資源に恵

まれており、主な植物については既に機能性成分も明
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らかになっております。例えば、オオバギには、抗

菌・抗酸化作用がある「ニムフェオール」が確認さ

れ、にきび予防や消臭剤としての利活用が期待されて

おります。さらに、オオバギなどに寄生するリュウ

キュウツチトリモチに含まれるポリフェノールは、メ

ラニンの生成を抑制する美白効果のあることが確認さ

れております。

　県としましては、今後とも企業、大学、試験研究機

関と連携して未利用の森林資源について各種機能性成

分に着目した試験研究を推進してまいりたいと考えて

おります。

　次に、水源基金の見直しについてお答えします。

　財団法人沖縄県水源基金は、ダム建設に伴い、県と

水源地域の関係機関との間で締結された覚書に基づく

事業が平成24年度で終了することや、現在建設中の億

首ダム以外に新たなダム建設が予定されていないこと

から、財団の存続期間を平成24年度までとしたところ

であります。

　当財団は、県内における多目的ダム建設を促進し、

建設に伴う地域への影響の緩和と振興を図るため、水

源地域市町村の行う事業に対し助成を行ってまいりま

した。沖縄県、県企業局及び23受水市町村の負担金に

基づく助成額は、昭和54年から平成22年度まで総額約

95億円となっております。このうち、森林資源の造成

及び水源地域の振興に対する永続的な助成措置の要望

を受けて、平成元年から当該市町村が設置する基金に

対し助成事業を行っており、助成総額は約24億円と

なっております。

　財団廃止後においても、これまで市町村に設置され

た基金を活用することにより水源地域の振興が図られ

るものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　県道の街路樹等の整

備についてで、県道の街路樹の剪定、雑草対策及び失

業対策事業についてお答えいたします。

　県道の街路樹の剪定や雑草対策については、これま

で道路構造の工夫やボランティア団体の協力などのコ

スト縮減を図りつつ取り組んでいるところでありま

す。しかしながら、歩行者や車の安全確保を図るた

め、植樹帯の透水性材料による張りコンクリートでの

一部施工や定期的に街路樹の伐採を行っております。

　また、失業対策事業としては、緊急雇用創出事業臨

時特例交付金により各土木事務所において非常勤職員

として13名を採用し、除草などの道路美化作業を実施

しております。

　今後もコスト縮減を図りつつ、必要な予算を確保し

て観光立県にふさわしい道路管理に努めてまいりま

す。

○渡久地　修君　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時28分休憩

　　　午後４時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、今度の大震災は、これまでの

防災体制、これを見直して抜本的に強化するというこ

とは国・県ともに求められていると思いますけれど

も、まずその辺の基本的な見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

この東日本大震災を踏まえて、県としましても地域防

災計画の見直しによって防災体制を強化していく必要

があると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　それで、防災体制の中心である消防

力についてちょっとお尋ねします。

　消防職員の増員問題について質問しますけれども、

これは第一義的には市町村の問題だということを重々

承知の上で、国・県の責任も大きいものがありますの

で、その立場から質問したいと思います。

　これは、先ほど知事公室長が答弁したのをグラフに

してみました。（資料を掲示）　消防士の国の必要数

2826人だけれども、現行は1500人で53％、沖縄は1326

人不足していると。皆さん方の調査で、回答があった

ところで35県中、沖縄は53％で最下位だというのが先

ほどの答弁ですよね。

　それで公室長、なぜそうなったのか。警察はほぼ

100％ということなのになぜそうなったのかというそ

の理由を教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　精密にその要因という

ものを分析するというのはなかなか難しいんですが、

県としましては、やはり施政権が27年、切り離されて

いたことにより基盤整備といったものがおくれたこと

が最も大きな要因だと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　なぜこうなったかというのは、私は

３つの理由があると思うんですよ。

　１つは、知事、今公室長が言った復帰後から今日ま

での消防士の配置の伸びを県からもらった資料でグラ
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フにしてみたんです。一番大きいのは、やっぱり戦後

27カ年間日本から切り離されて消防組織法が適用され

なかったというのが一番大きいと思うんです。復帰の

ときにはたった437人しかいないんですよ。それで、

このグラフを念のために第１次、第２次と振興開発計

画ごとに区切ってみたんです。第１次振興開発計画で

は、10年間、結構頑張って2.4倍まで伸ばしているん

です。ところが、第２次のときからは1.14、次1.17、

ほぼ横ばいにいくんですよ。なぜそうなったのかとい

うのを考えないといけない。僕は、ここに２番目の理

由があると思う。

　実は、この1981年の３月に例の臨調行革、第２次臨

調行革が始まって、行政機構統廃合、定員削減、これ

が地方に押しつけられて、沖縄は、このおくれを取り

戻すために振興計画をやろうとするのに全国一律のこ

の臨調が押しつけられて、低いままでこれが押しつけ

られてきたというのが２番目の理由だと思うんです。

　これに関して、我が党の佐々木憲昭衆議院議員が質

問しましたら、消防庁は、「全国の消防職員の充足率

が75％程度で推移している」。この75％というのは、

全国の充足率が75％ですから、そうなっているのは、

「各市町村における厳しい財政状況や行政改革に基づ

く定員管理等により、大幅な消防職員の増加が困難な

ことによるもの」と、行革が理由だと認めているんで

すよ。ですから、沖縄は大目標である振興計画がこの

行革によって押しつぶされてきたというのが、僕は２

番目の理由じゃないかなと思うんです。

　３番目の理由は、やっぱり僕は防災意識の問題、こ

れがどうだったのかと。市町村は財政基盤が弱い。結

局、防災問題が後回しになっていったんじゃないかと

いうふうに私は思っているんです。そういう意味で

は、今度の震災で消防の強化をしないといけません。

国も当然そういう動きになると思います。ですから、

次期振興計画でこれをきっちり入れて、この不足して

いる消防士の問題も、国はちゃんと支援していくとい

う責任があるんですよ。各市町村を指導して助言し

て、支援してまいりたいと答弁しているんですから、

次期振興計画にきちんと入れて、僕はこれは、知事、

ぜひ頑張ってほしいと思うんですけれども、いかがで

しょう。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　消防力の強化は、県民

の安心・安全に直接かかわるものでございまして、当

然安心・安全な島を形成するという意味において振興

計画に盛り込まれるべきものだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、ぜひこの消防士の増員の問

題、知事自身が先頭に立ってやっていただきたいと思

います。

　次に、オスプレイの問題について知事にお尋ねしま

す。

　知事、これまで基地の負担増、機能強化は認められ

ないと言ってきましたけれども、オスプレイは航続距

離が1627キロ、今までのヘリの４倍、空中給油を受け

ることができるんですよね。これは何倍にもなる。そ

れどころか、オスプレイ自身、空中給油機能を持つこ

ともできると言われているんですよね。積載重量が２

万1500キロ。これはもう明らかに沖縄の基地負担増、

機能強化になると思います。そういう意味からも、こ

れは絶対容認できないと思いますけれども、知事の見

解をお尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

オスプレイはさまざまな意味で現行のＣＨ46からその

仕様が変わっているわけでございまして、さらに県と

しましては、開発初期に事故を起こしたと、県民が不

安を抱いているということから配備には反対しており

ます。

　先ほども答弁申し上げたように、６月26日に政府に

対して質問書を出しまして、その具体的な配備の計

画、内容等について聞いているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　オスプレイは大変危険だと言われて

います。これまで５回重大な事故が起こっていると言

われていますけれども、知事公室長、この５回の事故

の具体的な内容を教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

県におきましてもさまざまな情報ソースからこの５回

の事故については情報収集してございます。

　申し上げますと、まず1991年６月に、デラウェア州

のウィルミントン工場で試作５号機が初飛行の際に墜

落し、搭乗員２名が軽傷を負っております。原因は、

電子機器の配線ミスでございます。それから、1992年

７月、試作４号機が94回目の飛行試験中にバージニア

州のポトマック川に墜落し、乗っていた７名が全員死

亡しております。これは、エンジンナセルから出火し

たことが原因とされております。次に、2000年４月、

アリゾナ州にある空港で墜落をいたしまして、搭乗員

と兵員輸送の実用試験のために搭乗していた海兵隊

員、合わせて19名全員が死亡しております。この原因

といたしましては、着陸時に自機の下降気流に巻き込
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まれるいわゆるボルテックス・リング状態というもの

に陥って墜落したということでございます。次に、

2000年12月、ノースカロライナ州ジャクソンビル郊外

で訓練を終え基地に帰投中に墜落し、乗員４名全員が

死亡しております。これは、エンジンナセルの油圧管

が破裂したものとされております。最後に５点目です

が、これは昨年2010年４月に、アフガニスタンに実戦

配備の空軍型のＣＶ22が墜落し４人が死亡しておりま

す。この原因については把握しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ここに航空の専門誌があるんですけ

れども、（資料を掲示）　ここに公式資料で分析した

という評論家が書いていますけれども、今あったよう

に、知事、５回のうち、最初は離陸のときに墜落して

いるんです。残りの４回は、着陸時と着陸に移行する

ときに落ちているんです。全部着陸なんです。だか

ら、これが配備されると普天間基地はもう本当に危険

が物すごくふえるんですよ。それから東村もですよ。

だから、これは本当に認められないと思いますけれど

も、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員がおっしゃった

御懸念、雑誌の記事等も入手しておりますが、そう

いった懸念が県にもあることから、先ほど申し上げま

したように政府に対して29項目の質問状を出しておる

ところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　公室長、このオスプレイについて、

アメリカ議会の公聴会で専門家からこれは危険だと指

摘されている。2009年６月23日、米下院監視・政府改

革委員会でオスプレイに関する公聴会が開かれてい

る。そのことを知事公室はちゃんとつかんでいます

か。

○知事公室長（又吉　進君）　ちょっと休憩お願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時41分休憩

　　　午後４時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員がおっしゃった

ことにつきましては、聞き及んではおりますが、

ちょっと正確な記事が今手元にございません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　議事録を取り寄せました。

　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時42分休憩

　　　午後４時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　2009年６月23日に米下院監視・政府

改革委員会でオスプレイに関する公聴会が開かれてい

ます。航空専門家のリボロ氏という人が証言していま

す。この方は、1992年６月から2009年３月まで国防分

析研究所（ＩＤＡ）でオスプレイの主席分析官とし

て、主にオスプレイの飛行テストや技術データの分

析・評価をしていた人物です。この方は、証言の中で

オスプレイが抱える重大問題の一つとしてオートロー

テーション能力の欠如というのをここで指摘していま

す。オートローテーションというのは、ヘリコプター

に備わっている機能で、万が一エンジンがとまった

ら、墜落を避けるために主回転翼が風の力で空転して

揚力を生み出して着陸する方法で、いわゆる飛行機で

いう滑空というんですか、グライディングのヘリコプ

ター版と言われていますけれども、リボロ氏は、Ｖ22

は安全にオートローテーションができず、このことは

製造者や海兵隊も認めてきたと指摘しています。

　Ｖ22がもし民間輸送機であれば、米連邦航空局（Ｆ

ＡＡ）の規則が定める基礎的な耐空性基準――これは

航空機の安全性を確保するための基準ですが――を満

たすことができないとここで証言しています。そし

て、同時に、このＦＡＡの耐空性基準は軍用機には適

用されないけれども、過去にはこれに相当する基準が

乗員輸送の軍用機には課されていたと指摘して、こう

した国防総省の政策から初めて逸脱したのがこのオス

プレイだと言って、兵士の命を軽視するものだという

ことで強くここで非難しているんです。

　オスプレイが航空史上どの航空機よりも安全な記録

を持っているとしても危険な航空機なのかと問われ

て、このリボロ氏は、そう思っていると答えているん

ですよ。

　知事、こんなものは断じて沖縄に配備させてはなら

ないと思いますけれども、知事、ぜひ配備させないと

いう決意を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　総理にも申し上げてきまし

たけれども、このオスプレイの配備については反対で

あるというのをしっかりと申し上げてまいりました。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　このオスプレイは本当に危険で、そ

してまた機能強化につながるもので、これはもう断じ
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て許されないということで、大きな県民運動をやっぱ

り知事を先頭に起こすべきだと思います。

　次に、沖縄の基地をめぐる問題について、知事にこ

の情勢認識についてお尋ねします。

　知事は、昨日、代表質問の答弁で１ミリも動いてい

ないような感じがする、我々の思いが伝わっていな

い、隔靴待痒だとおっしゃいました。その気持ちはも

う十分わかるような気がするんですけれども、しかし

また、同時に私としては我々の県民運動が大きく世論

を変えてきたという点で確信にすべき点もあるんじゃ

ないかなというのもあるんです。

　実は、私は２年前の９月議会、この場で、アメリカ

は巨額の財政赤字を抱えて、アメリカの学者・研究者

の中からも、もう海外の米軍基地は縮小・撤去すべき

だという声が出ていますよと、これが広がっています

よということを知事に聞いたんですよ。で、やりとり

しました。そのときには、アメリカの政府や議会の中

ではこういった議論は多分まだ起こっていなかったと

思います。私の耳にはそのときは入っていませんでし

た。ところが、これが今回２年たつと、ちょっと表に

してみたんですけれども、（資料を掲示）　これが２

年前、もうアメリカは圧倒的に沖縄の辺野古Ｖ字型、

これを押しつける。これがこの２カ年間で、ゲーツ長

官やケビン・メア元日本部長とかはまだこれに固執し

ていますよ。しかしその後、沖縄から海兵隊を撤退す

べきだというバーニー・フランク議員たちが出てきま

したね。そして今度は、辺野古は不可能だ、非現実的

だというようなレビン軍事委員長らのグループが出て

きているんです。で、このレビン軍事委員長らは、県

内移設という点ではこの辺一緒なんです、県内移設と

いう点では。しかし、辺野古移設はだめだという点で

またこの辺で一緒なんですよ。ですから、なぜ２カ年

間でこんなふうに変わったのかといったら、やっぱり

沖縄の名護市長選挙の結果、去年の４月25日の県民大

会、そして、県内移設はもうだめだというふうに知事

も変わったと、こういうものもあると思うんです。も

ちろん、アメリカの巨額の財政赤字というのは根底に

あると思うんですけれども、私は、こういった問題は

きちんと確信にして、やっぱり県民が一層団結して、

アメリカの世論、日本の国民の世論にも訴えて、今こ

そ本当に意気軒高に頑張るときだと思うんですけれど

も、知事はそういう立場で僕は頑張ってほしいと思う

んですけれども、知事、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時49分休憩

　　　午後４時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地議員の理路整然たる

お話には傾聴しております。結果として、今おっ

しゃったような形があらわれておりますし、県民のい

ろいろな思い、気持ち、行動が影響を与えたであろう

ということも想像ができます。

　そして、この間、２年間に民主党政権や連立政権が

出てきたり、いろんな政策が展開され、行きつ戻りつ

したという部分もあります。そして、おっしゃったア

メリカの巨額な財政赤字も含めていろんな要因が考え

られます。私は、７カ月前の県知事選挙で申し上げま

した私の公約実現に向かって、共同発表の見直しと県

外へということと、一日も早い普天間の移設・返還と

いうことにしっかりと頑張ってまいりたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　最後に、知事、被災地の支援の問題

ですけれども、私は、あの瓦れきの山に立って本当に

涙が出るばかりでした。だから、今、全国から支援が

急がれていると思います。沖縄は、支援協力会議をつ

くって頑張っていますよね。それで、沖縄から支援に

行きたいという人はいっぱいいるんですよ、ボラン

ティアで行きたいという人も。ですから、この支援協

力会議にも呼びかけて、知事、飛行機をチャーターし

て500名、1000名と、みんなボランティアに呼びかけ

て送ろうじゃありませんか。私は、それがとても大き

な支援になると思いますけれども、知事の決意を教え

てください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　既にもう沖縄から多くのボ

ランティアの方がいろんな形で、医療の分野であると

か、ＪＣであるとか、あとは政治家の先生方も、各市

町村も含めていろんな方と私は現地でもお目にかかり

ました。

　そういうことで、さらになお一層、チャーター便で

送ってはどうかという点は、御提案として受けとめさ

せてください。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　一般質問を行います。

　東北の被災地で瓦れきの山を見て本当に言葉もあり

ません。被災者の皆さんの一日も早い復興を祈りたい

と思います。

　茨、普天間移設問題についてでございます。

　民主党政権初の日米安保協議委員会が開催されて、
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普天間移設についてのＶ字型案を追認をしました。ま

た、2014年の期限も撤回されております。知事の見解

を問います。

　今回の合意で、「この計画の微修正を考慮し得るこ

とを決定した。」としておりますが、これについては

どうでしょうか。

　芋、知事訪米に関して。

　知事公室長の訪米の意義、内容（面会者等）、成果

を問います。

　知事訪米の予定についてはどうでしょうか。

　鰯、日米地位協定の改定に関して。

　この間、知事はどういう取り組みを行い、どういう

成果を上げたか。また、地位協定改定に応じない理由

は何だと考えるか。それをどのように打開していく

か。

　允番は削除します。

　印番、米軍兵員の数の掌握について。

　県としては、米軍兵員の数について正確な掌握が必

要だと思うがどうか。

　２、観光振興について。

　茨、長期低落傾向にあった個人消費額が平成21年で

昭和48年以降初めて７万円台を割り６万6000円になっ

ております。極めて深刻な事態をどう受けとめていま

すか。

　芋、入域客にしても平成22年12月から６カ月連続で

前年を下回っています。原因は何だと考えますか。

　鰯番は、後ほどに譲ります。

　允番、国外観光客の誘致のために国際線ターミナル

の整備は急務であると思いますが、どうですか。

　印、コンベンションビューローと県の観光部門との

位置づけをどのようにいたしますか。

　咽番、沖縄観光にとって海洋レジャーは重要な商品

であります。一方で水難事故が相次いでおりますが、

海の安全について県の対応はどうでしょうか。交通事

故が死者47名に対して水難事故は43名とほとんど差が

ありません。

　員番、カジノ導入についての見解を伺います。

　因番、予算の組み方について。

　これは「目」の観光費でありますが、当初予算とそ

の後の補正予算のあり方を問うております。

　３番、交通政策について。

　茨、「沖縄21世紀ビジョン」で位置づけられた鉄軌

道の導入については、ポスト４次振計では本島縦断鉄

道として明確にされるべきだと思うがどうか。つまり

本島縦断鉄道というところに意味があります。

　芋番、沖縄自動車道は６月20日から有料になりまし

たが、北部地域出身の我々県議団は超党派で――山内

さんも含めて――無料の継続を何回も企画部長に要請

しました。国に働きかけましたでしょうか。

　鰯番、慢性的な交通渋滞は沖縄県の社会経済的な面

に相当の影響を及ぼしているが、どのような方策を

とっているか。

　４、教育問題について。

　茨、小学校における英語教育はどうなっております

か。

　芋、教職員の休職の状況とその内容を明らかにされ

たし。

　鰯番、北部地域（金武以北）から中南部の進学校

――いわゆる進学校と言われる私立も含めて――に入

学している生徒はいかほどか。

　允番、県立高校の敷地（施設）のうち、私有地及び

各種団体所有地は何件か。その面積はいかほどか。有

償・無償別にはどうか。

　５番、墓地行政について。

　本県における墓地のあり方について、県はどのよう

に考え、また指導しているか。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城義和議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、基地問題に係る御質問の中で、日米安

全保障協議委員会で前政権時代のＶ字型案を追認し、

2014年期限も撤回されたことについての知事の所見い

かんという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　昨年５月の日米共同発表は、県外移設の実現に期待

する声が高まっている中で唐突に行われたものであ

り、県民の間に大きな失望を招きました。その後、政

府に対し県民の納得のいく説明と解決策を求めてまい

りましたが、それらは依然として示されておりませ

ん。これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得ら

れない移設案を実現することは、事実上不可能であ

る」と機会あるごとに申し上げてきたにもかかわら

ず、今回、このような決定がなされたことはまことに

遺憾であります。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早いこの飛

行場の危険性の除去であり、早期に解決を図る必要が

あることから固定化は決してあってはならないと考え

ております。

　県としましては、日米両政府は、普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現に向け、真摯に取り組むべ

きと考え、その旨要請を行っているところでありま
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す。

　同じく基地問題の中で、微修正を考慮にという表現

に対する知事の見解いかんという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　私は、当時、代替施設の建設位置について、地元の

意向や環境に配慮する観点から、可能な限り沖合へ寄

せてほしいと政府に対し求めておりましたが、それと

今回の日米共同発表に「この計画の微修正を考慮し得

る」と記述されたことの関係については承知いたして

おりません。

　次に、同じく基地問題の中で、知事の訪米について

の御質問にお答えいたします。

　今年度の訪米につきましては、去る５月の知事公室

長による米国出張の報告等を踏まえ、沖縄の基地問題

の解決に向けて米政府等へ効果的に働きかけることが

できるよう、時期及び活動内容について検討をしてい

るところでございます。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、カジノ導入に

係る御質問にお答えいたします。

　カジノは、世界120カ国以上で合法化され、観光振

興や地域の活性化、そして雇用の創出、税収の確保な

ど、経済的波及効果の面で多くのメリットがあると言

われております。現在、超党派の国会議員による議員

連盟において、各省庁のヒアリングを行うなど「カジ

ノを合法化する法律」の制定に向けた検討が進められ

ております。また、同議員連盟におきまして、東日本

大震災からの復興策の一つとして東北地域へのカジノ

を含む統合リゾート設置について提案がなされており

ます。

　沖縄県へのカジノ導入につきましては、こうした国

の動向等、これらを見ながら昨年度検討を行いました

新たな「沖縄統合リゾートモデル」について、説明会

の開催等を通じ県民意見を踏まえつつ、今後、周知を

図ってまいりたいと考えております。

　次に、教育関係に係る御質問の中で、小学校英語教

育についての御質問にお答えいたします。

　子供たちが21世紀を生き抜くためには、英語のコ

ミュニケーション能力を身につけることが不可欠であ

ると考えます。平成23年度、初めて小学校から外国語

活動が必修として導入されました。沖縄県では、平成

21年度から全国に先駆け、すべての小学校で英語教育

を積極的に実施いたしております。

　このような状況の中、今までとは違った外国語教育

施策をしっかりと策定し、実施することによりまし

て、国際社会で主体的に活躍できる人材育成に努めて

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、知事公室長の訪米についての御質問にお

答えいたします。

　私は、去る５月23日から６月１日までの間、米国に

出張し、米国政府、連邦議会関係者、シンクタンク、

マスコミ関係者らと面談し、この中で沖縄の基地負担

の軽減、とりわけ普天間飛行場の県外移設を求める沖

縄県の考え方に対する受けとめや、米上院軍事委員長

らが提示した辺野古移設の見直しについて情報収集い

たしました。

　今回の出張で得た課題といたしましては、米側に基

地負担の軽減を求める沖縄の実情をこれまで以上に強

く訴える必要があること、米国の情報を的確に収集す

る必要があること等でございます。

　今回の出張で得た成果を踏まえ、今後の知事訪米

や、米国に直接沖縄の実情を伝え、米国側の理解と協

力を得る方策を検討していきたいと考えております。

　次に、日米地位協定見直しの取り組みと成果につい

てお答えいたします。

　県は、これまで軍転協等と連携して日米両政府に対

し、日米地位協定の抜本的な見直し要請を行ってきた

ところであります。平成21年には、渉外知事会と連携

して訪米し、環境特別協定の締結を強く求めてきたと

ころであります。その結果、昨年５月の日米共同発表

や軍転協要請に対する政府の回答では、「環境に関す

る合意について、速やか、かつ真剣に検討する」とし

ており、昨年12月には日米両政府の作業部会が設置さ

れております。現在、民主党政権では、「日米地位協

定の改定を提起する」としておりますが、政府からは

まだ改定の方針等が示されていないことから、本年２

月８日に軍転協を通じて、また、５月７日には防衛大

臣、５月28日には外務大臣に対してそれぞれ知事が直

接、早急に見直し作業に着手するよう求めたところで

あります。

　次に、日米両政府が日米地位協定見直しに応じない

理由と打開策についてお答えいたします。

　従来、政府は日米地位協定について、「米軍及び在

日米軍施設・区域を巡る様々な問題を解決するために

は、その時々の問題について、日米地位協定の運用の

改善によって機敏に対応していくことが合理的と考え

ている」と説明しており、県としては、このことが同

協定が見直されなかった大きな理由と考えておりま
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す。

　県としましては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を

図るためには、米側に裁量をゆだねる形となる日米地

位協定の運用改善だけでは不十分であり、同協定を抜

本的に見直す必要があると考えております。現在、民

主党政権は、「日米地位協定の改定を提起する」とし

ていることから、県としては、引き続き軍転協や渉外

知事会等とも連携しながら、米軍基地負担軽減部会等

を通じて粘り強く見直しを求めてまいります。

　次に、在沖米軍兵員の数の把握についてお答えいた

します。

　在沖米軍は、これまで在沖米軍人・軍属の軍種別の

数を公表しておりましたが、平成22年から軍人・軍

属・家族数について公表しないとしております。

　県としましては、米軍基地の実情を正確に把握する

ためには、在沖米軍人等の人数の把握は重要であると

考えていることから、在沖米軍四軍調整事務所に対し

公表を申し入れるとともに、渉外知事会とも連携して

公表するよう求めていくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　個人消費額

が７万円台を割り込んだことについてとの問いにお答

えいたします。

　平成21年度の観光客１人当たりの県内消費額は、新

型インフルエンザの流行や景気低迷による個人消費の

停滞等を背景に、旅行商品の低価格化等が進展し、対

前年度比8.4％の減少となりました。項目別に見まし

ても、宿泊費や交通費、土産費などすべての項目につ

いて対前年度比でマイナスとなっており、県経済に大

きな影響を及ぼしたものと認識をしております。

　県としましては、沖縄の持つさまざまな資源を活用

し、文化資源活用型観光、スポーツ・ツーリズム、医

療ツーリズムなど、付加価値の高い観光を推進すると

ともに、観光消費額の高い外国人観光客の誘致強化を

図り、消費額の向上を図っていきたいと考えておりま

す。

　なお、昨日公表しました平成22年度の観光客１人当

たりの消費額につきましては、７万536円と対前年度

比6.2％の増加となっておりますことを御報告申し上

げます。

　続きまして、入域観光客数が６カ月連続で前年同月

を下回っている原因についてとの問いにお答えいたし

ます。

　入域観光客数の減少は、国内客につきましては、羽

田空港の国際化と円高による海外旅行の増加や、本土

―沖縄間の航空路線の廃止・減便、機材縮小に伴う提

供座席数の減少が主な要因と考えております。また、

３月以降は、東日本大震災による旅行の取り消しや手

控え等が大きな減少要因となっております。一方、外

国人観光客につきましては、香港路線の拡充や、中

国、台湾などからのチャーター便の増加により２月ま

では堅調に推移したものの、３月以降は震災や原子力

発電所の事故等の影響を受け減少に転じております。

これらの要因により、入域観光客数は平成22年12月か

ら６カ月連続で前年同月実績を下回って推移しており

ます。

　次に、コンベンションビューローと県の観光部門と

の位置づけについてお答えいたします。

　財団法人沖縄観光コンベンションビューローは、観

光業界の意向を集約しリードする組織であるととも

に、沖縄観光の総合窓口、観光客の誘致及び受け入

れ、各種コンベンションの推進等について観光分野に

おける新たな戦略を構築するなどの先導的役割を担っ

ております。一方、沖縄県では、民間事業者等が力を

発揮できるよう中長期的なビジョンを描くとともに、

観光に関する調査・分析を行い、効果的な観光振興施

策を実施する役割を担っているものと考えています。

６月27日に開催されましたコンベンションビューロー

の臨時理事会では、新たな会長の就任が承認されてお

り、その中でこれまで以上に発信力の高い組織を目指

す旨の抱負が述べられております。

　県としましては、コンベンションビューローが今後

ますます多様化する観光ニーズに対応し得る自主的か

つ創造的な組織体制を確立できるよう、お互いの立ち

位置、役割をきちんと分析、整理しながら、連携強化

を図っていきたいと考えております。

　次に、予算の組み方についてとの問いにお答えいた

します。

　観光振興対策に係る予算につきましては、当初予算

に加え、ここ数年補正予算を計上しております。

　その理由といたしましては、社会情勢の変化に伴い

緊急的な措置を要する経費や、多様化する観光ニーズ

に対応するための経費について、年度中途において国

の沖縄特別振興対策調整費を活用して予算化している

ものであります。昨年度につきましては、世界的な景

気低迷や新型インフルエンザ、円高等への影響への対

策として、今年度は東日本大震災による影響への対策

として補正予算を計上しております。

　県としましては、観光振興に資するさまざまな取り

組みを推進するため、補正予算の円滑かつ迅速な執行
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に今後も努めていきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　観光振興についての御質

問の中で、国際線ターミナル整備への取り組みについ

てお答えします。

　国際線ターミナルビルについては、国の「那覇空港

ターミナル地域整備基本計画」に基づき、那覇空港ビ

ルディング株式会社が事業計画を立て、段階的に整備

を進めているところであります。

　同事業計画によりますと、第１段階として、現国際

線ターミナルビルを使用しながら平成25年末の供用を

目途に、旧貨物ターミナル敷地に現在の約3.7倍とな

る地上４階建て、延べ床面積約２万4000平方メートル

の新国際線ターミナルビルが整備されることとなって

おります。第２段階としては、新国際線ターミナルビ

ル完成後、引き続き連結部の整備を行っていくことと

しており、平成28年度末の供用を予定しております。

また、現国際線ターミナルビルについては、混雑の軽

減を図るため保安検査機器増設を前提としたロビー及

び検査場の改修工事に着手しており、７月初旬には完

成する予定であります。

　県としては、今後とも空港利用者の利便性向上のた

め、那覇空港ビルディングや国等の関係機関と連携し

て取り組んでまいります。

　次に、交通政策についての御質問の中で、鉄軌道の

導入についてお答えします。

　鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入につい

ては、沖縄県総合交通体系基本計画や国の鉄軌道導入

調査における検討を踏まえ、沖縄型自立経済の構築に

向けた基盤の整備、低炭素社会及び人間優先のまちづ

くりなどを実現する観点から、「新たな計画の基本的

考え方」の中に位置づけていきたいと考えておりま

す。

　次に、沖縄自動車道の料金に係る国への働きかけに

ついてお答えします。

　高速道路の無料化社会実験の凍結について、県で

は、東日本大震災の復旧・復興の財源確保のためやむ

を得ないものと判断したところであります。しかしな

がら、沖縄自動車道は唯一の高速移動手段であり、定

時・定速性の確保や北部振興に大きな役割を果たすな

ど重要な社会基盤であることや、また北部地域からの

強い要望などを踏まえ、ＮＥＸＣＯ西日本及び国土交

通省に対し、無料化社会実験前の料金以下にするなど

独自料金を設定するよう要請を行うと同時に調整を進

めてきたところであります。その結果、ＥＴＣ車の一

部の時間帯を除き、無料化社会実験前と同じ水準の料

金が適用されることとなったものであります。

　次に、交通渋滞に対する方策についてお答えしま

す。

　交通渋滞緩和の方策として、はしご道路等のハード

整備を着実に進めるとともに、骨格的な公共交通軸の

形成に向けて、短・中期的にはバスなどの既存ストッ

クの活用、中長期的には軌道系システム等の検討を行

うこととしております。また、ソフト施策として、定

時・定速性が確保され、利用者の利便性の向上に資す

る基幹バス導入に向けた取り組みを行っており、今年

度はバスレーンの延長、ＩＣ乗車券システム導入等の

バスの利便性向上に取り組むとともに、公共交通に対

する県民意識の変化を促す取り組みをしていきたいと

考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　観光振興につい

ての御質問の中で、海の安全に関し県内の水難事故の

状況と県警察の対応についてお答えいたします。

　県内の水難事故につきましては、過去５年間の平均

で申し上げますと、年間57件発生し36名の方が死亡ま

たは行方不明となっております。そのうち、観光客の

水難事故は発生が19件、死者・行方不明者は10人と

なっております。これらを行為別に見ますと、県民で

は魚とり中の事故、観光客ではシュノーケリング中の

事故が最も多くなっております。

　このような状況を踏まえ、県警察では海浜パトロー

ルや広報活動の強化をしているほか、水上安全条例に

基づく事業所への立ち入り、水難救助員による安全講

習等を実施しております。また、警察本部及び警察署

に水難事故防止協議会を設置し、関係機関・団体、事

業所等との連携を強化しているほか、財団法人沖縄マ

リンレジャーセーフティービューローを活用した水難

救助員やシュノーケリングインストラクターの育成、

マリンレジャー事業所間の連携強化を図っているとこ

ろであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育関係についての御質問

で、教職員の休職の状況等についてお答えいたしま

す。

　平成22年度の教職員の休職者数は397人で、そのう
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ち精神性疾患は161人、身体的疾患は236人となってお

ります。

　次に、中南部の進学校への入学者数についてお答え

いたします。

　本島内北部地域から中南部の県立高等学校普通科に

入学した生徒数は、過去３年間、平均90名程度となっ

ております。

　次に、県立高校の敷地の状況についてお答えいたし

ます。

　県立高校60校の敷地は、平成23年４月１日現在で約

429万2000平米となっております。そのうち、個人か

らの借用地は17校で約９万8000平米、全体の2.3％と

なっております。学校後援会などの団体からの借用地

は５校で、約19万3000平米、全体の4.5％となってお

ります。また、有償による個人及び団体からの借用地

は21校で、約26万7000平米、全体の6.2％でございま

す。無償による借用地は１校で約２万4000平米、全体

の0.6％でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育関係の質問のうち、

北部地域から中南部の私立高校に入学している生徒数

についてお答えいたします。

　生徒数は、平成23年５月１日現在32名となっており

ます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　墓地行政についての

御質問の中で、墓地のあり方、指導についてお答えい

たします。

　本県における望ましい墓地のあり方については、

「沖縄県墓地公園整備基本指針」を平成12年に策定

し、市町村による公営墓地の整備を基本とし促進をし

てきております。市町村においては、平成23年３月末

現在、17市町村で32カ所の公営墓地を設置しておりま

す。また、墓地の許可については、市町村の土地利用

とのかかわりが深いことや、住民に身近な行政サービ

スとして対応することが望ましいと考えており、市町

村長への権限移譲を積極的に進めていきたいと考えて

おります。

　県としましては、今後とも市町村と連携を図りつ

つ、本県の望ましい墓地行政の推進に向け努力してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○玉城　義和君　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時26分休憩

　　　午後５時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　失礼をいたしました。

答弁を補足いたします。

　政府関係では、国防総省にてシーファー国防次官補

代理及びボスティーグアム政策上級顧問と面談いたし

ました。また、議会関係といたしましては、レビン、

ウエップ両上院議員の事務所等で専門スタッフと面談

をしたところでございます。大学シンクタンク関係で

は、外交問題評議会のスミス上級研究員、戦略国際問

題研究所のグリーン上級顧問、ジョージワシントン大

学のモチヅキ教授のほか、ハーバード大学のボーゲル

名誉教授などと面談をいたしました。このほか、マス

コミ関係では、ウイークリー東洋経済のワシントン通

信員でありますピーター・エニス氏と面談をしてござ

います。これが主な面談者でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　答弁ありがとうございました。

　知事、現在の普天間をめぐる状況というのは、私は

２プラス２の合意をめぐる全体状況は、アメリカにし

ても日本にしても辺野古移設は非常に難しいと、もは

や不可能だというそういう状況だと思うんですね。そ

れにもかかわらず、さもできるかのようにそれを可能

なように文書化していくというそういうことをやった

んだろうと、これは一種の虚構の上に立っているんで

はないかと思うんですね。恐らく４名の当事者にして

も本当にできるとは思っていないんですね。日本の特

に外務・防衛の大臣だってそうは思っていないと思う

んですね。それで頼みの綱は、どこかで仲井眞知事が

適当に妥協してくれることを望むしかないとこういう

状況だと思うんです。

　そこで、ほかの議員からもずっと出ています。私は

この15年間、辺野古の移設についてずっと厳しく大田

県政を含めて対応してまいりましたが、ここに至って

私は今一番重要なことは、沖縄県知事がぶれずに県内

はだめだということを旗幟鮮明にして内外に示し続け

ること、ここが一番のポイントだと思うんですね。そ

のことが私は今の困難だと見える状況を切り開く唯一

の道ではないかとこういうふうに思うんです。だか

ら、議会も市町村も知事もこんなにそろったことはな

いわけで、そういう意味では知事の方針をきっちりと
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一切ぶれることなく、高く掲げて、沖縄140万県民を

背にしてきっちりと日本政府に向かい合うと、このこ

とが今の状況を切り開く私は一番の政治的な方法では

ないかとこう思うんですね。改めて知事の御決意を御

披露ください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時30分休憩

　　　午後５時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の玉城議員のサジェス

チョンといいますか、私が表現としては、県内ノーと

いうことを言えとこういう御趣旨のような感じがしま

すが、ほぼ似たような表現で私は県内は事実上不可能

であるということを選挙の期間中も言い続けて、特に

私はそれ以上でも以下でもないつもりでやっておりま

すし、私の県知事として県内ノーという、いろんな政

党がお使いになっている表現を使えというところは、

それがキーだというのは私は必ずしも賛成ではありま

せん。ですから、辺野古は事実上不可能だということ

を私は言っているんですから、これで十分じゃないで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　私は、そういうことを言っているわ

けじゃないんで、我々の要望に一緒にならいなさいと

言っているわけじゃないんで、申し上げているのは辺

野古はだめだということ、そして県内にもうつくる余

地はありませんと。お互いに表現の差は少しあっても

この大枠で県知事がぶれないで、そういうことをき

ちっと表明すると、このことが重要だとこういうこと

を申し上げているわけで、そこに県議会も市町村長も

沖縄県民の全体の意思を流し込んで固めていくと。こ

のことが日本政府にとってもアメリカにとっても一番

大きく政策を変えていく大きな要素になるだろうとこ

ういうことを申し上げているだけで、細かいことを申

し上げているわけではありません。

　次に進みます。ぜひそういう意味で今度の議会は非

常に大きな私は流れがあると思います。そういうこと

を酌み取っていただいて、しかとひとつ県民の県益の

ためにいろんな誘惑があるかもしれませんが、一切そ

ういうものに惑わされず筋を通していただきたいとこ

ういうことですから、短く簡単にどうぞ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ぶれてる、ぶれてると何か

しきりとおっしゃいますけれども、私は何度も言って

きたでしょう、幾つかの要因を。そういうことで県内

は事実上、不可能に近い、不可能だということで県外

だということをずっと言ってきているんですから、そ

れをそのまま同じように言っていただくことなんじゃ

ないですかね。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　知事を激励しているつもりでありま

して、そこは素直にもっと受け取っていただきたいと

こういうふうに思います。一緒にこれはやろうとこう

いうことを言っているわけで、誤解のないようにして

いただきたい。

　知事の訪米についてでございますが、いろいろ報道

もあるようですが、公室長、私はことしの１月にワシ

ントンに参りましてダニエル・イノウエ上院議員と

か、バーニー・フランク――先ほど出ましたが――下

院議員だとか、あるいはケント・カルダーとか、マイ

ク・モチヅキとかそういういろんな下院議員、上院議

員にお会いしてきました。その感想は、知日派と言わ

れる人一部を除いてはほとんど沖縄のことについては

知らないということが現実だと思うんですね。だか

ら、歳出委員会だとか、軍事委員会の特別の人を除い

ては沖縄のことをわかりませんよというのが彼らの口

をそろえての話でありました。

　そういう意味では私は、先ほどからも出ております

が、ワシントンにやはりどうしてもそういう情報を収

集したり、発信したりする機関を置いて日常的に持続

的にやる必要があると思うんですね。これまでの知事

訪米の最も欠陥は、単発的だったということなんです

よ。知事が行かれてだれだれに会いましたと言って報

告をする。ああそうですかと話がそれで終わっちゃう

わけですね。西銘知事からそれをずっとやっているわ

けです。ところが、蓄積がないんですよね、積み重ね

がない。だからそういう意味では、やはりこれはロ

ビー活動も含めて、ワシントンにきちっと事務所を置

いて、県人会もありますからなるべく金をかけないよ

うにいろいろ考えながらやっていくということで、ぜ

ひこれは知事が今度訪米されるときに準備室ぐらいは

できるようなそういう段取りをしていただきたいとこ

ういうふうに思うんですね。どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　もともと玉城議員からの御

提案が一番の引き金になっているわけですが、ぜひ早

目にそういう日常活動的にできるものを置ければと

思っておりますが、ただ今度私が行くことになるまで

に姿形が整うかどうかというのは、必ずしも今自信を

持って申し上げられません。ただし、秋口までにはあ

る程度絵を描いて、遅くとも４月１日には正式にス
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タートする。しかしそれではちょっと時間がかかり過

ぎですから、何らかの形で活動は開始できるようにし

てみたいというふうには考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　アメリカの会計年度は10月から始ま

るわけですが、今ちょうど予算のいろいろ議論の最中

にあるわけですね。そういう意味では、５月か６月ご

ろに知事訪米があったほうが私は一番タイミングとし

てはよかったんじゃないかと思いますが、一部報道も

あるようですが、今の訪米の心づもりはいつごろで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時37分休憩

　　　午後５時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　訪米の時期は、文字どおり

今検討中で、早くとも９月以降になるのではないかと

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　それでは米軍の兵員の数についてで

ございますが、ことし23年からアメリカが発表しない

とこういうことですが、これは日米地位協定の合意議

事録によって日本政府はアメリカから定期的に兵員の

数と種別について通報を受けることになっていますよ

ね。それについては認識がありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　承知しております。し

かしながら、その合意議事録は必ずしもこれまで県が

把握しておりました軍種別の人員とは限らないという

ふうに説明を受けておりまして、今年度からその数字

が入手できなくなったことにつきましては、米側に強

く申し入れているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　せんだって地位協定の件で、外務省

の北米局の方々とお目にかかってヒアリングをしまし

た。その中で、平均３カ月に一遍ぐらいで米軍から報

告を受けているということなんですね。そういう意味

で言えば四軍調整官云々に聞くという話がありました

が、むしろ外務省が把握をしているのであればきちっ

と全国を含めて外務省にきちっと聞くということが必

要じゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　外務省にもこの状況に

ついては伝えておりまして、県としましては軍種別の

数字が欲しいということも申し上げております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　話が食い違っていますが、私どもの

聞いた話では四軍の軍種も含めて外務省には報告され

ているとこういうことでありましたので、その辺はも

う少しきちっと外務省と調整をしてみてください。

　それから観光振興についてでありますが、国際線

ターミナルの整備の答弁がございました。この７月以

降、中国は９往復便から15便拡大されるわけですね。

そういう意味で言えば現在１基しか設置されてない航

空保安機器、いわゆるセキュリティーゲートの増設が

業界も含めて非常に強い要請があるわけですが、客が

ふえていって１基ではこれは間に合わないわけです

ね。だから、７月以降これを増設する必要があると思

うんですが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この件については、那覇

空港ターミナルビルディング株式会社と調整をしてい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　調整をしているというのはつくると

いうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　その方向で検討しており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　はい、ありがとうございました。

　観光予算の組み方についてですが、平成21年度で言

えば当初が16億円、補正が８億、22年度は当初が14億

で補正が18億と上回っているわけですね。23年が当初

が22億で、今日まだ６月で補正で19億5000万、そうい

う状況なんですね。これは業界からも非常に使いでが

悪いとこういうやり方では。コンベンションビュー

ローなどの実際にコンベンションなどをやっている人

たちからも、何とかならないかというのはずっと前か

らあるわけですね、この予算の組み方については。こ

れは調整が云々という話があって、いろいろ国とのや

りとりはあるようですが、同じ税金を使うわけだから

もうちょっと合理的に使える方法を考えませんと、補

正６月でやれば使えるのは９月からですよ。すると、

半年でもう全部使わなきゃならぬというそういうこと

では私は観光部局の本気度が問われると思いますね。

だから、どうせ使う金なんだからもう少し工夫を凝ら

して知恵を出すべきじゃないですか、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員御指摘

のとおりです。
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　非常にこの予算のことに関しましては、当初予算を

組んだ後に補正予算でかなりの額が組まれてくるわけ

でございますが、しかしながらこれは特別調整費とい

うちょっとまた緊急対策的な予算を今使っていること

もありまして、非常に我が部だけではなかなか難しい

調整もあるかと思いますが、非常にそういった面では

いろいろと検討を本当にやっていかなきゃいけないな

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　検討をやっていかなきゃならぬなと

いうのはどういう意味ですか。要するに、この政府と

の関係も含めて調整費の使い方もあるわけですが、こ

の３年間見てもそうですよね、年度途中からみんな入

れているという。それではやはり具体的に計画を立て

てやるという、実際に金を使う側からすれば、非常に

これは使いでが悪いわけですね。コンベンションセン

ターの皆さんもそう言っているんです。業界の皆さん

からもそういう注文は前からあるんですね。それが直

らないわけでしょう。その辺、知事どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時43分休憩

　　　午後５時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに、我々がこれから期

待している観光関連の産業につきましての支援の事業

費というのは本来当初予算できちっと措置すべきもの

だという点は重々わかっておりまして、これからはさ

らに心して当初予算に入れたいと思うんですが、ただ

本来調整費というのはそういうものも含めてもう少し

使い勝手のいいものであったはずのものが、逆に経済

対策用の途中の対応用に使われてしまっている。もっ

ともっとこちらの要求に合う形でそもそもが措置され

るべき予算であったであろうと私は思っておるんです

が、こういう途中でやる経済対策的なものに今使われ

てしまって、そこで促進事業みたいなものを組み込ん

でいっているというのは、確かに実は正常な形ではな

いと思います。

　そういう意味では、当初予算の中にもっともっと取

り入れることと、さらに一括交付金を実は要求してい

る中にはそういうことも含めて、もっともっとこちら

側が使い勝手のいい形で本来調整費というようなもの

も使われるべきだというような意味も込めて我々は一

括交付金の導入というようなものに取り組んでいま

す。ただし、観光関係についてはもう少し心して当初

予算で取り組めるように頑張っていきたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　役所というのは、こういうものに知

恵を出すためにあるわけで、要するに税金ですから、

ひとつ知恵を絞って有効にできるようにやっていただ

きたいと。

　それで県立高校の敷地の問題でございますが、個人

の所有地についてはすべて有償と、市町村有地につい

てはほとんど全部が無償ですね。それ以外の団体、高

校の同窓会、後援会に借りているのが５校あります。

ちょっと教育長聞きたいんですが、その５校の中で名

護高校の後援会は２万3633平米の土地を1982年から

ずっと貸しているわけですね。ほかの首里とか、知念

とか、糸満とか、北部農林は全部有償になっているん

ですね。なぜ名護高校の後援会だけがただなんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時47分休憩

　　　午後５時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　確かに５校が後援会のほう

でいわゆる借用地として借用している状況ですけれど

も、その中で名護高校だけが今無償で提供していると

そういう状況でございます。その背景についての御質

問かと思いますので、御説明申し上げます。

　まず、これまで名護市と名護高校と後援会がさまざ

まな意見交換をしてございます。そういう中で、教育

委員会の中でも県立学校の跡地利用検討委員会という

ものが開催されまして、その中でまた要望等を踏まえ

ながら検討してまいりました。その結果、実は保留地

という言葉を使いたいんですけれども、同委員会のほ

うで保留地との交換ができない旨を決定いたしました

経緯がございます。その理由は、土地取得の必要性が

ないということと、それから交換した場合には残地利

用に支障が生じ処分が困難となるといった状況でござ

います。

　それで今の御質問につきましては、名護高校だけが

なぜ無償かということですが、これは名護高校の後援

会の方々が実は無償契約をした経緯がございます。こ

れは昭和51年12月ですけれども、そういうことでの状

況がずっとこれまで続いているとそういうことでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　首里高校がこれは養秀同窓会という

んですか、２万平米ですね。名護高が２万3000平米で
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すね。首里高校には749万円年間払っているんです

ね。これは別に首里高校をうらやんで言っているわけ

じゃないんですが、北部農林が1200万という話があ

る。そういう意味では、余り深く言いませんが、1982

年からこれは30年ぐらいあるわけですね。名護高校の

後援会もいろんな困っているところがありまして、何

回もこれまで県の教育庁といろんな交渉をしようとし

てもなかなか受け付けてくれないんですね。法的に敷

地があるんだから、どうぞ何かあるならお引き取りく

ださいとこういう話まであるわけですよ。これは教育

庁としてあるまじき話ですよね。人の土地を30年も

使っていてどうぞ足りているからとってくださいと。

これは野球場に今使っているわけですよ、名護高校

は。野球場とか会館があったり、部室があったりして

使っているわけです。

　それで教育長、この件については教育長の責任で名

護高校の同窓会も含めて後援会も含めて、少しどうす

るかという問題を彼らも非常に困っておりますので、

名護高の同窓も困っておりますので、引き続きひとつ

教育長の責任でこの問題についてはやると、こういう

ことでいいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの件につきまして

さまざまな課題があることは私も承知しておりますの

で、ぜひそのためにまた検討委員会等々を発足してい

く中で検討してみたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　これは本会議でやるほどの話でもな

かったかもしれませんが、この数年間私も一緒に絡ん

でやっておりまして、なかなか前に進まないというこ

ともありましたので取り上げました。教育長、ひとつ

今の御発言を含めて責任を持って解決に向けて御努力

をいただきたいと。よろしいですね。

　それで高速道路の料金についてでありますが、私は

ずっと北部の議員団でこのただの料金体系を続けなさ

いとこう言ってきたわけですが、この前国土交通省の

高速道路課長に会ったら、沖縄県からは何の申し入れ

もありませんとこう言っているんだけれども、どうで

すか、これ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この高速道路の無料化に

つきましては、震災で実験が中止になるというふうな

動きを得て、その後、北部のほうからの要請、また北

部の県議団のほうからも要請がございましたけれど

も、それを受けるような形で５月19日、そして20日、

国土交通省、それからＮＥＸＣＯ西日本に要請をして

おります。もちろんその間、事務的な調整、ＮＥＸＣ

Ｏのほうにも職員を派遣をしたりしながら、私も行き

ましたけれども、そういう形で調整をしてきたところ

でございます。

○玉城　義和君　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時53分休憩

　　　午後５時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城義和君。

○玉城　義和君　高速道路課長は、県から要請はあり

ませんと、下地代議士を含めて代議士のほうからは話

がありましたとこういうことを言っておりました。そ

ういう意味で、私は沖縄県がみずから500円にしなさ

いと言った経過もあったりして、本当にこれは県とし

てはもっと強力にやるべきだったんだろうと私は思う

んですね。ちなみに、知事、沖縄自動車道は57.3キロ

なんですよ、許田から那覇まで。この距離は東京から

神奈川の茅ヶ崎までなんですね、茅ヶ崎まで58.6キ

ロ。これを６カ月の定期で買うと13万6000円なんです

ね。これを180で割ると１キロ当たり750円なんです

よ、片道370円ですね。これを大体東京近郊の人が１

日使っているわけですね。

　そういう意味で言えば、どうしてもただが言えない

というんであれば、せめてこれぐらいのレベルです

よ、根拠としては。ガソリン代もかかるから単純に比

較できませんよ。そういう意味で、私は原則はただに

すべきだと思いますが、どうしてもそれがだめだとい

うんであれば、せめてこれぐらいの根拠はつくって往

復で500円とかそれぐらいにすべきじゃないですか。

だから、その担当課長は、これからでも県から要請が

あれば検討しますとこう言っているんですね。だか

ら、私はもう一回県としてもその辺のところはひとつ

ヤンバルの住民の気持ちも考えて、せっかく３割上に

上がったわけですよ、下がすいたんですよ。下はまた

もとどおり込んでいるんですよ。また上はがらがらで

下がぎゅうぎゅうなんですよ。こんなことをやっちゃ

いけませんよ。だから、そこのところが行政の知恵で

あって、それをやらないのは本当におかしいですよ。

ぜひ知事、これからでもやってください、どうぞ。

○知事（仲井眞弘多君）　これは質問ですか。

○玉城　義和君　はい、そうです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時55分休憩

　　　午後５時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のような言われ方される

と心持ち心外なところがありまして、何も北部の人に

迷惑をかけるようなつもりでやったわけじゃなくて、

無料化実験をし、そして東日本の大震災が起こり、有

料化をし、そのお金は東日本に持っていくんだとこう

いうことについて私たちはほかの県同様、まず賛成だ

と。何もその時点で値切れという話は我々は無論やっ

ておりません。それは高速道路の株式会社が本来やる

べきことであって、そしてその会社がかなり高いレベ

ルだったのを御存じのように調整費でもって手当てし

ていたわけですよね。

　ですから、私たちは有料化するに当たってそのお金

が東日本の震災対策に使われるということは賛成だ

と。あわせて今度は値下げを沖縄のためにやれという

同時にはだめです。ですから、これは自分たちの気持

ちをしっかりあらわしながら、そしてそれを５月にき

ちっと無料化実験が始まる前のレベルまで戻してくれ

というのをやっているわけで、某代議士だけが言った

などということというのはＰＲにすぎないと私は思っ

ておりますし、ぜひこれは正確に理解をしていただい

て御質問はいただきたい。

　ですから、私たちは東日本へやるべきお金として沖

縄県民もちゃんとやるものはやる、そして同時に値下

げしてくれなどということはとても言うべきものじゃ

ないと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　言っていることはわかると思います

ので、ぜひひとつよろしく。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後５時58分休憩

　　　午後６時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　きょう最後の質問になりますけれど

も、どうぞ最後までおつき合いよろしくお願いいたし

ます。

　私は、今度の大震災、５月と６月、宮古市とそれか

ら仙台、石巻、雄勝町、そういう地域を視察をしてま

いりましたけれども、本当に息をのむような光景に立

ち尽くすばかりでありました。

　例えば、スーパー堤防だと言われたあの田老町の

スーパー堤防の上に乗ってあたりを見回しますと、ま

さに人知を超えた自然災害の猛威というものを非常に

実感をいたしましたし、それから雄勝町の小さな集落

なんですけれども、そこも本当に巨大な津波が奥深く

まで集落をのみ込んだという現実を前にして、本当に

驚くばかりでありました。

　ですから、そういう意味で今回の大震災がまさにこ

れまで続いた日本の文化やあるいは文明の歴史をひっ

くり返したというふうに感じたものであります。そう

いう意味ではこの大震災が文字どおり日本の歴史を変

えていく、あるいは日本の進むべき道を分岐点にして

しまったという、ある意味でそういう大惨事かなとい

うふうには思っております。

　それに加えて、福島の原発問題、文字どおり我々の

この日本列島に被曝をし続けております。きのう、

きょうのニュースでも、福島県内の子供たちの内部被

曝が明らかにされました。これから恐らく放射能の被

曝という被害が大きく拡大をされていくだろうという

ふうに非常に心配をいたしております。

　一般質問する前にもう少し所見を述べさせてくださ

い。

　人間は１日に約20から25グラムの空気を吸います。

およそ４畳半から６畳の部屋いっぱいの空気を体内に

入れて、そしてそれを吐き出していくわけでありま

す。その空気の中にはＯ２すなわち酸素は21％ぐらい

あり、そのＯ２がないと人間の血液中のヘモグロビン

がうまく働きません。頭で考えることも体を動かすこ

ともできない。そして人間は考えたり体を動かしたり

するとＣＯ２、二酸化炭素を出します。人間だけでは

なくてほとんどの動物はＯ２を吸ってＣＯ２を出して

生きているわけであります。その動物が出したＣＯ２

を吸って、逆にＯ２を出しているのが植物でありま

す。したがって、植物がいないと人間を含めた動物は

呼吸さえままならなくなり死んでしまいます。ＣＯ２

を確実に吸収するためには、森が健全な状態になって

いなければなりません。人間はまた、水を飲まないと

体調を崩してしまいます。それもきれいな水でなけれ

ばなりません。震災に遭った東日本の復興の大きなか

ぎもこの水にあり、その水を提供する森の大切さを忘

れてはいけないと思います。

　この一文は、作家でもあり工芸家でもあります稲本

正さんという方が、今度の３・11を機に書かれた「緑

の国へ　生まれ変わる日本のシナリオ」という本から

引用しました。

　私たちは、これまでの近代文明や文化の見直しを迫

られているかもしれません。未曾有の自然災害の破壊

力と、とてつもない被曝拡散を続ける原子力に思い知

らされている今こそ、これまでの日本のありさまを振
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り返り学び直して、そして目を覚ますべきではないの

かと思います。日本という国が持続可能な国へと大き

くかじを切るチャンスがやってきたととらえるべきだ

というふうに思っております。

　そこで質問をしてまいります。

　１、知事の政治姿勢について伺います。

　茨、県が提案するアジア・太平洋地域の災害援助拠

点形成による国際貢献を逆手にとり、災害救助で軍を

カムフラージュし下地島の軍事基地化をねらった国際

災害拠点なる日米合意案は決して認められるものでは

ありません。新たな沖縄振興計画で沖縄が提案するア

ジア・太平洋地域の災害拠点形成による国際貢献と

は、沖縄にその救助隊を常設配備をし、災害援助や人

材育成、防災、医療技術の供与を通してアジア・太平

洋地域の平和と安全に寄与するものと理解をしており

ます。ところが、北澤防衛大臣は東日本大震災を一つ

の契機として下地島を念頭に、南西諸島に災害対応の

国際的なものをつくることを日米２プラス２で合意し

たと発表いたしました。文字どおり災害対策に名をか

りた軍事拠点づくりを表明したものであります。知事

の見解を伺います。

　芋、県立病院経営再建計画の再建目標である不良債

務の解消、資金不足の解消、経常収支の黒字化の達成

を今度の決算で達成したことについて知事の見解をお

聞きしたい。また、改めて経営形態のあり方について

も伺います。

　鰯、３・11を境に間違いなく日本は大きな岐路に立

たされております。求められているのは、日本のこれ

までのありさまを振り返り、学び直して新しい出直し

へのシナリオをどう変えていくかであります。言える

ことは、東北大震災を契機に日本のエネルギー政策が

大きくかじを切るだろうということであります。継続

し拡散する死の灰への恐怖と原発事故の余りに大きい

ダメージとリスクに政府も国民も思い知らされており

ます。当然すべての原子力発電を廃炉にし、文字どお

りクリーンなエネルギー、再生可能なエネルギーへと

政策転換を図っていかなければならないと考えます。

しかしながら、菅総理が浜岡原発の停止を明言した途

端に永田町や業界、メディアを中心とした原発推進

派、利権集団からの「菅おろし」が一斉に声を上げて

おります。きのうの報道でとうとう福島の子供たちの

尿から放射性物質セシウムが検出をされました。日本

の進むべき道は、どのような困難があろうとも脱原発

を進めていくことであろうと思います。

　そこで伺います。

　県は、原発の資料収集や研究をやめさせ、むしろ火

力発電から再生可能エネルギーを中心としたエネル

ギーへのシフト転換を目指すことを新たな沖縄振興計

画に位置づけるべきだと思うがどうか。知事の見解を

伺います。

　允、新たな振興計画において、「旅客船の先島航路

早期再開」の追加記述について知事の見解を伺いま

す。

　印、離島における県立病院経営において大きなネッ

クでありハンディとなっているのが特地及び準特地勤

務手当であります。離島医療を維持するためにも国に

対し「離島増嵩費」として国に求めるべきではないの

か、知事の見解を伺います。

　大きい２番目、県がん対策推進条例について。

　茨、条例制定に向けた県の取り組みへの経緯と日程

について伺います。

　芋、県民に開かれた意見の集約はどのように行われ

ているのか。

　鰯、準拠点支援病院における支援センターの設置に

ついて伺います。

　允、島嶼県として離島・僻地在住者の負担軽減策を

どのように検討されているのか伺います。

　大きい３番目、県立病院の課題について。

　茨、医師の確保について。

　ア、研修医の本務採用について伺います。

　芋、看護師、コメディカル職員の確保について。

　ア、看護師の定数は、本来必要な10対１を満たす数

にも足りない。最低でも10対１に必要な看護師を確保

して中部や医療センター、北部の休床を解消すれば収

益は上がると思うがどうか。

　イ、７対１看護体制後における育休や産休、病休の

代替職員の充足と有給休暇の取得率について伺いま

す。

　ウ、民間病院ではコメディカル職員が多く採用され

収益を上げていると言われています。県立において医

療ソーシャルワーカーやリハビリ職種職員の増員がで

きない理由を示してください。

　鰯、県立病院のあり方基本構想において、市町村に

対し県立病院運営への参画について提案をし協議を進

めるとしているが、経緯を伺います。

　允、県立宮古病院の課題について伺います。

　ア、未曾有の大震災後、国内における病院建設では

免震構造への変更や検討が進められております。新宮

古病院においても免震構造への変更を検討すべきでは

ないか伺います。

　イ、新宮古病院建設に伴う研修医宿舎の建設整備に

ついて伺います。研修に訪れた医師や看護師、学生な
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どの宿泊施設として利活用され、地域医療を学ぶため

の環境を整備し、ひいては離島で不足している医師や

看護師などを育成し、安定確保に向けて建設すると聞

いている。進瀧状況はどうか伺います。

　ウ、宮古病院における医師の確保について経緯を伺

う。脳神経外科医・眼科医・小児科医・精神科医につ

いてであります。

　大きい４番目、下地島空港及び空港周辺公有地利活

用の方策について。

　茨、宮古島市が提案するアイデアモデルについて見

解を伺う。また、県としてどのような方策を検討して

いるのか伺います。

　５番目、我が会派の代表質問との関連で、新垣清涼

議員の２の鰯の再質問との関連で、沖縄市の泡瀬地区

の土地利用計画において、今回の３・11のような災害

規模は想定をされていたのか。地震による液状化や津

波の被災現場を見ると計画の見直しは当然必要である

と思うがどうか伺います。

　それから６の茨との関連で、今回の台風被害は強風

と塩害によるものが大きいと思います。強風による葉

たばこの飛散によって牧草被害が出ております。被害

の状況と畜産農家への支援について伺います。

　以上、答弁を聞いて再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平一夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、火力発電から

クリーンエネルギーへの転換を新たな振興計画に位置

づけることについてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　沖縄県における電気エネルギーは、平成22年度実績

で石炭が約77％、石油が約21％、その他が約２％と

なっており、そのほとんどが石炭や石油を燃料とする

火力発電により供給されております。このように、現

状としては沖縄県は化石燃料に頼らざるを得ない状況

にありますが、電気の安定供給を図りながら、今後は

クリーンエネルギーの導入比率を高めていく必要があ

ると考えます。このため、県は「新たな沖縄振興のた

めの制度提言」において、民間事業者や一般消費者を

対象としたグリーン投資税額控除等の新エネルギーの

導入に対する支援制度を要望しているところでござい

ます。

　次に、県立病院の課題についての御質問の中で、新

宮古病院の免震構造への変更についてという御質問に

お答えいたします。

　新宮古病院は、災害拠点病院として災害直後から病

院機能が発揮できるような耐震構造となっておりま

す。一般的に、免震構造は地震による建物機能への影

響が少ないとされておりますが、新宮古病院の耐震性

につきましては、東日本大震災のような大地震におい

ても、人命の安全確保と病院機能の確実な維持ができ

るよう設計されております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、北澤防衛大臣の国際災害拠点発言

に対する知事の見解についてお答えいたします。

　今回の日米安全保障協議委員会共同発表では、地域

の人道支援等の後方支援の拠点を日本に設置すること

の重要性につき一致したとされておりますが、災害救

援に係る具体的な場所は示されておりません。また、

去る５月に開催された米軍基地負担軽減部会で北澤防

衛大臣から、災害拠点として下地島空港の使用につい

て発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したとこ

ろ、具体的な内容等については決まっていないとのこ

とであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、県立病院経営再建計画及び経営形態につ

いてお答えいたします。

　県立病院事業の平成22年度決算については、平成21

年度に引き続き収支が改善され財務面の健全性の回復

が進んできたものと認識しており、このような経営改

善は病院現場の経営努力に加え一般会計からの支援等

によるものと考えております。

　なお、「県立病院のあり方に関する基本構想」に基

づき、経営再建計画に沿った経営全般にわたる改革の

取り組みによる経営改善の実現については、毎年度、

経営再建検証委員会により検証を行うこととしており

ます。このため、今後開催する平成23年度の検証委員

会において、３つの目標の達成状況等を初め具体的な

経営改善の状況等を多角的・多面的に検証していただ

くこととしております。また、病院事業の経営形態に

つきましては、基本構想に基づき経営改善の実現及び

持続的な経営の健全化の達成見込みについて、検証委

員会による平成23年度決算の検証結果も参考にして最
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終的に判断することとしております。

　続きまして、がん対策推進条例制定の取り組みにつ

いてお答えします。

　平成23年４月１日現在、15府県においてがん対策推

進条例が制定されております。このような中、本県に

おいても患者等関係者から条例制定を求める動きがあ

り、今後、一層のがん対策を推進する観点から条例制

定に向けての検討を行っているところであります。

　条例案の検討に当たり県民意見を聴取するための会

議を開催することとしており、現在、会議メンバーの

人選及び日程等について調整しているところでありま

す。10月ごろまでには県民意見を集約し、条例案を検

討して、平成23年度中を目途に策定したいと考えてお

ります。

　続きまして、がん対策推進条例制定に向けた県民意

見の集約についてお答えします。

　条例案を検討するに当たり、医療関係者やがん患者

関係者を初め市町村関係者、教育関係者等で構成する

会議を開催して意見を伺うこととしております。ま

た、パブリックコメントを実施するほか、沖縄県がん

対策検討委員会からの意見聴取等も行うこととしてお

ります。

　続きまして、がん連携支援病院における支援セン

ターについてお答えします。

　沖縄県では、地域医療再生臨時特例基金を活用し、

がん診療連携支援病院である北部地区医師会病院、県

立宮古病院、県立八重山病院で行う医療従事者研修事

業、相談支援事業等に対し、１病院当たり500万円の

補助金を交付しております。また、これらの支援病院

では相談支援センターに相談員を配置して、電話、対

面での相談が行われております。

　続きまして、離島・僻地在住者への負担軽減策につ

いてお答えします。

　本県の離島においては、当該地域の医療機能等から

本島の医療機関を受診せざるを得ない患者がおりま

す。

　県としては、これらの患者等に対して、本島への受

診に係る交通費負担の軽減を図るため、財政支援を国

に要望しているところであります。また、離島地域に

おいて、可能な限り治療が行えるよう遠隔医療や専門

医による巡回診療の実施を検討しているところであ

り、その財政支援についても国に要望しているところ

であります。

　県立病院の課題についての、市町村の県立病院運営

への参画についてお答えします。

　「県立病院のあり方に関する基本構想」において

は、地域医療を安定的かつ効果的に提供していくた

め、市町村を含めた地域全体で県立病院を支える体制

を構築したいという考えから、市町村に対し県立病院

運営への参画について提案し協議を始めることとして

おります。

　平成21年度には、各市町村に対して「県立病院運営

参画に関する方策案」を提案し検討を要望いたしまし

た。また、平成22年度には、他都道府県における市町

村の県立病院等への運営参画状況調査を実施しており

ます。

　今後は、これまでの提案に加え、他都道府県におけ

る事例紹介を行うとともに、市町村の要望や病院現場

の意見等も聴取し、県立病院運営への参画について協

議を進めていきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、旅客船の先島航路早期再開の追加記

述に対する展開についてお答えします。

　「沖縄21世紀ビジョン基本計画（素案）」に対する

「航路による移動については、その対象者の拡大の可

能性について検討を行うものとする。」という追加記

述につきましては、旅客航路再開の困難さを踏まえな

がらも、移動手段の選択の幅を広げたいという沖縄県

振興審議会離島過疎地域振興部会における議論の結果

を反映したものであると認識しております。

　県としましては、審議会の答申及び関係機関等の意

見を踏まえ、その対応について検討してまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、離島増嵩費を国に求めていくこ

とについてお答えいたします。

　特地勤務手当などは、離島などの生活が著しく不便

な公署に勤務する職員に対して支給する手当であり、

病院事業を運営していくためには必要な経費でありま

す。

　当該手当は経営に一定の影響を与えている状況にあ

りますが、地方公営企業法の趣旨に基づき、経営の収

入をもって充てることに努めるとともに、今後、関係

部局と財政負担のあり方について議論を深めていきた

いと考えております。

　次に、県立病院の課題についての御質問の中で、研
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修医の本務採用についてお答えいたします。

　研修医については、現在、嘱託職員及び臨任職員と

して採用しております。病院事業局においては、医師

の養成・確保の観点から研修医の採用形態について、

今年度、人員体制検討チームを設置し検討を進めるこ

ととしております。

　次に、看護師の確保と休床についてお答えいたしま

す。

　看護師については、平成22年度と平成23年度に条例

を改正し、南部医療センターと中部病院において７対

１看護体制を実施し、その他の病院については10対１

看護体制をとっております。休床している中部病院の

52床を再開した場合は収益増につながり、南部医療セ

ンターの14床については損失を見込んでおります。北

部病院については、運用上、一時病床を休止していま

したが、現在は看護師配置により再開しております。

　次に、育休等の代替職員の充足等についてお答えい

たします。

　平成22年５月より７対１看護体制を導入した南部医

療センター・こども医療センターにおけることし６月

１日現在の看護師の育休者、産休者及び休職者は44名

となっております。これらの休職者については、臨任

看護師18名を配置したほか、嘱託看護師で補充してお

ります。有給休暇の取得状況については、平成21年度

9.8日、導入後の平成22年度11.3日となっておりま

す。

　次に、医療ソーシャルワーカーやリハビリ職員を増

員できない理由についてお答えいたします。

　病院事業局における人員体制については、医療提供

体制の充実と経営への影響等を考慮する必要があるこ

とから、今年度、病院事業局内に人員体制検討チーム

を設置し検討を進めているところであります。医療

ソーシャルワーカー等の配置については、人員体制検

討チームによる見直しの中で検討していきたいと考え

ております。

　次に、新宮古病院建設に伴う研修医宿舎の建設整備

についてお答えいたします。

　研修医宿舎については、宮古病院における研修医の

採用、要請を円滑に行うという観点から、その必要性

について今後病院事業局で検討することとしておりま

す。

　次に、医師確保についてお答えいたします。

　宮古病院においては、脳神経外科医師１名、小児科

医師４名を配置し、地域の医療ニーズに対応しており

ます。また、精神科については医師３名を配置し、眼

科については琉球大学からの週１回の応援医師で対応

しております。精神科医師及び眼科医師については欠

員を生じていることから、病院事業局としては、大学

や民間病院との協力・連携による医師派遣、人的ネッ

トワークや地域・離島医療確保モデル事業等の医師確

保に取り組んでおります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　下地島空港及び空港

周辺公有地利活用の方策についてで、市提案への県の

見解及び方策についてお答えいたします。

　平成20年３月に宮古島市が策定した「下地島空港等

利活用計画書」において、空港の新たな利活用方策と

して国際的な航空関連教育の拠点づくりと国際緊急支

援活動等の２つのアイデアモデルが提案されておりま

す。

　県としましては、平成25年度の伊良部大橋の開通に

伴って、下地島空港及び周辺公有地の利活用の重要性

が高まることから、今後の社会経済情勢の変化等を踏

まえ、関係機関と調整し利活用の方策について検討し

ていきたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、泡瀬埋立事

業の震災を想定した計画の見直しについてお答えいた

します。

　泡瀬地区埋立事業については、今回の震災を受けて

見直しを行っているものではありませんが、今回の震

災での知見をもとに設計基準や防災計画の見直し等が

検討されております。

　今後、設計基準等の変更に伴い、直ちに施設設計の

見直しを行う必要があるかどうかも含め適切に対応す

る考えであります。

　なお、大津波に対しては構造物で対応するには限界

があり、現実的な対応としては、避難経路の確保及び

ショッピング施設やホテル等の屋上を利用した避難施

設の確保が重要と考えております。また、液状化につ

いては、当該埋め立てに用いる土砂が主に新港地区の

しゅんせつ土砂で、その多くは液状化しにくい粘性土

でありますが、埋立完了後に土質調査を実施し、想定

される地震動に対し解析を行い、液状化すると判定さ

れた場合には適切に対応する考えであります。

　泡瀬地区埋立事業は、本県の経済活性化を図る上で

も重要な事業であることから、環境保全にも配慮して

早期の工事再開に向けて取り組んでいく考えでござい

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。
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　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　我が会派の代表質問

との関連質問の中で、台風２号による葉たばこ飛散に

伴う牧草被害についてお答えします。

　宮古島市と多良間村で台風の影響により、肉用牛農

家の採草地内にたばこの葉が飛散している箇所が複数

件確認されております。国内で葉たばこによる牛の中

毒発生の事例はありませんが、ニコチンが一定量牛の

体内に取り込まれた場合、中毒症状を引き起こす可能

性があります。このため、家畜保健衛生所、農業改良

普及課が相談窓口となり、パンフレットや防災無線に

より飛散したたばこ葉は丁寧に除去するよう指導し注

意喚起を行っております。

　なお、現在、葉たばこによる牛の中毒は報告されて

おりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは再質問をいたします。

　２プラス２で合意をされた災害拠点の発言は、今地

元で非常に大きな懸念を生じております。下地島を名

指しで発言をされているわけですから、非常にただご

とじゃありません。実はこれは県が今、新しい振興計

画に提案をしている拠点、いわゆる災害拠点と同等だ

というふうにとられがちなんですね。そういう意味で

県が今提案している国際災害拠点というのはどういう

ものであるのか。防衛省がいわゆる２プラス２で合意

をされたそのこととどう違うのか、その辺を少し御説

明ください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県が現在、新たな振興

計画の中で検討している国際的なアジア・太平洋地域

の国際援助拠点の形成といいますのは、我が国が国際

貢献の一環としてアジア・太平洋で大災害が起きたと

きに、その物資の集積、援助の拠点を沖縄県に置けな

いかという考えのもとに今、構想されているものでご

ざいます。

　議員今御指摘のとおり、２プラス２での議論、２プ

ラス２では場所は特定しておりません。ただ、北澤防

衛大臣の下地島という発言がございました。しかしな

がら県といたしましては、この県の考え方を実現する

のは防衛省というよりも、むしろ外務省であったり、

そういう政府のさまざまな部門で実現される、そこに

要望していくものだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　そういうことからするならば、今、

非常に懸念を抱かせている２プラス２の合意を、県が

提案をしているものとは全く物が違うんだということ

をぜひ明言をしていただきたいということと、それか

ら下地島空港を名指しで災害名目で拠点化しようとい

うそれを断じて軍事基地化をさせないと、軍事利用を

させないということをぜひ明言すべきじゃないかと思

うんですが、知事、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時58分休憩

　　　午後６時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　２プラス２のほうにつ

きましては先ほど来申し上げておりますように、その

具体的なものは全く見えておりません。しかしなが

ら、下地島につきましては当然ながらこれまでの県の

方針どおり軍事利用は県としては認めないという方針

を貫いてまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　これはいわゆる２プラス２での合意

案は、災害を目的としたという拠点づくりなんです

ね。そういう意味では災害を目的としたとしても軍事

利用させないというそういう意味だというふうにとら

えていいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県としましては、従前

どおり下地島の軍事利用につながる計画というものは

認めておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それじゃ、しっかり軍事利用させな

いということを堅持をしていただきたいし、２プラス

２で話しているような代物と違うんだということをぜ

ひ明言をしていただきたいというふうに思うんです

が、知事、いかがですか。いわゆる２プラス２で言っ

ていることが本当に今、非常に誤解があって、宮古島

市民の間では物すごく懸念が広がっているんですよ。

ですから、そういう代物ではないんだということをぜ

ひ知事のほうから明言していただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時59分休憩

　　　午後７時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のいろんな疑念といい

ますかお考えはよくわかりますが、ただ、今、私ども

が考えている大災害に対する物資を中心とした拠点と

して沖縄地域に置けないかという話は昔から出たり消
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えたりしておりましたけれども、たまたま宮古島市に

つくられた計画がパイロットの教育と、あわせて今の

災害緊急支援というような趣旨の中身ですが、ただ、

これらは我々の分も含めて実はこれから中身を詰めて

いかなければいけません。詳細には一体どこがどんな

ふうに、どんな内容でというのは。ですから、今の御

心配は御心配としてここに置いて、我々も２プラス２

の中身は何ですかというのはまだよく聞いておりませ

ん。ですから、こういうものは言葉として先行してい

る感がないわけではありませんが、ただ、我々のはこ

の間の東日本の例などを見ていると、やっぱり物資集

積というのは我々もアジアにつくりましたように、い

ろんな形で必要だというのもよくわかっています。で

すから、実は内容は恐らく宮古島市の緊急支援の何か

というのも内容的にはこれから詳細を詰めるはずです

し、我々自身のもそうしていきたいと思いますから、

ただ、この詰めるに当たって宮古島市のお考えもよく

尊重し、議員の御心配の点というのもきちっと真っ正

面に据えて中身をまとめていきたいというふうに考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ですから、僕らが懸念をしているの

は、そういう自衛隊や米軍があの下地島空港を拠点に

するということに懸念を抱いているんですね。そうい

う意味では今回の問題が惹起したんだけれども、改め

て知事がきちんとそういうことはさせないということ

を明言しないことには、ちょっと申しわけないが公室

長では物足りませんので、ぜひ知事のほうで明言して

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この明言というのがどれほ

ど言えば明言なのか少しあれですが、まずこの２プラ

ス２で言う中身は、我々もよく詳しく聞いておりませ

ん。ですから、まずこれをよく確認します。ですから

確認もしないままどうだこうだというのもあれです

し、そして私ども自身が今考えている物資集積を中心

としたものについてもこれからです、実は中身を詰め

ていくのは。ですから、そういうプロセスの中でひと

つぜひ議員ともよく意見交換をしながらまとめていけ

たらと思いますし、そのときに今、御心配をしておら

れる基本的な考え方について軍事利用はさせないと、

昔から歴代知事が言ってきたことをどういうふうに実

現していくか、このプロセスの中でひとつよく研究し

ていければと考えておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは次に、県立病院の再建計画

についてお伺いをしたいと思っております。

　今度の決算を見ますと、１年前倒しで目標達成でき

たということでありますけれども、その要因、そして

何でこれまでそういうことができなかったか、その原

因等、検証をしてあると思うんですが、お答えいただ

けますか。

　ちょっと休憩お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時４分休憩

　　　午後７時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　それではお答えしま

す。

　平成22年度は一般会計からの繰入金の増額による支

援、それから診療報酬改定、南部医療センター・こど

も医療センターでの７対１看護配置基準の取得、入院

患者数の増加等により収益が増加した一方で、給与費

等の費用を抑制したことで利益が拡大したと分析して

おります。

　病院事業においては、地域において必要とされる医

療を適正に提供することにより収益性を向上させると

ともに、明確な経営目標を設定することにより職員の

意識改革を図ることが重要と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それではお伺いいたします。

　今、不良債務いわゆる債務をクリアしたというけれ

ども、違うと知事はおっしゃるわけですから、どれぐ

らいそれは残っているんですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時７分休憩

　　　午後７時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　不良債務はございま

せん。そして、一時借入金もございません。一時借入

金で100億円あったものが、一部が長期に変わってお

りまして、長期の借入金が約70億足らずという状況で

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　知事、まだ残っていると言いました

よね。何が残っているんですか、じゃ。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　ですから、長期の借
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入金が残っているということです。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それは、借り入れしていかなきゃ事

業展開できないわけですから当然残りますよ。それは

年々の償還計画でみんな払っていくわけですからね。

それは残っているなんて言ったらどうにもならないで

すよ。経営なんかできませんよ。

　次に、じゃ、平成20年度の内部留保金は幾らになっ

ていますか。

○病院事業局長（伊江朝次君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時８分休憩

　　　午後７時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　内部留保金は34億円

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　改革２年目で34億の留保金はどう評

価いたしますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　予想以上の成果だと

いうふうに考えております。

○奥平　一夫君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時10分休憩

　　　午後７時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それから、原発の研究継続をしてい

くという答弁は、知事と崎山さんとの質疑の中で出て

まいりましたけれども、今、これだけの被曝が拡大し

ている中で、原発研究を導入するかもしれないという

ような言い回しの答弁はいかがなものかと思うんです

が、知事いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のような御質問が極めて

間違った信号を与える可能性があります。１つは、原

子力発電所が東京電力の管内でああいう事故を起こし

ているということと、それからエネルギー政策上、世

界でこれだけたくさん使われている原子力エネルギー

を反射的に一切ノーだということに反応するというの

は早過ぎますよ。もっともっとサイエンティフィック

に見て、一体この必要なエネルギーは何か、そしてど

ういう政策が必要なのかを踏まえた上でいいの悪い

の、どうするの、変更するのというのはやるべきで

あって、いわんや沖縄における――たまたまこれは民

間企業である沖縄電力さんを抜きにして話をするのは

ちょっと気が引けるんですが――原子力技術だろうと

どういう技術でもエネルギーに関係することを前もっ

てよく勉強しておくというのは否定されるべきもの

じゃないでしょう、むしろやってなきゃだめですよ。

ですから、今度は原子力エネルギーについては東京電

力さんの事故を踏まえて、なかなかこれは厳しいとい

う状況が発生しているということであって、沖縄だっ

て全部化石燃料ですよ、ほとんど。そういう中でどう

やって新エネルギーの方向をとっていくかということ

であって、原発を即今、入れる入れないという話とこ

んがらがるとおかしいと思うんです。ですから、原子

力に関係するいろんな情報を集めておくということ自

身は何にも悪いことじゃないし、沖縄の電力事業を

しっかりやっていき、市民サービスをやるためには重

要な勉強だと私は思っておりますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それこそ僕はナンセンスだと思って

います。

○知事（仲井眞弘多君）　ナンセンスとはどういうこ

とですか、失礼な。

○奥平　一夫君　知事も見解が違うとおっしゃってい

ましたから、見解が違うんですね。

○知事（仲井眞弘多君）　見解の違いは結構ですよ。

ナンセンスとは何ですか、ナンセンスとは。

○奥平　一夫君　現在、被曝も継続をしていく中で、

むしろ研究をストップして、じゃ、その経緯を見ます

という話ぐらいはやらなきゃならないですよ。

○知事（仲井眞弘多君）　逆でしょう。研究を何でス

トップするんですか。

○奥平　一夫君　話を変えます。お聞きします。

　次は、旅客船の先島航路の早期再開の追加記述につ

いてということでちょっとお聞きしたいと思うんです

が、先島への新たな誘客のための再開と住民のための

安価な運賃での旅客サービスを提供すべきではないか

というふうに僕は思っています。ですから、そういう

意味で離島振興というのは住民の交通を確保するこ

と、ですから海路もそれから空路も生活の交通路とし

てしっかりと実現をしていくというふうなことをすべ

きだというふうに私は思うんです。航空運賃の低減も

当然、皆様方の努力があります。提案するということ

でしょうけれども、そのことについてもお伺いいたし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先島航路の再開の話でご
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ざいますけれども、まさに離島振興という観点から船

便、それから飛行機を含めてこれを確保するのは非常

に重要な話だというふうに認識をしています。そうい

うことで今回、沖縄振興特別措置法、それから次の新

しい法律、それから計画の中では、離島のネットワー

クの確保と、それから航空運賃の低減、あるいはまた

船賃の低減というふうなものを大きなテーマとしてい

るところです。

　今、お話のあった宮古・八重山、それから沖縄本島

間の旅客の部分というのは、そうではありながらも、

それをやはり運航していくための経営的な条件がどう

なのかというのはやっぱり現実的にチェックをしてい

かなきゃいけない。そういうふうな観点から見ると、

現段階で旅客輸送実績、船舶による割合というのはす

べてを通しても約１％というふうな状況になっており

ます。この状況の中で有村産業が撤退したわけでござ

いますけれども、この間、船便の改善状況としては23

年の１月から、御承知のように身体的に航空機で移動

ができない者に対しては船舶での移動が可能になった

と。

　今回の審議会での意見というのは、これは拡大して

くれというふうな話になります。今回の新しい法律の

中で要望している話は、航空運賃のさらなる低減化と

いうふうなものが一つ出ております。そうしたとき

に、それが実現した場合に、船賃とこの航空運賃がほ

ぼ同じような金額になってしまう可能性がある。その

ときに実際に船舶としてそれが旅客船として経営が可

能かどうか、その辺のところは少し検証しながらここ

は進んでいく必要があろうかと思います。

　もちろん船も飛行機も非常に重要だというふうな認

識には立っていますので、そこは今回の審議会、専門

部会の意見を踏まえながら検討してまいりたいという

ふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　離島増嵩費なんですけれども、これ

は離島の県立病院の先生方が一様におっしゃる。どん

なに黒字を出してきても全部こういう人件費を自前で

払わなきゃならないという苦しさがあると。そういう

意味ではこの増嵩費というのはむしろ国へ要求してい

くという姿勢をしっかり示すべきだと思うんですが、

知事、いかがでしょう、こういう考え方は。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　病院事業局として

は、不採算に係る事業については、地方公営企業法の

趣旨に基づき、財政負担のあり方について関係部局と

の調整を行っていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ちょっと理解不能でありますけれど

も、これで終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、７月４日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時19分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

糸 洲 朝 則

嘉 陽 宗 儀

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員
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議　　事　　日　　程　第５号

平成23年７月４日（月曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ５ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年７月４日（月曜日）午前 10時０分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第

１号議案から乙第15号議案までを議題とし、質疑に入

ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　社民・護憲ネットの新里米吉です。

　一般質問を行います。

　１、基地問題について。

　茨、2005年８月宮城前嘉手納町長は、マスコミイン

タビューで、嘉手納統合案にとても受け入れられる状

況にない、普天間は沖縄からの全面撤去もしくは国

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警　察　本　部
　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君警　務　部　長

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君
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外、アメリカが引き取るということが本来あるべき姿

と述べている。知事の感想を伺いたい。

　芋、県選出衆議院議員の某氏は、選挙中は持論の嘉

手納統合案等を封印、断念しながら、当選すると持論

を主張し、最近では、嘉手納統合案、キャンプ・シュ

ワブ陸上案、国頭村安波案を唱えている。知事の所見

を伺いたい。

　鰯、ウィキリークスの米外交公電によると、「彼女

（小池百合子氏）は防衛相として環境影響評価が終了

した後なら、政府は滑走路を50メートル沖合へ移すこ

とに同意するとの非公式な「約束」を知事に対して与

えていたと認めた」、また、小池氏は09年までには違

う政権ができているから、我々が彼（仲井眞知事）に

これまで何を約束したかは問題にはならないと返答し

たとあるが、知事の所見を伺いたい。

　允、ウィキリークスの米外交公電によると、「鳩山

首相、平野官房長官、岡田外相、北澤防衛相、前原氏

は2009年12月８日夕方に会談し、普天間代替施設で前

進を得られなかったのは連立相手の社民党のせいだと

一致した」、12月９日前原氏は「もし現行案以外のあ

らゆる代替案に米国が賛成しなければ民主党は現行の

再編計画を進め、必要ならばゴールデンウィーク後に

連立を解消する」と選挙中に約束した国外、「最低で

も県外」を実行せず、2009年12月には社民党との連立

を解消して現行案強行の姿勢をルース大使に伝えてい

た。このような民主党政権によるアメリカ追随の現行

案強行姿勢について知事の所見を伺いたい。

　印、これまで現行案を推進してきた拓殖大学院教授

のＭ氏や外交評論家のＯ氏は、最近、「海兵隊は必ず

しも沖縄にいる必要はない。沖縄にいなければ抑止力

にならないという議論は絶対におかしい」、「沖縄に

いる必要はないが日本のどこかにいなければならな

い」とインタビューに答えている。知事の感想を伺い

たい。

　咽、防衛省への県質問要旨は、私が県内外で主張し

説明してきた内容と多くの点で一致しており、一定の

評価をしたい。今回の質問は知事も了解した内容か伺

いたい。

　員、去る６月25日「不平等な日米地位協定を許さな

い抗議集会」が開催された。米軍属が軍法会議にかけ

られず、第１次裁判権の行使もされない。県民の人権

無視が続いている。歴代知事と県議会、県民が長い

間、地位協定抜本改定を要求してきたが前進していな

い。前進しない理由は那辺にあるのか、知事の所見を

伺いたい。

　２、原発について。

　茨、共同通信の世論調査によると、菅首相が中部電

力に浜岡原発の全面停止を要請したことについて、

「評価66.2％」、「評価していない29.7％」となっ

た。国民世論と浜岡原発停止について知事の所見を伺

いたい。

　芋、ドイツが脱原発に政策転換し、イタリアの国民

投票では、「反原発約94％」、「原発再開約６％」、

ドイツ、イタリア、スイス、オーストリアが脱原発を

明確にし、ヨーロッパで脱原発の動きが高まってい

る。知事の感想を伺いたい。

　鰯、福島原発事故について、東京電力と経産省原子

力安全保安院は、当初「想定外の大津波」と言って説

明をしました。しかし、今日では「地震の揺れによる

損傷」があり、大津波は平安時代の貞観地震が指摘さ

れております。「想定されていたが無視してきた」こ

とが明らかになっています。政府と電力会社が「原発

の安全」を喧伝してきた「安全神話」は崩壊したと考

えています。「安全神話」の崩壊について知事の認識

を伺いたい。

　允、2010年度の環境省調査によると、沖縄は風力発

電に関し、北海道、東北地方に次いで高い優位性を保

持しているとのことである。沖縄県として風力を初め

再生可能な自然エネルギーの研究開発に力を入れる考

えはないか伺いたい。

　印、省エネの努力を重ね、自然エネルギーの開発と

普及を進めながら、「原発については新設を行わず、

運転中の炉については安全対策を徹底し寿命を迎えた

炉から順次廃炉にする」との姿勢が求められていると

考える。知事の所見を伺いたい。

　３、沖縄振興計画について。

　茨、沖縄公庫を存続させる方向で検討に入ったとの

ことで評価したい。最後の詰めを要望したい。沖縄振

興一括交付金については、政府関係者は厳しい姿勢で

あるが、現状を伺いたい。また、現状をどのように打

開する考えか伺いたい。

　芋、上原副知事は、６月14日の県議会沖縄振興・那

覇空港整備促進特別委員会で、「法律をつなごうかと

いう話が出てこないとは限らない」と述べ、暫定的に

単純延長する可能性もあるとの認識を示したとのこと

だが、県として暫定延長も考えているのか。また、政

府との協議の進瀧状況はどうなっているか伺いたい。

　鰯、県振興審議会総合部会で、「計画を県がつくっ

てもそのすべてを国の法律に依拠するならば、その法

律について県と国の綱引きが始まり、従来の繰り返し

になる」と委員から指摘されている。既に政府と県の

協議で綱引きが始まっていると感じるが、実態はいか
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がですか。

　允、「新たな計画の基本的考え方（案）」の９ペー

ジには、「海洋島しょ圏である沖縄は、交通に関する

不利性を抱えており、交通ネットワークの構築に当

たっては、こうした不利性を克服し、東アジアの中心

に位置する優位性を生かす諸条件を整備し、ヒト・モ

ノ・情報が円滑に交流し共生するしくみが必要であ

る。」としている。しかし、制度提言では「不利性の

克服」について強く大きく述べているが、「優位性を

生かす」ことについて非常に弱いと感ずる。県の所見

を伺いたい。

　答弁の後、再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新里米吉議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、基地問題についてですが、宮城前嘉手

納町長インタビューについての御質問にお答えいたし

ます。

　宮城前嘉手納町長はインタビューの中で、御質問の

内容以外にも、普天間飛行場移設問題は、地域と県、

防衛庁、外務省それぞれが最善の方向を見出せるよう

真摯に努力すべきと提言しておられます。

　私といたしましては、宮城前嘉手納町長の考え方に

賛同するものでございます。

　同じく基地問題に係る御質問の中で、県選出衆議院

議員による県内移設案についての御質問にお答えいた

します。

　辺野古以外の県内移設案についてさまざまな提案が

あることは、報道等により承知いたしておりますが、

具体的な内容につきましては把握しておりません。

　いずれにいたしましても、日米共同発表を見直し、

普天間飛行場の県外移設を求める県の考えは変わりあ

りません。

　同じく基地問題に係る御質問の中で、ウィキリーク

スで報道された「小池元防衛大臣発言」についての御

質問にお答えいたします。

　日米両政府とも不正な方法で入手した文書について

は、コメントも確認も一切しないとのことでありま

す。

　なお、私は、当時、代替施設の建設位置について地

元の意向や環境に配慮する観点から、可能な限り沖合

へ寄せてほしいと政府に対し求めておりましたが、県

から具体的な距離等について言及したことはありませ

ん。

　次に、同じく基地問題の中で、ウィキリークスで報

道された民主党政権のアメリカ追随の現行案強行姿勢

についての御質問にお答えいたします。

　日米両政府とも、不正な方法で入手した文書につい

ては、コメントも確認も一切しないとのことでござい

ます。

　県といたしましては、地元の理解を得られない移設

案を実現することは事実上不可能と考えており、引き

続き政府に対し、日米共同発表を見直し、普天間飛行

場の県外移設に取り組むよう強く求めているところで

ございます。

　次に、原子力発電に係る御質問の中で、ヨーロッパ

での脱原発の動きの高まりについての御質問にお答え

いたします。

　エネルギー資源の乏しい我が国にとって、低廉で安

定的なエネルギーの確保は不可欠であることから、国

として原子力発電の導入を推進してきたものと理解を

いたしております。

　ヨーロッパにおける脱原発の動きは、それぞれの国

の事情を反映したものと考えております。

　同じく原子力発電に係る御質問の中で、安全神話の

崩壊に関する知事の認識いかんという御質問にお答え

いたします。

　今回の東日本大震災により、東京電力福島第一原子

力発電所が深刻な事故を引き起こし、我が国の経済社

会全般にわたり多大な影響を与えたことは、まことに

残念であります。

　次に、沖縄振興に係る御質問の中で、つなぎ法案の

可能性及び政府との協議の進瀧状況いかんという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県が新たな沖縄振興のための法律に盛り込むよ

う提言しております諸制度は、県民が求める将来像実

現のため、離島県ゆえの不利性を克服するとともに、

魅力ある自然環境や独自の文化、豊富な若年労働力、

そして東アジアの中心に位置する地理的優位性を最大

限発揮できる施策の展開を目指すものであります。

　沖縄県といたしましては、これまで沖縄政策協議会

を通じて新たな沖縄振興のための諸制度の実現を政府

に要望してきたところであり、去る６月23日の全戦没

者追悼式における首相あいさつ及び同24日の官房長官

兼沖縄担当大臣の沖縄振興開発金融公庫の存続に関連

する発言に見られるように、来年４月以降には、県が

求める諸制度を盛り込んだ新たな法律がスタートする

ものと認識いたしております。

　県としましては、単独延長やつなぎ法案はないもの

と考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等
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から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての、

海兵隊は沖縄にいる必要はないとの見解についてお答

えいたします。

　県としましては、海兵隊が沖縄にいなければならな

い理由について、去る５月７日、北澤防衛大臣から示

された「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」につい

て、その内容を検討したところ、在沖海兵隊の作戦・

任務や沖縄にまとまって所在する理由等、県民の納得

のいく説明ではなかったため、疑義を取りまとめ、６

月１日に防衛大臣あて質問書を提出しております。

　いずれにせよ、県としましては、在沖米軍の中で最

も大きな比率を占める海兵隊兵力の大幅な削減が必要

であろうと考えております。

　次に、防衛省への県質問要旨についてお答えいたし

ます。

　先ほど答弁させていただきましたように、去る５月

７日、北澤防衛大臣から示された「在日米軍・海兵隊

の意義及び役割」については、その内容を検討したと

ころ、県民の納得のいく説明ではなかったため、疑義

を取りまとめ、知事調整の上、６月１日に防衛大臣あ

て質問書を提出したものであります。

　次に、日米地位協定の見直しが前進しない理由につ

いてお答えいたします。

　従来、政府は、日米地位協定について、「米軍及び

在日米軍施設・区域を巡るさまざまな問題を解決する

ためには、その時々の問題について、地位協定の運用

の改善によって機敏に対応していくことが合理的と考

えている」と説明しており、県としては、このことが

地位協定が見直されなかった大きな理由と考えており

ます。

　県としましては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を

図るためには、米側に裁量をゆだねる形となる地位協

定の運用改善だけでは不十分であり、同協定を抜本的

に見直す必要があると考えております。現在、民主党

政権は、「地位協定の改定を提起する」としているこ

とから、県としましては、引き続き軍転協や渉外知事

会等とも連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通

じて粘り強く地位協定の見直しを求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　原発についての御質

問の中で、国民世論と浜岡原発停止に関する知事の所

見についてお答えいたします。

　中部電力の浜岡原子力発電所については、想定され

る東海地震とそれに伴う大規模な津波襲来の切迫性と

いう特別な状況を踏まえ、一層の安心を確保するた

め、例外として国は運転停止を求めたものと聞いてお

ります。

　共同通信社の世論調査結果は、今回の東日本大震災

により東京電力福島第一原子力発電所が深刻な事故を

引き起こし、我が国の経済社会全般にわたり多大な影

響を与えたことを大きく反映したものと理解しており

ますが、一方で、浜岡以外の原発の停止についての部

分では、電力不足への不安から賛成が57％、原発を停

止しないことについて賛成が57.9％となっているとい

う事実もあり、国民としてはやはり電力不足への不安

というものを踏まえて揺れているのではないかと理解

しております。

　続きまして、同じく原発の中で、風力等の再生可能

エネルギーの研究開発についてお答えいたします。

　沖縄県においては、2010年度の環境省調査で風力発

電の優位性が報告されております。しかしながら、電

力系統が小規模であることによる風力発電等の不安定

な電源が系統に与える影響の大きさや、台風常襲地域

であることによる設備の強度を高める必要性などの課

題があります。このため、今年度より、県は、沖縄電

力と連携し、「スマートエネルギーアイランド基盤構

築事業」の一環として、沖縄本島北部において４メガ

ワットの風力発電の実証事業等に取り組んでおりま

す。また、沖縄電力は、台風等を避ける可倒式風力発

電設備を波照間島と南大東島に設置しております。

　沖縄県としては、このような実証事業等を通して、

電力系統の安定化対策等の知見を蓄積し、県内におけ

る再生可能エネルギーの普及を強力に推進していきた

いと考えております。

　続きまして、同じく原発の中で、省エネ、自然エネ

ルギーの開発・普及を進め、寿命を迎えた炉から順次

廃炉にすることに対する知事の所見についてお答えい

たします。

　エネルギーは、国民生活や経済活動の基盤でありま

す。今後の原子力発電のあり方については、今回の事

故を踏まえた国のエネルギー政策の見直しの中で、エ

ネルギーの安定供給の確保、環境への影響及び経済性

の観点から議論されていくものと理解しております。

　県としましては、自然エネルギーの導入比率を高め

ていくための取り組みを加速化していく考えでござい

ます。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興計画についての

御質問の中で、沖縄公庫の存続と沖縄振興一括交付金

の対応についてお答えします。

　沖縄振興開発金融公庫の存続については、去る６月

24日に枝野官房長官が、沖縄振興の観点から、他の機

関と一体化することにはまだまだ問題があるのではな

いかとの認識を示し、沖縄公庫の存続について言及し

ております。

　沖縄県としては、沖縄公庫の担う政策金融の役割は

今後も重要であると考えており、引き続き政府に対

し、現行の機能及び組織形態の存続を要望していきた

いと考えております。また、沖縄振興一括交付金につ

いては、去る６月23日の沖縄全戦没者追悼式における

首相あいさつ及び翌24日の官房長官の沖縄振興一括交

付金の創設に係る発言などから、今後国においてその

実現に向けた検討が進められていくものと考えており

ます。

　沖縄県としては、新たな沖縄振興に必要な財源とし

て沖縄振興一括交付金の創設を引き続き強く求めてい

きたいと考えております。

　次に、新たな計画の法律への位置づけに関する国と

の協議についてお答えします。

　新たな計画は、「沖縄21世紀ビジョン」で県民とと

もに描いた将来像の実現や固有課題の解決を目指し、

県独自に策定する計画であります。この計画は、いわ

ゆる総合計画であることから、これに盛り込まれる施

策には、国の支援を得ながら県や市町村によって推進

されるべき施策はもとより、沖縄の特殊事情に由来す

る「基地問題の解決と駐留軍用地跡地利用」や「離島

の条件不利性克服と国益貢献」など、国の責任におい

て克服・解決を図るべき施策も含まれることになりま

す。現在、これらの施策が円滑に実施できるよう、国

に対して「従来制度の深堀り」や「沖縄振興一括交付

金（仮称）の実現」に向けて要請しているところであ

ります。このことに関し、去る６月23日、菅総理大臣

は、沖縄県が主体となる計画への支援などについても

述べられました。今後は、政府において、沖縄県の考

えを取り入れた検討が進められるものと期待しており

ます。

　次に、沖縄の優位性を生かす制度提言についてお答

えします。

　「新たな計画の基本的考え方(案)」では、沖縄がア

ジアのダイナミズムを取り入れ、我が国の成長の一翼

を担う地域としての発展可能性を沖縄振興の必要性の

一つとしてとらえております。すなわち大きな時代変

動の中、沖縄みずからの発展はもとより、日本経済が

アジアの活力を取り込むための橋頭堡としての役割を

担い、日本と世界を結び、アジア・太平洋地域の平和

と発展に貢献する先駆的地域を形成するなど、強くし

なやかな経済を構築することを基軸の一つとしてとら

えております。この地理的優位性を生かす制度として

は、国際物流拠点の形成、臨空・臨港型産業の育成、

世界に開かれた研究開発・交流拠点の基盤づくりなど

に関する提言を行っております。今後、これらの施策

展開により、沖縄の発展とアジア・太平洋地域への貢

献につなげることを目指したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　再質問を行います。

　まず、基地問題についてですが、ウィキリークスの

件で、日米両政府とも不法にとってきた情報について

はコメントしないということのようですが、ただ、こ

れは朝日新聞でかなり大々的に取り上げられたわけで

す。朝日新聞はウィキリークスが暴露したこの公電に

ついて、信憑性を確認した上で厳選して公開したと

言っているんです。だから全部を公開したんじゃなく

て、その中でも信憑性を確認した上で厳選して公開し

た。これはマスコミとして相当自信を持って公開して

いるということをまずとらえなければならない。そし

てそれだけじゃないんです。それにかかわったアメリ

カのクローリー前国務次官補、何と言っているか。米

国の国際関係をほぼ網羅する25万の公電がウィキリー

クスの手に落ちた時点で、国務省は予想される影響を

各国駐在の米大使館に分析させたとこう述べていま

す。そして、日本政府にも各大使館を通して、あるい

は国務省を通して説明もしたと。これを見たとき、い

かにこれが信憑性が高いか、真実であるか、私は非常

に明らかだと思うんです。それだけにアメリカの外交

に対する信頼性が失墜するもんだからコメントできな

いと。日本政府も追随してコメントできない、こう

言っているんじゃないかと思うんですが、知事の御感

想を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時31分休憩

　　　午前10時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ウィキリークスの公電

につきましては、議員おっしゃるようにマスコミに

よって暴露されたというんですか、非常に大きな話題
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になったということは承知しております。ただ、その

内容等につきまして、県の立場としましては、それで

はこの内容が真実かどうかという形は県だけで判断で

きるわけではございませんで、当然、これは日米両政

府に対してその確認を求めるわけでございますが、先

ほど申し上げましたように、一切このことについては

コメントもしないというような状況でございますの

で、県としてはその内容について、その真偽について

は公式に確認するすべがないというのが現状でござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　確認をするしないの問題じゃなく

て、そういうことが裏で行われていたと。そして、日

米両政府が沖縄の基地問題についてこういう姿勢で

やっていたということが明らかになってきているわけ

ですから、これは県にとって今後の政府とのかかわり

について非常に重要な参考資料になるだろうと思うん

です。とりわけ私が質問した中でも允番目の５名の閣

僚が集まって相談をしていた。そしてこれは前原氏が

2009年の12月９日にルース大使と会って話をした内容

というのは、その後そのとおり動いているんですよ。

もう100％と言っていいぐらいこのとおりになってい

るじゃないですか。連立を解消します、解消した。そ

れだけじゃなくて、アメリカがはいと言わなければ、

現行の再編計画どおり進めていくと言っているんで

す、そのとおり進んでいる。昨年の日米共同発表、先

日の２プラス２、そのとおりでしょう。これをどう受

けとめていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時34分休憩

　　　午前10時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員のおっしゃった

論点につきましては、ウィキリークスがそういう背景

があったということを伝えていることについては、大

変興味深いとは考えておりますが、しかしながら公式

にやはり日米両政府が昨年５月28日の日米共同発表

で、辺野古への移設を取り決め、また今般の２プラス

２で取り決めたというこの事実に対して、県としまし

ては県内移設は事実上不可能であり、県外移設を求め

ると言っておるわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　この点については、それだけで済ま

せておきたいと思いますが、次ですね、６番目の防衛

省への県の質問ですね。これを２回読んでみたんです

が、読めば読むほど私の感想としては、県内移設を許

さない、県外・国外を求める、こういう姿勢が文章の

中に貫かれている、質問の中に貫かれている。非常に

鋭く政府の言ってきているうそ、あるいはごまかしに

ついて、私などもこれまで講演とか県外に呼ばれてそ

のことを言ってきましたが、かなり一致する点が多い

んですよ。その姿勢は何かというと県内移設は許さな

いぞと、県外・国外を求める。とりわけ海兵隊が沖縄

に駐留する必要性があるのかどうかと、ないんじゃな

いかというような視点が私は強く感じられるんです。

知事も了解した内容だということがありましたので、

知事、どうですか。そういう姿勢がこの皆さんのもの

には貫かれていると私は思っているんですがどうです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の新里議員のお考えはお

考えとして、これは私たちがかねてから申し上げてき

たことで、特に民主党政権になって悪くとも県外と言

われた鳩山さんのころから、つまり県内やまた全く同

じところへ舞い戻ってきた納得のいく説明と納得のい

く解決策をずっと求めていまして、議会でもそういう

答弁を去年の５月前後からずっとしているわけです

が、その線上にある考え方でこの海兵隊の戻ってきた

理由をただしているわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　単にＵターンしてきたから問題だと

いうことじゃないんですよ、この文章は。それだけ

だったら、こんなに見事な文章は書けないですよ。こ

れは副知事と公室長や知事公室の皆さんがそういう姿

勢で立派につくって、知事は少し姿勢が弱いのかなと

感じざるを得なくなります、今の話だと。皆さん、見

事なことを言っていますよ。他の都道府県に駐留した

場合、迅速に展開できなくなるのか、強襲揚陸艦の配

備地域、長崎県佐世保など、国内他地域に駐留する米

軍基地との整合性はあるのか。Ｕターンの話じゃない

んだ、根本的な話を皆さんは追及している。在沖海兵

隊を他の都道府県に移しても、沖縄には米空軍や陸

軍、海軍のほか、自衛隊の基地が存在しており、軍事

的なプレゼンスが低下することはないのではないか。

海兵隊を移しても軍事的なプレゼンスは沖縄は落ちな

いでしょうと、ここまで見事に言っているじゃないで

すか。そして強襲揚陸艦地域は、付近に在沖海兵隊が

駐留した場合、日本の安全確保に懸念が生じることは

ないのではないか。沖縄には、東アジア最大の空軍基

地がある嘉手納飛行場を初め２万3000ヘクタールを超

える広大な米軍基地が存在しており、面積でわずか
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２％にすぎない普天間飛行場をハワイやグアムに移転

することが本当に国際社会に誤ったメッセージを送る

ことになるのか。国内の他の都道府県に移設すること

は、国際社会に誤ったメッセージを送ることにはなら

ないと考えていいか。見事じゃないですか。そこまで

言っているのにＵターンしたから言ったんだじゃない

ですよ。さっきから私が言っているとおりのことを、

やはり流れとして姿勢として持って書かないとこれだ

けのことは書けないですよ。私、これ一定の評価して

いますよと。一定よりもうちょっと上ぐらい言いたい

んだけれども、与党だったら相当褒めていますよね。

だから、知事、素直にそういう姿勢を言ってください

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも新里議員は、私の答

弁に御不満でそれを書いた人は納得がいっておられる

ようですが、私はいずれにしても民主党さんがもとも

と悪くとも県外と言っていたのが辺野古に戻ってき

た。これの納得いく説明をずっと求めていたわけでし

て、それが先ほどの海兵隊に関する防衛省のパンフ

レットですから、これでは納得いきませんよと。疑義

をただしますということでやったのがその中身で、私

は余りどうも評価されていないようですが、副知事を

初めとする職員はぜひこれはこれで苦労しながらつ

くっていますから、ひとつ評価してください。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　今の基地問題、アメリカの上院の歳

出委員会、軍事委員会で、グアムへの移転費が削除さ

れる。さらにアメリカの中でもこの間から指摘があり

ますように、１年半前には海兵隊撤退論が議員の中か

ら出てきました、有力議員の中から出てきた。ことし

になってから嘉手納統合案や現行案が出てくる。一枚

岩じゃないですね。アメリカがこんなに一枚岩じゃな

い、ぶれたことはかつてなかったと思います。

　そして先ほど話しましたように、これまで日本の国

内で自民党政権のときに、現行案を一生懸命推進して

きた論客と言われる人たちにも変化が見られる。これ

は日米両政府が非常に追い込まれている証拠だと思う

んですよ。このようなときに、我々がとるべき態度

は、この間から言われているように知事が毅然たる態

度を常にとる、アメリカに行っても日本政府に対して

も。このことが非常に今求められているし、もう一つ

は、県民が一丸とならぬといかんときだと思うんで

す。アメリカもぶれているけれども、沖縄内の我々も

ぶれたんじゃ、これはこの絶好の機会に沖縄に基地を

押しつけられる、あるいは普天間にそのまま押しつけ

られるということになってしまう。今こそみんなが一

致団結すべきときだと思いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県民が難しい問題に対して

一丸となるというのは、もう当然これは必要なことだ

と思います。そして今の新里議員のお考えはお考えと

して承っておきますが、確かに辺野古移設というもの

についてのいろんな議論が出ているということもこれ

もおっしゃるように確かのような感じはしますよ。

　そういう中で、我々はこの普天間の危険性を固定化

させないで一日も早くどうやって動かすか、そして返

還させるか、ここのところをよく考えながらこれから

も一丸となって展開していく必要があるというふうに

は考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　次、原発について質問をします。

　２カ月ほど前、テレビを見ていましたら、東京電力

の下請の社長が、私は国と東京電力を信用して原発は

安全だと言って、親、親族、地域の人々をだましてし

まった。二度と原発の仕事はしたくない。しかし、今

は放射能汚染をとめなければならない。作業をしてい

る人は若い人たちだと言って泣いて訴えていました。

　知事に伺いたいんですが、この下請社長の悲痛な声

をどう感じますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時45分休憩

　　　午前10時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の新里議員の御質問にど

うお答えするかというところですが、電力事業という

のは大勢の人が一緒になっていろんな形でつくり上げ

ている事業ですし、資源のない日本、沖縄も含めてで

すが、なかなかみんな苦労しながらやってきている。

そして一生懸命やってきた原子力発電所の事故がこう

いう大地震の結果として起こっているということに対

して、先ほどから答弁していますように極めて残念だ

というのも当然ですし、ただその受けとめ方というの

は人それぞれあると思いますから、非常に悲惨な声を

上げておられる人もおられるし、またマクロにエネル

ギー問題をあとどう考えていくか、いろんな方がいろ

いろおっしゃっておられます。ですから、これはこれ
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からの日本のエネルギー政策というのをよく見なが

ら、私たちは冷静に安全性が確保でき続けられるの

か、非常に無理があるのか、そこら辺の判断をしなが

ら、待ちながら考えをまとめるべきだと私は考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　このような発言をしたのは、知事が

まだあれだけの大きな事故が起きても、原発の安全性

についての安全神話の崩壊について質問しても、明確

にお答えにならぬものだからこれを言ったわけです。

　ところで、きのうテレビを見ていましたら、世界的

な学者でどこにも属さずに市民の立場で最終的には活

動された高木仁三郎さん、よくおわかりだと思いま

す。テレビでやっていましたが、16年前に今の事態を

完璧に予測して当てているんです。地震が起きたとき

には、地震、津波、大火に備えるべきだと言ってい

る。そしてメルトダウンについても予測しているんで

すよ、既にそのときに。だから予想外のことだなんて

言える話じゃないんです。さらには、原子力委員会の

中でも委員の中の２名の方は、貞観地震のことを話し

てきたけれども、取り上げてくれなかった、無視され

てきたと言っている。私たちはそのことを大いに反省

していかなければならないだろうと思いますね。

　そのことを申し上げて終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　おはようございます。

　民主党の上里直司でございます。

　それでは質問通告に従いまして順次質問をいたしま

す

　１番目の現行の沖縄振興特別措置法にかわる新たな

制度要望についてお伺いいたします。

　茨、税の特例や規制緩和等の要望を「全県特区」と

してまとめる必要があるかと考えておりますが、いか

がでしょうか。

　芋番目、新たな計画実施後にも国と協議を行う場の

創設を求めていくべきではないかお伺いいたします。

　鰯番目、新たな法律の名称を県から提起すべきだと

前議会でも提案し、そのような考え方を示されました

が、現状での取り組みについてお伺いをいたします。

　再生可能エネルギーヘの対応についてお伺いをいた

します。

　今議会でも各議員から代表質問、一般質問で再生可

能エネルギーについての質問が出ております。当然こ

れは進めていくべきではありますが、設備の導入とい

うのは、今事業者が進めております。しかし、その設

備の導入というのは非常にお金がかかってしまう、時

間もかかってしまう。そんな中で、需要側の技術革新

というものは、まさに日進月歩と言われるぐらいに今

進んでおります。その点で、県が今年度から進めてお

ります「スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業」、ここにおける実施施策、需要面での実施施策を

決定する組織――私は今仮称として沖縄環境未来都市

協議会という名前で提起をしておりますが――早目に

この設置等開催を急ぐべきだと思いますが、見解をお

伺いをいたします。

　芋つ目、宮古島市が先行している再生可能エネル

ギーヘの取り組みを各島々での実施を検討できないか

どうかお伺いいたします。また、「美ぎ島・美しゃ市

町村会」からどのような意見が出ているかお伺いをい

たします。

　３番目、企業誘致についてお伺いいたします。

　茨、震災後の節電による影響を回避しようと、日本

企業の生産及び研究施設を海外に移転させるという動

きを見せております。これに歯どめをかけて、沖縄へ

の企業誘致を図るべきではないかと考えますが、いか

がでしょうか。

　芋番目、現在の沖縄電力の電力供給体制では、これ

らの企業誘致にどの程度対応できるのかどうかお伺い

をいたします。

　４、図書館行政についてお伺いいたします。

　茨、図書館人材の採用について。

　現状での有資格者の割合及び正規・非正規の割合に

ついてお伺いをいたします。

　次に、今回「学校事務Ⅱ」において、司書資格を有

する者を若干ながら採用予定としていることは率直に

評価をしたいと思います。ただ、今後は図書館職とし

て採用試験を実施し、司書を学校や県立図書館等に配

置すべきと考えますが、いかがでしょうか。

　芋つ目、「今後の沖縄県の図書館の在り方」への教

育長の見解と沖縄県全体の図書館行政の中で県立図書

館が指導的な役割を担うべきかと考えていますが、い

かがでしょうか。

　５、住宅政策についてお伺いいたします。

　茨、県内での住宅建設及び改築等の推移及びその経

済波及効果についてお伺いいたします。

　芋、沖縄県の耐震化診断と耐震化改築への取り組み

がおくれている理由についてお伺いいたします。

　鰯、沖縄型環境配慮住宅の建設推進の取り組みとモ

デルハウスの建設についてお伺いいたします。

　允番目、古民家再生事業への取り組みについて。

　今年度の県の取り組みをお伺いいたします。
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　古民家再生や沖縄の住宅建設を担う人材育成をすべ

きであるかと考えていますが、現状の取り組みについ

てお伺いいたします。

　６、被災地支援についてであります。

　被災地の子供たちを何とか沖縄で滞在させるような

プログラムを今沖縄本島全島で、いろんな地域で、こ

の問題に対応されている市町村や団体がいらっしゃい

ます。これは県が旗を振って、こういう被災地の子供

たちを沖縄で受け入れるという、そういうプログラム

を実施すべきだと私は思っていますが、いかがでしょ

うか。

　現状でのこうした動きをどのように把握をされてい

るのかもお伺いをいたします。

　７、海外との交流推進に向けて。

　茨番目、中国人観光客のマルチビザ制度が７月１日

から実施をされておりますが、この先行実施後の制度

構築についての考えをお伺いいたします。

　続いて、芋、今後の海外展開に向けて現状の海外事

務所の人員と人材育成の検討についてお伺いいたしま

す。

　鰯番目は、海外の姉妹都市、各国の領事（名誉領事

含む）、交流関係の締結国は何カ所あるのか。また、

仲井眞知事就任以来、知事を訪ねた各国要人・大使は

何カ国になるのかお伺いいたします。

　最後に、允、感染症研究施設の設置というものは、

新たな制度要望の中にも盛り込まれていますが、現状

についてどのような状況なのかお聞かせください。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、新たな制度要望についてという御質問

の中で、税や規制緩和などの要望を「全県特区」とし

てまとめる必要はないかという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　現在の沖縄振興特別措置法に基づく経済特区制度

は、特別自由貿易地域、そして情報通信産業特別地

区、さらに産業高度化地域などなど沖縄本島の一部を

中心に、極めて限定的に指定されているところであり

ます。

　沖縄県といたしましては、「沖縄21世紀ビジョン」

の実現に向けまして、地域の特性に合った産業の振興

や今後の沖縄経済を牽引する戦略産業の育成、そして

誘致を図る観点から、離島を含む県全域を対象として

税制措置や規制緩和等の制度創設が必要と考えており

ます。この実現のため、現在、県全域を対象に県内地

場産業のイノベーションを促進する「産業イノベー

ション制度」と、今後の沖縄経済を牽引する戦略産業

の集積を促進するため、税制を深掘りをした「おきな

わ・新成長産業振興制度」の創設を国に要望している

ところでございます。

　今後とも県全域を対象とした制度の実現に向けて国

と協議を行ってまいりたいと考えております。

　次に、新たな制度要望に係る御質問の中で、国と協

議を行う場の創設についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　国と沖縄県とが沖縄に関する基本施策を協議する場

としましては、首相を除く全閣僚と沖縄県知事とで構

成する沖縄政策協議会が平成８年９月に閣議決定に基

づき設置されております。新たな沖縄振興のための法

律や沖縄振興一括交付金の創設などにつきまして、こ

の協議会及び沖縄振興部会において協議が重ねられて

いるところであります。

　沖縄県といたしましては、「沖縄21世紀ビジョン」

で掲げました将来像の実現と固有課題に対応するため

には、沖縄県と国との協議の場が引き続き必要である

と考えており、現行の沖縄政策協議会の活用とあわせ

て、新たな協議の場の設置につきましても検討してま

いりたいと考えております。

　次に、企業誘致に係る御質問の中で、震災後、節電

の影響を受けた企業に対する沖縄への誘致についてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　東日本大震災後の県外企業の誘致につきましては、

製造業では流量計製造企業、そしてＩＴ関係ではソフ

トウエア開発企業の県内立地がございます。また、電

力不足や被災リスクの回避を検討する県外企業からの

問い合わせが数多く寄せられております。このうち、

十数社が県内のデータセンターにサーバーを移設して

おります。

　沖縄県といたしましては、企業の分散投資や新たな

事業展開を考える県外企業の立地ニーズに適切かつ迅

速に対応していきたいと考えております。このため、

今年度は例年９月に東京・大阪で開催いたしておりま

す企業誘致セミナーにつきまして、７月中旬に前倒し

て開催を予定いたしております。

　次に、海外との交流推進に係る御質問の中で、ノー

ビザ制度の先行実施後の制度構築の考え方いかんとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県では、５月10日に東日本大震災に伴う我が国への

外国人観光客の大幅な減少を踏まえ、政府に対し、国

際観光の振興のため一定以上の所得者のビザの免除や
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着陸料等の免除を要請いたしております。このような

中、５月28日に沖縄を訪問する中国人個人観光客に対

する数次ビザ制度の創設が発表されており、一定の前

進が図られたものと認識いたしております。

　今後、より一層の国際観光の振興を図る上で、中国

のみならず、新規市場として開拓に取り組んでいるロ

シアやタイ、そしてマレーシア等、現在日本入国に際

しビザを要する国々につきましてもさらなる緩和を図

ることが重要と考えております。

　県といたしましては、引き続き政府に対しビザ制度

の要件緩和を求めてまいりたいと考えているところで

ございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな制度要望について

の御質問の中で、新たな法律の名称についてお答えし

ます。

　現在、新たな法律の内容について国と調整を進めて

いるところでありますが、法律の名称についてはまだ

議論に上っておりません。今後、新たな沖縄振興策に

係る国との調整等も踏まえ、法律の理念や内容にふさ

わしい名称を県からも提案していきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　再生可能エネルギー

への対応についての御質問の中で、「スマートエネル

ギーアイランド基盤構築事業」の実施組織の設置につ

いてお答えいたします。

　今年度から実施している「スマートエネルギーアイ

ランド基盤構築事業」は、太陽光発電や風力発電を導

入した場合の電力系統に対する安定化対策の検証、電

力の供給側と需要側が連携したエネルギー需給管理技

術の実証、さらには亜熱帯型省エネ住宅の普及やＥＶ

バスなどの生産に向けた体制づくりなどの基盤構築を

内容とするものでございます。

　本事業を円滑に実施するため、建築部会、ＥＶバ

ス・交通部会、エネルギーマネジメントシステム部

会、宮古島部会の４つの作業部会を設置するととも

に、本事業を総括するため、県や関係事業者、有識者

等で構成する組織の設置を予定しております。

　同じく再生可能エネルギーへの対応についての御質

問の中で、離島における再生可能エネルギーの取り組

み及び「美ぎ島・美しゃ市町村会」からの意見につい

ての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、沖縄電力と連携し、平成22年に宮古島、

多良間島、与那国島及び北大東島に太陽光発電設備を

整備しました。また、台風等を避ける対策として可倒

式風力発電設備を波照間島及び南大東島に整備してお

り、今後も各島々の地域特性に即した再生可能エネル

ギーの導入を促進してまいります。

　次に、「美ぎ島・美しゃ市町村会」は、平成22年１

月に「沖縄21世紀ビジョン」に関する要請を行ってお

り、その中で「離島社会の持続的な発展のためには、

クリーンエネルギーの活用等が重要」との意見が出さ

れております。これを受け沖縄県は、「新たな計画の

基本的考え方（案）」において、宮古・八重山圏域で

は再生可能エネルギーの導入を推進することとしてお

ります。

　続きまして、企業誘致についての御質問の中で、現

在の電力供給体制でどの程度の誘致が可能かについて

お答えいたします。

　沖縄電力の「平成22年度決算の経営参考資料集」に

よりますと、電力の供給力は184万キロワットとなっ

ております。平成22年度の最大電力が138万キロワッ

トであることから、約45万キロワットの供給予備力が

確保されているものと理解しております。供給予備率

は32.8％でございます。また、平成24年度には液化天

然ガス、いわゆるＬＮＧを燃料とした吉の浦火力発電

所の１号機（25万キロワット）が運転を開始すること

から、新規企業立地のための電力は十分にあるものと

理解しております。

　続きまして、海外との交流推進に向けての御質問の

中で、海外事務所の人員と人材育成についてお答えい

たします。

　沖縄県産業振興公社が設置している香港、上海事務

所には、それぞれ所長１名、現地スタッフ２名を配置

しております。また、台北事務所には、所長１名、現

地スタッフ１名を配置しております。なお、海外事務

所長は、商工・観光行政経験のある人材を配置し、現

地スタッフは日本語が堪能で、現地の商習慣あるいは

文化等に精通した人材を配置しております。

　海外事務所の人材育成に関しましては、派遣前に海

外事務所の業務と関係のある課に配置し、知識の習得

に努めるとともに、派遣後は、随時関係機関等との海

外展開事業に関する意見交換を行い、職員の能力向上

に努めております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。
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　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　図書館行政についての御質

問で、司書有資格者の割合等についてお答えいたしま

す。

　平成23年６月現在の沖縄県立図書館に勤務する職員

60名中、司書有資格者は16名で、割合は27％でありま

す。その内訳は、正規職員が24名中７名で29％、非正

規職員が36名中９名で25％となっております。なお、

非正規職員36名のうち22名は、国の緊急雇用創出事業

等による期限つきの職員であります。

　次に、図書館職での採用試験の実施についてお答え

いたします。

　図書館は、学校や地域における読書活動や学習・情

報の拠点として重要な役割を担っております。図書館

がその機能を十分に発揮するために、司書資格を有す

る事務職員の果たす役割は重要と考えております。

　本年度の県職員採用中級試験においては、司書資格

を条件とする「学校事務Ⅱ」を設けたところであり、

今後とも司書資格を有する事務職員を計画的に採用

し、図書館行政の充実に努めてまいります。

　次に、県立図書館の役割等についてお答えいたしま

す。

　図書館は、学校や地域における読書活動や学習・情

報の拠点として重要な役割を担っております。県全体

の図書館のあり方につきましては、社会の変化に対応

するために検討する時期に来ているかと考えておりま

す。

　県教育委員会といたしましては、今後とも県立図書

館が中核となり、学校を含めた各機関と連携して一層

のサービス向上に努めるとともに、住民のニーズにこ

たえる課題解決支援機能やレファレンス等、市町村の

支援に努めてまいりたいと思います。

　次に、被災地支援についての御質問で、滞在プログ

ラム等についてお答えいたします。

　県教育委員会といたしましては、現在、被災地の児

童生徒を夏休み中に一定期間受け入れられる滞在プロ

グラムの実施に向けて計画をしているところでござい

ます。

　なお、被災地の子供たちを受け入れる滞在プログラ

ムにつきましては、沖縄国際ユースホステルが計画し

ていると伺っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　住宅政策についての

御質問で、県内での住宅建設及び改築等についてお答

えいたします。

　持ち家、共同住宅等の住宅建設戸数は、住宅着工統

計によれば、平成18年度の１万6233戸をピークに、19

年度は改正建築基準法等の影響で9614戸と減少してお

ります。その後、20年度１万3148戸と持ち直し、21年

度１万1231戸、22年度１万914戸となっております。

また、改修工事等の直近５カ年間の戸数は、住宅・土

地統計調査によれば、平成10年１万7800戸、15年１万

8900戸、20年４万8800戸となっており、増加傾向にあ

ります。

　住宅建設等の経済波及効果については、木材、鉄

筋、内外装、設備等の資材や労働力はもとより、家

具、電化製品等の消費も伴うことから、その効果はか

なり大きいものと考えております。

　同じく住宅政策で、沖縄県の耐震化の取り組みがお

くれている理由についてお答えいたします。

　沖縄県においては、鉄筋コンクリート造の建物の占

める割合が他県よりも高く、その耐震診断・耐震改修

費用は木造に比べ高額であり、県民の経済的負担が大

きいことが耐震化の取り組みがおくれている要因の一

つと考えられます。また、本県は塩害による建物の劣

化が著しいことから、耐震補強よりも建てかえ等によ

る建物の更新が多いことも要因と考えられます。

　そのような中で、県は、今年度から新たに「民間住

宅耐震診断補助制度」を創設したところであり、窓口

となる市町村においても補助制度の整備が必要である

ことから、現在、市町村に対して補助要綱を策定する

よう働きかけているところであります。耐震改修工事

等の費用についても、住宅所有者の負担軽減が図られ

るように補助制度の創設を検討していく考えでありま

す。

　同じく住宅政策で、沖縄型環境配慮住宅の建設推進

についてお答えいたします。

　沖縄型環境共生住宅の建設推進に向けて、平成21・

22年度に行った環境共生住宅推進事業の省エネ効果等

の調査成果をもとに快適で環境と共生する住宅の普及

を図るため、今年度から建築士や関係団体に説明会を

実施していく予定であります。また、モデルハウスの

建設については、今後、独立行政法人建築研究所やＮ

ＰＯ団体等と連携する中で、その推進方策を検討して

いきたいと考えております。

　同じく住宅政策で、今年度の古民家再生事業の取り

組みと人材育成についてお答えいたします。５の允の

アとイは関連しますので一括してお答えします。

　今年度の取り組みとしましては、古民家とその景観

を守ることを目的に市町村や個人などを対象として、
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平成21・22年度の調査成果の説明会を県内各地で開催

し、地域に根差した古民家の再生・活用の働きかけを

行っているところであります。さらに、建築士やＮＰ

Ｏなどの関係者に対して「古民家の保全・再生・活用

マニュアル」の説明会を行い、地域の古民家再生の取

り組みを促すこととしております。

　また、古民家再生等を担う人材育成については、Ｎ

ＰＯなどの主体的な取り組みを支援しながら、今後の

展開について検討する考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　おはようご

ざいます。きょうも一日よろしくお願いします。

　上里議員御質問の海外との交流推進に向けての中

の、海外との交流関係及び海外要人訪問についてお答

えします。

　沖縄県におきまして、現在、姉妹都市を提携してい

るのはアメリカ合衆国ハワイ州、ブラジル連邦共和国

南マットグロッソ州、ボリビア多民族国サンタクルス

州、中華人民共和国福建省の４地域となっておりま

す。

　また、領事に関しましては、アメリカ、ブラジル、

ボリビア及びペルーなど９カ国が県内10カ所において

設置されております。

　海外からの大使等要人につきましては、駐日フラン

ス大使など33カ国、72名が知事就任以来訪れておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　海外との交流推進の

中の、感染症研究施設の設置についてお答えいたしま

す。

　県としては、現在、「新たな沖縄振興のための制度

提言」として、感染症対策の強化を初めとする健康危

機管理体制の確立を国に要望しております。その制度

の中心として健康危機管理情報センターを設置し、県

内の健康危機管理に関する情報の一元化、感染症等の

侵入に対し、東南アジア等の近隣諸国を含むサーベイ

ランスの強化を図りたいと考えております。同セン

ターの設置により、アジア地域の技術職員等の交流活

性化や技術移転等の国際貢献にもつながるものと考え

ております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは、順を追って再質問をいた

します。

　先ほど知事から御答弁いただきまして、県全域を対

象にした制度を創設するとおっしゃっておりました。

こうなると、私たちも財政措置は一括交付金化で、税

の特例や規制緩和をある意味全域をカバーするもので

やっていけば、ひとつ車の両輪として沖縄県をどう運

営していくのかということが見えやすいだろうなと

思っていたんですね。その意味では、今までの制度要

望を少し変更し、新たな主張を強化しているわけです

から、改めてこのことについて政府に説明し、政策協

議会で取り上げていただくよう要望する考えはござい

ませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これにつきましては、現

在、制度提言した内容というふうなものを若干組みか

える形で全域という形にしてございますので、それは

また追加して説明をしていきたいというふうに思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　これまでの制度要望の一つ一つを積

み上げていくとこういう形になるというのではなく

て、沖縄県としての姿をこういうふうに見せていくん

だという意味ですから、やっぱり少しテーストという

か、変わってきているはずですから、これは修正とい

うよりかは新たに強化した考えですということをやっ

ぱり申し上げるべきだと私は提言したいと思っていま

すので、ぜひ知事、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員おっしゃるように、ま

た、民主党の皆様からもある意味でサジェスチョンも

いただいておりますが、確かにこれまで40年間、いろ

んな税の優遇、税の制度、そして規制緩和がいろんな

分野で、ＩＴであるとか、製造業であるとか、高度化

であるとか、いろんな形で入ってきておりますが、こ

れを全県一区――全県一区というのは変ですが――

やっぱり各地それぞれいろんな特色を持っています

し、ある意味でＩＴであればどこの地域でもできると

いうよさもあります。

　ですから、そういうことで逆に全県一区で税をもう

少し競争的な深掘りをするというような形で沖縄全域

で取り組むというむしろ面としての体制をとりながら

も、各地域のテーストが入ってきますから、むしろ議

員からの今のサジェスチョンを踏まえた方向で何とか

まとめていければと思っておりますので、ぜひともお

力添えをいただきたいと思いますし、一国二制度に近
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い――一国二制度とは何かというと、なかなかこれは

難しい部分があるんですが――そういう方向性も持っ

た形でお願いしてまとめたいと思っておりますので、

またよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは続きまして、再生可能エネ

ルギーへの対応についてお聞かせください。

　この「スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業」という事業の目的というのがあるはずなんです

よ。部長のこれまでの議会での答弁は、太陽光発電の

設置、風力施設の設置ということがメーンに出ていま

すけれども、それは一部でありまして、本当はもう少

し事業の目的というのはあるはずですから、ぜひこの

事業の目的というのは何なのかというのを御答弁いた

だけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　おっしゃるとおり、

「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」とい

うのは、単に太陽光発電を入れたり、風力を入れた

り、それは全体の中の一つだと理解しております。基

本的には、やはり現行の環境負荷を落としていくため

にいろんな取り組みが想定されます。そのために自然

エネルギーの導入比率を高めていくと、こういう観点

から一番今現実的に対応が可能な太陽光発電、それか

ら風力発電等に取り組んでいるというのが現状でござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　部長、この事業の目的は、都市計画

や地域外交まで非常に大きな概念を含んでいるんです

よ。

　そういうことから、私は、登壇してお話しした場合

でも、電力事業者にすべてをお願いするというのは、

これは不可能なんですよ。それは無理な話であって、

ただ、これは進めるべきだという主張は根底に持ちつ

つも、今や民間レベルでの技術革新の流れをいかに取

り入れるかというのがこの事業の目的なはずなんです

よ。その意味で、先ほど答弁ございました親協議会と

いうか、民間も入れてやる協議会の設置を要請してい

るという話をされていましたので、これはぜひ主体的

に、もうこれは事業は始まっているわけですので、近

いうちに設置するというような答えでぜひ御答弁いた

だけませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　先ほど答弁しました

のは、要請しているではなくて、予定していると答弁

したつもりでございまして、そのように考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　わかりました。

　これは、私も新聞報道でしか見ていないんですけれ

ども、トヨタ自動車は、2014年には主力車をＥＶカー

にするというんですね。でも、今現状では、ある商品

なんかは非常に普及はしていますけれども、あと３年

ぐらいには主力を置くという話をしています。例え

ば、ホンダという会社も同じような形をとろうとして

います。世界各国、ＥＶカーについての技術革新を進

めていますし、ある意味でこの技術革新の核となるの

は蓄電技術、それをどう進めていくかということであ

りますので、発電施設をつくることが目的じゃなく

て、この民間投資を呼び込むことが重要ですので、ぜ

ひそのことを配賦に入れて進めていただきますよう、

これは要望したいと思っています。

　続けて、企業誘致。

　私、再質問をしようと思った部分を知事にお答えを

いただきまして、７月の中旬ごろに企業セミナーとい

うのをやられるというふうな話を聞きました。これま

での企業誘致セミナーがどういうものであったか、私

は存じ上げないのでありますが、ぜひ沖縄電力さんに

同行して、我が沖縄県の電力供給体制はこういうもの

なんだということをぜひアピールというか、紹介をし

ていただきたいなと思っています。

　これは、なぜこういうことを申し上げるかと言う

と、要するに、沖縄県に今企業誘致というのはこの前

からずっとある我々の課題でありますけれども、沖縄

じゃなくて日本の企業の海外移転を食いとめるとい

う、日本政府からしても本当に課題となっているもの

でありますので、ぜひそういう意味では、政府の経産

省が補助金を出してまでも海外移転を食いとめるとい

うものを今検討しているみたいですので、ぜひそうい

う意味でのセミナーの開催を検討できないか、いかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時29分休憩

　　　午前11時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問はほとん

ど御提案に近い形で、ぜひ丸ごと入れさせていただき

たいと思いますし、今やっている沖縄振興法の施策の

延長の中にも世界と競争できる、少なくとも企業誘致

上も競争できる条件を何とかもっともっと整備した

い。
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　一方で、おっしゃったように、日本から出ていく企

業を食いとめたいという政策が出てくるとすれば、こ

れは国の政策ともどこかで当然合うと思いますから、

ぜひまた御指導いただいて取り入れていきたいと思い

ます。

　それから、沖縄電力と一緒に行くというのも、私も

前に沖縄電力に勤めておりましたから非常に容易なこ

とであり、どういう形でやっていくかということもい

ろんな工夫は新しく年々歳々やっておりますので、今

の沖縄電力も一緒に行ってもらうということも悠々可

能だと思いますので、ぜひまたいろいろと御提案いた

だければと思います。ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは教育長、図書館行政につい

てお尋ねをいたします。

　図書館の機能とサービスがいかに地域社会と展開し

ていくのかということを私は主眼に置いてこれまで取

り上げてまいりました。先ほどの教育長の御答弁で

も、社会での重要性というのは十分認識をされている

というような趣旨だと私は受けとめております。

　そこで率直にお伺いするんですけれども、図書館は

地域の諸課題に役立つ社会施設なんですけれども、実

際にこの施設や機能やサービスが地域住民に十分浸透

しているのかどうか。教育長、どう考えていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　確かにこれまでの図書館行

政とこれからの図書館行政を考えた場合には、今議員

がおっしゃったみたいに、地域住民の課題解決の支援

策、もしくは地域住民への開放等々という視点から果

たして十分だったかといいますと、やはり若干課題は

あったという思いです。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　これも率直にお尋ねしたいんですけ

れども、なぜそれが浸透しなかったのか、していない

のか。教育長、どうお考えでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　難しい質問ですけれども、

本来は、図書館は地域の知の拠点といいますか、やは

りそういう意味合いがあると思うんですね。ですか

ら、今の御質問は県立図書館のみならず、市町村にお

いての図書館の役割等についても聞いていると思いま

すけれども、そういう視点での回答でいいんですか。

○上里　直司君　いいです。

○教育長（大城　浩君）　結局、図書館の設置率が市

町村でもそんなに多くはございません。そういうこと

もありまして、先ほど言いましたように、これまでの

図書館はやはり資料の収集、そして提供等をしていく

中で県民への支援があったかもわかりませんけれど

も、これからは新たな課題が出てきていると思いま

す。ですから、この新たな課題をいかにして周知して

いくのか、これこそが大きな課題であるかなという思

いです。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　まさにおっしゃっている地域の課題

等々について、やはり今ほとんど対応できていないん

ですよ。なぜそういうことになっているかというと、

それに対応する人材が図書館にいないからなんです

よ。つまり、図書館司書の資格を持っている有資格

者、そういう専門職がこの図書館にはいないわけなん

ですね。これは、学校図書館についても共通している

課題だと思うんですよ。つまり、図書館と言えるもの

及びサービスというものについては、専門的な人材が

必要なんだという決定的な視点が必要なんですよ。そ

れに欠けているからこそ、学校図書室においての事務

職員の対応についても非常に短い期間、あるいは県立

図書館でも非常に割合が少ないということになってい

るんですね。

　今答弁を聞くと、「学校事務Ⅱ」で職員を採用して

いくということをおっしゃっていましたけれども、私

が申し上げているのは、図書館職として採用して一部

は県立図書館にも配置をされる、一部は学校図書室に

も配置される、こういう採用ができないかどうかを問

うているわけでありまして、そこについてもう一度、

これが検討できないかどうかお答えいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ことし初めて県採用試験の

中級試験で「学校事務Ⅱ」、そういう試験が実施され

まして、その中で司書の資格を持っている方を採用し

ていくと。そういうことからして、いかに我々がいわ

ゆる図書の専門的なお仕事をなさっている司書の役割

が大きいかということは十分認識しております。した

がって、「学校事務Ⅱ」の中で新たにことしから司書

の資格を持っている方を採用していこうという、その

意気込みはどうぞ御理解ください。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　最初に意気込みは評価していると申

し上げたじゃないですか。それでは角度を変えます

よ。これは私だけの質問じゃないんですよ。これは、

去年県立図書館から同じような趣旨の要請がありませ

んでしたか。それについて皆さんどう対応されました

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。
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　　　午前11時37分休憩

　　　午前11時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　確かに専門職としての方々

を採用したらどうかということがあったと聞いており

ます。

○上里　直司君　どう対応したんですかと聞いている

んです。

○教育長（大城　浩君）　ですから、それにつきまし

ては、ことしから「学校事務Ⅱ」という試験の中で、

司書の資格を持っている方を優先的に採用していこう

と、そういう立場でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　その前段階にあるんですよ。皆さん

は、希望に基づいて５年から８年図書館に配置して、

司書資格を有する県職員についてそういう話をするこ

とで、まずは段階的に対応しようという話もされてい

るんですね。「学校事務Ⅱ」で採用するということ

は、これは学校事務じゃないわけなんですよ、県立図

書館は。私が言っているのは、図書館としての司書採

用についてどうなのかと言っていますので、教育長、

これはもう一度検討していただきたいんですよ。そう

いうことが、先ほど教育長も言ったように、沖縄県内

における県立図書館が指導的な役割を担う意味でも、

この人材をどう活用するのかも含めて、県が図書館

サービスを発揮し得るかということにつながっていく

話になりますので、ぜひもう一度、来年度検討できな

いか御答弁だけお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　少なくとも新しい制度が導

入されたときには、私は、３年から５年ぐらいは様子

を見るといいますか、検証していく必要があるかと思

います。したがいまして、今の御提案は御提案として

伺っておきますけれども、今回「学校事務Ⅱ」の中で

の採用につきましては人事委員会のほうで対応しても

らいましたので、今の御提案も加えながら、どういう

採用が可能かどうか研究をしてみたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　「学校事務Ⅱ」を人事委員会に任せ

るのは、別にその話をきょうしているわけじゃないん

ですよ。図書館から要請が出ている話も含めて、今

後、今出ている陳情も含めて対応するには、今の制度

では満足いく答えは出ないですよ。だから、そのこと

について改めてぜひ研究を進めてください。よろしく

お願いします。

　それでは飛びまして、被災地支援についてお伺いい

たしますが、これも何か、沖縄国際ユースホステル

云々で、ちょっと私は余り聞き取れなかったんですけ

れども、私が言っているのは、県内各地で結構受け入

れたいという人たちが今動いているんですよ。その

方々のネックになっているのは、やっぱり渡航費用を

どうしたらいいのかということを考えあぐねているわ

けなんですよ。そこを県がチャーター便を飛ばすな

り、何かをして飛ばしてくれるならば、地域で受け入

れたいという、そういう方々がいるので、ぜひそうい

うことを検討していただけないかということの趣旨な

んですけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、今回のこの受け入れ

事業なんですけれども、知事初め副知事等々の多大な

御支援のもとで、今回私ども県教育委員会のほうで企

画をいたしまして対応した事業でございます。特に予

算等につきましては、文化観光スポーツ部の多大な御

支援がありました。と同時に、知事部局との数々の連

携の中で今回の事業が誕生したということですけれど

も、正式な名称は「東日本大震災被災者児童生徒　夏

休みスタディツアー」と、そういう名称でございまし

て、対象者が福島県、つまり被災により避難所で生活

をしている児童生徒でございます。こういう方々を夏

休み期間中に４泊５日の予定で受け入れようと、大体

人数にして150名ぐらいを上限として考えておりま

す。費用等につきましては、実は、県外の移動費、県

内の宿泊費・移動費等は沖縄県が負担いたしまして、

各県内の集合地までの移動費は参加者負担と、そうい

う中でぜひ元気づけたいと、そういう思いでのスタ

ディツアーでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　知事や知事部局の皆さんにも絶大な

る御協力をという話をされています。本当にどうもあ

りがとうございます。

　知事は、もういち早く震災発生後、受け入れるとい

うことを大きくおっしゃっていただいて、それが流れ

になってこういう事業にもこぎつけたのかなと思って

います。

　私は、この大震災が起きて、当然悲惨で、さらに早

目の復興を望むものでありますけれども、少し沖縄県

内で変わってきたなという何か雰囲気を感じるんです

よ。というのは、何とか被災地や被災者の皆さんを支

援をしていこうという心というか、そういう気持ちが

県民に物すごく明確に芽生えてきたような気がするん

です。それはもともとあったものが芽生えてきたもの
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だろうと思っていますし、私は、そういう気持ちとい

うか、そういう県民のマインドというのは、これは被

災地支援だけじゃなくて県政全般に取り入れるべきだ

ろうと思っていて、それを私は海外の交流推進という

ところにも絡めているんですよ。もちろん事業のメ

ニューとしてはほとんどないと思うんですよ、今まで

ない事業ですから。ただ、こういう沖縄県民の気持ち

を何とか事業に生かせるようにぜひ工夫をしていただ

きますよう、これは要望にとどめておきますのでお願

いをいたします。

　それで最後に、感染症対策、ここはまさにその延長

線なんですけれども、沖縄ならではの事業というか、

研究が進められると思うんですね。今、「健康危機管

理情報センター」という名称で政府に対して交渉を進

めていらっしゃるんですけれども、私は、ずばり感染

症対策の名称をつけるべきだと思うんですよ。これは

健康危機管理となると、沖縄県民の健康危機管理にと

どめてしまうんじゃないかと、見た瞬間そう思うわけ

なんですよ。そうではなくて、沖縄県で感染症の研究

や、また交流を深めていくという名称に変えて、やっ

ぱり政府と交渉すべきじゃないかと思うんですけれど

も、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県としましては、今

現在、沖縄県が国際都市であること、あるいは今後と

も人的な交流が進むこと、あるいは亜熱帯地域である

ということ、また温暖化が進むために気温が上昇する

等で東南アジアの感染症等が沖縄で発生するリスクも

ありますし、また、それが万一発生したときにきちっ

と対策をとるためのモデルもつくらないといけないわ

けですから、そういう意味で、感染症だけに特化して

いるわけでもないんですけれども、感染症は非常に大

きな分野として、そういう「健康危機管理情報セン

ター」みたいなものを今調整しているところでありま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　部長、それはわかるんですけれど

も、見せ方として、そういうものが沖縄にフィットす

るんだと。部長は医師ですから感染症についてはよく

御存じだと思いますけれども、これは政治的に言って

も、2000年の沖縄サミットというのは感染症サミット

でもあるんですよ。世界の感染症に苦しんでいるとこ

ろに基金を拠出しようという、そういう取り組みをこ

の沖縄の地で始めたわけなんですよ。

　そういう意味では、商工労働部長のところでもシン

ポジウムをやったりとかされていましたので、これは

感染症ということをひとつ名称を上げてアピールとい

うか、ぜひ交渉を進めていただきたいと、これは要望

にとどめておきますので、よろしくお願いいたしま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党の西銘純恵です。

　東日本大震災の犠牲者や被災者の方々に心からのお

悔やみとお見舞いを申し上げます。

　共産党県議団は、大震災の被災現地で瓦れきやヘド

ロの撤去、ボランティア作業を行ってきました。一人

一人の被災者の破壊された生活の基盤を回復して、自

分の力で再出発できるように支援をするために、救

援、復旧・復興に国力を総結集すべきことを痛感しま

した。

　人の命を大事にする、福祉と防災に強い政治、当た

り前に憲法25条の生存権、13条の幸福を追求する権利

が生かされる新しい政治への根本的な見直しが強く求

められています。

　質問します。

　１、福祉・防災の県づくりについて。

　６月20日、文部科学省が行った震災による学校の被

害調査で、地震・津波の被害に遭った岩手、宮城、福

島県ではなく、茨城県の学校の被害が最も多かった調

査報告が出されました。なぜでしょうか。茨城県は、

学校の耐震化率が低い、耐震対策がなされていない学

校が多かったことが指摘されています。

　茨、幼稚園、小中学校、県立学校の耐震化の現状と

早急に耐震化することについて。

　芋、公立保育園の耐震化の現状と早急に耐震化する

ことについて。

　鰯、民間住宅の耐震診断に補助制度を創設したが、

県民への広報や周知の徹底と予算額の拡充及び耐震改

修工事や老朽住宅の撤去費用にも補助制度を創設する

ことについて。

　允、現行の防災計画で津波被害の想定される低地の

学校は何カ所ありますか、早急に安全対策をとること

について。

　印、地震と津波から障害者と高齢者を守る防災の施

策はどうなっていますか。対策をとることについて伺

います。

　２、県立病院について。

　茨、夜勤回数が14回もあるなどの看護師の過労は、

患者の命にかかわる問題です。看護体制の強化など対
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策が必要と考えるが、改善策を伺います。

　芋、作業療法士などの医療技術者は、同規模の民間

病院に比べて少ないのが現状です。県民の必要とする

医療を行うために職員をふやすべきではありません

か。

　鰯、公立病院の民営化や統廃合が進められた結果、

東日本大震災の被災地では、必要な医療が受けられず

大きな問題となっています。県民がどんなときにも安

心して必要な医療が受けられるように県立病院の存続

と拡充が必要です。

　３、高齢者福祉について。

　茨、老人福祉法は、市町村が窓口になって65歳以上

の低所得者の養護老人ホームヘの措置入所を定めてい

ます。高齢者の生活困窮が拡大していて措置入所の対

象者は増加していると思うが、養護老人ホームヘの入

所者の推移と入所希望者の人数、待機者の実態を伺い

ます。実態調査と適正な措置を実施することについ

て。

　芋、特別養護老人ホームの待機者数と実態につい

て、増設計画について。

　鰯、在宅の老老介護の世帯数、介護疲れによる虐待

や自殺など深刻な実態があります。県の支援策につい

て伺います。

　４、国保制度について。

　茨、保険料の引き上げや医療費の抑制、強制徴収を

強化する国保の広域化を中止すること。80年代から減

らされた国の負担金をもとに戻して、だれでも安心し

て医療が受けられる国民皆保険の制度として充実させ

ることについて。

　芋、国民健康保険法の44条は、医療費を払えない人

の減額・免除の制度です。国保法44条に基づく医療費

の減額・免除は、国から半額の交付金措置ができまし

た。必要な人が利用できるように市町村の規定などを

改善させることについて。

　５、住宅行政について。

　老朽化した神森団地で天井が落下して、外出してい

て難を逃れた人がいます。南風原団地は、危険なので

ヘルメットをかぶって風呂に入っているという声を聞

きます。

　茨、県営住宅の耐震化・老朽化の現状はどうなって

いますか。緊急に補修すべきではありませんか。策定

中の改築計画で昭和56年以前の県営住宅の改築年度を

何年に予定していますか。早急に改築をすべきです。

　芋、全国平均より２万戸少ない県営住宅は、入居を

希望する県民のニーズに対応できていません。県営住

宅の増設を急ぐこと、当面、民間アパートに住んでい

る低所得者に家賃補助を行うことについて。

　鰯、民間アパートの入居契約で、不動産から連帯保

証人と保証会社が要求されていますが、保証会社の保

証を受けられず、入居ができない問題を改善すること

について。また、県の公的な保証制度を創設すること

について。

　６、米軍施設や新基地建設への県の対応について。

　茨、那覇港（浦添埠頭地区）公有水面埋立事業にお

ける移植を行ったホソエガサやオカヤドカリなど、そ

れぞれの保全状況について伺います。現状はどうなっ

ていますか。

　芋、浦添市の負担で米軍牧港補給基地の中に退役米

軍人施設を新築中であるが、建設を中止させるべきで

す。

　鰯、県が費用負担をして米軍基地内に施設を建設し

てきているが、建設年度、場所、どのような施設が建

設され、総費用額は幾らですか、具体的に問います。

　允、県道港川道路建設のために米軍牧港補給基地の

一部返還をしているが、返還に至る交渉の経過と具体

的な合意内容の説明を求めます。

　印、米軍牧港補給基地内に米軍ゲートを設置し、米

軍郵便局を新築移転するのはなぜですか。米軍基地内

に県民の税金を投入しての米軍施設建設は中止をする

こと。

　咽、知事は、新基地建設反対の県民の総意を受け

て、県外・国外を公約しました。浦添西海岸を埋め立

てる新基地の軍港建設はやめさせるべきではありませ

んか。浦添軍港建設の環境アセスのための１億7300万

の予算執行をやめさせるよう政府に要請することにつ

いて。

　７、障害者権利条例の制定について。

　障害者権利条例づくりの会は、３万1371人の署名を

携えて、具体的な条例案を作成して知事や県議会に要

請をしています。当事者の会と連携をして条例制定を

進めるべきです。

　８、我が党の代表質問に関連して。

　知事は、我が党の代表質問に対して、高江ヘリパッ

ド建設を容認しています。北部訓練場で訓練を行って

いる普天間米軍基地のＣＨ46ヘリにかわって配備され

ようとしているのがオスプレイです。高江のヘリパッ

ド建設を認めることは、紛れもなくオスプレイの配

備・訓練を認めるものであり、答弁は矛盾していま

す。ＳＡＣＯ合意の実施という言い逃れは通用しませ

ん。高江ヘリパッド建設に反対を表明すべきです。

　以上、質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの西銘純恵さんの質
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問及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますの

で午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時55分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の西銘純恵さんの質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　西銘議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、高齢者福祉についての御質問の中で、

特別養護老人ホームの待機者数などについての御質問

にお答えいたします。

　沖縄県における高齢者福祉施設等の整備について

は、市町村計画等を踏まえまして沖縄県高齢者福祉計

画を策定し、計画的に取り組んでいるところでござい

ます。特別養護老人ホームの平成21年11月末時点の入

所申込者数は1901人で、そのうち施設入所の必要性の

高い高齢者は865人となっております。前年同時期に

比べまして765人の減となっております。

　沖縄県といたしましては、待機者解消のため、同計

画の期間であります平成23年度までに市町村等と連携

をし、特別養護老人ホーム等を1021床整備することと

いたしております。施設入所の必要性が高い方につい

ては、おおむね対応ができるものと考えております。

また、平成24年度以降の施設整備につきましては、高

齢社会の進行の状況も踏まえ、市町村と連携をして入

所需要を的確に把握し、次期計画を策定することとい

たしております。

　次に、国保制度についての御質問の中で、国保法第

44条に基づく一部負担金の減免制度に係る市町村の規

定の整備についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　一部負担金の減免等につきましては、国から平成22

年９月に技術的助言として減免に係る基準が示され、

市町村にその周知を図ったところであります。

　県といたしましては、減免を行った市町村に対し、

国の交付対象とならない減免につきまして助成を行う

とともに、一部負担金に係る運用が適切になされるよ

う、今後とも市町村に対し助言をしてまいりたいと考

えております。

　次に、住宅行政に係る御質問の中で、県営住宅の耐

震化そして老朽化の現状と改築の予定についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　昭和56年以前の県営住宅は178棟で、そのうち119棟

が新耐震基準を満たしております。残り59棟は基準を

満たしておりません。また、老朽化した県営住宅につ

きましては、指定管理者からの報告を受け、緊急性の

度合いにより、順次修繕を行っております。

　今後、耐震化・老朽化対策につきましては、現在、

「沖縄県公営住宅等ストック総合活用計画」の見直し

の作業を行っており、その中で建てかえまたは改善等

を総合的に検討しているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　福祉・防災の県づくりにつ

いての御質問で、学校施設の耐震化についてお答えい

たします。

　平成22年４月１日現在、文部科学省の耐震改修状況

調査によりますと、本県の公立学校施設の耐震化率

は、幼稚園が61％、小中学校が73.9％、高等学校が

87.7％、特別支援学校が84.6％となっております。

　学校施設の耐震化につきましては、これまで沖縄振

興特別措置法に基づく高率補助制度を活用いたしまし

て、学校施設の改築事業による耐震化に取り組んでま

いりました。

　県教育委員会といたしましては、児童生徒が安全で

充実した環境で学習できるよう、今後とも早期耐震化

に取り組んでいきたいと考えております。

　次に、海抜10メートル未満の学校と安全対策につい

てお答えいたします。

　平成23年６月現在、学校の立地状況等調査によりま

すと、海抜10メートル未満に設置されている学校は、

小学校が89校、中学校が45校、県立学校18校で合計

152校となっております。なお、県内すべての公立学

校におきましては、東日本大震災を受け、津波を想定

した避難経路、避難場所を明記した危機管理マニュア

ルを策定しております。

　県教育委員会といたしましては、津波を想定した避

難訓練の実施に向けて各学校に周知しており、今後と

も完全実施を目標に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉・防災の県づく

りについての中の、公立保育園の耐震化についてお答

えいたします。
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　本県公立保育所の耐震化の状況は、平成21年４月１

日時点で、120施設のうち昭和57年以降の建物等で耐

震性があるとされている施設数は58施設で、耐震化率

は48.3％となっております。保育所は、特に配慮が必

要な乳幼児が日常的に多数利用していることから、耐

震化を促進する必要があると考えております。

　県としましては、市町村等と連携し、保育所の耐震

化の促進に努めてまいります。

　続きまして、県立病院についての中の、県立病院の

存続についてお答えします。

　医療は、県民の生命及び健康を守り、生活の安心を

支える重要な機能であり、地域において必要とされる

医療提供体制を確保することは地方公共団体の責務で

あると認識しております。したがって、どのような経

営形態であっても県立病院の果たすべき役割である離

島医療、救急医療、小児・周産期医療等地域において

必要とされる医療を提供する体制は堅持することとし

ております。

　なお、病院事業の経営形態については、「県立病院

のあり方に関する基本構想」に基づき、経営再建検証

委員会による平成23年度決算の検証結果も参考にし

て、最終的に判断することとしております。

　続きまして、高齢者福祉の中の、老人福祉法で定め

られている高齢者の養護老人ホームの措置の状況につ

いてお答えします。

　養護老人ホームは、環境上及び経済的な理由によ

り、居宅での生活が困難な方を老人福祉法に基づき市

町村の措置権限により入所させるための施設でありま

す。県内６施設の養護老人ホームの定員は300人と

なっており、入所者状況としましては、平成21年252

人、22年255人、23年243人と定員割れの状況にありま

す。

　平成22年度の市町村における養護老人ホームに関す

る相談件数は74件で、そのうち14件については入所措

置、25件についてはほかのサービスの活用、23件につ

いては相談のみとなっており、入所待機者については

２件との報告を受けております。

　措置入所の要否の判断は、市町村の権限で行われる

ものでありますが、県においては、養護老人ホームの

入所者が減少傾向にあること、相談のみの対応件数が

31％を占めること、市町村の対応に不満の声があるこ

と等から、市町村の対応状況等に関して状況調査を

行っているところであります。

　県としましては、調査の結果を踏まえ、市町村に対

し必要な助言を行っていきたいと考えております。

　在宅の老老介護の世帯数及び県の支援策について。

　国が実施した平成19年度国民生活基礎調査による

と、全国では、同居している主な介護者が70歳以上で

ある割合は35.2％となっております。在宅での介護を

希望する高齢者につきましては、自宅での暮らしを支

えるため、市町村において、訪問介護や通所介護な

ど、必要な居宅サービス等の給付を行っているところ

であります。また、介護している家族の負担軽減を図

るため、地域包括支援事業や家族介護支援事業などを

実施し、高齢者と介護者の支援を行っているところで

あります。さらに、高齢者世帯等が地域の中で孤立化

することを防ぐため、見守りネットワークの構築等に

も取り組んでいるところであります。

　県としましては、これら見守り等の取り組みを支援

する観点から、今年度「地域支え合い体制づくり事

業」を実施することとしております。

　続きまして、国保制度の中の、国保の広域化を中止

することについてお答えいたします。

　沖縄県としましては、国が国保の広域化について方

向性を示していること及び市町村国保の安定的運営、

特に小規模保険者の財政基盤の安定を図る観点から、

将来的な国保の広域化を図る必要があると考え、市町

村国保の意見を踏まえ、昨年12月に「沖縄県広域化等

支援方針」を策定したところであります。また、広域

化だけでは解決されない、財源を含めた国保の構造的

課題があり、その解決については引き続き国に要望し

てまいりたいと考えております。

　国の負担金を戻して国民皆保険の制度として充実さ

せることについての問いにお答えします。

　国民健康保険における公費負担につきましては、平

成17年度から新たに県調整交付金が設けられたことに

より、国・県合わせて50％の負担割合となっておりま

す。また、国においては、厳しい市町村国保の財政状

況に対し、国保財政基盤強化策を延長し、国・県によ

る財政支援を行っているところであります。

　県としましては、国民皆保険のかなめである市町村

国保の安定的運営を図るため、本県の所得水準を考慮

した国費による財政支援機能の拡充強化について国に

対し求めているところであります。

　障害者権利条例の制定についてお答えします。

　当事者団体が策定した条例案につきましては、各障

害者団体等が意見交換会等を通じて策定されたもので

あり、多くの障害者の声を反映した条例案であると考

えております。

　県としましては、条例を制定する際には、県民生活

に密接に関連することから、十分な県民議論等を踏ま

えて取り組んでまいります。また、条例制定のスケ
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ジュールにつきましては、当事者団体や民間事業者等

との関係者との間で、障害者への差別事例の把握、差

別をなくするための取り組み方策等を検討する必要が

あり、それは一定の集約期間が必要であります。ま

た、国における障害者基本法等の動向を踏まえつつ取

り組む必要があります。

　このようなことから、条例制定に向けての取り組み

を進めていく中で、制定時期も見込むことができると

考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　福祉・防災の県づく

りについての中で、民間住宅耐震診断補助制度の周知

や予算額の拡充及び耐震改修工事等についてお答えい

たします。

　沖縄県では、新たに今年度から民間住宅耐震診断補

助制度を創設したところでありますが、住宅所有者へ

補助するには、窓口となる市町村においても補助制度

の整備が必要であることから、現在、市町村に対して

補助要綱を策定するよう働きかけているところであり

ます。

　県では、市町村の対応を踏まえて、耐震診断補助制

度の県民への広報及び周知を図ることとしており、今

後は、住宅所有者の負担軽減が図られるように、予算

額の拡充や耐震改修工事等の補助制度の創設について

検討していく考えであります。

　次に、住宅行政についての中で、県営住宅の増設や

家賃補助についてお答えいたします。

　本県は、本土におくれ、復帰時に住宅建設５箇年計

画を策定し、公営住宅の建設に取り組んでまいりまし

た。そのうち、昭和50年代に建設した大量の県営住宅

が建てかえ時期を迎えていることから、新設や増設に

ついては、予算の制約上、厳しい状況にあります。し

かしながら、本県は、全国に比べ低所得者階層の割合

が大きいことから、民間アパートに住む低所得者につ

いては、今年度に見直す「沖縄県住生活基本計画」の

中で民間賃貸住宅の借り上げ等を検討していきたいと

考えております。

　同じく住宅行政の中で、民間アパートの保証問題と

県の公的な保証制度の創設についてお答えいたしま

す。

　民間アパートで保証人がないために入居できない

方々を支援するため、国の住宅セーフティネットの中

で、家賃債務保証制度があります。これは、高齢者や

障害者等が民間アパートに入居できないという事態を

解消するための制度で、高齢者住宅財団が家賃等の債

務保証を行っております。

　県においては、民間アパートの所有者・管理者に対

して本制度の周知に努めてまいります。

　次に、米軍施設や新基地建設への県の対応について

の中で、ホソエガサやオカヤドカリなどの保全の現状

についてお答えいたします。

　那覇港浦添埠頭の公有水面埋立事業は、浦添市土地

開発公社と那覇港管理組合が事業を実施しておりま

す。ホソエガサを含むカサノリ類の分布状況について

は、埋立工事の着手前、工事中、工事完了後にそれぞ

れ調査を行っており、工事着手前の状況と比較したと

ころ、工事中及び工事完了後ともに分布状況の減少は

ほとんどなかったこと、また、オカヤドカリについて

も、埋立工事着手前と工事中に調査を行っており、工

事着手前に比べ個体数の減少はないと報告を受けてお

ります。

　なお、オカヤドカリの埋立工事完了後の調査につい

ては、ことしの夏ごろに行う予定であり、今後も引き

続き事後調査を着実に実施し、生息状況の把握を行

い、環境保全に努めていくとのことであります。

　同じく米軍施設や新基地建設への県の対応で、県が

米軍基地内に建設した施設の種類や費用等についてお

答えいたします。

　県道事業に関して、移設工事の事例を調査したとこ

ろ、平成８年、宜野湾北中城線において住宅３戸、３

億2600万円、道路等移設物8400万円、会議棟１億6800

万円、合計５億7800万円となっております。また、平

成10年に沖縄嘉手納線で住宅18戸、11年に具志川環状

線で燃料貯蔵タンクの移設工事を行っておりますが、

金額については不明であります。また、平成16年、沖

縄環状線において、泡瀬クラブハウス約１億6700万

円、泡瀬ハウス約5400万円、事務所等約1500万円、合

計約２億3600万円となっております。

　同じく米軍施設や新基地建設への県の対応について

で、牧港補給基地の一部返還に至る交渉経過と具体的

な合意内容についてお答えいたします。

　県道港川道路の整備に関する牧港補給基地の一部返

還に至る交渉経過については、平成17年６月に沖縄防

衛局へ一部返還申請を行い、平成20年11月の日米合同

委員会で一部返還承認を経て、同年12月に沖縄防衛局

から承認通知を受けております。主な合意内容につい

ては、郵便センターを移設する、ゲート３を移設し、

またゲート４を改築する、交通信号及び左折、右折

レーンを設置する、周回保安さく及び境界標を設置す

る、雨水処理をするための排水システムを提供すると
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なっております。

　同じく米軍施設や新基地建設への県の対応で、牧港

補給基地内にゲートや郵便局を移設することについて

お答えいたします。

　西海岸道路と国道58号を連結する県道港川道路を整

備するには、牧港補給基地の用地を一部取得し、基地

までの既設取りつけ道路とゲートを移設する必要があ

ります。この取りつけ道路等の移設について米軍と交

渉した結果、郵便局が支障となるため、「沖縄県の公

共事業の施工に伴う公共補償基準」に基づいて移設補

償を行うものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　福祉・防災の県づくり

についての御質問の中で、障害者と高齢者の防災対策

についてお答えいたします。

　災害時における障害者や高齢者等、いわゆる災害時

要援護者の避難支援につきまして、市町村は「災害時

要援護者避難支援計画」を策定し、あらかじめ避難支

援者や避難経路を決定し、災害時の迅速な避難支援対

策について事前に定めておくこととなっております。

　県内の市町村における災害時要援護者の避難支援の

取り組み方針（全体計画）の策定状況は、平成23年４

月１日現在で15団体（36.6％）が策定済みとなってお

りますが、今年度中に策定予定の団体を合わせると36

団体、87.8％となります。また、災害時要援護者の名

簿の整備状況は、平成23年４月１日現在で９団体、

22.0％が策定済みとなっており、策定中の団体と合わ

せると30団体、73.2％となります。さらに、個々の要

援護者ごとの避難経路や避難支援者などを記載する個

別計画は、平成23年４月１日現在で６団体、14.6％が

策定済みとなっており、策定中の団体を合わせると22

団体、53.7％となります。

　県としましては、このような状況も踏まえ、災害時

の障害者や高齢者の避難支援策等につき市町村と連携

し、強力に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、米軍基地や新基地建設への県の対応について

の中で、退役米軍人施設の建設中止についてお答えい

たします。

　米軍施設の建設につきましては、日米合同委員会で

合意され、浦添市と米軍との間で調整が行われ実施さ

れていると承知しており、県としましては、浦添市の

意向を尊重すべきであると考えております。

　次に、浦添西海岸への軍港建設をとめさせることに

ついてお答えいたします。

　那覇港湾施設の浦添埠頭地区への移設については、

平成８年のＳＡＣＯ最終報告で合意され、平成18年５

月の「再編実施のための日米のロードマップ」におい

ても、移設を条件に全面返還されることとなっており

ます。また、平成13年11月には浦添市長が受け入れ表

明を行い、平成15年１月の第４回那覇港湾施設移設に

関する協議会では、浦添埠頭地区への移設を浦添市、

那覇市ともに了承しております。

　県としましては、那覇港湾施設の返還を含む嘉手納

飛行場より南の施設・区域の返還が実現されれば基本

的には基地負担の軽減が図られるものと理解してお

り、今後とも国・地元自治体等と連携して那覇港湾施

設の移設に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、我が党の代表質問に関連しての中で、オスプ

レイ配備と高江ヘリパッドについてお答えいたしま

す。

　去る６月24日、沖縄県は、北部訓練場への影響を含

むオスプレイの具体的な運用上の問題等についての質

問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求め

たところであります。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、県としまして

は、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基

地の整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方

法であると認識しており、今回県が提出をいたしまし

た質問とは矛盾しているとは考えておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院についての

御質問の中で、看護師の夜勤回数についてお答えいた

します。

　看護師の夜勤回数については、人事異動等により夜

勤体制の編成が困難な４月から５月にかけては、集中

治療室等の特殊部門において夜勤回数の偏りが見られ

る場合があります。そのため、改善策として、新規採

用者や転勤者が円滑に夜勤に従事するための教育プロ

グラムの充実等に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　次に、作業療法士などの医療技術職の増員について

お答えいたします。

　病院事業局における人員体制については、医療提供

体制の充実と経営への影響等を考慮する必要があるこ

とから、今年度、局内に人員体制検討チームを設置

し、検討を進めているところであります。



－ 197 －

　作業療法士などの医療技術職の配置については、人

員体制検討チームによる見直しの中で検討していきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　再質問を行います。

　６番の米軍施設関連についてですけれども、先ほど

平成８年から沖縄県が米軍施設内の建設を負担をして

きたと。今回、日米合意をされたから沖縄県が負担を

すると言われました。日米合意の中に沖縄県が施設建

設をするという文言が明記されているんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時54分休憩

　　　午後１時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　お答えいたします。

　今、手元にはございませんが、平成20年11月13日に

日米合同委員会で返還が承認されたということは書類

として聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　質問したことにきちんと答えてほ

しいんですよ。承認をされた合意事項は知っていま

す。その中身に沖縄県が施設負担をすると、沖縄県民

の税金でつくっていいということが書かれているんで

しょうか、合意されたんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時56分休憩

　　　午後１時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　沖縄県知事のほうか

ら沖縄防衛局に返還申請をして、そのときの照会の中

に、20年９月５日に施設分科委員会に提案したとこ

ろ、米側から下記の条件を付して同意する旨の回答が

ありましたということで、こちらから県として道路事

業として必要ですということを申し入れて、それに対

して防衛局を通してそれの合意がなされたということ

で私たちとしては県の事業としてできるということ

で、もちろん直接的には書かれておりませんがそうい

うふうに解釈しております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　今、県が解釈をしているとおっ

しゃいました。そうだと思うんですよ。日米合意とい

うのは、日本とアメリカの国と国との合意ですから、

地方自治体が何を負担するとか一切書かれるはずない

と思っているんですよ。ですから、皆さんが防衛局か

ら来た文書を持って米軍から出された交換条件として

郵便局もつくる、いろいろつくってあげるとそれを沖

縄県が了承したのでそれを防衛局が米側に言ったら

オーケーしたということを言われていますけれども、

私は日米合意の内容について明確に答弁をいただきた

いんですよ。日米合意の中でそれが明記されたのか、

ここが肝心なんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時58分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに、その中に明

記されてはおりません。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　日米合意の中に明記をされていな

いのに、沖縄県がそれも県民の税金を使ってつくって

いくということに根拠はないということなんですよ

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　沖縄県としまして

は、県道の新設に当たって米軍施設及び物件が支障に

なるということで、それで一部返還を防衛局を通して

調整しその中で承認されているということで、その中

で沖縄県の公共事業としてはやはり公共補償基準に基

づいて用地を取得して事業を執行する必要があるとい

うことで、私たちとしては県事業として移設補償費及

び用地買収を今進めているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　公共事業として県道をつくるため

にやったと。そしてこれは平成８年に数字が出てき

た、県民負担が出てきた、負担額を出してきたんで

す。私、県の考え方を知事にお尋ねしたいんですけれ

ども、このスタートの時点から間違っていると思って

いるんですよ。沖縄県が県道をつくるためにお願いを

した、申請をした、そこが間違えていると思います。

沖縄県のこの米軍基地というのは、県民の土地が戦争

で取り上げられたわけでしょう。一方的に取り上げら

れたんですよ。そして沖縄県の道路もつくれない、経

済も振興できない、産業にも影響がある、生活にも影

響がある。こんな中で県道を返してくれということは

当然なんですよ。道路をつくるからお願いします、返

してください。だから、交換条件が出てきたらそれに

応じます。こんな考え方では県民納得しないですよ。

　私は先ほども言いましたけれども、ハーグ陸戦法規
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というのは1907年にできている法律ですよね。沖縄の

米軍基地、取り上げられた基地の接収については、こ

の法規によっても違法行為だと占領軍は占領地の法律

の尊重や主権の尊重、略奪の禁止などを義務づけられ

ている。戦闘行為が継続している場合に限って軍用地

接収、基地建設などが例外的に認められているにすぎ

ない。沖縄県の今米軍基地に使われている土地はすべ

て戦後なんですよね、戦後取り上げられて銃剣とブル

ドーザーで、さらに50年代に強化をされていった、追

加されていった、それが沖縄県の土地じゃないです

か。これがあって沖縄県は66年間、経済も振興しな

い、失業率も全国より２倍高い。この県土を取り戻し

ていくというのが日米地位協定にもありません。ちゃ

んと返還は無条件で返還申請ができる。沖縄県がその

立場を貫いてきたんですか、そこをお尋ねしたいんで

すよ。県道をつくるから、交換条件で返してくださ

い。こんな卑屈な立場をこれまでとってきたというこ

とについて、知事にこの件について答弁をいただきた

いと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　米軍がその施設を占用しているのは、当然ながらこ

れは日米安全保障条約、また日米地位協定に基づいて

その部分を我が国が提供しているわけでございます。

したがいまして、その部分の一部返還あるいは条件を

付してというところにつきましては、これは地位協定

の第25条に基づきまして、この協定の実施に関して相

互間の協議を必要とするすべての事項に関する日本国

政府と合衆国政府の間の協議機関として合同委員会を

設置すると、そういった規定もございまして、その合

同委員会で合意されたという形で今回の事業がなされ

ておりまして、その処理に当たっては県の道路建設に

当たる諸例規でありますとか、諸法制を適用して処理

をしたというふうに理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私は、沖縄県が沖縄の米軍基地の

整理縮小・撤去、返還これを真剣にやってきたのかど

うか、今もそうなのかどうかということをお尋ねした

いんですよ。

　日米地位協定は、ちゃんと日本国が提供している施

設というのは、常に返還それについても見直しをでき

るということがちゃんと２条に明記されているわけで

しょう。そしてこの協定の目的のために必要でなく

なったときは、いつでも日本国に返還しなければなら

ない。日本の国からも必要だというときには返してく

れと、この協定に明記されているんですよ。この立場

でちゃんと沖縄県が生活ができない、道路がつくれな

い、だから返還を求める。この港川の県道の部分です

ね。牧港補給基地のどこの部分ですか、ど真ん中です

か、そして施設があるところですか、お尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　牧港補給基地の北側

の部分のへりのほうに当たります。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　へりの部分と言われました。本当

に端のほうなんですよ、北側の端。この県道で使われ

るその部分は一切建物がありません。施設が全くあり

ません。そこに県道をつくるということで基地を少し

返還をさせた。これが今の経緯なんですよね。それを

すべての交換条件をつけて沖縄県が新しい米軍施設の

負担をしていく、そこは本当に県民も納得しないんで

すよ。知事もそういうやり方をこれまでとってきたこ

とに対してもそのまま踏襲するのか、いやだめだと。

基地の整理縮小という立場から言ってもこういう道路

が必要だから、返してくれということに交換条件をつ

けられること自体とんでもないという立場でちゃんと

地位協定に基づいて一部返還を求める。そういう立場

に立てないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず基地の整理縮小を

求める県の立場というのは、御承知のとおり変わって

おりません。しかしながら、個別に県がやはり県民生

活の需要に応じて所要の施設をつくっていくという求

めにつきましては、これは地位協定の中の合同委員会

合意にゆだねるという形になっておりまして、そこで

県の立場を主張いたしまして合同委員会で合意がなさ

れたという形でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　アメリカの言うとおり何でも従い

ますというこの姿勢を改めてほしいんですよ。日米地

位協定で先ほど言いました合同委員会の合意では、日

米地位協定の４条でも軍用地の返還条項があるんです

よ。合同委員会で返還されるんですよ。そしてこの４

条の２項には、返還をする土地の上に米軍施設建物が

あったときに、日本国は補償はしない、補償の義務は

ないと明記されているんですよ。そして３項には、こ

の補償の義務はないけれども、話し合いによっては特

別な取り決めで日本国が負担してもいいと。この取り
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決めによって日本国が負担してもいいというのを沖縄

県が負担するということにすりかえられている。日本

国の経費負担が沖縄県民の税金にすりかえられている

というところをもっと厳しく見て、こんな理不尽はだ

めだということを言わなければならないと私は思うん

ですけれども、だから知事にどうしても答弁いただき

たいんです。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時８分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員の御質問は、

合同委員会の合意では日本政府が補償できるものをな

ぜ沖縄が補償しなきゃいけないのかという御質問と理

解しましたけれども、この道路建設あるいは所要の整

備につきましては、これは沖縄県がやはり県民生活の

必要上求めていったということでございまして、沖縄

県としましては通例というか、一般の道路施設建設に

係る補償といった観点から処理をしているということ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　今、道路には建物は何もないとい

うことを私はさっきも言ったんですけれども、ないも

のに補償はできないわけですよね。そこを問いたいん

ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　御質問の趣旨は、郵

便局等が道路にはかかっていないけれども補償すると

いう趣旨だと思います。それで、その調整の中でゲー

トを移設する際の条件として、その取りつけ道路に郵

便局が支障になるとそういう形で補償対象としてござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　国内法で補償しているというこの

問題は２月議会でもやりましたけれども、ちょっと

きょうは時間がないので次に回します。浦添の退役軍

人施設、これは基地の中にあるものを7000万以上でつ

くってあげるというもっと無法なものなんですよ。そ

して退役軍人というのは、地位協定に言う合衆国の構

成員ではないんですよ。その施設をつくることについ

て、知事どうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　そのあたりは、すぐれ

てこれは日米合同委員会の中で合意をされているとい

うことでございますので、日米の間でこれは所要の施

設だというふうに結論が出たものと承知しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　さっきも日米合同委員会で明記し

なかった、浦添市が負担するということも明記してい

ない、これは明らかでしょう。これを見てください。

（資料を掲示）　この浦添につくられる退役軍人施

設、これは占領時につくられたコンセットなんです

よ。もう老朽化してさびて、これを7000万かけてつく

りかえるというんですよ。これは浦添市がなんです

よ、県民がなんですよ。同じようなことを沖縄県がや

るから浦添市も沖縄県がやっていますということでこ

ういうものをつくり出しているんですよ。今後、どれ

だけの国の肩がわりを県民がするということになる

か、ここは本当に重大問題だと私は思っています。

　ですから、この問題は国内法に沿ってやったと、補

償したと。これも全く国内法の根拠はないんですよ。

それは次にやりますけれども、お尋ねします。監査委

員にお尋ねします。この法的根拠もない財政支出、こ

れが財政法にのっとってどうなのかお尋ねしたいと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　代表監査委員。

○代表監査委員（又吉春三君）　監査委員の又吉でご

ざいます。

　現在、直接にこの件については監査しておりません

ので、回答はできません。

○西銘　純恵さん　また次にさせてください。ありが

とうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　県民の皆さん、こんにちは。

　議席18番、社民・護憲ネットの仲宗根悟でありま

す。よろしくお願いします。

　県民の皆さんは、「艦砲ぬ喰ぇーぬくさー」を御存

じでしょうか。６月23日を前後してこの「艦砲ぬ

喰ぇーぬくさー」、今、小学校の平和教育であったり

あるいは地域でそういった「艦砲ぬ喰ぇーぬくさー」

を題材にしながら平和教育がなされている。

　金曜日にはＮＨＫの「沖縄の歌と踊り」の中で紹介

もされておりましたが、一つ一つ歌詞をひもといて

じっくり見ますと、戦後の私たち沖縄でどういうこと

が起こっていたのか、そして戦後をたくましく生きて

きたオジーやオバー、そしてオトー、オカーたちの姿

がかいま見られるのではないのかなというふうに思い

ました。県民の皆さん、どうぞお買い求めいただきま

して、この歌をじっくり聞いて、そしてまた将来、未
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来にわたっての私たち沖縄県の村づくり、あるいは地

域づくりに役立てるんじゃないのかなという思いで宣

伝をさせていただきました。この「艦砲ぬ喰ぇーぬく

さー」を作詞作曲したのが読谷村楚辺の御出身、比嘉

恒敏さんであります。どうぞ皆さんよろしくお願いい

たします。

　さて、それでは具体的な質問に移りたいと思いま

す。

　１、知事の政治姿勢に関してであります。

　茨、基地問題についてであります。

　ア、垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイの普天間飛

行場配備は、危険性の除去を求める中で断固として許

されるものではありません。知事の見解を問うもので

あります。

　芋、観光行政について。

　ア、３・11東日本大震災、福島原発事故以降、国内

観光の自粛、そして風評被害での外国人観光客の落ち

込みは、県経済への影響に大きいものがあります。入

域観光客の回復策の強化対策にどのようにして臨むの

かお伺いをしたいと思います。

　イ、世界のウチナーンチュ大会に向けての取り組

み、進瀧状況を伺いたいというふうに思います。

　鰯、第１次産業の強化でありますけれども、私たち

社民・護憲ネット会派では、３月末に県の栽培漁業セ

ンター、そして農業研究センター、畜産研究センター、

そして森林資源の研究センター、それぞれ視察をして

まいりましたけれども、それぞれの産業振興に資する

取り組みがなされているということを強く感じており

ます。行政改革のあおりを受けまして職員が減らされ

て研究技術員も少数で、寝る間も惜しんでいるという

ようなのが現在の状況であります。もっと強化してこ

の産業振興で雇用の拡大につなげられるというふうに

思いまして質問をしたいと思います。

　第１次産業の強化で雇用対策につなげられてくると

思うが、そのための研究分野の強化が不可欠でありま

す。その施策について伺いたいと思います。

　允は、遺骨収集事業についてでありますが、県の取

り組み状況はどうなのか伺いたいというふうに思いま

す。

　２番目、トリイ通信施設内の海岸における工作物に

関してであります。

　読谷村の人々は、昔から海を生活の母として生きて

きました。サンゴ礁に囲まれた海は、読谷村が誇れる

自然であります。この身近な海はさまざまな海藻や魚

介類をはぐくみ、海の花畑と言われてまいりました。

これらを背景に読谷村では、豊かな自然を守り育てて

いくことを基本に、自然と調和をした村づくりを推し

進めています。今回の自然を破壊する行為は許しがた

い行為であります。

　以下、お聞きをいたします。

　茨、米軍によって海岸に積み上げられた砂や石をど

のように県はとらえているのか伺います。

　芋、県は、外務省沖縄事務所、そして沖縄防衛局、

在沖米陸軍基地管理本部へ要請を行っておりますが、

その内容、そしてその対応はどうだったのか、その辺

を伺いたいと思います。

　鰯、作業をした係は、陸側の別の工事箇所から搬出

した土砂も含まれているというような説明を堂々とし

ておりますが、これは海岸法に抵触をすると思うんで

すがいかがでしょうか。

　３、台風２号における被害に関してでありますが、

５号でも宮古島あるいは八重山地域に被害をもたらし

ましたが、今回、台風２号に特化したその台風被害対

策等についてお聞きをしたいというふうに思います。

　茨、被害状況について伺います。

　芋、農林水産関連での支援策を伺いたいというふう

に思います。

　鰯、倒木や飛ばされてきた瓦れきの処理を市町村や

あるいは地域で行っているところもございます。その

処理費の一部でも支援ができないかどうか伺いたいと

いうふうに思っています。

　大きい４番、土木行政に関してお聞きをいたしま

す。

　茨、道路行政について。

　ア、県道６号線読谷村内の渋滞緩和策をどう図るか

伺いたいというふうに思います。

　イ、県道12号線の渋滞は、県道６号線との接続交差

点改良で緩和できると思うが、その取り組み方につい

てお聞きをしたいと思います。

　ウ、嘉手納弾薬庫内を通過するはしご道路、これは

もう何名かの議員も質問しておりますけれども、その

取り組みがあるのかどうかについてお伺いをしたいと

思います。

　芋、下水道事業についてです。

　ア、県内の流域、公共の整備状況について伺いま

す。

　イ、中部流域下水道伊佐浜処理区読谷側の管渠の延

伸についてどうなのか、伺いたいと思います。

　５番目の我が会派の代表質問との関連でございます

が、照屋大河議員の嘉手納基地・普天間基地における

訓練激化についての中で、県は外来機激増の原因につ

いてどのように分析しているかという点について、
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今、米軍専用施設の中で実弾演習場が国内で唯一、鳥

島の演習地であるということが判明をいたしました

が、その実弾演習のために外来機が飛来をしてくると

いうような状況だというふうに思っているんです。で

あるならば、やはり久米島射爆撃場あるいは鳥島射爆

撃場の返還要求を加速するべきではないかということ

であります。また、今回、代替地も取りざたされてお

りますが、硫黄鳥島も受けてはならないというふうに

思うんですが、見解を伺いたいと思います。

　芋、県立病院改革についてです。

　こちらも照屋議員の質問の中からですが、２月定例

会の附帯決議を踏まえて今年度中に定数条例を改正し

適正な人員配置を行うべきであるがということで、理

学療法士、作業療法士といったコメディカルの数も現

状は少ないというふうに思っています。そこで医師や

看護師の負担が相当な増になってくるというように

思っているんですね。そこで、そのメディカルという

部分での適正配置が求められていると思うんですがど

うか、お聞きをしたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲宗根悟議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、入域観光客の

回復策についてという御質問にお答えいたします。

　県では、４月12日に「東日本大震災に伴う被災者支

援及び沖縄観光振興緊急対策」を発表し、入域観光客

の回復に向け取り組んでいるところでございます。

　国内対策としましては、各旅行会社の沖縄プロモー

ションへの支援や県外の沖縄関連イベントにおけるＰ

Ｒ等を実施いたしております。また、海外対策としま

しては、台湾や中国でトップセールスを実施している

ほか、重点市場を中心に有力メディアを招聘しての沖

縄情報の発信等に取り組んできております。特に中国

につきましては、今般、数次ビザ制度が創設されたと

ころであり、県では、ビザ創設に伴うキャンペーンを

官民一体となって展開することといたしております。

　沖縄県としましては、これらの取り組みの拡充を図

るため、本議会におきまして補正予算を計上しお願い

したところであり、入域観光客の回復に向け全力で取

り組んでいるところでございます。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、世界のウチ

ナーンチュ大会に向けての取り組み、そして進瀧状況

についての御質問にお答えいたします。

　第５回世界のウチナーンチュ大会は、「世界に開か

れた交流と共生の島」づくりに向け、海外県系人約

5000人の参加者を想定し、県民との交流を促進すべく

約３万人規模で沖縄セルラースタジアム那覇をメーン

会場に実施いたす予定でございます。

　主要行事といたしましては、前夜祭パレード、そし

て開閉会式、ステージイベントが楽しめるチャンプ

ルー交流祭、首里城での琉舞・空手の奉納等がありま

す。現在、参加者及び出演団体と調整を行っていると

ころであります。また、世界エイサー大会とも連携を

図り、10月の本番に向け諸準備を進めているところで

ございます。

　先月は大会への参加を呼びかけるために、私も県の

職員と一緒になりまして北米キャラバンを行ってまい

りました。現地における県系人の活躍に感銘を受ける

とともに、大会に対する大きな期待を強く感じたとこ

ろでございます。また、８月にも南米４カ国を訪問す

るキャラバンを計画いたしております。

　特に、今大会は東日本大震災による被災者を含む全

国民に対し、世界のウチナーンチュから元気を発信す

る大会にしたいものと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、これは第１次産業に

係る御質問の中で、研究分野の強化についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　第１次産業の発展に寄与する試験研究を強化するた

め、試験研究評価システムによる適正な評価と重点研

究課題の設定などに基づく予算及び人員の適切な配分

に努めているところでございます。また、効率的な試

験研究を推進するためには、施設や測定機器の整備な

ど研究環境の充実を図る必要があります。このため、

老朽化した水産海洋研究センター及び森林資源研究セ

ンターにつきましては、平成25年度の供用開始に向け

た移転整備を行う予定でございます。さらに、近年、

多様化し高度化する研究ニーズには、人材の育成、そ

して各試験研究機関との連携を図ることによりまして

対応してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、ＭＶ22オスプレイの配備について

お答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としましては、当該機種が過去の開発段階に
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おいて死亡事故を起こしていること等から県民が不安

を抱いており、十分な情報が示されない現状では当該

配備については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、オスプレイの具体的な運

用上の問題等についての質問文書を防衛省へ提出し、

速やかな回答と説明を求めたところであります。

　次に、台風２号における被害に関しまして、その被

害状況についてお答えいたします。

　台風２号による県内の主な被害状況は、人的被害が

68名、住家被害のうち全壊が４棟、半壊が６棟、一部

破損が27棟、床上浸水が３件、床下浸水が５件、船舶

被害が４隻、車両被害が74台、停電が最大で27万8400

戸となっております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての中

で、久米島射爆撃場等の返還及び硫黄鳥島についてお

答えいたします。

　県としましては、鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場

の返還並びにホテル・ホテル訓練区域の一部解除につ

いて、引き続き久米島町、軍転協、漁業関係団体とも

連携しながら、あらゆる機会を通じ求めていきたいと

考えております。

　硫黄鳥島については、去る５月に開催された米軍基

地負担軽減部会で北澤防衛大臣から、鳥島射爆撃場を

硫黄鳥島へ移転することを検討しているとの発言があ

りましたが、沖縄防衛局に確認したところ、具体的な

内容は決まっていないとのことであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　遺骨収集事業の取り

組み状況についてお答えいたします。

　戦没者の遺骨収集事業は、一義的に国が行う業務と

なっております。

　県においては、国から委託を受けた業務の一部を実

施しており、平成23年度から戦没者の遺骨情報収集体

制の構築及び遺骨収集を行うボランティア等に対する

支援等業務を拡充したところであります。

　なお、これまでの収骨状況は、平成23年３月末現

在、18万4411柱となっております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　トリイ通信施設内の

海岸における工作物についての中で、トリイ通信施設

内の海岸工作物の砂や石をどのようにとらえているか

についてお答えします。

　トリイ通信施設内の海岸工作物は、砂と岩石で積み

上げられており、台風等が襲来した場合、漁場等への

影響が懸念されることが考えられます。

　要請内容と要請先の対応についてお答えします。

　県では、トリイ通信施設内の海岸工作物の原状回復

について、外務省沖縄事務所、沖縄防衛局、在沖米陸

軍基地管理本部に対し、去る４月26日から27日にかけ

て、基地内工事の事前の情報提供、工作物の漁業活動

に影響がないよう撤去を含めた対応などについて要請

してきたところでございます。

　要請に際し外務省沖縄事務所からは、要請内容を外

務大臣へ報告する、要請内容について米陸軍側へ申し

入れるとのコメントがありました。

　沖縄防衛局からは、基地内の工事について事前に説

明するよう働きかける、読谷村・漁協・地元関係者か

ら意見を聞き、撤去を含めた解決方法を米陸軍側と相

談するとのコメントがありました。

　在沖米陸軍基地管理本部からは、今後、工事を行う

場合は、事前に地元に連絡する、ビーチ施設の一環と

して整備しており、漁業活動に影響があった場合は対

応するとのコメントがありました。

　県としては、今後とも地元関係機関と連携を図り、

漁業活動に影響を及ぼさないよう対応していきたいと

考えております。

　陸側からの土砂使用に対する海岸法の抵触について

お答えします。

　海岸法では、法第８条「海岸保全区域における行為

の制限」により、土石、砂の採取、水面においての施

設等の新設の行為においては海岸管理者の許可を受け

ることとなっております。しかし、沖縄防衛局から

は、今回の土砂採取箇所及び工作物設置箇所は、日米

地位協定第２条に基づく米軍への提供施設・区域内で

あることから、海岸法を含む国内法は適用されないと

の説明を受けております。

　次に、台風２号における被害に関しての中で、農林

水産業の被害状況についてお答えします。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。

　今回の被害は、特に農作物の収穫時期に当たる５月

に台風が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴー

ヤー、マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占

めております。

　被害の内訳は、葉たばこ等農作物が58億3000万円、

ハウス等農業用施設関係が４億7900万円、家畜等畜産
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関係が3200万円、林道等林業関係が4000万円、水産業

関係が６億7900万円となっております。

　農林水産業への支援策についてお答えいたします。

　農作物等の被害対策としては、農業改良普及セン

ターに営農相談窓口を設置するとともに、被災農家に

対し病害防除の徹底や樹勢等の回復のための肥培管理

などの指導を行っております。

　台風等の被害に対する補償としては、さとうきびに

ついては畑作物共済、水稲については農作物共済、野

菜等については園芸施設共済等があり、加入農家に対

して損害評価後に農業共済金が支払われることとなっ

ております。

　葉たばこについては、ＪＴから災害援助金が支払わ

れると聞いております。漁船については、漁船保険制

度により保険金が支払われることになっております。

国の災害復旧事業の対象となる農業用施設や林道・漁

港施設等については、国への災害復旧申請を早期に行

うための準備を進めているところでございます。

　また、農家の経営安定を図るため、農業制度資金等

の償還猶予を行うとともに、６月補正予算において農

林漁業セーフティネット資金借り入れに係る利子助成

を計上しているところでございます。

　今後とも、台風２号の影響による農家支援について

は、農家の要望等を踏まえ関係機関と連携し対応を検

討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　台風２号における被

害に関連する質問の中で、瓦れきの処理費に対する市

町村等への支援についてお答え申し上げます。

　市町村等が災害のために実施した生活環境保全上必

要とされる廃棄物の収集・運搬及び処分する事業に対

しては、災害等廃棄物処理事業費国庫補助金制度がご

ざいます。県では、各市町村及び一部事務組合に対

し、台風２号による被害状況の調査を行うとともに、

当該災害等廃棄物処理事業費国庫補助金制度の活用に

ついて助言を行っているところであります。

　なお、当該補助金の交付内容については、市町村や

一部事務組合が実施する40万円以上の事業に対して、

その経費の２分の１を交付するものとなっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木行政についての

中で、県道６号線の渋滞緩和についてお答えいたしま

す。

　県道６号線は、読谷村字伊良皆からうるま市石川東

恩納を結ぶ延長約20キロ、２車線の幹線道路でありま

す。現在、読谷村においては、国において国道58号読

谷道路、村において村道中央残波線等の整備が進めら

れているところであります。

　県道６号線の渋滞緩和策については、当該道路等の

供用後の交通状況を勘案して検討していきたいと考え

ております。

　同じく土木行政についてで、県道12号線と県道６号

線の交差点改良についてお答えいたします。

　県道12号線と県道６号線との交差点については、主

に朝夕の通勤通学時に渋滞が発生していると認識して

おります。当該交差点の改良については、村において

整備を進めている村道中央残波線等の供用後の交通状

況を勘案して検討していきたいと考えております。

　同じく土木行政で、嘉手納弾薬庫を通過するはしご

道路についてお答えいたします。

　読谷村から嘉手納弾薬庫を通過し沖縄自動車道に至

る道路計画については、基地内を通過することから、

今後の米軍提供施設の返還の状況を踏まえ、将来の交

通需要の動向を見ながら検討していきたいと考えてお

ります。

　同じく土木行政で、県内の流域及び公共下水道の整

備状況についてお答えいたします。

　沖縄県における平成22年３月末現在の下水道人口普

及率は約66％となっており、流域関連公共下水道が約

77％、公共下水道が約41％となっております。

　同じく土木行政で、中部流域下水道事業の読谷側の

管渠延伸についてお答えいたします。

　流域下水道は、２以上の市町村の下水を排除、処理

するものであり、終末処理場、幹線管渠等の整備及び

維持管理を県が行い、幹線管渠に接続する枝線管渠の

整備及び維持管理を市町村が行うこととなっておりま

す。県が整備を行う幹線管渠の終点は、流域下水道の

計画区域の末端に位置する市町村の処理区域の面積も

しくは流入水量が３分の１となる地点と定められてお

ります。読谷側の幹線管渠の終点は、ほぼ基準どおり

の位置となっていることから、延伸の予定はありませ

ん。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　我が会派の代表質問

との関連についての御質問の中で、理学療法士、作業
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療法士といったコメディカルの適正な人員配置につい

てお答えいたします。

　病院事業局においては、地域の医療ニーズにこたえ

る観点から医療提供体制を整備してきたところであ

り、コメディカル職員については、病院現場の業務量

等を考慮して平成23年度の定数を297名とし、職員を

配置しております。コメディカルの人員体制について

は、医療提供体制の充実と経営への影響等を考慮する

必要があることから、今年度、局内に人員体制検討

チームを設置し検討を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは再質問をさせていただきた

いと思います。

　まず、下水道事業について土木建築部長、よろしく

お願いいたします。

　今、御説明がございましたとおり、今、伊良皆まで

実質来ていて、それから求めているのは喜名地区、北

側のほうを布設してくれないかというような内容なん

ですけれども、こちらは末端の下水道が全体の３分の

１となる地点までというように限られているんだと。

それは基準どおりということはわかることはわかるん

ですが、こちらのほうも皆さんからいただいた下水道

の資料をぱらぱらとめくって中を見てみますと、他の

市町村に比べると末端市町村というのは非常に不利益

だと思うんですね。中間、もう全部100％通っていく

わけですから。その点、末端になると布設状況を見て

いると、非常に不公平感は否めないなというような思

いがあるんです。やはりこの下水道事業というのは国

の補助金の対象であるわけですから、これもぜひ県が

独自に整備することは可能だというふうに思うんです

が、その辺はいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　末端の市町村は、

おっしゃるとおりかなりその３分の１の部分まで公共

下水道を引かなければいけないという負担は承知して

おりますが、やはりこれは基準でございますので、県

としては、この基準どおり一応、今実施しているとこ

ろでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　基準どおりだと３分の１で現在のと

ころまでで基準どおり行っているというような説明で

はあるんですが、今度、沖縄県への市町村が負担をす

る負担金についてなんですが、末端市町村である読谷

村は、先ほども聞きましたけれども、処理面積、水量

の全体の３分の１となるというように緩和をされてい

るわけですが、この試算をされたのは３分の１やると

喜名地区まで、北側まで含めての処理面積あるいは水

量が計算をされているんじゃないのかなと。ところ

が、整備されているのは伊良皆地区までだということ

で、これはどうしても不公平感がある。この負担金に

してもあるんだというように思うんですが、その辺を

あとの残りを県に整備を求めるのは不自然かなと思う

んですがいかがですか。求められるんじゃないでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに統計の数値で

も面積とかそういうのでかなりいろいろ異なるところ

もあります。それで、議員おっしゃったように、九州

ブロック会議とかそういった場で全国でも同じような

事例もありますので、そういった中で少し研究させて

いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　この辺についてもぜひ担当者の皆さ

ん、その市町村とも十分話し合いをしていただきたい

なというような思いなんですが、また、この喜名地

区、読谷村の地形は58号を通って皆さんおわかりいた

だけると思うんですが、標高差が58号で一番高い位置

がオキハムの前の道路、そこが58号では一番高いと

言っています。それから南のほうへ嘉手納に向かって

長田川、比謝川のほうが一番低くなると。それから嘉

手納のほうにまた上っていくというような地形のあり

方なんですよ。

　先ほどから申し上げています喜名地区、読谷のもっ

と延伸してほしいという部落は、もうこの数年間、ま

た人口もふえますし、汚水や生活雑排水というのがこ

の東側の弾薬庫の黙認耕作を通じて取水河川であるこ

の長田川へ流入している、注いでいるんだというよう

なことで、環境の面においても、また企業局の取水の

コストも考えたら、ぜひ設置はしていかなくちゃいけ

ないだろうと。ところが、村自体そのものというのが

今、それにかけられるだけのお金がない、財政力が乏

しいということでこの支援をぜひとも県にお願いした

いというようなことなんですが、その辺についてはい

かがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　読谷村と少し話し

合って、ただ、基準のところもありますので、そこは

少し他府県の状況とか、総合事務局を通して国の意見

もそういった特殊な事情がある場所でどういうふうな

知恵を出しているか、そういうのも少し研究させてい

ただきたいと思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　よろしくお願いします。

　皆さんのこの下水道の手引の中にも、下水道事業の

環境の採択要件の中にもきちっと「湖沼水質保全特別

措置法」というのもあるわけですから、この流れてい

く長田川は県民の水がめ、取水栓でありますから、河

川でありますから、早急な対策といいましょうか、そ

の布設をぜひ村とも相談をしながら実現していってい

ただきたい、努力を重ねていただきたいというふうに

思います。

　それでは、今度はこのはしご道路の件なんですが、

この地域はやはり生活や交通の利便性だけではなく、

東の沖縄市、あるいは与勝半島、これから開発します

中城湾港地区での西側を結ぶ大変重要な経済活動に大

きく寄与する道路になり得るであろうというふうに思

うんですが、中部広域あたりでもマスタープランのほ

うに位置づけ、強く要望されている道路なんですが、

県としてこういった考え方についてどのような受けと

め方をされているかお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　以前、平成６年に構

想という考え方で一応検討した経緯はございますが、

やはり現在、予算も厳しくなっておりますし、どうし

ても基地の返還が必要だということがありますので、

このはしご道路のネットワーク上、議員が提案してい

る道路の必要性は、それをやるとかなり効果があると

いうことは存じておりますが、やはり米軍基地内とい

うことと、まだそういうところまで今踏み込んだ形の

道路計画にはなっていないということで御理解いただ

きたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　部長の気持ちもよくわかりました。

こちらは返還予定地に含まれていないので、マスター

プランへの位置づけは非常に困難だと、これはもう前

から聞かされていますけれども、返還地じゃないので

非常に難しいですよというようなお話なんですが、私

は将来にわたって、未来にわたって部長がおっしゃっ

たように十分必要な道路になり得るであろうと、そし

てそういったものを描きながら、軍用地であっても計

画だけはきちっと今からでも差し込んでしかるべき

じゃないのかなというふうに思うんですね。読谷村で

もかなりこういった軍用地のころに計画を入れて実現

したのが15年後あるいは20年後、それ以上にスパンを

かけてでき上がったというような部分もあるんです

よ。ですから軍用地だからといって全く考えていませ

んというよりもむしろそこに計画をいたしました、で

すから部分的にも返していただけないですか、あるい

は共同使用させていただけないですかというような、

僕は起こってくるかもしれないというような非常に夢

を描いているんですが、その辺の計画だけでも線を引

いておくということができないのかどうか、部長いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今、県としては、嘉

手納以南の返還ということで、そこに対する道路の計

画はすべて入れ込んでいます。しかしながら、嘉手納

以北の分はどうしても計画には入れられない今の状況

で、それとあわせて基地内の共同使用という手もある

んですけれども、やはりそこは弾薬庫ですので、いろ

んな重要な施設があるという認識もあって、そこまで

将来にわたってこれを計画するというのは今のところ

できない状況です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　これは共同使用すると賃貸料が発生

してくるわけですから、今度は、じゃ、県道じゃなく

て国道をまたお願いできないかと国に要請したりもで

きると思うんですよね。だから、軍用地内だから道路

ができないというよりも、むしろ軍用地の中にどう

いった道路ができるのかという工法も今の技術だとで

きると思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　技術的な土木建築技

術としては可能ではあるんですけれども、やはり基地

内でどういう施設がそこに存在するか、いろんな不透

明なところもございますので、私たちとしてはやはり

安全・安心な道路の整備ということではやはり嘉手納

以南の計画までだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　県道６号線の渋滞なんですけれど

も、今、部長は朝と夕にしか混雑頻度はないというよ

うなおっしゃり方をしておりますが、都屋から県道６

号線の大木、古堅小学校バス停入り口までの間は、あ

そこは朝夕にかかわらず非常に混雑しています。部長

は村道の中央残波線が入ってくるんだ、それを見きわ

めた上で検討したいというようなお話の仕方をされて

おりますが、その出口がまさに県道６号線に来るわけ

ですよね。もっと分散している箇所よりもう少し北側

のほうに路線が出るということになれば、この道を大

分使う、農協まで使う車の数が非常に多くなるという

意味ではぜひともこの三差路の改良は必要だというふ

うに思っています。その辺もぜひ市町村の担当とも十

分協議を重ねていって、いい方向に導きたいなと思う
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んですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今回、その現場をつ

ぶさに道路・街路の担当者が見て、やっぱり右折が多

かったということを承知しています。しかしながら、

交通量がかなり村道等の整備で変わってくるものです

から、その状況を見たいんですけれども、もう少し状

況を踏まえてこれ以上かなり混雑が激しい状況が続く

んであれば、右折帯をつくる場合に暫定的にその幅員

の中でできる可能性があるところもあるかもしれませ

んので、そこら辺はうまくその道路の幅員を生かしな

がらいろいろ検討させていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ぜひよろしく御検討いただきたいと

思います。

　トリイ通信施設内の海岸工作物の件でありますが、

部長からお話がありましたとおり、22日に早速現地に

おいて米軍の当事者、そして防衛局、沖縄県、読谷

村、そして漁協関係者、地域の方々と現場調査をしな

がら話し合いが持たれたわけなんですが、それを終え

て農林水産部は26日、27日に早速関係要路に要請に行

かれております。迅速な対応をしていただいて高く評

価を申し上げたいというふうに思っていますが、海岸

法は提供施設内、提供水域内だから撤去できないです

というような施設局のお話なんですが、ここにまで来

て地位協定かというような感が否めないんですが、

ヤーカヤーが勝手に物をふやしたりあるいは壊した

り、そしてヤーヌヌーシは手も足も出ない。余りにも

理不尽だと、もう本当にこんなことがあっていいのか

なと思っています。本当に国側の説明は非常に乱暴だ

なと、国内法は適用しませんよというようなことであ

るんですが、５・15メモやそれから地位協定16条に

は、日本の法令を厳守しなさいというところもあるん

ですが、その辺について、これからどんどんこういっ

た事例が起こりかねないと思うんですが、知事公室

長、その地位協定あるいは５・15メモについてどうい

う見解か、お聞かせいただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員おっしゃいま

したように、日米地位協定第16条には、駐留軍に対し

て日本国の法令を尊重し云々とあるわけでございま

す。とりわけこの環境関連の汚染等につきましては、

これはかねてから申し上げておりますように、地位協

定が策定されてから50年たちますけれども、一切顧み

られていないというところは県としても問題にしてお

りまして、引き続きこの環境関連の規定につきまして

は、きちんと地位協定の見直しの中で盛り込むように

強く申し入れているところでございます。引き続き、

日米両政府に対してその旨の見直しを行うよう努めて

まいりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　通告に基づき質問します。

　初めに、米軍基地問題についてです。

　去る６月21日、慰霊の日を前に県民に挑戦するかの

ように、日米合同委員会は辺野古へのＶ字案を正式に

発表しました。この新たな日米合意は、ア、県民の

「普天間基地の県内移設反対」の総意を力ずくで踏み

にじるものであり、絶対に許されません。これは県民

ぐるみの闘いでしか打開できないと考えます。知事は

その先頭に立って頑張るべきだと思いますが、決意を

伺います。

　イ、去る沖縄戦は、国策によるものでありました。

今回の新たな基地押しつけも同じであります。沖縄は

植民地ではありません。まさに県民の命運がかかった

日本国憲法で保障された民主主義を確立する闘いで

す。知事が明確な態度を表明すべきです。御所見を伺

います。

　芋、日米地位協定について質問します。

　ア、日米地位協定の目的は何ですか。知事は必要だ

と考えますか。

　イ、日米地位協定を廃止すると、米軍に与える影響

はどうなると考えますか。

　ウ、県民を守るためには日米地位協定は廃止すべき

ではありませんか｡

　鰯、ヤンバルの自然保護について。

　ア、小笠原諸島が世界遺産登録をされました。次は

ヤンバルです。ヘリパッドが建設されたらヤンバルを

世界自然遺産登録させることは困難になると思いま

す。知事の所見を伺います。

　イ、ヤンバルの自然は地球上でもまれな亜熱帯性雨

林を有する世界の宝であります。それを守るのは知事

の責務です。直ちにヘリパッド工事の中止を申し入れ

るべきです。決意を伺います。

　ウ、現在生物多様性の宝庫である国頭村で皆伐が行

われています。直ちに中止させるべきだと思います。

決意を伺います。

　エ、松くい虫駆除のために農薬散布が行われ、ノグ

チゲラやヤンバルクイナなど希少動植物に重大な影響

が出ていると訴えがありますが、実態はどうなってい

ますか。直ちに農薬散布を中止すべきです。対応をお

聞きします。
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　允、米軍普天間基地へのオスプレイ配備について。

　ア、県と宜野湾市がオスプレイ配備について29項目

の説明を防衛局に求めていますが、これは県民の不安

や疑問を解明する上で評価できるものです。その経緯

と目的について御説明を求めます。

　イ、なぜオスプレイの配備か、理由を説明してくだ

さい。

　ウ、ＣＨ46とオスプレイの違い（機能、諸元等）に

ついて解明してください。

　エ、オスプレイの配備によって普天間基地の固定化

と危険性が増大すると考えますが、配備計画の撤回を

求めるべきです。決意を伺います。

　２、東部海浜開発事業について。

　茨、埋立地用途変更に関する公有水面埋立免許の承

認申請が提出されましたが、審査の内容を説明してく

ださい。

　芋、知事が知事に承認申請を提出して適正な審査が

行われる保証はあるのですか、あれば説明してくださ

い。結局、埋め立てありきの県民だましの手法ではあ

りませんか。

　鰯、東日本大震災を受けて、事業計画では液化現象

などの対策はやっていますか。

　允、需要予測が大幅に落ち込んだ中で、経済的合理

性のある計画と判断した根拠を明確に示してくださ

い。

　印、無駄な公共工事である東部海浜開発事業は中止

すべきです。決意を伺います。

　３、教育問題について。

　茨、高校再編計画について。

　ア、今回の再編計画は、従来の高校教育の多様化政

策と矛盾するものとなっていると思いますが、見解を

伺います。

　イ、これまでの編成整備計画に関する総括はやって

いますか。教訓は何ですか。

　芋、私学助成について。

　私学の公教育に果たしている役割は甚大なものがあ

り、当然、公的な助成が図られるべきであります。現

在までの助成の実態と今後の方針を伺います。

　４、沖縄市北部の産業廃棄物に係る問題について。

　茨、私はこれまでごみ山問題をたびたび取り上げて

きましたが、いまだに解決していません。それどころ

か、現在トラックでごみが運び込まれてますます高く

なっていますが、なぜそうなっているんですか。

　芋、この間、倉敷環境に対する警告、改善命令は

やってきましたか。効果がない理由は何か説明してく

ださい。

　鰯、北谷の米軍返還跡地から排出された鉛汚染土壌

やアスベスト含有廃棄物の沖縄市登川への不法投棄に

ついて、事実を明らかにしてください。

　允、これは廃棄物保管基準にも違反しているのでは

ありませんか。

　５、遺伝子組み換えパパイヤについて。

　茨、台湾から輸入された遺伝子組み換えパパイヤは

伐採処分されたが、その根拠は何ですか。生産農家へ

の補償はどうなっていますか。

　芋、政府はハワイ遺伝子組み換えパパイヤを来年度

から輸入する方針だが、問題はないですか。問題があ

れば政府に明確に意思表示すべきではありませんか。

　最後に、ＡＴＬ（成人Ｔ細胞白血病）の治療につい

て。

　茨、ＡＴＬはどのような病気ですか。

　芋、患者の実態はどうなっていますか。沖縄に患者

が多いのはなぜですか。

　鰯、適切な治療法はありますか。

　允、シークヮーサー果皮に含まれる新機能成分

「ベータ・カリオフィレン」に抑制効果があると沖縄

科学技術振興センターが発表していますが、その内容

の説明を求めます。

　印、これは画期的な発見であると思います。実用化

は進んでいますか。

　咽、ウイルス感染者に対してこの成果の活用を図る

必要があります。決意を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、米軍基地問題についての御質問の中

で、県民の総意を踏みにじる新たな日米合意について

の御質問にお答えいたします。

　これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得られ

ない移設案を実現することは、事実上不可能である」

と、機会あるごとに申し上げてきたにもかかわらず、

今回、このような決定がなされたことは、まことに遺

憾であります。

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き

普天間飛行場の県外移設の実現に取り組むよう強く求

めているところでございます。

　次に、同じく米軍基地問題の中で、ヘリパッドの建

設と自然遺産登録についてという御質問にお答えいた

します。

　「琉球諸島」が世界自然遺産の国内候補地とされて

いるのは、ヤンバル地域、奄美大島、西表島等、「琉
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球諸島」全体としての自然の価値が総合的に評価され

たためと認識いたしております。

　世界自然遺産の登録に当たっては、その価値が損な

われないよう国内法による保護担保措置として国立公

園化等による保全が必要であると考えております。ヤ

ンバルの国立公園化に向けては、返還予定地を含めた

ヤンバル地域全体の自然環境の状況を勘案して検討さ

れるものと考えております。

　今後も環境省や地元自治体等関係機関と連携を図り

ながら、琉球諸島の世界自然遺産登録に向けて取り組

んでまいりたいと考えております。

　次に、東部海浜開発に係る御質問の中で、東部海浜

開発事業を中止すべきとの意見についての御質問にお

答えいたします。

　泡瀬地区埋立事業は、本島中部東海岸地域の経済活

性化を図るための経済振興策として地元からの強い要

請に基づき進めてきたものであります。また、この事

業は新港地区における港湾整備とも密接に関連してお

り、新港地区東埠頭背後地における企業誘致にも寄与

することから、埋立免許等の変更手続を進めていると

ころであります。免許の許可及び承認がなされ次第、

早期に工事再開できるよう努めていく考えでございま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、基地問題に対し知事の態度を明らか

にすることについてお答えいたします。

　沖縄県には、戦後66年を経過した今なお広大な米軍

基地が存在し、ＳＡＣＯや再編協議の合意に基づく大

規模な基地の返還が実現した後も依然として過重な基

地負担が続く状況にあります。このため、県としまし

ては、日米両政府に対し、あらゆる機会を通じて、本

県の過重な基地負担の軽減を求めるというのが県の基

本的な姿勢でございます。

　次に、日米地位協定の目的と必要性についてお答え

をいたします。

　外務省によれば、「日米地位協定は、日米安全保障

条約の目的達成のために我が国に駐留する米軍との円

滑な行動を確保するため、米軍による我が国における

施設・区域の使用と我が国における米軍の地位につい

て規定したもの」とされております。

　県としましては、外国の軍隊が他国に駐留する際に

は、外国軍隊の地位を明確に規律する必要があるもの

と承知しており、日米安全保障条約によって米軍の駐

留が認められている以上、地位協定は必要なものと考

えております。

　次に、日米地位協定の廃止についての御質問の中

で、１の芋のイ、１の芋のウは関連しますので一括し

てお答えいたします。

　日米地位協定では、米軍に対する施設・区域の提供

手続、我が国にいる米軍人等に対し、出入国や租税、

刑事裁判権や民事請求権などの事項について規定して

おります。仮に、日米地位協定が廃止された場合の米

軍に対する影響は、県として正確に把握しておりませ

んが、日米安全保障条約第６条において米軍が使用す

ることを許されている施設・区域の範囲や管理権が不

明確になること、第17条関連といたしましては、米軍

人等が罪を犯した場合の公務中、公務外の取り扱い等

が不明確になる等が考えられます。

　日米地位協定は、一度も改正されないまま締結から

50年以上が経過しており、安全保障を取り巻く環境や

社会情勢の変化、人権や環境問題などに対する意識の

高まり等の中で、時代の要求や県民の要望にそぐわな

いものとなっていることから、県としましては、日米

両政府に対し同協定の抜本的な見直しを求めていると

ころであります。

　次に、ヘリパッド工事の中止についてお答えいたし

ます。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としましては、

ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の

整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。しかしながら、ヘリパッド

の移設においては、国による環境調査の結果や関係す

る市町村の意向等も踏まえながら、当該地域の自然環

境や地域住民の生活に十分配慮すべきであると考えて

おります。

　次に、ＭＶ22オスプレイの配備についてお答えいた

します。１の允のアと１の允イは関連いたしますので

一括してお答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。防衛省によると、ＣＨ46のＭＶ22への換装

は、老朽化した航空機を同種の新しい機種に更新する

ものとのことであります。沖縄県は、去る２月の沖縄

県軍用地転用促進・基地問題協議会の要請を初め、機

会あるごとにＭＶ22オスプレイの配備の有無を含め、

政府は県民に十分な説明を行うよう求めてまいりまし
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た。お知らせによれば、ＭＶ22オスプレイは、2012年

の遅くから第３海兵機動展開部隊のＣＨ46と代替する

ことになるであろうとされており、同部隊が駐留する

普天間飛行場周辺を初め運用が予想される北部訓練場

等への影響について十分な説明を求める必要があるこ

とから、６月24日質問文書を防衛省に提出し、速やか

な回答を求めたところであります。

　次に、ＣＨ46とオスプレイの違いについてお答えい

たします。

　ＣＨ46とオスプレイの機能等について、防衛省の資

料によると、最大速度は、ＣＨ46が時速267キロメー

トル、オスプレイが時速509キロメートル、搭載人員

はＣＨ46が12名、オスプレイが24名、航続距離はＣＨ

46が676キロメートル、オスプレイが3892キロメート

ルとなっております。

　次に、オスプレイ配備計画の撤回についてお答えい

たします。

　沖縄県としましては、オスプレイが過去の開発段階

において死亡事故を起こしていること等から、県民が

不安を抱いており、十分な情報が示されない現状では

当該配備については反対であります。

　先ほど来答弁いたしておりますように、去る６月24

日、沖縄県は、配備計画の修正を含め、オスプレイの

具体的な運用上の問題等についての質問文書を防衛省

へ提出し、速やかな回答と説明を求めたところであり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、時

間の都合もありますので、嘉陽宗儀君の質問及び質疑

に対する残りの答弁は休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時20分休憩

　　　午後３時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の嘉陽宗儀君の質問及び質疑に対する答弁を

続行いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　米軍基地問題につい

ての中で、国頭村における皆伐の中止についてお答え

いたします。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから、重要であると認識しております。一方、林業

地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に重要

な役割を果たすとともに、木材やキノコ等の林産物の

供給を通して、他産業の振興や県民生活にも寄与して

おります。このことから、ヤンバルの森については、

自然環境の保全と利活用との調和を図ることが必要で

あると考えております。

　国頭村における森林伐採につきましては、国頭村が

村有林の収穫のために行っているものでありますが、

環境保全の観点から、国頭村及び伐採事業者に対し、

収穫伐採方法や保全対策の実施など適切に対応するよ

う指導しているところであります。また、収穫伐採方

法等につきましては、択伐も含め環境保全対策の実施

に向けて関係機関と連携し検討を行っているところで

ございます。

　松くい虫対策の薬剤散布による希少動物への影響に

ついてお答えします。

　松くい虫防除対策の薬剤散布は、公益的機能の高い

保全松林において予防対策として実施しております。

実施に当たっては、薬剤散布開始の前に、散布場所及

び時期について地元公民館へ文書により通知するとと

もに、行政マイクによる呼びかけを行い、また散布区

域内に散布時期を記載した看板等の設置を行っており

ます。

　松くい虫の防除に使用する薬剤は、「毒物及び劇物

取締法」に定義されている「毒物」または「劇物」に

は該当していない「普通物」であり、野生鳥類、水産

動物、昆虫及び土壌生物に及ぼす影響が少ないとされ

ております。

　なお、松くい虫薬剤散布については、国や県の環境

行政機関、市町村及び地元公民館に確認したところ、

現在苦情は寄せられておりません。今後とも情報収集

に努めてまいります。

　遺伝子組み換えパパイヤの中で、伐採処分の根拠と

補償についてお答えします。

　国は、「カルタヘナ法」第10条に基づき、生物多様

性への影響を防止するため、遺伝子組み換え生物等の

回収や使用等を中止することを命ずることができると

しています。また、「カルタヘナ法」に基づく未承認

遺伝子組み換えパパイヤの伐採処理に伴う損失につい

ては、補償の規定はないとの説明をしております。し

かしながら、生産農家からは、平成15年に同法律が制

定されてから約８年の間、遺伝子組み換えパパイヤの

検査方法が確立されていないことから、国内侵入防止

対策の強化や伐採に伴う補償を求める意見がありま

す。このため、県は、５月と６月に農林水産省や関係

機関等に対し早急な原因究明、検査技術の確立と技術

移転、国内侵入防止対策の強化、伐採処理に伴う補償

など「カルタヘナ法」の運用の見直しを含め、抜本的

な対策を講じるよう国に強く要請したところでござい
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ます。

　県としては、パパイヤ生産農家に対する補償につい

ては、国が行う必要があると考えておりますが、パパ

イヤの生産振興を図る観点から、緊急的に伐採作業と

苗の配布など関係機関等と連携してパパイヤ生産農家

の経営安定に取り組んでまいります。

　ハワイ産パパイヤの輸入についてお答えいたしま

す。

　ハワイ産遺伝子組み換えパパイヤについては、平成

16年にハワイパパイヤ産業協会から「カルタヘナ法」

に基づいて申請がなされ、平成22年に国の「生物多様

性影響評価検討会」において、生物多様性への影響が

ないとの判断がされております。

　食品としての安全性については、国の「食品安全委

員会」において評価がなされ、平成21年に人の健康を

損なうおそれがないものと判断されております。現在

は、食品表示に関して消費者庁において検討が進めら

れていると聞いております。

　県としては、今後とも遺伝子組み換えパパイヤの輸

入動向等について注視していくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　東部海浜開発事業に

ついての中で、埋立用途変更に関する審査の内容につ

いてお答えいたします。

　審査の内容は、公有水面埋立法の審査基準である国

土利用上適正かつ合理的なこと、環境保全及び災害防

止につき十分配慮していること、埋立地の用途が港湾

計画等の上位計画に違背していないこと、埋立地の用

途に対する公共施設の規模や配置が適正なこと、埋立

地の処分計画や予定対価が適正なこと、出願人の資金

力に問題がないことの６つの項目となっております。

　同じく東部海浜開発事業で、適切な審査が行われて

いるかについてお答えいたします。

　公有水面埋立の審査に当たっては、港湾管理者の長

である知事として実施しております。また、審査は法

律に基づく基準に沿って実施し、変更申請書を公告・

縦覧して一般利害関係者の意見を聴取するとともに、

海上保安庁や地区税関等の関係機関及び地元市町村へ

の意見照会等を行っております。これらの意見を踏ま

えた上で、埋立地の用途変更の必要性や環境保全への

配慮等について適切に判断しております。

　同じく東部海浜開発事業で、東日本大震災を受けた

液状化等の対策についてお答えいたします。

　泡瀬地区埋立事業の液状化については、当該埋め立

てに用いる土砂が主に新港地区のしゅんせつ土砂で、

その多くは液状化しにくい粘性土でありますが、埋め

立て完了後に土質調査を実施し、想定される地震動に

対し解析を行い、液状化すると判定された場合には、

適切に対応する考えであります。また、津波について

は、今回の震災を受け、「中央防災会議」や「国土交

通省交通政策審議会港湾分科会」等において地震・津

波対策を検討しているところであり、これまでのハー

ド整備中心の考えからハード・ソフト両面から成る総

合的対策の確立が求められております。

　県としては、これまで想定しなかった大津波におい

ても人命は守られるよう避難場所や避難経路の確保な

ど、国・沖縄市と連携し対応していきたいと考えてお

ります。

　なお、沖縄総合事務局が県内主要港湾において、総

合的な津波対策の方針をまとめるために設置した「地

震・津波防災対策検討協議会」に沖縄県も委員として

加わり、地震・津波対策の検討を行うこととしていま

す。

　同じく東部海浜開発事業で、経済的合理性のある計

画と判断した根拠についてお答えいたします。

　県としましては、控訴審判決を踏まえた経済的合理

性の有無については、収支の見通しが統計データや調

査報告書等、根拠を有する資料を基礎としたものに

なっているかどうかなどで判断されるものと考えてお

ります。沖縄市が作成した土地利用計画見直し案は、

入域観光客数や各種施設の需要予測、施設規模等につ

いて、各種統計データや調査報告書及び類似施設の事

例等をもとに算出されております。したがって、算出

方法は根拠をもって整理されており、妥当性を欠くも

のではないことから、控訴審判決を踏まえた経済的合

理性を有するものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育問題についての御質問

で、次期編成整備計画についてお答えいたします。

　県教育委員会といたしましては、「沖縄21世紀ビ

ジョン」を踏まえ、先見性に富み、グローバルな視点

で沖縄の発展を支える人材の育成を目指して、平成24

年度からの次期県立高等学校編成整備計画を策定して

まいります。

　次に、編成整備計画の総括等についてお答えいたし

ます。

　現在の県立高等学校編成整備計画の実施において

は、社会のニーズや変化を見据え対応してまいりまし



－ 211 －

た。現在、策定中の次期編成整備計画におきまして

も、現計画の課題や国の動向、本県の社会状況の変化

を踏まえるとともに、地域や生徒・保護者の意見の反

映に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育問題に関する質問の

うち、私立学校への助成の実態と今後の方針について

お答えいたします。

　県内私立学校は、建学の精神に基づく特色ある教育

を実践し、本県の人材育成に多大な貢献をしておりま

す。県では、私立学校が公教育に果たす役割の重要性

にかんがみ、かねてより私立学校の運営費や伝統文化

教育など特色ある教育を行う学校に対する助成を行っ

ており、平成23年度当初予算においては、31億9860万

円を措置しております。また、現在国に対し、新たな

沖縄振興のための制度として、私立学校の老朽化施設

の改築に係る支援制度の創設を提言しているところで

あり、今後とも県内私立学校の振興に努めてまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　沖縄市北部の産業廃

棄物に係る問題についての御質問の中で、廃棄物が高

く積み上げられていることについてお答えいたしま

す。

　当該事業者が設置している最終処分場は、埋立処分

が終了した安定型区域及び管理型区域と、供用中の管

理型区域の３区域であります。当該処分場に搬入され

た廃棄物は、焼却処分や供用中の管理型区域で埋立処

分がなされており、埋立処分が終了している安定型区

域及び管理型区域では、新たな廃棄物の埋立処分は行

われておりません。管理型最終処分場が高くなってい

るのは、当該事業者が県の警告書や改善命令を受け、

改善作業の一環として一時的に積み上げたためであり

ます。

　県としましては、今後とも早期に問題を解決できる

よう、当該事業者の指導を強化していきたいと考えて

おります。

　同じく沖縄市北部の産業廃棄物に係る問題に関連し

て、事業者に対する警告、改善命令及びその効果につ

いてお答えいたします。

　県では、当該事業者に対し、平成16年12月に警告書

を発し、安定型最終処分場の改善を指示しておりま

す。また、平成22年10月には、管理型最終処分場の超

過廃棄物を適正に処理するよう改善命令を発しており

ます。

　当該事業者においては、改善命令などを受け、安定

型区域については改善に向けた計画を策定し、本年７

月末までに改善すべく作業を進めております。管理型

区域については、安定型区域の改善が終わり次第、本

格的に作業を開始することとなっております。現在、

当該事業者においては、自社施設での焼却処分、関連

企業や県外搬出による委託処分などを進めております

が、結果的に十分進んでいない状況があります。この

ため当該事業者においては、新炉を設置し８年以内に

超過廃棄物を処理するという誓約書を沖縄市に提出

し、計画を進めている状況であります。

　次に、北谷の返還跡地の汚染土壌等の搬入経緯につ

いてお答えいたします。

　キャンプ桑江北側返還跡地で見つかった汚染土壌等

については、アスベストや鉛などの有害物質を含んだ

建築廃材などであることから、県はこれまで処理方法

について沖縄防衛局と調整を行ってきております。ま

た、３月14日に沖縄防衛局から３月中に汚染土壌等を

地区外へ搬出したい旨の相談があり、県としまして

は、土壌汚染対策法及び廃棄物処理法の基準に沿った

地区外への搬出方法及び保管方法について指導助言を

行っております。その後、４月21日に沖縄防衛局から

沖縄市内への搬出、そして保管しているとの事後報告

を受けたことから、県としましては、保管場所での状

況等について現場確認を行い、沖縄市を初め関係機関

への報告・確認、適切な管理及び早期の搬出・処理を

行うよう指導を行ってきたところであります。

　次に、同じく北谷の返還跡地からの廃棄物保管基準

違反についてお答えいたします。

　アスベスト含有産業廃棄物の保管基準につきまして

は、周囲に囲いがあること、掲示板を設置すること、

保管している廃棄物の飛散・流出・地下浸透などの防

止策を実施することなどがあります。

　本件につきましては、現地調査の結果、保管基準が

満たされており、県としましては、適正に撤去される

までの間、監視指導を行っていく考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　成人Ｔ細胞白血病に

ついてお答えします。

　成人Ｔ細胞白血病とは、血液のがんである白血病の

一種で、ヒトＴ細胞白血病ウイルスいわゆるＨＴＬ
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Ｖ-１の感染により発症するとされています。感染経

路は母乳を介しての乳児への感染がほとんどであり、

感染後は40年以上の潜伏期を経て発症します。ヒトＴ

細胞白血病ウイルスキャリアのうち５％程度が生涯に

おいて成人Ｔ細胞白血病を発症するとされています。

　続きまして、成人Ｔ細胞白血病患者の実態等につい

てお答えします。

　患者数については、全国の中でも沖縄及び南九州で

の発生が多くなっており、沖縄県がん登録事業のデー

タによりますと、県内では年間70人から90人程度の患

者が発症しております。年代としては高齢者に多く、

約半数が70歳以上となっており、男女による差は認め

られておりません。

　沖縄及び南九州に患者が多い理由は不明ですが、こ

の原因ウイルス自体は古くから人類と共存してきたも

のとされています。

　続きまして、適切な治療法についてお答えします。

　現在のところ、標準的な治療法は確立されておりま

せんが、抗がん剤による化学療法などが行われており

ます。最近では、抗がん剤と併用して骨髄移植が成績

を上げているとの報告があります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ＡＴＬ（成人Ｔ細胞白血

病）の治療に関連して、シークヮーサー果皮に含まれ

る成分の抑制効果についてお答えします。

　シークヮーサーの果皮に含まれる新機能成分「ベー

タ・カリオフィレン」に関する研究は、財団法人沖縄

科学技術振興センターが沖縄県の補助を受け、大分大

学医学部及び琉球大学農学部などとの連携により実施

されたものであります。大分大学医学部では、「ベー

タ・カリオフィレン」が成人Ｔ細胞白血病ウイルスの

感染細胞を抑制するという結果が得られたことから、

創薬等への産業化を踏まえ、琉球大学と共同で平成22

年９月に特許出願を行っております。

　次に、成果の実用化とその活用について一括してお

答えいたします。

　本事業の研究成果は、「ベータ・カリオフィレン」

が成人Ｔ細胞白血病を抑制する可能性があることを発

見したもので基礎的な研究の段階であります。当該成

分がＡＴＬの治療薬として活用されるためには、製薬

企業のもとで薬理学的研究、毒性研究などの基礎研

究、動物を対象とした非臨床試験、人を対象とした臨

床試験を経て、有効性、安全性及び品質を検証し、そ

の後、厚生労働省の審査・承認を得る必要がありま

す。

　県としては、研究成果の実用化に向けて、琉球大

学、財団法人沖縄科学技術振興センターなどの関係研

究機関との連携を図り、継続して研究が実施できるよ

うフォローアップ等に努めてまいりたいと考えており

ます。

　以上です。

○嘉陽　宗儀君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時８分休憩

　　　午後４時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　嘉陽議員のおっしゃってお

りますこの矛盾云々の言葉が私はよくわかりません。

この矛盾という言葉がですね。といいますのは、これ

までも我々は学力向上を最重要課題といたしまして取

り組んできた経緯があります。ですから、これまでも

そうだし、これからもそうであるということで、この

矛盾するものになっているということは私はそう思っ

ておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　再質問します。

　１つは、基地問題について、知事に、私がさきの日

米合同委員会の２プラス２の通達の態度は沖縄県民の

総意を力ずくで踏みにじるものであるんだが、知事の

認識を伺いたいということを聞きましたので、知事の

認識だけちょっと答えてください。どう思うか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時12分休憩

　　　午後４時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問が踏みにじるも

のかどうかという御質問だとすると、それに対して踏

みにじる、踏みにじらないという答弁はできるかでき

ないかよくわかりません。

　先ほどこの質問に答えたとおりなんですが、もう一

度申し上げましょうか。これまで日米両政府に対し、

「地元の理解を得られない移設案を実現することは、

事実上不可能である」と、機会あるごとに申し上げて

きたにもかかわらず、今回、このような決定がなされ

たことは、まことに遺憾であります。

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き
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普天間飛行場の県外移設の実現に取り組むよう強く求

めているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　どう取り組むかというのを聞いたん

じゃないんですけれども、まあいいです。

　さらに基地問題を聞きますけれども、６月30日、米

上院歳出委員会は、在沖海兵隊のグアム移転費を全額

削除しました。これは、明確にＳＡＣＯ合意の破綻を

示すものであり、県民の負担軽減どころか、今のまま

では世界一危険な普天間基地が固定化されることにな

ります。この際、知事は改めて県民の意思を明確に日

米両政府に表明すべきです。決意を伺います。これま

で県民意思を尊重して、辺野古は事実上不可能だ。し

たがって県外だと頑張っておられることは極めて重要

だと考えます。現在、知事を先頭とする辺野古移設反

対への県民運動が日米両政府を追い詰めています。

　かつて沖縄の復帰闘争が島ぐるみの運動として発展

する中で、日米両政府は県民の戦いを分断するため

に、さまざまな攻撃をしてきました。復帰をすると芋

とはだしになるとか、教育権やさまざまな分離返還論

などを振りまいてきました。それに対して沖縄県民

は、屋良朝苗主席を先頭に団結し、さまざまな分断攻

撃や懐柔策をはね返して不可能と言われた施政権の返

還をついに実現させました。まさに歴史的な偉業で

す。県民の総意である世界一危険な普天間米軍基地の

一日も早い返還のために、現在、知事には、屋良主席

が果たしてきた役割を引き受けて頑張ることが歴史的

に求められていると思います。歴史は繰り返されると

よく言われます。県民の辺野古移設反対の闘いが前進

する中で、一部に県民の闘いを分断し、日米両政府を

側面から支援するかのような新たな移設論という歴史

の逆流も生じています。しかし、これは大きな歴史の

本流の中で泡沫として消え去る運命にあります。

　今、重要なことはそのような動きに左右されず、県

民総意の立場で確固として知事が頑張ることです。知

事の奮闘が米軍普天間基地問題を解決し、歴史を動か

した政治家として歴史に大きく刻まれることになりま

す。

　改めて知事の決意を伺います。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時16分休憩

　　　午後４時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私の考えは、先ほどから申

し上げているとおりでございまして、普天間の危険性

を一日も早く除去し、一日も早く移設、そして返還を

実現するということでございまして、今、嘉陽議員の

言われた屋良先生とか復帰運動のころのあのうねりと

いうものは抜きにしましても、私のほうは再三申し上

げてきましたように、今の辺野古というのは事実上不

可能だと。したがって、県外を求めていったほうが断

然早いですよという私の県外への主張をしっかりと両

政府に申し上げていきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　知事の決意はたびたび聞いているん

ですけれども、今のように県外移設を求めるという路

線も必ず破綻せざるを得ない。やはり、歴史の審判

は、普天間基地は即時無条件撤去せよ、こう行くしか

ないと思うんですよ。ただそれまでにはいろいろ過程

があるので、そこに到達するまでに我々としては頑張

る必要がありますけれども、知事も少なくとも見通し

としてはそうならざるを得ないということは頭の片隅

には入れていてください。これは答弁要りません。

　それから、次に、ＡＴＬについて聞きます。

　先ほどの部長の答弁を聞きますと、70人から90人が

発症しているということでしたけれども、県独自に実

態調査をしているんですか、この問題について。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　先ほど申しましたよ

うに、がん登録というのがありまして、それで患者数

を把握して70人から90人程度の年間の発症者がいると

いうふうに調べております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　今の部長の答弁を聞いて非常にびっ

くりしています。これを今、インターネットで調べて

みたら、全国的に国会でも大問題になっていて、九州

だけでも毎年500人以上死亡しているというニュース

になっていますけれども、しかもその九州でも大半は

沖縄だと。風土病ですよ、風土病。だからそれから見

たら先ほどの部長の答弁は、本当に実態を反映してい

ない中身になっている。それについては一般のがん患

者扱いじゃなくて、ＡＴＬということで今九州各県と

もさまざまな取り組みをしているんですよ。県はＡＴ

Ｌについて独自の取り組みをしていますか、これ。部

長、明解に。県として独自の取り組みをしています

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＡＴＬは、一般的に

古くから沖縄とか南九州地域に多いものなんです。そ
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れで感染経路は、通常母乳感染が主だと言われており

ます。その母乳感染に関して産婦人科で検査して、そ

れなりに対応を妊婦と相談してやっていくということ

です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　今、国を挙げてこれは重要だという

ことで、国会でも実は決議をされています。有効な治

療薬がないと。例えば前の宮城県知事が頑張って、治

療薬についてはまだ承認されていないけれども、早目

に承認するようにという取り組みをしていますね。だ

から、国会でも国会決議さえもやっている。それが各

都道府県にも具体的にこの対策をとりなさいという指

示も厚労省から出ている、私の調査では。そういうこ

となんですよ。特に沖縄は何もやっていないような感

じがするもんだから、あえて今回この議会で問題にし

ました。

　私が調べてきましたら、九州に多いということで、

九州各県とも独自に対策をとっています。ここに鹿児

島のものを１つ調べてきましたけれども、これは「鹿

児島ＡＴＬ制圧10カ年計画」、その実践での報告書が

あるんですけれども、これを見たら、1977年からやっ

ていて「鹿児島ＡＴＬ制圧10カ年計画」ができたため

に、母子感染を５％以内に抑えるとか、発症した場合

でも抗がん剤を含めてさまざまな治療方法をやって、

毎年減らしてきているということで、福岡もそうです

し、熊本もそうですし、長崎もそうですし、あちこち

このＡＴＬについては本当に大変な病気だと。しかも

治療薬がないという状況で非常に深刻な事態になって

いるのに、がん調査のついでにこれだけの人数でした

というのでは、担当部長としてやっぱり問題があると

思うんですよ。今後、やはり沖縄県民がこの問題で苦

しんでおられる。しかも、私どもの周りで見たらあれ

はどうもＡＴＬで亡くなったんじゃないかと思われる

人たちがたくさんいるんですよ。しかも、発症したら

余命３カ月。しかも、どんな治療をしても２カ年以内

に命を絶たれるという恐ろしい病気ですよ。しかも、

沖縄が非常に多いというのであれば、沖縄県として本

腰を上げて感染経路も母子感染はっきりしています

し、それから鹿児島とかよその県では乳児のときに

ちゃんと精密検査をして、菌をウイルスを持っている

かどうかということも全部やっているんですよ。とこ

ろが、沖縄はやっていない。だから、発生も少ないよ

うに言っているけれども、実際上はこれという病気を

わからずに亡くなるという方が非常に多いと思うんで

すよね。だから、そういう意味で改めて私、この問題

を取り上げてどうしても何とかしたいという思いが

あって提起しますので、ぜひこれは改めて実態調査を

して、しかも40年から50年というわけですから、風土

病で。沖縄の経済状況が苦しい中で、40年、50年前に

感染したのが今発症して、しかも発症したらこれは致

命的な問題で、例えば骨髄移植で前宮城県知事は治っ

たけれども、これがお年寄りだったら骨髄移植もでき

ない、60歳以上だったら手術できない。結局は今治療

薬もない、ほったらかしでしょう。だから、こういう

のは医療行政としてはあってはならないと思うんで

す。それで、私、この問題に興味を持って調べてみま

したら、非常に勇気の出るような話で、シークヮー

サーの「ベータ・カリオフィレン」ががんを抑える力

を持っていると。これは大分大学の医学部の先生と琉

大の農学部の先生がやりましたけれども、私、直接話

をしました。非常に有望で、国のほうも今この承認を

持っているけれども、沖縄にあるじゃないかと。シー

クヮーサーのそのアロマの成分でそれで治療に大きな

効き目があるという実践的になっているわけだから、

少なくとも県として企画部も含めて、今この沖縄県で

生み出したこの治療薬にもっと光を当てて普及してい

く必要があると思うんですよ。よその県の治療対策を

見たら、要望はあるけれども治療がないんですよ、治

療が、抗がん剤だけで。ところが、これは普通の抗が

ん剤では効かない、この白血病は。ところが、沖縄だ

けはシークヮーサーのおかげでこれから新しい計画を

つくれば、沖縄独自の抑制効果がつくり出せると、こ

れが明らかになれば多くの県民が希望を持つんです

よ。そういう面では、ぜひこの問題について知事も含

めて重視をして取り組んでほしいと思うんですけれど

も、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＡＴＬの抗体陽性率

は、献血者の状況を調べているのがあるんですけれど

も、昭和63年、8.3％のキャリア率だったんですけれ

ども、平成19年には0.5％、平成22年度には0.3％と既

に減少してきているんです。

　それともう一つ、先ほどから話しましたようにこれ

は母子感染なんですね。しかも母乳が主な要因だろう

と言われています。そういうことで、御説明のあった

国の指針等も新しい考え方等も示されたりして、去年

も専門家を集めて検討会を行ったりしました。その中

で母乳をどう取り扱うかというのは極めて重要な課題

ですので、なかなか軽々しくこうだというふうには言

えないところがあります。

　それと効能効果に関しては、一定の手続を経ないと

公然と言うレベルには、今のところは試験管レベルの
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話だと思いますので御理解いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　今、感染者がどれだけいるかという

問題については、これは少なくとも本格的に母子検査

を含めてやればもっと網に引っかかってくるのに、ほ

とんどそれが素通りされている。ここに大きな問題が

あるという問題意識です、私は。だから今までの検査

の方法だけではなかなか数字は上がらんでしょうけれ

ども、ただ客観的に政府も、それから九州各県の話で

も沖縄が一番多い、九州の半分以上は沖縄じゃないか

というこういうデータでしょう。ところが、肝心の沖

縄ではそれをつかんでいない。よそのほうでは10カ年

計画とかいろいろ計画を持ってそれを撲滅する、そう

いうことまでやっているけれども、とにかく治療法が

ない。沖縄はさっき言ったシークヮーサーを含めて沖

縄県民の白血病治療という面ではこの有望な展望があ

るわけだから、それを最大限活用して制圧するという

展望はぜひしっかり示してほしいと思うんですが、い

かがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が言われるその

研究につきましては、これは平成20年から22年にかけ

てマリンバイオ資源の利活用事業というふうなもので

やられたものでございますけれども、一定の成果が出

たわけでございますけれども、先ほど福祉保健部長の

ほうからもございましたけれども、これの実用化には

まだ少しこの研究を続けていかなきゃならない状況も

ございます。

　県としては、継続して研究ができるような形でフォ

ローアップを今後また続けていきたいというふうに思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この沖縄の亜熱帯性の気候というの

は、非常にいろんな有用生物が発見されていますけれ

ども、これはシークヮーサーだけじゃなくてモズクに

も含まれているとかいうふうにどんどん出ています

ね。だからそういう意味では、本当に沖縄の自然の有

効性活用を図っていけば、沖縄でこのＡＴＬの克服と

いうのは九州の中でも先進県になる可能性を非常に秘

めていますから、知事として決意して、ぜひ沖縄も少

なくとも他府県に劣らないように計画をつくって、そ

の誘致対策のために頑張ってほしいと思うんですけれ

ども、決意を聞いて終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時30分休憩

　　　午後４時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽議員のお話で大変勉強

させていただきましたが、まことに恐縮ですが、今、

福祉保健部ともう少し詰めて今のＡＴＬの克服、撲滅

といいますか、今それに取り組んでいるつもりではい

るんですが、おっしゃるように、まだやりようがある

んじゃないかと。しかもその治療薬の手がかりが沖縄

にあるのではないかという御指摘を受けて、これは総

合的にもう少し腰を据えて一歩でも二歩でも前へ進め

られるのではないかとも思います。

　ですから、ちょっとこれはもう一度この御意見を受

けて少し専門家も含めて研究させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　こんにちは。

　社大・結会派の比嘉京子です。

　緒言を述べさせていただき、一般質問を行います。

　まず初めに、昨年の６月議会を振り返ってみます

と、私は、一つのテーマのみで初めて質問をいたしま

した。それは、基地と経済というテーマでした。その

理由は、本県の発展の妨げとなっている最大の原因は

基地であり、基地による不利益が多大であるという認

識からでした。

　しかしながら、きょうの朝本県のホームページを見

てみましてもこのような発信はなく、むしろ基地収入

の割合は減っているが、額としては依然として大きい

という発信です。

　基地から派生する諸問題は、議会の質疑の中のかな

りの割合を占め、そのことによって議員も執行部も多

くの時間を割いています。基地は、人権問題であると

同時に雇用・経済問題である。もちろんその他の環境

問題等さまざまあります。そういう観点からの質問で

した。

　私は、本県が基地によって不利益をこうむっている

すべての事項を数値化し、可視化すべきではないかと

考えて昨年の質疑をいたしました。その後、県議会事

務局の試みの試算を初めとして嘉手納以南の返還予定

地の雇用・経済効果の数字が明らかになりました。私

は、これから嘉手納以北の試算も必要であると考えて

います。

　21世紀ビジョンは、基地のない沖縄を描いていま

す。この１年間の試算はほんの一歩にすぎません。基

地あるがゆえの不利益を数字により可視化すること

は、まだまだ多くの項目が残されています。それと同

時に、戦後強制的に接収され、今日まで損失、いわゆ
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る逸失利益をも算出すべきであります。そして、政府

を初め全国民への周知を図ることが急務ではないかと

考えています。そのことを今日まで怠ってきたことこ

そ反省しなければならないんではないでしょうか。な

ぜなら、いまだに全国知事会や議長会でさえ、沖縄は

基地と引きかえに財政的な優遇を受けている。さら

に、沖縄は基地がなくなるとやっていけるのか、本音

は基地が必要ではないか、基地反対というのは建前

で、より以上の予算を引き出すためにごねているだけ

ではないかという誤った認識があることは否定できま

せん。

　数字は人を説得するのに大いなるツールでありま

す。ホームページは、県の窓として見解を訴える最

大、最強の手段ではないでしょうか。重要性を再確認

し発信するよう要望いたします。加えて、最低でも日

本語、英語の発信をお願いしたいと思います。

　では一般質問を行います。

　まず１番目、観光行政について。

　茨、2009年の「ミシュラン・グリーンガイド・ジャ

ポン」では川平湾が三つ星に、石垣島が二つ星にラン

クされています。さらに2010年、世界最大の旅行ガイ

ドブック（ロンリープラネット社）の「知られざる

島々」部門で八重山諸島が世界第３位に評価されてい

ます。八重山の世界的評価をどのように生かしていく

のか、施策を伺います。

　芋番目に、毎年実施している観光客の満足度調査に

ついて伺います。

　その目的について。

　そして、その結果はどのように活用されているの

か。

　そして、その満足度を高める施策は行われているの

かどうかお伺いしたいと思います。

　２番目に、教育行政について。

　茨、学校図書館司書について多くの質疑がありまし

た。

　ア、私は、学校図書館司書の専門性や役割、必要性

をどのように認識しておられるのか伺います。

　イ、今年度の採用試験における図書館司書の位置づ

けはどうなっているのか伺います。

　ウ、本県では財政難を理由に20年以上にわたり司書

を採用してこなかったわけですが、学力を初めとして

児童生徒へ与える影響について調査・分析したことが

あるかどうか伺います。

　芋、幼稚園教育における人的配置について。

　ア、本県の幼児教育振興アクションプログラム――

実施期間が平成22年から23年度――によると、「職員

配置の改善」を明記しております。その進瀧状況につ

いて伺います。

　イ、「（特に臨時的任用教員の学級担任の抑制）に

努める。」と明言をしていますが、それが改善されて

いるかどうか伺います。

　３番目、病院行政について。

　茨、2010年度決算の黒字の要因と評価について伺い

ます。

　芋、経営健全化へのさらなる課題とは何か伺いま

す。

　鰯、病床の休床状況について伺います。

　ア、休床の過去３年間の推移を示されたい。

　イ、休床に対する認識と対策をどう考えておられる

のか伺います。

　ウ、休床が解消されると、１年間の診療報酬は幾ら

ぐらい増額するのか伺います。

　允、中部病院の７対１体制の実施状況と課題につい

て伺います。

　印、コメディカルの人員不足は深刻な状況にあると

認識しておりますが、次の点を伺います。

　ア、コメディカルの必要人員は何名か。

　イ、人員を確保するためにどのような方策を考えて

おられるか。

　ウ、必要な人員を確保することでどのような成果が

期待できるのか伺います。

　咽番目に、ＤＰＣ機能評価係数Ⅱに見る県立病院の

評価についての認識を伺います。

　４番目に、福祉保健行政について。

　茨、看護師養成について伺います。

　ア、医療以外も含めた看護師の需給見通しについて

伺います。

　イ、浦添看護学校民間移譲採決時における動議――

５つあったと思いますが――の進瀧状況について伺い

ます。

　ウ、県の修学資金の給付状況と他の機関の奨学金の

給付状況の動向について伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉京子議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、観光行政に係る御質問の中で、世界的

なガイドブックで八重山が評価されたことの活用施策

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　ミシュランやロンリープラネット社が発行する旅行

ガイドブックは世界的に著名であり、非常に高い影響
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力を持っていると認識をいたしております。これらガ

イドブックにおいて八重山諸島が評価されたことによ

り、世界に向けて八重山の魅力が大きく発信されたも

のと考えております。

　沖縄県といたしましては、この評価を最大限活用し

沖縄の観光誘客につなげるため、先日発売されました

「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン2011」にお

いて川平湾の風景を生かしました沖縄観光に関する広

告を行ったところであります。今後とも、海外の旅行

博への出展や海外メディアの招聘、そして沖縄観光情

報ウエブサイト「おきなわ物語」等によりまして情報

発信を積極的に行ってまいりたいと考えております。

　同じく観光行政に係る御質問の中で、満足度調査の

目的は何かという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県の実施いたしております観光客満足度調査

は、観光客を対象に沖縄観光に対する満足度や潜在的

なニーズを把握することを目的といたしております。

具体的には、最も印象に残った活動や観光施設、宿泊

施設などに対する満足度について、年代別、年収別や

目的別などさまざまな角度から調査を実施いたしてお

ります。

　なお、平成21年度に実施いたしました調査におきま

しては、旅行全体に対し「満足」または「やや満足」

と答えた割合は96.6％に達しており、観光客からそれ

なりに高い評価を得ているものと認識いたしておりま

す。

　次に、病院行政に係る御質問の中で、平成22年度決

算の黒字要因と評価についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　平成22年度は、繰入金の増額による支援、そして診

療報酬改定、さらには南部医療センター・こども医療

センターでの７対１看護体制の導入、入院患者数の増

加などによりまして収益が増加した一方で、給与費な

どの伸びを抑制したことにより利益が拡大したと考え

ております。

　病院事業におきましては、将来長きにわたって安定

した経営を維持するためにはさらなる改革を進める必

要があると考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光行政に

ついての中で、満足度調査の結果の活用についてとの

問いにお答えいたします。

　沖縄県では、満足度調査の結果を分析することによ

り、沖縄観光の課題の抽出や対応方策の検討など施策

立案の基礎資料として活用しております。また、観光

産業や関係団体における満足度向上に対する取り組み

を促進するため、調査結果について説明会を実施して

おります。さらに、概要をまとめたパンフレットを作

成し、一般県民の観光に対する理解の促進に努めてい

るところです。こちらが満足度調査の基礎資料であ

り、これが概要をまとめたパンフレット版でございま

す。（資料を掲示）

　続きまして、満足度を高める施策についての問いに

お答えいたします。

　沖縄県では、調査結果をもとに観光客からの要望が

高い自然環境の保全について、市町村との連携による

地域の観光資源の利用ルールの策定や環境に配慮した

木道等の整備を推進し、持続可能な観光地づくりに向

け取り組んでおります。また、前回の調査と比較して

満足度が向上した「文化体験」や、「スポーツ・レ

ジャー」につきましては、さらなる魅力の向上に向け

て、新たな文化資源を活用した観光メニューの開発や

スポーツ・ツーリズムの推進などに取り組んでおりま

す。

　一方、平成22年度に実施しました外国人観光客に対

する満足度調査におきましては、外国語対応能力や案

内表記、両替の利便性などに対する要望が挙げられて

おります。そのため、地域限定通訳案内士の拡充や多

言語による観光案内表示板の設置、携帯端末による多

言語観光案内、銀聯カード端末の整備など、外国人観

光客に対する安全・安心・快適なサービスが提供でき

る観光地づくりに取り組んでいるところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、学校図書館司書の専門性等についてお答えいたし

ます。

　学校図書館司書は、図書館サービスの提供及び学校

図書館庶務・会計等に従事しているものでございま

す。これまで本県学校図書館の活性化に果たしてきた

役割は大きなものがあると考えております。

　学校図書館法の改正により、平成15年度以降、学校

図書館の専門的職務を担当させるため司書教諭が配置

され、現在は、学校図書館司書と連携して学校図書館

活動の充実に取り組んでおります。

　次に、学校図書館司書の位置づけについてお答えい

たします。
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　本年度、人事委員会が実施する県職員採用中級試験

において、新たに「学校事務Ⅱ」の試験区分を設け、

司書資格を有する事務職員として採用する予定であり

ます。

　次に、児童生徒への影響調査等についてお答えいた

します。

　これまで学校図書館司書を採用しなかったことによ

る児童生徒への影響について、調査したことはござい

ません。

　次に、職員の配置改善等についてお答えいたしま

す。２の芋アと２の芋イは関連しますので一括してお

答えいたします。

　県教育委員会といたしましては、平成22年３月に

「沖縄県幼児教育振興アクションプログラム」を策定

いたしまして、各市町村と連携して職員配置の改善を

図ってきたところでございます。学級担任の本務教員

は、平成22年度が59.5％、平成23年度は60.2％と改善

されております。また、副園長等の配置は、平成22年

度が47.9％、平成23年度は54％と改善されておりま

す。

　今後とも「沖縄県幼児教育振興アクションプログラ

ム」に基づき、市町村へ「幼児教育政策プログラム」

の策定を促してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　病院行政についての

御質問の中で、経営健全化の課題についてお答えいた

します。

　病院事業においては、診療報酬改定への柔軟な対

応、医師、看護師等の安定的確保、企業債等借入金の

縮減、給与体系の見直し等が経営上の課題と考えてお

ります。

　今後とも持続的な経営の健全化のため、これらの課

題に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、休床に対する推移と認識等についてお答えい

たします。３の鰯のアと３の鰯のイは関連しますので

一括してお答えします。

　看護師不足による休床は、中部病院で平成21年２月

より52床、南部医療センター・こども医療センターは

平成19年11月から14床となっております。休床してい

る病床の再開については、看護師確保の見通し、経営

への影響、地域の医療環境等を踏まえて検討していき

たいと考えております。

　次に、休床解消による診療報酬についてお答えいた

します。

　中部病院と南部医療センター・こども医療センター

の休床再開による収益について試算すると、中部病院

において年間約６億3000万円、南部医療センター・こ

ども医療センターにおいて年間約１億4000万円の収益

が見込まれます。

　次に、７対１看護体制の実施状況と課題についてお

答えいたします。

　中部病院では、7対１看護体制に必要な看護師を配

置して、ことし５月から実施しております。

　７対１看護体制を円滑に運用していくためには、看

護師の確保と定着を図る必要があることから、病院事

業局としては、新任看護師の教育・指導の充実や育休

者等の補充に努めていきたいと考えております。

　次に、コメディカルの必要人員と確保についてお答

えいたします。３の印のアと３の印のイは関連します

ので一括してお答えします。

　病院事業局においては、地域の医療ニーズにこたえ

る観点から医療提供体制を整備してきたところであ

り、コメディカル職員については、病院現場の業務量

等を考慮して平成23年度の定数を297名とし、職員を

配置しております。

　コメディカルの人員体制については、医療提供体制

の充実と経営への影響等を考慮する必要があることか

ら、今年度、局内に人員体制検討チームを設置し検討

を進めているところであります。

　次に、人員確保の成果についてお答えいたします。

　コメディカルで必要となる人員数については、今

後、患者への医療提供の内容や業務量、病院で取得す

る施設基準の種別等を考慮して検討していくことか

ら、現時点で経営への影響等の成果を見込むことは困

難と考えております。

　次に、ＤＰＣ機能評価についてお答えいたします。

　救急医療や僻地医療、周産期医療、災害医療などの

医療機能の提供状況を指数化したＤＰＣ機能評価係数

Ⅱについて、平成23年３月の係数を全国等と比較する

と、県立病院の平均0.0287に対し、県立を除く県内の

平均は0.0249、全国の平均は0.0224となっており、県

立病院の係数が高くなっております。

　機能評価係数Ⅱから見ると、県立病院は地域の中核

的な基幹病院として高く評価されているものと認識し

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉保健行政につい

ての中の、医療以外も含めた看護師の需給見通しにつ
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いてお答えいたします。

　平成23年１月に公表した「第七次看護職員需給見通

し」は、医療機関のみならず介護保険関係や社会福祉

施設等をも含めたものとなっております。同需給見通

しでは、需要に対する供給の不足数は平成23年が約

500人、最終年の平成27年が約200人になると見込んで

おります。その内容としては、７対１の看護体制等に

よる需要の増加見込みがある一方、名桜大学、ぐしか

わ看護専門学校、那覇看護専門学校、県立浦添看護学

校からの新規卒業者による供給の増加が見込まれ、需

給のバランスは年々改善する見通しとなっておりま

す。

　続きまして、浦添看護学校の民間移譲採決時におけ

る付随意見への取り組みについてお答えします。

　付随意見の内容については、修学資金の拡充、同資

金条例の免除規定に急性期病院を盛り込むこと、院内

保育所等勤務環境の改善、通信制の導入、看護師養

成・確保対策等の５項目から成っております。修学資

金については、平成23年度の当初予算として約１億円

の措置をしておりますが、第二次地域医療再生基金に

おいて、平成23年度から25年度の分として１億2960万

円の増額を申請しているところであります。修学資金

貸与条例の免除規定については、２月議会において急

性期病院を盛り込んだところであります。院内保育所

の整備については、希望のあった６カ所の医療機関に

対して、地域医療再生基金による予算措置を申請して

いるところであります。通信制については、施設や教

員の確保に課題があるとして、当面は修学資金で負担

軽減を図っていくこととしております。また、潜在看

護師の再就職支援事業やナースプール事業等に取り組

む等、全体的な看護師確保対策を強化していきたいと

考えております。

　続きまして、県修学資金の給付状況、他の奨学金の

給付状況の動向についてお答えします。

　沖縄県看護師等修学資金の貸与状況は、平成21年度

の貸与人数が86人、22年度が144人、23年度が243人と

なっております。

　その他の奨学金の貸与状況については、平成23年３

月末の養成校からの報告によれば、日本学生支援機構

による者が623人、沖縄県国際交流・人材育成財団に

よる者が34人、その他による者が５人となっており、

県修学資金の貸与者数を含めると養成校の全看護学生

の1545人中、約５割が奨学金等を活用しているものと

考えております。

　なお、奨学金については、現在申請中の者のいるこ

とや、県修学資金についても地域医療再生基金の内示

後追加募集を行うこととしており、今後、全体的な給

付状況の把握に努めていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、再質問をさせていただきま

す。

　まず観光行政についてお伺いいたしたいと思いま

す。

　まず、この満足度調査が毎回出るたびに思っている

ことですけれども、沖縄県は数値目標をよく挙げます

が、数値を追うのもとても大事ですが、やはりリピー

ターが７割以上いる沖縄県の観光行政を見てみます

と、やはり質と、いかに単価、収益を上げるかという

ことが非常に特化すべき課題ではないかなと考えてい

ます。

　そのことからしますと、この満足度をどれだけ上げ

られるかということは、リピーターにとっても再度来

るためのとても大きな目安になるだろうと。データは

とってみますけれども、そのデータがどう変化して、

どう改善されていったのかということをうかがい知る

ことができません。そのためにどれぐらいの回数その

調査が行われて、１回の調査にどれぐらいのまず予算

が使われているのかお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　比嘉議員の

再質問にお答えいたします。

　おっしゃるとおりでございまして、今後沖縄観光を

考える上では、リピーターをいかにふやすかというこ

とは非常に重要な課題だと認識しております。

　今の御質問ですが、この調査そのものは平成15年度

から実施しておりまして、３年に１回の割合で調査を

しております。

　調査の内容でございますけれども、年に４回、例え

ば平成21年には６月と、それから８月、11月、２月と

年に４回になりますけれども、その月の金曜日と日曜

日に調査をします。これは、アンケートを飛行機に乗

るお客様全員に渡して、後ほどそれを郵送で回収する

というような方法をとっていると聞いております。

　金曜日にアンケートを実施する理由の一つに、沖縄

から出発をする主に県内の方を対象、それから日曜日

に実施する分につきましては、今度は沖縄から帰る旅

行者を対象にアンケートを実施しているというふうに

聞いております。

　平成18年度に関する予算につきましては、この満足

度調査とあわせて観光消費額等の調査も実施しており

まして、これは含めて委託をしております。ですか
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ら、約1700万円。３年後の平成21年度には、この満足

度調査と観光消費額等の調査にあわせまして、今度は

観光産業の実態調査等もやっておりますので、このと

きには2300万円となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　非常に大きな枠のお話は伺えたん

ですけれども、その満足度調査の細かい、高い評価、

低い評価あると思うんですよね。その中で、今回はど

こに特化をして、どういうような手段で、それを何％

上げる努力をしようというようなきめの細かい施策は

講じられたことがあるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化観光ス

ポーツ部という新しい部になりまして、いよいよこれ

から、まさに今おっしゃっていることを形にしていく

作業をしていこうというふうに思っております。です

から、ちょっと今何％という数字まではこちらで今は

提示はできませんけれども、主に私もこのアンケート

の調査結果を見た結果、やっぱり体験型のレジャー、

特に海とかそれから自然景観、そういったものに関す

る部分は非常に高い評価を得ておりますけれども、食

事とかお土産等に関する期待感の割にはそれがちょっ

と低いというところで、今後課題はそこら辺にあるの

かなというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　競争力の激しい、そしてさまざま

な社会情勢に変動のある観光行政ですから、ぜひ沖縄

がほかのところとの差別化、そして私は質を高めると

いう努力をもっときめ細かくやることが、やっぱりペ

イしても満足できる、落としていく気になる、そうい

うような観光になると思いますので、ぜひ御検討をお

願いしたいと思います。

　引き続きまして、教育行政についてお伺いいたしま

す。

　まず図書館行政、３名の方々が質問されたと思うん

ですが、特に私は、学校図書館における位置づけ、専

門性、それから教科との関連性、そういうものの位置

づけがいま一つではないかなという感を今までの質疑

の中で感じております。いま一つその点について、学

校教育課程の中における教科と図書館行政のあり方、

関連性、そういうものについてお答えいただけます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの質問にお答えい

たします。

　今の教育課程とのかかわりでお話しいたしますと、

実は学習指導要領、その総則のほうでは、いわゆる図

書館の資料については、計画的な利用、計画的な活

用、そういったことをするようにとうたわれておりま

す。したがいまして、各教科を通していく中で、教科

の特色を生かしながら計画的な活用をしているものと

認識をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　この事務職の中に分類されている

ことそのものが、私はやっぱり図書館司書というのは

大学ではそれなりの単位を取得して資格を取るわけで

すよね。そのプラスアルファの専門性というのをお墨

つきいただくわけですよね。そうすると、今の事務職

に入っていくということというのは専門性というのが

評価されていないんではないかと思いますけれども、

いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり学校図書館を充実し

ていくためには、当然専門性を持っていらっしゃる方

の配置が必要であることは私も承知しております。た

だ、今現在、沖縄県におきましては、ことしからス

タートいたしました県の採用試験の中級試験におきま

して、いわゆる司書の資格を持っている方を採用して

いくという大きな方針が出されました。この中で、な

ぜ事務職なのか。これは、高校標準法という大きな法

律がありまして、この中で事務職員しか採用できな

い、そういう状況でございます。したがって、事務職

員として採用している状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　人事委員会にお聞きしたいと思い

ます。

　採用の入り口が一緒なんですけれども、司書資格を

持っている人も事務職に回されるということはあり得

るわけですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　お答えしま

す。

　人事委員会において、教育庁のほうの職の設置につ

いて確認いたしましたところ、いわゆる学校司書とい

う職の設置はございません。すべて学校図書館の事務

を行うのも学校事務職員としての職の設置でございま

すので、今回の採用試験計画におきましても、教育庁

のほうから学校図書館の運営について充実を図りたい

ということで、これまで学校図書館事務については、

事実上司書資格を持っている方も従事していました

し、中には学校司書の資格を持っていなくても従事し

ていた事例もあろうかと思いますけれども、そういっ
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た状況の中で学校図書館事務の充実を図っていきたい

ということで、司書資格を有する事務職員を採用した

いという要望がございましたので、人事委員会におい

てそういう「学校事務Ⅱ」の試験を実施するというこ

とにした次第でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　図書行政がさまざま議論されてき

ましたけれども、フィンランドへ私たち文教厚生委員

会がことし２月に視察に行きましたときに、フィンラ

ンドは学力が世界一高いというＰＩＳＡの学力調査で

大変有名でありますけれども、生まれたときからまず

図書館行政が非常に発達している国なわけです、もち

ろん寒い国ということもありますけれども。地域に非

常にたくさんの図書館があるわけなんです。ゼロ歳児

から本に親しむ環境がもうでき上がっているわけなん

です。今、本県が学力問題云々をするときに、さまざ

まなそれにかかわる因子を洗い直していく必要がある

と思うんですね。

　私は、今事務に位置づけているということは、すな

わち本の貸し出しぐらいしか見ていないんではないか

と。どういう本を、どの学年の、どの教科に提案をし

ていくことがいいのか、子供たちが宿題をする、レ

ポートを書く、それから読書感想文を書く、そういう

ときにどういう図書を今推薦したらいいのか、また表

に出したらいいのか、それと同時に分類をどうする

か、さまざまな専門性があるはずなんですね。そのこ

とがすっぽりと評価の中に欠けている。そのために事

務職の中に分類されてもいたし方ないというような扱

いを本県がしているんではないか。本県は、かつて

もっと開架式の図書館運営をしてきたはずなんですよ

ね。ですから、私はいま一度、学校の図書館のありよ

う、位置づけ、専門性に対する適正なる評価、そうい

うことをしていただいて、本当にこの採用の入り口が

いいのかどうか再検討をお願いしたいと思うんです

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども少し触れましたけ

れども、学校図書館のいわゆる充実強化につきまして

は、学校図書館法の中でいわゆる司書教諭がスタート

した経緯がございます。これはたしか平成15年だった

と思いますけれども、その方々は、まずどういった条

件かといいますと、教員の免許を持っていらっしゃい

まして、なおかついわゆる司書教諭としての修了のた

めの条件も持っていらっしゃいます。ですから、かな

り専門性を持っている方がいらっしゃるわけです。そ

ういう方々を、今比嘉議員がおっしゃったみたいに、

学校現場に計画的に配置していく方法も一つの選択肢

ではないのかなということでございます。

　ただ、この司書、そして司書教諭のいわゆる連携と

いいますか、そういったことが今学校現場では十分に

行われているという認識なんですけれども、もしそれ

が不十分であれば、またお互い研究をしていこうと

思っていますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これはぜひ再検討を要する課題と

して重く受けとめていただきたい、そのように思いま

す。

　次に、幼稚園教育についてお伺いいたします。

　この幼稚園教育の担任でさえも６・４の割合で臨雇

用をしていると、そういうような実態を微増なりとも

変えられたという評価をされておられるようですが、

この一、二年の間に０.何％の何名かが本務になった

からという評価は、私は余りにも低いんではないかな

というふうに感じています。

　そういうことを考えますと、皆さんがそのアクショ

ンプログラムの33ページの交付金の使い方をきちんと

市町村に言うべきではないかと私は思うんですね。な

ぜかというと、調べましたら、幼稚園の教育について

１人当たりの園児に交付金の算定基準としては36万

2000円ついているわけです。そうすると、大体平均し

て35名１クラスとしても1000万円以上の交付金がつい

ているはずなんです。その中において150万円程度の

臨雇用を何年も続けてやっているということに対し

て、県がきちんとした位置づけ、それから県がきちん

とした幼稚園教諭のありようを言っていない、その実

態について責任を感じるべきではないかと思うんです

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　幼稚園教育につきまして

は、今御指摘のとおりさまざまな課題があることも承

知しております。県の役割、そして市町村の役割、そ

して国の方向性、そういったことが今さまざまに論議

されている状況でございます。特に、国の場合におき

ましては、以前は「子ども家庭省」といいますか、そ

ういった呼び名の新しいものをつくっていこうという

案もございました、今はもうなくなりましたけれど

も。また、「こども園」という形の新しい発想もござ

います。そういう中で、幼稚園と保育所の相互乗り入

れ等ございました。

　そういう中で、市町村の役割、県の役割があります

けれども、私どもは、今議員がおっしゃったみたい

に、できる限り市町村と連携をしながら取り組んでい
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ければいいのかなという思いです。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今まで幼稚園教育の問題をやる

と、こういう市町村の問題だとずっと言われてきたわ

けなんです。しかし、この３月に前教育長が準教育課

程だと位置づけられたわけです。そうしますと、今、

県のアクションプログラムに見習って市町村のアク

ションプログラムの作成率というのは幾らぐらいに

なっているんですか。

○教育長（大城　浩君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時18分休憩

　　　午後５時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　市町村における幼児教育の

政策プログラムの策定率ですけれども、これは13市町

村で31.7％、これは平成23年の５月現在の数字でござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ぜひ２年間の実施期間の中でこの

進瀧状況ですので、もう少し力を入れていただきたい

と要望いたしまして次の質問をいたします。

　まず病院行政です。

　予算特別委員会でも知事が総括質疑にも出ていらし

てお話をさせていただいたんですが、私、まず第１番

目に、今回のＤＰＣ、県立病院の６病院の平均値を先

ほど局長がおっしゃっていただいて、各病院よりも高

いんだというお話がありました。ネットで今回の23年

度の100ランキングというのが出ていますよね。100位

ランキングが出ているんですが、まず何といっても快

挙だと思うんですよ。まずトップ100の中に、これは

全体の病院の数が1334件、その病院の中で中部病院が

４位なんですよ、４位。そうですよね、局長。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　ことしはちょっとワ

ンランク下がったんですけれども４位だったと、去年

は３位だったというふうなことです。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　知事、ちょっと小さいんですけれ

ども、全国で1334の病院の中で、中部病院がことしし

か７対１体制をやっていないわけですね。（資料を掲

示）　その７対１以前の10対１の体制の中で、全国で

1334の病院のうちの４位にいるということは、これは

高く評価をして、私は、現場の職員たちに知事みずか

らエールを送ってほしいと思うんですが、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時21分休憩

　　　午後５時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　病院事業局長とは一心同体

ですのであれですけれども、我々は同じ沖縄県庁の中

にいて、同じ目的で仕事をしておりますから、局長と

私は違うに違いないという予断を持って判断をされる

のはぜひ避けていただきたいと思います。

　確かにおっしゃったように、もともと中部病院を初

め県立病院というのが日本全国でも初任者研修といい

ますか、お医者さんになったばかりの研修も含めて、

いろんな意味で高い評価を受けているというのはだれ

でもよく知っていることです。そういう中で、私、こ

れはまだ正確に理解をしていないんでまことに申しわ

けありませんが、この機能評価というところですばら

しい評価を受けているということは非常にうれしいこ

とで、エールを送るどころか、これは私も県知事とし

て誇りを感じ持っているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　局長が今のコメントをするのと、

知事がなさるのとでは、現場から見ますと大変な違い

だと思うんですね。ですから、知事が評価をし誇りに

思うというこの御発言というのは、現場にとって大き

なモチベーションになるだろうと思います。

　もう一つですけれども、トップ100の中に県内の病

院が５つしか入っていないんですよ。それぐらい非常

に価値ある、評価すべき――３位から４位になったわ

けですけれども――まだまだ10対１の中でよくぞ頑

張ったというように評価をしなければなりません。

　そして、サンゴと県立病院は沖縄の宝だと、失って

から気づいては遅いんだと言った人がいます。まさに

そのとおりだと思うんですね。知事、ぜひ県立病院の

今後の継続的な運営をお願いしたいと思います。その

ために、やっぱり今問題になっているのは、本当は私

は利益、経営の面からは議論したくないんですが、皆

さんがその経営面を非常に前に出して議論されるもの

ですから、それに準じてやろうと思いますが、私は、

今、病院事業局長がコメディカルも含めて検討中であ

るとおっしゃいましたね。今、看護師の10対１でさえ

も足りないわけですよね、何名足りないんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時26分休憩

　　　午後５時27分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　一応、定数に対しては、いわゆる看護師の数は14人

多いというふうな形になっております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　それで運営に支障を来していると

いうのは、一定の割合で育休等をとるからではないで

すか。一定の割合で休職をする人がいるからではない

ですか、どうですか。休床になっているのに、それで

充足されているということですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　育休とか病休の方々

の補充というのは、いわゆる育休補充という形で臨任

等というふうな身分で、あるいは足りない部分は嘱託

という形で一応カバーしているという状況でございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　人件費比率を落としていくという

ことは、収入をアップさせなければ、分母をアップさ

せなければいけないわけですよね。私は、無尽蔵に人

員をふやすということを言っているわけではなく、民

間病院は人を多くとっていて収益を上げているわけな

んですね。ちょっと見にくいんですが、本県の特に理

学療法、それから作業療法、本当にけたが違うんです

ね、民間と。（資料を掲示）　民間病院が10名、20名

単位でとっているところを１人、２人だのというよう

なところ、このことは、人がいなくて収益が上がらな

いパターンになっているわけなんですね。例えば、早

く退院をさせるために人が必要なわけでしょう。それ

なのに、人がいなくて収益が上がらない。そのことが

人件費比率を上げている。このことをぜひ一定数の定

数をふやしてほしいと思うんですが、総務部長、見解

をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　定数については、病院事

業局から総務サイドに対して要望があって、それを経

営等々含めてその辺の判断をして適切に判断しますの

で、まだ病院事業局からそのあたりの要望が来ており

ませんので、現在のところは答弁は控えさせていただ

きたいと思います。

○比嘉　京子さん　終わります。ありがとうございま

した。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕

○瑞慶覧　功君　まだ明るいですので、皆さん、こん

にちは。ラストです。よろしくお願いします。

　初めに、知事の政治姿勢について伺います。

　去る３月７日のマスコミ報道で、アメリカン大学の

良識ある学生らの告発によってケビン・メア米国務省

日本部長の沖縄と日本への差別発言が明るみとなり、

大問題となりました。メアは日本部長を更迭され、そ

の後何の謝罪もないまま米国務省を退職しています。

果たしてこの問題、このまま終わらせていいもので

しょうか。作家の佐藤勝氏によりますと、発言が伝え

られた当初、防衛省内では多くの官僚がメア発言は本

当だと喝采を叫んだとのこと、そのこと自体見過ごせ

ない問題ではないでしょうか。

　このような発言をメアにさせた背景には、歴代の日

本政府、政治家や官僚たちの沖縄に対する構造的差別

が大きく影響しています。それと同時に、ケビン・メ

アが沖縄総領事のころにつき合っていた者たちの責任

も大きいのではないでしょうか。つき合いを通して彼

の目には、ウチナーンチュは怠慢でごまかしとゆすり

の名人と映っていたわけですから、つき合った心当た

りのある方はウチアタイしてほしいと思います。

　伺います。

　茨、ケビン・メアによる沖縄差別発言への対応と見

解について。

　芋、日本政府に対し発言内容の照会を求め、その背

景を検証させるべきと思いますが、見解を伺います。

　鰯は取り下げます。

　允、普天間飛行場の嘉手納基地統合案についての見

解と、下地衆議院議員の一連の言動が県内外に与える

影響について伺います。重複するので答弁は結構で

す。

　去る６月25日に「不平等な日米地位協定を許さない

抗議集会」が、「與儀功貴君の遺族を支える会」の主

催で北中城村中央公民館において開催されました。当

日は、台風５号の強風域にもかかわらず大勢の皆さん

が参加しました。県関係の国会議員８名中６名の方が

参加し、参加できなかったお二人からはメッセージを

いただきました。仲井眞知事からのメッセージを朗読

させていただきました。また、髙嶺議長、玉城副議長

初め県議会議員20名が参加していました。そのほか、

中部地域の首長や議員の皆さんの参加とメッセージが

多数寄せられました。抜本的な見直しに向けての闘い

はこれからです。県民一丸となって頑張りましょう。

　印、差別的な日米地位協定の抜本的な見直しを求め

る見解と決意については、重複しますので答弁は結構

です。

　咽、嘉手納基地周辺５市町村の住民２万2058人が原
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告となった第三次嘉手納爆音訴訟について見解を伺い

ます。

　員は取り下げます。

　２、基地問題について。

　私たち日本国民にとって差別的な内容の日米地位協

定、沖縄県民はその弊害によって米軍構成員による多

くの事件・事故に巻き込まれ、屈辱を強いられ続けて

います。その責任は沖縄県民の声を黙殺し、アメリカ

に何も言えない日本政府にあることは明白です。しか

しまた、我々沖縄県民の怒りが一つになれなかったこ

とも改善されなかった要因だったかもしれません。沖

縄は、あめとむちで何とかなる、そう思われてしまっ

たのではないでしょうか。今回の被害者二十歳の與儀

功貴君のお母さんは、息子の死を無駄にしたくない、

その一心で立ち上がっています。補償は当然ですけれ

ども、お金の問題ではありません。今日の沖縄ではい

つ我が身に起きても不思議ではありません。

　伺います。

　茨、米軍属による交通死亡事故不起訴への抗議と、

地位協定の抜本的見直しなどを求める決議を採択した

市町村の状況について。

　これまで多くの県民が事件・事故に巻き込まれ、命

を奪われ、重傷を負っても個人の問題とされ、犯人が

米国に帰って賠償もされなかったり、後遺症で苦しん

でいる方がたくさんいるのではないでしょうか。防衛

局に相談窓口はあると思いますが、残念ながら県民を

守る立場にありません。被害者に対し、防衛局の職員

が弁護士はつけないほうがいいですよとささやくよう

です。

　伺います。

　芋、県は、米軍構成員等に起因する事件・事故に巻

き込まれた県民のために対応する部署を設置すべきで

はないか、見解を伺います。

　鰯は取り下げます。

　允、嘉手納基地が返還され跡地利用が図られた場合

の雇用経済効果について伺います。

　印、日米両政府の言う負担軽減は口先だけ、外来機

が大挙飛来し、危険な訓練を行い昼夜関係なく騒音を

まき散らし、パラシュート訓練もやりたい放題。県は

県民の命と暮らしを守る立場から、嘉手納基地の返還

を日米両政府に求めるべきではないでしょうか。見解

を伺います。

　３、東日本大震災に関連して。

　茨、県内から寄せられた義援金額と使途方法につい

て伺います。

　芋、全国から寄せられた義援金額と使途方法につい

て伺います。

　鰯と允は取り下げます。

　担当課に事前に確認したところ、情報がつかめない

とのことでした。私が鰯で外国からの義援金について

尋ねたのは、台湾からの義援金が５月12日現在で171

億8000万円が寄せられていることを知ってもらいた

かったからです。言うまでもなく、金額では断トツで

す。もちろん金額だけの問題ではありませんが、それ

にしても人口2300万人の台湾ですごいではないでしょ

うか。もともと親日家の台湾ですが、1999年の台湾大

地震で日本に大変お世話になったという思いが強いよ

うです。来る８月２日から３泊４日の琉中親善友好使

節団でしっかりと感謝の意を示してきましょう。

　次に、４、第５回世界のウチナーンチュ大会につい

て。

　世界のウチナーンチュ大会を成功させるために、仲

井眞知事は６月１日から10日間に及ぶ北米キャラバン

に行っておりますが、大変お疲れさまでした。

　茨は取り下げます。

　芋、現時点での参加申し込み状況と最終予想人数を

伺います。

　鰯、期間中に各市町村独自で歓迎交流事業等を計画

している自治体の状況を伺います。

　允、今日の米軍基地問題を初めとする沖縄の抱える

課題を世界のウチナーンチュで共有するため、グロー

バル学生会議などの中でテーマとして取り上げるべき

だと思いますが、見解を伺います。

　５、平成23年度沖縄県職員採用試験について。

　茨、現在の林業と水産業部門における専門職の職場

欠員状況について伺います。

　芋、今年度の上級試験の区分で、林業と水産の試験

を実施しないことが県人事委員会から発表されたが、

理由と説明を求めます。

　鰯、採用試験の中止は、研究員など専門職の継続的

な育成を停滞させ、結果的に林業・水産技術の衰退に

つながるものであると思います。見解を伺います。

　允、採用試験の中止は、結果として琉球大学農学部

の森林科学・林学系の学科や理学部海洋自然科学科の

存続に影を落とすのではないでしょうか。見解を伺い

ます。

　印、林業・水産部門は、沖縄県にとって今後より強

化されるべき分野である。追加募集を真剣に考えてい

ただきたいと思います。見解を伺います。

　６、琉台技術研究交流会について。

　茨、琉台技術研究交流会の目的と経過、成果につい

て伺います。
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　芋、ことしで琉台技術研究交流会を廃止することに

なった理由を伺います。

　鰯、県が台湾側へ提示した今後の技術交流のあり方

とそれに対する台湾側の反応と対応を伺います。

　允、ことし１月、沖縄で開催された琉台技術研究交

流会の事業費について伺います。

　７、米軍構成員に起因する交通事故について。

　茨、米軍構成員に起因する交通事故発生状況、その

総数と過去10年の平均について。

　芋、米軍構成員に起因する飲酒絡みの交通事故発生

の実態、過去10年の平均について。

　鰯、県民の運転に起因する事故件数と飲酒絡みの事

故件数の割合と、米軍構成員に起因する事故との比較

分析を伺います。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　瑞慶覧功議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、東日本大震災に係る御質問で、県内から寄

せられた義援金額と使途方法についてという御趣旨の

御質問に答弁させていただきます。

　これまでに県に寄せられました義援金は６月末現在

で約４億2200万円となっております。このうち、４月

末までに寄せられました３億8500万円につきまして

は、日本赤十字社の配分割合を参考に配分を決定し、

宮城県、福島県、岩手県、茨城県、千葉県、青森県、

栃木県の７県に対し贈呈を行っております。特に被害

の大きかった宮城県、福島県、岩手県につきまして

は、５月10日から５月12日にかけて現地を訪問し、私

から被災地の知事さんたちに対し、沖縄県民の思い、

気持ちを直接伝え、義援金を贈呈いたしました。

　贈呈した義援金につきましては、被災県に設置され

ました義援金配分委員会から被災市町村を経由して被

災者の方々に配分されたと聞いております。

　なお、県知事は沖縄赤十字社の代表も兼ねておりま

すが、６月末現在、あらあら今申し上げた県に直接来

た金額の約倍、９億以上がさらに集まっていると聞い

ておりますことを御報告させていただきます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、メア発言への対応と検証について、１の茨と

１の芋は関連しますので一括してお答えいたします。

　メア氏の発言内容が事実であれば、沖縄県民の尊厳

を著しく傷つけるものであり、極めて遺憾でありま

す。

　去る３月23日、県は、来県された駐日米国大使に対

し、米国政府の責任において事実関係を解明し公表す

るとともに、米国政府として適切な対応を行うよう強

く求めたところであります。大使からは、報道された

発言内容は、米国の見解を反映したものではないとし

て、発言に対する謝罪と遺憾の意が伝えられたところ

であり、これは米政府の公式見解であると受けとめて

おります。

　同問題をめぐっては、大使が直接沖縄を訪問、謝罪

し、また、メア氏も国務省を退職したとのことであ

り、県としましては、米国は傷つけられた信頼関係が

早期に回復するよう引き続き努力すべきと考えており

ます。

　次に、知事の政治姿勢につきまして、第三次嘉手納

基地爆音訴訟についてお答えいたします。

　去る４月28日、嘉手納飛行場周辺住民による第三次

嘉手納基地爆音訴訟が那覇地裁沖縄支部に提訴されま

した。最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に

伴う一部訓練の移転が実施されておりますが、外来機

のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機の一時配備など

に、依然として目に見える形での負担軽減があらわれ

ているとは言えないと考えております。

　県としましては、今回の訴訟を大きな関心を持って

見守っていくとともに、今後とも引き続き、日米両政

府に対し、嘉手納飛行場の騒音の軽減を粘り強く働き

かけていきたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中で、市町村で

の米軍属不起訴に対する抗議、地位協定見直しを求め

る決議の状況についてお答えをいたします。

　ことし１月に沖縄市内で発生した交通死亡事故で米

軍属が不起訴処分となったことを受け、去る４月14

日、北中城村議会が日米地位協定の改定を求める決議

及び意見書を可決したのを初め、７月１日現在、22市

町村の議会において決議または意見書が可決されてお

ります。

　次に、事件・事故対応のための部署設置についてお

答えいたします。

　御質問の米軍構成員等による事件・事故に巻き込ま

れた県民への対応については、被害者の心情にも十分

配慮した上で、国の責任において誠実に実施されるべ

きであると考えております。

　なお、県としましては、知事公室において関連情報

を収集し、県民の不利益になる事態については、強く
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日米両政府に解決を求めてまいります。

　次に、嘉手納基地の返還についてお答えいたしま

す。

　県は、これまで騒音を初めとする嘉手納基地周辺住

民の負担の軽減が図られるよう、政府に対して、総理

及び関係閣僚等が来県の際に要請を行うなど、機会あ

るごとに日米両政府に対し強く要請しております。ま

た、これまで２度にわたり知事が訪米し、米国政府等

に対して要請を行いました。今回の日米安全保障協議

委員会文書においては、騒音規制に関する平成８年の

日米合同委員会合意へのコミットメントを再確認した

とされております。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、米

軍及び日米両政府に対し、嘉手納基地を含む米軍基地

の整理縮小を粘り強く求めていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　基地問題についての御質

問の中で、嘉手納基地が返還された場合の雇用・経済

効果についてお答えします。

　県では、平成18年度に嘉手納基地より南の普天間飛

行場など５つの基地について、都市的土地利用を想定

し、その経済効果等について試算していますが、嘉手

納基地が返還された場合の経済効果等については算出

しておりません。

　嘉手納基地については、返還の時期等が不明であ

り、返還後の土地利用の方法や、土地需要についての

予測が難しいため、現段階での経済効果等の定量的分

析は困難であると考えております。

　次に、琉台技術研究交流会についての御質問の中

で、琉台技術研究交流会の目的、変遷及びその成果に

ついてお答えします。

　琉台技術研究交流推進事業は、亜熱帯の気象条件下

にある沖縄県と中華民国（台湾）が農林水産業の分野

で共通の課題を有していることから、双方の人的交流

及び技術交流を組織的に進め、科学技術の振興や研究

開発の推進に寄与することを目的に実施してまいりま

した。本事業は、昭和63年度から２年に一度、沖縄県

と中華民国（台湾）で相互に開催する「琉中農林水産

業交流会議」を９回実施しております。平成17年度か

らは、「琉台技術研究交流会」と名称を変更し、平成

22年度までに３回実施をしております。これまでの成

果としましては、台湾のマンゴー交配技術の研究成

果、タマカイの成熟促進技術、フクギの立ち枯れ病に

関する研究手法などの情報提供、タマネギ、ゴーヤー

等の野菜や暖地型牧草の導入など、各分野での情報や

技術の交流・移転及び品種の導入を通して、積極的な

試験研究開発が推進されております。

　次に、事業廃止の理由及び今後の技術交流のあり方

に対する反応と対応について、これは６の芋、鰯、一

括してお答えをさせていただきます。

　琉台技術研究交流推進事業につきましては、これま

での技術交流のノウハウを通して、情報収集や技術移

転など個別に対応することが可能であると判断された

ことから、平成22年度をもって終了いたしました。し

かしながら、今後とも技術交流を拡大・発展させるこ

とは、双方の科学技術の振興及び研究開発の推進に大

きく貢献するものと考えております。そのため、これ

までの交流の持ち方を改め、協定書の締結並びに産業

技術交流調整会議の設置を平成23年３月７日付で提案

したところであります。その後、平成23年４月に中琉

文化経済協会を通じて行政院農業委員会に台湾側の考

え方について確認したところ、同年５月に現在検討中

であるとの回答があったところでございます。

　次に、平成22年度琉台技術研究交流事業費について

お答えします。

　平成22年度琉台技術研究交流推進事業の予算は、90

万8000円であります。なお、経費の主なものは、通訳

及び翻訳手数料、歓迎式典に要する経費であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　東日本大震災に関連

いたしまして、全国から寄せられた義援金額と使途方

法についてお答えいたします。

　日本赤十字社によりますと、同社に寄せられた義援

金は、６月20日現在で約2542億円となっております。

義援金の募集につきましては、日本赤十字社以外にも

共同募金会やＮＨＫなどさまざまな団体が行っている

ことから、全体の総額については把握できない状況に

あります。使途方法につきましては、先ほど知事から

の答弁にもございましたように、同様の方法で配分さ

れることになります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　第５回世界

のウチナーンチュ大会についての中の、現時点での参

加申し込み状況、国・地域ごとの人数と最終予想人数

についてお答えいたします。
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　海外からの参加申し込み人数は、６月末時点で297

名となっており、その内訳は国別でアメリカ239名、

カナダ45名、ボリビア12名、ベネズエラが１名となっ

ております。なお、県人会からの情報によりますと、

ハワイからは1000名を超える多数の方が参加を希望し

ており、また、ブラジルにつきましても、前回大会を

大きく上回る約800名の参加者を見込んでいるとのこ

とであります。そのため、県としましては、今後も参

加申し込みが順調に推移するものと予想し、最終的に

は、前回大会の約4300名を上回る5000名が参加すると

考えております。

　続きまして、各市町村独自の歓迎交流事業等の計画

状況についてとの問いにお答えいたします。

　各市町村が開催する事業の主な内容としましては、

北谷町の「世界のチャタンチュ歓迎事業」や金武町の

「第５回世界のシマヌチュ大会」、今帰仁村の「世界

のナキジンチュ歓迎会」などがあり、歓迎会や観光、

記念植樹などが予定されております。これらの歓迎交

流事業を予定しているのは、６月末時点において26市

町村となっております。

　県としましては、市町村と連携しながら全県的に大

会を盛り上げていきたいと考えております。なお、計

画を予定している26市町村の詳細のリストにつきまし

ては、大会ホームページで閲覧することができるとと

もに、直接、大会事務局にお問い合わせすることに

よっても御確認いただけます。

　次に、沖縄が抱える課題をグローバル学生会議の

テーマとして取り上げることについてとの問いにお答

えいたします。

　県内の大学生が主体となって実施する「グローバル

次世代プロジェクト」は、ウチナーネットワークとア

イデンティティーを次世代に継承し、世界に向けた新

たな展開を推進することを目的に実施しております。

　本プロジェクトは、ことし３月から毎月１度実施さ

れ、ウチナーネットワークの可能性や沖縄の未来像を

初め沖縄の抱える課題等についても議論が重ねられて

いるところであります。昨日７月３日には、琉球大学

を会場に大学生や海外の県系人、ジュニアスタディツ

アーに参加する高校生など約50人が「沖縄の海外移民

を知ろう」をテーマにグローバル次世代プロジェクト

の７月度の会合が開催されたところであります。明る

い沖縄の未来をつくるためには、今ある難しい課題に

も取り組むべきと考えます。

　県といたしましては、あくまでも学生たちの主体性

を尊重しながら、議員御提言のテーマにつきましても

検討がされ、新たなビジョンの創出へつながることを

期待しております。

　なお、本日７月４日が10月12日のウチナーンチュ大

会開催まであと100日ちょうどに当たることを御報告

申し上げ、答弁を終わります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　平成23年度沖縄県職員採

用計画に関する質問のうち、林業及び水産の専門職員

の欠員状況についてお答えいたします。

　林業職及び水産職は、専門職であることから、人事

配置できる部署が研究機関等に限られております。そ

のため、人材登用などの観点から、これらの部署以外

にも広く配置しているところであります。その結果、

２つの職の職員数は、現在、個別には欠員が生じてい

る部署もありますが、全体としては不足している状況

にはありません。

　次に、採用試験中止による影響及び追加の募集につ

いてお答えいたします。５の鰯と５の允、それから５

の印につきましては、関連しますので一括してお答え

いたします。

　職員の採用に当たっては、職種ごとの職員数や業務

の見直し状況等を踏まえた上で、不足が見込まれる場

合、人事委員会に採用試験の実施を依頼し、合格者の

うちから採用しているところであります。このことか

ら、林業職及び水産職についてもこれまでも採用試験

を実施しなかった年度があり、今年度も職員数の不足

が見込まれないことから、採用試験の実施依頼を見

送ったところであります。したがいまして、追加募集

の予定もございません。

　なお、次年度以降の採用試験につきましては、職員

数の増減見込みや業務の見直し状況等を踏まえ、検討

することといたしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会事務局長。

　　　〔人事委員会事務局長　岩井健一君登壇〕

○人事委員会事務局長（岩井健一君）　平成23年度沖

縄県職員採用計画についての御質問の中で、林業と水

産の試験を実施しないことについてお答えします。

　沖縄県職員採用試験計画につきましては、各任命権

者から次年度の採用予定職種と採用予定人数の聞き取

り調査を行い、３月末の人事委員会において決定して

おります。林業及び水産の試験区分につきましては、

今年度の試験では任命権者からの要望がなかったため

設置しておりません。

　任命権者において採用予定がない職種につきまして
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は、過去においても年度によって実施しなかった試験

区分もございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　米軍構成員に起

因する交通事故についての御質問の中で、米軍構成員

による交通事故の発生状況、総数と過去10年間の平均

値についてお答えをいたします。

　平成22年中の県内における交通人身事故の発生件数

は6501件で、そのうち米軍構成員を第一当事者とする

事故は187件、2.9％となっております。また、平成13

年から平成22年までの10年間における全交通人身事故

の平均値は6254件で、米軍構成員を第一当事者とする

事故の平均値は159件、2.5％となっております。

　次に、米軍構成員による飲酒絡み事故の発生実態、

過去10年間の平均値についてお答えをいたします。

　平成22年中の県内における飲酒絡みの交通人身事故

は154件で、そのうち米軍構成員を第一当事者とする

事故は３件、1.9％となっております。また、平成13

年から平成22年までの10年間における全飲酒絡み人身

事故の平均値は253件で、そのうち米軍構成員を第一

当事者とする事故の平均値は7.7件、3.0％となってお

ります。

　次に、県民による事故と米軍構成員による事故の比

較分析についてお答えをいたします。

　平成22年中の県内における交通人身事故は6501件

で、そのうち154件、2.4％が飲酒絡みの事故となって

おります。また、昨年中の米軍構成員を第一当事者と

する交通人身事故は187件で、全事故に占める割合は

2.9％、酒絡みの交通人身事故は３件で、全飲酒絡み

事故に占める割合は1.9％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　再質問を行います。

　初めに、県職員採用計画について。

　公務員試験を目指す者は数年がかりで備えるはずで

す。それを試験のわずか３カ月前にことしは試験ない

ですよというのは余りにも酷な話だと思うんですね。

先ほど人事委員会のほうからもあったんですけれど

も、やはりこの責任というのは総務部にあるんです

ね、さっきの話を聞くと。受験生やまたその関係者に

このことを説明して本当に謝罪しないといけないぐら

いの内容じゃないのかなというふうに思うんですが、

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど申し上げましたけ

れども、職員採用というのはやはり需要があって必要

性があってしか採用できないわけですね。この職、業

務というのは決まっていますので、その業務が一定程

度達成できる事業については確保するわけですね。そ

れ以上の余剰人員を確保しますと、それだけ職員につ

いては職員費もかかりますので、それもまた一たん採

用しますと35年間採用しなきゃいけないという状況が

ございますよね。そういったことも勘案しながら、ど

うしても採用していかなきゃいけないものですから、

それも職員が途中でやめたりといったケースもいろい

ろございますので、やはり確かに直前でしか決定でき

ないところはありますけれども、そこは琉大の大学関

係者も少しは御理解いただけると思います。

　先ほど少し御説明しましたように、今年度中止しま

したけれども今後全部中止するというわけではなく

て、年度ごとにこれは見直しといいますか、それをや

りながらやっていきますので、そこに少し理解いただ

きたいというのと、それからもちろんその点につきま

しては、琉大にもし必要があれば私どもとしてこう

いった採用計画というのを持っていますよという御説

明については、やってもいいのかなという感じはしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　これはいろんな今の説明があるんで

すけれども、やはりありませんということが３カ月前

にしか知らされないというのは、これは問題はないん

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　琉球大学がそういう形で

人材育成の観点で、そういった職を設けて沖縄県に期

待しているということは大変人材登用の面から言いま

すとうれしい限りでありますけれども、やはり私ども

としてはそういった試験のない年度もあるんだよとい

うことも少し琉大の方々にも理解していただいて、そ

ういった体制で受験生についてもいろいろ指導してい

ただければと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　この採用計画、そこら辺のところを

もっと事前に知らせることができるような体制をぜひ

つくっていただきたいと思います。

　また、水産海洋研究センターの移転のため、ことし

決議も求められましたけれども、やはり箱物だけでは

なくて人をつないでいく、育てていくというのが大事

なことだろうと思います。ことしはまた国際森林年と

いうことで、森林緑地課の謝名堂課長さんも新聞投稿
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で林業緑化の推進の理解を思いを込めて寄稿されてい

ましたので、知事も答弁でヤンバルの世界遺産登録と

か、国定公園に向けて決意を述べておりましたし、先

ほども仲宗根議員への答弁で、人材育成の重要性とい

うのをおっしゃっているのにこういう中止というのは

ちょっと矛盾するんじゃないかというふうに思ったわ

けです。ぜひ年度末になろうがここはぜひ追加募集と

いう形でするべきと思いますけれども、どうでしょう

か。これをもう一度。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど少し御答弁さしあ

げましたけれども、要するに不足が生じた場合に私ど

もとしては採用するということなんですね。現在不足

が生じていない段階で採用する計画はないわけですか

ら、そういう関係でいいますと、追加する募集も予定

がないといいますか、今のところ私どもとしては必要

性がないというふうに判断しています。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に移ります。

　琉台技術研究交流会についてですけれども、琉台技

術研究会のこの成果は答弁にもございましたけれど

も、沖縄県の産業発展にはかり知れない功績をもたら

したと思います。今回、県が財政当局の事務事業見直

しを理由に廃止を決めたこと、当然ながら台湾側は大

分気分を害しているように聞いております。それは県

が台湾側へ提示した今後の技術交流のあり方に対する

対応からもわかるんですけれども、正式な返事はまだ

とのことでしたけれども、台湾と沖縄の外交関係も含

まれているので慎重に検討したいというようなことを

中琉文化経済協会を通じて伝言されているわけです

ね。このことをどう受けとめればいいんでしょうか。

　お尋ねしますけれども、２月下旬に台湾の農業試験

場研修に参加した県の農業研究センターの研究員４名

が正式なルートでの研修受け入れを台湾当局の農業委

員会から拒否されているということを聞いたんですけ

れども、事実でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今の話は承知をしており

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　事実ですので、ぜひ確認なさってく

ださい。

　そして次に、台湾側ですね、これからの交流につい

ての沖縄県の提案は、協議する必要がある場合に開催

するというふうに書いてあるので、はっきりしないの

で、これからは日本政府の農林関係者を通じて年一度

の日台経済会議の議題にのせてほしいとの意向と。つ

まり今後沖縄県から独自の交流は受け付けないという

ことになるんですよね。もとの交流ができるように、

ここは知事、ぜひ中華民国に直接行かれて、もとの交

流に戻すように頑張ってほしいんですけれども、知

事、お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時11分休憩

　　　午後６時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私も中琉文化経済協会の沖

縄側の会長などをやらせていただいたこともあって、

大変大事だと思っています。それでこれまで特に農業

分野を中心にいろんな交流で実のあることが随分昔か

らやられてきていますし、むしろ東京経由じゃない交

流を沖縄が直接台湾とやるということに重点を置いて

やってきていますから、ちょっとこれはどういう行き

違いがあったのか、私きちっとチェックしたいと思い

ますから、ちょっと預からせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　よろしくお願いします。

　次に、米軍構成員に起因する交通事故と県の対応部

署の設置についてと関連して、米軍構成員によるこの

交通事故は確実に起こっているわけです。毎年県民が

2.4名ですか、命を落とされている。そして200名以上

がけがをさせられている。そのほか凶悪犯罪も七、八

件発生しております。県はそのことをもっと真剣に受

けとめて、対応するべきだと思います。先ほど公室長

からありましたけれども、これは国の云々ではなく

て、情報収集だけの話ではないと思うんですね。これ

だけの多くの毎年被害者が出ているわけですから、こ

れはもう個人の問題という片づけ方ではいけないと思

うんですよ。やはりちゃんとその後、巻き込まれても

どういう対応がされたのか。これは県として窓口を

ちゃんと設けて僕はやるべきだと思います。これは改

善されればそういうこともないんですけれども、今の

状況ではもっとそういうのを強化していくべきではな

いかと思うんですけれども、もう一回お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員の御指摘には

幾つかの論点があると思います。

　まず、事件・事故これを減らしていくと、認めない

と、そういうことを米軍に対して強く求めるという観

点、それから交通事故等に関しましては、これは今回

の與儀君の事件で言われている公務の範囲内があいま
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いであるといったところをただしていくということ。

さらに、これは地位協定第18条に絡むんですが、起き

てしまった事故については適正な補償がなされること

というこの３つの観点を持っていると考えますが、そ

のいずれにつきましても県は機会あるごとに直接軍転

協と連携して米軍、それから日米両政府に対して求め

ているところでございます。

　そういう観点からしますと、知事公室は常にそうい

う立場に立って、常に知事を先頭にして申し入れをし

ているところでございまして、県は県の役割を果たし

ていくということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　言うまでもなく、その基地あるがゆ

えの事件・事故ですけれども、しかしこの状況を変え

切れない県とか私たち議員にも責任が問われるんでは

ないかというふうに思います。

　知事、９月以降訪米されるということなんですけれ

ども、日米地位協定の抜本的見直しを一つに絞って、

本島南部、中部、北部それと宮古・八重山、全沖縄で

一斉に県民総決起大会を開催していきましょうよ。そ

れも平日に、学校も、仕事も休んでゼネスト状態で決

行するということが大事だと思うんですよ。その先頭

に立っていただけませんか、どうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時16分休憩

　　　午後６時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かにこの地位協定は民主

党政権となったときに、改定を提起するというふうに

なっておりましたが、なかなかスタートする気配が見

えないということもあり、我々も長年11項目に絞って

結構いろいろやってきているんですが、なかなかこれ

が前へ進まないという点を見ますと、まさに議員おっ

しゃるようなことも考えざるを得ないかという気もい

たしますが、きょうのところは御提案として受けとめ

させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に、世界のウチナーンチュ大会で

の沖縄の課題を共有する提案ですけれども、前向きに

ということを言ってもらったんですけれども、私はや

はりケビン・メアを退職に追い込んだ県系４世のトー

リ・ミヤギさん、彼を沖縄に招いてやる、彼らのおか

げでアメリカに対しても良心や良識を感じることがで

きたんですけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時17分休憩

　　　午後６時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ミヤギさんにつきまし

ては、私が先日米国出張した際に、実は会う約束をし

ておりました。残念ながら、先方が忙しいということ

でお会いできなかったんですが、私からは大変立派な

行動であるというメッセージをお伝えいたしました。

大変将来ある若者ですので、そういうことを期待して

いるということも申し上げました。

　お呼びするということはまた御提案として受けとめ

たいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　最後になりますが、下地衆議院議員

の言動についてですが、皆さん何ではっきり言わない

のかなと、県選出の某議員とかＳ議員とか。本人はマ

スコミのインタビューで堂々と持論を主張しているわ

けですから、県もコメントを差し控えるんじゃなく

て、はっきり県の主張を述べて異議を唱えるべきだと

思います。

　私は、下地衆議院議員のバイタリティーあふれる行

動力は大変すごいと思います。それをもっと沖縄県民

の心情に寄り添った言動で生かしてほしいと願ってお

ります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明５日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時19分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

糸 洲 朝 則

嘉 陽 宗 儀
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会 議 録 署 名 議 員



平成23年７月５日

　　　　　　　    平成23年
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（第 ６ 号）
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議　　事　　日　　程　第６号

平成23年７月５日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ６ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年７月５日（火曜日）午前 10時０分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた病院事業局長伊江朝次君

は、一身上の都合により本日の会議に出席できない旨

の届け出がありましたので、その代理として病院事業

局病院事業統括監呉屋幸一君の出席を求めました。

　また、６月17日から30日までに受理いたしました陳

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
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11　番　　上　里　直　司　君
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情７件は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞ

れ所管の常任委員会に付託いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情文書表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

を議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　おはようございます。

　社民・護憲ネットの仲村未央です。

　いろいろ申し述べたいこともありますが、大事な貴

重な時間ですので抑えて、通告に従い一般質問を行い

ます。

　１番、普天間基地の閉鎖と嘉手納統合案をめぐる知

事の考えを伺います。

　茨、普天間３年閉鎖どころか、オスプレイまで配備

される展開となりました。知事の公約は結局どうなっ

たのでしょうか。今日の考えを伺います。

　芋、嘉手納基地への統合、安波への基地建設などは

知事の県外移設公約に相入れません。にもかかわらず

再燃した嘉手納統合案について、当初、検討の入り口

になると発言したのはなぜでしょうか、発言の真意を

伺います。

　鰯、嘉手納基地を抱える３自治体で構成する三連協

は、２万2000人余りの嘉手納爆音訴訟原告団とも連携

し住民大会を開いて嘉手納統合拒否を明確に意思表示

する方向です。知事の見解を伺います。

　２点目、高失業の要因と県の雇用政策について伺い

ます。

　茨、一貫して全国平均を大幅に上回る高失業の要因

をどう分析し、何を克服すべき課題としてとらえてい

ますか伺います。本県の特徴について全国との比較も

あわせて示されたい。

　芋、県が推進する｢グッジョブ｣の定義は何でしょう

か。離職率を抑えることは本県の失業率の低下に大き

な役割を果たすと考えますが、県の雇用政策の方向性

を伺います。

　３点目、指定管理者制度の問題について。

　茨、指定管理している男女共同参画センターでは、

県の指導のもと、雇いどめをサービス向上のためとし

ているが、疑問はないか。

　芋、実際にはだれも適用要件を満たすことができな

い「育児休業規定」を置いていますが、何のために設

けているのでしょうか。建前か、育児休業の取得率を

伺います。

　鰯、常務は県職員の天下り、プロパー不在の運営だ

が、専門性の維持、質の向上は図られるか。

　４点目、農林水産業の新たな展開について伺いま

す。

　茨、海外展開を含む新たな市場の開拓が期待されま

す。機能性食品の開発、加工拠点の整備、国際認証施

設の整備などに重点的に投資すべきと考えるがいかが

でしょうか。

　芋、モズク、海ブドウなど食品メーカーとの連携や

学校給食を通じた全国展開の可能性について伺いま

す。

　鰯、離島の産業支援には、輸送コストとあわせて定

期航空貨物便の運航が欠かせません。地域航空会社と

の連携を戦略的に図っていく必要があるが、政策的な

位置づけはどうなっていますか。

　５点目、基地跡地から民有地へ搬入されたアスベス

ト汚染土について伺います。

　茨、発生地の北谷町、持ち込まれた沖縄市への情報

提供、説明はどのように行われましたか。

　芋、廃掃法における法的な事業者は防衛局か、委託

業者か。

　鰯、当該地域では、県の環境行政下で巨大な「ごみ

山」が積み上げられ解決されていません。二重、三重

に市民の不安と怒りが大きい。県の対応は適切だった

か伺います。

　６点目、比謝川の二級河川格上げについて。

　茨、国道330号より上流側の二級河川格上げについ

て、進瀧と課題、見通しを伺います。

　芋、浸水地域の解消が待たれますが、二級河川への

格上げで解消に向かうでしょうか。

　鰯、支流の与那原川においても浸水地域を抱えてい

ますが、下流の米軍基地に阻まれ工事が開始できない

状況です。米軍との協議、今後の事業の見通しについ

て伺います。

　７点目、食材の安全確保について。

　原発事故の風評被害に惑わされないためにも、安全

性がどのように確保されているかを正しく知る必要が

あります。

　茨、流通する食材の安全性の確保はどうなっていま

すか。放射能検査を行う体制はどこで構築され実施さ

れているのか伺います。

　芋、特に学校給食の食材の安全確保についてはいか
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がでしょうか。全国の自治体の動向、国の対応を伺い

ます。本県においても何らかの体制を整える必要があ

るのか伺います。

　８点目、助産師の活動拠点「沖縄県助産師母子未来

センター」の整備について。

　茨、母子保健の向上に期待される同センターの役

割、県・市町村との連携で展開される事業について伺

います。

　芋、県地域医療再生計画における位置づけ、施設整

備への基金交付、建設スケジュールについて伺いま

す。

　９点目、会派代表質問との関連におきまして、病院

経営形態の方向性について知事から答弁をいただいて

おります。あり方構想に基づいて検証委員会で最終年

度となる23年度、その決算を参考に最終判断したいと

いうのが知事の答弁の趣旨ですが、与世田副知事に伺

います。

　４月１日付の沖縄タイムス、就任のインタビュー、

この中で与世田副知事は、担当副知事として次のよう

に述べています。

　「県立病院の独立法人化が途中で挫折しているが、

これは大きな問題だ。」、これは知事の先ほどの答弁

と非常に内容が異なっておりますので、真意を伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　仲村議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、普天間基地の閉鎖と嘉手納統合案をめ

ぐる知事の考え方という柱の中で、普天間３年めどの

閉鎖の知事公約についてどうなっているのかという御

趣旨の御質問に答弁いたします。

　私は、一日も早い普天間飛行場の危険性の除去が必

要であるとの趣旨で、３年めどの閉鎖状態を公約とし

て掲げたものであります。現在、沖縄政策協議会のも

とに設置された米軍基地負担軽減部会において具体的

な方策の提案、実施を強く求めているところでござい

ます。

　県といたしましては、引き続き軍転協とも連携を

し、普天間飛行場の危険性の除去につきましてさらに

検討を加速させるよう政府に求めてきたところでござ

います。

　同じく普天間基地の閉鎖に係る御質問の中で、嘉手

納統合案に対する検討の入り口となるとの発言及び住

民大会に対する知事の見解についてという御質問にお

答えいたしますが、１の芋と鰯は関連しておりますの

で、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　レビン米上院軍事委員長らの提案については、これ

まで再三にわたって反対してきた嘉手納統合案が含ま

れていることから、実効性のある負担軽減が前提でな

ければならないという趣旨で申し上げたものでありま

す。

　なお、負担が減るなら入り口になるとの発言につき

ましては撤回いたしております。嘉手納飛行場周辺市

町村は現在でも過重な基地負担を強いられており、さ

らに負担が増加するような案は断じて受け入れること

はできません。

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き

普天間飛行場の県外移設に真摯に取り組むよう強く求

めているところでございます。

　次に、高失業率の要因に係る御質問の中で、「グッ

ジョブ」の定義と雇用政策の方向性についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　「みんなでグッジョブ運動」とは、完全失業率の全

国並み改善を目標に、企業、教育機関、そして行政等

が連携しながら、産業と雇用の拡大に一丸となって取

り組み続ける県民運動であります。

　沖縄県といたしましては、引き続き「みんなでグッ

ジョブ運動」をエンジンとして、企業誘致や産業振興

によります雇用の場の創出、そしてキャリア教育や職

業能力開発の充実などによるミスマッチの解消及び若

年者の就業意識の向上を推進してまいる所存でござい

ます。また、「新たな沖縄振興のための制度提言」に

おきまして、雇用環境の改善や就業意識支援等に関す

る雇用対策基金制度を盛り込むなど、完全失業率の全

国並み改善に向けて全力で取り組んでいるところでご

ざいます。

　次に、農林水産業の御質問の中で、機能性食品の開

発や加工拠点の整備、そして国際認証施設の整備につ

いてという御質問にお答えいたします。

　沖縄県としましては、亜熱帯性気候等を生かした特

色のある農林水産業の振興を図るため、多様な地域資

源を生かしました機能性食品の開発や、海外展開を含

めました新たな市場開拓を図ることが必要と考えてお

ります。

　具体的には、第１に、県産農林水産物を利用した機

能性食品やサプリメントの開発など、付加価値の高い

加工品の開発や加工拠点の整備、第２に、効率的な移

輸出に対応した物流拠点の整備、第３に、海外展開を

含む新たな市場開拓に向けた国際認証の取得、ＨＡＣ

ＣＰ対応施設の整備、第４に、観光産業と連携をした

交流体験型農林水産業テーマパークの整備、第５に、
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海洋資源の探索・活用技術の開発など、新たな農林水

産技術の開発などの施策・事業に取り組んでいく必要

があると考えております。

　次に、比謝川の二級河川格上げに係る御質問の中

で、比謝川上流の二級河川指定の進瀧等についての御

質問にお答えいたします。

　比謝川の国道330号から上流1.4キロメートル区間に

つきましては、沖縄市が管理する普通河川となってお

ります。当該区間は浸水被害が発生していることか

ら、抜本的な対策といたしまして、沖縄市から県管理

二級河川としての拡幅整備の要請があります。現在、

二級河川指定に向けまして、沖縄市において地権者等

の合意形成作業を進めており、県といたしましては、

引き続き沖縄市と連携をしながら二級河川指定に向け

取り組んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　会派代表質問との関連の

うち、県立病院の独立行政法人化に関する新聞記事に

ついてお答えします。

　当該新聞記事は、今年４月に副知事に就任する際、

新聞社のインタビューを受けて、担当することとなっ

た医療分野の課題への取り組みについて答えたもので

あります。

　その背景は、平成20年４月に独法化した那覇市立病

院の状況や、私のこれまでの経験等をもとに県立病院

改革に向けた当時の私の考えを述べたものでありま

す。

　病院事業の経営形態については、県立病院の役割で

ある地域において必要とされる医療を持続的・安定的

に提供していくためには、病院経営の自立性と健全性

を高めることが重要であり、県立病院の経営形態はこ

のことを踏まえ検討を行う必要があると考えておりま

す。

　現在、県においては「県立病院のあり方に関する基

本構想」に基づき、病院事業局の「経営再建計画」に

沿った経営全般にわたる改革の取り組みの成果を検証

しているところであり、病院事業の経営形態について

は、経営再建検証委員会による平成23年度決算の検証

結果も参考にして最終的に判断することとしておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　おはようございま

す。

　高失業率の要因と県の雇用政策についての御質問の

中で、高失業率の要因の分析と克服すべき課題につい

てお答えいたします。

　総務省が平成19年に行った就業構造基本調査により

ますと、雇用者に占める非正規就業の割合は、沖縄県

が40.8％、全国が35.5％となっております。沖縄県が

約５％高い状況です。それから転職者比率は、沖縄県

が7.5％、全国が5.6％、職業訓練・自己啓発を自発的

に行った者の割合は、沖縄県が12.5％、全国が13.8％

となっております。

　また、労働力調査によりますと、完全失業者の離職

理由のうち、自発的失業の割合は、平成22年平均で沖

縄県が37.3％、全国が31.1％で、沖縄県が約６ポイン

トほど高くなっております。自発的理由を言います

と、主に家庭の都合、それから労働条件のウエートが

大きくなっております。

　そのほか、厚生労働省等が行った調査によります

と、有効求人倍率は、平成22年平均で沖縄県が0.31

倍、全国が0.52倍となっているほか、平成22年３月の

新規大学卒業者の無業者比率は、沖縄県が33.0％、全

国が16.1％、これはかなり開きがございます。平成19

年の大学卒業者の３年以内の離職率は、沖縄県が

45.4％、全国が30.9％となっており、これも14ポイン

トほど沖縄県が高くなっております。

　このように、高失業率の要因としては、雇用の場の

不足や労働条件等のミスマッチによる早期離職、若年

者等の就業意識の低さなどが考えられます。

　沖縄県としては、このような課題を克服するため、

企業誘致の促進や産業振興による雇用の場の創出、求

職者に対する職業訓練や就職相談の実施、若年者の職

業観形成に向けたキャリア教育の推進などの支援に取

り組んでいるところであり、また、経営者側において

も労働条件の改善、あるいは人材育成等に取り組む必

要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　指定管理者制度の問

題についての御質問の中で、男女共同参画センターの

雇いどめについてお答えいたします。

　沖縄県男女共同参画センターに指定管理者制度を導

入している目的は、一定期間ごとに指定管理業務を時

代のニーズに対応させながら見直すことにより、住民

サービスの質の向上と設置目的の効果的達成を図るこ
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とであります。職員の雇用については、指定された指

定管理者の責任において、住民サービスの質の向上と

設置目的達成の観点から判断されるものと考えており

ます。

　次に、育児休業規定についてお答えいたします。

　沖縄県男女共同参画センターは、民間の事業者が指

定管理者として維持管理しております。当該指定管理

者の育児休業規定の内容及びその取得については、関

係法令等に基づき適切に対応されるべきものと考えて

おります。

　同じく指定管理者制度の問題に関連して、専門性の

維持、質の向上についてお答えいたします。

　沖縄県男女共同参画センターの維持管理は、沖縄県

男女共同参画センターの指定管理者制度運用委員会に

おいて、「提供する公共サービス水準の効果の検証」

などに関する委員からの評価や意見などを踏まえて選

定されております。したがって、指定された指定管理

者は、男女共同参画センター設置目的を十分に達成で

きるものと考えております。

　次に、基地跡地から民有地へ搬入されたアスベスト

汚染土についての御質問の中で、沖縄市等への情報提

供についてお答えいたします。

　キャンプ桑江北側返還跡地で見つかった汚染土壌等

については、３月14日に沖縄防衛局から、３月中に汚

染土壌等を地区外へ搬出したい旨の相談があり、県と

しましては、土壌汚染対策法及び廃棄物処理法の基準

に沿った地区外への搬出方法及び保管方法について指

導助言を行ってきております。その後、４月21日に沖

縄防衛局から沖縄市内へ搬出し保管しているとの事後

報告を受けたことから、県としましては、保管場所で

の状況等について現場確認を行い、沖縄市を初め関係

機関への報告等を行うよう指導を行ったところであり

ます。

　これを受けて沖縄防衛局は、５月16日に沖縄市への

説明を行ったと聞いております。また、県において

は、沖縄市を初め地元登川自治会や沖縄市農業委員会

へ経緯や保管状況についての説明を行ったところであ

ります。

　次に、廃掃法における事業者についての御質問にお

答えいたします。

　廃棄物処理法では、建設工事に伴い生ずる廃棄物の

排出事業者は、当該工事の元請業者となっておりま

す。したがって、本件アスベスト含有産業廃棄物の排

出事業者は、沖縄防衛局から工事を受託した民間事業

者となります。しかしながら、発注者である沖縄防衛

局には本件廃棄物が適正処理されるまでの間、事業者

の監督責任があると考えております。

　次に、県の対応についての御質問にお答えいたしま

す。

　県は、沖縄防衛局に対してアスベスト廃棄物等の保

管方法に関する法令上の基準について指導助言を行っ

ていたところでありますが、沖縄市内への搬出後に同

局からの報告があったことは遺憾であると思っており

ます。また、沖縄防衛局においては、アスベスト廃棄

物等の搬出・保管に当たり、市はもとより地域に対し

あらかじめ説明し理解を得る必要があったと考えてお

り、同局の今回の対応は残念でございます。

　県としましては、沖縄防衛局及び排出事業者に対し

早期に搬出するよう強く求めるとともに、引き続き搬

出までの適正な管理についても監視・指導をしていく

考えでございます。

　次に、食材の安全確保についての御質問の中で、流

通する食材の安全性確保と放射能検査体制についてお

答えいたします。

　食材の安全性確保については、事故が発生した原子

力発電所周辺環境から放射性物質が検出されたため、

国は食品衛生法上の暫定規制値を定め、これを上回る

場合は食用に供しないよう流通を制限しております。

したがって、県内で流通している食材の安全性は確保

されているものと理解しております。

　沖縄県としましては、衛生環境研究所で大気中の放

射線量などを常時調査しており、平常値を超えた値を

検出した場合には、県産食材についても同研究所で検

査することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の新たな

展開の中で、モズク、海ブドウなどの全国展開につい

てお答えします。

　県では、モズクの新たな販路開拓のため、平成22年

度から「産地漁協水産物販路開拓事業」に取り組んで

おります。

　事業の内容といたしましては、従来のカップ入り酢

モズクと競合せず、スープの具材や海藻サラダとして

活用できる食材としての「生モズク」の販路拡大を、

全国チェーンの大手量販店や首都圏の学校給食関係団

体と提携し全国展開を図っているところであります。

　平成22年度の「生モズク」の販売量は、県外量販店

及び学校給食向けに約330トンとなっております。ま

た、平成23年度の販売量は約1270トンを見込んでおり

ます。
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　今後とも、モズク販路の全国展開につきましては、

関係機関と連携して取り組んでまいります。

　海ブドウにつきましては、ブランド化の一環とし

て、高品質で安全・安心な商品の確立のため、品質及

び衛生管理基準を策定しているところであります。海

ブドウは、夏場の高水温期の養殖や冬場の低温期の県

外出荷が課題となっていることから、平成23年度より

夏場の粒つきの改善や輸送方法の試験を計画している

ところであり、この成果を踏まえて県外出荷の拡大に

取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　農林水産業の新たな展開

についての御質問の中で、離島の産業支援のための定

期航空貨物便の運航についてお答えします。

　離島の持つ活力の維持向上に向けて、観光・リゾー

ト産業、農林水産業、食品加工業、伝統工芸等、離島

に根差した産業の総合的な振興を図るためには、物流

コストの軽減を図ることが重要な課題であると認識し

ております。

　定期航空貨物便の運航につきましては、恒常的にそ

れを就航させるだけの貨物の需要が必要となります

が、航空貨物の実態も含めて定期航空貨物便の必要

性、就航に際しての課題など、地域航空会社と連携を

図りながら慎重に検討していく必要があると考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　比謝川の二級河川格

上げについての中で、浸水地域の解消についてお答え

いたします。

　比謝川上流の区間は、沖縄市の下水道事業により雨

水調整池などが整備され、10年に一度の降水確率に対

応できると聞いております。

　今後、二級河川指定に伴い、県の河川事業で整備を

行った場合は、50年に一度の降水確率に対応する施設

となることから、浸水被害の軽減に大きく寄与すると

考えております。

　同じく比謝川の二級河川格上げで、与那原川の整備

に係る米軍との協議及び事業の見通しについてお答え

いたします。

　与那原川は、比謝川水系の支川として機能してお

り、最上流部には倉敷ダムが整備されております。

　当該河川の整備については、河川整備の手順とし

て、下流側の嘉手納弾薬庫地区内に位置する比謝川本

川部分から拡幅整備を進める必要があることから、現

在、比謝川本川部分の早期事業化に向けて米軍と調整

を進めております。

　なお、与那原川上流部の浸水被害を軽減するため、

暫定改修についても検討しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　食材の安全確保についての

御質問で、学校給食食材の安全確保についてお答えい

たします。

　国においては、原発事故による放射性物質が検出さ

れた地域において農水産物等に出荷制限をかけている

ため、放射性物質に汚染された食材が市場等に流通す

ることはないと考えております。

　全国の自治体におきましては、学校給食食材の放射

性物質の検査を実施しているのは横浜市の１市となっ

ております。

　本県の学校給食食材についての放射性物質の検査

は、本県環境生活部の示す方針に基づき対応してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　沖縄県助産師会母子

未来センターについてお答えいたします。

　沖縄県助産師会においては、地域医療再生基金を活

用した母子未来センターの整備を計画しております。

同センターは、助産師の活動拠点として、関係機関と

連携し本県の周産期に係る課題解決のため母子保健事

業を総合的に行うこととしております。

　予定されている事業内容は、助産師の育成や母子保

健事業の実施・普及啓発、助産所の運営等となってお

ります。これらの事業については、市町村や県と連携

を図りながら実施されるものと考えております。

　続きまして、県地域医療再生計画における位置づけ

等についてお答えします。

　沖縄県においては、沖縄県助産師会からの要望を踏

まえ、同会が整備する母子未来センターについて、第

２次の地域医療再生計画において周産期医療体制の整

備を図るための事業として位置づけており、現在、国

と調整中であります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは環境のほうでアスベスト
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が沖縄市へ持ち込まれた件について、県の環境行政の

対応について伺いますが、この問題は県のこれまでの

答弁ですと、今の管理状態はアスベスト等が飛散しな

い状態で適切だというふうな答弁がなされております

が、では、なぜ沖縄市から県に対して５月24日付で抗

議が出されたのか。これは明確に沖縄市北部地区に保

管された米軍基地のアスベスト含有廃材及び鉛、含有

土壌の早期撤去についての抗議というふうになってい

ますが、この件についてはどのように認識されます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　お答えします。

　基本的にはやっぱり地元の地域の皆さんに事前の説

明なしに搬入されたということに対しての抗議だと思

います。保管状況とかそういったことについてもお話

がありました。我々も現場確認をしておりますけれど

も、保管状態としては適切であるというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　この問題は突然起きたことではな

いんですよね。去年の８月の段階で北谷町のキャンプ

桑江北側返還跡地、ここに大量のアスベスト、鉛を含

む汚染土が発覚をした。これ自体が５カ月も放置され

て北谷町に知らされてなかったということがその時点

で大問題になっております。これを受けて、この廃棄

物の処分、アスベストを含んでいて、しかもこの時点

で県内では処分できないということが判断をされた。

これも防衛局は翌年の３月までには片づけますという

ことで、その時点で跡地利用に支障が出ないようにと

いうことも表明をされたわけですね。先ほど部長の答

弁でありましたが、３月になって防衛局から県に相談

があったんでしょう。この汚染土を搬出をするんです

が、これについてはどういうふうにすればよいのか。

保管はどうすればよいかということで３月に問い合わ

せがあった。この時点で、先ほど部長は、それは一般

的な飛散しないようなやり方の指導をしたがというこ

とでしたが、このときにこの汚染土、大量に発見され

た北谷のものがどこにどう処分されるんですかと、県

内では当然処分の行き先がないわけですから、どのよ

うに適切に県外に搬出されたのですかということを聞

かなかったんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　３月の防衛局の相談

は、搬出のやり方、方法とか、保管の方法、法令上の

そういう方法について相談を受けたということで、そ

の時点でどこに搬出するというようなことの相談は受

けておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　皆さん、私が聞いているのは、防

衛省石綿廃材を放置、鉛も検出、５カ月放置と、去年

の８月の時点で北谷の返還跡地にこのようなものが発

見されたということが報道された。その後、３月に

なって防衛局から、このアスベストを含むものをどこ

かに撤去したいんですがどうしましょうかと相談が

あったら、このことだなとまず思うはずなんですよ。

防衛局からだから基地絡みですよ。どこからの土です

か、どこからの汚染土ですか、アスベストが入ってい

るということは北谷のものですか、あれはどうなりま

したかということは聞かなかったんですか。そしてそ

の時点で県内ではこれを処分することができないとい

うことも十分それは県も承知の上ですよね。これをど

こに持っていくんですかと、本当に聞かなかったんで

すか。県内のどこに持っていくんですかと聞かなかっ

たんですか。県外に持っていくんですかと聞かなかっ

たんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　その段階では特に防

衛局から相談を受けていませんので、そういったこと

までは県は指導はしておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それが先ほど言った沖縄市の抗議

の趣旨なんですよ。当たり前ですよ。これだけ問題が

あって、2003年には――これは初めてではないんです

ね――キャンプ桑江で同じようにＰＣＢのコンデンサ

300余り見つかって、これも大問題になった。そして

去年の４月にはキャンプ瑞慶覧で工事廃材からアスベ

ストが発見されて、これもどこに持っていきましょう

かと。常々このような問題があるのが沖縄県の環境行

政が迫られている現実なんですね。知事は、これにつ

いて、基地からの環境汚染について訪米までされて、

地位協定の改定、米軍の排出者責任が問えないという

ことを問題にして、そもそも国内法の適用をさせるべ

きだということも含めて、地位協定の最大の課題の一

つとしてこういう取り組みもされているんでしょう。

それが足元で起こった、北谷でアスベストがどこに

持っていかれるんですかということも聞かないような

こういう対応で、気づいたら沖縄市にこっそりと運ば

れていた。これが発覚したから地元は非常に憤りがあ

るわけですよ。この件について対応いかがでしたか、

もう一度部長、答えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　当然アスベストとか
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鉛汚染土壌がどういう場所で最終的に処分されるかと

いうことは当然県としては大まかに把握できます。そ

れはしかし、受け入れ事業者とかいろんな問題もあり

ますし、アスベストに関しては県外ということもあり

ますので、特に最終処分されることについての相談が

ない限り、県としてはもちろんそういう許可をとって

ちゃんとした法令にのっとって処分できるような場所

で処分すべきであるということは言いますけれども、

場所までの言及はしないということでそこまでは言っ

てないということです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　ひどい答弁だと思います。

　知事、こういった基地から発生する汚染の、しかも

県内で処理ができないということを十分に認識しなが

ら、どこに持っていくんですかとすら聞かない。しか

も、県内で処理できないとすれば、せめて基地内に保

管の策がないのか、次善の策がとれないのかというこ

とも何の働きかけもしていないわけですよ、防衛局に

対しても、米軍に対しても。それについて、知事は地

位協定の改定で環境を３条、４条を求めていますが、

こういった現場の対応、いかがだと感じますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時47分休憩

　　　午前10時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　やっぱり基地の中の

そういう汚染物質、環境汚染を引き起こすような物質

を基地外に出すということは、県民の生命とか財産の

保護という観点から極めて注意しないといけないとい

うふうに我々考えておりますし、そういった観点から

防衛局に対しても、まず基地から外に出す場合には常

に関係国内の関係法令を遵守しなさいと、そういうこ

とを指導しておりますし、事前にしっかりとした説明

をしてもらいたいということをやっております。今後

とも、これに関しては、もちろん基地の中にあった場

合でもそれが飛散するとかいろんな状況を想定しなが

ら、県としてもコメントしたいと考えておりますし、

これまでもそうしてきておりますけれども、今後とも

やっぱり防衛局に対してはしっかりそこら辺は指導し

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　防衛局への指導は当然です。た

だ、今回、私が言っているのは、やっぱり跡地利用を

進める市町村や地主、そこに寄り添うような環境行政

であってほしいということなんですよ。こういった返

還地から汚染土が出て、その搬出先も問わない、監視

もしない、どこに持っていったかということを言われ

るまで知ろうともしないというのが今回非常に地元に

不安をもたらした。しかも、皆さん、この置かれた場

所はあのごみ山の隣、本当にほど近い場所です。こう

いったところで二重、三重に住民を怒らせてしまう対

応、これはもう重ね重ね指摘をしておりますが、この

問題、一刻も早く片づけさせること――もう起こって

しまっていますから――これについて県はどういうふ

うに今後監視を続け、そして早く撤去させるように働

きかけをするんでしょうか。そしていつまでにそれを

片づけさせるのか、お尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　おっしゃるとおり、

現在は中間的な保管と、一時保管という形で置いてお

りますけれども、そういった状態でも周辺の皆さんに

不安を与えているという面もありますので、早急に撤

去してもらいたいということでお話をしております。

鉛汚染土壌についてはたしか７月いっぱいか８月ぐら

いでしたか、そういう時期に片づけると。それからア

スベストについては、県外を想定しておりますので年

内ということで回答をしております。いずれにしても

早期に撤去して住民不安を払拭するように指導してい

きたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　進みます。

　指定管理者制度の件、きょうは環境生活部長にたび

たびお尋ねすることになりますが、先ほど芋で質問を

しました。センターで働く職員、指定管理者のみなら

ず財団のほうも含めて育児休業の取得率は何％です

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　男女共同参画セン

ターの民間の事業者が今指定管理者として維持管理し

ておりますけれども、育児休業規定は策定したと聞い

ております。それについては取得もそうですけれど

も、やっぱり関係法令に従って適切に対応されるべき

だと考えておりますけれども、取得率については把握

はしておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　通告してあるのに把握をしてない

ということは、どういう趣旨の答弁ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　あくまでも指定管理

者、事業者が関係法令を遵守するというのは当然でご

ざいますので、特に取得率を把握する必要はないとい
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う観点から把握はしておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　男女共同参画センターは、男女共

同参画の拠点の施設であるということで、仲井眞知事

のマニフェストにもしっかりと男女共同参画取り組み

ますと。だれもが安心して出産できる優しい社会を目

指します、ワーク・ライフ・バランスを進めます。そ

の拠点施設の男女共同参画センターで取得率がゼロ

％、職員が育児休業をとれないのは、育児休業があっ

たにしてもなきがごとき、だれも対象にならないよう

な育児休業規定なんですよ。ここで働く人のだれひと

りも対象にならない。過去にお一人、財団の職員の中

で育児休業を取得したいと申し出た方がいました。こ

の方は認められなかったんですね。育休をとって働き

続けたいと希望しましたが、雇用の継続は更新を認め

られなかったんですよね。これについて沖縄労働局は

発表していますが、妊娠・出産で解雇相談25％、県内

ではその相談が占める割合が４年連続で全国を上回っ

て、意識の低い事業者が目立つという指摘まで労働局

から出ている。これについて、本当に知事、このよう

な形でいいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　取得率は、今議員が

おっしゃるように結果的にはゼロというふうになって

おりますけれども、そもそも有期雇用に関するいろん

な労働関係の法令の整備について厚生労働省がガイド

ラインを出したのが平成20年の９月なんですね。それ

を受けまして、各県で例えばそういう指定管理などで

有期契約をする場合に、そのガイドラインに沿って規

定をつくるわけですけれども、現在の指定管理者が第

２期の指定管理をスタートしたのが平成21年の４月。

ですからガイドラインができて次の年度に指定管理を

スタートしているということで、21年４月から21年度

にガイドラインを参考に規定を整備したというような

経緯になりますけれども、22年度の１月、22年度中に

自分たちの規定を策定しています。そういったことで

結果的に規定ができて取得するまでの間が３カ月しか

なかったということで、その間に１歳未満の乳幼児を

持っている雇用者がいなかったと。結果としてそうい

う取得ができないという状況は生じたかもしれないと

は思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　全然違いますよ。有期雇用の範疇

では、今の規定ではだれもとれません。

　ところで、女性センターで働く人はみんな２年、３

年の有期雇用、理事長も常務も２年交代で、県の出向

職員も２年、３年人事なんですね。これで専門性が保

たれるんですかと再三お尋ねしています。ＤＶ相談と

か啓蒙・啓発、自立の課題を抱えている方へのいろん

なアドバイス、米兵との間の問題という国際問題もこ

のセンターが扱います。そういったセンターとしての

機能とか情報の蓄積、専門性、図書室も単なる情報発

信ではなくてレファレンスにも対応している司書がい

るわけですね。こういった専門スタッフが全員３年未

満の雇用という形で専門性は維持されますか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　そもそもこの女性財

団を設置した目的というのは、基本的に男女共同参画

を推進するような職員、人材をたくさん輩出するとい

う視点で設置しているわけです。そういう視点で言い

ますと、男女共同参画センター自体はコーディネート

機能が十分あればいいというふうに我々は考えており

ます。そこで例えば３年間雇用されて、男女共同に関

する政策を十分勉強していただいて、それをまた地域

に戻ってそこでまた生かしていただくと。そういう中

での男女共同参画センターの役割というのは、そうい

う地域の皆さんを例えばたくさん集めて、男女共同に

関する本当の学者とかそういった方を呼んできて講習

をやったりして、そういう中でしっかり育てて地域に

輩出していくとそういう役割を担っていると考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　では、そうおっしゃるので本当に

残念ですけれども、先ほどの育休の方、どうなりまし

たか。この方はやめざるを得なかったわけですね。結

局育休を申し出たら、もう更新できませんと言われて

やめざるを得なかったこの方はどうなったかという

と、結局その方の専門性、この方は国際相談ですよ。

その専門性を別の人材が探せなくてアドバイザーとし

て今、呼び戻して、毎月非常勤で入ってもらっている

んですよ。出産・育児を理由に雇用の継続、更新が認

められない。こういった中でやめてしまった方を、結

局余人をもってかえがたいという専門性の高い人材

を、結局は解雇して、後になってこういう不安定な雇

用形態で来てもらう。これが専門性の維持なんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　専門性の維持という

のはいろんな分野でございます。当然そういう国際問

題に関する相談もございますし、ＤＶであるとかそう

いったものもあると思います。現に、男女共同参画セ

ンターで有期雇用を終わってほかの地域で活躍してい
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るという方も事例はたくさんありますので、そういっ

た意味でしっかりとした人材を育成しているというふ

うに私たちは理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　指定管理者というのは、民間のノ

ウハウを生かすということを皆さんは再三おっしゃい

ますが、この民間のノウハウですけれども、先ほど言

いました常務は県の天下り、２年交代と慣例で決まっ

ているようなんですよね。その方は今、財団の常務と

指定管理者のセンター長、これを兼務している。その

報酬は幾らですかと聞いたら、個人情報で言えないと

言ったので、私、調べましたが、600万余り。そうい

う中でその民間のノウハウですが、男女共同参画セン

ターは土・日は開館しています。月曜日は休み。利用

者の利便に合わせて土・日のほうがむしろ忙しいんで

すね。まさに柔軟性を持って対応しているということ

なんでしょう。しかし、この常務は土・日は休み。セ

ンターが閉まっている月曜には出勤するんですね。そ

れで報酬600万という、私にはこれが本当に民間のノ

ウハウとして適切な２年交代の人事で、常務がこうい

うふうにいるということもよく理解ができない。しか

も、指定管理者になって図書購入費幾らになりました

か。１期目、２期目おっしゃってください、図書購入

費。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　それでは図書購入費

をとりあえず平成18年――これは１期ですけれども

――18年が126万3000円、19年が167万3000円、平成20

年が151万8000円、第２期は平成21年度から始まりま

すけれども69万円、平成22年度は決算額で66万7000

円、今年度23年度は67万円計上しております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　図書購入費は160万、150万台から

60万円台に落ちて、これで本当に本来の専門性の維持

が果たせますかということを聞いているんですよ。こ

ういった中で本当に雇用をぶつ切りにしていって３

年、３年で、中には財団時代から10年勤められている

方もいらっしゃいますよ。３年、８年、10年、こう

いった方々を本当に指定管理者、皆さんは契約社員で

しょう。指定管理者が導入されたから、もうしようが

ないんですよ、３年交代でというふうに本当に首を切

るんでしょうか、知事。指定管理者の入れかえに伴っ

てこの９人、今、雇いどめの危機になっております

が、今の状態で本当にこの方々、そのまま見放してし

まうのか、お尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　今年度（平成23年

度）で第２期の指定管理は終わります。来年度から第

３期でございますけれども、その３期の指定管理を受

けた事業者が採用については判断するものと考えてお

ります。

○仲村　未央さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　おはようございます。

　社大・結の大城一馬でございます。

　一般質問をいたします。

　まず、基地問題について。

　茨、普天間飛行場問題について。

　日米両政府は、普天間飛行場の2014年までの移設期

限を事実上撤回したが、県の認識と今後の見通しにつ

いて見解を示していただきたいと思います。

　滑走路２本のＶ字型決定と微修正も考慮することに

ついて見解を伺います。

　防衛局が県や宜野湾市に伝達したオスプレイ配備に

ついて知事の見解を伺います。

　レビン上院軍事委員長が現行計画を非難するも、嘉

手納統合案を提唱しています。知事の御所見をお伺い

いたします。

　日米両政府の動きは、普天間固定化につながる可能

性が懸念されています。知事の御所見をお伺いいたし

ます。

　芋、鳥島射爆撃場の硫黄鳥島への移転計画は、基地

負担軽減に逆行するものであり、地元久米島町も断固

反対しています。知事もその立場であると認識してい

ますが、決意をお伺いいたします。

　次に、知事訪米について。

　訪米時期について説明を求めます。

　目的についても説明をお願いしたいと思います。

　歴代知事の訪米回数と予算と主な成果について説明

してください。

　２、新たな沖縄振興計画について。

　茨、県要望５項目の重点事項について。

　政府との協議の進瀧状況についてお伺いいたしま

す。

　沖縄の要望は政府に十分に伝わっているとの認識で

すか、知事の所見をお伺いいたします。

　芋大震災と政局の混迷によって今後の展開をどのよ

うに認識しているのですか、示してください。

　３、新たな公共交通導入について。

　茨、国の鉄軌道導入調査について説明を求めます。

　芋、ＬＲＴ（新型路面電車）導入の可能性について
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お伺いいたします。

　４、県立郷土芸能会館（仮称）建設について。

　茨、進瀧状況について説明を求めます。

　５、県の公共工事複数同額入札問題について。

　茨、調査結果の評価をお伺いいたします。

　芋、制度の改善策について説明を求めます。

　鰯、県建設業協会が提示した長崎方式導入につい

て、見解を示していただきたいと思います。

　次に、公安委員会関連についてでございます。

　茨、交通安全施設の設置状況について。

　信号機設置に対する住民からの要請はどのぐらいあ

るのですか。

　住民からの要請に基づいて設置した信号機の数はど

のぐらいあるのですか。

　信号機の未設置箇所に対する今後の対応について示

していただきたいと思います。

　芋、飲酒運転と事故について。

　平成22年、23年の摘発件数と事故発生件数の説明を

求めます。

　二日酔い運転の実態について説明を求めます。

　飲酒運転根絶条例制定の効果が上がっておりません

が、今後の対策についてお伺いいたします。

　次に、中城湾港マリン・タウン・プロジェクトにつ

いてでございます。

　茨、県所有地の利用（処分）状況について御説明を

求めます。

　８、県道241号、南風原町内の拡幅工事について。

　「沖縄陸軍病院南風原壕群｣と喜屋武集落を結ぶ戦

争遺跡「飯あげの道」の存続の声が関係者から出てい

ることについて県の認識をお伺いいたします。

　９、福建省沖縄県交流事業について。

　茨、交流事業の今後の計画について説明してくださ

い。

　芋、福建・沖縄友好会館のあり方について説明を求

めます。

　最後に、沖縄全戦没者追悼式のあり方についてでご

ざいますけれども、去る６月23日の追悼式、一般参列

者の受付場所で約５つの検問所が設置されておりま

す。あの光景を見ますと、炎天下で何らその防止策が

なされていない。この追悼式に参列するのは、ほとん

ど高齢者の方々であります。あの光景を見てみます

と、改善の余地があるのではないかと私は思っており

ます。

　セキュリティーの改善についてお伺いいたします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　大城一馬議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、基地問題の関係で、2014年までの移設

期限撤回及び普天間固定化の可能性についてという御

趣旨の御質問にお答えいたしますが、１の茨のアと１

の茨のオが関連いたしておりますので、恐縮ですが一

括して答弁させていただきます。

　去る６月21日、日米安全保障協議委員会におきまし

て、「沖縄における再編」等を含む共同発表がありま

した。普天間飛行場の代替施設の完了などが2014年に

は達成されないことが示されております。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であり、早期に解決を図る必要があ

ることから、固定化は決してあってはならないものと

考えております。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談など、あらゆる機会を通じて、普天間飛行場の

県外移設及び早期返還の実現を強く求めてまいりたい

と考えております。また、その実現を図るためには、

日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべきであると

いうことを広く国民に理解してもらう必要があると考

えております。日米両政府などへの働きかけを積極的

に推進いたしております。

　同じく基地問題の中で、滑走路のＶ字型配置と位置

の微修正についての御質問にお答えいたします。

　これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得られ

ない移設案を実現することは、事実上不可能である」

と、機会あるごとに申し上げてきたにもかかわらず、

今回、このような案が決定されたことはまことに遺憾

であります。また、私は、当時、代替施設の建設位置

について地元の意向や環境に配慮する観点から、可能

な限り沖合へ寄せてもらいたいと政府に対し求めてお

りましたが、それと今回の日米共同発表に「この計画

の微修正を考慮し得る」と記述されたことの関係につ

きましては、承知いたしておりません。

　同じく基地問題に係る御質問の中で、レビン上院軍

事委員長らの提言についての御質問にお答えいたしま

す。

　レビン米上院軍事委員長らが沖縄の現状を踏まえ

て、辺野古移設を「実行不可能」と判断したのは、米

議会の中で、現行の辺野古移設案に対する疑問が生じ

てきたものと受けとめております。しかしながら、嘉

手納飛行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担を強

いられており、さらに負担が増加するような案は断じ

て受け入れることはできません。



－ 245 －

　県といたしましては、日米両政府に対し、引き続き

普天間飛行場の県外移設に真摯に取り組むよう強く求

めてまいりたいと考えております。

　次に、基地問題につきましての御質問の中で、訪米

の目的及び時期についての御質問にお答えいたしま

す。なお、１の鰯のアと１の鰯のイが関連いたしてお

りますので、恐縮ですが一括して答弁させていただき

ます。

　私が直接、アメリカ政府や連邦議会等の関係機関に

沖縄県の実情を伝え、そして理解と協力を求めること

は、沖縄の基地問題の解決を進める上で重要であると

考えております。

　今年度の訪米につきましては、去る５月の知事公室

長による米国出張の報告等を踏まえまして、沖縄の基

地問題の解決に向けて、米政府等へ効果的に訴えるこ

とができるよう、訪米の時期及び活動内容につきまし

て検討していきたいと考えております。

　次に、新たな沖縄振興計画に係る御質問の中で、重

点５項目の政府との協議の進瀧状況及び認識について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。なお、こ

の２の茨のアと２の茨のイは関連いたしておりますの

で、一括して答弁させていただきます。

　新たな沖縄振興に向けましての重点事項５項目につ

きましては、５月４日の民主党沖縄協議会、５月24日

の沖縄振興部会等におきまして、民主党、そして政府

へ重点的な取り組みを要請したところでございます。

去る６月23日の全戦没者追悼式における首相あいさつ

では、菅総理がこれらの５項目につきまして、新たな

沖縄振興策に取り組んでいきたい、一括交付金、そし

て跡地利用に関する法律の制定、出先機関の見直しな

ど、さまざまな制度について地元の方々の声に耳を傾

けながら実現していくとの発言があり、政府として、

県の要望をしっかりと受けとめ、その実現に向けた強

い姿勢を示されたものと理解をいたしております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、ＭＶ22オスプレイの配備への見解につい

てお答えいたします。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としましては、当該機種が過去の開発段階に

おいて死亡事故を起こしていること等から、県民が不

安を抱いており、十分な情報が示されない現状では、

当該配備については反対であります。去る６月24日、

沖縄県は、オスプレイの具体的な運用上の問題等につ

いての質問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説

明を求めたところであります。

　次に、鳥島射爆撃場の硫黄鳥島への移転についてお

答えいたします。

　去る５月に開催された米軍基地負担軽減部会で、北

澤防衛大臣から、鳥島射爆撃場を硫黄鳥島へ移転する

ことを検討しているとの発言がありましたが、沖縄防

衛局に確認したところ、具体的な内容は決まっていな

いとのことであります。

　県としましては、引き続き情報収集を行っていると

ころであります。

　次に、歴代知事の訪米回数と予算及び成果について

お答えいたします。

　歴代知事の訪米回数については、西銘知事が２回、

大田知事が７回、稲嶺知事が２回、仲井眞知事が２回

となっており、これまで13回の訪米予算の合計は、約

２億800万円となっております。

　知事の訪米は、その時々における懸案事項について

米国政府等に具体的な要請を行っており、ＳＡＣＯや

米軍再編で示された県道104号線越え実弾砲兵射撃訓

練の本土移転や海兵隊の削減など、日米両政府の基地

政策に影響を与え、県民の過重な基地負担の軽減に一

定の成果を上げているものと考えております。また、

最近の仲井眞知事の訪米では、渉外知事会と連携して

環境特別協定の締結を求めており、昨年12月、日米両

政府は、環境に関する作業部会を設置したところであ

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興計画につ

いての御質問の中で、今後の展開の認識についてお答

えします。

　新たな沖縄振興をめぐる今後の展開については、東

日本大震災や原発事故の対応などさまざまな要因があ

りますが、沖縄の置かれた特殊事情等、国による沖縄

振興の必要性は変わっていないと認識しております。

このため、沖縄県では来年３月に期限を迎える現在の

沖縄振興特別措置法にかわる新たな沖縄振興のための

法律の策定に向けた作業を引き続き進めてまいりたい

と考えております。政府はことしの夏ごろまでに、法

律の骨格について一定の方向性を示していきたいとし

ております。また、５月23日に開催された沖縄振興部
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会において、枝野官房長官兼沖縄担当大臣から、沖縄

の振興は沖縄だけではなく、アジアの発展を日本の発

展につなげていくもの。今後の振興については県が主

体となる方向で進める。一括交付金についても片山大

臣が前向きに言われているので、各省大臣にも協力を

お願いしたい。跡地利用については枠組みも含めて少

し検討していきたい。そろそろ議論を実務レベルから

政治レベルに押し上げて、夏ごろまでに骨格をまとめ

ていきたいとの発言がございました。

　県としても対応を強化し、県が求める要望事項の具

体化が図られるよう努めてまいります。

　次に、新たな公共交通導入についての御質問の中

で、鉄軌道導入調査についてお答えします。

　国は、平成22年度において需要予測モデルの構築を

行うとともに、鉄道やＬＲＴの需要及びその特性等に

ついて調査しております。その中で、都市間連携を強

化し都市構造の再編誘導を目指す場合には、鉄道のよ

うにできるだけ速達性を重視し、一方、各中心都市の

圏域形成を目指す場合には、ＬＲＴのように比較的駅

密度を高くしてきめ細かいサービスをしていく視点が

重要と評価しております。平成23年度には、整備効

果、総事業費、事業採算性等の調査及び新たな公共交

通システム導入の実現化に向けた課題の整理等を行う

予定とのことであります。

　次に、ＬＲＴの導入についてお答えします。

　県民及び観光客の利便性の向上、県土の均衡ある発

展を支える観点から、沖縄本島を縦断し、広域移動を

支える新たな公共交通システムの導入が必要であると

考えております。

　路面を走行するＬＲＴについては、所要時間から計

算した表定速度が時速10キロから15キロ程度とバスと

同等以下になるため、長距離の公共交通基幹軸として

は厳しい面があると考えております。

　なお、ＬＲＴについては、利便性の高い公共交通

ネットワークを構築する観点から、公共交通基幹軸の

主要拠点に結節するフィーダー交通として位置づける

ことが望ましいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　おはようご

ざいます。よろしくお願いします。

　県立郷土芸能会館（仮称）建設につきまして、県立

郷土芸能会館建設の進瀧状況についてお答えいたしま

す。

　旧県立郷土劇場にかわる新たな文化発信交流の拠点

となる施設の整備に向けて、今年度調査検討を行うと

しており、早速、専門家から意見を聞き、施設のあり

方についての検討委員会設置に向けた準備を進めてい

るところであります。

　今後の取り組みといたしましては、県民、観光客、

県内で活動する文化団体のニーズ把握や県内外の公立

文化施設の実態調査などを行うこととしております。

あわせて、検討委員会で議論を重ね、今年度中に基本

的なコンセプト、運営計画等を含めた基本構想を取り

まとめることとしております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　県公共工事複数同額

入札問題についての中で、調査結果の評価についてお

答えいたします。

　今回の同額入札問題で県民に疑念を抱かせるような

状況が発生したことは、まことに遺憾であります。

　県では、設計積算から予算執行にかかわった職員及

び同額で入札した事業者に対して厳正な調査を実施し

ました。その結果、情報漏えい等の不正と認められる

事実は確認されませんでした。同額入札の要因として

は、最低制限価格がほぼ予定価格の90％であること、

積算ソフトの高度化と積算技術の向上等が考えられま

す。

　同じく複数同額入札問題で、制度の改善策について

お答えいたします。

　今回の同額入札問題の改善策としましては、最低制

限価格に１％の幅を設けることや総合評価方式の改

善、拡充及び公共工事入札契約適正化委員会でのフォ

ローアップ等を実施することとしております。

　県では、今後二度と同様な事例が発生しないよう、

改善策の実施にしっかりと取り組んでいく考えであり

ます。

　同じく複数同額入札問題で、長崎方式の導入につい

てお答えいたします。

　今回、業界団体から提案がありましたいわゆる長崎

方式は、設計金額に機械的に任意の係数を二段階に分

けて乗ずることによって最低制限価格を算出するもの

であります。提案内容を検討したところ、算出された

数字が偶発的であることや県の電子入札システムに組

み入れるとシステムが複雑となることなどから、同方

式の採用を行いませんでした。一方、県の改善策では

最低制限価格に１％の範囲で、決裁権者が工事の実情

に応じた任意の数値を乗じて最低制限価格を算出で

き、システムの改修を行わないでの対応が可能であり
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ます。

　次に、中城湾港マリン・タウン・プロジェクトにつ

いてで、県有地の処分状況についてお答えいたしま

す。

　中城湾港マリンタウン地区の公共及び民間を含めた

県有地全体の分譲状況については、平成23年５月末現

在、分譲対象地93.7ヘクタール中、74.6ヘクタールを

分譲しており、分譲率は約80％となっております。ま

た、ホテル用地やコンドミニアム用地等民間への分譲

対象地21.5ヘクタール中、2.4ヘクタールを分譲して

おり、分譲率は約11％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部警務部長。

　　　〔警察本部警務部長　磯　丈男君登壇〕

○警察本部警務部長（磯　丈男君）　公安委員会関連

の御質問の中で、交通安全施設の設置状況について一

括してお答えいたします。

　信号機の設置に対する要請件数につきましては、各

警察署が住民からの要請を受け、警察本部に上申され

た件数が平成23年５月末現在で101件ございます。

　次に、住民からの要請に基づいて信号機を設置した

数についてお答えをいたします。

　平成20年度は、新設23基中12基、平成21年度は、新

設21基中８基、平成22年度は、新設16基中８基となっ

ております。

　次に、信号機未設置箇所に対する今後の対応につい

てお答えをいたします。

　先ほど申し上げたとおり、県内全域から多数の設置

要請があることから、要請箇所の事故発生の頻度、事

故の発生形態及び交通量等を総合的に調査検討し、緊

急性の高い箇所を優先的に設置してまいります。

　こうしたことから、信号機未設置箇所に対しまして

は、道路管理者とも連携して信号機以外の交通安全施

設の設置を図るとともに、今後の交通状況を見きわめ

ながら緊急性や必要性に応じ、信号機が設置できるよ

う検討してまいりたいと思います。

　次に、飲酒運転の検挙件数と飲酒絡みの人身事故の

発生件数についてお答えをいたします。

　平成22年中の県内における飲酒運転の検挙件数は

2269件で、飲酒絡みの交通人身事故は154件となって

おります。また、平成23年５月末現在では飲酒運転の

検挙件数は625件、飲酒絡みの交通人身事故の件数は

52件となっております。

　次に、二日酔い運転の実態についてお答えをいたし

ます。

　平成22年中に県内において発生した飲酒絡みの交通

人身事故は154件で、そのうち二日酔い運転と思われ

る午前６時から午前10時までの時間帯における事故は

43件となっており、全体の27.9％を占めております。

　次に、飲酒運転根絶条例に基づく今後の対策につい

てお答えをいたします。

　県警察では、平成21年10月１日に施行された沖縄県

飲酒運転根絶条例に基づき、自治体や事業者、地域の

ボランティア等と連携し、毎月１日の飲酒運転根絶の

日における広報啓発活動、大型ショッピングセンター

等におけるチラシ配布やパネル展示、学校、自治会、

老人会、事業所等に警察官が出向いての飲酒運転根絶

マニュアルを活用した交通安全教育、飲食店に対する

二日酔い防止ステッカー等の配布等、二日酔い運転防

止キャンペーン、米軍人等に対する交通安全教育など

の施策を推進し、飲酒運転の根絶に取り組んでいると

ころであります。その結果、飲酒絡みの交通死亡事故

が15年連続していた全国ワーストワンを昨年脱してお

りますが、依然として飲酒絡みの交通人身事故は全国

ワーストで推移をしております。

　飲酒運転の根絶は一朝一夕になし得るものではな

く、息長く対策を継続する必要があると考えておりま

す。今後とも、飲酒運転の徹底した取り締まりはもち

ろんのこと、関係機関・団体との連携を一層緊密にし

てこれまでの対策を強化するとともに、創意工夫を凝

らしたあらゆる取り組みを行い、飲酒運転のない安

全・安心な沖縄県を実現するため県民の皆様と一丸と

なって取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　県道241号（南風原町）拡

幅工事についての御質問で、「飯あげの道」の存続に

ついてお答えいたします。

　沖縄陸軍病院南風原壕群は、平成２年に南風原町が

戦跡文化財に指定した戦争遺跡でございます。

　「飯あげの道」は、動員された当時の学徒らが食料

や水を運んだとされる炊事場から各壕を結ぶ道で、当

該遺跡を理解する上で重要であるととらえておりま

す。現在、南風原町におきましては、「飯あげの道」

の取り扱いに関して協議がなされていると聞いており

ます。

　県教育委員会といたしましては、地域の文化財は地

域において適切に保護、活用していくことが基本と考

えており、その推移を見守りつつ対応していきたいと

考えております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　福建省沖縄県交流事

業についての御質問の中で、福建・沖縄友好会館のあ

り方についてお答えいたします。

　福建・沖縄友好会館は、平成10年のオープン以降、

沖縄県産業振興公社福州事務所が同会館の沖縄県使用

部分の管理運営を行ってまいりました。現在は、３社

の日本企業の駐在員事務所が入居しております。平成

22年３月に決定した「新沖縄県行財政改革プラン」に

おいて会館委託料の廃止が決定されたため、管理運営

に関する見直しを行ってまいりました。その結果、同

会館の利活用を促進するためには、民間企業のノウハ

ウとネットワークを活用することが有効と考え、今年

度から、民間企業へ管理を委託しているところでござ

います。

　今後は、同会館を拠点として、管理委託企業や関係

機関とも連携し、福建省と沖縄県の経済文化交流を促

進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　追悼式の会場におけ

るセキュリティーの改善についてお答えいたします。

　沖縄全戦没者追悼式において、総理大臣等の要人が

参列する場合には、要人及び会場内の安全確保を図る

ため県警との調整の上、セキュリティー対策を行って

おります。その一つとして、追悼式会場の入り口にお

いて原則として参列者全員の金属探知機の検査を行っ

ていることから、高齢の皆様に御負担をかける結果と

なっております。今後は、関係機関と調整し、御高齢

者の参列に配慮した式典運営に努めてまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　済みませ

ん。答弁漏れがありましたので、改めて答弁の機会を

いただきたいと思います。

　福建省沖縄県交流事業についての中の、沖縄県と福

建省の今後の交流についてお答えいたします。

　県では、福建省との交流に向け、先月、那覇市、浦

添市、宜野湾市と「福建省関係行政機関等連絡会議」

を設置し、関係機関が連携して今後の経済交流・人材

交流等について一層促進することを確認したところで

あります。また、来年は沖縄県と福建省の友好県省締

結15周年の節目に当たるため、相互の友好協力関係の

さらなる発展に向けた記念事業を実施したいと考えて

おります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　まず、最初に追悼式のあり方につい

て質問させてもらいます。

　先ほど申し上げましたように、あの日の炎天下、私

はこういう追悼式、死者を祭るこの式にあれだけの部

外者、たとえ総理がこれに参列すると言ってもテロは

起こりませんよ。余りにも私は過剰な思い込みだと

思っているんですね、あの光景を見ますと。総理がい

らっしゃるときにはちゃんとしっかりとしたＳＰがつ

いているんじゃないですか。ましてやあの会場を見て

本当にこういう不審者を今の調子で完璧に押さえられ

るか。ロープ一本で全部回して、一般入場者のこの部

分だけが結局は金属探知機で――それも金属探知だっ

て県の福祉保健部の職員がやっているんでしょう、道

具は県警から借りて。私は、やはりこの部分、当然総

理が来る場合は、あの周辺でＳＰにしっかりと警護し

てもらう。あの検問所は廃止すべきじゃないかと思う

んですけれども、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　確かに議員御指摘の

ように、あの状況の中でテロ等が起こる蓋然性あるい

は可能性がどの程度あるかというのは、それぞれ疑問

もあるかもしれませんけれども、一定の要人が参加し

ての式典においては、それなりのセキュリティーの中

でやるようにということですので、周辺の環境整備に

努めることで少しでも負担を軽減できないかと考えて

いるところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　やはりあの場所のあの設定の仕方は

まずいと思います。ぜひ改善の方向で進めてくださ

い。

　次に、いわゆる「飯あげの道」の件ですけれども、

御承知のようにこの間の一般質問でもその問題が取り

上げられました。教育長も実際、現場に行って体験し

たと、私も体験してきました。やはり今、平和ガイド

の会とか関係者から、そしてまた地元の有志からも県

のほうに陳情が出ていますけれども、ぜひ保存してい

ただきたいと。そして教育長は、あくまでも地元の意

向がまず第一に優先だろうということで、それはそれ

として私はそのとおりだと思っているんですけれど

も、ただ、このトンネルというのがこの間の質問の中

でも、教育長から地権者の同意ということも出ていま

したので、このトンネルというのは県道241号線にか
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かる部分は、もともとこれは里道で、今、管轄は県に

なっているんですよ。このトンネルの部分の里道は県

が管轄しているわけですね。ですから、やはり私はこ

の件につきましては、いわゆる地権者の立場からする

と県も一定の方向性を出していただきたいと思うんで

すけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　県道の拡幅工事の件なんで

すけれども、基本的には県道は県土木建築部が所管を

しております。そういう中で、今回この事案が出てき

た経緯は私も十分に承知しております。ですから、今

後この県道の拡幅工事につきましても県土木建築部と

調整していきたいなと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　この県道の拡幅は2013年度から始ま

りますから、もう実施設計に入るわけですよ。そし

て、これが約32メートルぐらい、当然トンネルもその

ぐらいになりますけれども、ぜひ私はやはり地元に任

せる云々ではなくて、県の全体的なそういう戦争遺跡

の保存、平和学習の立場から、ぜひ一定の方向性は県

教育庁としても出してほしいということを重ねてお願

いしておきたいと思います。

　それでこの保存ですけれども、実は2003年、こうい

う答申が出ているんですね。「南風原陸軍病院壕群整

備検討委員会」というのが立ち上がっております。

2003年にこの「飯あげの道」の復元をぜひやるべきだ

という答申で当時の助役が委員長です。そして、今現

町長が当時の助役です、委員長。要するに、現町長の

もとでこの答申がなされているわけですね。その中で

は、やはりコンクリートも全部はがして普通の石畳、

かつての復元をすべきだということもちゃんと答申さ

れていますから。そういったことも踏まえてやはり県

教育庁と地元としっかり協議して、そして教育庁の方

針これを示してもらえばというふうに思っておりま

す。

　次に、中城湾港マリン・タウン・プロジェクトなん

ですけれども、残念ながらこの県の処分用地、今残っ

ているのが19ヘクタールですね、約19万坪。このマリ

ンタウン地区も市町村、西原・与那原を含めてほとん

ど分譲完了なんですね。もう与那原はマリンタウンの

事務所の案内所を閉めましたよ、96％の分譲というこ

とで、西原も86％です。そしてこの県有地の19万坪で

すね、肝心なところにあるんですよ、真ん中に。あの

一帯は、西側ほとんど北側まで商業施設やあるいはま

た高層マンション等ができて、そしてまた、その前に

は例のマリンパークですか、いわゆるきらきらビー

チ、目の前にこの広大な県有地が雑草もそのまま伸ば

して――この間の日曜日も見てきましたけれども――

向こうは観光地です、県の地域指定なんですよ。そう

いう中であれだけの膨大な用地が残されて処分できな

いと。私はこういうことが望まれると思うんですね。

私は、港湾課では企業誘致とか無理な話じゃないかな

と思っているんですよ。以前に担当部長に処分、利用

については観光商工部やあるいは教育関係あるいは産

業公社とか、そういった横の連携をとっていい知恵を

出してプロジェクトチームをつくってやるべきじゃな

いかと。そうせぬといつまでもこのまま残りますよと

いう話をやったことがあるんですね、直談判で。

　ですからやはり、港湾課は、とにかく埋めて造成し

た技術屋ですよ。なかなかセールスは私は無理な話が

あるというふうに思うんですね。ですから、これはや

はり一考をしてもらって、あれだけの膨大な広大な用

地ですから、ぜひ早目にこの土地利用についてしっか

りやってもらいたいと思いますけれども、もう一度決

意をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築部において

も大きな懸案事項ということで、部を挙げてこれに取

り組もうということで、今、検討会議も発足しまし

た。

　先ほど申し述べたんですけれども、11％しかないと

いうことでちょうど真ん中の19ヘクタールをどうする

かということで、今年度から改めてもう一度、分割も

含めて、あとはいろんな手法、もちろん分割する方法

とか、あといろいろ用途とか、あと賃貸も含めていろ

んな形で私たち検討して、今後企業誘致を進めます

が、議員提案のように、観光、教育庁とか産業関連も

含めて他の関係部局とも連携を深めて、何とか一歩で

も進めていきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　ぜひ早目の対策をお願いしたいと。

県債残高60億ですよ、60億。これも考えてぜひ早目の

土地利用をお願いしたいというふうに思っています。

　次に、新たな振興計画なんですけれども、私はいろ

んなそういう報道でしかこのことを関知しておりませ

んけれども、どうもきょうの新聞にも例えば民主党の

沖縄協議会ですか、一括交付金についてももう段階的

にというような記事も出たりして、果たして今のこの

政権で沖縄県が求めるこの振興計画が十分に完結でき

るかどうか。ましてや今政局も混迷。先ほど答弁があ

りましたように、大震災、原発問題が起きる中で、今

の政権も８月末にはやめるとかあるいは解散するとか
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いろんな話が出ていますよね。そういう状況の中で、

政府レベルで本当にこの新たな沖縄振興計画にちゃん

と県の要望を反映させることができるのかどうか、極

めて疑問に思うわけですね。場合によってはこれはも

うそのまままた官僚に丸投げということになれば最悪

ですよ。やはり今の状況をよく見ると、しっかり政府

の今後の展開を把握しておかないと大変だなと思うん

ですけれども、知事もう一度その件につきまして見解

をお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、大城一馬議員の御心配

は理解できますし、我々も今、日本国のこの政治が政

局化している。それから東日本の話から膨大な赤字財

政とか、いろんな話が出て政権が安定しないという中

でこの沖振法の期限が来年来る、軍転法も来年の３月

末で切れるというそういう時期に遭遇しておりますか

ら、私どもも結局、この政権与党たる民主党さんを中

心にいろいろ意見を交換し要請をしながらも、野党と

いいますか、県政では与党の自由民主党、公明党さん

とも相談をし、社民党さんとも相談をし、各政党、

――共産党さんにもお願いに行っています。つまり沖

縄の関連する政党会派の皆さんに要請をし、お願いを

して、来年切れる法律に間に合うように法律を延長

し、予算を獲得していきたいということで我々も取り

組んでおります。

　ですから、確かにおっしゃるようにいろんな動きが

あるもんですから、我々も非常に細かくいろんな政党

会派、そして政府の中のお役人の方々とも意見交換し

ながら、確実に前に進んでいると理解をいたしており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　各政党にきちっと要請していると。

ついでに社大党の国会議員もいますから、ぜひ要請し

てください。お願いします。

　それと、次に普天間問題ですけれども、確かに昨年

の９月、そして県知事選挙、それ以来、知事が県外移

設ということでかじを切って強く発信しております。

私もあれは随分知事もいろんな発信の仕方、表明の仕

方、言葉の使い方が随分変わったなというふうに認識

しておるんですよ。やはり、私は今、日本政府やアメ

リカ政府にこの普天間基地問題を訴えるためには普通

の要請では、紳士的な要請ではやっぱりなかなか前に

進まないんですね、かつてやったこともあると思いま

すけれども。やはり怒りを示す、沖縄県知事が強い口

調でアメリカ政府でもどんどん批判してください、日

本政府どんどん批判してください。強い口調でしっか

り訴えて、そしてこれは県民に連鎖する、反応が来

る。そうすれば、大きな怒りが起きて日米両政府を動

かすというふうになると思うんですね。ですから、ぜ

ひこれはやはり知事が先頭に立ってしっかり発信する

ことが大事ですから、その件についてぜひ頑張っても

らいたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　こんにちは。

　６月30日、宮森小学校ジェット機墜落事故、それか

ら52年目の夏を迎えました。遺族の生きててほしかっ

た、この苦しみは私たちだけで終わらせてという悲痛

な叫びと、児童は二度とこのようなことがないように

と平和の鐘を打ち鳴らしました。その音色をかき消す

ように、その日も上空ではすさまじい米軍のジェット

機の爆音。青い空、白い雲、セミの声がうるさく聞こ

える、そういう中で平和の鐘が鳴り響く慰霊祭が行わ

れる日を目指して、さらなる努力を決意いたしている

ところです。

　といったやさきに、先ほど驚く一報が入ってまいり

ました。

　先ほどのニュースでＦ15戦闘機が墜落した可能性が

あるとの報道がありました。質問通告後に報道された

ことではありますが、重大な問題でありますことか

ら、議事課に連絡をしてありますので、先例を踏まえ

質問をいたします。

　那覇空港から飛び立ったＦ15戦闘機の尾翼らしきも

のが海上で見つかったとの報道がありました。詳細に

ついて、関係部局の説明をいただきたいと存じます。

　以下、質問いたします。

　１、知事の政治姿勢について。

　普天間移設に関して、アメリカ議会で辺野古は非現

実的と予算を否決しました。実現性のない２プラス２

合意、いよいよ沖縄の本気さ、知事の真価が問われて

きます。

　茨、日米安全保障協議委員会における頭越しの「辺

野古崎Ｖ字型滑走路」の建設決定。今後、評価書への

知事意見、公有水面埋立許可権者としての知事の審査

という大きな役割があるが、どのような方向性で準備

を進めようとしているのか伺います。

　芋は割愛します。
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　鰯、地位協定改定について、見直しが進まない現状

を今後どう打破していくのか。県民の総意を政府にど

う訴えていくのか具体策を示してください。

　允、知事公室長の訪米成果と今後の知事訪米の計画

について。

　２、防災対策について。

　茨は割愛します。

　芋、現状の課題を検証し、実効性のある計画を策定

しなければなりません。新防災計画は、より細かな対

策の必要が迫られております。と同時に、より強固に

していくために以下の詳細を「沖縄21世紀ビジョン基

本計画」に盛り込む用意があるのか伺います。

　ア、津波対応避難場所の設置について。

　イ、災害に応じた避難誘導経路について。

　ウ、災害に応じた避難訓練の実施について。

　エ、地域単位の防災無線の整備について。

　鰯、今回の原発事故、放射能汚染の不安は世界を震

撼させ、いまだ終息のめども立っていません。原潜の

入港するホワイト・ビーチ、周辺住民の不安はこれま

で以上に高まっています。避難訓練の実施計画はどう

なっているのか伺います。

　允、特別防災地区として指定されております「県石

油コンビナート等総合防災訓練」について、今回の災

害を受けこれまでの訓練のあり方を見直し、より実践

的な訓練の実施が求められておりますが、計画を伺い

ます。

　３、東日本大震災被災者支援について。

　茨、国民挙げて支援の輪が広がっておりますが、福

島県での原発事故による放射能汚染による不安はます

ます広がっています。子供たちの支援の一つとして、

夏休み期間だけでも沖縄の太陽のもと思い切り遊ばせ

てあげたいと、民泊・ホームステイの事業の取り組み

が望まれています。私も委員会等でも取り上げ、今、

作家の奥野修司さんらと準備を進めているところで

す。県の対応を伺います。

　芋は割愛いたします。

　４、再生可能エネルギーの推進について。

　再生可能エネルギーの推進については、これまでの

議論の中で県の積極的な取り組みの答弁があります。

具現化することが大事だと考えます。

　そこで、茨、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」への

風力、太陽光、バイオマス、小水力発電等の開発、設

置の反映と決意を伺います。

　芋、電力事業について国民の関心が高まっていま

す。そこで発電、送電の分離に対する県の方向性を伺

います。

　５、ハーグ条約締結について。

　国際結婚が破綻すると子供の扱いをめぐって国境を

越えた争いが起き、それに対処するために国際ルール

を定めたのがハーグ協定です。日本はまだ批准はして

おりませんが、欧米から強く加盟を求められ、このほ

ど閣議決定をいたしました。国際結婚の多い本県、そ

の影響は少なくありません。課題を整理し、県民理解

が必要だと思いますが、認識を伺います。

　６、住宅防音工事規定の見直しについて。

　昨年より地域住民とともに民主党沖縄県連の協力の

もと政府への要望等をいたしてまいりました。ことし

４月よりＷ値80地域の防音建具復旧工事が認められ

――成果の少ない民主党県連に敬意を表します――喜

んでいるところですが、さらに前進させていきたいと

思います。

　茨、嘉手納飛行場周辺、普天間飛行場周辺の爆音被

害はさらに増加をしていることはデータが如実に示し

ております。防音工事エリア内における告示の撤廃に

ついての県の見解を伺います。

　芋、防音工事エリアの見直しに対する具体的な計画

について伺います。

　７、県有財産の処分について。

　茨、旧石川保健所は、閉所から約10年もたっており

ますが、今も建物が放置され、防犯、防災管理上大変

危険性が高くなっております。地元の不安が大きくな

り、また、まちづくりの観点からも早急な整備が求め

られております。計画を伺います。

　芋、県内の放置、未処分、あるいは未利用になって

いる県有財産の状況とその処分計画を伺います。

　８、観光振興について。

　本県のリーディング産業として観光政策の強化は

待ったなしです。世界に誇れる文化と地理的、気候

的、人材的魅力の可能性の高いスポーツ振興とのコラ

ボ等、文化観光スポーツ部としての観光振興の課題と

対策を伺います。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内末子議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、再生可能エネルギーの推進についての

御質問の中で、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」への

風力発電等の開発、設置の反映と決意についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、21世紀ビジョンの基本計画となります

「新たな計画の基本的考え方」におきまして、エネル
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ギー使用に伴う環境負荷の低減やエネルギーの安定供

給等を図ることといたしております。そのため、太陽

光発電や風力発電などのクリーンエネルギーにつきま

して、実用化に向けた研究開発や実証事業等に取り組

みながら導入・普及を推進することといたしておりま

す。

　今後は、これらの取り組みを加速いたしますととも

に、「新たな沖縄振興のための制度提言」におきまし

て、民間事業者や一般消費者を対象としましたグリー

ン投資税額控除等の新エネルギーの導入に対する支援

制度を要望しているところでございます。

　同じく再生可能エネルギーに係る御質問の中で、発

電、送電の分離に対する県の方向性についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　電力の発電、送電の分離につきましては、一般的に

は競争促進による電気料金の低減や分散型電源の導入

促進が期待されるものの、安定供給が十分に保証され

るかどうか、そして、ユニバーサルサービスが保障さ

れるかどうかの意見がいろいろと出されております。

今後、国のエネルギー・環境会議において発電、送電

の分離が議論されていくものと聞いております。

　沖縄県といたしましては、国の議論の動向や沖縄県

が多くの離島を有していること、系統電力が小規模で

あることなどの特殊事情を踏まえ適切に対応してまい

りたいと考えております。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、観光振興の課

題と対策についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　沖縄観光が今後とも成長のエンジンとして県経済を

牽引していくためには、国内外からの新たな観光需要

の創出と付加価値の向上による観光収入の増大を図っ

ていくことが重要であると考えております。そのた

め、空港や港湾等のインフラ整備を促進いたしますと

ともに、国内の新規市場の開拓や中国を初めといたし

ましたアジア、欧米、ロシアなど外国人観光客の誘致

を強化し、新たな観光需要を創出していく所存でござ

います。

　また、観光を軸に文化、スポーツ、医療などと連携

をした沖縄独自の高付加価値型観光メニューを創出

し、観光収入の増大を図ってまいりたいと考えており

ます。

　さらに、環境と共生する観光地づくりを推進いたし

ますとともに、観光と農林水産業や製造業などと連携

強化に努め、経済波及効果を増大し、雇用の創出と安

定に寄与する総合産業としてさらなる成長を目指して

まいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての中で、今後の評価書や公有水面埋め立てに対する

方針についてお答えをいたします。

　現時点で、政府から評価書や埋立承認願書が提出さ

れる時期等については示されておりません。仮に、提

出された場合には、関係法令にのっとり検討すること

になりますが、県としましては、地元の理解が得られ

ない移設案の実現は事実上不可能であり、普天間飛行

場の県外移設を求める考えに変わりはありません。

　次に、日米地位協定の見直しについてお答えをいた

します。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。現在、民主党政権では同協定の改定を提起す

るとしておりますが、政府からはいまだ改定の方針等

が示されていないことから、本年２月８日には軍転協

を通じ、５月７日には防衛大臣、５月28日には外務大

臣に対して知事が直接、早急に見直し作業に着手する

よう求めたところであります。

　県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会等と

も連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通して粘

り強く日米地位協定の見直しを求めてまいります。

　次に、知事公室長の米国出張と知事訪米についてお

答えいたします。

　私は、去る５月23日から６月１日までの間、米国に

出張し、米国政府、連邦議会関係者、シンクタンク、

マスコミ関係者らと面談し、この中で沖縄の基地負担

軽減、とりわけ普天間飛行場の県外移設を求める沖縄

県の考え方に対する受けとめ方や米上院軍事委員長ら

が提示した辺野古移設の見直しについて情報収集いた

しました。

　面談相手といたしましては、政府関係では国防総省

におきましてシーファー国防次官補代理及びボスティ

グアム政策上級顧問と面談しました。また、議会関係

ではレビン、ウェッブ両上院議員の事務所等で専門ス

タッフと面談をしたところであります。大学シンクタ

ンク関係では外交問題評議会のスミス上級研究員、戦

略国際問題研究所のグリーン上級顧問、ジョージワシ

ントン大学のモチヅキ教授のほか、ハーバード大学

ボーゲル名誉教授などと面談をいたしました。このほ

か、マスコミ関係ではウイークリー東洋経済のワシン

トン通信員であるピーター・エニス氏と面談をしたと
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ころでございます。

　今回の出張で得た課題といたしましては、米側に基

地負担の軽減を求める沖縄の実情をこれまで以上に強

く訴える必要があること、米国の情報を的確に収集す

る必要があること等がありました。今回の出張で得た

成果を踏まえ、今後の知事訪米や米国に直接沖縄の実

情を訴え、米国側の理解と協力を得る方策を検討して

いきたいと考えております。

　次に、防災対策についての御質問の中で、防災対策

の「沖縄21世紀ビジョン基本計画」への反映について

お答えをいたします。２の芋のア、同じくイ、ウ、エ

は関連いたしますので一括してお答えをいたします。

　避難所や避難経路の設置、避難訓練の実施及び防災

無線の整備等は、いずれも災害時に県民の生命を守る

ために重要であると考えております。これらについて

は、災害対策基本法に基づき市町村がそれぞれの地域

防災計画において定め対策を講じております。

　東日本大震災を踏まえ、県及び市町村においては、

地域防災計画等の見直しを進めており、想定される地

震・津波の見直しや住民の避難対策等の強化を市町村

と連携し進めていくこととしております。

　「新たな計画の基本的考え方（案）―沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画（素案) ―」におきましては、「災害

に強い県土づくりと防災体制の強化」として、実行力

のある組織体制等の強化や住宅・建築物の耐震化対策

等に加え、関係情報の一元化やハザードマップ等のソ

フト対策の強化を掲げており、今後、新たな計画の策

定に反映させてまいりたいと考えております。

　次に、ホワイト・ビーチにおける避難訓練の実施計

画についてお答えいたします。

　県におきましては、沖縄県地域防災計画に基づき、

平成22年２月にうるま市、沖縄県警察及び第11管区海

上保安本部等関係機関の参加により、原子力艦による

原子力災害時の住民避難を想定した図上訓練を実施し

ました。今後は、この成果を踏まえ図上訓練を重ねて

実施するとともに、実際の避難訓練につきましても、

実施に向け関係機関と調整してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、石油コンビナート等総合防災訓練の実施計画

についてお答えいたします。

　県におきましては、沖縄県石油コンビナート等防災

計画に基づき、県、関係市町村、消防、警察、海上保

安庁及び特定事業所などの関係機関参加のもと、大規

模災害発生時におけるコンビナート地区の火災や油漏

れを想定し、消火、避難及び救護等の実動型総合訓練

を毎年実施しております。今年度は、11月にうるま市

平安座地区特別防災区域での実施を予定しております

が、東日本大震災の教訓を踏まえ、さらに実践的な訓

練となるよう、今後、各参加機関と連携の上、訓練内

容を調整してまいりたいと考えております。

　次に、住宅防音工事規定の見直しについての中で、

住宅防音工事に係る告示の撤廃についてお答えいたし

ます。

　県は、これまで渉外知事会や軍転協を通じて、政府

に対し、告示日以降の新築・増改築住宅への制度の拡

充や住宅防音工事の対象区域の拡大などを要請してお

ります。軍転協要請に対する去る５月の政府回答にお

いては、第１種区域指定後に建設された告示後の住宅

防音工事の助成措置の拡大について、今後の全国にお

ける同工事の実施状況等を踏まえつつ検討していくと

しております。

　県としましては、今後とも渉外知事会や軍転協と連

携し、あらゆる機会を通じ騒音対策の強化・拡充を求

めていきたいと考えております。

　次に、防音工事エリア見直しの具体的計画について

お答えいたします。

　沖縄防衛局によりますと、嘉手納飛行場周辺におけ

る住宅防音工事助成対象区域（第１種区域）の見直し

については、米軍再編に伴う一部訓練移転の影響もあ

ることから、引き続き調査を行うとのことでありま

す。なお、見直し時期については、現時点では明らか

ではありません。

　次に、航空自衛隊那覇基地所属のＦ15戦闘機の消息

不明という事案にお答えをいたします。

　本日午前、航空自衛隊那覇基地所属のＦ15戦闘機が

久米島北方海域で消息を絶ったとの連絡を受けており

ます。現在、発表されている資料によれば、発生日時

は本日、平成23年７月５日午前10時33分ごろ、発生場

所は那覇の北西100マイル、約160キロでございます。

部隊名としましては航空自衛隊で、83航空隊204飛行

隊、操縦者は37歳の３等空佐でございます。機種はＦ

15戦闘機１機でございます。

　これ以上の情報についてはまだ報告を受けてござい

ませんけれども、人命が第一ということで、搭乗員の

安否の確認に最大限努力をしていただきたいというの

が現状でございます。今後、さらなる情報を自衛隊等

から収集したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　東日本大震災被災者支援に

ついての御質問で、夏休み中の受け入れについてお答
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えいたします。

　県教育委員会では、福島県の避難所等で生活してい

る児童生徒等150名程度を対象に、８月に５日間の滞

在プログラムを計画しているところでございます。プ

ログラムは、伝統文化体験、歴史学習、自然学習等を

通して被災地の子供たちを勇気づける内容となってお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ハーグ条約加盟への

認識についてお答えいたします。

　ハーグ条約への加盟につきましては、海外で暴力

（ＤＶ）を受け、避難帰国してきた母子の邦人を保護

できなくなるなど、国内にも異論があることは承知し

ております。政府ではこれに配慮し、法案作成に当

たっては、返還手続を統括する「中央当局」を外務省

に置き、法案に子供の返還命令のための裁判手続を新

設することや子供の返還を拒否できる内容を盛り込む

ことを検討していると聞いております。

　県としましては、子供にとっての最善の利益が何か

という観点に立って検討が行われる必要があると考え

ており、引き続き国等の動向を注視してまいりたいと

考えております。

　続きまして、県有財産の処分についての中の、旧石

川保健所跡の利活用についてお答えいたします。

　旧石川保健所については、閉所した平成14年、当時

の石川市から施設譲渡の要請があり、協議を進めてお

りましたが、改修費用や国庫補助金の返還費用等の課

題があり進展しませんでした。その後、平成18年度に

はうるま市から旧石川保健所の跡地の利用について打

診があり、意見交換を進めてきたところであります。

　平成20年度には厚生労働省の財産処分承認基準が改

正され、一定の条件のもとにおいて国庫補助金の返還

を要しない扱いが示されました。旧石川保健所につい

てもこの条件に該当しており、現在、当該跡地の利用

についてうるま市と調整を進めているところでありま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県有財産の処分に関する

質問のうち、県の未利用財産の状況と処分計画につい

てお答えいたします。

　県での未利用地は、約370万平方メートルの下地島

空港残地など全体で約429万平方メートルでありま

す。

　県においては、普通財産の保有は必要最小限にとど

め、行政上将来にわたって保有する必要がないと判断

される財産についてはこれを漸次処分するという運用

方針に基づき、毎年度の目標額を設定し処分に努めて

いるところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時51分休憩

　　　午後１時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　山内末子さん。

○山内　末子さん　まず、冒頭お聞きいたしましたＦ

15の件ですけれども、きょうの午前中のことですの

で、今のところこういった感じかなと思うんですけれ

ども、まさに人命が一番大事だと思っております。早

急にまた原因究明、そして再発防止策、しっかりと県

も一緒になって取り組んでいただきたいと思います。

　それから、知事訪米について。

　この件につきましては、まだ計画が具体化されてお

りませんが、やはり今回のこの知事訪米は、今後この

沖縄を変えていく大きな訪米になるかと思います。何

を、どこに、どう訴えていくのか。そして、それに

よって何が伝わって、どういう流れが変わっていくの

か。そういう意味ではとても意義のある訪米になるか

と思います。まだ予算もついておりませんが、私も予

算はしっかりと認める気持ちでおります。

　そのことを踏まえて、実は、先日レビン議員が来沖

をした際に、玉城副議長がレビン議員のほうへ、本国

への知事あるいは県議会議長の公聴会への出席・参

加、あるいはまたほかの委員会での証言等そういうこ

とが可能かどうか伺ったということで、そういう中で

レビン議員は、招待状を出すわけにはいかないが、し

かし、来てくれるんでしたら歓迎しますという、そう

いう返事があったようです。このことは、まさにこの

ときにそういうようなところで知事がしっかりと公聴

会でこの沖縄の現状を伝えられるとなれば、先ほど知

事公室長もおっしゃっていました、しっかりと沖縄の

現状を訴えていくことの必要性、本当にいいステージ

がつくられていくんですよね。そういった意味で、こ

の公聴会に参加をするということを少し模索をしてい

ただいて、ぜひ実現に向けて頑張っていただきたいん

ですけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の山内議員の御提案です

が、米議会の公聴会などに出席するというのはどうか
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という点ですが、いろんなことを少し検討してから行

きたいと思いますので、今の御提案もちょっと受けと

めさせてください。

　公聴会に出るとなると、アメリカの様子、防衛・日

米同盟についても一体どう考えているかも含めてかな

りの下準備が要ると思いますので、ここを踏まえて、

出るならプラスになるようなことが重要ですから、

ちょっとこれは今まだきちんと出る、出ないのお答え

はできませんが、御提案として承っておきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　これまでに何度も歴代知事が訪米

をいたしておりまして、本当に予算も大きくつぎ込ん

だ中で、沖縄の問題が動かないという、そういうとこ

ろを考えますと、やはりこれは本当に新しい方法、戦

術を考えていかないといけない。そういう意味での公

聴会という言葉を出しましたが、ほかのいろんな委員

会なり、そういった形でのアメリカ議会あるいはアメ

リカ政府に対してのこれまでのやり方ではなくて、新

たな戦術について模索をしていただきたいということ

での提案でございます。

　ちょっと前ですけれども、トヨタの社長が公聴会に

出席いたしました。そういった意味では全世界に向け

て、アメリカの公聴会というのは本当に世界じゅうに

反響を及ぼしますし、それから日本のマスコミがなか

なかこの沖縄問題に対して本腰を入れてやっていな

い。そういうことを考えると、アメリカで知事がしっ

かりと訴えるという姿は、いやが上にもマスコミは取

り上げますよ。そういったところを含めてぜひ御検討

を、受けとめるだけではなくて、しっかり実現をして

いただきたいなというふうに思っております。よろし

くお願いいたします。

　それから、地位協定の件です。

　もう何度も私たちは聞いております。知事公室長も

何度も同じく、引き続き粘り強く求めていく。どう求

めていくかを私たちは聞いているんです、どう求めて

いくか。そういうことで、例えば例を言いますと、１

月の米軍属の件、米兵とも軍属とも対応が違う。そう

いう米側の処遇の問題の中で、幾らでも米側のほうに

都合のいいような協定について、重要事故を起こして

も軍法会議にもかけられない。そういった事態がある

ということを、法の専門家であります与世田副知事、

どのような感覚でこのことを受けとめておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時58分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　日米地位協定の改定の交

渉当事者は、基本的には日本政府と米国でございま

す。沖縄県は、日米地位協定の矛盾点について、前回

11項目、例えば環境条項等を踏まえた条項についての

改定の要求も正式に申し渡しまして、さまざまな場面

の中で改定すべきだと、こう申し伝えてきておりま

す。

　また、諸学者等を含めて日米地位協定の問題点とい

うのはさまざまに指摘されておりまして、例えばボン

の条項の中にある規定、例えば環境条項等は他国であ

るにもかかわらず日本でないんじゃないかとか、さま

ざまな議論というのがなされている中で、特に民主党

政権が誕生した段階においては、民主党の公約の中に

日米地位協定の見直しというのが明記されているんで

すよね。そういう中においては、沖縄県民としては大

変期待していたところでございますが、なかなか政治

というのが御承知のとおり、鳩山政権から始まって次

から次へとかわっている中で、正直なところなかなか

進展しない状況だと。そうであったとしても、沖縄県

としては問題点、基地を持っている地域というのは沖

縄県だけじゃございませんが、基地が所在する全国知

事会等の中を踏まえて一丸となって地位協定の問題は

訴えていきたいと、このように考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　まさに地位協定改定という言葉が

固有名詞になっていて、スローガンだけになっている

んですよね。本当に具体的に内容にどうやって攻め込

んでいって、どこをどうすればいいかというところ

を、実は沖縄県も11項目については改定してください

とは言っていますけれども、細かいこと、具体的なこ

とは何にもやられていないというのが実はわかってき

ました。

　せんだって、私たち、玉城副議長と会派で外務省の

地位協定担当幹部――本当にトップです――と意見交

換会を行いました。その中で、大変これはもう厳しい

ところですけれども、やっぱり地位協定は安保の問題

と相互的に補完をし合いながら、構造的な点から手を

つけなければできないと、安保条約に手をつけなけれ

ばできないということを明言しているんですよね。だ

けど、技術的には可能だという言葉をおっしゃってい

ます、技術的には可能だと。ですから、これはあくま

でも私見ではありますが、責任ある立場の発言ですの

で、こういった外務省の一貫した考え方をどうやって

県が対処していくのか、県の認識についてまずお伺い
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いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員がおっしゃった

点につきましては、日米地位協定というのは、日米安

全保障条約を締結している中において、米軍人の地

位、あるいは提供施設等を決めているということです

から、今議員がおっしゃったように、安全保障条約と

密接なつながりがあるというのはこれは確かでござい

ます。

　ただ、どのような発言かは承知しておりませんが、

県としましては、その11項目につきましては法的側

面、あるいは人権、あるいは沖縄の経済的影響等から

かなり検討を重ねまして、当初10項目だったんです

が、それに１項目を足して現在11項目の改定要求と、

見直し要求ということになっております。

　政府は、その技術的というところがよくわかりにく

いんですが、運用の改善で対応できるという立場を一

貫してとっておりまして、それに対しては県としても

常に反論をしているわけでございます。したがいまし

て、県としましては、引き続きこの11項目の見直しを

強く求めていくという立場でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　政府は、まさに運用改善でやって

いきたいということをおっしゃっています。その改定

の要求がなぜ進まないのか、どこに原因があるのか、

これをしっかりと検証して明確にしなければなりませ

んよね。そういった意味では、実務者レベルでの会議

がまさに必要かと思うんですけれども、お聞きしたと

ころ、実務者レベルでの会議、意見交換会がまだ一度

もないということをおっしゃっていましたけれども、

それは事実でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　その実務者レベルの会

議というものの内容がよくわからないんですが、私ど

もは、機会あるごとに私のレベル、あるいは職員のレ

ベルでも、外務省の職員、あるいは外務省の責任ある

担当者に対して常に県の立場を主張しつつ、いつこう

いうものを取り上げてくれるのかと、あるいは政府の

中で民主党の公約に沿って議論をされるのかというこ

とは申し上げているところでございます。あえて申し

上げれば、やはり基地負担軽減部会というものができ

ておりますので、そういったところでもしっかり取り

上げられるべきだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　官房長と一緒になって、本当にこ

れは幹部の方の声でしたので、どういった形の実務者

レベルなのか、その辺はしっかりと皆さんのほうで、

ぜひこれは何度も何度も意見交換をしながら、しっか

りと検証していく作業をまずは進めなければならない

と思いますので、幸いに、今回、事務方というんです

か、政治的な立場でしょうか、副知事に専門家がつい

たということは、これはまさに私たち沖縄の力強いと

ころだと思っております。これまで動かなかった地位

協定を本当に１ミリでも２ミリでも動かすというよう

なことで、政府はとにかく強固な日米関係を１ミリで

も動かしたくない、地位協定も動かしたくないという

のが事実ですので、国内法とはもちろん違いますが、

攻め方を熟知している副知事を先頭に、しっかりと頑

張っていただきたいなというふうに思います。

　それから、県民への広報も大変必要だと思っており

ます。今回亡くなった子の同級生が言っていました、

これ以上自分たちの時代までこの問題を引きずらない

でくれと、何人殺されれば済むんですかと。そういう

ような県民の訴えと、それと周りは自分たちにかかわ

りがないと地位協定について県民も知らない。ですか

ら、そういう意味では、県が県民にシンポジウムある

いは講演会なりしっかりと示していく作業も必要だと

思っております。

　県議会も本当に皆さん頑張っていくと思いますの

で、私もまた皆さんに対しましても、県議会の議員の

いる地域でしっかりと説明会なりそういうこともやっ

ていこうという作業も進めていきたいと思いますの

で、県の見解を少しお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　地位協定については、

なかなか一般県民にはわかりにくい部分があるという

のは承知しておりまして、現実に県民を巻き込む事態

が起きているという認識のもとに、そういったわかっ

ていただく方策については、県としてもしっかり考え

ていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ハーグ協定について伺います。

　沖縄県のここ３年間の結婚した人の中で国際結婚の

状況についてお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時６分休憩

　　　午後２時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　国際結婚の実数は、

今手元にありません。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。
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○山内　末子さん　私が調べたところでは、毎年婚姻

者の５％が国際結婚、沖縄県では8000人結婚したうち

400件ぐらいですか、ちょっと私も今忘れましたけれ

ども、大体8000件婚姻のうち400件近くが国際結婚だ

と、毎年約５％の数がいるんですよね。そういった意

味ではかなりの数がいると思います。問題になってい

ることも大変多いです。そういった意味での国際関係

の相談体制が沖縄県ではどうなっているのかお聞かせ

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　今の件は、おきなわ

女性財団の相談窓口というところで受け付けしており

ますけれども、平成20年度の相談件数は161件となっ

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　その体制をちょっとお聞かせくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　一義的には相談員が

受け付けをしまして、相談の内容が離婚とか親権に関

する内容とかいろんな形がありますので、そういった

のを一たん聞いた上で専門機関に相談をつなぐとかそ

ういうような体制で行っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　先日、その相談体制の中でお聞き

したところ、その相談員が一月に１回の勤務だと。そ

うなってきますと、一月に１回ですと、本当に深刻な

相談がある場合、一月先にしか相談ができない状況が

あるんですよね。そういった意味では、実はもう今Ｎ

ＰＯの方で本当に一生懸命頑張っている皆さんたちが

多くて、今、夜中じゅう相談の件数が多いそうです。

そういった意味では、これからこのハーグ協定が締結

されると、多くの問題が含まれてきますので、法的な

問題ですとか、それから裁判所の費用の問題とかが多

くあります。そういった意味で、もっと体制を強化す

るということをぜひ要望していきたいと思いますの

で、決意をよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　ハーグ協定が締結さ

れるということになれば、やはりそれなりに相談件数

はふえますし、相談の内容というのもかなり複雑とい

うか、いろんな形で出てくると思いますので、県とし

ては、海外で活動経験のあるような、例えば弁護士と

か、そういった方を相談員に委嘱して、十分な対応が

できるような形で体制を整えていきたいと考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　知事、公有水面の埋め立ての件で

すけれども、今まだ進められておりませんが、法的に

もしかすると着々と進められているのかなという感が

いたします。アメリカ政府に対してアメリカ議会が抵

抗してきているんです。そういう意味では沖縄の要求

に近づいてきている、環境が整ってきているんですよ

ね。沖縄だけのわがままではありません。そういうこ

とがだんだんと明確になってきましたので、そういう

意味で、壁は日本政府であります。そういった観点か

ら、知事はこれまでもずっと言っていますけれども、

だからこそこういった公有水面の許可についてもノー

という姿勢をはっきりと示していく、そういうことが

大事だと思っておりますが、その辺の決意をひとつ知

事、お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の点は、政府の案という

のは２プラス２の案で、またＶ字型を確認したという

ことになっています。あれは前も環境アセスメントが

まだ残っておりました。ですから、公有水面の埋め立

てはその後の話ですが、一体どういうふうにして、い

つ、どんなタイミングで出されてくるのか、我々も予

測をするしかありませんが、いずれにしましても、今

私は県外へと申し上げている姿勢を踏まえ、一方で、

行政手続上の限界がどこにあるのか、ないのかも含め

て、ちょっとこれは今申し上げるとすれば、法令上の

手続を適正にということと、私の県外にということを

踏まえて対応してまいりたいと考えております。

○山内　末子さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　皆さん、こんにちは。

　一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、普天間基地の危険除去に対する知事の取り組み

を伺う。

　芋、本県の基地問題等について米政府にどのように

発信したり情報を得たりしているのかを伺う。

　鰯、人事や天下り等に対する知事の基本的な考え方

を伺う。

　允、県内企業優先発注、県産品活用に対する知事の

考え方を伺う。

　印、米軍基地内工事の県内企業優先発注に対する知

事の取り組みを伺う。

　２番、福祉・医療行政について。

　茨、国の保育動向に対する県の対応を伺う。
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　芋、認可外保育施設の課題を伺う。

　鰯、発達障害の課題を伺う。

　允、社会福祉法人の公的役割を伺う。

　印、県ドクターヘリの成果を伺う。

　咽、県立病院の７対１看護体制の成果を伺う。

　３番、観光行政について。

　茨、観光産業の現状を伺う。

　４番、教育行政について。

　茨、学校給食の県産品使用状況を伺う。

　芋、知事公約の少人数学級達成のための予算総額を

伺う。

　５番、土木建築行政について。

　茨、総合評価方式の課題と対策を伺う。

　芋、県発注の公共工事積算額は、企業積算と開きが

あると聞くが現状を伺う。

　鰯、建設産業支援センターの設置の進瀧状況を伺

う。

　６番、新たな沖縄振興について。

　茨、取り組み状況を伺う。

　７番、當間盛夫県議の我が会派の代表質問との関連

の中で、ＪＴＡは本来の「県民の翼」に戻すとの代表

質問との関連で上原副知事にお伺いいたします。

　新たな振興計画の中にＪＴＡの飛行機整備場を整備

拡大し、県内有数の飛行機整備場にするように政府に

要望してはどうかについてお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、米軍基地内工

事の県内企業優先発注についての御質問にお答えいた

します。

　県では、在沖米軍に対し、これまで２度にわたり県

内企業への優先発注やボンド率の縮減、分離・分割発

注などにつきまして要請を行ってきました。その際、

米軍側からは、業者選定も米国の法律等に基づき一般

競争入札で行っており、県内業者に優先的に発注する

ことは困難との回答がありました。しかしながら、県

では、米軍発注工事において県内企業の参入機会の拡

大は重要であると認識をしており、分離・分割発注等

について関係機関への要請活動を強化していくことと

いたしております。

　次に、福祉・医療行政に係る御質問の中で、沖縄県

ドクターヘリの成果についての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県ドクターヘリは、平成20年12月から浦添総合

病院が行うドクターヘリ事業に補助をし、実施いたし

ております。これまで664件の急患を搬送しており、

本島周辺離島や本島全域から入院を必要とする患者を

迅速に搬送する等、大きな成果を上げております。

　沖縄県といたしましては、救急搬送体制のさらなる

充実を図るため、「沖縄県救急医療協議会」において

ドクターヘリの複数化について検討を進めているとこ

ろであります。

　次に、新たな沖縄振興に係る御質問の中で、取り組

み状況についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、新たな沖縄振興のために要望している沖

縄振興一括交付金などの諸制度を盛り込んだ法律の制

定につきまして、これまで沖縄政策協議会及び沖縄振

興部会を通じて政府に要望し、協議を重ねているとこ

ろでございます。また、沖縄県が求める新たな沖縄振

興について、市町村や経済団体等関係団体への説明や

意見交換を行っているほか、「新たな計画の基本的考

え方（案）」について、沖縄県振興審議会において審

議がなされているところでございます。さらに、県議

会議員の皆様や県選出国会議員、そして各政党に対し

て沖縄県が求める形での新たな沖縄振興策につきまし

て説明を行い、各政党において具体的な検討が行われ

ているところであります。

　沖縄県といたしましては、今後とも県議会、そして

市町村、関係団体等との連携を図り、沖縄政策協議会

における議論や関係府省との調整を進め、沖縄県の要

望が反映された沖縄振興策の実現に努めてまいりたい

と考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

　　　〔副知事　上原良幸君登壇〕

○副知事（上原良幸君）　我が会派の代表質問との関

連で、ＪＴＡによる那覇空港の航空機整備拠点の形成

についての御質問にお答えいたします。

　那覇空港におけるＪＴＡの航空機整備体制は、中型

ジェット機までを対象とした整備格納庫を持ち、点

検・検査・部品交換などの整備を実施することができ

ます。現在、県では、新たな計画の基本的な考え方を

取りまとめているところでありますが、その中で、那

覇空港の地理的優位性を生かして、航空機の塗装や大

規模な改修等、より高い整備ができる整備拠点を形成

し、産業として育成してはどうかとの提言がありま

す。

　県としましては、那覇空港の拠点性や価値を高める

観点から、航空機整備場などの空港関連施設の研究及
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び実現可能性について検討してまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間飛行場の危険性除去に対す

る取り組みについてお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去については、駐留部隊

の移駐や訓練の縮小、分散移転など、普天間飛行場の

ヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性の除去及び

騒音の軽減を図ることをワーキングチーム会合等を通

じ、政府に求めてまいりました。去る５月の米軍基地

負担軽減部会における軍転協要請に対する回答の中

で、政府は、昨年１月から本年３月までに実施した飛

行状況調査データの解析・整理等を行っているところ

であり、運用状況を評価の上、公表したいとしており

ますが、現時点で公表はされておりません。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携し、普天

間飛行場の危険性の除去について、具体的な方策の提

案、実施に向け、さらに検討を加速させるよう政府に

求めてまいりたいと考えております。

　次に、米政府に対する情報発信及び収集についてお

答えいたします。

　県は、これまで知事訪米や米国総領事館への申し入

れ等により、沖縄の基地問題についての実情を訴えて

まいりました。また、去る５月には私が米国に出張い

たしまして、米国政府に対し意見交換を行っておりま

す。また、日ごろの情報収集といたしましては、米国

のシンクタンクと契約し情報を収集しております。さ

らに、英字新聞やインターネットの情報を積極的に収

集・分析することによって沖縄の基地問題をめぐる状

況を把握したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、人事や天下り等に対する基本的な考え方

についてお答えいたします。

　職員の人事につきましては、人材の積極的な登用を

通して職員の士気の高揚、組織の活性化及び公務能率

の向上を図ることを目的に、公正公平を基本として実

施しているところであります。また、平成21年11月に

閣議決定された政府答弁書によりますと、いわゆる

「天下り」とは、「府省庁が退職後の職員を企業、団

体等に再就職させること」と定義されております。県

の退職者が外郭団体等へ再就職する際には、県は団体

からの要請に応じて、県の行政目的、施策推進の観点

も踏まえ、実務能力等を総合的に判断して提案するも

のであります。

　各団体における人事につきましては、個々の団体に

おける所定の手続のもとに行われるものであり、それ

ぞれ個々人の経験、力量等が評価されて選任されるも

のと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　知事の政治姿勢につ

いての中で、県内企業優先発注・県産品活用に対する

考え方についての御質問にお答えいたします。

　県では、需要の停滞、移輸入品との競争の激化など

厳しい経営環境にある県内企業の育成強化を図るた

め、「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基

本方針」を策定し、各種の取り組みを行っておりま

す。具体的には、産業まつりの開催や７月１日から31

日までの県産品奨励月間の実施による消費者意識の啓

発、県公共工事における分離・分割発注や共同企業体

方式による県内企業の受注確保、国の出先機関・市町

村等に対する要請等を行っているところであります。

　県としましては、今後とも関係団体と連携して、県

内企業への優先発注及び県産品の優先使用に取り組ん

でまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉・医療行政につ

いての、国の保育動向に対する県の対応についてお答

えいたします。

　国においては、幼保一体化を目指す「子ども・子育

て新システム」について、現在、現行の保育所、幼稚

園の一部を残す案を含めさまざまな角度から制度設計

に向けて検討がなされております。県としましては、

「子ども・子育て新システム」の制度設計に当たって

は、保育の質が確保されることや新システムの制度運

用に必要な財源が確保されることが重要であると考え

ております。本県にどのような影響を及ぼすのか、今

後とも国の動向を注視し、関係部局と連携し、必要な

対応をしてまいりたいと考えております。

　続きまして、認可外保育施設の課題についてお答え

いたします。

　認可外保育施設については、入所児童の処遇向上が

課題でありますが、同施設への給食費助成について
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は、入所児童の一層の処遇向上のために平成23年度当

初予算において「新すこやか保育事業」を拡充してお

ります。

　なお、新たな子育て支援制度の提案の中で、保育所

入所待機児童対策特別事業基金の継続・拡充や一定の

質を確保した認可外保育施設への支援措置等を国に求

めているところであります。

　続きまして、発達障害の課題についてお答えいたし

ます。

　発達障害者の支援については、地域の実情に応じた

支援体制の整備と支援を担う人材の育成が重要な課題

であると考えております。そのため、県では発達障害

者支援センターを中核機関とし、サポートコーチの派

遣や圏域アドバイザーの配置など市町村における支援

体制の整備に取り組んでいるところであります。ま

た、平成22年度より地域完結型の人材育成システムの

構築を図るため、保健師や臨床心理士などを対象に研

修等を実施する人材育成事業を展開しているところで

あります。

　続きまして、社会福祉法人の公的役割についてお答

えします。

　社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的に

社会福祉法の規定に基づき設立された法人でありま

す。社会福祉事業は、入所施設等を運営する第一種社

会福祉事業と通所や在宅福祉サービスを提供する第二

種社会福祉事業があり、ともに公共性の高い事業と

なっております。また、公益事業や収益事業の実施に

ついては、本来の社会福祉事業に支障がないことが要

件となっており、営利を目的としない法人でありま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

　　　〔病院事業局病院事業統括監　呉屋幸一君登壇〕

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　伊江局

長が急なことで、本日、議会への出席がかないませ

ん。お許しをいただいて私のほうで代理出席とともに

答弁させていただきます。よろしくお願いいたしま

す。

　福祉・医療行政についてのうち、７対１看護体制の

成果についてお答えいたします。

　病院事業局においては、平成22年５月から南部医療

センター・こども医療センターで、平成23年５月から

中部病院で７対１看護体制を実施しております。

　病院現場からは、１、ゆとりを持って一人一人の患

者のケアができるようになったこと、２、夜勤体制が

厚くなり、より安全に看護ができるようになったこ

と、３、新人の指導、サポートに当たる時間がふえた

ことなど評価する声が上がっております。また、南部

医療センターにおける経営への影響については、患者

１人１日当たりの入院単価が増加し、入院収益の改善

につながっておりますが、費用を含めた収支について

は、今後、詳細な集計・分析を行っていく必要がある

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光行政に

ついての質問の中の、観光産業の現状についてお答え

いたします。

　沖縄県の入域観光客数は、平成21年度の約569万人

から平成22年度は約572万人となり、対前年度比0.5％

の増加となっております。一方、外国人観光客数につ

きましては、平成21年度の約24万6000人から平成22年

度は約28万3000人となり、対前年度比14.9％増と過去

最高を記録しております。しかしながら、３月以降

は、東日本大震災の影響を受け、４月及び５月の２カ

月間の合計で対前年度と比較して約18万人の減、マイ

ナス19.3％の厳しい状況となっております。観光収入

につきましては、平成21年度は景気低迷や旅行商品の

低価格化等の影響を受け、対前年度比12％減の約3778

億円となりましたが、平成22年度は観光客１人当たり

の県内消費額の増加等により、対前年度比6.7％増の

約4033億円となっております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、学校給食の県産品使用状況についてお答えいたし

ます。

　平成21年度の学校給食における県産農水産物の利用

状況調査によりますと、県産食材の利用率は32.3％と

なっております。

　次に、少人数学級の予算総額についてお答えいたし

ます。

　平成23年５月１日現在の児童生徒数で、小学校１・

２年生で30人学級とし、３年生以上で35人学級を導入

した場合、年間約31億6000万円の財源が必要となる見

込みでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政につい
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ての中で、総合評価方式の課題と対策についてお答え

いたします。

　総合評価方式は、従来の価格のみの競争に技術的な

要素を加え、総合的に評価して最もすぐれた企業を落

札者とする方式であり、施行後４年が経過しておりま

す。現在、発注手続の煩雑さや長期化による配置予定

技術者の拘束など、手続に関する諸課題や、評価項目

について業界団体等から要望があり、見直しを検討し

ているところであります。

　今後、他県の状況も踏まえて、手続の簡素化や新た

な評価項目の設定等についてもさらなる検討を行って

いきたいと考えております。

　同じく土木建築行政で、県発注の公共工事積算額と

企業積算との開きについてお答えいたします。

　工事費の積算に当たっては、一般的に図面、数量

表、現場条件等を踏まえ、積算基準書、実施設計単価

表等に基づき積算を行っております。入札参加業者の

積算につきましては、積算ソフトの高度化と積算技術

の向上により、県の積算額との乖離は少なくなってお

ります。しかしながら、小規模建設業者においては、

積算ソフトを所有していない建設業者がいることや、

工事規模が小さいことなどにより、県の積算額との間

に若干の開きが生じていると考えております。土木建

築部発注工事において、入札不調が増加しております

が、その対策については、他県の状況調査や入札不調

の原因分析等を行い、これらの大部分を占める小規模

工事の積算体系のあり方も含めて今後検討していきた

いと考えております。

　同じく土木建築行政で、建設産業支援センターにつ

いてお答えいたします。

　建設産業支援センターは、県内建設業界の自助努力

を促進し、長期的展望に立って、建設産業の活性化を

図ることを目的として、建設関係団体が設立を検討し

ているところであります。県としましても、当セン

ターの設立を支援する必要があると考えております

が、業務の一部として予定されている「建設発生土有

効利用事業」のシステムづくりが大きな課題となって

おります。現在、県内発生土の実態調査や利用計画の

把握、他県先進事例の情報等を検証し、事業の有効性

について検討を行っているところであり、今後、検討

結果を踏まえ、建設関係団体との調整を図っていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　順不同で再質問をさせていただきた

いと思います。

　まず初めに、我が会派の関連質問で、上原副知事か

ら答弁をいただいたんですけれども、ＪＴＡの飛行機

の整備場についての拡大、ぜひとも全面的にやってい

ただきたい。というのは、先日ＪＴＡさんにいろいろ

確認をしたら、ＪＡＬさんとかＡＮＡさんはもう外国

に整備を委託し始めているらしいんですね。何が懸念

されているかというと、日本の技術そのものが失われ

るんじゃないかなという意見があって、ＪＴＡは中型

機ではあるんですけれどもオールラウンドで全部対応

できるという話があったものですから、できればＪＴ

Ａの機種に限らずＡＮＡ（全日空）のものを全部整備

していきたいということをおっしゃっていたものです

から、飛行機は那覇に来ますので、それをぜひ新たな

沖縄振興の中で……。

　その部分ともう一点は、実は国立高専がありますよ

ね。国立高専の子供たちというのはせっかく勉強を頑

張っているんですけれども、それに見合う就職先が余

りなくて、県外とかなかなか違う職種についていると

いう観点で、ぜひとも飛行機の整備を設けることに

よってそうした人材が活用できる場になるかと思うん

ですけれども、もう一度御答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　実は、私の琉球大学のころ

の機械工学の優秀な連中は、就職先はＪＴＡの機体の

整備のほうに行っていました。おっしゃるように国立

高専もそうですけれども、そういう人材の育成のため

にも沖縄の航空機の整備を産業として育てていくとい

う可能性は大いにあると思っています。路線がどんど

ん入ってきていますし、あとＡＮＡの貨物でいろいろ

整備類もどんどん沖縄に出し入れできますので、それ

で大いに可能性があると思っております。積極的に検

討してまいりたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうですね、知事、ぜひ日本の技術

が非常に評価されてきた中で、最近単価によっては外

国にそういった整備を委託する中で、沖縄はそういっ

た技術を拠点としてやるということは非常に有意義だ

と思っていますので、頑張っていただきたいと思って

います。

　続いて、知事の政治姿勢の普天間基地の危険除去に

対する取り組みについてなんですけれども、仲井眞知

事が就任してからもう４年弱になっているんですが、

３年をめどに閉鎖状態ということで一生懸命取り組ん

できたと思うんですけれども、危険除去どころか危険

増強になってきているんです、オスプレイの話も含め

てですね。ですから、今回、知事がせっかく訪米を検
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討されているんでしたら、やはりオスプレイの配備に

対して明確に米政府に反対を伝えるべきだと思います

が、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時47分休憩

　　　午後２時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まだ訪米につきましては、

目的といつごろというのはきちっとまだ決めておら

ず、今研究中ですから、今の議員のお話でオスプレイ

についてどういうふうにアメリカで対応するかはもう

少し時間を下さい。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ検討をお願いしたいなと思って

います。

　次に、普天間基地の辺野古移設について県議会の全

会一致であったり、県内情勢が非常にもう厳しいとい

うことで知事は日本政府に伝えているわけですね。知

事、今回２プラス２でいろいろ決めているんですけれ

ども、この県内の情勢を初め米議会のいわゆる厳しい

という意見も含めて、この普天間基地の県内移設は実

質的に破綻していると私は思いますが、この計画は。

知事はどう考えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県内移設が破綻という表現

は、私は使っておりませんが、少なくとも辺野古につ

いて事実上不可能だという状況になっているというこ

とは申し上げてきたとおりでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　もう一度言います。

　県内移設ではなくて辺野古移設について、事実上不

可能ということで、ただ日米両政府はそこにつくると

言っているわけですね。この間、沖縄の状況を見て

も、米議会の今回の発表を見ても、これは実質的に破

綻していると知事は思いませんか。

○知事（仲井眞弘多君）　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時50分休憩

　　　午後２時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ついこの間の６月21日の２

プラス２で、日米両政府はあの案を再確認といいます

か、共同発表しているわけですね。ですから、ただこ

れをどう評価するかですが、私は辺野古というのは事

実上不可能だということを申し上げておりますから、

この事態を踏まえると日米両政府がついこの間決めた

ことというのが破綻なのかどうなのかは別にしまし

て、事実上不可能だと私は考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、知事公室長に聞きたいんで

すけれども、先日訪米をされて沖縄の情報をもっと的

確に発信したり、またアメリカ側の正確な情報を取得

するということが課題だということをおっしゃってい

ました。先日の知事の答弁の中で、アメリカにおいて

事務所を設置したいということで、これは非常にいい

ことだと思うんですね。アメリカのどちらに事務所を

設置しようと考えているのか、まずお聞かせくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今回の出張におきまし

ては、私は東海岸を中心に出張したわけですけれど

も、その場所についてはまだこれから検討が必要だと

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、その場所も非常に大事だと思

うんですね。例えばワシントンにワシントン沖縄事務

所を置くことによって、そこも大事なポイントじゃな

いのかなと。場所も非常に大事だと思うんですが、そ

れについて知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　改めて申し上げればこ

れも検討中ということでございまして、それ以上はな

いわけですが、ワシントンは米国の政府が所在する地

区でございますので、大変意味はあるかなと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　どういう人材を配置するかというの

も非常に大事だと思うんですね、職員なのか。私はそ

れなりのポストの人を置くべきだと思うんですね。無

理な話かもしれないんですけれども、例えば稲嶺前知

事あたりとかそういった人材は、私は重みがあるとい

う意味で言うと、熟知していますから、そういうレベ

ルの方をしっかり……、大田県政から稲嶺県政、それ

から今回仲井眞知事――仲井眞知事は大田県政の副知

事であり、稲嶺さんの後継者なんですね。そういった

人材を含めてどういう方をそこに常時配置するのか、

そこは大事な部分だと思うんですけれども、知事いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず拠点がどういう機
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能を持つかということが現在検討されておりまして、

その上で必要な人材といったものも決まってくるとい

うことですので、今議員のおっしゃった御提案も含め

検討してまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　質問を変えます。

　県内企業優先発注・県産品活用についてお聞きした

いと思います。

　２月議会で、知事のリーダーシップで下請業者の県

内企業優先活用を特記仕様書に早速５月から明記して

いただきまして、本当にありがとうございました。や

はり県内企業が発注しても県外企業にまた下請をして

しまうと非常に厳しいという声もあって、非常によ

かったんじゃないかなと思っています。

　そこで早速市町村によっては、県のこの特記仕様書

の明記に基づいて、市町村においても下請業者を県内

にするようにということで県内企業優先発注という視

点で動き出している市町村もあるんですけれども、で

きれば知事名で各市町村への協力要請を求めていただ

きたいんですが、部長、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　私たちからは、一応

通常、文書上は知事名で市町村にはそういった連絡は

やっておりますので、ただししっかり土木建築部から

市町村には周知は図っておりますので、実行をしっか

りしていきたいと思います。

○赤嶺　　昇君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時56分休憩

　　　午後２時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　迅速な対応に非常に感謝申し上げま

す。できれば、今後実際どうなっているのかというこ

とも含めて見ていただきたい。ちなみに、新石川浄水

場、これは平成22年の工事なんですけれども、県内業

者が受注して下請は県外になっているんですね。その

あたりは企業局長は把握していますか。把握している

かしてないかだけでいいです。

○議長（髙嶺善伸君）　企業局長。

○企業局長（仲田文昭君）　自席からではありますけ

れども、答弁の前に、この４月１日から企業局長を拝

命いたしました仲田でございます。企業局の一番の仕

事であります安全・安心な水を安定的に安く供給する

ために頑張っていきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

　ただいまの件の22年度の発注工事の件だというふう

に聞いておりますけれども、ちょっと正確であるかど

うかわかりませんが、そのときにはまだそういった特

記仕様書とかそういったものはない段階だと思います

ので、中には県外業者のほうに下請に出したケースは

あるんじゃないかというふうには思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ県の各部署においてもそのあた

り、農林水産も含めて下請業者は県内業者をしっかり

活用していただきたいということを要望しておきたい

と思っております。今後もこの件についてはしっかり

と調査をしていきたいと思っています。

　それから米軍基地内の工事についてなんですけれど

も、この件もできれば知事が訪米をされる際に――先

ほど要請をされたということなんですけれども――分

離・分割発注を沖縄の実情も訴えながら求めたらどう

かなと思うんですけれども、知事の見解をお聞かせく

ださい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時59分休憩

　　　午後２時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　米国に知事が訪米された

中で、いわば基地関係者、将軍等偉い権限者と会うこ

とがあれば、そういう機会を通じて要請をするという

ことは十分検討に値するだろうと思っております。特

に、今私どもが承知をしている限りにおいては、ミ

ラー法という法律の中でボンドというのは外国で発注

する場合にはボンドを積むことを例外とするみたいな

そういう規定があって、ただ私どもが今聞いたところ

によると、その例外規定が適用された事例がないとこ

ういうことでありますが、いろんな場面の中で沖縄県

の中で基地が存在する以上、沖縄県民の負担でいわば

維持されている日米安保状態ということですから、ぜ

ひ優先的な発注が確保できるような要請は知事のほう

としてもやっていきたいとこのように考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ頑張っていただきたいと思って

います。

　続いて、総合評価方式について業界といろいろ調整

をされているということなんですけれども、建設業協

会があるんですね。この建設業協会が県のいろんな施

策に対して協力をしていると思うんですね。この建設

業協会加入による加点も検討してみてはと思います

が、部長、いかがですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　建設業協会に加入し

ているということで、入札参加のときの得点には点数

が配慮されておりますが、総合評価には今されていま

せん。なぜかというと、やはりダブル計上になるとい

うことで、あくまでも入札参加願いの等級格づけのと

きの配点の中に配慮しているということで御理解願い

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　この建設業協会はさまざまな活動で

県に協力してもらっているんですけれども、その中で

最近防災の件が大分叫ばれているんですけれども、県

と建設業協会の皆さんとの総合防災協定がまだ結ばれ

ていないんですね。ただ総合事務局と協会は結んでい

るんですよ。浦添市も結んでいるんですね。これはぜ

ひ総合防災協定を結んでもらって迅速に対応しても

らって、その総合防災協定を結んでいる部分において

はまた総合評価の加点に反映していくことは大事だと

思いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに災害時におい

て応急工事を迅速に行うためには、建設業者の果たす

役割は極めて大きいものですから、県としても前から

災害協定を一生懸命締結する方向で今準備はしてはい

るんですが、ちょっとおくれています。しかしなが

ら、早目にその災害協定を結んで、その災害協定を結

んだところに関しては総合事務局は総合評価では配点

を高めておりますので、そういった面も国とか他県の

状況を踏まえて、そういう点もあわせて検討していき

たいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　次に、県発注工事の積算の開きにつ

いてですけれども、県立宮古病院の入札に際しての状

況はどうだったのかお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　宮古病

院につきましては、建設工事に関しまして２工区に分

けて入札を行っております。１工区につきましては、

最初の入札において予定価格の範囲内であり、落札が

決まりました。２工区については、１回目及び２回目

の入札で14社のすべてが予定価格を超過したというこ

とで３回目の入札を行うことになりました。３回目の

入札の事前に12社が辞退して、２社による入札になっ

たということでございます。そのうち、１社は予定価

格を超過して残る１社は入札のときに辞退をしたとい

うことで３回の入札が不調に終わっております。その

後、２工区については随意契約で工事請負契約を結ん

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　私がもらっている資料によると、第

１工区ですか、この落札が14億なんですよ。ところ

が、中には23億で入札に参加しているところがある。

約９億ぐらい開きがあるんですね。だから、私はいわ

ゆる積算の部分において、先ほど小さい工事というこ

とがあったんですけれども、病院事業局においてもこ

ういった入札、工事を発注するに当たってもう少し細

かく業界の状況を把握するべきだと思いますけれど

も、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　入札に

関しましては、３社でＪＶを組んでいただいて、特Ａ

の事業者も入っていただいて県内事業者３社でＪＶを

組んでいただいております。

　その工事費の積算につきましては、土木建築部によ

る工事積算基準に準じて行っております。そういうこ

とで設計をしてありますけれども、結果として不調に

終わっているし、それから入札価格に事業者間の開き

があるということは承知しておりますけれども、その

積算額についてはおおむね我々は適正だったんではな

いかというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、これは國場組さんがとったん

ですよ、１工区も、２工区も。これは聞いてみたらい

いですよ。どの業者もこれは落札しないでよかったと

言っているんですよ。それでも今、担当者は適切とい

うわけですよ。県がせっかく発注する工事を次の２工

区についてほとんど辞退ですよ。そういうことを踏ま

えても適切ということを皆さん言えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　工事費

の見積もりにつきましては、積算につきましては、土

木建築部の工事積算基準に準じて行っておりますの

で、予定価格の設定については適切に行われたと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　土木建築部の職員と調整すると、あ

れは病院事業局がやった入札で私たちはそんなに関係

ないという言い方をするんですよ。だから、皆さんは

もっと謙虚になってあれが不調に終わったという部分

を全く反省する気がないということなら、そういう答

弁をやってください。いかがですか。落札して赤字に

なるというのは問題ですよ。
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○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　確か

に、今回の第２工区の入札については不調に終わった

という事実がございます。第１工区については、１Ｊ

Ｖが応札をして落札をしてございます。そういう不調

に終わったという事実は謙虚に受けとめて、これから

の病院事業運営に役立てていきたいと思っておりま

す。

○赤嶺　　昇君　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時８分休憩

　　　午後３時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　私は、専門じゃないのでよくわから

ないんですけれども、９億の開きがあること自体、皆

さんは今回のいわゆる入札同額問題にほとんどの業者

の積算が合ってきて問題がないと言っている割には９

億の開きがあるということを是正しないとなったら、

そもそもそれも問題なんですよ。いかがですか、９億

の開きというのは問題じゃないの。９億の積算の差が

出るというのは私はいかがなものかと思いますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　そうい

う今回の入札において入札額に差があったということ

は事実ですので、そこら辺は今後謙虚に受けとめたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、新たな沖縄振興について、

知事が今我々も各議員もいろいろ精力的に動いても

らっているんですけれども、まず3000億円の一括交付

金、さらに制度、52項目の分野別を求めているんです

ね。これをすべて政府・国が認めた場合に沖縄の10年

後は失業率の問題を初め経済の問題すべて解決できま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　失業率も、それからまた

現在抱えているその他の課題もすべて解決できるかと

いうふうな話ですけれども、そういうふうなものを目

標にして新しい計画の中で施策を打ち込んで、そして

またそういうふうな財源として一括交付金を使ってい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　部長、私はできますという答弁が欲

しいんですよ。皆さんがこれだけ頑張ってあれを練っ

ているわけですよね。一括交付金は3000億円必要だ

と、52項目はどうしてもこれは必要だと。自信を持っ

て、それは10年後、21世紀ビジョンもありますよ、そ

れは間違いなく今の課題の全部解決に向けてやはりそ

こを目指しているということをもっと明確に出してほ

しいんですけれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まさしくそれを目指して

いるわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それで知事、3000億の一括交付金に

ついて、県が明確にその額を示しておりますから、こ

の間、内閣府との事務調整もいろいろあると思うんで

すけれども、最終的に私は政治決着だと思うんです

ね。その件について知事の見解をお聞かせください。

3000億円の一括交付金について、政治決着を図る考え

はありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時11分休憩

　　　午後３時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　政治決着という言葉なんで

すが、ただ、今のこういう国家財政の状況その他いろ

いろいろいろ考えますと、そして我々が４回目の沖縄

振興が終わり、次に５回目に入る中で、いろいろな意

見があります。各政党によっても微妙な違いがありま

すから、そういう中で2300億円という一括交付金の形

で、今あるこれに700億足すということ、７億でもな

く70億でもなく、700億円足して過去10年の平均を

我々は内閣府沖縄担当部局に求めるということでやっ

ていますから、これが実務レベルでセットできるかど

うかという点ではまさしくこれは政治の力が要るだろ

うという予測はできますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　私は、もうこれからのタイミング

は、最終的には知事と総理による政治決着だと思うん

ですね。いかがですか、決意についてお聞かせくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時13分休憩

　　　午後３時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員が総理と知事とで

とおっしゃいますが、どなたが総理になっているかわ

からないところもありますけれども、ただこれはさて

おいても、特に私ども行政実務を預かる部分と、それ
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からこの沖縄県議会の全議員、そしてこの各政党・会

派の皆さんのお力がないとなかなか恐らく――どなた

が総理かわかりませんが――私と二人で何かが決着で

きるというものでもなさそうな感じがします。ですか

ら、いろんな意味で沖縄県選出の国会議員もおられ

る、それから県議会の皆さん、それから沖縄のことを

かなりよく知っているほかの県の国会議員の人々、実

はいろんな方のお力をかりればできると思いますが、

それが結集できないと大変難しい部分もあるというふ

うに考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、ぜひもうこの間、時間をかけ

て今の計画もつくっておりますので、3000億円しっか

り、いろんな課題もあると思うんですけれども、どな

たが総理かということもあるかもしれないですけれど

も、いろいろ調整する中でこの3000億円を下回るとい

うことが提示されることも予想できるわけですね。そ

こはもう妥協しないで、ぜひ頑張ってもらいたいと思

うんですけれども、決意についてもう一度お聞かせく

ださい。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論、現在これをむしろ

3000億以上というような気持ちでやっておりますが、

昨今のこういう情勢ですから、ただ県議会の赤嶺議員

も含めて議員の先生と、各政党のお力をかりないとな

かなか実現も山あり谷あり難しいところがあると思い

ますし、今ちょうど胸突き八丁に入っていると私は

思っておりますので、無論何とか実現したいというこ

とで頑張っておりますから、お力添え、一緒になって

やることをよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、福祉・医療行政についてな

んですけれども、認可外の認可化促進ということで認

可外の課題として今度県がずっと進めてきたんですけ

れども、認可外から認可になるときに一回、その在園

児が認可外がなくなるわけですから出されるわけです

ね。子供の視点になると、この保育に欠ける子供が結

果的にこの園で二、三年同じ保育士のもとで保育を受

けたのにもかかわらず、認可になったために出される

現状があって、これは主体は市町村だと思うんですけ

れども、例えば認可になった１年目は１点、もしくは

0.5点でもいいからこの在園児の保育に欠けるという

子供の視点になってこれを市町村に要望するというこ

とも大事だと思いますけれども、部長いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　御指摘のとおり、認

可外保育施設での保育に限らず保育の現場において

は、子供の気持ちを考えることが一番大切だと思いま

す。

　認可外保育園から認可保育園に移行した場合には、

引き続き同じような保育環境で保育されることが児童

にとっては望ましいことであることが多いと思います

ので、市町村における保育所入所児童の選考に当たっ

ては一定の配慮を行うことが必要であると思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、発達障害について教育委員

会に聞きたいんですけれども、個別教育支援計画の作

成状況をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　個別の教育支援計画の作成

状況ですけれども、幼稚園では41.3％、小学校では

72.3％、中学校では59.4％、高校では11.7％でござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　幼稚園と高校が課題だと思いますの

で、ぜひしっかり頑張っていただきたいと思っており

ます。これはまた引き続き聞いていきたいと思ってお

ります。

　ちょっと休憩をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時18分休憩

　　　午後３時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　ドクターヘリについてお聞きしたい

んですけれども、今総合病院に補助をして運用してい

ると思うんですけれども、今後補助じゃなくて委託に

していくということを検討したらどうかと思うんです

けれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　全国的にはほとんど

が我々と同じように補助事業でやっておりまして、例

外といいますか国の機関、国立病院にお願いすると

か、そういう場合に委託事業になっておりまして、原

則は委託事業であろうと補助事業であろうと与えられ

る予算は同額でございますので、補助事業であろうと

委託事業であろうと、実態としてはそれほど大きな違

いはないと考えます。

○赤嶺　　昇君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時19分休憩

　　　午後３時19分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　総合病院が２億円補助を受けている

んですけれども、5000万余り赤字が出ているんです

ね。鹿児島に搬送する分においても鹿児島県から沖縄

県に大体二、三千万ぐらい搬送費用が入っているんで

すけれども、これは県の予算に入るけれども総合病院

には入らないんですね。だからそこをしっかりと検討

してもらいたいと。これは提案です。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時20分休憩

　　　午後３時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　最後に、社会福祉法人の公的役割に

ついて、先日、社会福祉法人の老人施設を確認した

ら、私が調べている中でも役員報酬幾らだったと思い

ますか。これは理事長報酬15万7000円の掛ける10倍、

157万もらっている理事長がいるんですよ、社会福祉

法人の老人施設。これは月ですよ、これを年間にする

と大体1884万。きょうの知事の新聞の所得が1579万、

これどう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　社会福祉法人の報酬

等は、法人の報酬規定においてそれぞれの法人の活動

内容によって変わりますので、一概に絶対値をもって

多いとか少ないとかなかなか判断基準は難しいかと思

います。

○赤嶺　　昇君　今後もっと調査をさせてもらいま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時22分休憩

　　　午後３時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　改革の会の平良昭一でございます。

　一般質問を行います。

　その前に、地域を元気づける話題です。

　先月中旬に行われたゴルフの日本女子アマチュア選

手権で、我が母校の県立本部高等学校３年生比嘉真美

子選手が見事優勝いたしました。（拍手）　36ホール

マッチプレーの決勝戦では、５ホール残しの６ホール

差での圧勝であり、高校の先輩として大変誇りに思い

ます。

　中学から頭角をあらわした彼女は、本土の強豪校か

らの誘いを断り地元の県立高校に進学し、全国高校選

手権や日本ジュニア選手権を制し日本代表チームにも

選ばれ国際試合でも活躍できました。彼女の地元本部

高校進学には、彼女をこれまで支えてきた周りへの感

謝の気持ちを忘れないことが影響しております。本部

高校は、少子化で生徒が減少する中、高校存続のため

に特色ある学校づくりを目指す目的で、平成18年、ゴ

ルフ部を創設し、地域と一体となった学校づくりに取

り組んできた経緯があります。学校運営に積極的に地

域が参加できるＰＴＣＡ活動を立ち上げ――県立高校

では初めてであります――後援会を結成し有能な指導

者を得ることができた。本部町もゴルフの町を宣言

し、県内外にアピールを行い、地域のゴルフ場、企

業、個人が一体となって活躍を支援してきた結果、実

力ある選手が町外・県外からも入学するようになっ

た。全校生徒205名の小さな学校から大きな夢の実現

ができたことは、地域への感謝の気持ちがなし得たわ

ざであります。

　県勢では、上原彩子、宮里藍、宮里美香、諸見里し

のぶに次いで６年ぶり５人目の快挙であります。過去

優勝の４人の選手が現在、トッププロとして国内外で

活躍していることから、比嘉真美子さんも卒業後、プ

ロとしての活躍が大いに期待できるものであります。

　また、17歳の活躍は地域を元気づけるものであり、

今後の県立高校再編計画に大きな影響を与えるものだ

と思います。生徒数が少ないことだけで統廃合の対象

になるものではなく、生徒が地域を巻き込んだ県立高

校のあり方が重要になるものであり、離島、北部地区

の高校の存続の意義は地域の活性化のバロメーターで

あり、地域の発展に貢献する学校としての役割を担う

ものであることから、今回の快挙はそれを物語ってい

るのではないでしょうか。平成24年度の高校再編計画

が取り組まれる中ですが、小さな地域の小さな学校で

の取り組みを通して期待にこたえる子供たちに対し、

均等に勉学の機会を与えるための取り組み、県教育委

員会として重く受けとめ、大人の対応が求められてい

るのではないでしょうか。

　教育と県土の均衡発展と比嘉真美子さんのこれから

の世界へ羽ばたく活躍を期待して質問に入らせていた

だきます。

　１点目、知事の政治姿勢について。

　茨、基地問題について。

　ア、６月21日に行われた日米安全保障協議委員会

（２プラス２）に対する知事の見解を伺います。

　イ、先月23日に行われた追悼式で日米地位協定の抜

本的見直しを日米両政府に強く訴えると強調したが、
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どのような取り組みを行っているのか伺います。

　知事は、先月21日、菅首相、政府関係者と面談した

が、いまだ政府は県内移設に固執する姿勢に変わりは

ない状況だ。反対に米国議会では辺野古移設に柔軟姿

勢を示している声も聞こえ、直接沖縄県民の声を米国

に伝える時期だと思います。訪米予定はいつごろか伺

います。

　エ、安波区から浮上した基地誘致についての見解を

伺う。

　芋、新たな沖縄振興法について。

　ア、新たな振興法制定は東日本大震災の影響が少な

からずあると思いますが、県の姿勢を伺います。

　イ、振興一括交付金に対する各市町村枠はあるのか

伺います。

　鰯、沖縄自動車道有料化について。

　ア、国土交通省、ＮＥＸＣＯ西日本との沖縄県の交

渉経緯について伺いたい。

　イ、現在の料金設定の根拠について伺いたいと思い

ます。

　２点目、土木建築行政について。

　茨、最低制限価格と同額の入札問題について。

　同問題については、業界からの匿名で発覚したもの

で、４月に公正入札調査委員会をつくり内部調査を行

い、６月８日に調査結果を公表しました。結果は、情

報漏れ、業者からの働きかけはないので不正はないと

理論づけました。しかしながら、総合事務局総務部公

正取引室は、発注に係る秘密情報の漏えいの可能性が

あると指摘しております。また、身内調査と言われて

おり、県民納得の域からかけ離れております。これで

調査は終了なのか、県の考え方を聞きたい。

　芋、契約履行保証（ボンド）制度で基地内工事を本

土大手ゼネコンが落札する事例が相次ぎ、県内業者の

受注は事実上不可能な状態だが、県の対応策について

伺います。

　３点目、農林水産行政について。

　茨、松くい虫対策について。

　松くい虫被害の蔓延を防止し、森林の保全を図るた

めにこれまで対策を講じてきたわけですが、依然とし

て激しい被害が続いている状況であります。これまで

の対応策は有効だったのか、いささか疑問に思う。

　そこで、ア、県の今後の対応策について伺います。

　イ、米軍基地内の松くい虫防除対策はどうなってい

るのか伺う。

　芋、ヤギ生産の取り組みについて。

　沖縄では昔からヤギの食文化の歴史がありますが、

県産ヤギの飼育数が減り輸入が増加傾向にあります。

平成20年度からヤギ総合利用調査事業、ヤギ振興活性

化事業を取り入れ、その経過、課題、対策について伺

いたい。

　ア、ブランド化事業について伺います。

　イ、「山羊サミット」について伺います。

　鰯、農作物のカラス対策についての県の対応を伺い

ます。

　４点目、福祉医療行政について。

　茨、県立北部病院産婦人科の医師確保ができず、北

部住民の多くに不安を与え続けております。完全再開

に向けた取り組みについて伺います。

　芋、ドクターヘリＭＥＳＨに対する県の取り組みに

ついて伺います。

　鰯、腸管出血性大腸菌Ｏ111食中毒対策について県

の対応を伺います。

　允、地方公共団体の墓地経営の現状と課題について

伺います。

　５点目、教育行政について。

　茨、県立高校における車両の維持管理費の問題につ

いて。

　ア、ＰＴＡや後援会等で購入した使用車両を県所有

にできないか伺います。

　イ、税の軽減措置はできないか伺う。

　芋、県内小学生の県外修学旅行について。

　１泊、県内のみという内部規定があるということで

すが、県の考え方をお聞きしたいと思います。

　鰯、県立高校生徒会長選挙への投票機材貸し出しで

若年層の投票率アップが成果として出ているようであ

ります。考え方をお聞きしたいと思います。

　６点目、我が会派の代表質問との関連でございます

が、離島振興に関するもので、當間盛夫議員の離島の

新造船建造事業で、企画部と土木建築部が一緒に連携

して対応すべきだとの質問に、企画部長は「検討す

る」と言い、土木建築部長は「研究する」と答弁して

おりますが、一緒に協力することはできないという意

味なのか伺います。また、離島の生活安定の観点から

県の取り組みについて伺います。

　県内離島は、空港を持たず船舶に頼らざるを得ない

地域は多く、港湾整備は重要な課題であります。生活

航路として、あるいは観光航路として安全な港づくり

は不可欠であります。利用者が安心して利用できる浮

き桟橋設置の港が整備されてきたようですが、その整

備状況について伺います。

　県内の定期航路のある有人島で浮き桟橋が整備され

てない港湾の箇所、その対策について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。
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　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良昭一議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、６月21日の日

米安全保障協議委員会に対する知事の見解いかんとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　これまで日米両政府に対し、地元の理解を得られな

い移設案を実現することは事実上不可能であると機会

あるごとに申し上げてきたにもかかわらず、今回この

ような決定がなされたことはまことに遺憾でありま

す。普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛

行場の危険性の除去であります。早期に解決を図る必

要があることから、固定化は決してあってはならない

と考えております。

　県としましては、日米両政府は、普天間飛行場の県

外移設の実現に向け真摯に取り組むべきであると考

え、その旨要請をしているところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、東日本大震災の影響

についての御質問にお答えいたします。

　東日本大震災に係る復興支援につきましては、国民

全体の負担により優先的に取り組むべき重要課題であ

ります。沖縄県といたしましても被災地の支援に努め

ているところであります。

　沖縄の振興につきましては、沖縄が戦後26年余りに

わたり国の施政権外に置かれた歴史的事情や、米軍施

設・区域が集中している社会的事情などの地域特性に

かんがみてさまざまな施策が図られてきましたが、県

民所得の向上や雇用の確保、そして離島振興、戦後処

理、基地跡地利用などの課題はいまだに解決されてお

らず、引き続き国の責任による沖縄振興が必要だと考

えております。このことにつきましては、去る６月23

日の全戦没者追悼式における首相あいさつ、そして翌

24日の官房長官の沖縄振興開発金融公庫の存続等に関

連する発言に見られるように、来年４月以降には県が

求める諸制度を盛り込んだ新たな法律がスタートする

ものと認識いたしております。

　この御質問の要約のところが要約し過ぎてちょっと

違和感がありますが、もう一度恐縮ですが訂正させて

いただきます。

　知事の政治姿勢の中で、振興法制定は東日本大震災

の影響が少なからずあると思うが、県の姿勢を聞きた

いという御趣旨の御質問に対する答弁でございます。

これを東日本のところだけを御質問の要約にしました

ので、ちょっと質問と答弁の違和感がありましたが、

振興法と東日本との関係でございました。

　次に、土木建築行政についての御質問の中で、米軍

発注工事のボンドに対する県の対応策についての御質

問にお答えいたします。

　米軍発注の大型工事につきましては、100％の履行

ボンド提出が義務づけられていることから、本土大手

業者による受注が続いていると聞いております。県で

は、米軍発注工事において県内企業の参入機会の拡大

は重要であると認識いたしており、関係機関への要請

活動の強化や新たな沖縄振興に向けた制度として、保

証事業会社等によるボンド支援制度の創設を国に要望

しているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

て、日米地位協定の見直しについてお答えいたしま

す。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。現在、民主党政権では同協定の改定を提起す

るとしておりますが、政府からはいまだ改定の方針等

が示されていないことから、本年２月８日には軍転協

を通じ、５月７日には防衛大臣、５月28日には外務大

臣に対して知事が直接、早急に見直し作業に着手する

よう求めたところであります。

　県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会等と

も連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通して粘

り強く日米地位協定の見直しを求めてまいります。

　次に、知事の訪米予定についてお答えいたします。

　今年度の知事の訪米については、去る５月の知事公

室長による米国出張の報告等を踏まえ、沖縄の基地問

題の解決に向けて米政府等へ効果的に訴えることがで

きるよう、時期及び活動内容について検討してまいり

たいと考えております。

　次に、安波区の基地誘致に対する見解についてお答

えいたします。

　国頭村安波区への移設案については、報道等により

承知しておりますが、宮城国頭村長は、いかなる条件

があっても受け入れる考えはないとのことでありま

す。また、日米両政府においても正式に取り上げられ

たことはないと承知しており、県としての見解は差し

控えたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について
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の御質問の中で、沖縄振興一括交付金の市町村分につ

いてお答えいたします。

　沖縄県は、市町村分も含めた内閣府沖縄担当部局予

算の全部を沖縄振興一括交付金とすることを求めてお

ります。市町村分については、市町村の自主裁量を損

なわないよう市町村へゆだね、市町村間の協議等にお

いて検討がなされることが望ましいと考えており、沖

縄県はその協議の中で市町村の求めに応じた助言等を

行っていくことを考えております。

　次に、沖縄自動車道有料化の交渉経緯についてお答

えします。

　去る４月22日に国土交通大臣から高速道路の無料化

社会実験の凍結が発表されたことを受け、北部地域等

から料金軽減措置に関する強い要望がありました。

　県としては、これらの要望や鉄道のない沖縄県にお

いて沖縄自動車道が唯一の高速移動手段であることな

どを踏まえ、少なくとも無料化社会実験開始前の料金

以下とするよう、５月19日及び20日、ＮＥＸＣＯ西日

本及び国土交通省に要請を行うとともに、料金及び財

源等について調整を進めてきたところであります。

　その結果、６月８日に国土交通省及びＮＥＸＣＯ西

日本から新たな割引料金が発表され、沖縄自動車道に

ついては無料化社会実験前とほぼ同水準の料金が６月

20日から適用されることとなりました。その後、国土

交通省とＮＥＸＣＯ西日本の協議により、激変緩和措

置としてのさらなる割引が７月１日から実施されるこ

ととなったところであります。

　次に、料金設定の根拠についてお答えいたします。

　無料化社会実験後の新たな料金については、沖縄自

動車道は唯一の高速移動手段であり、定時・定速性の

確保や北部振興に重要な役割を果たしていること、無

料化社会実験前の料金以下に設定することを強く要望

したことを踏まえ設定されたものであると考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政で、同

額入札問題に関する調査の終了についてお答えいたし

ます。

　今回の調査結果については、第三者機関である「公

共工事入札契約適正化委員会」に報告し、同委員会か

ら、調査内容はおおむね適正であるとの意見をいただ

いており、再調査の実施は考えておりません。

　県では、今後二度と同様な事例が発生しないよう、

改善策の実施にしっかりと取り組んでいく考えであり

ます。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、離島振興に

おける浮き桟橋等の整備についてお答えいたします。

　県内で旅客船が就航している有人島で、浮き桟橋が

整備済みの港湾は18港、未整備の港湾は６港でありま

す。未整備のうち、浮き桟橋が必要な小型旅客船が運

航しているのは本部町の水納港だけであります。水納

港は、平成22年には年間10万1000人の船舶の利用があ

り、地元からは乗客の昇降の安全確保と利便性の向上

及び観光振興のため、浮き桟橋設置が求められており

ます。

　県としては、浮き桟橋とともに防波堤の整備やビー

チの保全が必要であることも考慮に入れ、早期整備に

向けて検討する考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、県の松くい虫防除対策と米軍基地内の松くい虫防

除対策について、関連しますので一括してお答えしま

す。

　県の松くい虫防除対策については、森林病害虫等防

除法に基づき、保安林等の公益的機能の高い「保全松

林」において、予防対策として薬剤散布及び薬剤樹幹

注入を、被害木については伐倒駆除を実施しておりま

す。また、「保全松林」以外の「その他松林」につい

ては、幹線道路周辺等の被害木の伐倒駆除や危険木の

除去を行うとともに、名木等の貴重な松の予防対策と

して薬剤樹幹注入を実施しております。

　その結果、平成22年度の松くい虫被害量は１万4330

立方メートルとなっており、被害が最も大きかった平

成15年度の被害量と比較すると約33％に減少していま

す。平成23年度は、これらの対策にあわせて一部地域

の松林で予防対策として土壌改良材の施用も予定して

おります。

　米軍基地内の松くい虫防除対策については、沖縄防

衛局等が伐倒駆除を実施しており、平成21年度の松く

い虫被害量は、沖縄防衛局によると5023立方メートル

とのことであります。

　県といたしましては、今後とも国・市町村及び関係

機関と連携し、松くい虫防除対策に取り組むととも

に、新たな防除対策として、天敵昆虫を利用した防除

及び抵抗性松の利用なども進め総合的に対応してまい

りたいと考えております。

　次に、ヤギのブランド化事業についてお答えいたし

ます。
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　県では、ヤギの生産振興を図るため、平成21年度か

ら23年度において、「おきなわ山羊振興活性化事業」

により、ヤギの肉質・機能性調査、肉専用種導入、肥

育試験などを総合的に実施し、「おきなわ山羊」のブ

ランド化に向けて取り組んでいるところであります。

　この事業の成果などを踏まえ、関係機関と連携し、

産肉性にすぐれ肉質のよい県産ヤギの生産拡大を図っ

ていきたいと考えております。

　次に、「山羊サミット」についてお答えします。

　「山羊サミット」につきましては、昨年は10月に宜

野湾市において開催する予定でしたが、他県で口蹄疫

が発生したため、本県への侵入を防止する観点から中

止した経緯があります。サミットはヤギの生産振興を

図るに当たって重要なイベントであることから、今回

改めて「第13回全国山羊サミットｉｎ沖縄」として10

月21日から23日の３日間、那覇市で開催する予定であ

ります。

　サミットの概要といたしましては、ヤギに関する研

究発表、ヤギ振興に係る基調講演や事例報告、情報交

換、おきなわ山羊品評会、ヤギ関連品の展示・販売等

が計画されています。

　次に、農作物のカラス対策についてお答えします。

　カラスによる農作物被害については、かんきつ類、

パイナップル、ドラゴンフルーツ等の果樹類に多く見

られます。平成21年度の被害面積は約55ヘクタール、

被害金額は4500万円となっております。

　被害防止対策といたしましては、県や市町村、関係

団体で構成する沖縄県野生鳥獣被害対策協議会を設置

し、鳥獣被害防止対策事業等を実施しているところで

あります。

　具体的には、市町村が国の財政支援を受けられるよ

う被害防止計画の作成に必要な情報の提供や助言、捕

獲箱や防鳥ネットの設置、捕獲箱の開発、銃器による

捕獲等の支援を行っているところであります。また、

平成23年度においては、カラスの生態や分布調査等も

実施し、広域での効果的な防除対策を推進することと

しております。

　今後とも、市町村、農協等の関係団体と連携し、鳥

獣被害防止対策に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

　　　〔病院事業局病院事業統括監　呉屋幸一君登壇〕

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　福祉医

療行政についてのうち、北部病院産婦人科の再開につ

いてお答えいたします。

　北部病院産婦人科は、平成23年７月から１人を採用

し３名体制となっており、外来診療日をふやすほか、

緊急性の高い産科救急や帝王切開を含む分娩に対応で

きる体制が整いつつあります。一方、ハイリスク妊婦

に関しては、今後も中部地区への搬送が必要でありま

す。

　病院事業局としては、県立病院の臨床研修による医

師養成、大学や民間病院との協力・連携による医師派

遣、人的ネットワークや地域・離島医療確保モデル事

業による医師招聘など、引き続き医師確保に全力を挙

げて取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉医療行政につい

ての、ドクターヘリ及びＭＥＳＨについてお答えいた

します。

　沖縄県ドクターヘリは、平成20年12月から浦添総合

病院が行うドクターヘリ事業に補助し実施しておりま

す。これまで664件の急患の搬送をしており、本島周

辺離島や本島全域から入院を必要とする患者を迅速に

搬送するなど、大きな成果を上げております。

　沖縄県といたしましては、救急搬送体制のさらなる

充実を図るため、「沖縄県救急医療協議会」を去る６

月14日に開催し、ドクターヘリの複数化について検討

を進めているところであり、ＭＥＳＨについても同協

議会において検討しているところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　福祉医療行政につい

ての御質問の中で、Ｏ111による食中毒対策について

お答えいたします。

　富山県で発生した腸管出血性大腸菌Ｏ111による食

中毒は、ユッケなどの肉の生食が原因と言われており

ます。県内で生食用食肉などを取り扱う施設は、平成

23年５月に実態を調査したところ252施設でありま

す。これらの施設については順次監視・指導を行うと

ともに、今月から実施する夏期一斉取り締まり月間な

どにおいて集中的に監視・指導を行う予定でありま

す。また、営業者に対しては生食用食肉の取り扱いに

ついて講習会で指導し、消費者に対しましてはパンフ

レット等を配布するなど、意識向上に努めておりま

す。

　なお、国におきましては今回の食中毒事件を受けま

して、生食用食肉の規格基準について法整備を行うた

め「薬事・食品衛生審議会」において審議を進めてお
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ります。

　同じく福祉医療行政についての御質問の中で、地方

公共団体の墓地経営の現状と課題についてお答えいた

します。

　地方公共団体の墓地経営の状況は、17市町村で32カ

所に設置されておりますが、いずれにおいてもおおむ

ね飽和状態となっており、住民の新たな墓地需要への

対応が課題となっております。

　県としましては、これまで市町村墓地担当課長会議

などを開催し、市町村が主体的に墓地の集約化などを

盛り込んだ計画を策定し、公営墓地の設置を促進する

よう助言しているところであります。

　今後とも、新たな墓地需要に対応するため、市町村

に対し公営墓地の設置、墓地基本計画の策定、許可権

限の移譲を進めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、使用車両を県所有にすることについてお答えいた

します。

　県立高等学校には、公用車のほかにＰＴＡ等の団体

が所有しています車両があります。ＰＴＡ等の所有車

両は、学校支援の観点から主にクラブ活動時の生徒引

率などに使用されており、学校の教育活動に提供され

ているものと認識しております。

　次に、小学生の県外修学旅行についてお答えいたし

ます。

　学習指導要領に示された修学旅行のねらいは、自然

の中での集団宿泊活動で、自然や文化などに親しむと

ともに、人間関係などのあり方や公衆道徳などについ

て望ましい体験を積むことでございます。このことか

ら、県教育委員会では「公立小学校・中学校の修学旅

行実施基準」を定めているところでございます。

　なお、旅行地と日程につきましては、学校と所管の

教育委員会が必要であると認めた場合は変更も可能と

なっております。

　次に、投票機材貸し出しについてお答えいたしま

す。

　将来の有権者である高校生が、国政選挙等で用いら

れる投票機材で生徒会長選挙を実施することは、選挙

の模擬体験を通して民主主義の根幹である選挙につい

て理解を深め、関心を高める上で重要であると考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育行政に関する質問の

うち、県立高校における車両の税軽減についてお答え

いたします。

　国や地方団体等の所有する車両につきましては、地

方税法第146条の規定により自動車税は非課税となっ

ております。したがいまして、県立高校所有の公用車

は減免されますが、個人名義での登録となるＰＴＡ等

の車両につきましては減免措置はありません。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　我が会派の代表質問

との関連で、船舶購入についてお答えいたします。

　企画部長が「検討する」との答弁に、土木建築部長

は「研究する」と答弁した違いについて。

　土木建築部においては、道路事業の予算枠の範囲内

では厳しいことから研究するという答弁をしました

が、他府県では港湾とか河川とか住宅等を含めた社会

資本整備総合交付金全体の予算の枠で実施している事

例もあることから、検討したいということに改めて、

これから検討していく考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　再質問させていただきます。

　まず、沖縄自動車道の有料化についてですが、震災

でやむを得ない措置であるということで社会実験の中

止を行ってきたわけでありますけれども、県の取り組

み方として５月19日、20日、国土交通省、ＮＥＸＣＯ

西日本と調整したという結果で、以前と同じ金額に

なったということでありますけれども、努力したとい

う見解でありますが、県民はそうは見ておりません。

やっぱり無料化の影響というのはかなり大きくて、も

との金額ではおさまらないのが現状ですけれども、そ

の辺どういう感覚ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　無料化実験が来年まで続

くというふうな前提で、今回は500円の有料化という

ふうなことで６月以降続けていく予定でございました

けれども、御承知のとおり３月11日の大震災の財源の

確保のために、４月の中旬にこれは中止の発表がござ

いました。
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　県としては、この財源で沖縄自動車道の無料化実験

も中止になると、これはやむを得ない話だというふう

な理解をしております。しかしながら、一方で沖縄は

唯一鉄道でつながれていない、陸路でつながれていな

い、そういう県でもあるというふうなことで、そのこ

とをもって改めてまた国交省、それからまたＮＥＸＣ

Ｏのほうに要請をしてまいりました。

　今般は急な話で調整の期間も短くて、結局、少なく

とも実験前の料金以下にしてほしいというふうなこと

を要望をしたわけでございます。しかしながら、先ほ

ど申し上げましたように、沖縄県においては唯一の高

速交通機関でございますので、さらなる引き下げに向

けて県としては努力をしていきたいというふうに考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　確かに国土交通省とＮＥＸＣＯはそ

れを軽減してくれたわけですよ。県の姿勢はどうなん

ですかということを聞きたいんですよ。以前は調整費

の中でやってきましたよね、そういう姿勢は見えない

んですかということです。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　特別調整費の活用につい

ては、これは実は無料化実験に入る前の段階で特調費

の投入をやめると、これは議会の議論も踏まえて一つ

の結論を出しておりました。高速道路を使ってない県

民にはそういうふうな恩恵は少ないんじゃないかとい

うふうないろんな意見もある中で、それとあともう一

つは、過去10年間に160億円の特別調整費を投入した

わけです。沖縄自動車道の通行料も約２倍になり、そ

の収入も非常にふえたというふうな状況の中で、そこ

はやはりＮＥＸＣＯとして努力をしていただきたいと

いうふうなことも含めて、特調費の投入というふうな

ものはやめるというふうな流れはひとつ議会も含めて

理解をされたということです。

　しかしながら、今般、急に無料化実験が中止になる

というふうなことも含めた状況の中で、県としてはそ

の特調費の投入も含めて模索をしてございました。し

かしながら、当初、予算の中で従来、ＮＥＸＣＯの中

に投入していた特調費の財源というふうなものが確保

されていない状況の中で、県としては国交省、ＮＥＸ

ＣＯのほうに調整をしながら、要請をしながら、少な

くとも実験前の料金水準というふうな形でお願いをし

てきた。そういう中で実現をしてもらったというふう

なところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　特別調整費の中での問題もいろいろ

あるかもしれませんけれども、それ以外の支援のこと

も考えないといけないんですよ。一たんゼロ円という

ことを経験している県民ですから、それをもとに戻す

という1000円ということでは納得しないんですよ。し

かし、実際、６月20日からやりましたけれども、７月

１日から900円になっていますよね。これは県選出の

国会議員の交渉ですよ、まだ余地はあるんですよ。そ

ういう観点から県の姿勢と今後、どういう形の中で

やっていこうとしているのかを聞きたいんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　さらに、この４月１日か

ら１割引きというふうな一つの方向が出てまいりまし

たけれども、これは来年の３月までの激変緩和措置と

いうふうなことでされるというふうな話を聞いており

ます。このような一つの引き下げの動きにつきまして

は、県の要望している、あるいはまた県民の要望して

いる唯一鉄道のない沖縄県として、唯一の高速交通機

関である沖縄自動車道の活用というものをもう少し低

減化してほしいという要望にこたえたものだというふ

うに理解をしております。県として、そういうふうな

もののさらにまた低減化に向けて、これからまた努力

をしてまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはもう現実的な対応をしてもら

わないといけないですよ。やっぱり1000円というのは

高いですよ。その辺では今後のさらなる軽減対応につ

いて要望しておきたいと思っています。

　続いて、農林水産行政についてです。

　松くい虫の対策についてですが、新しい制度がこと

しから追加されましたね。これまでは薬剤、そして樹

幹注入ということと伐倒でした。その中で、今度新し

い事業、これは土壌改良材、これをちょっと説明して

もらえませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　土壌改良材の成分に

つきましては、松の樹勢回復に効果があるということ

で、立ち枯れの抑制が期待をされているところでござ

います。これにつきましては、松くい虫の防除につい

ても導入ができるというふうになっております。そう

いうことで今回、県においても国頭村のほうで土壌改

良材の使用を進めていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　関連しますけれども、やっぱり基地

の中は農薬は禁止でありますから、これまでもすべて

伐倒してきたわけですよ。沖縄防衛局の資料から換算

して、10年間で10万4000本伐倒しているんですよ。こ
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れは農薬樹幹注入ができないわけですから、もうすぐ

倒していくということになりますから、もう基地が返

還されたときにこの状態だと松が一本も残ってないと

いう、県民の財産がなくなるということになりますの

で、今言う新しい土壌改良材というのは全く害がござ

いません、人体に。基地の中でもこれは十分対応でき

ると思うんですよ。新しい方法として基地の中で使用

させるということに対して県の対応はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　松くい虫の防除対策

につきましては、今、薬剤による防除を伐倒処理で

行っている状況ではございますけれども、現在、試験

場の中でも天敵昆虫とか、それから抵抗性松の研究に

ついても実施されていることもございますので、今の

土壌改良材についても、今度、23年度で国頭村におけ

る土壌改良材の使用状況を見ながら、基地内にもそう

いうことができないか、これから事業経過を踏まえて

提案をしていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　もう基地内はすべて伐倒している。

これは知事名の松くい虫被害の蔓延防止について、沖

縄防衛局の局長あてに通達を出しているんですよね、

去年も。それはもうすべて伐倒しなさいということで

す。しかし、新しい方法ができたということは、それ

を基地内に伝えないといけないわけですよね。ことし

の通達の中には知事名でこういう無害な処理の方法も

ありますよと、育成の方法もありますよと、防除の方

法がありますよということを当然伝えるべきだと思い

ますけれども、いかがでしょう。毎年出しているのは

わかりますよね。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　23年度に今の土壌改

良材を使った事業を実施することになっておりまし

て、できましたらその試験をしながらその成果を見

て、防衛局には提案したいと思いますけれども、た

だ、今、そういう土壌改良材も使えるということは情

報提供したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはもう林野庁からも通達が来て

いるわけですよ。よくわかっていると思いますよ、部

下の方々は。ぜひ伐倒だけではなく、基地の中では農

薬を使えないわけですから伐倒処理しかないんです

よ。返還されたときに一本もなくなりますよ、その調

子で行きますと。これは早目に知事名で通達を出すべ

きだと思いますけれども、知事いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　基地内の松くい虫防

除については、今現在、伐倒処理ではありますけれど

も、土壌改良材も一つの予防対策として使えるという

状況に農水省から話もありますので、これは文書でや

るか、どういう形でこういう情報を伝えるか、少し検

討させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　防衛局の担当は、沖縄県からの通達

があれば米軍と調整すると言っているんですよ。知事

名の文書が必要だということを言っているんですよ

ね。その辺も踏まえて、知事いかがでしょうかという

ことですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　文書の出し方、情報

の仕方を防衛局とも検討したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは確実に通達をしておいてもら

いたいと思っています。

　それと、ヤギ生産の取り組みですけれども、これま

でヤギ総合利用調査事業、そして振興活性化事業とい

うことで取り組んでいるわけですけれども、ここに来

てどうブランド化事業をしていこうかということに

なっています。23年度までこの事業をやるわけですけ

れども、24年度以降の形が見えない。24年度以降はど

ういう形で進めていくつもりですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ヤギにつきまして

は、沖縄での独特の食文化ということで、21年度から

沖縄山羊振興活性化事業で23年度の事業で実施してお

りまして、まず21年度がニュージーランドから肉専用

種のボア種を導入したと。それからその間、食肉検

査、それから22年度は肉の成分調査、それから23年度

については人工授精あるいは飼養管理技術の事業を進

めているわけです。そういう成果を見て事業をすると

いうことになりますけれども、これからヤギについて

はさらに大型化ということが重要だと思いますので、

事業については24年度以降も継続して実施したいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　一つこれは提言ですけれども、付加

価値をつけることが大事だということだと思います。

ボアの導入をやってきましたけれども、実際に見てき

ました。120キロぐらいになると言っているんですけ

れども、実際そうじゃないようなボアが輸入されてき

ています。そういう面ではもっと大きなボアがいるら

しいです、本来なら。やっぱりそういう面では今回の
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「山羊サミット」の中で、過去に北海道にそういう大

型のボアが輸入された経緯がありますから、ぜひこの

情報交換の中で、この大型をどうにかして導入できる

ような形ができないか。今、外国から大型はアメリカ

あたりからはできませんので、北海道でサミットで見

つけてくる可能性があると思いますので、その辺どう

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　13回の「山羊サミッ

ト」を沖縄で10月に開催することになっておりますの

で、議員がおっしゃった話でやっぱり大型とかもっと

付加価値の高いヤギも恐らく他府県のほうであるかと

思いますので、そういった情報交換をして、沖縄のヤ

ギが最もすぐれたものになるような形の研究を進めて

いきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはヤギ農家の方々から聞いた話

ですけれども、やっぱり個人でみずから草を刈って飼

育するには限界があるということで、どうしてもブラ

ンド化するにはえさの統一が必要だということなんで

すよ。そういう面ではこの肥育するための酵母飼料あ

たりのえさ工場とかがぜひブランド化には必要になっ

てくるということと、それとブランド化であれば牛や

馬と同じように、やっぱり血統を大事にしないといけ

ないわけですから、それの名を登録する形も必要に

なってくると思うんですよ。その辺、対応はどんなで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　現在、ヤギの飼料に

つきましては、牧草、それから野草などが一般的に活

用されていますけれども、やっぱりヤギの大型化とい

う面では濃厚飼料というのは重要だと思いますので、

まずはその辺の研究、給与の仕方を研究して、その成

果が出た時点で、前に言った飼料工場なども検討する

必要があるのではないかと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　24年度以降もぜひ取り組んでいただ

きたいと思います。

　地位協定の問題についてお聞きしますけれども、各

国の地位協定の違いを比べてみる必要もあるんじゃな

いかなということもいつも思っています。それも大事

だと思いますけれども、抜本的な見直しとともに、

やっぱり基地の使用協定を強く望むべき時期にもう来

ているだろうと思っています。

　先日の超党派の勉強会の中で、イタリアのアビアノ

飛行場の飛行回数、飛行時間帯、飛行経路など、基地

使用協定に強い要求を地元はたたきつけているんです

よ。そういう面ではもっと強い姿勢で日米両政府に臨

むべきじゃないかなと思いますけれども、いかでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　基地の使用協定につき

ましては、嘉手納飛行場をめぐりまして三連協（北谷

町、沖縄市、嘉手納町）が求めているということは承

知しております。これに関しまして県としましては、

やはりこういった形で地元自治体の声を聞く仕組みが

現在ないということで、地位協定25条の合同委員会の

内容をしっかり公表するとともに、やはり地元自治体

の意見が反映されるような仕組みをつくってくれとい

うことを求めているわけでございます

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは知事の訪米にもかかわってく

ると思いますけれども、今の日本政府は基地の縮小を

求めるつもりは私は毛頭ないと思っているんですよ、

今の段階では。縮小を求めると米国が反発すると思っ

ているんじゃないかなと。そういう面では時期的にも

う直接沖縄県民の思いを伝える時期に来ているという

ふうに私は思います。訪米のタイミングはいろいろあ

るかもしれません。私は早いほうがいいんじゃないか

なと思いますけれども、その辺、基地の使用協定との

問題もあります。この辺もっと強い姿勢で臨んでいく

ことが必要になると思いますけれども、あわせてその

辺をお伺いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　基地の整理縮小、沖縄

の負担軽減がなかなか進まないというのは議員と同様

の認識でございますけれども、やはり県がこれまで求

めてきたことによって、ＳＡＣＯでありますとかロー

ドマップでありますとか、そういった形の一定の合意

が日米で行われたというのもこれは事実でございまし

て、さらなる沖縄の基地負担軽減を求めるという観点

から、やはり訪米の機会も活用しながら取り組んでま

いるということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　もう１点、安波区から浮上した基地

の誘致についてですけれども、私はこの安波の基地誘

致に賛否を問うものではないですよ。しかし、なぜ今

の時期にこれが出てきたかということが大事だと思う

んですよね。これは明らかに北部東海岸地域の生活環

境の苦しみから出てきている問題だと思うんですよ。

そうであれば、これまでの県土の均衡発展というもの

が阻害をされてきたんじゃないかなというふうに私は
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思っていますけれども、その点に関してどう思います

か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　安波区への代替施設の

建設という考え方が地元でもいろいろ影響を与えてい

るということは知っておりますけれども、それが必ず

しも議員御指摘のような北部の均衡ある発展といった

ものと関係があるといったことにつきましては、現時

点では情報がなくてその判断はできないと考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは十分考える余地はあると思い

ますよ。なぜこの話があの地域から出てきたかという

のはいろいろ裏があると思うんですよ。やっぱり地域

の方々が苦しんでいる状況の中でその問題を出してき

たというのがありますので、もうちょっと情報をとっ

たほうがいいと思いますよ。その辺、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　現時点では宮城国頭村

長も明確に反対ということをおっしゃっていて、この

ことが日米両政府で取り上げられるというそういう事

態でもないわけでございまして、情報収集は適宜行い

たいと思いますけれども、今、この案に対して県とし

て何か対応するという段階ではないと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　地元の村長がいかなる条件でもだめ

だということではなくて、なぜそういう問題が今の時

期に浮上してきたかということを県はもう少し考えな

さいということですよ。その辺はこれから考えてもら

いたいと思います。

　時間がないので進みます。

　県立北部病院産婦人科の問題ですけれども、先月か

ら３名そろったということで、それでもまだ不十分だ

と。しかし、過去にも４人体制がありました。しか

し、持続的・安定的な運営にはなってないんですよ。

待遇面での不満があってやめていったお医者さんの

方々がたくさんいらっしゃると聞いていますけれど

も、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　そうい

う議員のおっしゃるような待遇面への不満ということ

は承知はしておりませんけれども、病院とのいろいろ

事情があって、個人の事情もあっておやめになったん

だろうというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　このやめた理由は徹底的に究明しな

いと、いつも同じような結果ですよ。その辺、なぜ北

部病院の産婦人科がだめだったのかというのをもう

ちょっと考えないといけないですよ。これから調査す

る必要があると思いますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　そうい

う事情があるのかどうか、病院長のほうに確認をした

いと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　最後に、浮き桟橋の整備がされてな

い航路が１カ所だけですよね、水納港だけですよ。な

ぜそういう状況になっているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　必要性は十分認識し

ていたんですけれども、予算の都合上とほかの地区、

他の港湾を先に整備していた状況からそういう形に

なっておりますが、県としましては、平成24年度に新

規要望する方向で検討をしているところでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　ほかの地域から優先されたと言った

らこれは大変ですよ。この地域は学校もあるんです

よ。観光客も年間10万人運ぶんですよ、この航路は。

それが後回しされたということ、大変これは水納島と

かを使っている方々に対して不満ですよ。これは当然

やるべきだと思いますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　その地域の年間10万

人の利用者があるということも踏まえて、来年度の新

規要望に向けて全力で頑張っていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　改革の会、３番手、玉城満です。

　観客が少ないような感じがするんですけれども、皆

さん、休憩しているんですかね。

　先々週の日曜日、皆さん、具志堅用高さんのドキュ

メンタリーをごらんになりましたか。昼間やっていた

んですよ。今までのタイトルマッチをずっとほとんど

ノーカットに近い形でやっていたんですが、僕はすご

く心が打たれたわけですよ。

　どういうことかといいますと、復帰して39年、ウチ

ナーンチュはヤマトに追いつけ追い越せで、一生懸命

ヤマトゥンチューになろうと頑張ったときに、具志堅

用高さんがヤマトにマキテーナランということで、一
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生懸命ボクシングでウチナーの人たちの心を支えてい

た時代。ところが、ボクシングの応援は皆さんテレビ

の前で一生懸命するけれども、勝った後のインタ

ビューが始まったら皆さんテレビの前からヒンギ

ヤー、ヒンギヤーが始まる。これはどういうことかと

言うと、当時具志堅さんの表現がすごく恥ずかしいと

いう思いがウチナーンチュの中に宿っていたわけです

ね。これはヤマトでも全くそうで、ウチナーからヤマ

トに行ってウチナーンチュと思われたくない症候群と

いう病気にかかっている人がたくさんいたんです。

　そんな中、僕はこういう話を思い出したんですね。

大阪に二世の方なんですけれども、大正区にお住まい

で、いつも自分の出身はどこなのかとこの方は親に聞

いたそうですよ。出身を聞いたらハワイと言ったらし

いんですね。ハワイの割には帰るたびにゴーヤーチャ

ンプルー食べさせられているから、本当にハワイなの

かなと思っていたそうです。ところがあるとき、ウチ

ナーということがわかってウチナーのことを彼は初め

て親から聞かされて学んでウチナーの文化とかそうい

うものを知って、これはウチナーに渡らんといかぬと

いうことで、ウチナーに渡ってきて彼は作家として今

大成功しています。「沖縄が独立する日」という本を

書きましたし、「沖縄オバァ烈伝」という本を書きま

した。

　結局、何が言いたいかといいますと、先ほどの具志

堅用高さんであるとか。ウチナーの文化がウチナーン

チュの心をすごく支えてきたここ39年、最初はヤマ

トゥンチューになりたかったけれども、15年目ぐらい

からはだんだんだんだん副作用が起きてきて、やっぱ

りワッターヤ、ウチナーンチュヤッサーと思い始めて

きたことは、僕はこれはもう文化の力ではないかなと

思っております。

　だから、きょうは文化特集で質問をしていきたいと

思いますので、ひとつよろしく、ユタシク。

　１、文化観光スポーツ政策について。

　茨、文化観光スポーツ部長の所信を伺う。

　芋、県立郷土劇場のあり方について。

　ア、進瀧について伺う。

　イ、劇場のハードとソフトのバランスについて伺

う。

　鰯、文化振興基本条例について。

　ア、条例の必要性、重要性についての認識を伺う。

　イ、執行部に条例のプロジェクト機関が必要不可欠

と考えるが、知事の見解を伺う。

　允、組踊について。

　ア、ユネスコ認定を受けた後の具体的対応を伺う。

　イ、世界ツアーを企画することが第一と考えるが、

知事の見解を伺う。

　印、県立芸大について。

　ア、アートマネジメント及び文化行政のカリキュラ

ム拡充が必要と考えるが、県の見解を伺う。

　イ、卒業生の就職率について伺う。

　咽、文化・観光・スポーツの関連事業について。

　ア、スポーツ・ツーリズムについて伺う。

　イ、琉球フェスティバル・琉球の風など、県外イベ

ントヘの対応について伺う。

　ウ、県内の祭りや音楽祭、演劇祭は今後観光とのさ

らなるタイアップが必要と考えられるが、その対応に

ついて伺う。

　員、フィルムオフィスの今後の取り組みについて伺

う。

　２、環境政策について。

　茨、サンゴの移植事業について伺う。

　芋、産官学による協議会の新設が望まれるが、県の

見解を伺う。

　３、教育関係について。

　茨、義務教育における沖縄学（歴史・文化・音楽）

の導入について伺う。

　４、交通政策について。

　茨、県内自治体のＬＲＴ導入に対する県の対応につ

いて伺う。

　芋、沖縄自動車道におけるバス、タクシー、トラッ

クなど営業車両の無料化が必要と考えるが、県の対応

を伺う。

　５、土木建築関係。

　茨、東部海浜開発事業について。

　ア、泡瀬埋立事業の進瀧について伺う。

　イ、自然共生型事業として位置づけてはどうか、県

の見解を伺う。

　芋、米軍発注工事におけるボンド問題について県の

取り組みについて伺う。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、環境政策に係る御質問の中で、サンゴ

の移植事業についての御質問にお答えいたします。

　サンゴ礁は、沖縄県の豊かな自然環境の基盤であり

ます。そして生物多様性の保全、観光・漁業資源とし

て重要な価値を有しております。県におきましては、

平成22年度から平成28年度にかけまして、慶良間海域



－ 278 －

及び恩納海域においてサンゴ礁再生に関する調査研究

や移植事業を進めていくことといたしており、あわせ

て３ヘクタールに及ぶサンゴ群集の再生を図る計画で

あります。

　事業の実施に当たっては、生物多様性に十分配慮す

る必要がありますことから、専門家で構成する検討委

員会を設置し、委員会の意見を踏まえまして事業を実

施していきたいと考えているところでございます。

　次に、土木建築関連の御質問の中で、泡瀬埋立事業

の進瀧状況についての御質問にお答えいたします。

　泡瀬地区埋立事業におきましては、地方港湾審議会

等の手続を経て、ことし３月に港湾計画の一部変更を

行いました。現在、埋立免許等の変更手続を進めてい

るところであります。免許の許可及び承認がなされ次

第、早期に工事再開できるよう努めていきたいと考え

ております。

　同じく土木建築関連に係る御質問の中で、米軍発注

工事のボンドに対する県の取り組みについての御質問

にお答えいたします。

　県では、米軍発注工事において県内企業の参入機会

の拡大は重要であると認識いたしております。関係機

関への要請活動の強化や、新たな沖縄振興に向けた制

度として、保証事業会社等によりますボンド支援制度

の創設を国に求めているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化特集あ

りがとうございます。

　玉城満議員、最初の質問であります部長の所信につ

いて伺うとのことですが、そのほかの答弁を先に述べ

させてもらった後、最後に答弁をさせてもらいたいと

思っております。

　まず最初に、文化観光スポーツ政策について、県立

郷土劇場の進瀧状況についてお答えします。

　県立郷土劇場にかわる新たな文化発信交流の拠点と

なる施設の整備に向けて、今年度調査検討を行うこと

としており、早速、専門家から意見を聞き、施設のあ

り方についての検討委員会設置に向けた準備を進めて

いるところであります。

　今後の取り組みといたしましては、県民、観光客、

県内で活動する文化団体のニーズ把握や県内外の公立

文化施設の実態調査などを行うこととしております。

あわせて、検討委員会で議論を重ね、今年度中に基本

的なコンセプト、運営計画等を含めた基本構想を取り

まとめることとしております。

　次に、劇場のハードとソフトのバランスについてに

お答えします。

　劇場におきまして、ハードとソフトは一体的に整備

するものと考えております。今年度実施する調査検討

の中でも、新たな文化発信交流の拠点となる施設の

ハード面の検討を行うとともに、発信されるソフトに

ついても同時に検討する必要があると考えておりま

す。具体的には、組踊や琉球舞踊など沖縄の伝統芸能

の保存・継承を図りつつ、劇場の運営面での自立を目

指すため、沖縄のオリジナリティーあふれる求心力を

持った文化コンテンツの創出が必要であると考えてお

ります。

　続きまして、文化観光スポーツ政策についてとの中

で、文化振興基本条例の必要性及び条例のためのプロ

ジェクト機関についてとの問いにお答えいたします。

１の鰯のアと１の鰯のイは関連しますので一括してお

答えいたします。

　県内外に誇れる本県の伝統文化、文化芸術を創造発

展させるとともに、県民の生活に密着した文化施策の

充実を図るため、文化芸術の振興に関する施策の基本

となる事項を条例等により定めることは重要であると

認識をしております。そのため、県では、沖縄県文化

振興指針を策定し、それに基づき「平和で安らぎと活

力のある文化の薫り高い県づくり」を目標として施策

を進めているところであります。

　文化振興基本条例につきましては、関係者等との意

見交換などを踏まえ、今後研究してまいりたいと考え

ており、御提言の検討する組織につきましても、あわ

せて検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、ユネスコ認定を受けた後の具体的な対

応についてとの問いにお答えいたします。

　沖縄県では、「県芸術文化祭」や「新進舞踊家等公

演」で、県内離島市町村や国立劇場おきなわなどにお

いて組踊を上演し、今年度も引き続き実施することと

しております。また、新たに文化芸術振興・産業創出

支援事業で「子どもたちのための組踊鑑賞会」等を支

援する予定であります。

　県教育委員会におきましても８月にユネスコ認定を

記念した公演やシンポジウムの開催、組踊に関する普

及書の発行等予定されており、今後とも関係機関と連

携を図りつつ組踊の普及啓発を推進していきたいと考

えております。

　続きまして、組踊の世界ツアー企画への見解につい

てとの問いにお答えいたします。

　組踊の魅力を世界に発信することは、意義のあるこ



－ 279 －

とだと考えております。沖縄県では、今年度から「沖

縄文化発信・交流促進事業」の中で、組踊を含む沖縄

の伝統芸能の県外・海外公演を行うこととしておりま

す。さらに、御提言のありました組踊を海外に紹介す

る公演につきましては、組踊の保存・振興を図ること

などを目的として設置されております国立劇場おきな

わと連携強化を図りながら、今後検討してまいりたい

と考えております。

　県立芸術大学についての中で、アートマネジメント

及び文化行政のカリキュラム拡充についてとの問いに

お答えいたします。

　県立芸術大学において、沖縄の芸術・文化の担い手

となる実演家を輩出するだけでなく、アートマネジメ

ントができる優秀な人材の育成も重要であると考えて

おります。現在、魅力ある芸大のあり方を検討するた

めに、外部有識者で構成する「沖縄県立芸術大学あり

方検討委員会」を設置し、学部・学科等の再編を含む

県立芸術大学のあり方について御議論をいただいてい

るところであります。

　議員、御提案いただきました２つの件につきまして

も、同委員会の検討結果を踏まえつつ、他大学の状況

を調べる中でふさわしい規模、内容等につきまして、

県立芸術大学と協議を行い、連携を深めながら取り組

んでまいりたいと考えております。

　次に、卒業生の就職率について、これは芸大でござ

います。

　平成22年度学部卒業生110名のうち、就職希望者が

全体の54％に当たる59名で、そのうち就職した者が34

名、その結果、就職希望者に対する就職率は58％と

なっております。

　県立芸術大学はアート志向を強く持った学生が多く

いる傾向性から、他の大学に比べ就職率が高いと言え

ないことは、一つの課題として認識をしております。

そのため、今年度から新たに創設されました文化観光

スポーツ部が文化の産業化を図る中で、雇用創出に取

り組むとともに、芸大の卒業生が実演家や芸術家とし

て生計を立てられる環境整備も目指してまいりたいと

考えております。

　文化観光スポーツ政策についての中の、スポーツ・

ツーリズムについてとの問いにお答えいたします。

　沖縄県では、スポーツ・ツーリズムを本県の地域特

性を生かせる高付加価値で長期滞在型の新たな観光メ

ニューと認識をしております。昨年度は、スポーツ・

ツーリズムに係る戦略を構築するとともに、新たなサ

イクリングイベントやマラソンイベントなど11件のモ

デル事業を支援したところであります。今年度におい

てもスポーツ・ツーリズム戦略の具体的事業化を促進

するモデル事業を実施することとしております。さら

に、今回の補正予算では、プロ野球キャンプを成功事

例とした展開が期待できるサッカーキャンプについ

て、その誘致及び定着化を図るモデル事業やスポー

ツ・ツーリズムの認知度向上に係る経費を計上してお

ります。

　沖縄県としては、今後ともスポーツ・ツーリズムを

積極的に推進し、新たな観光需要を喚起してまいりた

いと考えております。

　続きまして、琉球フェスティバル・琉球の風等県外

イベントへの対応についてとの問いにお答えいたしま

す。

　県におきましては、国内における観光プロモーショ

ンの一環として、県外で開催される沖縄関連イベント

の活用を図っております。昨年度は、熊本での沖縄音

楽イベント「琉球の風」を初めとする国内各地のイベ

ントにおいて、その規模やＰＲ効果を勘案しつつ、ミ

ス沖縄の派遣や、イベント広告等を行っております。

今年度も池袋サンシャインシティでの「沖縄めんそー

れフェスタ」への芸能団派遣、琉球ゴールデンキング

スが進出したｂｊリーグプレーオフでの広報宣伝等を

行ってきたところであります。

　県としましては、誘客効果が期待できる県外の沖縄

関連イベントにつきましては、主催者と連携を図りな

がら今後も支援をしてまいりたいと考えております。

　次に、文化観光スポーツ政策についての中の、県内

祭り等と観光のタイアップについてにお答えいたしま

す。

　沖縄県は、地域性豊かな文化にはぐくまれた個性あ

る祭り、魅力的な音楽祭や演劇祭等の催しが毎年数多

く開催されており、それにより地域の振興が図られる

とともに、文化・観光資源としても県の大きな魅力と

なっております。このような魅力のある祭り、音楽

祭、演劇祭等を今後一層観光と連携させることで、芸

術文化の雇用の創出や文化の産業化が図られることに

より、地域の活性化につながるものと考えておりま

す。

　続きまして、フィルムオフィスの今後の取り組みに

ついてとの質問にお答えいたします。

　県としましては、東日本大震災の影響により、観光

客が大幅に減少していることから、特に海外誘客を強

化していく必要があると認識をしております。そのた

め、映画やテレビドラマ等の映像を通して沖縄の魅力

を発信することは重要なことだと認識しており、沖縄

フィルムオフィスの活動は有効なツールであると考え
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ております。

　これからも映像を通した沖縄独自の文化の発信、沖

縄産映像コンテンツの創出、アジアを中心とした海外

展開を図るなど、同オフィスの機能をさらに強化して

まいりたいと考えております。

　最後に、文化観光スポーツ部長の所信についてとの

問いにお答えいたします。

　この件につきましては、部長答弁の初日のあいさつ

でも申し上げたとおりでございます。

　部としては具体的な方針、施策につきましては、今

後、我が部の取り組み、活動、こういう議会を通して

その中でしっかりと示していきたいと思っておりま

す。

　思いは、代表的な作品「肝高の阿麻和利」の歌詞の

中にもあります。「此ぬ波ぬ高さや志のゆえ　荒れる

運命なれど　こぎ出したサバニ　生まれたてのこの夢

に　翼をひろげ翔ぶ　肝高の心　沖縄の　二才達舞う

が如く」この思いでございます。よろしくお願いしま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　環境政策についての

御質問の中で、産官学による協議会の新設についてお

答えいたします。

　本県におきましては、平成20年６月に、漁協、観光

事業者、行政などで構成する「沖縄県サンゴ礁保全推

進協議会」を組織し、情報の共有、地域のサンゴ礁保

全活動への支援、普及啓発などを行ってきたところで

あります。また、本年度から、本格的にサンゴ礁の保

全再生に関する事業を実施していくことから、大学な

どの研究機関と協議会の協力体制を強化し、産官学の

連携のもと、効果的に取り組んでいきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育関係についての御質問

の中で、沖縄学の導入についてお答えいたします。

　学習指導要領におきましては、小学校３年生、４年

生で、生活の変化や地域の発展に尽くした先人の働き

についての内容、中学校におきましては、「東アジア

の国際関係」等について示されております。

　県教育委員会といたしましては、小中学校での沖縄

の歴史・文化、郷土の音楽について教科等や学校行事

での主体的な取り組みを奨励してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　交通政策についての御質

問の中で、ＬＲＴ導入についてお答えいたします。

　ＬＲＴの導入を前提とした公共交通を中心としたま

ちづくりについては、県民や観光客の移動利便性の向

上、高齢者や障害者などのいわゆる交通弱者の移動の

確保、低炭素社会の実現等の観点から議論されている

ものと考えております。

　国においては、鉄軌道を初めとする新たな公共交通

システム導入可能性の検討が行われており、県におい

ても「沖縄県総合交通体系基本計画」の中で検討を進

めているところであります。

　今後とも、県土の均衡ある発展に資する新たな公共

交通システムの導入が図られるよう取り組んでまいり

ます。

　次に、沖縄自動車道における営業車両の無料化につ

いてお答えいたします。

　本県の人流及び物流に関し、営業用車両が重要な役

割を担っていることについては十分認識しております

が、自家用貨物車両においても物流の一翼を担ってい

ることなどを考慮した場合、沖縄自動車道において営

業用車両のみを無料化することに理解を得るのは難し

いものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築関係につい

ての、自然共生型事業への位置づけについてお答えい

たします。

　泡瀬地区埋立事業においては、「港湾環境整備事

業」の中で、野鳥園や緑地の整備を行うとともに、人

工海浜の中に生物共生ゾーン等を位置づけるなど、自

然と共生した計画となっております。また、干潟にお

ける環境保全ゾーンの設定については、地元関係市町

村、環境部局とも十分調整を図りつつ検討をしていき

たいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　まず文化観光スポーツ関係なんです

けれども、所信、そして答弁でどういう勢いでやって

いくんだなということは大体実感は得たわけでござい

ます。

　ここで僕はちょっと突っ込みたいことがございまし

て、これは何かといいますと県立芸大の就職率につい

てなんですよ。掛け方は先ほど110名のうちの三十何
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名と、実質は３分の１なんですね。就職希望者という

のは五十数％ですから、そのうちの五十数％というこ

とは実質30％なんです。これは、前に議会で僕は知事

にお願いして、やはりこういうアートマネジメントの

カリキュラムを県立芸大のほうに充実させて、そして

それを県で採用するなり、そして地方自治体がそれに

ならって採用していく流れをどうしてつくれないのか

というのがこれが不思議でならないんですね。これか

らはやっぱり文化行政というのはすごくこの沖縄県に

とっては大事だと思うんですね。その辺のところ、知

事は一度受けたわけでございますので、その決意のほ

どをひとつよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時15分休憩

　　　午後５時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　むしろ、議員のほうでいろ

いろな展望を開きながら展開していけというしりをた

たいていただいているわけで、確かに今、芸大を出た

人たち、卒業生の公務員としての採用の枠というのは

特につくられていないようですから、こういうものを

つくることも含めて、そして今、先ほど部長が答弁も

していましたが、あの中で言うあり方検討会というの

も改めて今開いております。そういう中で、議員、御

提案の件は確かに私重要だと思いますから、なるべく

早く現実にできるようにしていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　教育長、この件とちょっとかかわる

んですよ。僕は、先ほど義務教育の中において、沖縄

学の導入はできないかという話をしましたね。前も何

回か前教育長にもベートーベンの写真を張るよりは、

玉城朝薫の写真を張ったほうがいいよとそういうふう

な話をしたぐらいなんですよ。それとカスタネットよ

りは三板を使いなさいと。学校教育現場でもそういう

沖縄の文化を意識し、思い切ってもう変えてもいいん

じゃないかなとそのぐらい思うんですね。今も知事が

答弁された、先ほどの県立芸大の中からなかなか教員

というのは――去年教員７名採用されてます。それは

全部音楽なんですね、西洋音楽なんです。ほとんど西

洋音楽とほかの部署なんですよ。ウチナームンのそう

いう音楽で採用された人はいないし、ウチナー学とし

て採用された人はいない。ところが、こちらがカリ

キュラムが沖縄県の義務教育に耐え得るカリキュラム

をもし新しく創設するんだったら、県立芸大もともに

スキルアップしてかなりいま一度注目を浴びるんじゃ

ないかなと僕は思うんですが、教育長、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時19分休憩

　　　午後５時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、実は個人的にはニー

チェが言った言葉、「汝の立つところを深く掘れ、そ

こに泉あり」といいますか、そのまさに泉についての

重要性は伊波普猷もおっしゃっていますね。そういっ

た意味からは、沖縄の歴史・文化、そして音楽を教え

ることはとても大事かと思っています。

　そういった意味で、沖縄学という視点から考えた場

合に、まず沖縄学という学問自体がまだ沖縄県をめぐ

る諸学問の総称でしょうから、教育課程上では厳しい

面があるわけですね。まず基盤が弱いということがあ

ります。ただ、沖縄の歴史・文化、音楽を学習指導要

領で実際に教えていることは間違いありません。それ

が沖縄学という体系の中でできるかどうかは今後の研

究にしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　やっぱりニーチェよりは玉城朝薫が

すごいですよ。

　僕は、要するにどういうことが言いたいかといった

ら、いつもウチナームンは本格的な世界史とかあるで

しょう、日本史があるじゃないですか。何でその一角

に琉球史というのが入ってこられないんですかという

話をしているんですね。いつも何か地域の文化だか

ら、はい、これをここに入れようねと。これに関する

専門の先生を養成する機関もなければ養成しようとも

思っていないという、そういうのが感じられるんです

よ。ところが、今、世の中は音楽とか三線とか世界に

発信しているんですよ。ウチナーンチュのピアニスト

が世界に発信していますか、ウチナーンチュのバイオ

リニストが世界に発信していますか。ウチナーンチュ

が三線で今世界に発信して世界のあらゆるそういう人

たちとコラボレーションをして、ウチナーここにあり

とやっているんですよ。だからそういう教育機関をぜ

ひ教育委員会の中で真剣に取り組んで、カリキュラム

として入れていただけないかという質問なんですね。

だから、これから検討していくのか、それともそう

じゃなくてちゃんとヤマト式のそういうふうなものだ

けをずっとこれからもやっていくのか。そして、主体

性に任せると先ほど答弁しましたが、各地域の主体性

にこれからも任せていくのか、どういう流れにもって

いくかをちょっとお伺いしたいです。
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○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　沖縄の歴史・文化、そして

音楽等については、我々はやっぱり子供たちがしっか

りと自分の住んでいる地域に誇りを持つ視点から大事

な要素がありますので、教育課程に入れるためにはさ

まざまな手続等ございますけれども、一応は研究して

みたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　この辺はウチナーの表現になってい

るじゃないですか、「一応は」と。これは真剣にやっ

ていただきたいです、本当に。いろんなほかの関係機

関、例えば県立芸大であるとかそういうところがやっ

ぱり生き返ってくるひとつのきっかけになる可能性も

ありますので、ひとつ真剣に取り組んでいただきたい

ということです。

　知事、今そういうふうな形で教育委員会の中でもそ

ういうウチナー学というのを附属じゃなくて、オプ

ションじゃなくて真剣にテーブルにのっけてくるとい

うことをやれば、今の子供たちがウチナーに対する誇

り、ウチナーってすばらしいんだというふうな教育を

学校現場ですることができるわけです。今、オプショ

ンでしかない。そして、周りはウチナーの文化がいろ

んなところで活躍しているのに何で学校現場にそうい

うふうなもの、例えば演劇鑑賞ぐらいしかないんです

よ、今。昔は「総合的な学習の時間」の中で、隣近所

で三線の先生がいるから連れてきて三線を習ってみよ

うかと、三線クラブと、この程度なんですね。実際、

科目に入れちゃえばいいというふうな話なんですね。

それはやっぱり教育長の一存だけではできない部分が

あるので、知事のちょっと決意のほどをひとつよろし

く、ユタシク。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　知事の決意

は、先ほどの思いも入っていると思うんですが、この

アートマネジメントは、議員のおっしゃるとおり本当

に重要なポイントだと思います。プレーヤーが非常に

多い中で、それをまとめていくそのマネジメントして

いくというこの存在がなければ、今後、沖縄の文化の

振興と新しい文化の創出は本当にかなわないなと思っ

ておりまして、調べてみますと、東京芸術大学である

とか、それからただ名前が音楽学部の音楽環境創造科

とこんな感じの名前なんですね。ですから、沖縄の芸

大に合った形のアートマネジメントの部分、それから

カリキュラム等を含めてことし行われるあり方検討委

員会の中で、しっかりと議論していきたいと思ってい

ますので、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　部長、僕はいろんなその審議会とい

うのに今までずっと民間にいながら参加してきたんで

すけれども、ウチナーというのは独自のものですよ

ね、独自の文化ですよね。今までウチナーというの

は、ヤマトから余りにも習い過ぎたんですよ。まちづ

くりでも何でもヤマトから習い過ぎて大体９割方失敗

しているんじゃないかなという気がするんですね。だ

から独自の、惑わされず、ヤマトが東京芸大がこうい

うものをやっているから、ウチナー芸大もやろうとい

う考え方じゃなくて、ウチナーの芸大はこういう考え

を持ってこういうカリキュラムをつくりましょうよ

と、そういうふうなこれからウチナーのオンリーワン

を目指していかないと、どこかの二番せんじ的な部分

の流れになってはいやせんかなと。だから、検討委員

会の中身もそういうふうな大義名分というか、ほかの

大学と照らし合わせてもこれは格好つくぞみたいなそ

んなレベルじゃないんですよ。ウチナー独自でウチ

ナーってすごいな、こんなことまでしているのという

ふうな内容を繰り込まないといけないですよという話

なんですね、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　まさしく

おっしゃるとおりだと思います。

　ただ、大学は一応文科省の中のルールがありまし

て、そういう形で今事例として挙げただけでございま

す。改めて今おっしゃっているような形、ぜひ沖縄ら

しい形のものをこの中に組み込んでいくというのは、

今後芸大の関係機関とも相談しながらきっちりとやっ

ていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　だから、その大学のルールとか、教

育委員会のルールとか、そういうことをどうやったら

こういうふうにつくればこれはどこからも文句が出な

い地域の文化だと、地域の教育だというふうなものを

つくるのが皆さんの仕事だと思うんで、ぜひ一生懸命

そのことに関しては頑張っていただきたいと思いま

す。

　ちょっとまた質問を変えたいと思います。

　それでは平田部長、今、文化と観光とスポーツが関

連していく、これを今後まとめていかないといけない

ですね。つい最近ライブハウス協会が結成されたこと

を御存じですね、ライブハウス協会。そして組合にも

なりました。なぜ今まで個人個人が頑張っていたのが

今手を組もうという流れになっているか、これは平田

部長の見解をちょっと……。
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○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　ライブ協会

が組合になって、今一つの形になろうとしているとい

うのは重々承知をしております。中身に関しましても

その悩みというのが、１つは――ちょっと我々の分野

じゃないんですが――酒税等を含めたこの部分が来年

切れる沖振計の中で非常に不安があるというのが１

つ。それから、もう一つは著作権関係を含めて、そう

いった部分が今お金がかかり過ぎるということで、個

人個人の経営でやっているライブハウスがなかなか厳

しい状況で、連携・連帯をとっていこうというような

形で一つにまとまっているというふうに伺っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　まさにそれですよ。やはり前回も僕

は説明させていただいたんですが、東京に七百幾つ、

沖縄県に500近いライブハウスがあると。これだけ

やっぱり音楽の島なんですね。これは県が音楽特区に

向けて一生懸命、文化づくりをやっていかないといけ

ないんじゃないかなと僕は思っております。

　それともう一つ、ちょっと専門用語になるんです

が、文化芸術権利機構、要するに新しい文化芸術権利

機構を沖縄県でつくることができないか。これはどう

いうことかと言いますと、ＪＡＳＲＡＣなんですね、

沖縄版の。要するに、今、沖縄でできたものがヤマト

に行ってヤマトのＪＡＳＲＡＣに登録して、ヤマトの

ＪＡＳＲＡＣが全国からそういう著作権料を徴収し

て、ＪＡＳＲＡＣから沖縄の著作権料としてアーティ

ストはもらっているわけです。それを沖縄県はこれだ

けのその著作権を得るソフトがある、コンテンツがあ

るわけだから、沖縄県にそれを管理する文化・芸術の

権利機構をやっぱりこれから研究していかないと僕は

いけないんじゃないかなと思います。これは何に結び

つくかといいますと、沖縄県でどんなすばらしいもの

が生まれても沖縄県以外のところの組織に全部持って

いかれる仕組みになっているんですね、今。だから、

沖縄県にやはり金を落とさせる。そして落とさせるこ

とでいろんな人材育成にもつながるような予算がどん

どん回っていくという意味では、やはり沖縄県に文化

芸術権利機構みたいなものをこれからはつくって、沖

縄のその著作を守っていく、権利を守っていくという

流れをつくったほうがいいと思うんですが、知事、い

かがなものでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　沖縄は復帰後40年が経過し

ました。将来発展を考えている中で、沖縄の特性をど

う生かしていくかと、優位性をどう生かしていくかと

いうことがポイントだと思っております。ウチナービ

ケーンのものをどれだけつくり出していけるかだとい

うふうに思っております。

　そういう意味では、沖縄独特の文化をどう産業化す

るかということだろうと思いますけれど、その前に行

政をどう文化化するかということにつながるわけであ

りまして、今いろいろ御提案がありましたけれども、

文化芸術権利機構ですか、大変面白い提案ですし、そ

の前の職員がどう取り組むかということを含めて積極

的に我々は検討していかなければならない。そのため

の一歩が今回、文化観光スポーツ部の創設だというふ

うに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　その流れで行っていただきたいなと

思います。これが文化振興基本条例につながるでしょ

うし、音楽特区という流れにもつながっていって、そ

してやはり今沖縄県の中で文化芸能関係で一生懸命頑

張っている人たちがここで救われていくという流れを

どうにか県のほうでつくっていただけると、すごく僕

はいい流れになっていくんじゃないかなと、これは要

望いたします。

　さて、がらっと変わるんですが、今度はサンゴの関

係ですが、このサンゴの３ヘクタールの移植事業です

ね。植えつけ、場所はどこなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　先ほどもちょっと答

弁の中でありましたけれども、慶良間海域と恩納海域

を今想定しております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これは西海岸だけですか。西海岸だ

けでやるんですか、これからも。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　このサンゴの移植事

業というのは、基本的には相当な注意が必要だという

ことが前提になります。遺伝子の攪乱とかいろんな状

況が発生しますので、今、慶良間海域と恩納海域を選

定した理由は、これまでの調査研究の結果、特に慶良

間海域からサンゴの卵が発生をして、いわゆる慶良間

海域で生まれた卵が沖縄本島全体を周回して着床する

というようなデータがありますので、そういった視点

から慶良間海域と、とりあえず恩納海域を選定してい

るという理由でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これですね、やはり東海岸のほうで

は、特に藻場がしっかりしているところとサンゴが
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しっかりしているところ、ここでやっぱりこの漁場が

すごく濃いわけですよね。やっぱり東海岸もそれなり

にウニ系とかそういうのは東海岸が圧倒的に強いわけ

ですよ。だから、そういうことも含めて東海岸におけ

るサンゴの移植を各漁協単位で一生懸命個人的にこの

植えつけをしている人たちがいるんですね。そういう

人たち、それをなりわいとしている人たちをその事業

に巻き込まないと僕はおかしいんじゃないかなと思う

んですね。ただ単にこういう研究機関があるからとい

うことでここに丸投げしてしまうという流れではなく

て、せっかく今本当に漁協単位で一生懸命やっている

ところがあるんですよ。そういうところの情報をもっ

と引っ張ってきて、一緒にできるような流れをぜひつ

くっていただきたいんですが、部長、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　おっしゃるとおり

で、委託事業ということで中心になる企業に受託をし

ていただいていますけれども、当然そこを中心にして

漁協とか地元のいろんなダイビングをなさっている

方、そういった全体で取り組まなければ、その移植す

る面積も３ヘクタールと物すごい大きいですし、それ

からほかのいろんなところでの今後の展開というのが

想定できますので、ぜひ一致協力してやっていきたい

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　時間がありませんので、最後にボン

ドの問題ですけれども、これは２年前から建設業協会

がちゃんと調査をしているんですよ。ボンドの問題点

はどこなのかということを指摘された冊子もできてい

るんですね。これは県に行っているはずなんですね。

その中で、僕は２年前にも質問しているんですが、先

ほど知事答弁でありましたけれども、国にそういう例

えば今、保険屋さんと第三セクターみたいなものをつ

くって、その沖縄県の業者に対するボンド保証ができ

る第三セクターの保険会社みたいなそういうものがで

きないかという話を２年前からやっている。これがな

かなか前に進んでいない。よくよくこの調査書を見た

ら、先ほど副知事がおっしゃっていましたけれども、

ミラー法とかいろいろ専門用語がございまして、連邦

調達規則（ＦＡＲ）というのがあります。この中には

どういう文言が書かれているかといいますと、ボンド

というのは減免できるんですよ。これは日本政府とア

メリカ政府の話し合いで減免に持ち込むことができる

んです。要するに、ボンドというのはあくまでもアメ

リカの国益にそぐわなければボンドをとって保証させ

るという意味ですから、そういう意味では、僕はこの

ボンド事業というのは、十分真剣にこの２年間で動い

ておけば大丈夫だったんですよ。これをもう一度日本

政府と米国政府にちゃんと話をしていただきたいなと

思います。決意のほどよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　御指摘のとおり、免除で

きるという規定がございます。そういう関係もあっ

て、私どもは、せんだってダン・クロイド在日海軍司

令官が見えたときにも、所管は違うでしょうけれど

も、沖縄県の問題として聞いていただき、解決策とし

てほかに伝えていただきたいと、こういうようなこと

を申したりしている次第でございます。ですから、海

外の契約の場合には免除できるという規定をちゃんと

交渉の場面の中で勝ち得たいと、そういうことで努力

したいと思っております。

○玉城　　満君　ぜひ、頑張ってください。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　自由民主党の照屋守之です。

　今回の質問、張り切っております。前回の一般質問

は自民党は数が多くて、させてくれというお願いをし

ましたけれども、おまえはやり過ぎだからだめだとい

うことでできませんでした。

　質問を行います。

　１、「第28回宇宙技術および科学の国際シンポジウ

ム」の沖縄県開催についてお伺いをいたします。

　今回の宇宙技術の国際会議、沖縄県の子供たちある

いは県民に大きな夢と希望を与え、そしてまた、新た

な沖縄県づくり、特に科学技術の振興に新たな展望を

つくり出すことができた。このことを高く評価をして

おります。仲井眞知事を初め企画部、さらには教育委

員会並びに関係部局の職員の頑張りに心より敬意を表

します。

　そこで伺います。

　茨、国際シンポジウムの概要及び研究者の参加と発

表論文について。

　芋、沖縄県主催の関連イベントと参加状況について

お伺いします。

　２番目、沖縄新法及び新たな振興計画の見通しにつ

いて。

　茨、平成24年度の概算要求が迫ってきているわけで

ありますけれども、新法制定や予算づけのめど。

　芋、政権政党民主党が、政府に対して沖縄県の要望

する一括交付金を強く要求するとともに、菅総理大臣
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も実現に強い意欲を示しております。沖縄県が地域主

権の先駆けとなる一括交付金のめど、そのことについ

てお伺いをいたします。

　３点目、沖縄県の防災対策について。

　茨、東日本大震災・地震と津波後の沖縄県の防災計

画の現状と見通しについてお伺いいたします。

　４、沖縄県の健康・長寿県の確立に向けて。

　茨、健康・長寿県ナンバーワン復活の対策を伺いま

す。

　芋、生活習慣病対策は国を挙げての課題でありま

す。歯科保健が全身的な健康状態改善に大きく関与す

ることは明らかでございます。この認識と対策につい

て伺います。

　鰯、県民が歯、口の病にかかる率は高く、全国水準

に比べ劣悪な状況であると考えます。虫歯の現状は、

幼稚園児、小学生、特に12歳の虫歯は全国最下位でご

ざいます。この認識と対策について伺います。

　允、歯科疾患の地域格差、成人に対する歯周病対

策、妊産婦、要介護高齢者及び障害者に対する歯科保

健対策は急を要すると考えます。見解を伺います。

　５、我が党の代表質問との関連について。

　茨、具志孝助議員の県発注工事の入札契約制度の中

の、建設業界の振興・育成についてであります。

　与世田副知事とダン・クロイド司令官の会談の中

で、土地開発公社に契約業務を委託し、県内建設業者

に発注してほしいとの会談内容がございますけれど

も、その御案内をお願いをいたします。

　芋点目、中川京貴議員の新たな振興策の特区制度に

ついて。

　名護市の金融特区の拡充を新たな振興策に認めても

らい、東京証券取引所の子会社ＡＩＭ取引所の誘致を

進めてもらいたいと考えております。その取り組みに

ついてお伺いいたします。

　どうぞよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、「第28回宇宙技術および科学の国際シ

ンポジウム」に係る御質問で、内外からの参加者や発

表論文数についての御質問にお答えいたします。

　「宇宙技術および科学の国際シンポジウム」は、世

界の宇宙工学、宇宙医学など広い分野の研究者が一堂

に会する、我が国最大の宇宙に関する国際会議でござ

います。この国際シンポジウムは、今回沖縄県で初め

て開催され、沖縄コンベンションセンターを会場に６

月５日から12日までの８日間実施されました。海外17

カ国、91名の研究者を含め、国内外から1008名の参加

がありました。発表論文数も678件あり、研究者の参

加数とともに過去最高を記録いたしておるそうです。

　この国際シンポジウムを主催する組織委員会から、

開催地沖縄のおもてなしの心やリゾートアイランドと

しての魅力が発表論文数等の増加に結びついたとの評

価をいただいており、今後の国際会議の誘致活動にも

つながるものと考えております。

　同じく宇宙技術に係る御質問の中で、県主催事業の

内容や県民の参加状況等に関する御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では、開催期間中、コンベンションセンター

劇場とうるま市立与那城小学校におきまして、山崎直

子宇宙飛行士の講演会を開催し、児童生徒を含め約

1500人の参加がありました。また、同センター展示場

では、科学ライブショーや科学実験など小中学生向け

の科学イベントを実施いたしております。独立行政法

人「宇宙航空研究開発機構」の協力を得て、小惑星探

査機「はやぶさ」などの展示も行い、親子連れを中心

に約１万6000人の参加を見ております。

　イベントに参加いたしました子供たちのアンケート

では、宇宙に興味を持てた、もっとよく知りたいとの

回答が多数寄せられております。

　沖縄県では、イベントの実施により宇宙や科学技術

に対する興味、そして関心を高めることができたと考

えており、引き続き子供たちの科学する心の育成に努

めてまいりたいと考えております。

　次に、沖縄県の健康・長寿に係る御質問で、健康・

長寿復活に向けた対策いかんという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄県では、長寿世界一復活に向けたアクションプ

ランとして「健康おきなわ21」を策定し、県民一体の

健康づくり運動を展開いたしております。沖縄県にお

きましては、糖尿病、そして肝疾患、そして心筋梗塞

など生活習慣の影響が大きい疾病の死亡率が高い状況

にあることから、県民一人一人が日常生活において健

康的な生活習慣を具体的に考えて行動する必要があり

ます。

　今後とも関係機関と連携をし、県民一体となった健

康づくり運動を推進してまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　我が党の代表質問との関
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連についてのうち、米軍契約業務の県土地開発公社へ

の委託についてにお答えいたします。

　これまで議員の方から何度も質問がございますよう

に、米軍発注工事の県内業者の受注拡大の最大の課題

はボンドの確保であります。

　米軍発注工事に関する県内業者へ受注を拡大する方

法というものは２つございまして、１つは、米軍発注

工事を沖縄県の建設業者が受注できるような規模にす

る。要するに分離・分割発注をすると、これが１つで

ございます。もう一つは、正攻法であるボンドの確保

でございます。沖縄県は、振興計画において西日本保

証会社というものの業務の中に、このボンド履行とい

うのをどうにか入れてほしいという制度要望をしてお

ります。政府の考えは、西日本保証のボンド保証とい

うものは、いわゆる公共工事に保証するという制度で

ございまして、米軍発注は日本の政府から見たら公共

工事にならない、そういうような障害があるわけで

す。そういうことをどうにかクリアするというような

形で考えているところでございます。

　他方、県の建設業界のほうから要望がされているの

は、基金をつくっていただけないかと、こういうこと

なんですけれども、100億円単位の工事の基金をつく

ろうとすると、例えば500億円ぐらいの余裕がないと

できないと。要するに、工事が完成するまで基金は使

えないわけですから。そういうような意味ではなかな

か制度としてのハードルが高いと。こういうことの中

で、先ほど玉城満議員から御指摘のありましたよう

に、私のほうとしては、例外の規定として外国で行わ

れる契約に関するボンドの免除の規定と、こういう規

定がございまして、海外で行われる契約期間の作業に

ついては契約担当官がパフォーマンスボンドとペイメ

ントボンドを免除することができると。こういう条項

があるのであれば、それはやる気のある人間の問題

じゃないかと。こういうことで、私、これまで東京に

行って防衛大臣に会ったとき、あるいは北米局長に

会ったときに、ぜひボンドの関係で言えば免除等も含

めた協力をしていただけないかと、こういうようなこ

とを申し述べてきた次第でございます。

　今回、在日米海軍司令官、この方は海軍でいうと第

２番目の地位にあって、沖縄県の海軍司令官の上司に

当たるわけです。今回来たときには、沖縄県の司令官

も同席しておりましたので、そういう中で、所管は違

うけれども、やはりきちんとお話を聞いていただきた

いと、こういうような申し入れをした次第でございま

す。

　県の土地開発公社あるいは住宅供給公社、その他の

県の関係団体がございますけれども、ここにいわば契

約業務を任せてくれたら、ある意味においては履行す

るバックに県がいるじゃないかと。バックに県がいる

と、こういうような理解の中で免除の規定というのが

特段に進むんじゃないかというようなアイデアではご

ざいますけれども、県の開発公社の議論と、あるいは

土地開発公社の議論というものは、まだまだ私どもの

ほうとしても実施可能については、まず米軍側からの

業務委託の確認が必要なことが確認された後、公社の

法令上の業務の範囲や執行体制など検討すべき課題が

多くありますけれども、県としては、あらゆる機会を

通して解決に努力していると。先ほどお話がありまし

たように、知事も含めて、あらゆる機会を通してどう

にかボンドの問題もクリアできるように考えていく

と。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄新法及び新たな振興

計画の見通しについての御質問の中で、新法制定や予

算づけのめどについてお答えします。

　沖縄県は、新たな沖縄振興に向け、52の制度と沖縄

振興一括交付金の創設等を国へ要望しているところで

あります。現在、総務部と企画部が連携し、平成24年

度予算要求に向け必要となる国庫総額について調査・

整理しているところであります。

　沖縄県は、「沖縄21世紀ビジョン」で県民が描いた

将来像の実現に向け取り組むこととしており、那覇空

港の滑走路増設や交通・物流コストの低減、待機児童

の解消、離島の定住支援など、沖縄の地域特性を踏ま

えたハード・ソフトのさまざまな施策の展開を実施し

ていきたいと考えております。平成24年度予算の概算

要求においてこれら施策が盛り込まれるよう、県議

会、市町村、県民各界各層の協力を得ながら、引き続

き強く国に働きかけていきたいと考えております。

　次に、沖縄振興一括交付金のめどについてお答えし

ます。

　新聞報道によれば、最近開催された民主党沖縄政策

プロジェクトチームでは、補助金・交付金にかえて自

由度の高い交付金として交付すべきなどの考え方が示

されたとのことであります。また、去る６月23日の沖

縄全戦没者追悼式における首相あいさつ及び翌24日の

官房長官発言においても、沖縄振興一括交付金の実現

に向けて取り組むことが述べられております。

　沖縄県としては、政府に対し沖縄県の提言する制度

を盛り込んだ新たな法律の策定と新たな沖縄振興に必
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要な財源として沖縄振興一括交付金の創設を引き続き

強く求めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　沖縄県の防災対策につ

いて、沖縄県地域防災計画の見直しについてお答えい

たします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、６月16

日に琉球大学教授等の専門家で構成される「沖縄県地

震・津波想定検討委員会」を設置するとともに、６月

21日には市町村防災担当課長会議を開催し、県及び市

町村の地域防災計画の見直し作業等を進めているとこ

ろであります。今後、市町村等関係機関と連携の上、

県内の地震防災対策の強化を図るべく、検討を進めて

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　全身の健康状態改善

と歯科保健対策についてお答えします。

　歯の健康と全身的な健康状態は重要な関連があり、

「健康おきなわ21」においても歯の健康を一つの柱と

して掲げております。

　沖縄県では、県歯科医師会や県歯科衛生士会、市町

村等関係機関と連携し、虫歯や歯周病予防、高齢者等

の口腔ケアに関する普及啓発を行っております。ま

た、市町村等の歯科保健対策を推進する担当者を育成

し、歯科健診、歯科相談等の質の向上を図っていると

ころであります。

　続きまして、乳幼児等の虫歯予防対策についてお答

えいたします。

　沖縄県の幼児・児童生徒の虫歯有病状況は年々改善

されているものの、３歳児及び12歳児では全国最下位

となっております。このような状況を改善するため、

沖縄県では、従来から取り組んでいる歯磨きや甘味の

摂取制限指導に加え、乳幼児期からの弗化物を用いた

虫歯予防を呼びかけております。特に効果の高いとさ

れている集団での弗化物洗口については、その実施拡

大に向け、保育所等関係者に対する研修会や実地指導

等に取り組んでいるところであります。

　続きまして、歯科保健対策の取り組みについてお答

えします。

　歯周病と糖尿病などの生活習慣病、歯周病と早産・

低体重児の出生、要介護高齢者の誤嚥性肺炎予防と口

腔ケア、障害児（者）の歯科疾患と生活の質への影響

などは、歯科保健対策における重要な課題であると認

識しております。

　沖縄県では、これらを解決するために地域における

医科・歯科連携体制の構築が必要と考えており、現

在、体制整備に向けた検討を行っております。さら

に、県歯科医師会が計画しております障害児（者）や

在宅要介護者等の歯科医療の中心的活動拠点となる

「口腔衛生歯科治療センター」建設事業等を第２次の

沖縄県地域医療再生計画に位置づけており、現在、国

と調整中であります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　我が会派の代表質問

との関連の中で、東京証券取引所の子会社ＡＩＭ取引

所の誘致に係る取り組みについてお答えいたします。

　金融業務特別地区制度の拡充については、現在進め

ております沖縄振興特別措置法にかわる新法の検討の

中で、「ＴＯＫＹＯ　ＡＩＭ取引所」の提案について

も国に要望しているところでございます。「ＴＯＫＹ

Ｏ　ＡＩＭ取引所」は、東京証券取引所が51％、ロン

ドン証券取引所が49％出資し共同で設立したプロ投資

家向けの取引所でございます。新たな優遇税制や金融

商品取引法上の特例が導入されることを前提に、名護

市への移転を表明しております。

　このような証券取引所というプレーヤーが沖縄金融

特区に進出することは大変意義があり、沖縄県として

は、その条件整備に向けて国と協議しているところで

ございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　再質問を行います。

　まず１点目の国際シンポジウムですけれども、先ほ

ど御案内ありましたけれども、世界各国からの参加

者、研究者、沖縄県開催の反応というか、あるいはそ

れにまつわる今回の国際シンポジウムの成果、このこ

とについてお願いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回の参加者、国内外17

カ国、国外から91名、1008名の非常に多くの参加者が

参加されたわけでございますけれども、研究者の反応

としましては、１つは、県主催の科学イベントに多く

の子供たちが参加をしているのを非常に感心をしてお

りまして、地域への宇宙教育の支援で社会に貢献する

という、このシンポジウムの開催意義を改めて認識を

したというふうな感想が出ております。
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　また、成果としては、沖縄みたいなリゾート地、そ

してまた、沖縄のもてなしの心とか、そういうふうな

ものに非常に感銘を受けたという高い評価をいただい

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次に、平成24年度、来年度開学予定

の沖縄科学技術大学院大学、そこの研究者と宇宙技術

の研究者との交流・連携、そのことについて御案内を

お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この国際シンポジウムの

開催期間中に、宇宙技術の研究者とＯＩＳＴの研究者

との交流を目的としたテクニカルツアーというふうな

ものを実施をしております。このツアーの中で、同国

際シンポジウムから約20名の研究者が参加をしたわけ

でございますけれども、施設見学、それからＯＩＳＴ

研究者との意見交換をその中で行っております。

　ＯＩＳＴの研究者の研究概要の説明に対して、ツ

アーの研究者からもかなりの質問、活発な意見交換等

が出まして、参加した研究者からは大変有意義であっ

たというふうな評価をいただいております。今回この

ツアーを契機にして、今後研究者間の交流が進むこと

を期待をしていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　５日から12日まで開催をされたわけ

でありますけれども、この冒頭の５日にコンベンショ

ンセンターで山崎直子宇宙飛行士の講演会がございま

したね。そのときに知事は、世界のウチナーンチュ大

会の呼びかけで海外に出られていて、知事のかわりに

上原副知事が参加されております。その参加の状況も

含めて感想等がございましたらお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　宇宙科学国際シンポジウム

につきましては、全体的に大成功だったという報告が

今ありましたけれども、私は、山崎直子さんの講演会

とウエルカムパーティーに出席いたしました。

　ママさん宇宙飛行士山崎直子さん、そして同じく日

本初の女性宇宙飛行士向井千秋さん初めいろんな方々

とお会いしましたけれども、大変すてきですばらしい

方々と多くの県民が出会うことができたと、そして交

流を深めることができたと。あわせて、なかなか今夢

を語れないといいますか語りにくいその多くの子供た

ちが、宇宙に夢をはせたきっかけになったんではない

かということが大きな成果だというふうに考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　先ほど、知事、冒頭でも申し上げま

したように、今回の国際シンポジウムは、来年の沖縄

科学技術大学院大学の開学も含めて、我が沖縄県の科

学技術の振興・発展の大きなきっかけになると私は

思っているんですね。この点についてはいかがでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、副知事のほうからも

ございましたけれども、非常に子供たちも夢を見た

と、宇宙科学というふうなものに興味を持つ機会を得

たというふうなことがございました。そして、今回の

国際シンポジウムの開催で、子供たちのみならず多く

の県民が我が国の宇宙開発事業、それからまた科学技

術の成果というふうなものを知ることができたという

ふうに思います。

　また、沖縄県としては、このシンポジウムの開催に

よる人的ネットワークというふうなものを今後活用し

ながら、人材育成、それからまた沖縄の科学技術とい

うふうなものを振興していきたいというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　今回の国際シンポジウムの開催は、

私は、仲井眞知事の決断によって、さまざまな課題も

ございましたけれども、実現をしているというふうに

考えております。残念ながら、知事は世界のウチナー

ンチュ大会の開催の件で海外に出られていたわけであ

りますけれども、当然担当部局、あるいはまた、先ほ

どからこの議場の中でもこの成果については御案内が

ありました。ぜひ仲井眞知事からもその件について御

見解を賜れればというふうに思っています。お願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　全くの私見になりますけれ

ども、今職員から報告を聞きまして、そしてまた議員

からもお話をいただきまして、この宇宙科学技術につ

いての立派なシンポジウム、国際会議が沖縄で開催さ

れたというのは、大変エポック的な意味を持っている

と思います。

　沖縄の子供たち、我々も含めて、いわゆる文化系的

特性の発揮はかなり世界に発信しているわけですが、

このナチュラルサイエンスという部分でも今の宇宙科

学、それから今の大学院大学のライフサイエンスとい

うか生命科学のある分野、オーシャン・海洋も少し

入っていると思うんですが、そういう分野も含めて超

長期的に沖縄の空間というか資源というものを開発、

活用していく道筋の柱というべきものが立ちつつある
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なという実感がございます。

　ですから、そういう分野にも子供たちが非常に高

い、深い、強い関心と興味を持っているということを

発見して、ある意味で、沖縄の子供たちも文化芸能・

芸術という分野とあわせてこういうナチュラルサイエ

ンスの分野も非常に関心を持ち、新しい才能がこれか

ら出てくるのではないかという楽しみを感じさせるも

のだと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この宇宙技術の開発も含めて、アメ

リカ、ロシアあるいはヨーロッパ、今現在、この宇宙

技術をどういう形でビジネスに結びつけていくか、産

業化するかというそういう岐路に今立っているわけで

すね。ですから、そこの中で日本がどういう形で役割

を果たしていくのかというふうなことが今非常に大き

な岐路に立っているわけですね。この宇宙技術を全世

界のそういうふうなビジネスに展開をして、世界各国

のために貢献をしていくということがこれから展開を

されていくことになるわけでありますけれども、その

発端として、ケープタウン条約の宇宙資産議定書とい

うものが、恐らくことしか来年の初めに正式な国際条

約として成立できるような、そういうめどづけができ

ております。そうなると、この宇宙技術のものに参入

をしていくというビジネスと、あるいはまた、全世界

のそういうふうなものを法律的に管理をしていくとい

うふうな、そういう流れに世界の宇宙技術のビジネス

産業として展開をしていくことが予想されるわけです

ね。

　ですから、私は、この機会に日本がどういう形でそ

れにかかわっていくかというふうなことが大変重要に

なっているわけでございますので、その日本の中でも

我が沖縄県が、この宇宙ビジネスの世界の拠点になれ

るような、そういう仕組みを今から戦略構築をして、

国の文部科学省とか、あるいはＪＡＸＡとかにも働き

かけをして、そういうふうな展開をしていければとい

うふうに思っておりまして、ぜひ我が沖縄県にこのよ

うな国際機関を誘致をしていきたいというふうな思い

がございますけれども、ぜひ仲井眞知事も一緒になっ

てそういうふうな仕組みづくりをお考えいただけませ

んか、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょうど今、次の振興計画

を企画部を中心にまとめつつあるわけですが、いろん

な考え方、プランが持ち込まれておる中で、超長期の

分野というのがもう既に走っている生命科学と海洋の

一部を入れた大学院大学、そしてＩＴ大学院というの

も一つの方向でクラウドコンピューターじゃないんで

すが、ああいうテクノロジーの分野、そして一方で、

夢にもというかほとんど考えていなかったんですが、

この宇宙ビジネスというところは議員が発掘してこら

れた感があるわけですが、人工衛星を打ち上げる、打

ち上げないということでしょっちゅう失敗をしていた

日本のロケット技術が大分よくなったという話は聞い

ております。ただ、ちょっと素人で、今のところは想

像の範囲を出ないんですが、超長期のプロジェクトの

一つとして位置づけることは、少し工夫すれば可能に

なるかもしれないという気はしますが、もう少しこれ

は日本の置かれた位置、技術の中身について少し研究

させていただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひ特区制度も含めて、我が沖縄が

こういうふうなものをやりたいんだということを国に

申し入れて、国も含めて、その理解のもとに沖縄にそ

ういう仕組みがつくられるというふうな、それは一緒

に考えていきましょう。

　次に、防災対策です。

　これから見直し等々も含めてやるということで、市

町村との協議も行われているということですね。私

は、県民に対する防災の意識づけ、これは非常にポイ

ントだと思いますね。いかがですか、この点について

は。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

この総合的な防災対策の中で、やはり県民の防災意識

の向上というのは極めて重要なものであると考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　それと、災害協定です。

　実は、私は２度被災地に行ってまいりました。石巻

と気仙沼と南三陸です。１点目は、視察をしながらお

手伝いができること。２点目は、もちろんその被災地

の支援も大事ですけれども、私は県議会議員としてそ

ういう被災地を見て、沖縄でそういうことが起こった

ときにどういう形で県民を守るのか、あるいは対応し

ていくのかという観点でいろいろ勉強したわけであり

ますけれども、この宮城県の防災協定を見ると、医療

分野とか、土木建設とか、産業廃棄物処理、物資の供

給、多岐にわたるさまざまな95の防災協定が行われて

いるわけですよね。これが担当の防災課長に確認をし

たら、今回の地震と津波が本当にこの防災協定のおか

げで非常に大きな力を発揮したと評価しているんです

ね。宮城県は、この防災については知事を初めかなり
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力を入れて取り組んできたというふうなこともありま

すけれども、今、県が進めている見直しについての協

議、あるいは市町村のことも大事ですけれども、そう

いういろんな医療関係とか、食品の供給も含めたこう

いう防災協定を、今のうちに一つ一つしっかり結んで

おく必要があるんじゃないかなと思うんですけれど

も、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　大規模災害発生時にお

ける応急対策やその後の復旧・復興対策の実施に備え

て、自治体間や民間団体等との間で事前に災害時応援

協定等を締結しまして、緊急時の応援協力体制を構築

するということは、議員の御指摘どおり極めて重要で

ございます。

　現在、自治体間の広域応援協定、沖縄県が締結して

いるものといたしましては、全国の都道府県との「全

国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」

や九州・山口各県との九州・山口災害時応援協定等が

ございます。また、県と民間団体等で締結しているも

のといたしましては、沖縄県医師会との間で災害時の

医療救護に関する協定、また、広報活動につきまして

は、県内のテレビ、ラジオ局と災害時における放送要

請に関する協定、さらに災害時の食料・生活物資等の

供給に関しましては、ファミリーマート、ローソン、

沖縄県生活協同組合連合会と締結しております物資の

供給に関する協定、さらに災害発生後の応急仮設住宅

等の提供に関しましては、社団法人プレハブ建築協会

と災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定

と、こういったものがございます。

　議員御指摘のように、やはり宮城県では大変多くの

協定を結んでいるというようなことも勉強させていた

だきましたので、県としましては、こういう形の協定

を多く締結をいたしまして、災害時応援協定のさらな

る充実によって防災対策の向上を図っていきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　与世田副知事、災害が起これば県知

事は本部長になりますけれども、この災害にまつわる

仕組みはやっぱり与世田副知事がしっかりやってもら

わぬといけませんよ。ですから、担当部局にもどうぞ

指示を出してください。彼らから上がってくるもの

じゃなくて、こういうふうなものが必要でしょうとい

うことで上げないと、官僚の言いなりになったらだめ

ですよ。しっかりその防災に対する決意、どうぞよろ

しくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　決意は、十分御指摘のと

おり承りまして、責任を持ってこういう危機対策に取

り組んでまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次に、健康・長寿の確立です。

　教育長にお伺いします。

　平成21年第６回の県議会の一般質問で、私どもの島

袋大議員の弗素洗口についての再質問で金武教育長

は、市町村の教育委員会あるいは保護者の同意を得な

がらしっかりと進めていきますというふうに答弁をし

ております。その後の取り組みについてお願いできま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの質問にお答えい

たします。

　弗素洗口の実施につきましては、平成23年６月現

在、公立の幼稚園が4.9％、小学校は4.0％、中学校は

2.4％でございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　市町村教育委員会や保護者の同意を

得ながらしっかりと進めていきますという取り組みの

成果は、その数字ですか。どういうふうにやってきた

んですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、この弗素洗口実施に

おける対応等で困難な件が出てまいりました。幾つか

申し上げますと、まず、この弗素の課題がまだ解決さ

れていないということ。そして、この洗口を取り入れ

るにはまだ時期尚早であるということと、それから弗

素への認識が不足していると。そして、安全性に対す

る疑問もあると。そして、薬品保管への課題もある

と。と同時に、家庭で個別に実施すべきものではない

かと。あるいは学校や保護者から要望がない等々、そ

ういった実施のために幾つか困難がありますので、そ

れでなかなか進まない状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　協議をしているけれども、いろいろ

な課題があるということですね。これをどう解決して

いくかという話ですよね。虫歯はなかなか減らないと

いうこの現状。じゃ、かわりにどういうことがあるか

といったらその対策もない。こういうふうなものをや

ろうとするといろんな問題があるというふうなことで

す。これは少し考えないといけませんね。

　福祉保健部長はいかがですか。保育園についても同

様に質問の中でそういう問いかけがありましたけれど
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も、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　弗素洗口に関して

は、先進県である新潟県等でかなり成果を上げており

ます。そういうことの学びもありまして、我々も保育

園でぜひ取り組んでいきたいと思っております。

　その進行状況ですけれども、「ＮＰＯ法人日本むし

歯予防フッ素推進会議」等の民間団体が調査したもの

があるんですけれども、平成19年度沖縄で70カ所だっ

たんですけれども、平成21年度には141カ所と、２年

間で取り組んでいる保育所が倍増しているという成果

も報告されております。

　今後とも、そういう取り組みを進めていきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この歯科保健は、母子保健法とか学

校保健法などそういう法律が分散をして、なかなか生

涯を通じた法律がないというふうな形で理解をしてい

るわけですけれども、ですからその重要性はあるにし

ても、先ほど教育長からもあったように、ほかのとこ

ろではそういうふうな成果はありながらも、いろんな

形で問題がありますよというふうなことですよね。で

すから、やっぱりこれは何らかの形で新たな仕組みを

つくって、そういうふうなものを取り組んでいって、

県民の健康そのもの自体をもっと高めていくというふ

うなことが必要なんじゃないですか、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員御指摘のよう

に、虫歯予防は歯磨き、それとフロス、それと弗素と

いうこの３点セットで努力すべきだと思います。そう

いう取り組みが進むようないろんな仕組みをつくって

いくべきではないかと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次に、代表質問との関連の「ＴＯＫ

ＹＯ　ＡＩＭ」です。

　これは沖縄金融特区に立地するための条件、あるい

は制度以外にどういうふうなことがございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　「ＴＯＫＹＯ　ＡＩ

Ｍ」が沖縄に立地するためには、もちろん今回提案し

ていますシンガポール、香港並みのキャピタルゲイン

に対する非課税、こういうものと一部の規制緩和があ

りますが、それと同時に、やはり沖縄側にＮｏｍａ

ｄ、これは企業等が上場するときに上場に向けて全面

的に支援する指定アドバイザーと言われるＮｏｍａｄ

という組織がどうしても必要になってきます。これは

コーポレート・ファイナンス――アメリカあたりでは

インベストメント・バンキングと言っていますけれど

も――そういう投資銀行でそういう投資業務に２年以

上かかわった人が何名いないといけないとか、一定の

そういう条件があります。しかし、これはそういう人

をほかから連れてくれば新設企業でも問題ないと聞い

ていますので、そういう条件のまずＮｏｍａｄという

組織をつくって、そこが上場を支援する。例えば東京

証券取引所の場合は、大手証券会社等の主幹事証券会

社がいて、そして最終的に東京証券取引所が審査して

上場を認めると、こういう形になるわけですけれど

も、「ＴＯＫＹＯ　ＡＩＭ」の場合はプロの投資家を

前提にしていますので、上場に当たっての規制が相当

緩和されているわけです。ですから、それをそのＮｏ

ｍａｄという組織が上場まで支援して、そのまま上場

させるということで、非常に短期間にできるという特

徴があって、そういう組織をつくる必要があります。

これは県内の金融機関、それから証券会社等と一体と

なってつくって、しかもできるだけそういうコストが

かからないような仕組み、これは東京証券取引所に上

場すると、やっぱり上場費用だけで数億円かかる。あ

るいは年間の維持で数千万円から１億円近くかかると

いうそういう話もありますので、沖縄で仮にこういう

組織をやる場合は、できるだけそういうものを低く抑

える仕組みもあわせてやることによって、逆に言うと

沖縄から上場したほうがいいということもできる。

　そういうことで、私どもとしては、まだ県として正

式にこれを決定しているわけではありませんが、あく

まで部の段階でいろいろと今方法について検討してい

るという状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この特区制度、今新たな振興計画の

中でもそういうふうなことを求めているわけですけれ

ども、東京の考え方とちょっと違いますよね。彼ら

は、そういう仕組みをつくったのにということですよ

ね。沖縄はこういうようなものが足りませんから、な

かなか厳しいですよということなんですけれども、今

回のこのアジア金融センター構想も含めた金融特区の

ありようというか位置づけ、これは非常に大事になっ

てくると思いますね。企画部長も含めて、これどうで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現振興計画から金融特区

等含めて７つの経済特区が設置をされたわけでござい

ますけれども、その中には一定の成果を上げたもの

も、そうじゃないものもある。金融特区は、まさにそ
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ういう意味ではまだ課題が残っている特区の一つでご

ざいます。そうはありながらも、今回ＡＩＭのよう

な、そこでやってみたいと希望するプレーヤーも出て

こようとしている状況の中で、その辺の意見も聞きな

がら、ぜひそこで活動する企業がうまくいけるよう

な、そういうふうな仕組みの特区というふうなものを

これからつくってまいりたいというふうに思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　商工労働部長は、担当部長として秘

策はありますか、この金融特区の今後の展開。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　なかなかそういう秘

策というのはあるわけではありませんが、実は、人・

物・金・情報の好循環サイクルというものを金融特区

を中心につくれないかと、今いろいろ検討していると

いいますか――まだあくまで商工労働部長のある面個

人的な部分もありますけれども――やはりそういう一

つのサイクルをうまくつくっていくという仕組みを構

築できないか。つまり人は観光客、これは1000万人の

目標があります。こういう観光客を沖縄に連れてくる

ためのさまざまな特区制度とか、あるいは国際航空旅

客便、あるいは物流関連の貨物便等に対する着陸料の

軽減とか、あるいは２本目の滑走路、こういう人をふ

やすための仕組み、それから物づくり、これはＡＮＡ

の国際物流ハブ機能、これは非常に大きな中核になる

と思いますけれども、これに加えて沖縄新成長産業支

援制度。これは、沖縄を牽引する新たな付加価値の高

い産業を沖縄に育てていく、誘致していく。これらを

支える科学技術振興ですね、これは大学院大学も含め

て。こういうものと、もう一つはまさに金ですね。今

先生がおっしゃっている金融特区、もちろん場所は名

護ですが、単に名護のものではなくて沖縄県全体の経

済に関連するそういう仕組み、それから情報、既に沖

縄県に多くのＩＴ企業が育っているし、立地もしてい

る。こういうものをうまく一つの経済の循環サイクル

として描いていきたい、このように思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　最後に、沖縄新法と新たな振興計画

ですけれども、やっぱりこれは文字どおり、最終的に

は菅総理の政治決断ですよ。

　私は、今菅総理の立場からすると、せんだっても沖

縄にお見えになっておりましたけれども、基地の問題

も政治的な状況も含めて非常に今厳しい状況ですね。

ただ、菅総理の思いとしては、やっぱり沖縄のために

何とかしてあげようという思いが非常に強いと思いま

すよ。ですから、私は、あの人はこの地域主権を含め

て、民主党がこれできなければ、何のために政権とっ

たかわかりませんから、せめて一括交付金ぐらいやら

ぬと。ですから、私は、恐らく最終的には菅総理が政

治決断で全国に先駆けて沖縄のモデルとしてこれをや

ろうやというふうなことを考えていると思いますよ。

そう思いませんか、知事。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時33分休憩

　　　午後６時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほどちょっと答弁漏れが

一つあるので、一緒に……。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時34分休憩

　　　午後６時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほどの宇宙科学技術ビジ

ネスについての国際機関については、誘致に取り組ん

だらどうかという肝心なところについて答弁漏れで、

私も宇宙科学技術ビジネスについての国際機関の誘致

は非常に意味のあることだと思いますので、一生懸命

取り組んでみたいと思います。

　さて、今の件でございますが、民主党さんは政党と

しても実は今非常によく研究し、沖縄の県連も含めま

とめをやっていただいております。

　自民党さんも沖縄振興委員会をつくり、公明党さ

ん、それから社民党さん、社大党さんも、各政党の皆

さんやっていただいて、それで一方で、やっぱり民主

党政権で政府として、我々は実はこの５つの大きな条

件を出しているわけで、これについておおよそ前向き

に取り組んでみたいという趣旨のことを菅総理は言わ

れたと思っておりますので、半分はクリアし始めてい

るのかなというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　やりますよ、菅総理は。信じてくだ

さい。疑ったらだめですよ。あの人はやります、最後

の仕事として。見ていてください。

　最後に、私は仲井眞知事に、先ほどから出ておりま

すけれども、40年間、沖縄振興開発計画そしてまた沖

縄振興計画が進みましたね。非常に大きな節目です

よ。次の新たなステップの向こう10年間とかというふ

うな節目にいるわけですよね。仲井眞知事は今非常に

充実していませんか。ぜひこの新たな沖縄振興計画の

大きな特徴と、それに立ち向かう仲井眞知事の決意、



－ 293 －

時間いっぱい使っていいですから、どうぞよろしくお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ありがとうございます。

　今の沖縄振興法及び沖縄振興計画、そしてそれにま

つわる制度などなどが来年の３月31日に切れます。そ

してまた、軍転法と言われる跡地利用といいますか、

そういう分野の法律も来年の３月31日に切れます。

　40年間やってきて、41年目に入るに当たって、やは

り沖縄県自身いろいろな見方はあるんですが、自主・

自立の道に入り始めたという感じがします。それでい

ながら、今我々が受けている沖縄振興法関連、そして

政府機関組織というのは、どちらかというとまだまだ

古典的な部分がかなり残っていて、これまでよくやっ

てくれましたよ。ですが、ちょっとグリップ的な要素

が強くて、我々自身が自主・自立の道に入ったのを

もっと確実にバックアップするような枠組みが要ると

いうのが今度のねらいです。

　ですから、まず沖縄県がつくった計画をそのまま国

は支援すること、そしてまた、いろんな新しい措置、

支援策については、アジアと競争できる新しいものに

改善・改良してもらいたい。それから、軍用地跡地利

用についても、きちっとそれが進むような中身をしっ

かりやってもらいたい。そして、一括交付金みたいな

弾力性のあるものがないと、それで今の予算で言うな

らば、例えば一括計上が2300億円、これは東京で決め

ていくわけですね。ですが、これは隔靴待痒な感が

あって、やっぱりこれは沖縄にまずもらって、沖縄の

ほうで決めてやっていきたい。こういう自主・独立そ

して権限移譲、それから、ある程度仕事が重複してき

て山を越えた政府機関については原則廃止というよう

な、これは国がお決めになった閣議決定の方向はそれ

なりに進めてもらってはどうかという、我々自身が

もっと自主的にみずから計画をつくり、みずから予算

を配分し仕事をしていくということが確実にできるよ

うな自主・自立の枠組みを何とかつくりたいというこ

とで、ようやくこの間の菅総理の返答で半分は前へ進

んだかなという実感があります。ぜひ県議会のお力添

えをいただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。

○照屋　守之君　ちょうど時間です。ありがとうござ

いました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明６日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時40分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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議　　事　　日　　程　第７号

平成23年７月６日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで（質疑）

第３　陳情第97号、第101号及び第105号から第107号までの付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

日程第３　陳情第97号、第101号及び第105号から第107号までの付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年７月６日（水曜日）午前 10時２分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた病院事業局長伊江朝次君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病 院 事 業 局　　　　　　　　　呉　屋　幸　一　君病院事業統括監

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君
委　　員　　長

警　察　本　部　　　　　　　　　磯　　　丈　男　君警　務　部　長

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

42　番　　新　垣　哲　司　君
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は、一身上の都合により本日の会議に出席できない旨

の届け出がありましたので、その代理として病院事業

局病院事業統括監呉屋幸一君の出席を求めました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案まで

を議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　おはようございます。

　公明党・県民会議の上原章です。

　質問の前に所見を述べたいと思います。

　未曾有の国難とも言うべき東日本大震災が発生して

４カ月近く経過し、本来ならば復旧から復興へと力強

く進んでいなければならないと考えます。しかしなが

ら、被災地ではいまだ多くの瓦れきが横たわり、避難

生活を送る人は今も９万人以上を数え、原発事故の終

息の見通しも立っていません。政府は被災地支援のた

めの第１次補正予算を与党内の調整ができず、成立さ

せるのに52日間かかり、切れ目のない支援に必要な第

２次補正予算についても菅総理は当初、国会を延長す

る考えはありませんでした。また、本格的な復興へと

踏み出す復興基本法についても、菅政権は３カ月以上

も経過して成立させるという余りにも遅く、過酷な被

災地の皆様の痛みを全くわかっていないと言わざるを

得ません。

　88年前、大正12年に発生した関東大震災、16年前に

発生した阪神・淡路大震災では、１カ月で復興院や復

興基本法が成立しています。それが今回なぜできない

のか。被災地の皆さん、首長さんからは、国にスピー

ド感がないことに本当に苦慮している、政府の無責任

さが復旧・復興への足かせとなっている等切実な声が

寄せられています。

　私たち公明党・県民会議は、６月13日から16日まで

福島、岩手、宮城の３県を訪問させていただきまし

た。担当者から津波の脅威、防災の課題、被災者への

支援体制等説明を受け、中にはみずからも被災者であ

りながら市民のために頑張っている職員の姿に頭が下

がる思いでした。また、町そのものが根こそぎ破壊さ

れた宮古市や気仙沼市の惨状、瓦れきの山には言葉を

失い、気仙沼の副市長からは、毎日瓦れき撤去に頑

張っているがいまだにどれだけの量があるのか、一般

廃棄物100年分とも言われ、分母がわからないとのこ

とでした。政府は８月末をめどに、瓦れきはおおむね

撤去するとの方針を示していたが、いかに場当たり的

で無責任かつ現場を知らない判断だったか。環境省に

よると、６月28日現在瓦れき処理は岩手47％、宮城

29％、福島23％しか進んでいないとのこと。復興への

入り口にすぎない瓦れきの処理が進まなければ生活再

建や産業の再生もさらにおくれ、地元丸投げ、自治体

任せの姿勢で傍観してきた菅政権の責任は重いと考え

ます。

　公明党は、第２次補正予算で被災した自治体が実施

する瓦れき処理を国が代行し、処理費も全額補助する

立法措置を提言しているところです。国会は菅総理が

任命した復興大臣の心ない発言に、被災者や多くの国

民から怒りの声が寄せられ辞任するという余りにも情

けない国民不在の国会運営が続いています。総理延命

に執着する菅政権が長引くほど、復興は遠のくように

思います。一日も早く新しいリーダーのもと、与野党

が団結して復興・復旧及び日本国の再生に傾注するこ

とを願うものです。

　それでは質問に入ります。

　１、東日本大震災の対応についてお尋ねします。

　茨は取り消します。

　芋、発生から４カ月近く経過し、県内に避難してき

た方々への支援は十分か、要望を再確認（アンケート

等）する必要はないか伺います。

　鰯、自立を目指し仕事につきたいとの声があるが、

雇用環境が厳しく、国・県の支援が必要ではないか。

　允、県営住宅に入居している方々への延長支援はで

きないか。

　２、災害対策について。

　茨、津波対策として主な公共施設や民間施設に海抜

表示ができないか。

　芋、避難場所となる学校施設の防災機能の向上が必

要と思うが対応を伺います。

　鰯、公共住宅に非常用自家発電の設置が必要と思う

が現状及び対策を伺います。

　允、県の備蓄体制はどうなっているか。

　印は取り消します。

　咽、アジア・太平洋地域の災害援助拠点の形成につ

いて伺います。

　ア、県が目指す災害拠点の内容を伺います。

　イは取り消します。

　３、米軍基地問題について。

　茨、２プラス２の辺野古回帰は普天間の固定化につ

ながり、オスプレイの配置は危険性の増大そのもので

す。県は日米両政府にどう対応するのか伺います。
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　芋は取り消します。

　４、福祉政策について。

　茨、障害者の権利条例制定の取り組みはどうなって

いるか。当事者団体等との意見交換、連絡会議の設

置、条例内容の検討、制定の時期等県の対応を伺いま

す。

　芋、６月25日、26日に九州自閉症協議会が本県で開

催され、専門医の確保や就労支援等多くの課題につい

て議論がありました。県も参加していたが、感想と今

後の取り組みを伺います。

　５、教育政策について。

　茨、国際性に富む人材育成は本県の発展にとって大

変重要と考えます。教育長の見解及び取り組みを伺い

ます。

　芋、外国語教育の取り組みは十分か。現状と課題、

今後の取り組みを伺います。

　６、農水産業の取り組みについて。

　茨、島嶼県の本県にとって農水産物のブランド化は

極めて重要であり、生産・加工・流通と総合的な支援

が必要と思うが、県の取り組みを伺います。

　芋、宮古島市は、県管理の下地島空港周辺の残地を

農業的ゾーンとして利活用したいと計画を進めている

が、地域の振興・発展のため重要と考えます。県の対

応を伺います。

　鰯、遺伝子組み換えパパイヤ「台農５号」につい

て。

　ア、輸入段階での検査体制はどうなっていたか。

　イ、「台農５号」について県は推奨していたのでは

ないか。

　ウ、農家や仕入れ販売業者に責任があるのか。

　エ、国や県は伐採を命じているが、農家等は被害者

であり国や県がすべての損失に対し補償をすべきもの

と考えるが対応を伺います。

　７、平和発信、平和教育の拠点として対馬丸記念館

は重要であり、関係者から県に対し支援の要望がある

が対応を伺います。

　８、漫湖公園は市民・県民の憩いの場ですが、小禄

鏡原側の河川敷は雑草が無造作に生い茂り、昼間でも

安心して散策できない状況です。不法投棄の温床にも

なり、早急な対策が求められています。県の対応を伺

います。

　最後に、我が会派の代表質問との関連で伺います。

　新たな沖縄振興に関する取り組みについて。

　茨、復帰から40年を経てこれまでの沖縄振興の枠組

みと、今知事が目指している新しい計画や制度の枠組

みとではどのような違いがあるか伺います。

　芋、今議会で多くの議員が取り上げている新たな沖

縄振興法や新計画は、今後の沖縄の10年を決定づける

重要なテーマであります。ただ、国政における状況は

県当局も認めているように、極めて厳しい環境にあり

ます。沖縄振興一括交付金制度を初め政府との交渉は

これから高いハードルを越えなければなりません。そ

の高いハードルを越えるためには、政治レベルの強力

な後押しが求められています。

　そこで、来る７月９日に県議会沖縄振興特別委員会

が県選出国会議員をお招きし、意見交換会を予定して

おります。公明党から遠山清彦衆議院議員を参加させ

たいと提案をいたしましたが、残念ながら県選出国会

議員同士の話し合いの結果、遠山清彦衆議院議員は、

沖縄出身でないとの理由でキャンセルになったとのこ

とであります。

　今、沖縄に必要なことは、新たな沖縄振興の法律や

計画を実現させるためには、政党・会派を超えて全国

会議員の協力を求めなければならないのであります。

まして遠山清彦衆議院議員は、沖縄出身ではないもの

の沖縄を選挙地盤にして10年、2001年の最初の参議院

選挙から今日まで沖縄との関係は深く、県出身国会議

員にまさるとも劣らない国会活動を展開しておりま

す。党役職も沖縄方面議長の役職も担っております。

今回の県選出国会議員らがどういう話し合いをして参

加させないとしたのか、詳細はわかりませんが、余り

にも了見が狭過ぎるのではないでしょうか。

　公明党・県民会議は、去る５月21日に川上企画部長

を初め県企画部の皆さんと、遠山清彦衆議院議員を初

めとする公明党の衆参国会議員５人を沖縄に招いて、

新たな沖縄振興法を後押しするために勉強会を開きま

した。そしてその後、遠山清彦衆議院議員は６月１日

の衆院沖縄北方特別委員会での質疑で、新たな沖縄振

興法や駐留軍用地跡地利用促進法案などの質問を展開

していただきました。

　そこで川上企画部長に伺います。

　６月１日の衆院沖縄北方特別委員会での遠山清彦衆

議院議員の質問についてどのように評価されておりま

すか。部長の認識をお聞かせください。

　以上、質問を終わりますが、答弁によりましては再

質問をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　上原章議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、東日本大震災の対応についての御質問

の中で、県営住宅の入居延長に係る御質問にお答えい
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たします。

　県営住宅への入居につきましては、県は東日本大震

災被災者への住宅支援の一環として、国土交通省の通

達に基づき、一時入居を実施いたしているところであ

ります。入居期間につきましては原則として６カ月と

いたしており、延長申請がある場合は、延長ができる

ことといたしております。入居期間経過後の対応につ

きましては、被災者御本人の御意向を確認し、御意向

に沿えるよう適切に対処してまいりたいと考えており

ます。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、２プラス

２の辺野古回帰による普天間の固定化についての御質

問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去、移設、そして返還であります。早

期に解決を図る必要があります。固定化は決してあっ

てはならないと考えております。なお、オスプレイに

つきましては、去る６月24日、具体的な運用上の問題

等につきまして質問文書を防衛省へ提出し、回答と説

明を求めております。27日に上京した際に、私から防

衛大臣と外務大臣に反対を表明し、データの提出等を

強く求めたところであります。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談などあらゆる機会を通じて、普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現を強く求めてまいる所存で

ございます。

　次に、教育政策に係る御質問の中で、国際性に富む

人材育成についての御質問にお答えいたします。

　グローバル化が急速に進展し、国境を越えた移動が

活発になり国際的な相互依存が一層深まっておりま

す。このような状況の中、英語は母語の異なる人々の

間をつなぎます国際的な共通語として最も中心的役割

を果たしております。子供たちが21世紀を生き抜くた

めには英語のコミュニケーション能力を身につけるこ

とが不可欠でございます。このような状況の中、今ま

でとは違った外国語教育施策をしっかりと策定し、実

施することが重要です。これにより国際社会で主体的

に活躍できる人材育成に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、我が党の代表質問との関連質問についてとい

う項目の中で、これまでの沖縄振興と新しい計画や制

度の枠組みの違いについての御質問にお答えいたしま

す。

　これまでの40年にわたる国計画に基づく沖縄振興策

により、社会基盤は一定の水準に整備され、観光・リ

ゾート産業や情報通信関連産業なども育ってまいりま

した。しかしながら、現在の沖縄を取り巻く環境を見

ますと、地方分権の進展や東アジアの経済的伸長、沖

縄の潜在力の顕在化など大きな時代の節目にあると思

います。また、県民が沖縄の将来に求める姿も自然や

伝統文化の保全、そして継承、安全・安心な暮らしな

どソフト的なものへと移りつつあることも確かでござ

います。このような状況を踏まえますと、新たな沖縄

振興は、従来の手法では限界があると思います。沖縄

がみずから歩んでいく新たな段階に入っていると考え

ることもできます。また、沖縄にはこれを実行する力

も備わってきつつあります。沖縄が自主的、そして自

立的に取り組み、時代の変化にも柔軟に対応していく

こと、これが求められていると考えております。そし

てこれを可能にする新たな枠組みが必要であることか

ら、現在、我々はその構築を目指しているところであ

ります。特に次の５項目につきましては政府に強く求

めているところであります。まず第１点は、「新たな

沖縄振興のための制度提言」の実現、この制度の中に

は沖縄全体を１区――一つの区域にしてあらゆる個々

の施策を展開していこうという形でございます。第２

が、沖縄振興一括交付金の創設によります予算の確保

及び使途の自由度の確保、第３に、県の計画への国の

支援、第４に、駐留軍用地跡地利用推進法の制定、第

５に、沖縄総合事務局の沖縄県への権限移譲などであ

ります。この夏がいよいよ正念場となっております。

　議員各位の一層の御理解と御協力をお願い申し上げ

ますとともに、県選出国会議員の皆様や各政党、そし

て沖縄に理解と手助けを申し入れておられる先生方、

沖縄をよく理解しておられる国会の他県の先生方も含

め、御支援をいただくべく我々は協力をお願いしてい

るところでございます。そして新たな枠組みの実現に

向け取り組んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　東日本大震災の対応に

ついての御質問の中で、県内の避難者の要望確認の必

要性についてお答えいたします。

　県におきましては、県内への避難者のニーズを把握

するため、４月12日、県営住宅への避難者を対象に

「被災者支援に向けてのアンケート調査」を実施した

ところ、今後の避難生活のための一時金が欲しい、避

難者同士が交流できる場をつくってもらいたい等の要

望がありました。この結果を踏まえ、県や東日本大震

災支援協力会議におきましては、１点目に、「沖縄県
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受入被災者支援見舞金給付事業」の実施、２点目とし

て、「ニライ・カナイカード」の発行による県内流通

業界や交通機関等における割引等の実施、３点目、観

劇等を通じた避難者同士の交流イベントの実施等、被

災者ニーズに応じた各種支援策を実施しております。

今後、被災者の県内における避難生活の長期化に備

え、適宜アンケート調査等を実施し、ニーズを十分に

勘案した支援策を引き続き実施してまいりたいと考え

ております。

　次に、災害対策についての御質問の中で、公共施設

への海抜表示についてお答えいたします。

　建物や電柱への海抜表示につきましては、住民の避

難意識を高める効果があるものと考えられ、県内で

は、宜野湾市の一部で実施されております。県としま

しては、専門家の意見を踏まえつつ、今後の東日本大

震災の教訓を踏まえた防災対策の見直しの中で、公共

施設や民間施設への海抜表示につきましても、沖縄電

力等関係機関と相談の上検討してまいりたいと考えて

おります。

　次に、県の食糧備蓄についてお答えいたします。

　沖縄県地域防災計画において「食糧等備蓄計画」を

定めており、県は災害対策用食糧として「市町村の備

蓄量を補完するため必要相当量を備蓄する」こととし

ており、東日本大震災直前まで約7000食を備蓄してお

りました。今回、東日本大震災の被災県に大部分を提

供したため、今後、早急に必要量を補てんすることと

しております。また、コンビニ等流通企業との協定に

よる流通備蓄についてもより多くの企業と協定を結ぶ

こと等により、多面的な備蓄食糧の確保に努めてまい

りたいと考えております。

　次に、県が目指す災害援助拠点の形成についてお答

えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興策として、県内

に国際的な災害援助拠点を形成することについて国に

要望をしているところです。具体的には、国内の防

災・医療分野の人材・施設等を沖縄に一体的に集積

し、アジア・太平洋地域の災害援助拠点を形成するこ

とを目的に、国際緊急援助隊の本部や防災教育・訓練

施設等の誘致を図ることを内容とするものです。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　東日本大震災の対応

についての御質問の中で、被災者に対する就労支援に

ついてお答えいたします。

　被災者への就労支援については、今補正予算で緊急

雇用創出事業臨時特例基金１億円を措置しておりま

す。当該基金の活用について、県各事業課、それから

市町村へ事業提案を求めているところでございます。

また、去る５月20日の「沖縄県「日本はひとつ」しご

と協議会」におきまして、国・県、経済団体、労働団

体の支援メニューの共有と連携をより一層進めること

について協議したところでございます。

　沖縄県では、今後とも被災された方々の就業ニーズ

を的確に把握しながら、就業機会の確保に努めていき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　災害対策についての御質問

で、学校施設の防災機能の向上についてお答えいたし

ます。

　ことし５月、文部科学省におきましては、学校施設

整備に関する「施設整備基本方針」の見直しを行い、

学校施設が災害発生時の応急避難場所として役割を果

たすための新たな整備項目を明記したところでござい

ます。

　県教育委員会といたしましては、今後、国の方針等

を踏まえて市町村や関係機関と連携し、学校施設にお

ける必要な防災機能の確保について対応してまいりま

す。

　次に、教育政策についての御質問で、外国語教育の

取り組みについてお答えいたします。

　本県では、全国に先駆け、平成21年度よりすべての

小学校５・６年生を対象に外国語活動を実施しており

ます。すべての中学校及び高等学校に外国語指導助手

等を配置するなど、外国語に対する興味・関心を高

め、コミュニケーション能力の向上を図っているとこ

ろでございます。

　県教育委員会といたしましては、「沖縄21世紀ビ

ジョン」等を踏まえ、本県が目指す国際社会で主体的

に活躍できる人材育成を図るため、新たな外国語教育

の方向性を検討する有識者等会議を持ち、今後の外国

語教育の充実・発展に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　災害対策についての

御質問の中で、非常用自家発電機の設置についてお答

えいたします。

　県営住宅の非常用自家発電機は、停電時にエレベー

ター内に利用者が閉じ込められるのを防止するために
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設置しており、現在、高層住宅の９団地に非常用発電

機を設置しております。先日の台風２号の影響により

長時間の停電が発生し、高架水槽方式の一部団地にお

いて給水が停止したところがあります。今後、このよ

うな長時間の停電が予想される場合は、必要に応じて

リースによる対応について検討したいと考えておりま

す。

　次に、河川敷の管理についてで、漫湖公園沿いの河

川敷の管理についてお答えいたします。

　河川の雑草対策については、毎年、維持管理計画に

基づき実施しており、また、住民のボランティア活動

としての河川愛護会の協力などもいただきながら取り

組んでいるところであります。

　漫湖公園沿いの国場川の河川敷については、除草費

用や優先順位を勘案しながら実施する方向で検討する

考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　災害対策についての

御質問の中で、生活必需品の備蓄体制についてお答え

いたします。

　生活必需物資品につきましては、沖縄県地域防災計

画に基づき「災害救助用備蓄物資整備計画」を定めて

おり、東日本大震災直前までは、毛布、ブルーシート

等26品目の必要相当量を備蓄していたところでござい

ます。今回、支援物資として被災県へすべて放出した

ことから、５月には毛布、衣類など、６月にはブルー

シートを補てんしたところであり、今後、早急に必要

相当量を補てんしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　災害対策についての

県の医薬品備蓄のほうからお答えいたします。

　災害時の医薬品の備蓄については、災害発生の初動

期に必要とされる医薬品3000人分を県立中部病院、宮

古病院、八重山病院におのおの1000人分ずつ備蓄して

おります。

　引き続きまして、福祉政策についての、障害者の権

利条例制定の取り組みについてお答えいたします。

　障害者の権利条例制定につきましては、国における

障害者基本法等の動向を踏まえつつ、当事者団体等と

の意見交換や情報収集等を行い、取り組んでいるとこ

ろであります。今後は、県庁内関係課連絡会議や、障

害当事者及び民間事業者等で構成する障害者県民会議

（仮称）を設置し、条例に盛り込むべき内容の検討を

進めてまいります。また、具体的スケジュールにつき

ましては、当該会議の中で、障害者への差別事例の把

握、差別をなくするための取り組み方策等を検討する

必要があり、それには一定の集約期間が必要でありま

す。このようなことから、条例制定に向けての取り組

みを進めていく中で制定時期も見込むことができると

考えております。

　続きまして、九州自閉症協議会九州大会の感想と今

後の取り組みについてお答えします。

　九州自閉症協議会九州大会では、発達障害の診断が

できる専門機関や就労支援の課題等について活発な質

疑がなされ、自閉症を初め発達障害に対する県民の強

い関心が示された大会でした。県では、発達障害の診

療ができる医療機関の確保について、国の技術研修や

医師派遣を推奨するとともに、小児科医や精神科医を

対象とした研修等を実施しております。また、就労に

ついては、就労準備性を高める直接支援や沖縄障害者

職業センター等と連携した就労移行支援を進めるとと

もに、就労関係専門部会の立ち上げなど、市町村自立

支援協議会の整備促進に努めており、引き続きこれら

の支援について取り組んでまいります。

　続きまして、対馬丸記念館への支援要望に対する県

の対応についてお答えいたします。

　対馬丸記念館の建設は、国による対馬丸慰藉事業と

して実施され、対馬丸記念財団が全額国庫補助を受け

て建設したもので、国においては、開館後において

も、「語り部、特別展等事業」及び「遺族相談事業」

を実施し、継続して財団を支援しているところであり

ます。

　管理運営費については、平成12年11月21日付で、同

財団から「管理運営費等の経費負担については、沖縄

県に助成を請うものではなく、あくまで法人の責任に

おいて対処する事項である。」との意向が示されてお

ります。また、建設費等に係る県議会での予算審議に

おいては、平成13年度及び14年度の２回にわたり、

「同記念館の運営管理に当たっては、設立された財団

法人の責任において対処し、県からの財政的支援は行

わないこと。」との附帯決議が全会一致により議決さ

れております。

　県においては、現在、同財団と連携し、入館者増に

向けた財団の取り組みに対する国庫補助を継続して確

保しているところであり、今後ともこれまでの経緯を

踏まえ対応してまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。
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　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農水産業の取り組み

の中で、農水産物のブランド化に向けた生産・加工・

流通の支援についてお答えします。

　県では、生産拡大が期待される園芸品目、肉用牛、

養殖魚介類などを戦略品目と位置づけ、定時・定量・

定品質の出荷が可能な拠点産地を形成し、おきなわブ

ランドの確立に努めているところであります。このた

め、県では、農林水産業振興計画に基づき、圃場やか

んがい施設、生産施設の整備等の生産基盤の整備、野

菜・花卉・果樹・水産物など拠点産地形成による生産

供給体制の強化、国際物流ハブ機能を活用したアジア

市場等への海外展開、地域農産物を活用した加工品の

開発など６次産業化の支援、農林水産物フェアの開催

や首都圏でのトップセールスによる販路拡大など生

産・流通・加工対策等を総合的に推進しているところ

でございます。

　次に、未承認遺伝子組み換えパパイヤ「台農５号」

についての、輸入段階での検査体制についてお答えし

ます。

　未承認遺伝子組み換えパパイヤを輸入する場合は、

「カルタヘナ法」と「食品衛生法」により、主務大臣

の承認を受ける必要があります。国は、今般の未承認

遺伝子組み換えパパイヤについては、種子の検査法が

確立されてなかったことから実施してないと聞いてお

ります。現在、平成23年２月にパパイヤ種子を用いた

検査法を確立したことから、その検査法を用いて水際

での検査を実施していると聞いております。

　「台農５号」の推奨についてお答えします。

　「台農５号」は、遺伝子組み換え体ではない通常の

品種として交雑育種により昭和62年に開発された品種

であると国から聞いております。県としては、生産農

家から、県内で栽培されている品種や特性等の問い合

わせに対応するため、栽培要領等で品種の紹介をして

きた経緯があります。

　県としては、昭和62年に開発された通常の台農５号

がどういう経緯で遺伝子組み換え体として国内に侵入

したのか、その原因究明を国に要請しているところで

ございます。

　パパイヤ「台農５号」についての、農家や仕入れ・

販売業者の責任についてお答えします。

　国は、業者や農家が未承認遺伝子組み換えパパイヤ

の種子と知らずに輸入、販売及び栽培した場合に、違

反は問わないとしています。しかしながら、未承認遺

伝子組み換えパパイヤということが判明すれば、それ

以上輸入、販売、栽培し続けることは法に反すること

となりますので、伐採などの処理を行う必要があると

聞いております。また、農家や販売業者の責任につい

て国からは聞いておりません。

　なお、販売業者については、国から過去５年間の輸

入、販売、在庫の実績の報告、再発防止に向けた措置

についての報告等を行うよう指導していると聞いてお

ります。

　パパイヤ「台農５号」の伐採による補償についてお

答えします。

　国は、未承認遺伝子組み換えパパイヤの伐採処分に

ついて、「カルタヘナ法」に基づき、生物多様性への

影響等を防止するため実施することとしております。

また、「カルタヘナ法」に基づく未承認遺伝子組み換

えパパイヤの伐採処理に伴う損失については、補償の

規定はないとの説明をしております。しかしながら、

生産農家からは、平成15年に同法律が制定されてから

約８年の間、遺伝子組み換えパパイヤの検査方法が確

立されていないことから、国内侵入防止対策の強化や

伐採に伴う補償を求める意見があります。このため、

県は、５月と６月に農林水産省や関係省庁等に対し、

早急な原因究明、検査技術の確立と技術移転、国内侵

入防止対策の強化、伐採処理に伴う補償など「カルタ

ヘナ法」の運用の見直しを含め抜本的な対策を講じる

よう国に強く要請したところでございます。

　県としては、パパイヤ生産農家に対する補償につい

ては、国が行う必要があると考えておりますが、パパ

イヤの生産振興を図る観点から、緊急的に伐採作業と

苗の配布など、関係機関等と連携してパパイヤ生産農

家の経営安定に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　農水産業の取り組みにつ

いての御質問の中で、下地島空港周辺残地の利活用に

ついてお答えします。

　県は、現在、宮古島市の要望を受け、農業的利用

ゾーンの利活用について、市及び県の関係課で構成す

る「下地島空港残地有効利用連絡会議」で調整を進め

ているところであります。また、宮古島市において

は、下地島を農業振興地域へ編入し、農業的利用ゾー

ンの農用地区域の設定などに取り組んでいるところで

あります。

　県としては、引き続き市と連携を図りつつ、農業的

利活用を含む下地島空港周辺残地の利活用を推進して

まいります。

　次に、我が党関連の御質問の中で、遠山衆議院議員
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の質問への評価についてお答えいたします。

　遠山衆議院議員におかれては、ことし６月１日の衆

議院沖縄北方特別委員会の質疑において、沖縄の地域

特性ゆえに全国一律の政策が十分な効果を発揮しにく

いことなどを主張し、枝野沖縄担当大臣から沖縄振興

一括交付金について、「現行制度の枠内で最大限のと

ころに踏み出すべく努力してまいりたい」旨の答弁を

引き出しております。また、新たな沖縄振興のための

制度提言の実現、県計画への国の支援、国の出先機関

の見直しなど県が要望する重点事項を取り上げるとと

もに、駐留軍用地跡地利用推進法の制定についても大

臣の前向きな答弁を得ております。

　遠山議員におかれては、かねてから沖縄振興に対す

る御理解と御協力をいただいており、今後とも沖縄振

興に対する一層の御支援を期待しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　御答弁ありがとうございました。

　非常に時間も限られているので再質問を幾つかさせ

ていただきたいと思います。

　まずその前に、公室長、ぜひ被災して避難をしてき

ている方々、私はもっと行政が寄り添うように本当に

丁寧にやっていただきたいなと。団地も６カ月という

ことで、県のほうから出ていってくださいとそういう

ような指示があったらしくて、やっと家族が落ちつい

て子供たちも学校に行き、安心して暮らそうとしてい

るとき、また引っ越せというようなそういう延長のこ

とも情報が入っていないのか、もう少し県のいろんな

取り組みを私は伝えるべきじゃないかなと。あとお仕

事も臨時というようなそういう緊急的なものではなく

て、自立したいんだということでやはり正社員を求め

ている、そういった声もあります。そういう意味では

しっかりアンケート等をとりながら、本当にこの方々

が何を今求めているのかを丁寧にやっていただきたい

と要望をいたします。

　あと１点……。

　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時50分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○上原　　章君　県の防災計画にある備蓄なんです

が、これは今実際防災計画では本来これだけしっかり

準備しないといけないというのがあると思うんです

よ。この中身と、現実に今どのぐらいそれが確保され

ているのか。先ほど震災で送ったということでありま

したけれども、ちょっとその辺の状況を教えてもらえ

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　申しわけございませ

ん。今はその当該データを持ち合わせておりません

で、直ちに今要求をしておりますので、来次第御紹介

をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　生活必需品は環境生

活部が所管していますけれども、先ほど答弁したとお

り、全部で13品目ありますけれども、毛布とか衣類と

かは５月中に備蓄を完了しています。現在、ブルー

シートを補てんをしているということで、生活必需品

についてはおおむね補てんが７月いっぱいぐらいでは

終了するかなという予定でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　わかりました。では、また後で確認

したいと思います。

　非常用自家発電、県営団地についてですが、先ほど

リースということでありましたけれども、この件も本

当に26年前に建てられた団地と13年前に建てられた団

地が隣同士にあるケースで、一方は発電があってトイ

レとか10階建てですよ。高齢者とか障害者の皆さんが

本当に丸一日水が出ないという。一方、26年前に建て

られた団地はそういったのがないということで、大変

な御苦労をされて、元気のある人は10階からでも階段

でおりたりして隣のいろんなところのトイレに行った

そうですけれども、ぜひこのリースにしても早急に手

を打つべきじゃないかなと思うんですが、いつできま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　平成６年以後に建設

した団地についてはそういうポンプが設置されてい

て、それ以前のものにそういう不都合が生じておりま

すが、県としては団地の建てかえに当たってはすべて

給水ポンプをつける形で動いていますが、そういう修

繕とか、まだ建てかえができない団地については、今

リースでやるということで、できるだけ早目に総合的

に含めて対応を検討したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　よろしくお願いします。

　あと障害者基本条例についてですが、先ほど県民会
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議ということでありました。この構成を少し教えても

らえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県障害者条例は、多

くの方の関係がありますので、当事者の代表者は当然

ながら、一般事業者、あるいは学識経験者、あるいは

障害者をお世話している団体の代表者等を予定してお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　この学識経験者の中に、私は法律に

詳しい方、人権問題に取り組んでいる方を入れる必要

があると思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　これは当事者団体か

ら特に強い要望がありまして、今調整が進められてい

るところであります。そういう必要もあろうかという

ふうに事務方では考えておりますので、まだ最終的に

は決まっておりませんが、そういう方向であります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　ぜひお願いしたいと思います。

　それと先ほど国のこの障害者基本法、今改正が衆議

院を通過して参議院に行っているわけですけれども、

県はそれの動向を見ながらと。この中で国はもうイン

クルーシブという本当に平等の社会をつくらなくちゃ

いけないと明確に明記したんですね。この中身が改正

案では、障害の有無にかかわらず相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会を明記しております。

それと障害の有無にかかわらずすべての人の尊厳が守

られる社会、これがインクルーシブという社会という

ことが明記されているわけです。ぜひ県の条例の中に

もそのような位置づけをしていただきたい。

　それともう一つ、離島という沖縄県・島嶼県をあわ

せた私は権利条例にしていく必要があると思うんです

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　先ほど言いましたよ

うに、そういう委員会をつくってとりあえず議論を進

めていくわけですけれども、その議論の中でどういう

ことがありましたよということは広くまた情報を開示

しまして、またほかの委員会に参加していない方から

の意見なども事務方で集約する等をやりまして、議員

の御提案といいますかそういうことも検討していくこ

とになろうかと思いますので、御指導よろしくお願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　ぜひ関係団体、当事者団体が求めて

いる条例になるように、全力で取り組んでいただきた

いと思います。

　それと自閉症の協議会、私も参加をしました。台風

５号という非常に雨風が強い中で、延べ1000人の方々

が参加しておりました。特に、若いお母さん、お父さ

ん、自閉症、発達障害のお子さんをお持ちの方々が多

くいたかなと思うんですが、その中である民間病院の

臨床心理士の方でしたけれども、医師１人、臨床心理

士が３人（常勤は１人）、言語聴覚士が１人とそう

いったスタッフで１カ月350人の自閉症の方が訪れる

と。この臨床心理士のお一人は、250人常時こういう

形で診察をしているという現状の報告がありました。

ですから、専門医の確保等を今多くの方々が求めてい

るし、本当に順番待ちというかすぐ見ていただきたい

けれども、なかなかそれができない。その辺の実態、

または認識はありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　この問題に関して

は、かなり議論がされてまだ支援が少ないところがあ

りますよということが指摘されておりました。我々も

そういう側面があろうかと考えておりまして、一応人

材確保計画等つくっていろいろ努めているところであ

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　よろしくお願いします。

　知事、対馬丸の件なんですが、過去いろんな議決か

ら10年がたち、その施設がスタートして７年たつわけ

ですけれども、本当に平和教育、平和発信の拠点とし

て私はもう少し県がかかわる必要があるんじゃないか

なと。那覇市は、那覇市の土地なので占用料を年間免

除して、それから固定資産税も全部免除していただい

ているみたいです。

　今、法改正でこの法人制度の改革がありまして、寄

附だけで頑張っていたこの施設ですけれども、非常に

今後運営が厳しいと、ぜひ知事の支援ができないもの

か。それから教育長も含めて現地を私は視察する必要

があると思うんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時２分休憩

　　　午前11時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　対馬丸記念館に関し

ては、議員御指摘のように非常に大切な慰藉の場であ

ると我々もそう感じております。ただ、先ほど答弁し

ましたように、過去のいろんないきさつがあります
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し、それと民間団体が運営するものに直接補助が――

基本的には民間団体が独自でということですので――

今のところ国の支援でやられておりますので、それを

バックアップするということで考えております。

○上原　　章君　知事と教育長に施設の訪問を提案し

たんですが……。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　こちらからの支援について

は、今福祉保健部長からの答弁の線なんですが、私も

ぜひ行ってみたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいま上原議員が提案な

さいました現場の視察ですね、ぜひ可能な限り計画を

してみたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　稲嶺前知事も知事時代に行っている

んですよ。本当に中に入ると当時のことを痛いほど感

じるわけですから、ぜひ……。それから国からの支援

はあくまでも運営費は一切入っていませんので、自力

で今やっていますので、これだけ御理解ください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　失礼をいたしました。

　先ほどの上原議員の御質問は、県の地域防災計画に

おける地域備蓄の位置づけとそれから市町村の状況と

いうことだったと思いますが、まず現在、この地域防

災計画の中で「食糧等備蓄計画」というのがございま

して、その中で県内で大規模災害が発生した場合、こ

れは阪神・淡路大震災の経験を踏まえまして、全人口

の20分の１が避難することを想定しております。その

３日分まず持ちこたえるという考えでございまして、

それを県、市町村、それからその他企業等、家庭等で

ということで、県におきましては140万人の人口の20

分の１の３日分――３日分というのは給食です――こ

れを３分の１という形で分担しまして、21万食が必要

かなと考えております。これが地域防災計画の考え方

です。

　さらに、市町村の状況ですけれども、これは市町村

で何食というデータは今ございませんで、今18市町村

でこの備蓄が行われておりますが、例えば一番多いと

ころで那覇市なんですが、那覇市では米が3300袋余

り、ビーフカレーが800袋、サバみそ煮900缶、肉ジャ

ガ900袋といった形で食糧の備蓄を行っております。

トータルで見ましてまだまだ課題があると思っており

ますので、今後東日本大震災の経験も踏まえまして、

しっかりした備蓄を図ってまいりたいと思っておりま

す。

○上原　　章君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

　　　〔辻野ヒロ子さん登壇〕

○辻野　ヒロ子さん　おはようございます。

　今議会より執行部の新しい顔として与世田副知事、

大城教育長を初め新部長の皆さん、御就任おめでとう

ございます。それぞれの分野でお互いの持ち味を生か

して、本県の山積する諸問題解決のために、知事を先

頭にしっかりと支えていただき頑張っていただきたい

と思います。

　特に、唯一民間から抜擢された若手の平田大一部長

は、テレビドラマで有名になりました「ちゅらさん」

の島、小浜島の出身で、地元八重山の子供たちを初め

お年寄りの皆さんまで、みんながエールを送り大きな

期待を寄せております。これまで子供演劇「オヤケア

カハチ」や「肝高の阿麻和利」など、すばらしい舞台

を見せていただきましたが、これからは沖縄県の演出

家として敏腕を振るっていただくことをお願いしたい

と思います。

　それでは一般質問に移ります。

　１、土木行政について。

　新石垣空港建設整備事業について。

　日本最南端の自然環境に配慮した空港を目指して、

平成25年３月７日開港に向けて着々と進められている

ことに対し、知事を初め当局の皆さんに心から感謝申

し上げます。今後とも、大震災後の厳しい財源の中で

の予算獲得に御尽力賜りますようよろしくお願い申し

上げます。

　それでは、次の件についてお伺いします。

　事業の進瀧状況と供用開始までのスケジュールにつ

いて伺います。

　空港ターミナルビル（国内線・国際線）の状況と今

後の取り組みについて伺います。

　アクセス道路の進瀧状況と今後の見通しについて伺

います。

　平成24年度末の３月に開港予定なので、平成24年度

の予算で新空港の供用に伴う移転費用、維持管理費及

び教育・研修費の確保について伺います。

　次に、県営新川・真喜良団地建設について。

　先日、現地を見てまいりましたが、以前よりも台風

被害や塩害がひどく早急な建てかえが必要です。知事

も昨年現場視察をしていただき、今年度で建てかえの

約束でしたがいかがでしょうかお伺いします。

　名勝「川平湾」の環境改善について。

　川平湾は、平成９年に国指定の名勝に指定され、さ

らに西表石垣国立公園にも指定されております。欧州
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の「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」の三つ

星、豪州の「ベストシークレット・アイランズ」、日

経リサーチの「地域ブランド力調査」などで川平湾の

景観が高く評価されていることは、国内外が認めると

ころであります。しかし最近、急速な農地開発や圃場

整備、林道開発や森林伐採等で大量の赤土が湾内に堆

積し、従来からの生活雑排水の流入も相まって、水質

汚濁と海底汚泥が著しく美観を損ね、水生生物の生態

系にも悪影響を与えるなど、早急な対策を講じる必要

に迫られております。石垣市議会でも去る６月20日に

意見書を議決し要請中ですが、川平湾内の堆積土砂除

去について伺います。

　川平湾の観光船の係留施設の整備による景観改善に

ついて伺います。

　景勝地としての川平湾の砂浜は、湾口部のサンゴ礁

観光のための観光船（グラスボート）の乗降場所とし

て利用され、多数の観光船の停泊により景観が悪化し

ています。景観上問題のない湾口部側に係留施設の整

備をし、観光面・自然環境面ともよくなる対策を講じ

ていただきたいと考えますがいかがでしょうか。

　次に、新川川河口における赤土対策の強化につい

て。

　二級河川の新川川は台風や大雨ごとに大量の赤土や

土砂がストレートに海に流れ、現時点では食いとめる

ことができません。特別調査費等での対応ができない

のかお伺いします。この件は、地元の建設業協会から

知事へ要請されておりますので、ぜひよろしくお願い

いたします。

　次に、土地区画整理事業に係る「地方特定道路整備

事業」の継続について。

　この制度は、単独事業が地方債90％（交付税で30％

バック）で実施できるので、地方にとってメリットが

大きい事業です。県内では同制度を適用して20億円程

度の事業を実施しているようですので、県全体として

も切実な問題かと思います。（石垣市は「豊野城地区

土地区画整理事業」の街路及び区画道路の整備で適用

しています。）ぜひ本制度の継続、あるいは新たな制

度とすることについてお伺いします。

　次に、竹富町白浜港の港口が狭いため、一部開削整

備について。

　西表島西部の白浜港には、水深7.5メートル岸壁が

あり、これを活用すれば資材等は那覇港や与那国町か

らの貨客船等の入出港が可能になります。しかし、現

状では港口が狭いため入出港が困難です。白浜港は町

内唯一の貨物・物流拠点港としてフェリーバースを整

備し、港湾入り口付近の岩礁を一部開削整備していた

だき、大型船（5000トン級）「フェリーよなぐに」な

どの寄港を実現し、白浜港の稼働率の向上や地域活性

化を図っていただきたいと考えますが、県・国の支援

について見解をお伺いします。

　２、農林水産業の振興について。

　石垣漁港広域漁港整備事業の県の支援について。

　この事業は平成23年度に実施する事業として、市が

先行して実施する新栄町船揚げ場埋立事業と、これに

後続して実施する県の港内道路及び船揚げ場造成事業

です。県の事業は前年度からの繰越事業であり、今年

度で完了が義務づけられており、待ったなしの事業で

す。ぜひ県も積極的に市と一緒になって反対者に対し

て説明をし、話し合いをし、解決していただきたいと

考えていますがいかがでしょうか、見解をお伺いしま

す。

　次に、最近、キジやクジャクが繁殖し、農産物への

被害が急増しており、生息数や分布区域もよくわから

ない状況にあり、その対策に苦慮しています。

　外来種キジ・クジャクの生態調査及び効果的な駆除

の確立についてお伺いします。

　次に、パイナップル（ジュリオスター）種苗増殖事

業及び購入に係る経費の助成についてお伺いします。

　次に、八重山食肉センター（濁畜処理施設）の整備

についての事業の内容、期間、総事業費についてお伺

いします。

　次に、石垣空港のＣＩＱ建物内での靴底消毒をして

いるが、飛行機から実施箇所までの間、国内線と共用

の施設を使用しているため、その間での蔓延リスクが

高いと思われますので、石垣空港での台湾からの

チャーター便到着時における靴底消毒（飛行機前や後

方乗降口）の徹底について見解をお伺いします。

　次に、於茂登岳山腹崩壊箇所の治山事業について。

　平成22年10月の集中豪雨により、山頂８合目より登

山道（入り口から200メートル地点）にかけて山腹崩

壊（幅20メートル、長さ300メートル）の被害を受け

ています。県管理の名蔵ダムの上部に位置し、この状

況ではダムヘの影響が懸念されます。また、登山愛好

者の登山道を含めいまだ不安定な状況で極めて危険な

状態です。現在も立入禁止になっており、早急に復旧

を願いたく事業の導入についてお伺いします。

　３、離島医療の充実強化について。

　県立八重山・宮古病院は中核総合病院で、県民の地

域医療の確保はもとより、救急病院、離島支援病院と

して沖縄本島より遠く位置する極めて重要な役割を果

たしています。県民が安心して受けることのできる医

療体制を確保するためには、医師の確保と受け入れ体
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制、看護師を含むスタッフの過重勤務の解消など環境

整備が必要であります。また、新空港開港に向けて、

観光客や人口増も見込んで医療体制の構築及び医療環

境の向上を図る観点から次の件についてお伺いしま

す。

　県立八重山病院の建設について、めどはいつごろな

のかお伺いします。

　地方独立行政法人化に対し地元の強い反対がある

が、見解をお伺いします。

　医師、看護師の安定確保で７対１看護体制を県立八

重山・宮古病院で実施できないのか伺います。また、

離島勤務に対する優遇措置も講じるべきだと考えるが

どうなのか伺います。

　県立病院で言語聴覚士を常勤体制にすべきと考える

が、見解をお伺いします。

　４、離島振興（新たな沖縄振興のための制度及び計

画提言）について。

　沖縄振興計画の期間が今年度末で切れるので、平成

23年度は中長期的視点に立って沖縄の一層の発展に資

する新たな振興の方向性を定めなければならないと思

います。その中でも、特に離島を取り巻く自然的・社

会的諸条件は依然として厳しく、人口の減少、少子・

高齢化の進行、生活環境整備や高度情報通信基盤整備

のおくれなど、本土との格差はさらに拡大しつつあり

ます。県は、離島振興を県政の重要課題として位置づ

け、ユニバーサルサービスの実施を目指し、離島地域

のニーズや離島を取り巻く時代の流れを的確にとらえ

つつ諸施策を推進していくものと確信しております。

　そこで次の件についてお伺いします。

　離島航空運賃の低減について伺います。

　含みつ糖振興支援について伺います。

　離島航路船舶の運賃の補助について伺います。

　定住条件整備のため竹富町、与那国町の離島におけ

る県営住宅の建設について伺います。

　「離島・へき地支援のための離島児童・生徒支援セ

ンター（仮称）」の設置について伺います。

　５、観光行政について。

　近年、観光客の落ち込みで観光産業に携わる方たち

は大きな打撃を受けて経済状況も厳しくなっているの

が現状です。先日の観光振興特別委員会で宮古・八重

山視察の際、強い要請を受けた次の２件について伺い

ます。

　観光における八重山圏域の一体的発展を図るため、

県八重山事務所・広域圏事務組合の強化について伺い

ます。この件については宮古圏域も同じです。

　バンナ公園の花木植栽で、八重山における花の観光

名所を形成することについて見解を伺います。

　６、防災対策について。

　３月11日の東日本大震災を教訓に、県内各市町村で

も広範囲な見直しに動いているようですが、ぜひ県防

災計画との整合性を図りながら作業を進めていただき

たいと思います。次の件についてお伺いします。

　「沖縄県防災計画」見直しの内容と各市町村の状況

について伺います。

　災害時における病人、高齢者、障害者等の避難支援

のための「災害援護者支援計画」の策定について伺い

ます。

　本県の防災訓練が石垣市で予定されていますが、規

模や内容について伺います。

　７、尖閣諸島問題について。

　昨年、尖閣諸島の日本領海内で起きた中国漁船によ

る海上保安庁巡視船に対する公務執行妨害事件で、我

が国領海内及び排他的経済水域における外国漁船によ

る不法操業問題は、先島地域漁業者の漁業被害問題と

してクローズアップされました。超党派の国会議員の

皆さんも、尖閣諸島は日本固有の領土である、尖閣諸

島を守ろう、豊かな漁場・海岸資源を守ろうと何度も

足を運んでおられます。去る６月18日の集いには、超

党派の５名の国会議員と九州の県議会議員の皆さんが

見えて500名余の市民参加のもと、国会議員の方から

地主の埼玉県の栗原さんも上陸を了解しておられると

の報告があり、さらに盛り上がりました。宮古・八重

山５市町村でつくる「美ぎ島・美しゃ市町村会」の要

請と議会決議も踏まえて、ぜひ県の積極的な支援をお

願いし、次の件についてお伺いします。

　尖閣諸島海域内での漁業者の安全操業の確保の適切

な措置について伺います。

　海上保安庁の警備強化に向け、船艇等の機材性能の

高度化と保安要員の適切な確保について伺います。

　外国漁船被害救済事業を本年度、八重山・宮古圏域

漁協へ継続実施していただきたいのですが、その件に

ついて伺います。

　尖閣諸島周辺海域における監視警戒体制の強化に伴

う石垣港の整備について伺います。

　尖閣諸島での慰霊祭等実施のための上陸許可につい

ての見解を伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　辻野ヒロ子議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、土木行政に係る御質問の中で、新石垣
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空港整備事業の進瀧状況と供用開始までのスケジュー

ルについての御質問にお答えいたします。

　平成22年度末の事業費ベースでの進瀧率は約82％と

なっております。おおむね計画どおり進行いたしてお

ります。

　今後のスケジュールといたしましては、今年度で用

地造成工事を仕上げ、引き続き滑走路舗装工事や照明

工事及び建築工事等を進め、平成24年９月末までに空

港本体工事を完成させた後、国の飛行場完成検査等を

経て平成25年３月に供用開始を行う予定でございま

す。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、離島航空路及

び離島航路の運賃の低減についての御質問にお答えい

たします。４の茨と鰯は関連いたしますので一括して

答弁させていただきます。

　広大な海域に散在する沖縄県の離島の定住条件を改

善しその振興を図るためには、航空路及び航路に係る

交通コストの軽減は極めて重要な課題であると認識い

たしております。そのため、県では、国及び市町村と

協調し、離島住民の生活に必要な路線について、運航

費補助や県管理空港の着陸料の軽減による離島割引を

実施いたしますとともに、平成22年度からは中核病院

や高校のない小規模離島を対象といたしました運賃低

減の実証実験を実施いたしているところであります。

さらに、新たな沖縄振興に係る制度要望におきまして

は、国に対し航空運賃及び船賃のさらなる低減を図る

ため新たな制度創設を要望いたしているところであ

り、その実現を強く求めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、尖閣諸島問題に係る御質問の中で、尖閣諸島

海域内での漁業者の安全操業の確保や警備の強化、外

国漁船被害救済事業の継続などに関する御質問にお答

えをいたします。まず、７の茨から７の鰯につきまし

ては関連しておりますので、恐縮ですが一括して答弁

させていただきます。

　沖縄県は、尖閣諸島周辺海域における漁業者の安全

操業の確保の観点から、外務省や国土交通省などに対

し、去る６月15日から17日にかけて、安全操業に対す

る適切な対策や取締船等の強化など、抜本的な措置を

講じることにつきまして要請したところでございま

す。

　要請に際し外務省からは、第１に、漁業秩序の回復

など相手国に対し必要な申し入れをしっかりと行う、

第２に、関係省庁とよく連携をし、要望内容について

は政府内で共有するとのコメントがありました。ま

た、国土交通省からは、巡視船及び保安要員の増強、

農林水産省からは、漁業者が実施する外国漁船の監視

等への支援事業であります「外国漁船被害救済事業」

を今後も継続するとのコメントをいただいたところで

ございます。

　次に、尖閣諸島問題に係る御質問の中で、尖閣諸島

への上陸許可に対する県の見解いかんという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　尖閣諸島で慰霊祭を行うための上陸につきまして

は、石垣市長が本年６月に菅総理大臣を初め関係省庁

等へ要請したところでありますが、現段階において回

答が示されてはおりません。

　県といたしましては、慰霊祭等を行いたいという地

元の意向に配慮した上で、政府として適切に判断され

るべきものであると考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木行政についての

御質問の中で、新石垣空港ターミナルビルの状況と今

後の取り組みについてお答えいたします。

　国内線及び国際線ターミナルビルについては、石垣

空港ターミナル株式会社が建設することとなっており

ます。国内線ターミナルビルは、地元企業の受注機会

の確保のため、分離・分割方式でことし６月に発注し

ており、８月に着工し平成25年１月末までに完了する

予定であります。また、ＣＩＱ施設を含む国際線ター

ミナルビルは、ことし10月までに実施設計を終え、平

成24年２月に着工し平成24年12月末までに完了する予

定であります。

　同じく土木行政で、新石垣空港アクセス道路の進瀧

状況と今後の見通しについてお答えいたします。

　石垣市街地から新石垣空港にアクセスする一般県道

石垣空港線は、平成23年度までに実施設計を行い、平

成24年度から用地買収に着手する予定であります。整

備に当たっては、整備効果の早期発現のため、新空港

から一般県道大浜富野線までを先行して整備すること

にしており、平成28年度の完成に向けて鋭意事業を推

進していく考えであります。

　同じく土木行政で、新空港の維持管理費、教育・研

修費確保についてお答えいたします。

　平成25年３月の新石垣空港の供用に伴い空港維持管

理費の増大が見込まれることから、県としましては、

石垣市などと連携して平成24年度から所要額の確保に

取り組んでいく考えであります。また、今後増大が見

込まれる八重山圏域の航空需要へ対応するためには、
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空港管理に携わる人材の育成が重要であり、沖縄県や

国が実施する空港管理職員研修への派遣等を通じて資

質向上に取り組んでいきたいと考えております。

　同じく土木行政で、県営新川・真喜良団地建設につ

いてお答えいたします。

　県は、現在、平成23年度から32年度の10年間を計画

期間とする「沖縄県公営住宅等ストック総合活用計

画」の見直し作業を実施しているところであり、県営

新川団地・真喜良団地についても建物の劣化等の状況

を総合的に判断し、同計画において建てかえや改善の

検討を行っております。その結果を踏まえ、今年度、

新川団地または真喜良団地の調査を実施していく考え

であります。

　同じく土木行政で、川平湾内の堆積土砂の除去につ

いてお答えします。

　川平湾内の海底は、国土交通省所管の公共用財産と

なっており、海底をしゅんせつする等の行為の許可事

務を法定受託事務として県が行っております。そのた

め、堆積土砂については、公有水面を利用する受益者

が除去を行うものと考えております。

　同じく土木行政で、川平湾の観光船の係留施設の整

備についてお答えします。

　川平湾の係留施設の整備については、石垣市が管理

する石垣港の港湾計画の見直し作業の中で検討すると

聞いております。

　川平湾は平成９年には国の名勝に指定され、平成19

年には西表石垣国立公園に編入されました。さらに、

平成21年にはミシュラン・グリーンガイド・ジャポン

の三ツ星観光地として高い評価を受けたところであり

ます。

　県としては、川平湾の観光資源の価値を認識してお

り、石垣港の港湾計画の見直しを積極的に支援してい

く考えであります。

　同じく土木行政で、土地区画整理事業に係る地方特

定道路整備事業の継続についてお答えします。

　地方特定道路整備事業は、平成４年度に制度が創設

され、これまでおおむね２年から５年単位で期限が延

長されてきております。現在、平成24年度までの期限

措置であり、平成25年度以降の継続については、国土

交通省と総務省において調整中と聞いております。

　同じく土木行政で、竹富町白浜港の港口の開削整備

についてお答えいたします。

　白浜港は、大型船の接岸可能な岸壁が整備されてお

りますが、竹富町から港口開削の要請があります。港

口の一部開削については、竹富町と必要性について調

整した上で検討していきたいと考えております。

　次に、離島振興についてで、離島における県営住宅

の建設についてお答えいたします。

　公営住宅の整備は、これまで「住生活基本計画」及

び「沖縄県公共賃貸住宅ストック総合活用計画」等に

基づき、それぞれの地域の住宅需要に応じて県と市町

村が連携して実施してきたところであります。本来、

公営住宅の整備は、それぞれの地域における住宅事情

をきめ細かく把握している各市町村が行うことが望ま

しく、県営住宅は広域行政の見地から、その補完的な

役割を担うこととしております。

　今後、県としましては、新たな沖縄振興に向けた計

画の中でも離島振興を大きな柱と位置づけていること

から、離島の定住促進に向けた市町村営住宅の建設に

ついて、その効果的な支援のあり方を検討していく考

えであります。

　次に、観光行政で、バンナ公園の花木植栽による花

の観光名所の形成についてお答えします。

　県営バンナ公園の整備に当たっては、亜熱帯の特色

ある植生等を生かすとともに、自然環境の保全と維持

を図りながら積極的に花木の植栽を行っているところ

であります。

　現在、ツツジやセイシカ、デイゴ、サンダンカ等の

四季折々の花木が花を咲かせ多くの来園者を楽しませ

ております。バンナ公園を花木植栽で八重山における

花の観光名所とすることについては、石垣市や観光協

会、ＮＰＯなど地域と連携しながら取り組んでいきた

いと考えております。

　尖閣諸島問題についてで、監視警戒体制強化に伴う

石垣港の整備についてお答えいたします。

　石垣港は、石垣市の管理する重要港湾であり、石垣

市と国が港湾の整備を行っております。石垣港の港湾

施設は、現在の監視体制には対応できていると石垣市

から聞いております。

　県としましては、尖閣諸島周辺海域における監視体

制の強化に伴う石垣港の整備については必要と認識し

ており、今後の状況を踏まえ、石垣市の計画を支援し

ていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　土木行政の中で、新

川川河口の赤土対策についてお答えします。

　石垣市新川川流域における赤土等流出防止対策につ

いては、これまで県営水質保全対策事業新川第２地区

等で約550ヘクタールの流域を対象に、勾配の抑制、

グリーンベルト植栽等による発生源対策に加えて沈砂
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池等による流末対策に取り組んでいるところでござい

ます。また、平成24年度以降については県営水質保全

対策事業新川第３地区の導入を計画しており、新たに

380ヘクタールの流域で赤土等流出防止対策を講じる

予定となっております。

　県といたしましては、引き続き石垣市等関係機関と

連携し、赤土等流出防止対策に取り組んでまいりま

す。

　農林水産業の振興の中で、石垣漁港の整備支援につ

いてお答えします。

　石垣漁港は、県が管理する八重山地域の拠点漁港

で、現在、広域漁港整備事業により既設岸壁の耐震化

や漁船の船揚げ場・係留施設の整備を進めておりま

す。また、石垣市においては、漁港背後地域の活性化

を図るため、平成23年度から新栄町船揚げ場を埋め立

てることとしており、同船揚げ場を利用している漁船

の移設が必要となっております。

　県といたしましては、石垣市と連携し漁船の移設の

ための船揚げ場を確保するとともに、漁民の説得につ

いても地元と連携して対応してまいります。

　次に、キジ・クジャクの生態調査や駆除対策につい

てお答えします。

　キジ及びクジャクによる農作物被害は、平成21年度

の調査によると、キジについては石垣市、恩納村、伊

是名村、北大東村で、クジャクについては石垣市から

被害報告があります。

　主な被害は、カボチャやタマネギ等の野菜類や水稲

で、被害面積は3.6ヘクタール、被害金額は820万円と

なっております。

　クジャクの生態は、繁殖期が４月から８月で、主に

植物を食べ、爬虫類や昆虫などの小型動物も食べるな

ど雑食性であることが確認されております。また、生

息数は石垣島で500羽から1500羽と推定されておりま

す。

　キジの生態調査については県では実施されておりま

せんが、他県の調査事例では、繁殖期が４月から７月

で、主に植物を食べ、昆虫なども食べる雑食性である

ことが確認されております。

　県では、鳥獣被害防止対策としまして、関係団体で

構成する野生鳥獣被害対策協議会を設置し、鳥獣被害

防止対策事業等を推進しているところでございます。

　具体的には、市町村が国の財政支援を受けられるよ

う、被害防止計画の作成に必要な情報の提供や助言、

捕獲箱や防鳥ネットの設置、捕獲箱の開発、銃器によ

る捕獲等の支援を行っているところでございます。

　なお、キジについては、産卵期に卵を回収すること

で被害の減少が認められております。

　今後とも、市町村、農協等の関係団体と連携し、鳥

獣被害防止対策に取り組んでまいります。

　次に、パイナップル（ジュリオスター）の種苗増殖

についてお答えします。

　県は、生食用パイナップルの生産拡大を図るため、

パイナップル種苗緊急増殖事業により、「ジュリオス

ター」の種苗増殖を実施しております。平成21年度は

4000本の種苗を増殖し、平成22年度に北部地区に2000

本、八重山地区に2000本を無料配布したところであり

ます。また、平成23年度は１万本の種苗を増殖し、平

成24年度に苗の無料配布をする計画であります。

　今後ともパイナップルの優良種苗を確保するなど、

関係機関と連携してパイナップルの生産振興に取り組

んでまいります。

　次に、八重山食肉センターの整備についてお答えし

ます。

　八重山食肉センターは、建築後40年近く経過してお

り施設の老朽化などの課題があります。また、近年の

石垣牛ブームにより、地元や消費者からさらなる安

全・安心な食肉センターの整備が望まれています。

　県といたしましては、地元の要望を踏まえ、沖縄食

肉価格安定等特別対策事業により八重山食肉センター

を整備することとしております。現在、事業内容や事

業費等について地元と調整しているところでございま

す。

　次に、石垣空港での靴底消毒の徹底についてお答え

します。

　本県での動物検疫については、国の機関である動物

検疫所が「家畜伝染病予防法」に基づき指定空港と

なっている那覇空港において実施しております。しか

し、近年、国際物流の進展や海外旅行者の増加等か

ら、口蹄疫等の家畜伝染病の侵入が懸念されておりま

す。そのため、指定空港でない石垣空港においても台

湾からのチャーター便の到着時に靴底消毒等を実施し

ております。同空港においては、国内線の出入り口を

含め靴底消毒の実施箇所をふやすなど、家畜伝染病の

侵入防止対策を強化しております。

　今後とも、口蹄疫などの家畜伝染病の侵入防止に万

全を期すため、国や関係機関等と連携し消毒体制の強

化を図ってまいります。

　次に、於茂登岳の山腹崩壊の復旧についてお答えし

ます。

　於茂登岳の山腹崩壊については、昨年の10月豪雨に

より山頂部から中腹部にかけて崩壊が発生し、渓流に

不安定な土砂が堆積しております。
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　県としては、平成23年５月に石垣市からの要望を受

け、下流部の名蔵ダム、農道及び通信施設等の保全を

図るため、関係機関との調整を行い、治山事業の新規

採択に向け取り組んでいるところでございます。

　離島振興（新たな沖縄振興のための制度及び計画提

言）の中で、含みつ糖振興支援についてお答えしま

す。

　沖縄産含みつ糖の生産は、分みつ化の困難な離島地

域において行われており、これらの離島経済において

重要な地位を占めております。国は、含みつ糖に対す

る支援として毎年予算を計上し、補助金により生産農

家及び含みつ糖製造事業者への経営安定化を図ってお

り、厳しい状況にあります。

　このため、県としましては、含みつ糖対策につい

て、同じ甘味資源作物としてさとうきびを生産振興し

ていることや厳しい生産条件、国土保全等の観点か

ら、生産農家所得の確保や含みつ糖企業の経営安定が

図られ、分みつ糖地域と同等な制度が適用できるよ

う、黒砂糖工業会、ＪＡ、町村等の関係機関と連携し

国へ要請しているところでございます。さらに、「新

たな沖縄振興に向けた制度提言」の中で、分みつ糖地

域と同等な制度が適用できるよう、国に対し要望して

いるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

　　　〔病院事業局病院事業統括監　呉屋幸一君登壇〕

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　離島医

療の充実強化についてのうち、県立八重山病院の建設

についてお答えいたします。

　八重山病院については、建築後31年が経過してお

り、昨年、耐震化等改修工事を実施し、地震に対する

安全性等を確保したところであります。今後とも、医

療機能を損なわないよう点検等を着実に行い、適宜、

修繕を行うなど適切に対処していくことが大切と考え

ております。

　同じく離島医療のうち、県立宮古病院、八重山病院

への７対１看護体制の導入と離島勤務に対する優遇措

置についてお答えいたします。

　県立宮古病院、八重山病院への７対１看護体制の導

入については、南部医療センター・こども医療セン

ター及び中部病院での実施状況や経営への影響等を考

慮する必要があることから、病院事業局内に人員体制

検討チームを設置し検討を進めているところでありま

す。また、離島に勤務する県立病院の職員に対して

は、離島などの生活が著しく不便な公署に勤務する職

員への手当として特地勤務手当や準特地勤務手当を支

給しているほか、医師に対しては医師手当を支給して

おります。

　次に、同じく離島医療のうち、県立病院での言語聴

覚士の常勤体制についてお答えいたします。

　県立病院では、臨時的任用職員として言語聴覚士を

南部医療センター・こども医療センターに３名配置を

しております。各病院への配置については、医療提供

体制の充実と経営への影響等を考慮する必要があるこ

とから、今年度、病院事業局内に人員体制検討チーム

を設置し検討を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　県立病院事業の地方

独立行政法人化についてお答えします。

　地方独立行政法人は、その地域において確実に実施

されることが必要な公共性の高い事業を効率的かつ効

果的に行わせることを目的として、地方公共団体が設

立する法人であります。医療は、県民の生命及び健康

を守り、生活の安心を支える重要な機能であり、地域

において必要とされる医療提供体制を確保することは

地方公共団体の責務であると認識しております。した

がって、どのような経営形態であっても県立病院の果

たすべき役割である離島医療等地域において必要とさ

れる医療を提供する体制は堅持することとしておりま

す。

　なお、病院事業の経営形態については、「県立病院

のあり方に関する基本構想」に基づき、経営再建検証

委員会による平成23年度決算の検証結果も参考にして

最終的に判断することとしております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島振興についての御質問

で、支援センター（仮称）の設置についてお答えいた

します。

　「離島・へき地支援のための離島児童・生徒支援セ

ンター（仮称）」の設置につきましては、平成24年度

以降の新たな計画の制度提言の中で、寄宿舎と宿泊施

設等を備えた複合施設として国へ要望し、その実現に

向けて国及び関係団体等と調整しているところでござ

います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　おはようご



－ 312 －

ざいます。

　本日も元気いっぱい頑張ります。よろしくお願いし

ます。

　観光行政についての質問の中の、観光における県八

重山事務所・広域圏事務組合の強化についてお答えい

たします。

　県におきましては、離島地域の観光振興を今後一層

強化するため、今年度から観光誘客や受け入れ体制の

方策を検討することを目的に離島観光振興会議を開催

しており、宮古圏域におきましては６月13日、八重山

圏域では６月14日に第１回会議を開催したところであ

ります。

　議員御質問の八重山での会議も市町村や八重山広域

市町村圏事務組合、観光関連事業者等が一堂に会して

意見交換を行ったところであります。また、今年度は

県と地元観光団体と共同で、八重山への誘客プロモー

ションを行う観光誘致対策事業を行うこととしており

ます。2013年３月の新石垣空港開港を控え、今後とも

八重山圏域が一体となった取り組みを支援してまいり

たいと考えております。

　なお、沖縄県の八重山事務所は、八重山地域におけ

る出先機関として県と地元自治体との連絡調整等を行

う役割を担っており、地域が実施する観光施策につい

ても本庁へ情報提供を行うなど、円滑な調整の支援を

行っております。

　小さな島に生まれたことは誇りでもあります。今後

ともシマンチュの心を忘れず、離島と本島をつなぐ

ジョイントリーダーを自覚し、本県発展のために全力

を尽くしてまいります。御指導、御鞭撻よろしくお願

いします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災対策についての御

質問の中で、沖縄県地域防災計画の見直しと各市町村

の状況についてお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、県や市

町村の地域防災計画の見直しのため、６月16日に琉球

大学教授等の専門家で構成される「沖縄県地震・津波

想定検討委員会」を設置するとともに、６月21日には

市町村防災担当課長会議を開催し、見直し作業等を進

めているところであります。

　県内市町村に確認したところ、すべての市町村にお

いて地域防災計画を見直す予定との回答を得ておりま

す。

　今後、市町村等関係機関と連携し、県内の地震防災

対策の強化を進めてまいりたいと考えております。

　次に、災害時要援護者支援計画の策定についてお答

えいたします。

　災害時における病人、高齢者、障害者等、いわゆる

災害時要援護者の避難支援について、市町村は「災害

時要援護者避難支援計画」を策定することとなってお

ります。

　県内の市町村における災害時要援護者の避難支援の

取り組み方針（全体計画）の策定状況は、平成23年４

月１日現在で15団体が策定済み、今年度中に策定予定

の団体を合わせると36団体でございます。また、災害

時要援護者の名簿の整備状況は、９団体が策定済みで

あり、策定中の団体を合わせると30団体でございま

す。さらに、個々の要援護者ごとの避難経路や避難支

援者などを記載する個別計画は、６団体が策定済み、

策定中の団体を合わせると22団体となっております。

　県としましては、今後も市町村と連携し、災害時要

援護者の避難支援対策を支援してまいりたいと考えて

おります。

　次に、沖縄県総合防災訓練の計画についてお答えい

たします。

　沖縄県総合防災訓練は、大規模災害に備え各防災関

係機関相互の緊密な連携・協力体制を確立し、迅速・

的確な災害応急活動を実施するとともに、広く県民の

防災意識の向上を図ることを目的に毎年実施しており

ます。今年度は９月２日、石垣市の主会場において約

70機関、2000名の参加により、地震・津波の発生を想

定し、１点目としましては、消火・救出・救護訓練、

２点目に、人員・資機材等輸送訓練等を実施する予定

です。このほか、東日本大震災の教訓を踏まえた県内

全市町村と連携した住民参加型の訓練として、特に津

波の発生を想定し、県と市町村の情報伝達訓練や市町

村における住民避難訓練等も同時に実施する予定とし

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　御答弁ありがとうございまし

た。

　県営新川・真喜良団地につきましては、今年度の調

査費計上ということで本当にほっとしているところで

ございます。引き続き部長、よろしくお願いいたしま

す。知事、ありがとうございました。

　それから八重山食肉センター濁畜処理施設の整備に

ついてですけれども、地元と調整中ということなんで

すが、今、県内の畜産業の50％のシェアを八重山が占

めているわけですね。そういうときに今、新石垣空港
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の開港に伴ってＣＩＱ施設の整備、それから動物検疫

所の整備などで台湾、香港、東南アジアへ輸出も可能

ということになりますので、肉用牛は今後、国内のみ

でなくて海外へも出荷できるように、この問題はぜひ

国際基準に合致した施設を石垣市長が強く望んでおり

ますので、県産牛肉は県内で濁畜と検査ができ、海外

へ輸出することができるようにということで、せん

だっての金城勉議員の質問にもございました。また、

私の後に八重山出身の翁長政俊議員がそれをやる予定

でございます。そういうこともございまして、今、沖

縄は食肉価格安定等の特別対策事業が105億あるとお

聞きしております。その基金がありますならば、30億

程度かかると聞いておりますが、その規模のものをぜ

ひ石垣市と連携してつくっていただきたいんですが、

知事の見解を求めたいと思います。よろしくお願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　八重山地域の肉用牛

の生産振興ということからすると、やっぱり食肉セン

ターというのは大変重要だというふうに考えていま

す。そういう意味で、今、石垣市を含めてどういう形

の食肉センターにしたほうがいいのか、今、議員から

ありましたように事業規模もどの程度がいいのか含め

て検討しているところでございますので、早急にその

事業計画をまとめて着手できるように対応していきた

いと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　ぜひ県内でまだそういう施設が

ないということで、今、八重山が強く要望しておりま

すので、知事のほうの見解もお伺いしたいんですけれ

ども、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時１分休憩

　　　午後０時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　辻野議員からの強い提案と

いいますか、一応食肉基金のあれを使っていろんなこ

とを今、御提案をいただきながらまとめております

し、ぜひそういう方向で何とか実現できるように頑

張っていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　ぜひよろしくお願いいたしま

す。

　次に、県立八重山病院の建設ですけれども、先ほど

はちょっと後ろ向きになったような答弁でしたが、こ

の件は与世田副知事が八重山で激励会をしたときに明

言しておられました。八重山病院の建設いかがでしょ

うか。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　私も石垣島に行って八重

山病院の現状を見てきました。各院長先生も含めた中

でさまざまな設備の老朽化ということも御指摘を受け

て、私なりに早急に取り組まなければいけないなとい

う思いは強くしておりますので、関係者とも相談しな

がら、できるだけ早急に取り組めるように頑張りたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　私の希望としては、新石垣空港

ができた後は八重山病院ということでよろしくお願い

したいと思います。

　次に、於茂登岳の山腹の崩壊ですけれども、こうい

う状況なんですね。（資料を掲示）　ぜひこれを治山

事業として早目に取り組んでいただいて、早く直し

て、沖縄県の最高峰の於茂登岳に知事、来年一緒に登

りましょう。よろしくお願いします。

　それでは最後に、離島振興を県政の重要課題と位置

づけて、本当に今回熱い思いを持っておられると思い

ますので、知事の見解をお聞きして終わりたいと思い

ます。よろしくお願いします。離島に対する思いで

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　離島の振興なくして沖縄の

振興はなしという言い方で私は公約の中で掲げてやっ

てまいりました。そして、沖縄の圏域は無論この離島

が圏域を描いているわけで、離島の人口がふえ、定住

条件をきちっと整備して、きちっとした生活、教育も

含めていろんな面で、少なくとも沖縄本島には負けな

いような内容の条件を整備するというのはこれは県・

国の仕事だと私は思っておりますし、今度の沖縄振興

法をつくる、振興計画をつくる中で第１番目に離島の

定住条件、この中には交通関係も入りますし、教育、

文化、産業、それからごみ処理も含めていろんな面で

離島がしっかりと生活できるような状態をつくってい

くというのを第１番目に掲げてまとめていきたいと思

いますので、ぜひ議員、離島の皆さんと一緒になって

頑張ってまいりたいと考えております。

○辻野　ヒロ子さん　どうもありがとうございまし

た。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時６分休憩

　　　午後１時21分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　それでは、通告に従いまして一般質

問を行います。

　３月11日、自民党は東日本大震災の南三陸町と気仙

沼市の被災地を訪ねました。被災現場に立ってみる

と、本当に言葉を失うような惨状でありました。今回

の大震災で犠牲になった方々の御冥福をまず祈るとと

もに、一日も早い被災地の復興と、今なお続く福島第

一原発の終息を願うものであります。

　この大震災が起きて後に、沖縄県を取り巻く環境も

随分変わりました。国政においては、大震災の対応が

第一番の政治課題となっているようであります。しか

しながら、沖縄県におきましても今年度で切れる沖縄

振興計画、それの継続に向けての政治課題がございま

す。願わくは、沖縄県の近未来を決定する新たな沖縄

振興計画が県の提案のとおり進瀧していくことを希望

しつつ、一般質問を行いたいと思います。

　それでは、１、新たな沖縄振興計画について。

　茨、沖縄県に一国二制度を導入して、経済振興に特

化した「全県経済特区」の創設が自立経済の確立には

不可欠と考えますが、県の見解を求めます。

　芋、新たな沖縄振興で示した税制及び規制緩和にか

かわる制度要請に対し、政府の反応と協議の進展を伺

います。

　鰯、沖縄振興一括交付金の創設を政府に求めている

交渉過程で生じた課題、官僚の対応等、現状分析を伺

います。

　允、沖縄振興一括交付金の市町村への配分基準が明

確に示されていないように思いますが、県の方針を伺

います。

　２番、米軍基地問題について。

　茨、日米安全保障協議委員会（２プラス２）閣僚会

合において合意された在日米軍再編ロードマップを再

確認し、着実に実施する方針を表明しました。この合

意に対する知事の見解と評価を伺います。

　芋、普天間飛行場移設先をめぐり、米議会や政府筋

からも不協和音が聞こえ始めております。一枚岩の対

応に緩みが生じ始めた感があります。米国内の政治環

境の変化を県はどう分析しているのか伺います。

　鰯、滑走路位置を微修正を考慮するとした記述は特

筆に値し、仲井眞知事への日米政府の期待メッセージ

と解説がされております。知事はどのように受けとめ

ておられるのか伺います。

　允、今回の２プラス２のねらいが普天間飛行場の移

設先が沖縄県外や国外ではなく、辺野古しかないと強

調することにあったように思います。また、固定化が

嫌なら同意しろと恫喝するかのように聞こえますが、

県外を求める知事の決意を改めて伺います。

　３番、福祉行政について。

　茨、県内41市町村で養護老人ホームの入所判定委員

会を開催しましたが、2010年で11市町村のみであっ

た。措置控えが現実のものとなっている。県は速やか

に入所判定委員会を開催するよう市町村を指導すべき

と考えますがいかがでしょうか。

　芋、新聞報道を受けて、県は初めて実態調査を実施

しているようですが、その結果を報告してください。

　鰯、各市町村の受け付け窓口での速やかな申請受け

入れや、定数枠を定めて予算化する措置をとるように

県が指導してはどうか伺います。

　４番、道路行政とモノレール利用促進事業につい

て。

　茨、平成22年度実施した沖縄都市モノレール利用促

進事業における社会実験及びアンケート調査の結果に

ついて伺います。

　芋、社会実験の結果を受けて、パーク・アンド・ラ

イド事業の推進に二輪駐車場の整備計画を活用し、駅

交通広場に駐車場を設置することが望まれます。県の

考えを伺います。

　５番、スポーツ振興について。

　茨、ＦＣ琉球（県がホームタウン）のＪリーグ昇格

に向けて早期に県からの出資金及び補助金の支援決定

が待ち望まれております。県の支援方針の決定時期を

示してください。

　芋、県が主導する形でホームタウン推進協議会の設

置が急がれます。広く自治体、各種団体、企業等の参

加を求め、支援団体の強化を図る必要があります。県

の方針を伺います。

　６番目、東アジアの市場開拓について。

　茨、アジアからの大型クルーズ船の寄港に伴い、入

国審査や特に税関検査は入港先の下船のたびに行わ

れ、煩雑、停泊時間も限られている。日本国内であれ

ば一度の審査でよいのではないかと乗客から不評を

買っているようであります｡観光客誘致の観点からも

改善すべきと思いますが、県の対応を伺います。

　芋、県産牛肉のアジアヘの出荷で輸出相手国の規制

があり、県産牛肉は県外検査機関を経なければ出荷が

できない状況にあります。高コストにつながり販路拡

大の妨げになっていると考えます。

　そこで、濁畜場の改善と審査機関の設置が望まれま
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す。県の対応を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　翁長政俊議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、新たな沖縄振興計画についての御質問の中

で、経済振興に特化した「全県経済特区」の創設につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　現在の沖縄振興特別措置法に基づく経済特区制度

は、第１に、「特別自由貿易地域」、そして第２に、

「情報通信産業特別地区」、第３に、「産業高度化地

域」など、沖縄本島を中心に極めて限定的に指定を受

けております。

　沖縄県といたしましては、「沖縄21世紀ビジョン」

の実現に向けて、地域の特性に合った産業の振興や今

後の沖縄経済を牽引する戦略産業の育成、誘致を図る

観点から、離島を含めた県全域を対象とした税制措置

や規制緩和等の制度創設が必要と我々も考えておりま

す。この実現のため、現在、県全域を対象に県内地場

産業のイノベーションを促進する「産業イノベーショ

ン制度」と、今後の沖縄経済を牽引する戦略産業の集

積を促進するため、税制を深掘りをした「おきなわ・

新成長産業振興制度」の創設を国に要望しているとこ

ろであります。

　今後とも県全域を対象とした制度の実現に向けまし

て、国と協議を行ってまいる所存でございます。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、６月21日

の日米安全保障協議委員会の合意についての御質問に

お答えいたします。

　これまで日米両政府に対し、「地元の理解を得られ

ない移設案を実現することは、事実上不可能である」

と機会あるごとに申し上げてきました。にもかかわら

ず、今回、このような決定がなされたことはまことに

遺憾であります。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い普天間

飛行場の危険性の除去であります。そして移設返還で

あります。早期に解決を図る必要があることから、固

定化は決してあってはならないと考えております。

　県としましては、日米両政府は、普天間飛行場の県

外移設の実現に向け真摯に取り組むべきであると考

え、その旨強い要請をしているところでございます。

　同じく米軍基地に係る御質問の中で、普天間飛行場

移設先をめぐる米国内の政治環境の変化についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　レビン米上院軍事委員長らが沖縄の現状を踏まえ

て、辺野古移設を実行不可能と判断したのは、米議会

の中で現行の辺野古移設案に対する疑問が生じてきた

ものと受けとめております。

　去る６月21日、日米安全保障協議委員会において、

「沖縄における再編」等を含む共同発表があり、普天

間飛行場の代替施設について、位置、配置及び工法の

検討及び確認を完了したとのことであります。県とし

ましては、日米両政府は、普天間飛行場の県外移設及

び早期返還の実現に向け、真摯に取り組むべきである

と考えております。

　同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、微修正を

考慮するに対する知事の見解はどうかという御質問に

お答えいたします。

　私は、当時、代替施設の建設位置につきまして、地

元の意向や環境に配慮する観点から、可能な限り沖合

へ寄せてもらいたいと政府に対し求めておりました。

しかし、それと今回の日米共同発表に「この計画の微

修正を考慮し得る」と記述されたこととの関係につき

ましては承知いたしておりません。

　同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、普天間飛

行場の固定化についての御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であり、そして移設返還でありま

す。早期に解決を図る必要があることから、固定化は

決してあってはならないと考えております。

　県といたしましては、今後とも総理を初め各大臣と

の面談など、あらゆる機会を通じて、普天間飛行場の

県外移設及び早期返還の実現を強く求めてまいりたい

と考えております。また、その実現を図るためには、

日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべきであると

いうことを広く国民に理解してもらう必要があると考

えており、日米両政府などへの働きかけを積極的に推

し進めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興計画につ

いての御質問の中で、制度要望に対する政府の反応と

協議の進展についてお答えします。

　沖縄県は、これまで沖縄政策協議会及び沖縄振興部

会を通して、新たな沖縄振興のための諸制度の実現を

政府に要望し、協議を重ねているところであります。

この沖縄県の要望については、６月23日の全戦没者追

悼式における首相あいさつ及び同24日の官房長官の沖

縄振興開発金融公庫の存続等に関連する発言に見られ

るように、沖縄県が求める諸制度の実現に向けて、政
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府内において調整が進められていくものと認識してお

ります。

　次に、沖縄振興一括交付金の創設に向けた課題、交

渉状況についてお答えします。

　沖縄県は、現行の国直轄経費及び市町村の事業費を

含めた内閣府沖縄担当部局予算の全額に加え、「沖縄

21世紀ビジョン基本計画」に盛り込まれた施策の展開

に必要な財源を対象とする沖縄振興一括交付金の創設

を国へ求めているところであります。去る５月24日に

開催された沖縄政策協議会の沖縄振興部会において、

官房長官から「実務レベルから政務レベルに引き上げ

て、さらに踏み込んだ検討をしたい」との発言があり

ました。また、去る６月23日の沖縄全戦没者追悼式に

おける首相のあいさつ、翌24日の官房長官の発言な

ど、沖縄県の考えを可能な限り取り入れた検討がなさ

れていくものと期待しております。

　沖縄県としては、沖縄県が求める規模と使途の自由

度の確保された沖縄振興一括交付金の実現に向けて、

県議会、市町村、県民各界各層の協力を得ながら、引

き続き強く国に対して働きかけて意見交換をしてまい

りたいと考えております。

　次に、沖縄振興一括交付金の市町村配分についてお

答えします。

　沖縄県は、市町村分も含めた内閣府沖縄担当部局予

算の全部を沖縄振興一括交付金とすることを求めてい

ます。市町村分については、市町村の自主裁量を損な

わないよう市町村へゆだね、市町村間の協議等におい

て検討がなされることが望ましいと考えており、沖縄

県はその協議の中で市町村の求めに応じた助言等を

行っていくことを考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉行政についての

３の茨、３の鰯を市町村の「措置控え」及び措置事務

等に対する県の指導についてとして一括してお答えい

たします。

　養護老人ホームは、環境上及び経済的な理由によ

り、居宅での生活が困難な方を老人福祉法に基づき市

町村の措置権限により入所させるための施設でありま

す。

　県内６施設の養護老人ホームの定員は300人となっ

ておりますが、入所者状況としましては、平成23年に

は243人と定員割れの状況にあります。平成22年度の

市町村における養護老人ホームに関する相談件数は74

件で、そのうち14件については入所措置、25件につい

ては他のサービス活用、23件については相談のみと

なっており、入所待機者については２件との報告を受

けております。措置入院の要否の判断は、市町村の権

限で行われるものでありますが、県においては、養護

老人ホームの入所者が減少傾向にあること、相談のみ

の対応件数が31％を占めること、市町村の対応に不満

の声があることなどから、市町村の対応状況等に関し

状況調査を行っているところであります。

　県としましては、調査の結果を踏まえ、市町村に対

し必要な助言を行っていきたいと考えております。

　県の市町村実態調査についてお答えします。

　養護老人ホームの入所者につきましては、近年、減

少傾向の状況にあります。県としましては、市町村の

措置に関する対応状況等について調査を行ったところ

であり、結果につきましては、現在、取りまとめてい

るところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　道路行政とモノレー

ル利用促進事業についての御質問の中で、モノレール

の社会実験及びアンケート調査の結果についてお答え

いたします。

　赤嶺駅やおもろまち駅などモノレール４駅６カ所に

おいてオートバイ駐車場の試行実験を行った結果、収

容台数71台に対して駐車台数及び駐車率は、平日平均

で67.4台、95％、休日平均で48.5台、68％でありまし

た。また、アンケート調査については、回答者1103名

のうち、６割が駅前交通広場へのオートバイ駐車場の

設置が必要と回答しています。

　同じく、道路行政とモノレール利用促進事業で、駅

交通広場への駐輪場設置についてお答えいたします。

　今回の試行実験の結果を受けて、モノレールに乗り

継ぐため、駅前の交通広場にオートバイ駐車場を設置

することは、モノレール利用促進の観点から必要と考

えております。そのため、今後、関係機関と設置に向

け協議を行っていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　スポーツ振

興についての御質問の中の、ＦＣ琉球への県の支援に

ついてお答えいたします。

　ＦＣ琉球につきましては、マスコミ報道等にもあり

ますとおり、ＪＦＬの上位２チームに与えられる天皇

杯サッカー全日本選手権大会のシード権を獲得するな
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ど、その活躍は目覚ましいものがあります。県は、Ｆ

Ｃ琉球に対し、これまでホームタウン宣言を初め練習

場の確保及び集客のための広報活動への協力・支援を

行ってまいりました。一昨日、株式会社ドリームファ

クトリー及び「沖縄初のＪリーグチームを誕生させる

会」から県の出資等についての要請を受けたところで

あります。

　今後、ＦＣ琉球を応援する県民機運の高まりやＦＣ

琉球の地域への貢献などを考慮し、ＦＣ琉球の運営母

体である株式会社ドリームファクトリーと意見交換を

行いながら、時期も含め引き続き検討してまいりたい

と思います。

　次に、ホームタウン推進協議会の設立についてお答

えいたします。

　ホームタウン推進協議会につきましては、現在、

ホームタウン宣言をしている沖縄市及び沖縄県のほ

か、沖縄市観光協会等の関係者で構成する「ＦＣ琉球

ホームタウン推進協議会設立準備会」を５月31日に立

ち上げております。

　県としましては、今後、沖縄市や関係団体と連携

し、ホームタウン推進協議会の設立に向けて、他の市

町村や各種団体・企業等にも広く参加を呼びかけ、沖

縄県全体でＦＣ琉球を支援する体制の構築に取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、東アジアの市場開拓についての御質問の中

の、クルーズ船寄港に伴う入国審査等への対応につい

てお答えいたします。

　海外からのクルーズ船乗客につきましては、日本で

最初の寄港地で入国審査を行い、最後の寄港地で出国

審査を行っております。また、税関手続につきまして

は、乗客が船に持ち込んだ荷物のうち、上陸の際に携

行する手荷物に限って検査が行われております。しか

しながら、クルーズ船の接岸後、審査のため、下船ま

で１時間以上要する場合もあることから、これまでも

海外クルーズ会社等から手続の簡素化などの要望がな

されております。そのため、平成21年１月、政府に対

し、入国審査等の簡素化及び体制の拡充強化等への協

力を求めております。また、新たな沖縄振興に関する

制度要望におきましても、手続の迅速化のための入国

審査等に係る体制強化を求めているところであり、県

としましては、引き続き政府に対してその実現を求め

ていきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　東アジアの市場開拓

の中で、県産牛肉の輸出に向けた濁畜場の改善と検査

対応についてお答えします。

　我が国からアジアへ牛肉を輸出する場合は、厚生労

働省等による食肉輸出取り扱い施設としての認定を受

けていること、農林水産省動物検疫所の輸出検疫証明

書の発行を受けることなどの条件を満たす必要があり

ます。

　牛肉については、現行の県内の食肉センターではＨ

ＡＣＣＰ対応の施設となっていないことなどから、輸

出の認定を受けておりません。そのため、県産牛肉に

ついては、一たん輸出取り扱い施設のある鹿児島県に

出荷し、濁畜処理後に県外業者が買い取り、香港・マ

カオ等へ輸出している状況にあります。県産牛肉の輸

出実績は、県外業者からの聞き取りによりますと、平

成22年度で約２トンとなっております。

　県としては、肉用牛の生産振興の観点から、牛肉の

輸出ができるよう濁畜場の改善や検査体制の整備な

ど、ＨＡＣＣＰシステムの構築に向けて、関係部局・

団体等と連携し、取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　それでは、再質問をさせていただき

ます。

　まず通告書と順番をたがえて質問をいたしますの

で、どうぞそのように対応よろしくお願いをいたしま

す。

　まず初めに、スポーツ振興でございますけれども、

先ほど部長の答弁では時期もあわせて出資等につきま

しても検討段階にあるという御答弁でありました。

　今、ＦＣ琉球の置かれている状況をちょっと説明い

たしますと、知事、県がホームタウンを宣言した後に

ＪＦＬで首位を走っているんですよ。前回の試合で負

けましたけれども、２位なんです。それで沖縄県で初

めて天皇杯にいわゆるシード権を得て戦えるような状

況にまでポテンシャルを上げてきているんですよ。そ

ういう意味では、県がやったホームタウン宣言が大き

な励みになっていることは事実なんです。

　その中で、Ｊリーグ昇格に向けて準加盟という一つ

のハードルを越えないといけませんけれども、Ｊリー

グから指摘されているのが幾つかありまして、１つ

は、いわゆる経営形態の強化、さらには、Ｊリーグに

上がるためのスタジアムの建設等々幾つかございま

す。その中でも、ＦＣ琉球につきましては、地元色が

弱いという指摘がされているんですよ。これは何かと

申しますと、いわゆる地元のスポンサー企業が少ない
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というのが一番大きな課題なんです。このスポンサー

企業を今自助努力で頑張って探しているようでありま

すけれども、ホームタウンを宣言した後にはかなりふ

えてきているようであります。しかしながら、それで

も県の出資がないことが企業側からしてみると、県は

どういう対応をされているんですかということになっ

て、ある意味ではそこがＦＣ琉球が県民色いわゆる県

内色を強めていくための一つのハードルになっている

わけです。ですから、県が出資をすることによってイ

ンセンティブがついて、私は地元色がかなり出た感じ

のＦＣ琉球に生まれ変わるだろうと思っているんです

よ。

　そういう意味では、ぜひとも11月までには出資を検

討していただきたいと思っているんです。これはなぜ

かと申しますと、Ｊリーグの中での審査の日程が11月

に行われるらしいんですよ。それに合わせてやらない

と24年度の準加盟が流れるわけです。25年度という形

に延びていきますので、ある意味では県の出資という

のは大きな県民からの期待もありますし、地元のＪ

リーグを育てていくという意味においてのかなり大き

なインパクトにもなりますので、そこは部長が答弁で

はそう答えているんですけれども、知事どうですか、

ここの部分をもう少し踏み込んで、せっかくホームタ

ウンを宣言していただいたんですから、他府県を調べ

てみてもほとんどＪリーグを持っているところは、県

からの出資がございます。さらには、市町村において

もそれはやっております。そこを勘案すると、私は沖

縄県が出資するのはこれは何らおかしい状況じゃない

と思っておりますので、ここは知事から思い切った答

弁をいただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時56分休憩

　　　午後１時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の翁長議員の御説明で、

非常によく御研究されていてかえって私どものほうで

よく理解できましたが、御提案のとおり前向きに対応

していきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　期待をいたしておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。

　次に４番目、道路行政とモノレール促進事業につい

て。

　国交省からこの２輪駐輪場についての通達が来てい

ると思いますけれども、どういう内容になっておられ

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　道路の空きスペース

を利用して、歩道橋の階段の下とか、そういう空きス

ペースを利用していろんな２輪駐車場を含めて自転車

駐車場を含めた形で有効利用するような通達だったと

理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　この問題は、私は３年前から取り組

んでいるんですけれども、なかなか行政用語で善処す

るとか、検討しますということでずっと今日まで来て

いるんですよ。これはアンケート調査、この実証実験

をやった結果が、利用者の中から今県が一番悩んでお

られるこのモノレールの乗客をふやすためのパーク・

アンド・ライド、これにもつながっていくということ

で、私はぜひともこの駅広場の駐輪場の設置というの

は喫緊の課題だと思っているんですよ。ここはやられ

るという答弁だったんでしょうか、もう一度お答え願

えませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今回の調査で利用し

たいということと、また有料でも利用したいという意

見がありますので、県としましてはできたらＮＰＯ団

体と調整して今年度中には設置する方向で検討してい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　これはやるというふうに理解してよ

ろしいですね。もう一度。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　モノレールの利用促

進、また経営にも大きな効果を及ぼしますので、ぜひ

今年度に実施いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　次に、３番目の福祉行政ですが、養

護老人ホーム、今、調査結果を取りまとめ中というこ

とでございますけれども、新聞等にいろんな数字も

載っておりますし、なぜこういうふうに出てきている

かということも含めてもう少し詳しく説明いただけま

せんか。調査の結果が出たからこれが出たんじゃない

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　養護老人ホームのこ

の措置に関しては、市町村が老人福祉法に基づいて措

置するわけですけれども、どうも措置が地方交付税に

なってなかなか措置が審査のほうに回りにくくなって

いる側面があるようです。それでまだ我々は入所相談
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件数だとか入所者の内訳だとか、入所相談への対応状

況とか等々、各市町村に調査しておりまして今取りま

とめ中でありますので、その結果をもって市町村とよ

く協議していこうと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　総務部長、一般財源化したから、今

言う措置の問題がおくれぎみだということになってい

るんですよ。沖縄県の市町村の中でも全く入所判定会

議もやっておられないところもあるし、これは設置で

きているのかどうかも定かじゃないんですけれども、

ただ新聞の報道を見るといわゆる措置がゼロの市町村

があるんです。一般交付税の中で取り上げた基礎算定

分というんですか、この中にはこの措置費というのは

入っていないんですか、どうなんでしょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　養護老人ホームに係

る措置費については、平成17年以降特定財源から一般

財源化され、普通交付税及び特別交付税により各市町

村に措置されているところです。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　だから、それはわかっているんです

よ。ただ、要するに義務的経費の中にこの一般財源と

して入っているものですから、市町村の交付税の中に

これの算定の基礎分が入っているだろうと私は見てい

るんですよ。そういう状況の中で全く措置をしない、

判定会議もやらないということになると、いわゆる老

人福祉法との問題で私は問題があると思っているんで

す。ここの部分を総務部としてどういう見解を持って

おられるか聞きたいんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　これは総務部という

よりも福祉保健部として議員の趣旨もごもっともなと

ころですので、指導を強化していきます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　これは本来であれば財政当局の問題

ですから、財政当局の私は見解を聞きたかったんで

す。これはちょっと研究してみてください。それが市

町村に対しての強い指導という形に変わっていくだろ

うと思いますから、ここの部分を明確にしておきたい

んですよ。

　ちょっと済みません、休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時４分休憩

　　　午後２時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○翁長　政俊君　次に、沖縄振興策について。

　知事、私はこの40年間、沖縄県、ＦＴＺから始まっ

ていろんな経済特区をやってまいりました。しかしな

がら、これはＩＴやそういったものを含めて成功した

分もございますけれども、発展途上もあります。しか

しながら、一番欠けていたものが何だったかというこ

とになりますと、当初の要するにＦＴＺを含めて特区

のいわゆるこの眼点は、加工貿易をやって沖縄県に産

業を興して、ここで沖縄が中継貿易というような形で

の進み方ができないのかというのが基本にあっただろ

うと思うんですよ。しかしながら、これが正直なとこ

ろうまくいっていないと私は見ています。

　そういう反省に立ってですけれども、知事が今回の

議会の中でも述べておられるんですが、振興策を必要

とする理由、これは従来と比べてどういうことなんで

しょうか、ここをちょっとお聞かせいただけません

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　振興策が必要だという理

由、これは二とおりの答え方ができると思います。１

つは、沖縄振興というふうなものが国によって支援さ

れていくその根拠は何かというふうな視点と、ここま

で来た沖縄振興というふうなものがこれから後どうい

うふうな展開をたどるべきかと今議員が言われる２つ

があると思うんですけれども、まず最初の部分でござ

いますけれども、これは知事のほうが何遍も答弁され

ていますように、やはりこの４つの特殊事情、歴史

的・地理的・自然的・社会的なこれがまず相変わらず

存在しているというふうなことがまず一つ大きなもの

であります。

　そしてあと、復帰後40年を経てやはりここまで来た

沖縄のこの地域経済、経済社会というふうなものが今

や沖縄に日本がアジア経済進出する橋頭堡足り得る新

たな背景が生まれてきている。そこに一つの比較優位

というふうなものが沖縄にも出てきているというふう

なものもございます。例えば、これまで不利性として

とらえた本土からの遠隔性、これが東アジアからの近

接性というふうなことに変わっていく。そしてまた、

日本のリゾート地がアジア有数のこの海洋性リゾート

地というふうに評価が高まると、そういうふうなその

動きを踏まえながら、次の沖縄振興についてもまず国

の支援の根拠というふうなものをつくっていく必要が

あろうかと思うんです。
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　２点目に、今議員が言われるように、ここまで来た

その経済社会というふうなものを次にどうつなげてい

くのか。まさにこの40年を振り返ったときに最初の30

年をキャッチアップ、社会資本を中心として建設業を

中心としたそういう経済というふうなのが維持されて

きたと思います。この10年間は観光と情報というふう

に大きく伸びてきた。じゃ、向こう10年間は何を展望

すればいいのか。ここがまさに今回のこの計画の一つ

のポイントになるわけでございますけれども、今後の

大きな経済振興についての考え方は２つあります。１

つは、成長のエンジンとしての１次産業をどうつくっ

ていくのか。沖縄が県外あるいは海外と競争できる産

業群、これは１つは、もう既にリゾートそれから情報

通信関連産業というふうな形で出てきております。こ

れに加えて臨空・臨港型だとか、あるいはまた大学院

大学を含めた知的産業クラスターの形成だとか文化ス

ポーツ、こういう県外から金を引っ張ってくる産業、

これをその一つのグループとして育てていく。あとも

う一つは、この域内の産業をどう活性化させていく

か。成長の姿としての域内の産業をどう活性化させて

いくか。そういうふうな産業群を育てていくために先

ほど冒頭に知事が答弁いたしましたけれども、県全域

を対象に県内地場産業のイノベーションを促進する産

業イノベーション制度というのが一つの考え方。あと

もう一つは、リーディング産業として沖縄新成長産業

振興制度というふうなもの、これをつくっていく、そ

ういうふうな考え方になろうかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　時間の関係もありますので、ひとつ

短くお願いをいたします。

　知事、私どもも実は東京サイド、内閣も含めていろ

いろと議論をしてまいりました。当初、この制度の要

求について大変かなり厳しい御意見でしたよ、官僚の

皆さん方は。しかしながら、その間、県もいろんな資

料を提出しまして、私は官僚が言っていることがほぼ

クリアできているような状況に今あると正直なところ

思っています。ですから、そういう中で一括交付金の

話がややもすると金目の話ですから、このことばかり

に議論が集中しているような感もせんでもないんです

よ。しかしながら、本来であれば沖縄が自立していく

ためには制度をどうするかというのが一番大きな私は

課題だと思っているんです。

　よく竹ざおと電動リールの話をいたしますけれど

も、世界各国のいわゆる特区は電動リールを使ってい

るのに、沖縄県はまだ竹ざおで一生懸命魚を釣ってい

るような状況では、これは幾らジャンプ台をつくって

ジャンプしようと思ってもなかなかうまくいかんと。

今回のこの新しい振興計画をつくるに当たっては、国

が持っている権限を極力地方自治体におろしてもら

う、これが基本中の基本なんですよ。ここの部分の覚

悟が私は日本政府にはなかったと思っているんです。

国家プロジェクトとしての位置づけもなかったし、こ

の理念もなかったし、ある意味では今回、千載一遇の

チャンスですから、私は国が持っている権限を極力地

方自治体におろしてもらう。これは沖縄県におろして

もらうということになるでしょうけれども、そういう

ことをやらないと40年の繰り返しになるやもしれない

んですよ。ここを一番危惧しているんです。知事どう

なんでしょうか、ここの部分は。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさに、そこでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　コメントが短かったもんですから。

ただ私自身も実は、中国のいわゆる特区である深媛と

アモイを見てまいりました。本当に30年前、小さな寒

村だったものが今は1200万人の大都市に生まれ変わっ

ているんですよ。これも中央政府が地方の自治体に権

限をゆだねたから今のような状況ができ上がっている

んです。まさにここが勝負なんですよ。ひとつこれは

今回の制度の要求ではここの部分は何が何でも知事に

頑張ってもらって、一国二制度でしょう、きっと。そ

ういう形で国から移譲をさせてもらいたいとこのよう

に思っております。

　次に、基地問題、もう時間がありませんけれども、

知事、これまで今回の皆さん方の質問を聞いています

と、野党側の質問の中では知事があれほど辺野古はだ

めだと、これは無理だということを答弁されているに

もかかわらず、いわゆる辺野古がだめ、そのかわりも

しかすると県内移設を知事が出口として考えているん

じゃないかという邪推を野党の皆さん方がやっている

わけですよ。ここは、知事がそうじゃないということ

をそろそろ話してもいい時期じゃないのかなと私は実

は思っているんですよ。従来、この基地の議論の中で

はいつもこの部分が質問の中に出てまいりまして、こ

こは知事の普天間の移設問題についての議論の中で、

野党側が一番知りたい部分だろうし、ここの部分はい

かがですか、知事。思いをちょっと話していただけま

せんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私の言葉どおりを受けとめ

ていただければ、何の問題もないんです。
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　確かに、昨年の１月24日までは条件つきでとはい

え、県内やむなし、辺野古をむしろ進めるべきという

ことで私はやってきました。昨年の５月28日の鳩山さ

んの共同発表、その時点で民主党さんが政策を180度

変えたことの納得のいく説明をずっと求め続けていた

んですが、これがいただけなかった。無論、実務的に

は両官房副長官がお見えになったり、幾つかお話もい

ただきました。それで昨年の９月のこの議会で、私は

むしろこういう事態になって沖縄県民、41市町村の首

長さんを初め反対している中で、辺野古を現実に進め

るということは時間がかかる、猛烈に。そしてこれは

事実上不可能に近いということを私はずっと言い続け

てきている。これは逆に、じゃほかの地域はあるの

か。幾つも当時打ち上げられたいろんなのがありまし

たが、ほかの地域も沖縄の中は同じだと私は思ってお

ります。

　したがって、むしろ日本国内の――県外と言っても

私は日本国内を考えておるんですが――そこをやっぱ

り負担の公平化ないしは沖縄の基地負担の軽減という

点で、これはまじめに私はこのほうがもう絶対早い

し、一日も早い普天間の危険性の除去、そして固定化

を避けるという点でもう絶対にこれは日本国内で探す

べきと、これは一種の国内問題化できると私は思って

いるわけです。

　以上でございます。

○翁長　政俊君　ありがとうございます。野党のこの

疑惑も晴れたと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

　　　〔池間　淳君登壇〕

○池間　　淳君　大変申しわけないんですが、質問項

目１と２を入れかえてやりますから、ひとつよろしく

お願いいたします。

　１、地震災害等危機管理対策について。

　東日本大震災でお亡くなりになられた方々の御冥福

を祈り、災害に遭われた皆様に心からお見舞いを申し

上げ、一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

　我々自民党会派は、去る６月６日から10日までの

間、被災地宮城県の南三陸町と気仙沼市を視察いたし

ました。現場では、マスコミの報道や放映からは想像

できないような悲惨な姿を目の当たりにいたしまし

た。地震や津波の怖さはわかっているつもりでありま

したが、これほどまでの魔物であったのかというふう

なことを知る由もありませんでした。

　あの瓦れきの山は早く片づけなければなりません。

そして、いまだ行方のわからない方々の救出も早急に

行わなければなりません。ただ、あの想像を絶する瓦

れきの山を片づけるための時間と労力はどのぐらいか

かるのか、これまた想像を絶するものがありますが、

根気強く支援の輪を広げ、きずなを強くして、東日本

復旧・復興のために頑張らなければならないという実

感でありました。知事ともどもに復旧・復興のために

頑張りましょう。

　被災地での説明の中でよく聞かれたのは、「備えあ

れば憂いなし」という言葉でした。

　そこで次の質問をいたします。

　茨、東日本大震災の教訓から沖縄県の津波対策はど

う見直されるのか。

　芋、避難場所の指定について。

　鰯、埋立地等での避難場所の確保について。

　２、基地問題について。

　沖縄全戦没者追悼式で菅首相は基地問題に触れ、沖

縄だけ負担軽減がおくれていることはざんきにたえな

いとあいさつされました。しかし、会場を後にした記

者団とのやりとりでは、普天間飛行場の危険性を除去

し固定化を避けるためには、辺野古移設しかないと強

調しております。ざんきにたえないとあいさつしなが

ら、舌の根も乾かないうちにこのような強迫まがいの

発言をするのは、やはり菅総理はペテン師なのでしょ

うか。

　東日本復興については、総理自身が燃え尽きる覚悟

で取り組んでみたいという決意をされておりますが、

66年間基地の被害に苦しめられてきた沖縄県民のため

には、どのような覚悟で取り組まれるのかは全くわか

りません。県民の民意は、普天間飛行場は県外・国外

であります。民意を尊重していただきたいと思いま

す。そのような覚悟を持って、総理は取り組んでもら

いたいと思います。なぜ県外を主張してきた政権のも

とで、移設の取り組みもしないまま、新しい基地を配

備するのか納得ができません。

　そこで次の質問をいたします。

　茨、ＭＶ22オスプレイを普天間飛行場に配備するこ

とについて、県の御見解を賜ります。

　３、教育行政について。

　私が物心ついたときには、日本の国旗は日の丸、国

歌は君が代と教わり、学校行事やいろいろな行事にお

いては国旗に向かって国歌を斉唱してまいりました。

特に小中学校のころは、日本復帰運動も盛んに行われ

ておりましたので、正月には必ず学校に行って国旗を

掲げ、国歌を斉唱し、年賀状を先生から受け取ってき

た記憶は今でも鮮明に残っております。

　佐藤元総理大臣が宮古を訪問されたことがありま

す。昭和40年８月であります。生徒会を代表して先生
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方と一緒に宮古本島に日の丸を持って迎えに行ったこ

とは懐かしい思い出となっております。いつから学校

現場では国旗を掲げることがなくなったのか、国歌を

歌わなくなったのかはわかりませんが、ことし３月に

高校の卒業式に参加する機会がありました。国歌斉唱

のとき、生徒の声はおろか先生方の席はひっそりと、

保護者席からも少々歌声が聞こえるような状況で、大

変寂しい思いをいたしました。国旗を尊敬しない、国

歌をわからない、歌えない人に育てられたこの子たち

が大人になって社会に出て、特に外国に行ったとき、

どんな惨めな思いをするのかと思うとぞっとする思い

がいたしました。いつまでこの状態が続くのか心配で

ありましたが、幸いに、最高裁で日の丸に向かって起

立をし、国歌を斉唱せよという職務命令は合憲だと下

されたことは大歓迎であります。

　そこでお伺いいたします。

　茨、日の丸へ向かって起立し、君が代を斉唱するよ

う指示した職務命令が最高裁で合憲と判断されまし

た。教育長と教育委員長の御見解を賜ります。

　芋、日の丸・君が代について、教育長と教育委員長

の今後の方針をよろしくお願いいたします。

　鰯、臨時職員全国最多の解消についての取り組みに

ついて。

　小中学生の学力テスト全国最下位が続いていること

は、この臨時職員全国最多の状況からもうかがえるの

ではないでしょうか。臨時職員人事体制からの脱却の

ため、今後５年から７年は教職員の採用枠を拡大する

計画があり、平成23年度は大幅増員の採用がされると

思います。新しい大城教育長のもとで学力テスト最下

位からの脱出に向けて頑張っていただきたいと思いま

す。そのためにも臨時職員人事体制から脱却していた

だきたい。臨時職員全国最多の解消に向けての教育長

の方針をお伺いいたします。

　４、土木行政について。

　沖縄都市モノレールは、交通渋滞緩和のために建設

され、県民や観光客に喜んで利用されておりますし、

中北部までの延長・延伸が県民から強く要望されてお

ります。特に、浦添市までの延長については、浦添市

民はもちろん、議会や商工会の皆さんからも強く要請

されました。この要請を受けて沖縄都市モノレール延

長検討委員会では、首里駅から西原入り口までの延長

について浦添ルート案を推奨しております。事業化に

当たっての検討を要する事項も提言されたと思います

が、課題解決のために関係機関で頑張っていると思い

ます。早く解決し、早期に事業に着手していただくよ

うよろしくお願い申し上げまして次の質問をいたしま

す。

　茨、モノレールの浦添市への延長についての進瀧状

況と今後のスケジュールについてお願いいたします。

　芋、モノレールの北部延伸について。

　鰯、伊良部架橋の工期が１年おくれたと発表されて

おりますが、詳しい説明をお願いいたします。

　宮古島市の皆さん、特に伊良部島の皆さんはこの発

表に大きなショックを受けていると思います。25年の

３月を一日千秋の思いで待っていた伊良部島の皆さん

の気持ちをどう受けとめておりますか、知事、土木建

築部長。伊良部架橋に関係してきた皆さん方も青天の

へきれきのようだと悩んでおります。何があったのか

と信じられない様子ですが、私も去る２月議会までは

予定どおり工事が進み、25年の３月には完了すると信

じ切っておりました。突発的に発表されるからには何

か大きな問題でもあるのかと疑問を持ちたくなるの

は、私だけではないと思います。残念ではあります

が、おくれた理由を詳しく説明してください。

　允、公共工事の最低制限価格の見直しについて。

　公共工事の最低制限価格の件は、機会あるごとに取

り上げさせていただいております。公契連において

は、日本経済が厳しくなっていく中で、最低制限価格

を80、85、90％と徐々に上げております。我が県も公

契連の決定を採用しておりますが、沖縄県は製造業が

少なく、県経済を支える大きな柱となっている建設業

の最低制限価格は全国並みでなく、沖縄独自の価格決

定をしたらどうかと訴え続けております。全国統一し

なければならない理由はどこにもないと思います。既

に石垣市においては、新しい中山市長が誕生し、最低

制限価格は93％に設定をしております。なぜ地方でで

きるのに、県でできないのか不思議でなりません。

　知事、この沖縄県が設定している90％は、赤字を出

すか出さないかの瀬戸際にあるそうです。なぜこのよ

うな危ない橋を、県経済を支える大きな柱となってい

る建設業の皆さんに渡らさなければならないのか、む

なしい思いがいたします。このような状況が続けば、

雇用の件でも大きな損失が出るはずであります。設計

見積額が適切に行われていれば、100％に設定しても

おかしくないと思います。

　知事、石垣市で公契連から外れた設定ができるの

に、県でできないはずはないと思います。雇用の回

復、経済を活性化させるためにも、ぜひ最低制限価格

は適切に見積もられている設計額に近い設定をしてい

ただきたいと思います。知事の御見解を賜ります。

　印、伊良部の乗瀬橋の改築について、県の取り組み

と今後の見通しについて伺います。
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　伊良部島と下地島を結ぶ乗瀬橋は、現在通行どめさ

れております。早目の改築をお願いしておりますが、

宮古島市との協議が必要だということで、いまだ工事

着工はされておりません。宮古島市とは課題解決に向

けて協議を重ねていると思いますが、乗瀬橋の改築に

ついて、県の取り組みと今後の見通しについてお伺い

いたします。

　５、福祉行政について。

　茨、少子・高齢化対策について。

　少子・高齢化が急速に進行し、我が国の人口は、

2055年には2.5人に１人が65歳以上の高齢者になると

言われております。政府は、この歯どめ対策を早目に

打ち出さなければならないと思います。少子化に歯ど

めをかけるためには、出生率を上げることは当然のこ

とであると思いますが、これが簡単にできないから少

子化が急速に進んでいるわけであります。若者がなぜ

結婚するのをちゅうちょするのか、結婚をおくらせる

のか、なぜ少子化なのか、これは行政にも大きな責任

があるのではないかと私は思います。子供を産み育て

やすい社会環境を形成することによって、若者の結婚

意欲は出てくるのではないかと思います。保育所の問

題、住まいの問題、教育費などなど解決すべき課題は

たくさんあると思いますが、次の質問をいたします。

　ア、多子家庭の県営住宅への優先入居について、私

の質問に対して検討するというふうなことを答弁して

おりますが、結果はどうなっておりますか。

　イ、多子家庭の保育園への優先入園について。

　６、日本オープンゴルフ選手権沖縄大会について。

　仲井眞知事が１期目で誘致に成功した日本オープン

ゴルフ選手権沖縄大会が、あと１年と迫ってまいりま

した。大会に向けての準備は着々と進んでいると思い

ます。ゴルフ日本一を決める大会でありますから、日

本全国のゴルファーはもちろん、全国民の皆さん方が

このテレビ放映を観戦することは間違いないと思いま

す。テレビ観戦する皆様に感動を与えられるようなす

ばらしい大会にすることによって、沖縄をＰＲするこ

とができると思います。

　３年前のちょうど６月議会なんです、この大会の誘

致が決定されたのは。2012年に開催されるこの大会

は、ぜひ仲井眞知事で頑張ってもらいたいという質問

もさせていただきましたし、祈願もさせていただきま

した。知事は当選して、そのとおりになっておりま

す。ぜひ頑張っていただきたいと思います。知事、あ

の誘致した気持ちに返って、すばらしい大会に盛り上

げてください。

　そこで次の質問をいたします。

　茨、大会に向けての取り組み状況について、よろし

くお願いします。

　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時28分休憩

　　　午後２時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○池間　　淳君　芋、大会は本県経済にどのような波

及効果があるのかについてお伺いいたします。

　７、台風２号による被害状況と支援策について。

　茨、離島における農業の振興に取り組んでこられた

作物が大打撃を受けておりますが、何らかの支援が必

要かと思います。県の御見解をよろしくお願いいたし

ます。

　８、北澤防衛大臣の小言発言について。

　オスプレイ配備反対を伝えようとしたときの北澤防

衛大臣の小言発言について、知事の心境を県民に披瀝

願いたいと思います。よろしくお願いいたします。

　再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　池間淳議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、土木行政に係る御質問の中で、モノ

レール延長の進瀧状況と今後のスケジュールについて

という御質問にお答えいたします。

　沖縄都市モノレールの延長につきましては、昨年度

までに着工準備調査といたしまして環境調査、そして

関連街路の設計及びモノレールの基本設計などを実施

いたしたところでございます。今年度は、都市計画決

定及び特許取得など所要の手続を進め、そして実施設

計に着手をし、本格的な事業に取り組んでまいりたい

と考えております。

　次に、日本オープンゴルフ選手権に係る御質問の中

で、日本オープンゴルフ選手権競技に向けての取り組

み状況いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　日本オープンゴルフ選手権競技は、日本プロゴルフ

選手権大会と並ぶ国内屈指の男子ゴルフトーナメント

でございます。沖縄県では、大会開催を復帰40周年記

念事業として位置づけ、全県的な体制で支援をするこ

とといたしております。平成21年３月には、私を会長

とする「日本オープンゴルフ選手権競技」沖縄開催実

行委員会を立ち上げ、官民一体となった支援体制を構

築いたしております。また、平成22年７月には、主催

者であります日本ゴルフ協会と実行委員会との間で大
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会開催に関する契約を締結したところであります。

　今後、会場であります那覇ゴルフ倶楽部と連携を

し、実行委員会のもとに置かれました財務委員会を中

心に前売り入場券の販売やスポンサーの獲得などに取

り組んでまいり、大会成功に向けて全力を傾けてまい

る所存でございます。

　同じく日本オープンゴルフ選手権に係る御質問の中

で、経済効果についての御質問にお答えいたします。

　沖縄銀行のおきぎん経済研究所によりますと、日本

オープンゴルフの開催によります経済効果は、大会事

業費や関係者の宿泊費、そして飲食費など直接的な費

用支出で８億円から12億円の経済効果があると試算を

されております。

　さらに、この大会はＮＨＫさんが４日間にわたり国

内外で中継を放映されるなど、沖縄のゴルフ環境のみ

ならず、リゾート地沖縄を世界にＰＲする絶好の機会

でもあります。スポーツアイランド沖縄の形成はもと

より、観光誘客の拡大にも大いに寄与するものと考え

ております。

　次に、北澤防衛大臣の発言に係る御質問でございま

すが、実は、あのやりとりはあいさつをしている中で

の話ですから、いろんなお小言というような表現が

あったかどうかも、実は私は定かに記憶をしておりま

せん。いろんな方々がいろんな受けとめ方をされてお

られますし、国会で島尻議員でしたか、何か質問もさ

れたやに新聞報道で知っております。

　ただ、防衛問題について意見はいろんな違いがある

にしても、基地問題もあるにしても、意見交換の機会

をしっかり持とうということで、今の内閣でも同一ポ

ストに一番長くおられる大臣であり、沖縄にも何度も

お見えになっておられますから、意見は違っても比較

的よくお目にかかっている方でありますから、そうい

うような雰囲気がお目にかかったときにありました

し、私も140万県民の代表としてオスプレイはだめで

すよというのを申し上げに行ったわけで、これはこれ

できちっと強く反対を申し上げてきたわけです。です

から、目的はきちっと達していると思いますので、そ

の前の初めてお目にかかったときのあいさつの中での

表現だったと思っておりますので、受けとめ方はいろ

いろあろうかと思いますが、私のほうでは余り記憶に

もないぐらいのものだったというふうに受けとめてい

るところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事及び部局長

等から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　地震災害等危機管理対

策についての御質問の中で、県の津波対策についてお

答えいたします。

　県におきましては、現在、「沖縄県地震・津波想定

検討委員会」において、東日本大震災の教訓を踏まえ

た津波対策の強化等を含め、沖縄県地域防災計画の見

直しに向けた作業を進めているところであります。

　東日本大震災においては、それまでの想定を超える

津波が発生し大きな被害が生じたことから、今後、専

門家の委員の皆様の知見を踏まえて、島嶼県としての

津波対策のあり方等について検討を進めてまいりま

す。

　次に、避難場所の指定についてお答えいたします。

　地震や津波等の災害時における避難場所につきまし

ては、各市町村が各地域防災計画において、地形や海

岸からの距離など地域の実情を勘案し、学校や公民館

などの公共施設等を避難場所として指定しておりま

す。県内の各市町村におきましては、平成23年４月１

日現在、1295カ所の避難所が指定されております。

　次に、埋立地等での避難場所の確保についてお答え

いたします。

　埋立地等海岸沿いの低地においては、地震や津波の

発生の際、高台への避難が必要となりますが、その地

形や津波が到達するまでの時間によっては避難場所へ

の避難が困難な場合も想定されます。このような場所

においては、想定される津波の高さ以上の建物や高台

への避難が必要となり、市町村においては、所有者の

了解のもと、想定される津波の高さ以上の建物を事前

に避難ビルとして指定することになっております。県

内の市町村におきましては、平成23年６月29日現在、

26カ所の避難ビルを指定しております。

　県としましては、市町村等関係機関とも連携し、今

後の東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の見直し

の中で、避難ビル、避難所及び避難経路など住民の避

難対策の強化につきまして検討してまいります。

　次に、ＭＶ22オスプレイの配備についてお答えいた

します。

　ＭＶ22オスプレイの配備について、去る６月６日、

沖縄防衛局より口頭にて「地元へのお知らせ」があり

ました。

　沖縄県としましては、当該機種が過去の開発段階に

おいて死亡事故を起こしていること等から県民が不安

を抱いており、十分な情報が示されない現状では当該

配備については反対であります。

　去る６月24日、沖縄県は、普天間飛行場への配備を

含むオスプレイの具体的な運用上の問題等についての
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質問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求

めたところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、日の丸・君が代の最高裁判決についてお答えいた

します。３の茨と３の芋は関連しますので一括してお

答えいたします。

　学習指導要領によりますと、入学式や卒業式などに

おいては、その意義を踏まえ、国旗を掲揚するととも

に国歌を斉唱するよう指導するものと示されておりま

す。今回の最高裁の判決は、その趣旨に沿った判決と

考えております。

　各学校におきましては、学習指導要領に基づき、児

童生徒に国旗・国歌を尊重する態度を指導することは

重要であると考えております。

　次に、臨時的任用教員の解消についてお答えいたし

ます。

　県教育委員会では、平成23年度の小中学校の正式任

用教員を、前年度と比較いたしまして208名増の358名

を採用するとともに、臨時的任用教員61名の改善を

図っております。

　今後とも臨時的任用教員の割合の改善に向けて、年

次的に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　土木行政についての御質

問の中で、モノレールの延伸についてお答えします。

　モノレール延伸については、現時点では明確な方針

等はありませんが、沖縄県総合交通体系基本計画を策

定する際の議論並びに国が実施する「沖縄における鉄

軌道をはじめとする新たな公共交通システム導入可能

性検討に向けた基礎調査」の結果を踏まえながら検討

してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木行政についての

御質問の中で、伊良部架橋の工期が１年間おくれたこ

とについてお答えいたします。

　伊良部大橋については、平成18年11月の風洞実験の

結果、安定性や耐久性に課題があることが判明しまし

た。そのため、主航路部橋種検討委員会を開催し、平

成20年10月にアーチ橋から鋼床版箱桁橋に変更しまし

た。このため、当初計画の平成24年度内の完成を目指

して、伊良部島側へのＰＣ架設げたの移動方法やセグ

メント製作ヤードの追加など工期短縮の検討を行いま

した。しかしながら、施工性、安全性及び経済性から

工期短縮は困難と判断し、やむを得ず工期を１年間延

伸したものであります。

　同じく土木行政についてで、最低制限価格の見直し

についてお答えいたします。

　最低制限価格については、平成21年４月に中央公契

連モデルの改正に伴い、上限を予定価格の85％から

90％に改正しました。さらに、沖縄県建設業審議会に

おいて「沖縄県の実情に適した最低制限価格」につい

て審議し、昨年６月に答申を得て算定式を見直したと

ころであります。その結果、平均落札率は、平成20年

度は90.3％、平成21年度は92.0％、平成22年度は93.6

％と上昇しており、建設業界の厳しい経営状況の改善

や競争性の確保の観点からも現行の最低制限価格は適

正と考えております。

　同じく土木行政で、乗瀬橋の県の取り組みや今後の

見通しについてお答えします。

　乗瀬橋の整備については、宮古島市で実施する取り

壊しとあわせて、伊良部大橋から下地島空港に至る道

路計画を含めて平成23年度に概略設計を行うこととし

ております。平成24年度には、道路及び橋梁の予備設

計を行い、早期整備に向けて宮古島市と連携して取り

組んでいく考えであります。

　次に、福祉行政についての御質問の中で、多子家庭

の優先入居についてお答えいたします。

　県営住宅への入居については、「沖縄県営住宅の設

置及び管理に関する条例」に基づき運用をしており、

平成21年３月の改正により、18歳未満の子が３名以上

いる多子世帯を優遇世帯として取り扱っております。

優遇世帯の入居に当たっては、一般世帯に比べて当選

確率がおおむね２倍になるよう措置しております。

　なお、平成22年度中に県営住宅に入居した多子世帯

数は99戸となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　多子世帯の保育所へ

の優先入所についてお答えします。

　多子世帯については、認可保育所への入所選考に当

たり、優先項目に含めている市町村もあります。ま

た、認可保育所等へ同時入所している世帯の第２子の

保育料が半額、第３子以降は無料になるなど負担軽減

措置もなされているところであります。
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　県としましては、多子世帯への配慮について、今後

とも引き続き市町村に働きかけてまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　台風２号による被害

状況と支援策についての中で、農作物の被害と支援に

ついてお答えします。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。

　今回の被害は、特に農作物の収穫時期に当たる５月

に台風が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴー

ヤー、マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占

めております。被害の内訳は、葉たばこ等農作物が58

億3000万円、ハウス等農業用施設関係が４億7900万

円、家畜等畜産関係が3200万円、林道等林業関係が

4000万円、水産業関係が６億7900万円となっておりま

す。

　農作物等の被害対策としては、農業改良普及セン

ターに営農相談窓口を設置するとともに、被災農家に

対し病害防除の徹底や樹勢等の回復のための肥培管理

などの指導を行っております。

　台風等の被害に対する補償としては、さとうきびに

ついては畑作物共済、水稲については農作物共済、野

菜等については園芸施設共済等があり、加入農家に対

して損害評価後に農業共済金が支払われることになっ

ております。葉たばこについては、ＪＴから災害援助

金が支払われると聞いております。漁船については、

漁船保険制度により保険金が支払われることになって

おります。国の災害復旧事業の対象となる農業用施設

や林道・漁港施設等については、国への災害復旧申請

を早期に行うための準備を進めているところでござい

ます。

　また、農家の経営安定を図るため、農業制度資金等

の償還猶予を行うとともに、６月補正予算において農

林漁業セーフティネット資金借り入れに係る利子助成

を計上しているところでございます。

　今後とも、台風２号の影響による農家支援について

は、農家の要望等を踏まえ、関係機関と連携し対応を

検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時52分休憩

　　　午後２時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　池間　淳君。

○池間　　淳君　教育委員長、先ほどの質問への答

弁、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育委員会委員長。

○教育委員会委員長（中野吉三郎君）　質問通告があ

ればもっと立派にまとめられるかなと思ったんです

が、今は私の私見が入ると思いますので御了承いただ

きたいと思います。

　基本的には、先ほどの教育長の見解と全く同じであ

ります。児童生徒の国旗や国歌を尊重する態度、これ

を指導することは大変重要なことであると考えており

ます。

　もっと聞きたいのはまた後で、私的なことは後で

……。

　以上です。

○池間　　淳君　私、それは聞いていないんですよ。

　議長、休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時56分休憩

　　　午後２時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育委員会委員長。

○教育委員会委員長（中野吉三郎君）　それでは、国

旗や国歌に対する考え方でよろしいでしょうか。

○池間　　淳君　はい。

○教育委員会委員長（中野吉三郎君）　私は、国旗や

国歌に対しては、常に今、日本の顔だと思っておりま

す、特に国歌は。学校現場にいましたときには、いわ

ゆる日本の顔ですから、確かに戦時中は悪用されまし

た。悪い顔なんです。でも、これは幸いとは言いませ

んが、敗戦したために民主国家に生まれ変わりまし

た。民主主義国家としては日本という国は、みずから

の国をよくするのも努力しましたけれども、その他世

界の国々のためにかなり尽くしてきたと見ておりま

す。そういうことで、これはもういいことをしてきた

戦後の日本の顔だと思っています。ですから、敬意を

持ちながら私は国旗を眺めています。

　ここで国旗を否定しながら整形手術して逃げた場合

には、ひきょう者だと思っています。だから、悪いこ

とをせずにいいことをたくさん積んでいけば、多くの

皆さんは、ああ、日本という国はすばらしいと、今度

の被災地に対しても世界のあれだけの国々が支援をし

てきました。これは日本という国が戦後いいことをた

くさんやってきたんだなと自信を持っています。

　ですから、その国旗に対する気持ちは、私はそうい

う気持ちで教え子たちにも会うたびに話をします、卒

業生にも。これは私の基本的な考え方です。そういう
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形で教育はすべきじゃなかろうかと。整形手術して逃

げたら、やられます。ヒトラーのアイヒマンなどは整

形手術してブラジル、アルゼンチンまで逃げましたけ

れども、もうこれは見つかりました。

　ということで、考え方はこれでわかっていただける

かなと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　最高裁で、職務命令されたものは合

憲だというふうにされているけれども、質問の中で、

去る３月に卒業式に出る機会があったけれども、そこ

で全く生徒のほうは歌わなかったというふうなことに

対して、今後そういうことがあっちゃいかぬなという

ふうなことで、この子たちが社会に出て、あるいは外

国に出て、国旗・国歌をわからない日本人だと言われ

たらどうなるのかなというふうなことでぞっとする思

いがしたんですよ。

　だから、今後、この憲法の最高裁の判断を受けて、

現場に対してどういう指導をされるんですか。あるい

はどういう通知をされるのかというふうなことは、こ

れは教育委員会の方針を出せば、きちっと国旗を掲揚

して、それに向かって歌うと、子供たちを育てるとい

うふうなことをしていかなければいけないんじゃない

かというふうに思うんですが、どうですか。これは両

方、教育長もお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育委員会委員長。

○教育委員会委員長（中野吉三郎君）　学校現場は、

やはり信頼関係で成り立っていますので、教職員が卒

業式や入学式の式場で国歌を歌わないなどで懲戒処分

というのはふさわしくないと考えています。しかし、

式場全体の調和を乱すような場合は、職務上の義務違

反だと問われることになると考えています。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいま委員長が答えたと

おりでございますけれども、実はこれまでもさまざま

な通知文を学校現場にも出しております。そういう観

点から、しっかりと学習指導要領の趣旨に沿った指導

にこれからも引き続き取り組んでまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　教育委員長も教育長も指導要領に

沿ってやりたいというふうなことですが、これが実現

されてないからこういう質問をやっているわけなんで

すよ。その後、実現されなかったらどうするつもりで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今、実はその通知文を通し

ていく中で、平成２年以降、掲揚率そして斉唱率とも

100％でございます。

○池間　　淳君　だから、今後どういうふうにします

かと聞いているんだよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時１分休憩

　　　午後３時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　せんだっての最高裁の判決

でも御存じのように、やはり環境を整えるという視点

はとても大事かと思います。ですから、そういった意

味ではやはり自発的な敬愛の対象となるような環境を

しっかりと整えていくことも大事な視点でございます

ので、そういった視点から取り組んでまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　国歌を愛する人は家庭を愛します。

家庭を愛する人は親を大事にするんですよ。だから、

親を大事にしないから学校の先生方を大事にしない子

供たちが多くなってきているんですよ。これはきちっ

とやってください。

　知事、大阪では職務命令に背いた方に対してのいろ

んな条例を制定しようとしているんですが、知事の御

見解を賜りたいと思います、この日の丸問題につい

て。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時３分休憩

　　　午後３時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御議論を伺っています

と、大阪の例はそれぞれその地域によって、また県知

事さんによっていろんな考えがあろうかと思います。

ただ、教育現場については、やっぱり教育委員会の御

意見というのが大事だと思いますし、歴史そして県民

感情、いろんなことを踏まえてこれは考えていくべき

もので、今、大阪の条例をつくってというようなこと

がそのまま参考になるかどうかは、それぞれの地域と

その歴史によるものが多いというふうに考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　外国に行って日の丸を見たとき、大

変な安鐸感を覚えます。これは、やっぱり日の丸は日

本だなというふうなことですよね。それを大事に、大

事にしない人もそこに向かって走るんじゃないかなと
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思っているんですよ。やっぱり子供たちは、ひとつ国

旗・国歌をきちっと尊敬できるような子供に育ててい

ただきたい。

　土木行政について。

　知事、伊良部架橋については、この１年間おくれる

報告が知事にあったのは何月ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時７分休憩

　　　午後３時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多 君）　今の御質問に直ちには

ちょっと答えがたかったんですが、５月の中旬ぐらい

だったと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　こういう唐突な発表だったものです

から、これは多分知事にもそういう報告をされたのか

なと思っています。１年間延期ということは、丸々１

年間延期になりますか。あるいは１年以内にも完成す

るというふうなことはあり得るんですか。それ以上も

あり得るのか、お答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今の工程でいけば１

年以上はないんですけれども、私たち土木建築部とし

ては、できるだけ１年以内の一日でも早目に、島民の

方々も待ち望んでいますので、それを目指して短縮に

努める考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　ありがとうございます。頑張ってく

ださい。知事、激励してください。

　それから、乗瀬橋について。

　これは宮古島市と協議を重ねて、23年、24年の計画

は今聞きました。その後、実施計画というふうなこと

になるんですが、実施計画はいつになるんですか。そ

れは決定もされておりますか、その件についてもよろ

しくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時９分休憩

　　　午後３時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　24年度までの予備設

計まではほぼ計画どおりいきますが、不透明なものが

２つありまして、まず県道の認定の考え方と、あと予

算が震災の影響で24年度の予算からどれぐらい削減さ

れるか、まだ予算の見通しが立たないものですから、

実施設計は新規事業化という形で採択されますので、

25年度ということはまだ申し述べられない状況でござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　いかにこの橋が危険かというふうな

ことがわかりますから、現場視察したらいかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　現場ではもう今交通

どめして、老朽化した橋が現存していますが、地域か

らは早目にその復元を望んでいる気持ちはよくわかり

ますので、予算の状況も見ながら早期着手に向けて取

り組んでまいりたいと思います。

○池間　　淳君　よろしくお願いします。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　一般質問をいたします。

　私は、５月19日から５月25日まで合計約６日間、青

森県八戸市を皮切りに、岩手県、宮城県、福島県の海

岸線に面する市町村の被災地を回ってきました。すべ

ての地域が壊滅的な打撃を受け、そして人々の生活環

境が停止状態でありました。福島原発の影響で浪江町

の20キロ立入禁止区域外及び30キロ以内の飯舘村にも

行っていろんな話を聞いてまいりました。そのような

中で、東北を代表する釜石市、気仙沼、石巻市などの

市街地や港、漁港、ここはふだんは朝から非常ににぎ

わいを見せていただろうと思います。しかしながら、

４時半から大体９時ごろまで歩き回っていましたけれ

ども、人と出会うのは生徒ぐらい。そういう中で、こ

れはもう廃墟の町だなとそういうふうに感じてまいり

ました。

　また、石巻市で午前５時ごろ、ある被災家屋の壁に

こういうことが書いてありました。「安田きり子の遺

体を茶の間に置いて行きます。収容をお願いします。

安田清子。私の連絡先は○○町です」と。そういうこ

とで、自分の身内の遺体さえも収容できない、そうい

う状況に追い込まれたんだなと本当に身震いするほど

ショックを受けてまいりました。

　それから陸前高田市では、ある老婆が隣の人は嫁さ

んも孫も全部流されて亡くなりましたと。しかし、私

は兄と家だけ流されました。だから、私はまだいいほ

うですよ。そういう表現もしておりました。また、小

さな亘理町というところでは、田んぼや畑に瓦れきが

散乱しているわけですね。農家の若い人がこれを除去

するのには何年もかかるだろうとぼやきながら、でも
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やるしかないねと一言漏らしておりました。また、原

発から30キロ以内の計画避難にある飯舘村の男性が、

私たちはまだ恵まれているほうですよと。隣の浪江町

はすぐ強制的に避難だったけれども、私たちは一月間

まだ余裕があったんですよと言いながら、まだ私たち

はいいほうですよと答えてくれていました。

　多くの被災地でこういうことをよく聞きました。だ

けれども、自分の宿に帰ってきてテレビをつけると国

会の論戦というか、ニュースはなぜか非常にかけ離れ

ている。そういう意味で政治というのは一体何なのか

と、また議員とは一体何なのかとそういう思いを自問

自答しながら何となく寂しい気持ちになりました。

　そういうことで、私はこれから私たちがどうあるべ

きか、またどうしなくちゃならないかということから

して、知事にぜひ提言をしてみたいと思っておりま

す。

　それはぜひ岩手県、宮城県、福島県のいずれかに沖

縄県民のウチナー村・琉球村をつくって、だれがもそ

こを拠点にして行けるような雰囲気づくりといいます

か、そうすれば学生であれ、夏休みにその村に行って

何とかしたいということであるならば、ある意味では

非常にボランティアとして参加しやすいのではない

か。また、散乱している瓦れきを除去するためには、

東北・岩手ですから、11月、冬になると寒くてこの瓦

れきの除去もなかなか難しいだろうと。そういう意味

からすると、やはり秋までにはこの瓦れきも何とかし

なくちゃいけない。また、この瓦れきの除去はだれも

ができるだろうと私はそういうふうに思っていますの

で、知事その辺のところをぜひ一度ウチナー村という

か、琉球村というかそういうのをつくって青年たちが

だれでもそこに行ってボランティア活動できるような

仕組みをぜひつくっていただきたいなと思っておりま

す。

　質問に入ります。

　まず、沖縄振興特別措置法について。

　茨、これまでの新法の制定に向けた取り組みの経緯

について。

　ア、政府との交渉はどうなっているか。

　イ、新法の制定について、民主、自民党、各党の取

り組み等について説明されたい。

　ウ、一括交付金等に対する各党の政策を説明された

い。

　エ、８月の概算要求に向けた具体的な取り組みと要

求の内容について説明されたい。

　芋、今後の県の方針及び取り組みについて伺いま

す。

　２、軍転特措法について。

　茨、沖振法と比較して政府及び各党の関心度は低

く、新法制定に向けてのハードルは高いと考えます

が、政府及び各政党の動きと認識について説明をされ

たい。

　芋、着弾地及び山林原野等の北部地域の跡地利用

は、県が提案している跡地利用推進法（案）で完結す

るか伺います。

　３、北部振興について。

　茨、北部振興に対する政府の方向性と県の今後の対

策について伺います。

　４、観光振興について。

　茨、観光客の落ち込みで観光産業と農林水産業等に

大きな影響を与えている。現状と今後の対策を説明さ

れたい。

　芋、高速道路の運賃低減のために、従来どおり特別

調整費を活用できないか。

　５、農業問題について。

　茨、台風被害状況と農業共済加入状況について伺い

ます。

　芋、台風と潮害に強い農業の構築が求められている

が、県の施策と今後の方向性を伺います。

　６、北部地域の河川の整備について。

　茨、自然環境を豊かにするためにも河川の整備は必

要であると考えるが、北部地域の河川の現況と今後の

対策を伺います。

　７、億首川の整備について。

　茨、億首川の整備について、これまで事業を導入し

たことはあるか。

　芋、ボードウォークが建設されているが、県は建設

に当たってどのように指導し協議したのか伺います。

　鰯、現在の億首川の自然環境はどのように評価して

いますか。

　８、ＴＡＴＴＯＯ（入れ墨)の事業所の開設につい

て。

　茨、ＴＡＴＴＯＯの営業許可と県内の事業所の数に

ついて伺います。

　芋、衛生面等の指導及び監督はどうなっているか、

説明をされたい。

　９、ＭＶ22オスプレイの配備について。

　茨、オスプレイの県内配備についてアメリカ政府の

動きはいつごろからと判断しているか。また、このよ

うな動きに対する政府の対応はどうだったか伺いま

す。

　芋、オスプレイの県内における訓練はどのように行

われるか説明されたい。また、アメリカにおける訓練
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内容についても説明されたい。

　10、地位協定について。

　茨、西銘元知事から現仲井眞知事まで訪米し、地位

協定等の改定について要請したが、その主たる内容と

アメリカの対応の変化及び成果について説明された

い。

　芋、政府にも軍転協を中心とした要請行動を展開し

たが、その主たる内容と政府の対応について伺いま

す。

　鰯、各政党の地位協定の改定に対する取り組みとそ

の内容について説明されたい。

　允、アメリカ軍が駐留する各国においても地位協定

が制定されていると思うが、我が国との主たる相違点

を説明されたい。

　以上であります。また、再質問をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの租田勝廣君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時19分休憩

　　　午後３時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の租田勝廣君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、沖縄振興特別措置法についての御質問の中

で、今後の県の方針、取り組みについてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　これまで４次の沖縄振興に関する法律は、国会にお

いて全会一致で可決されてきました。東日本大震災や

原子力発電所事故の対応、そして予測がつかない政局

の行方等、さまざまな要因がありますが、今回の新た

な沖縄振興のための法律の制定に当たっても、全会一

致での可決を目指して取り組みを深めていきたいと考

えております。

　議員各位におかれましても、それぞれの政党の本部

や国会議員への働きかけをぜひお願い申し上げる次第

でございます。

　次に、北部振興に係る御質問の中で、北部振興に対

する政府の方向性と県の今後の対策についてという御

質問にお答えいたします。

　平成24年度以降の北部振興につきましては、本年５

月の衆議院沖縄・北方特別委員会におきまして、枝野

沖縄担当大臣は「引き続き産業の振興や定住条件の整

備を進める」と表明し、継続して取り組む姿勢を示し

ております。

　沖縄県といたしましては、県土の均衡ある発展を図

る観点から、平成24年度以降におきましても北部振興

に関する事業の継続は必要であると考えております。

北部12市町村の意向を踏まえ着実に実施できるよう地

元との連携のもと積極的に支援してまいりたいと考え

ております。

　同じく北部地域の河川の整備についての御質問の中

で、北部地域の河川の現況と今後の対策についての御

質問にお答えいたします。

　北部地域では、県管理37河川のうち、億首川や奥川

など７河川につきまして整備を推進しております。整

備に当たりましては、浸水被害の軽減を図りながら、

沖縄特有の自然景観や豊かな生態系に配慮しました

「多自然川づくり」を進めております。

　次に、億首川の整備についての御質問のうち、億首

川の自然環境の評価についての御質問にお答えいたし

ます。

　億首川の下流域につきましては、沖縄本島でも有数

のマングローブ林が生育いたしていることや、多様な

底生動物、魚類等の生息が確認されるなど豊かな自然

環境が残されております。環境保全の重要性につきま

しては、十分認識をいたしております。

　県といたしましては、治水との整合性を図りつつ自

然環境に配慮しながら、地元とも連携をし、河川の整

備及び維持管理を適切に行ってまいりたいと考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興特別措置法につ

いての御質問の中で、政府との交渉についてお答えし

ます。

　沖縄県は、新たな沖縄振興のために要望している諸

制度を盛り込んだ法律の制定について、これまで沖縄

政策協議会及び沖縄振興部会を通して政府に要望し、

協議を重ねているところであります。去る６月23日の

全戦没者追悼式における首相あいさつ及び同24日の官

房長官の沖縄振興開発金融公庫の存続等に関連する発

言に見られるように、来年４月以降には県が求める諸

制度を盛り込んだ新たな法律がスタートするものと認

識しております。

　次に、新法の制定に向けた各党の取り組みについて
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お答えします。

　民主党においては、昨年12月に「沖縄協議会」を立

ち上げ、県内の各団体等からの意見聴取を進め、党と

しての新たな沖縄振興策の検討を行っているところで

す。さらに、本年５月には党の政策調査会のもとに

「沖縄政策ＰＴ」を設置し、一括交付金など具体的な

沖縄振興策の検討を行い、一括交付金については６月

に、その他の主要論点については７月上旬に協議会で

決定し、幹事長から政府へ提案するとの予定です。自

民党においては昨年10月に沖縄振興特別委員会を再開

し、党としての新たな沖縄振興策の中間報告を11月に

公表いたしました。これをもとに県の制度提言の内容

も踏まえて、議員立法を念頭に置いた党としての法律

案について具体的な検討作業を行っているところで

す。国民新党においては４月に沖縄振興委員会を設置

し、今月中には「新しい沖縄振興に関する提言書」を

政府に提出する予定とのことです。公明党、社民党、

共産党においてもそれぞれの県連と党本部において、

沖縄県の要望も踏まえて新たな沖縄振興について検討

を進めているところと聞いております。

　次に、一括交付金等に対する各党の対応についてお

答えします。

　去る６月23日に開催された民主党沖縄政策プロジェ

クトチームにおいて、沖縄振興一括交付金(仮称)につ

いては、「内閣府が計上する振興予算の補助金・交付

金を原則廃止した自由度の高い交付金として交付すべ

き」などの考え方が示されたとの新聞報道があったと

ころであります。また、自由民主党につきましては、

沖縄振興特別委員会において現在検討がなされている

ところであります。他方、新聞報道によると、国民新

党からは、沖縄県が創設を求めている交付金とは、対

象範囲、使途の自由度などが異なる制度などが提案さ

れる予定とのことであります。公明党、社会民主党、

共産党においては、沖縄県が望む自由度の高い交付金

の創設についておおむね御理解をいただいているもの

と考えております。

　沖縄県としては、今後とも各政党の御理解と御協力

がいただけるよう努めるとともに、県議会、市町村、

関係団体等との連携を図り、沖縄振興一括交付金を初

め本県の要望する制度の実現に向けて、引き続き取り

組んでまいりたいと考えております。

　次に、軍転特措法についての御質問の中で、軍転特

措法にかわる新たな法制度に対する政府及び各党の動

きと認識についてお答えします。

　県におきましては、県及び跡地関係11市町村で構成

する「跡地関係市町村連絡・調整会議」において取り

まとめた「駐留軍用地跡地利用推進法要綱県案」を踏

まえた新たな法律の制定について、関係大臣等へ要請

を行ったところであります。また、各政党への説明も

随時行っており、今後とも意見交換等を行いながら新

たな法制度の制定に向けた取り組みを進めてまいりた

いと考えております。

　次に、北部地域の跡地利用は駐留軍用地跡地利用推

進法要綱県案で解決するかとの御質問にお答えしま

す。

　要綱県案では、返還前の基地内立入調査や、原状回

復措置の徹底、給付金制度の見直し、公共事業費の全

額負担など、北部地域の着弾地及び山林・原野等も含

めたすべての跡地への対応が可能となるものとしてお

ります。

　県としましては、国に対し、要綱県案を踏まえた駐

留軍用地跡地利用推進法の制定を強く求めているとこ

ろであります。

　次に、観光振興についての御質問の中で、高速道路

の運賃低減のための特別調整費の活用についてお答え

します。

　沖縄自動車道の割引については、沖縄政策協議会の

決定に基づき、平成11年７月１日から平成14年３月31

日までの間、特別調整費により実施し、その後も毎年

国等関係機関と協議の上、継続実施されてきたところ

であります。その後、平成20年10月からはＥＴＣ車を

対象とした割引制度が全国的に開始されたことから、

県としては、全国の高速道路料金の動向や特別調整費

の産業振興分野での有効活用といった点なども踏ま

え、平成22年度末で特別調整費の活用の中止を決定し

た経緯があります。そのため県では、国及びＮＥＸＣ

Ｏ西日本に対し、沖縄自動車道は唯一の高速移動手段

であり、定時・定速性の確保や北部振興に大きな役割

を果たしていること、この間の料金割引による交通量

と料金収入の増加を踏まえるよう特別の配慮を求めた

ところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　沖縄振興特別措置法に関

する質問のうち、概算要求に向けた具体的な取り組み

と要求の内容についてお答えいたします。

　沖縄県においては、現行の国直轄経費及び市町村の

事業費を含めた内閣府沖縄担当部局予算の全額に加

え、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に盛り込まれた

施策の展開に必要な財源を沖縄振興一括交付金の対象

とすることを国に求めております。
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　概算要求に向けましては、必要となる国費総額を確

保すべく関係機関と調整を進めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光振興に

ついての御質問の中の、観光客の落ち込みの現状と今

後の対策についてお答えいたします。

　入域観光客数は、昨年の12月以降、円高による海外

旅行の増加や、本土―沖縄間の航空路線の廃止等に伴

う提供座席数の減少により、６カ月連続で減少傾向が

続いております。また、東日本大震災の発生以降は、

旅行の取り消しや手控え等により、入域観光客数は３

月から５月まで累計で前年同月比約29万人、19.5％の

減少となっております。

　県としましては、国内の需要回復に向けて各旅行社

の沖縄プロモーション等に対する支援を実施しまし

た。また、海外対策としましては、重点市場である台

湾や香港、中国、韓国を中心に、有力メディアを招聘

し、沖縄情報の発信に取り組んでいるところでありま

す。今後とも、さらなる需要拡大に向けて、もう１泊

滞在キャンペーンや国内外のチャーター便に対する支

援、中国人観光客の誘客キャンペーン等を強化してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　観光振興の中で、農

林水産業の影響の中においてモズクと海ブドウの現状

と対策についてお答えいたします。

　モズクや海ブドウについては、観光客の落ち込みで

単価の影響は少ないものの、販売量が落ち込み、売り

上げが減少している状況にあります。モズクについて

は、観光客向けの出荷が多い恩納村では、昨年の６月

の売り上げ849万円に対し、ことしの同月の売り上げ

は751万円と約12％の減となっております。また、恩

納村の海ブドウについては、昨年の６月の1650万円に

対し、ことしの同月の売り上げは1289万円となり、約

22％の減となっております。これらの影響への対策と

しては、モズクは養殖共済での対応となり、共済加入

者に対しては生産額に対する減収分の共済金が支払わ

れます。また、海ブドウについては、生産者で構成し

ている「海ブドウ生産者協議会」に対し、高品質で安

全・安心な商品の確立のための品質及び衛生管理基準

の策定や、ポスター等の作成・配布及び量販店等にお

ける展示販売等を支援しているところでございます。

また、影響を受けているモズクや海ブドウの生産者に

対しては、農林漁業セーフティネット資金の活用を促

進してまいります。

　県といたしましては、今後ともモズクや海ブドウの

販路拡大に努めてまいります。

　次に、農業問題の中で、台風被害状況と農業共済加

入状況についてお答えします。

　台風２号による農林水産業関係の被害総額は、６月

10日現在で約70億6000万円と見込んでおります。今回

の被害は、特に、農作物の収穫時期に当たる５月に台

風が発生したため、葉たばこ、さとうきび、ゴー

ヤー、マンゴーなどの農作物が被害全体の約８割を占

めております。

　なお、農作物の被害としては、葉たばこ等農作物が

約58億3000万円となっております。平成22年度の農業

共済の加入状況は水稲が約95％、さとうきびが約40％、

園芸施設が約16％となっております。

　次に、台風対策と今後の方向性についてお答えしま

す。

　本県の農業振興を図るためには、毎年襲来する台風

等の災害対策が重要であります。このため、県では、

台風対策として、防風・防潮林の整備、台風に強い耐

候性ハウス等の施設の整備、耐風にすぐれた新品種の

開発と普及、台風前の対策と台風後の対応を取りまと

めたマニュアルの作成、「防風林の日」による防風林

の重要性の普及啓発、農業共済の加入促進などの諸施

策を総合的に推進しているところであります。

　県としては、今後とも市町村、関係団体と連携し、

台風に強い農業振興に取り組んでまいります。

　また、農業共済制度への加入率向上を図るため、新

たな沖縄振興に向けた制度提言の中で、農家負担共済

金を全国平均並みに軽減する「沖縄型農業共済制度」

の創設を国に対して要望しているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　億首川の整備につい

ての御質問の中で、億首川のこれまでの事業について

お答えいたします。

　億首川については、国の億首ダム建設を踏まえ、平

成20年度に河川整備計画を策定しております。現在、

億首ダム上流の金武町喜瀬武原地区において、河道拡

幅整備を進めているところであります。

　同じく億首川の整備で、ボードウォーク建設に当

たっての協議等についてお答えいたします。
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　金武町が億首川下流のマングローブ林に建設する

ボードウォークを含めたプロムナード施設整備につい

ては、河川占用物となるため、平成21年度より河川管

理者である県との占用協議が行われております。協議

の主な内容は、当該施設が河川管理施設構造令及び工

作物設置許可基準を満たした施設であることを確認し

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　タトゥーの営業許

可、事業所及び衛生面等の指導について一括してお答

えします。

　医療法や生活衛生等の関連法においては、タトゥー

ショップ等に対し、営業許可の申請や届け出に係る義

務規定がなく、県内の事業所数を把握する状況にあり

ません。同店での行為により、健康被害が生じたとす

る情報がある場合は、調査し、その結果を踏まえ必要

な指導を行うこととしておりますが、健康被害があっ

たとする情報は受けておりません。

　なお、沖縄県青少年保護育成条例において、未成年

者に対する入れ墨を施す行為は禁止されております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　ＭＶ22オスプレイの配

備についての御質問の中で、オスプレイ配備に係る米

政府の動きと日本政府の対応についてお答えいたしま

す。

　去る６月６日の米国防省の発表では、海兵隊は、軍

全体でＣＨ46を段階的に減らし、ＭＶ22に換装するプ

ロセスにあり、米本国の部隊から開始されるとしてお

りますが、当該機種の沖縄配備についていつごろから

動きがあったかについては承知しておりません。政府

は、県の累次にわたる照会に対し、オスプレイの沖縄

配備については、現時点では米国政府から日本政府へ

の正式な通報はなく、確定しているわけではないと承

知しているとしておりました。

　米国防省は、ＭＶ22オスプレイは、2012年の遅くか

ら第３海兵機動展開部隊のＣＨ46と代替することにな

るであろうとしており、同部隊が駐留する普天間飛行

場周辺を初め運用が予想される北部訓練場等への影響

について十分な説明を求める必要があることから、６

月24日、県は質問文書を防衛省に提出し、速やかな回

答を求めたところであります。

　次に、オスプレイの訓練についてお答えいたしま

す。

　オスプレイの具体的な訓練内容については、明らか

にされていないことから、去る６月24日、沖縄県は海

兵隊の活動エリア、オペレーション、旋回飛行訓練、

キャンプ・ハンセン、北部訓練場などへの影響を含む

オスプレイの具体的な運用上の問題等についての質問

文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明を求めた

ところであります。

　次に、地位協定についての御質問の中で、地位協定

見直しに向けての訪米要請の内容と、米国の対応、成

果についてお答えいたします。

　県におきましては、平成13年の稲嶺元知事の訪米か

ら、日米地位協定の抜本的な見直しについて、米国政

府に対し直接要請しております。また、平成21年に

は、仲井眞知事が渉外知事会と連携して訪米し、環境

特別協定の締結を含む地位協定の見直しを強く求めた

ところでございます。その結果、昨年５月の日米共同

発表において、環境に関する合意について速やかかつ

真剣に検討することが示され、昨年12月には、日米両

政府の作業部会が設置されたところであります。現

在、民主党政権では、同協定の改定を提起するとして

おり、県としましては、引き続き軍転協や渉外知事会

等とも連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通し

て粘り強く日米地位協定の見直しを求めてまいりま

す。

　次に、軍転協要請を中心とする要請内容と政府の対

応についてお答えいたします。

　県は、平成12年に地位協定に関して、施設・区域の

管理権や刑事裁判権についての見直し要請11項目を取

りまとめておりますが、現在、軍転協が要請している

地位協定の見直しは、県の要請と同様の内容となって

おります。政府は、日米地位協定の改定を提起すると

しているものの、これまで改定の方針等が示されてい

ないことから、去る２月、軍転協を通じ、早急に見直

し作業に着手し、実務的な対応を行うよう求めたとこ

ろであります。これに対し、政府からは去る５月に、

地位協定については、今後とも日米同盟をさらに深化

させるよう努めていく中で、普天間飛行場移設問題な

ど他の喫緊の課題の進展を踏まえつつその対応につい

て検討していく旨の回答が示されたところでありま

す。

　次に、各政党の取り組みと内容についてお答えいた

します。

　日米地位協定の問題について、これまで自民党国会

議員等の有志で構成する「日米地位協定の改定を実現

し日米の真のパートナーシップを確立する会」が平成
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15年に地位協定改定案を作成し、米国政府に要請を

行っております。また、社民党では平成13年、公明党

では平成15年に、地位協定の見直しを行うプロジェク

トチームが、民主党では平成16年に沖縄基地問題プロ

ジェクトチームがそれぞれ設置されております。平成

20年には、民主党、国民新党、社民党が三党統一案を

作成するとともに、平成21年９月には、与党三党の

「連立政権樹立に当たっての政策合意」の中に「日米

地位協定の改定を提起する」ことが示されておりま

す。さらに、昨年度５月の民主党マニフェストにおい

て「地位協定の改定提起」が示されております。

　次に、他国の地位協定と日米地位協定との違いにつ

いてお答えいたします。

　米国議会調査局の資料によると、米国は地位協定と

みなされる合意を100カ国以上と結んでいるとされて

おります。主な諸外国の地位協定として、ドイツのボ

ン補足協定、米韓地位協定がありますが、各協定とも

条項の内容に差異はあるものの、総体的には、相当程

度共通しているものとされております。

　主な違いとしては、ドイツのボン補足協定では、原

則として受入国の国内法を適用することが明記されて

いるほか、環境保全を目的とする詳細な規定が設けら

れております。日米地位協定では、日本国法令の尊重

義務は明記されているものの、環境に関する規定は設

けられておりません。また、米韓地位協定では、刑事

裁判権に関連し、被疑者の拘禁移転を起訴時点として

おり、日米地位協定と同様の規定となっております

が、拘禁移転の対象犯罪を12種類に限定しており、そ

の他の犯罪については、判決確定後となっておりま

す。日米地位協定では、拘禁移転は犯罪類型にかかわ

らず「起訴時点」となっており、さらに、運用改善に

より、殺人、強姦という凶悪な犯罪の場合には、起訴

前の拘禁移転についても、米側は好意的考慮を払うこ

とになっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　北部振興について、知事は継続をし

ていくと、北部12市町村でやっていくということを

おっしゃいました。

　企画部長、皆さんのいわゆる一括交付金の中に基本

的政策企画立案経費という形で計上していますよね。

その北部振興との関係はどうなるのか、ちょっとお聞

きしたい。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほど総務部長からも次

の概算要求について話がありましたけれども、現在取

りまとめをしている最中でございまして、その中で北

部振興費についての位置づけを考えていきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それからマングローブについてです

ね。この関係課はどうなっていますか、環境生活部

長、見に行ったことありますか、億首川の。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　億首川周辺、視察し

たことはございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　皆さんの辞書というか発行物に、ま

さにマングローブという字はありますか、ないでしょ

う。環境白書にマングローブという字は出てこないで

すよね。マングローブに対する政策的な皆さんの考え

方ちょっと言ってくれますか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　マングローブという

のは、汽水域に生えやすい木が全体的に生えて一つの

群落みたいな形で形成するのがこれは俗称的な言い方

でマングローブ地帯というふうな形で言っております

けれども、県内では億首川、それから多くは西表の汽

水域に群落しております。

○ 田　勝廣君　僕が聞いているのは、マングローブ

に対する施策はあるかということです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時16分休憩

　　　午後４時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　マングローブ自体に

対する施策というのは、それ自体を例えば植林をふや

すとか、保全するとかいう形で施策自体はありますけ

れども、事業としてはいかにそのマングローブ林を全

体としてどのような形で利活用するかという視点で、

マングローブに関する施策はあるというふうに理解し

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　先ほど知事が自然環境を豊かにする

ために河川を整備したいと言ったんで、ではマング

ローブとその河川との関係をどうとらえるかと。

　それから土建部長、億首川のそのボードウォークを

つくるときに何本ぐらいマングローブを切ったのか。

それとまた、環境課と調整したことはあるかどうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　ボードウォーク設置
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のマングローブの伐採本数は、325本でございます。

その際、自然保護課とも調整をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　マングローブにはどのぐらいのマン

グローブが群生していますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　面積比から想定する

と１万1000本でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　面積の密植率はどのぐらい計算して

いるんですか。

○土木建築部長（当間清勝君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時18分休憩

　　　午後４時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　今後マングローブについては、環境

生活部とそれから土木建築部と協議して行わないと自

然保護できないと思いますので、そこら辺は意見とし

て言っておきます。

　それから総務部長、８月の概算要求は調整すると書

いてあったけれども、まだできていないんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　まず国自体が概算要求を

８月にするのか、延びるのかということについてまだ

少し不明な点がございます。

　もう一点は、国自体も今回の概算要求ですけれど

も、我がほうが3000億の一括交付金という形で求めて

いるものですから、こういう形での概算要求をやるの

か、それとも従来どおりの概算要求になるのか、その

点、国の考え方がまず示されておりません。

　そういった関係で言いますと、今後それも含めてど

ういった内容で、どういった時期に、どういった方法

でやるのかということについて調整してまいりたいと

いうことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　総務部長の頭の中にはあるんです

か、その大体、形は。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　まず従来の概算要求と、

私は中身も含めて県の姿勢も含めて異なっていると思

います。従来ですと国の振興計画に基づく国の予算と

いう観点なんですけれども、今回は「沖縄21世紀ビ

ジョン」の基本計画もつくりましたし、それを実現す

るための国の支援予算という観点でございますので、

少し思いを異にしているものですから国としっかりと

調整しないと、国は国で財務省に対して概算要求をし

なきゃいけないわけですから、内閣府は。そのあたり

の調整が今後必要だなと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　国は大体いつごろまでに概算要求を

出しなさいと言っていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　これは内閣府から対財務

省に対してですけれども、８月31日までに概算要求を

しなきゃいけないとこれは政令で決まっています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　大体まとまっているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　ですから、先ほど少しお

答えしましたけれども、国の概算要求基準そのものは

まだ決まっておりません。そして今国のほうは３次の

補正予算を組もうとしていますので、まずは３次補正

予算を組んで、その後、中期見通し等々が発表されな

いとなかなか国も概算要求基準がつくれないかと思っ

ています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると、我がほうはもういわゆ

る財政革命するわけですよね、財政革命。

　企画部長、そうすると例えば今の105条関係のいわ

ゆる補助率は全部なくなっちゃうわけでしょう、それ

が約1300億円ですよと。そうすると、今度はまた総合

事務局があるわけですよね、1000億と。それとあと

700億円は今後の対策費としておきましょうと。そう

すると、概算要求のときに国の方針が決まらないと我

がほうだって決めることできないでしょう。企画部

長、どうするんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まさに今総務部長がお答

えしたとおりで、法律が根拠はないという形で次の概

算要求をどうしていくのか、ここのところをしっかり

相談をしていかなきゃいけない部分だと思います。端

境期の中で、一括交付金についての国の方針等が示さ

れる中で、その考え方というのは整理されてくるもの

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　要するに、今の法律でみんなやるわ

けでしょう、基本的には今の沖振法で。要するに、振

興開発の会議の中でいろいろ議論されるわけでしょ

う、予算要求も沖縄振興開発計画も基本的には。だけ

ど、今の場合だとするとかなりおくれる可能性が出て
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くるでしょう。どうですか、企画部長。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これもまた先ほども総務

部長が答えたとおり、概算要求基準というふうなもの

が示される中で具体的な数字というふうなものの方向

が決まっていくと思います。

　そしてまたもう一つ、今さき言われました一括交付

金制度でやっていくときに、従来の補助事業という形

でその概算要求を組むのかどうか、そこのほうをしっ

かり調整をしながら整理をしていく必要があろうかと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから105条関係のものは全部なく

なっちゃう。それで1300億円の一括交付金。結局、総

合事務局は平成24年か26年にかけて法制化をすると、

26年になくなるだろうと。すると、その間はどうする

んですか。この1000億の範囲は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　国の出先機関の見直し

は、これは23年中には決定をして26年までに移管をす

るというふうなことになります。そうしますと、その

組織がある間はどうするか、ここのところはまだ見え

ないわけですけれども、ここのところはやはり具体的

に整理をしながら進めていくことになろうかというふ

うに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　見えないから要求のしようもないん

じゃないのかと僕は言いたいわけですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　概算要求の期限もあり、

また今まさに国のほうでは、民主党の幹事長のもとで

沖縄振興の一括交付金について議論がされているわけ

でございまして、その方向が出る中でそれは整備がさ

れていくものというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　総務部長、これ1000億を引いちゃう

のかな、1000億引いちゃうの。引いて要求するの、概

算は。見えないから。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど来申し上げていま

すように、国の概算要求基準そのものがよくまだ見え

ていません。もう１点は、今我々としては従来でも国

の直轄分も含めて内閣府のほうは概算要求という形で

言ってきますので、その中に盛り込まれた形での概算

要求になろうかと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると、今度はこの1000億は別

に置いておいて、法律は26年からしか施行しないわけ

だから、順調にいっても。その1000億要求しなさいと

いうと県は越権行為になるんじゃないの。要求できな

いんじゃないの、現にあるんだから、26年までは。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　そこはまさに政府が方針

を示してくれるものというふうに思います。一括交付

金というふうな方針が出れば、現行のこの法律との整

合をどうするかとかいうふうなものが具体的に整理さ

れてくるものというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そういうまだ不明確な点があるとい

うことだけは指摘しておきたいと思います。それから

700億だけれども、これは例えば1300億と違って法的

な根拠がちょっと未確定というか、不明である。実

際、その法的根拠を確立するためにはどうすればいい

かという、そこをちょっとお聞きしたい。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　予算の水準そのものは、

現行の法律の中で打っているわけではないわけです

ね。現行法律で打っているのは、財政措置としての高

率補助だけです。では毎年組まれている一括計上予算

というのが、すべて法律に根拠を置いた予算なのかと

いうと、そうではなくて、例えば特別調整費だとか北

部振興費もしかりですが、それから企画立案等経費も

これはその沖振法の中にはないわけです。そういう意

味では予算はそのときの財政水準で決まっていく、そ

ういう性格のものがあるというふうなことです。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だからいわゆる予算の範囲内でとあ

るでしょう、予算の範囲内でというものですよ。要す

るに国が決めるときに予算の範囲内でやりますよと。

しかし、我がほうはやっぱりいろんな諸問題を解決す

るためには700億必要だといって、さまざまなここに

財政措置27項目を挙げているわけですよね、こうし

て。（資料を掲示）　だからその27項目の根拠をやっ

ぱりこれは官僚にも理解できるように、これを示さな

いと、イエスと言わないんじゃないかと、根拠が薄い

から。その辺どう考えているかということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まさにそのとおりだと思

います。その項目をしっかり説明できるような形で整

理をしていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　本当は個別的に議論しようと思った
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けれども、ちょっと時間がないので個別的には議論で

きないけれども、要するに3000億の中の700億円は予

算の範囲内であるとか、今から例えば法律をつくろう

とか、それから離島に対する振興では法律をつくって

みたいとか、こう書いてあるんですよ、項目別ごと

に。書いてありますよね、内容から見ると。例えば産

業振興の６項目から始まって、これはよく環境共生と

かいっぱい出てくるわけですよ。（資料を掲示）　こ

れは皆さんのいわゆる27項目の中のいろんなやり方が

あって、今度はそれに対してさっき27項目の数字、こ

れは出している部分と出していない部分があるわけで

す。これは大体いつごろまとまりそうですか、この数

字を出すのは。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは、今、総務部のほ

うで各部局から取りまとめている最中ですけれども、

必ずしも27項目に限らず次年度からの新しい計画期間

中に展開されるであろう施策の財源も含めてまとめて

いくということになろうかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　答弁時間がちょっともうないものだ

から簡潔に答弁していただきたいけれども、これにつ

いてはもう後で議論しましょう。もっとこれからまだ

まだいろいろ議論をしていきます。

　タトゥーについて、部長、何もないの、この規制。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　タトゥーにおいて

は、現在若者を中心にファッション感覚でやっていて

……。

○ 田　勝廣君　そういう意味じゃないよ、規制はな

いのかと聞いているんですよ。

○福祉保健部長（宮里達也君）　規制はないです。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　規制がないとどうするの、自由。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　成人が自分で希望し

て受けに行った場合は、明確な規制する法律は今のと

ころない。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると皆さんが言う感染症があ

るでしょう。いわゆる人を傷つけるわけだから、血液

でね。これに対しては、エイズもあるしいろんな感染

症があるでしょう、この針を使っての。これは本当に

ないの、全国的にもなくて、沖縄もない。これはどう

すればいいと思いますか、部長は。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の御指摘の懸念

は、実際私も感じるところがありまして、今回こうい

う議論がありましたので、全国の福祉保健部長会等に

意見を今投げていて、今後どうしたらいいのかという

ことを議論していこうかと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　これは僕驚きですね。エイズとか感

染症はみんな血液から始まるでしょう。そこで、これ

がないということ自体がもう大変だなと思う。ぜひ知

事、こういうのは沖縄県は多いわけですよ、外人もた

くさんいるわけだから。この辺はやっぱり沖縄は先駆

けて何らかの形でできるような条例をつくるのか、何

かをつくるのかやらないといけないと思いますけれど

も、これはだれに聞いたほうがいいですかな。どうぞ

知事でもいいし、部長でもいいし。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　この問題は恐らく沖

縄は多い可能性が高いと思います、議員御指摘のよう

に。ただ、沖縄だけの問題ではなくて、やっぱり全国

的にどういう取り締まりをし、業務の問題も一方でま

たあるものですから、私のような者が一方的につくる

とかそういうことはなかなか難しいかなと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　もう一つは、21世紀ビジョンの中で

例えばいわゆる沖縄大学院大学との関連のところで書

いてあるんだけれども、既成の大学との、例えば琉大

とか沖大とか国際大学とかそういう連係プレー、この

人材育成についての各専門学校ありますね。その連携

がどうも弱いような感じがするんですよね、皆さんの

この具体的な項目を見ても。（資料を掲示）　そうす

ると今ある大学との関連、大学院大学との関連は書か

れているけれども、いわゆる既成の大学との関連が書

かれていないものだから、既成の大学が今まで沖縄県

庁も含めてたくさん人材を輩出したわけだから、そこ

と今後どういう連携をとるかだけちょっと答えてくれ

ませんか。これは教育長も含めてお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員が持っておられる

のは、52の項目制度要望の話になろうかと思いますけ

れども、このビジョン、計画そのものにはしっかりそ

の連携について書いております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それを読んだ上で僕はしゃべってい

るわけ、そういうことですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　書き込みが強いか弱いか
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というふうな印象があろうかと思うんですけれども、

その辺また御意見を聞かせていただきながら、さらに

また記述というふうなものを検討していきたいという

ふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　教育長、どういう感じですか、この

21世紀ビジョン。皆さんの教育関係の中の21世紀ビ

ジョンの中でもいろんないわゆる既成の大学との関

連、協調性というか、それを今後どうしていくか意見

を聞かせてくれますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時33分休憩

　　　午後４時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、今回教育長に就任す

るに当たりまして、２つのキーワードをつくりまし

た。まず、組織力と連携という言葉です。特にこの連

携という言葉を通していく中で、さまざまな関係団体

といろんなつながりを持っていきたいなという気持ち

がありますので、ぜひ議員の御指摘の大学等々ともこ

れから連携できれば幸いかと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　今度はもう地位協定に行きましょう

ね。

　地位協定いわゆる民主党と社民党と国民新党がつ

くった地位協定、これについてかなり僕は突っ込んだ

議論をしていると思うんですね、今の政権政党で。こ

れ公室長どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員おっしゃるよう

に、民主党、社民党、それから国民新党の３党による

見直し案というのが平成20年３月に出ております。そ

の内容でございますけれども、幾つかの違いがござい

ますが、ほぼ沖縄県が提出している11項目と重なって

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　私もそう認識しています。ですから

今後、僕はこの民主党とか３党の出した案を基軸とし

て、今後の地位協定をどうするか。また例えば、これ

をまたもとにして沖縄県でこれよりよくすばらしいも

のをつくってもっと提案するか。いわゆる沖縄県が軍

転特措法もあるいは今みたいに沖振法も21世紀ビジョ

ンについて書いているわけだから、非常に能力が高い

ですよ、沖縄県庁。だからこういう地位協定もぜひこ

ういうものを基軸にしながら作成をすべきじゃないか

と私は思っているわけですよ、沖縄県独自のものを今

度は。いかがですか、これは知事がいいでしょうか、

副知事がいいでしょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今の議員の御指摘にあ

りましたように、県が最終的に今の11項目をまとめた

のが平成12年でございます。民主党、この３党案とい

うのが平成20年でございますので、大体８年程度のタ

イムラグがあって、やはり一致しているということは

相当県においても洗練された案を持っているわけでご

ざいまして、この案に沿って要求・要望してまいりた

いということでございます。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時36分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　やっぱりそれは地位協定だから、こ

れは外国との関係もいっぱい出てくる。アメリカとの

関係も出てくるけれども、沖縄県も独自で今まで要請

しているわけだから、それを基軸につくっているわけ

だから、やっぱり地位協定をつくるような努力をすべ

きだと私は思います。

　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時37分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　オスプレイ。これはあなた知らない

というのはちょっとおかしいんじゃないですか。公室

長、いわゆるアメリカの動きを。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今回のいわゆるお知ら

せ以前の、アメリカがいつ沖縄への検討をしたかとい

うことについては、これは公式な発表もなく、承知し

ておりませんでした。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　オスプレイは、つくるときからＣＨ

46の後継機なんですよ。そこはちゃんと書かれている

わけですよ、アメリカの文献とかいろいろ調べても。

だから、それを前提として議論しておかないと、少な

くともこれからワシントンに行ったり、研究所をつく

ろうとしているんだから、アメリカに。我々より皆さ

んは調査能力すごいんだから、ぜひそういうことをし
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ながら頑張っていただきたいと思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　皆さん、こんにちは。

　自民党の吉元義彦です。よろしくお願いいたしま

す。

　松本復興担当大臣が、わずか９日間で辞任。命令口

調、被災地の皆さんのいら立ち、村井宮城県知事との

やりとりをニュースで見てみると、松本前復興担当大

臣は、震災で受けた被災者の皆さんの気持ちや、一日

も早い復興に向けて頑張っている村井宮城県知事の気

持ちを踏みにじるものであり、強い憤りを感じまし

た。民主党菅総理の任命責任は重大であり、まさに菅

総理の潮どきを物語っております。

　それでは一般質問に入ります。

　１、普天間飛行場移設問題について。

　茨、現政権が無責任なために2014年移設は断念とな

りました。これは普天間基地の固定化につながる可能

性さえになる大変危惧する事態になったと私は思って

おります。民主党政権になり約２年、県外・国外を叫

ぶだけでは普天間は動かないことも我々は学びまし

た。普天間基地の危険性除去のためどのような案があ

るのか、知事もこのことを重く受けとめてほしい。そ

のことについて知事の見解を伺います。

　芋、国頭村安波（案）については、御存じのように

地元、村長、村議会が混乱しております。私個人的に

も村を二分しないかと心配しております。政府も米国

も安波（案）については特段興味を示しておりません

が、今後話が進展するかもしれません。今後、知事か

らも政府に対し、無用な混乱を招くことは避けるよう

強くくぎを刺してほしいと思いますが、知事の見解を

伺います。

　２、北部振興策について。

　茨、仲井眞知事は、北部振興事業の継続について

は、県土の均衡ある発展を図る観点から必要であると

同時に延長すべきだと述べてきましたが、民主党政権

は前原元沖縄担当大臣、枝野大臣も北部振興策の必要

性は認めているが議論されている様子が見えない。今

後どうするのか。沖縄県からはどのような要請を政府

に対し行っているのか説明を願います。

　芋、北部振興策は、北部が自立するための大きな施

策だ。今後、知事が先頭になり政府に強く求めていく

必要があると思うが、知事の力強い御決意をお聞かせ

願いたい。

　３、県内企業の振興について。

　茨、帝国データバンク沖縄支店が発表した2010年度

の県内企業の休・廃業、解散件数は前年度に比べ22.4

％減、３年連続で前年度を下回ったものの、10年度の

倒産件数40件に比べると4.9倍も発生している。ま

た、５月の県内企業倒産は、前年度同比５件増、その

うち建設業が４件、負債総額は8.8倍で５カ月連続で

前年同月比を上回ったと発表されております。そのよ

うな中で景気の低迷に大きな不安を持っている中小企

業の支援について、県の見解を伺います。

　芋、県建設業界は、米軍発注工事の受注機会の確保

のため、契約時に発注金額と同額を保証するボンド制

度について基金の創設を要望しているが、県はどのよ

うに対応するか伺いたい。

　４、地域医療の現状について。

　軽症の患者が病院の外来や救急部門を訪れて待合室

を埋める。最新鋭の医療機器が効率的に使われていな

い。医師や看護師は疲弊し、患者も３時間待ちの３分

診療に不満を募らせる。これらの問題は、病院と開業

医との間や大病院と中小病院との役割分担が明確でな

いことに起因すると思います。そのことを早急に改善

することが開業医と病院勤務医がそれぞれの本領を発

揮する体制が構築され安定化が図られると思います

が、そこで次のことについて伺います。

　茨、県立北部病院の産婦人科医師の不足問題への対

応を話し合う委員会が設立されたとのことであります

が、大変心強く思っております。具体的な委員会組織

や協議内容をお聞かせ願いたい。

　芋、県立北部病院の医師不足の現状と医師確保の取

り組み状況について伺います。

　鰯、昨年６月、南部医療センター・こども医療セン

ターの新生児集中治療室が満床という報道がありまし

たが、その後の状況について改善できたのかどうか伺

います。

　允、ハイリスク、低年齢化妊娠が高くなっている傾

向にあると聞くが、各自治体で実施している妊産婦健

診の状況はどのようになっているか。また、市町村指

導体制及び広報活動はどのように取り組んでいるか伺

います。

　印、ドクターヘリ事業について２機目の導入の予定

はこれまで検討されてきたと思いますが、その結果に

ついて伺います。

　５、農畜産業の振興について。

　国連食糧農業機関と経済協力開発機構は、2020年ま

での農業見通しを発表した。「穀物の平均価格は、過

去10年と比べ最大20％上昇すると予測。生産コストの

上昇、新興国での需要増や農業生産の伸び率の鈍化が
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要因で、不安定さが増す可能性が大きいと指摘」して

います。「長く続いた「安い食料」の時代は終わっ

た。見通しは「農産物価格が不安定になって既に５年

目に入っている。」」、「石油価格が上昇し、農機燃

料だけでなく農業や肥料原料の値上がりが農業の生産

コストを押し上げている。」、「一方で、水不足や、

農地の拡大が難しくなっているという」現実を見通し

て発表され、「食料安価時代の終わり」という論説が

ありました。

　そこで、我が沖縄県においても農業粗生産額の減

少、高齢化の進行、耕作放棄地の増加など農業を取り

巻く現状は大変厳しい。そのような中で頑張っている

農林水産部長の今後の農畜産業の課題と対策について

伺います。

　茨、農業大学校の今年度の入学生について、定員に

対する充足率はどうなっているか。また、今春の新卒

者の就農率はどうなっているか。農業担い手輩出の位

置づけとして十分対応できているか伺います。

　芋、民主党の事業仕分けで交付金が減らされ事業見

直しが迫られていると聞いておりますが、沖縄農業の

将来のためにも人材育成は重要であると思いますがど

うなっているか伺います。

　鰯、新規就農者が減少しているが、低迷している要

因と対策について伺います。

　允、さとうきびの害虫「イネヨトウ」被害状況とそ

の対策について伺います。

　印、県内における肉豚飼養頭数の推移と肉用牛の飼

養頭数の過去５年間の推移について伺います。

　咽、今後の肉豚、肉用牛の生産振興対策について、

沖縄県はどのように計画しているか伺います。

　員、沖縄食肉価格安定基金に係る県の方針について

伺います。

　６、公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場の

整備について。

　産業廃棄物は、排出事業者みずからが適正に処理し

なければならないとする「排出事業者責任」の原則の

もと、これを処理するため必要な施設については排出

事業者みずから、または民間処理業者により確保する

ことが基本であります。

　一方、産業廃棄物処理施設については、その立地が

全国にも困難な状況にあると聞いており、産業廃棄物

の適正処理体制を確保することは本県の重要な課題で

あります。また、沖縄県中小企業家同友会においても

産業廃棄物処理施設の検討、建設に向けて先進事例を

比較検討し進展させるよう強く要望しております。

　そのため、県においては、産業廃棄物の適正処理を

確保し生活環境の保全と経済産業活動を支えるため、

県が関与した産業廃棄物管理型最終処分場の整備に取

り組んでおります。最近の状況では住民説明会等も開

催していると聞いておりますが、次の事項について伺

います。

　茨、県内の産業廃棄物管理型最終処分場の現状はど

うなっているか伺います。

　芋、県が進めている公共関与による産業廃棄物管理

型最終処分場の整備について。

　ア、現在の進瀧状況についてどうなっているか伺い

ます。

　イ、公共関与事業の規模及び施設の概要について伺

います。

　ウ、県の今後の取り組みについて伺います。

　７、住宅防音工事について。

　茨、建具機能復旧工事においては、今年度（平成23

年度）から沖縄防衛局管轄住宅防音工事地区は、85Ｗ

コンター内から80Ｗコンター内に実施可能になった

が、県外他局管轄住宅防音工事地区では75Ｗコンター

内も実施されている。不平等、地域格差があってはな

らないと思うが、県の見解を伺いたい。

　芋、国による住宅防音事業の制度は、嘉手納・普天

間飛行場周辺におけるうるささ指数80Ｗ地域（昭和56

年）、75Ｗ地域（昭和58年）に地域指定されている

が、住民が本島中南部地域では騒音の影響を受けずに

居住できる地域が限られ、告示日による住宅防音工事

対象外は不平等であるとの強い不満がある。実際に隣

接する家屋が住宅防音工事ができるところとできない

ところで不平等な生活を強いられている。不平等を解

決するためには告示日の撤廃しかない。県の見解を伺

いたい。

　鰯、嘉手納・普天間飛行場周辺で事業所も騒音被害

を受けており、各事業所（店舗・事務所）等の防音工

事の実施はできないか、県の見解を伺いたい。

　８、国の天然記念物「名護のひんぷんガジュマル」

の抜本的保護対策について。

　茨、「ひんぷんガジュマル倒木対策推進懇話会」が

設置され５回の懇話会が開かれたとのことだが、抜本

的な保護対策について結論が出されたのかどうか伺い

ます。

　芋、同ガジュマルは中心市街地を通る県道84号線の

真ん中に立ち、また、あなだ橋との影響もあると考え

られるが、この点については県はどのようにとらえて

いるか伺います。

　以上、一般質問といたします。

　再質問は、答弁を聞いてやりたいと思います。よろ
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しくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　吉元義彦議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、普天間飛行場移設問題に係る御質問の

中で、2014年移設の断念と普天間基地の固定化につい

ての御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早いこの飛

行場の危険性の除去であり、早期に解決を図る必要が

あることから、固定化は決してあってはならないと考

えております。

　県といたしましては、地元の理解を得られない移設

案を実現することは事実上不可能と考えており、引き

続き政府に対し、普天間飛行場の県外移設及び早期返

還の実現に向け取り組むよう強く求めてまいる所存で

ございます。

　次に、北部振興策に係る御質問の中で、北部振興事

業に係るこれまでの取り組みと今後の対応についてと

いう御質問にお答えいたします。２の茨と２の芋は関

連いたしておりますので、恐縮ですが一括してお答え

いたします。

　北部振興事業につきましては、これまで国において

平成12年度より10年間実施されてまいりました。ま

た、平成22年度以降の北部振興事業につきましては、

沖縄県及び北部12市町村から国に対し継続実施の要望

を行い、北部活性化振興事業として２年間継続されて

おります。

　沖縄県としましては、県土の均衡ある発展を図る観

点から、平成24年度以降におきましても北部振興に関

する事業の継続は必要であると考えております。北部

12市町村の御意向を踏まえ着実に実施できるよう、地

元との連携のもと積極的に支援してまいりたいと考え

ております。

　次に、県内企業の振興についてという御質問の中

で、米軍発注工事におけるボンド支援制度についての

御質問にお答えいたします。

　建設業界から要望のありますボンド支援制度におけ

る基金創設につきましては、保証の裏づけとして多額

の資金調達が必要となることや、審査体制、そして事

故発生時における基金取り崩し後の補てんなど、解決

すべき多くの課題があるものと考えております。この

ため、新たな沖縄振興に向けた制度として、保証事業

会社等によりますボンド支援制度の創設を国に要望し

ているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場移設問題

について、安波（案）に対する知事の見解についてお

答えいたします。

　国頭村安波区への移設案については報道等により承

知しておりますが、宮城国頭村長は、いかなる条件が

あっても受け入れる考えはないとのことであります。

また、日米両政府においても正式に取り上げられたこ

とはないと承知しており、県としての見解は差し控え

たいと思います。

　次に、住宅防音工事についての御質問の中で、防音

建具機能復旧工事の対象区域に地域格差があることに

ついてお答えいたします。

　全国の各地方防衛局における防音建具機能復旧工事

の対象区域について沖縄防衛局に照会したところ、北

海道防衛局を含む６カ所の地方防衛局管内においてう

るささ指数Ｗ値75以上の区域と、沖縄防衛局を含む３

カ所の地方防衛局及び防衛支局管内においてＷ値80以

上の区域とが対象となっているとのことでございま

す。

　住宅防音工事につきましては、区域の指定、うるさ

さ指数の基準、指定告示日の問題等がございますけれ

ども、県としましては、これらに不均衡があってはな

らないと考えておりまして、今後とも渉外知事会や軍

転協と連携し、あらゆる機会を通じて騒音対策の強

化・拡充を求めていきたいと考えております。

　次に、住宅防音工事に係る告示の撤廃についてお答

えいたします。

　県は、これまで渉外知事会や軍転協を通じて、政府

に対し告示日以降の新築・増改築住宅への制度の拡充

や住宅防音工事の対象区域の拡大などを要請しており

ます。軍転協要請に対する去る５月の政府回答におい

ては、第一種区域指定後に建設された告示後の住宅防

音工事の助成措置の拡大について、今後の全国におけ

る同工事の実施状況等を踏まえつつ検討していくとし

ております。

　県としましては、今後とも渉外知事会や軍転協と連

携し、あらゆる機会を通じて騒音対策の強化・拡充を

求めてまいります。

　次に、嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺における

事業所の防音工事についてお答えいたします。

　沖縄防衛局によりますと、住宅の防音工事の助成対

象については、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関

する法律第４条の規定により、防衛大臣が指定する防



－ 342 －

衛施設周辺の区域（第一種区域）指定の際に、現に所

在する建物の所有者等が、騒音を軽減するための工事

を行う場合に助成の措置をとるとされていることか

ら、事業所は助成対象とはなっていないとのことであ

ります。

　県としましては、今後とも引き続き政府に対し防音

工事の補助対象施設を事務所、店舗等にも拡大するこ

と及び騒音対策の強化・拡充を図ることを要請してま

いります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県内企業の振興につ

いての御質問の中で、景気低迷に不安を持っている中

小企業の支援についてお答えいたします。

　帝国データバンク沖縄支店によると、2010年度の県

内の企業倒産は、緊急保証制度や金融円滑化法等の効

果もあり減少傾向にありますが、議員御指摘の企業活

動を停止している休・廃業、解散件数は2010年度は

197件となっており、2007年度の341件に比べれば年々

減少はしておりますが、依然として高水準にありま

す。

　特にことしは東日本大震災による影響も懸念されま

すが、去る４月下旬に私どもが行った緊急調査により

ますと、観光関連産業を初め県内中小企業にも波及し

てきており、さらなる業況の悪化が心配されておりま

す。

　このような厳しい経営環境を踏まえて、県では、中

小企業者に対する資金繰りに対応するため、沖縄公庫

の東日本大震災復興特別貸し付け等と相まって、国の

セーフティネット保証と連動する中小企業セーフティ

ネット資金や組織強化育成資金による融資を実施して

いるところであり、今年４月からは小規模企業対策資

金等県の融資制度については、金利を0.1から0.2％引

き下げるとともに、セーフティネット資金については

これまでの融資限度額2000万円を3000万円に引き上げ

ております。また、商工会連合会や商工会議所等、県

内４カ所に「経営安定特別相談室」を設置し、経営が

困難な状況にある中小企業者からの相談に応じ、倒産

防止など経営立て直しのための支援を行っておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　地域医療の現状につ

いての中の、産婦人科医師確保に関する委員会につい

てお答えします。

　本年２月14日に医師会の主催する「第１回産婦人科

医師確保・養成プロジェクト委員会」が開催されたと

ころであります。委員会の主な構成団体は、沖縄県医

師会、琉球大学医学部、日本産婦人科医会沖縄県支

部、民間の産婦人科病院、県立病院等となっており、

また、行政機関では沖縄県と名護市が参画しておりま

す。第１回目の委員会においては、県内の産科医療の

現状や課題及び当面の重要な課題である県立北部病院

の産科医師確保について協議が行われたところであり

ます。

　続きまして、市町村妊婦健診状況、指導体制、広報

活動についてお答えします。

　市町村における妊婦健康診査は、平成21年度から公

費により14回受けられるようになっており、平成22年

度の１人当たりの受診回数は12.7回となっておりま

す。ハイリスク妊婦や若年妊婦に対しては、市町村に

おいて母子健康手帳交付時に早期受診等の指導を行っ

ており、産科医療機関等と連携し安心して出産や育児

等ができるように支援を行っているところです。ま

た、県においても、産科医療機関や市町村等にポス

ターやチラシを配布し、妊婦健康診査の早期受診等の

普及啓発に努めているところです。

　ドクターヘリ２機目の導入についてお答えします。

　ドクターヘリ２機目の導入については、医師会、救

急医療関係者及び消防関係者等で構成される「沖縄県

救急医療協議会」を開催し、県ドクターヘリの複数配

置について検討を行っているところであります。６月

14日に開催した協議会では、県ドクターヘリや自衛

隊、海上保安庁、ＭＥＳＨ救急ヘリによる急患搬送の

現状や課題について検討が行われたところです。

　今後、ドクターヘリ等、急患搬送体制の地域ごとの

課題等について検討を進めていきたいと考えておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局病院事業統括監。

　　　〔病院事業局病院事業統括監　呉屋幸一君登壇〕

○病院事業局病院事業統括監（呉屋幸一君）　地域医

療の現状についての中で、県立北部病院の医師不足の

現状と医師確保の取り組みについてお答えいたしま

す。

　県立北部病院においては、平成23年７月から産婦人

科の医師は３名体制となっておりますが、原則として

産科救急を休止するほか、ハイリスク妊婦については

引き続き中部地区へ搬送するなど診療制限を行うこと

としております。また、内科については、正職員７
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名、臨任職員３名、嘱託医師１名の11名体制となって

おりますが、救急搬送者以外の患者については、夜間

の受け入れ制限を継続しております。そのため、病院

事業局では、大学病院などとの協力・連携や人的ネッ

トワークの活用、地域・離島医療確保モデル事業の実

施等を通して医師確保に全力で取り組んでいくことと

しております。

　同じく地域医療の現状についての中で、南部医療セ

ンター・こども医療センターの新生児集中治療室の満

床状況についてお答えいたします。

　南部医療センター・こども医療センターでは、新生

児集中治療室12床を含む合計30床の専門病床で未熟児

や先天性心疾患患者等の治療を行っております。県内

の新生児集中治療室の病床利用率は高い状況が続いて

おり、南部医療センター・こども医療センターのこと

し６月の病床利用率は99.7％となっております。その

ため、新生児集中治療室については、沖縄周産期ネッ

トワーク協議会やその他の医療機関等と連携を図り、

空床情報の提供・共有や患者の重傷度に応じた受け入

れ調整を行うなど、入院治療に支障がないよう病床管

理を行っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農畜産業の振興の中

で、農業大学校の入学定員充足率と新卒者の就農率、

事業仕分けによる人材育成の影響については、関連し

ますので一括してお答えいたします。

　沖縄県立農業大学校は、次代の農業を担い、地域に

おける農業の振興に指導的役割を果たす農業者を育成

することを目的に昭和54年に開校しております。

　平成23年度の入学生は、定員40名に対し入学者数43

名で、定員充足率は約108％となっております。ま

た、ことし３月の卒業者の就農率は約58％となってお

ります。

　農業大学校の卒業生は、これまで1189名が卒業し

604名が就農しております。その中には指導農業士や

青年農業者として活躍している農家や、地域農業の活

性化に積極的に取り組んでいる農家など、数多くの卒

業生が活躍しております。

　また、事業仕分けによる平成23年度の沖縄県への協

同農業普及事業交付金は減少しておりますが、人材育

成は重要であることから、農業大学校への交付金は前

年度並みの配分を確保しております。

　なお、平成23年度の農業大学校運営費については、

前年4981万4000円に対し491万3000円増の5472万7000

円の予算を確保しております。

　今後とも、経営感覚にすぐれ地域農業の振興を担う

人材を育成するための取り組みを強化してまいりま

す。

　次に、新規就農者の減少要因と対策についてお答え

します。

　新規就農者数は、平成12年から平成17年までは100

名前後で推移しておりましたが、近年は250名前後で

推移しております。農業従事者が減少している要因

は、農業従事者の高齢化の進行、国内外の産地間競争

の激化、農産物の輸入自由化による農産物価格の低迷

など、農業を取り巻く環境の変化が挙げられます。こ

のため、県としては、経営感覚にすぐれた農業後継者

の育成確保を図るため、拠点産地の形成、農業基盤の

整備、流通・販売・加工対策の強化、認定農業者など

多様な担い手の育成に取り組んでおります。特に、担

い手育成については「農でグッジョブ推進会議」を通

して、農業大学校における実践的な研修教育、新規就

農へ誘導するためのサポート講座や夜間講座の実施、

農地を持たない新規就農者に農地を提供した「チャレ

ンジ農場」での農業実践、耕作放棄地の再生利用によ

る農地の確保やハウスの整備などの支援を行っている

ところであります。

　今後とも、新規就農を促進するため関係機関と連携

し、研修から就農定着までの支援を強化してまいりま

す。

　次に、イネヨトウによる被害状況とその対策につい

てお答えします。

　イネヨトウによるさとうきびの被害は、５月中旬か

ら６月に名護市、伊是名村、伊江村等の北部地域にお

いて、芯枯茎の多発が報告されております。県病害虫

防除技術センターで緊急に被害調査をしたところ、さ

とうきびの被害茎率は、北部地域の最も高いところで

約23％、中部地域で約４％、南部地域で約６％となっ

ております。そのため、県では、６月29日に注意報を

発令し、関係機関に防除対策の指導を行っておりま

す。

　北部地域では、北部さとうきび増産プロジェクト会

議と連携し、６月下旬から薬剤散布による防除を実施

しております。また、中南部地域においても７月上旬

からさとうきび増産プロジェクト会議と連携し、イネ

ヨトウの防除対策に努めております。

　次に、沖縄県産肉豚、肉用牛飼養頭数の推移につい

てお答えいたします。

　沖縄産豚の過去５年の飼養頭数は、平成18年度が22

万8762頭、19年度が24万119頭、20年度が23万8091頭、
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21年度が24万9978頭、22年度が24万8275頭とやや増加

傾向で推移しております。また、肉用牛の飼養頭数に

ついては、平成18年度が８万1306頭、19年度が８万

5358頭、20年度が８万6104頭、21年度が８万4868頭、

22年度が８万3512頭と横ばい傾向で推移しておりま

す。

　次に、肉豚及び肉用牛の生産振興対策についてお答

えいたします。

　県では、養豚及び肉用牛の振興を図るため、生産基

盤の整備や家畜の改良・増殖、価格安定対策等を推進

しております。

　具体的な取り組みとして、養豚については、系統造

成による産肉性等にすぐれた本県独自の銘柄豚の作

出、肉質のよい琉球在来豚アグーの供給体制の整備な

どにより、おきなわブランド豚の確立に努めておりま

す。また、肉用牛については、優良種雄牛の造成、優

良雌子牛の保留、地域内肥育一貫体制の促進、粗飼料

の生産・利用の効率化など飼料自給率の向上などによ

り沖縄和牛のブランド化に努めているところでありま

す。

　次に、食肉価格安定基金に係る県の方針についてお

答えします。

　食肉価格安定基金につきましては、平成２年度に牛

肉輸入自由化対策として、財団法人沖縄県畜産振興基

金公社に105億円を造成し、その運用益により畜産振

興を図ってまいりました。本基金は、沖縄県の食肉生

産基盤を全国並みに引き上げるため、平成23年度から

27年度までの５年間で全額取り崩して活用することが

国により認められたところでございます。

　同基金での活用内容としては、食肉の効率的な出荷

や衛生管理の向上を図るための部分肉処理施設や廃鶏

処理施設等の整備、肉用配合飼料のコスト低減を図る

ための肉専用飼料製造施設の整備、肉豚の生産性向上

を図るためのウインドレス豚舎等の整備、離島におけ

る食肉生産の安定を図るための衛生的な食肉センター

の整備、おきなわブランドの確立に向けた優良種畜の

導入や県産食肉の需要開拓などの事業を予定しており

ます。

　県としては、市町村など地元の意向を踏まえ、本基

金事業が効果的に実施されるよう、関係機関・団体等

と連携し取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　公共関与による産業

廃棄物管理型最終処分場の整備に関する御質問の中

で、県内の管理型最終処分場の現状についてお答えい

たします。

　県内の産業廃棄物処理業者が設置している管理型最

終処分場は、現在、沖縄市及びうるま市にある３施設

となっております。これらの施設の平成22年３月末時

点の受け入れ可能な残余容量は約３万2000立方メート

ルであり、平成21年度の埋立実績をもとに算出します

と、残余年数は約４年となっております。

　次に、同じく公共関与事業の進瀧状況及び今後の取

り組みについて、関連しますので一括してお答えいた

します。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につき

ましては、地元の理解を得ることが重要であることか

ら、継続的に住民説明会などを開催するとともに、本

年３月、地権者など関係者による先進地視察を行った

ところであります。また、事業主体となる会社の設立

に向け、関係団体などと調整を行っているところであ

ります。

　県としましては、今後とも公共関与による産業廃棄

物最終処分場の早期整備に向け取り組んでいく考えで

ございます。

　同じく公共関与事業の規模及び施設の概要について

お答えいたします。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備に向け

ては、最近のリサイクルの進展などに伴い産業廃棄物

の最終処分量が減少していることから、平成22年度に

施設の規模及び事業採算性などの見直し作業を行った

ところであります。

　見直しの結果、受け入れ廃棄物量が年間約２万3000

トンから約8000トンに減少することから、最終処分場

の施設規模はこれまでの36万立方メートルから15万立

方メートルへ縮小することにしております。

　また、施設については被覆型で、なおかつ浸出水を

外部に排出しないクローズドシステム方式を採用する

など、環境面及び景観に十分配慮した産業廃棄物最終

処分場を整備したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　国の天然記念物「名護のひ

んぷんガジュマル」の抜本的保護対策についての御質

問で、「ひんぷんガジュマル」の保護対策についてお

答えいたします。

　平成22年度名護市教育委員会に設置されました懇話

会からは、当面の対策と抜本的な保護対策について検

討するよう提言がありました。
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　名護市教育委員会においては、この提言を受けて、

平成24年度以降に抜本的な保護対策の検討がなされる

予定であると聞いております。

　県教育委員会といたしましては、「ひんぷんガジュ

マル」の生育環境の改善が図られるよう、地元名護市

や関係機関とも密接に連携しながら取り組んでいく所

存でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　国の天然記念物「名

護のひんぷんガジュマル」の抜本的保護対策について

の御質問の中で、「ひんぷんガジュマル」の倒木対策

とあなだ橋への影響についてお答えいたします。

　現在のあなだ橋は平成４年にかけかえており、「ひ

んぷんガジュマル」に影響がないよう、ガジュマルの

根を避けた橋台として施工しております。また、「ひ

んぷんガジュマル倒木対策推進懇話会」において決定

した倒木対策は、道路上で実施するため、あなだ橋へ

の影響はない計画となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　答弁、どうもありがとうございま

す。

　いろいろ納得のいく答弁も出ておりますが、二、三

点ほどお聞きしたいと思います。

　特に農畜産関係、まずはイネヨトウの被害状況につ

いて、特に北部23％の被害状況ということで農薬散布

もやられたと、既にやったということでありますが、

この農薬散布をやられて、その後、とまっているのか

どうか。被害がもうこれで出ないのかどうかというこ

とをちょっとお聞かせ願いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　イネヨトウの防除に

つきましては、薬剤防除、農薬散布で効果があるとい

うふうに聞いておりますので、現在、薬剤散布をして

いる状況ですので、その後にどういう状況にあるかは

また調査を進めていきたいと思います。農薬で防除は

効果が出るというふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　きびは沖縄県の基幹産業と言われる

ほどの面積もあるし、それだけの換金性作物でもあり

ます。そういうことで大変今後注視していただいて、

徹底して防除に頑張っていただきたいということをお

願いしたいなというふうに思います。

　それから、先ほど畜産関係については飼料自給率を

向上させるということをおっしゃっていました。現在

の飼料の自給率についてはどのぐらいあるのか、

ちょっとわかれば……。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　済みません、手元に

数字は持っておりませんけれども、牧草などはかなり

高い自給率になっていると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　わかりました。そういうことでぜひ

経営の安定化を図るためには、先ほど部長がおっ

しゃったように、自給率を上げるということも含め

て、それからきょう午前中にうちの翁長政俊先輩が

言っていた件です。アジアに向けての濁畜、これに向

けてもぜひ我が県で濁畜をやって県外に出荷できる、

そういうことをぜひ基金を使って整備できるような方

向づけをやっていただくように頑張ってほしいという

ことでぜひ部長の決意をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　アジア・海外のマー

ケットに目を向けることというのは大事だと思います

ので、肉用牛についてもそれにたえるような施設整

備、あるいはその仕組みは重要だと思いますので、基

金事業等を活用してそういった施設整備については取

り組んでいきたいと考えております。

○吉元　義彦君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　皆さん、こんにちは。

　私を入れて２人ですので、最後までおつき合いをお

願いしたいと思います。

　東日本大震災でお亡くなりになりました方々にお悔

やみを申し上げ、そして被災をされた皆様に対してお

見舞いを申し上げたいと思います。

　そして、先月、八重瀬町で起きました集団暴行事件

で被害に遭われました少年に対してお見舞いを申し上

げ、一日も早い回復をお祈りしたいと思います。

　では、一般質問の通告に従って質問をしたいと思い

ます。

　１、農業の振興についてであります。

　茨、農業農村整備事業の予算の確保について。

　沖縄県においては、｢持続的農林水産業の振興と多

面的機能を生かした農山漁村の振興｣　を目指し各種

施策が実施されていると認識しているところでありま

す。本県の生産基盤の整備率は、本土各県に比較し低

いと聞いております。本県の農業を取り巻く環境は、

台風、干ばつ等厳しい自然条件や離島性、市場遠隔性

等の制約条件があることから極めて厳しい状況にあ
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り、地域特性を生かした豊かな農業農村を築くため、

農業農村の基盤整備は極めて重要であります。平成22

年度の農業農村整備事業予算の大幅削減に続き、23年

度予算も厳しい状況にあると聞いておりますが、平成

24年度予算の確保に向けて県としてどのように取り組

みを行っているのか。また、予算の確保見込み等を含

めて県の見解を伺いたい。

　芋、農地及びかんがい施設等の生産基盤施設の保全

管理について。

　ア、復帰後、沖縄振興計画及び農林水産業振興計画

に基づいて農地やかんがい施設等の膨大な農業生産基

盤が土地改良事業により整備され、機械化の進展や水

なし農業からの脱却等、本県の農業振興を図る上で大

きな役割を果たしている。これらの施設の一部は、整

備されてから20年から30年が経過し、老朽化している

施設が多くなっている。持続的な農業振興、農村地域

の環境保全等を図るためにも行政・土地改良区・農家

等が一体となってこれら施設の適切な保全管理が重要

である。県では、保全管理についてどのような取り組

みを実施しているか伺いたい。

　イ、また、市町村、土地改良区等から施設の補修や

再整備に当たって整備時における設計図書等が必要で

あるが、保管整理が十分でないため支障があるとの声

があるが、県では施設管理台帳等の整備についてどの

ように指導・支援を行っているのか伺いたい。

　鰯、八重瀬町東風平地区の農業農村基盤整備につい

て。

　ア、旧東風平地域においては、復帰後に農業基盤整

備事業を導入し、生産基盤の整備を推進してきたとこ

ろであります。ほとんどの地域で圃場整備が実施され

約30年が経過しております。現在、地域においては次

男、三男の宅地確保の要望が大きくなっております。

土地改良事業の換地の手法を活用した非農用地の創設

を過去の議会において何度かお願いをしてきたところ

であります。そのことについては、県として積極的に

推進するとの答弁でした。よって、この間、県として

どのように取り組んできたか、その状況について伺い

たい。また、今後どのように取り組んでいくか方針等

について伺いたい。

　イ、東風平地域は農業用水がほとんど整備されてお

りません。持続的な農業振興を図るためには、水源、

かんがい施設の整備は重要であります。東風平地域の

農業用水源及びかんがい施設の整備についてどのよう

に取り組んでいくか、現在の取り組み状況と今後の方

針について伺いたい。

　２、離島・過疎地域の振興について。

　茨、離島・過疎地域の生活基盤整備について。

　ア、粟国空港の航空路線の維持確保は、離島振興と

地域住民の生活安定を図る観点から重要であります。

拡張整備に向けて基礎調査やパブリック・インボルブ

メントが実施され、積極的に推進していると思うが、

県としてどのような取り組みを行っているか。また、

予算の確保見込み等を含めて伺いたい。

　イ、南北大東空港の照明施設については、昼間の着

陸用空港として適用しているため滑走路灯及び滑走路

中心線灯の整備がされていません。南北大東村では、

夜間に急患が出て急患輸送をしなければならないとき

に、夜間照明は村民の生命の安心・安全と夜間急患輸

送の安全性を高めるためにも必要不可欠な施設だと思

うが、県の取り組みについて伺いたい。

　ウ、渡嘉敷航路は、渡嘉敷港を発着地として村民を

初め観光客の送迎施設、そして生活物資の入荷を扱う

重要な港湾であります。年間約19万人の入域者があ

り、活性化と村の経済振興と地域の発展に寄与してい

ます。しかし、船舶乗降口までの屋根つき通路の設置

がされてなく、観光をリーディング産業とする本県と

しては早急に整備すべきだと思うが、どのような取り

組みを行っているか伺いたい。

　エは削除します。

　オ、去る５月28日の台風２号で渡名喜村漁港の第二

沖防波堤の西側が沈下したが、村民の足である定期船

の出入港に影響はないか、その状況について伺いた

い。また、今後どのように取り組んでいくか対応策に

ついて伺いたい。

　カ、小規模離島航空路利用活性化事業は、空港のあ

る小規模離島の６路線が対象になっているが、路線拡

大と継続について伺いたい。また、小規模離島の船舶

の運賃低減化を図る計画はないか、県の見解を伺いた

い。

　芋、離島・過疎地域の農業の振興について。

　ア、南北大東村においては、農業用水源、かんがい

施設の整備が進んでいると聞いております。施設整備

後はかんがいのための施設の運転経費等が農業経営に

大きな負担となっております。農家等の負担軽減のた

め、県としてどのような支援を行っていくか伺いた

い。

　イ、久米島町カンジン地区の太陽光施設の整備状況

はどうなっているか伺いたい。

　ウ、粟国村の農業基盤整備の状況と今後の計画につ

いて伺いたい。

　エ、久米島町、津堅島のアリモドキゾウムシ、イモ

ゾウムシの根絶事業の進瀧状況と今後の計画について
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伺いたい。

　３、生物資源の研究開発について。

　茨、ヤトロファについて。

　ア、「島しょ型ゼロエミッションエネルギーシステ

ム構築事業」が今年度から始まり、２億5313万円の予

算が計上されております。今回の事業は、ヤトロファ

という樹木を80系統以上の種類から沖縄に適した品種

を選定して収量増大の研究を行う事業だと聞いている

が、何年をめどに品種を決定するのか伺いたい。

　イ、また、ヤトロファはバイオディーゼルの原料と

して有用であると栽培が盛んに行われているが、１ヘ

クタール当たり年間何トン生産できると見積もってい

るか伺いたい。

　芋、産業用大麻（ヘンプ）について。

　ア、産業用大麻（ヘンプ）は、栃木県では県が中心

になり栃木麻を生産しています。現在、北海道、長野

県、徳島県など市民団体を中心にした町おこし運動に

取り組んでいます。本県においては、宮古島市で市民

団体がヘンプの利活用の普及について取り組んでいま

す。用途の広い産業用大麻は、世界各地で開発が進ん

でいます。このヘンプの研究栽培には県知事の許可が

必要です。ヘンプについての知事の見解を伺いたい。

　イ、産業用大麻を「島しょ型ゼロエミッションエネ

ルギーシステム構築事業」として、また、新産業創出

事業としてぜひ推進してほしいと思います。現在、産

業用大麻の栽培許可を得るには、大麻が盗まれないよ

う畑の周囲に高い鉄条網を設置して施錠することなど

厳しい条件が課せられています。そこで、小規模離島

を「バイオ研究地区」として位量づけをすることで離

島の産業振興、雇用促進が図られると思うが、見解を

伺いたい。

　４、教育行政について。

　茨、離島児童・生徒支援センターの建設について。

　離島に住む子供たち、家族の皆さんが本島と同じよ

うな教育の機会均等、そして生活の場を設ける趣旨で

建設を計画していることに心強く思っています。県と

しては、高校生、専門学校生の寮と児童生徒の本島で

のあらゆる行事への参加時の宿泊施設を計画している

と聞いているが、離島の児童生徒、家族の経済的・精

神的負担の軽減を図るためにも早急に建設すべきだと

思うが、現在の取り組み状況、今後の方針について見

解を伺いたい。

　芋、集団暴行事件について。

　ア、八重瀬町で発生した集団暴行事件できょうの段

階で８人が傷害容疑で逮捕されたとマスコミ等で報道

されました｡逮捕された中に高校生が含まれているこ

とは残念でなりません。県教育委員会として、生徒の

暴力行為の防止に向けてこれまでどのような取り組み

をしてきたか伺いたい。

　イ、また学校、家庭、地域、関係機関との連携が大

切と言われるが、実際にどのように連携しているか伺

いたい。

　５は削除します。

　６、我が党の代表質問との関連について。

　中川京貴議員の代表質問の、東日本大震災支援と台

風２号による被害について関連して質問をします。

　茨、東日本大震災支援について。

　東日本大震災については、沖縄県は被災者の受け入

れや義援金等での支援を行っています。今後とも被災

地の一日も早い復興・復旧が実現するよう御努力をお

願いしたいと思います。

　そこで伺います。

　ア、福島県においては、道路・港湾・漁港等の災害

対応のため、県職員が派遣されていると聞いておりま

すが、原発問題もある地域でありますので、派遣職員

の体調、精神的な不安等へは十分な対応が必要である

と思われるが、その対策状況はどうなっているか伺い

たい。

　芋、台風２号による被害について。

　去る５月28日に沖縄本島地方全域で猛威を振るい大

きな被害をもたらした台風２号は、農林水産業に過去

最大の被害をもたらし農家にも大きな打撃を与えまし

た。収穫時期の露地野菜が壊滅的な被害を受けた農家

に対しての助成制度はどうなっているか。また、農家

支援のための基金創設ができないか見解を伺いたい。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの新垣良俊君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時43分休憩

　　　午後６時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の新垣良俊君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣良俊議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、農業の振興に係る御質問の中で、農業

農村整備事業の平成24年度予算の確保についてという

御質問にお答えいたします。
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　国の「コンクリートから人へ」の方針のもと、平成

22年度の農業農村整備事業関係予算は厳しい状況であ

りましたが、緊急総合経済対策などを活用しました９

月と12月の補正予算を合わせますと、県予算ベースで

対前年比92％の約295億円を確保したところでござい

ます。また、平成23年度の農業農村整備事業関係予算

につきましては、市町村等と連携をして国へ要請を行

い、国庫ベースで対前年比104％を確保したところで

ございます。

　県といたしましては、本県の農業振興を図る上で計

画的な農業基盤整備は極めて重要でありますので、平

成24年度農業農村整備事業関係予算につきましても、

市町村等関係機関と連携をし、必要な予算の確保に努

めたいと考えております。

　次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

で、小規模離島航空路利用活性化事業の路線拡大と継

続及び船賃の低減化に係る御質問にお答えいたしま

す。

　広大な海域に散在する沖縄県の離島の定住条件を改

善し、その振興を図るためには、航空路及び航路に係

る交通コストの軽減は極めて重要な課題であります。

このため、県では、国及び市町村と協調をし、離島住

民の生活に必要な路線につきまして、運航費補助や県

管理空港の着陸料の軽減によります離島割引を実施い

たしますとともに、平成22年度から中核病院や高校の

ない小規模離島を対象として運賃低減の実証実験を実

施いたしているところでございます。さらに、新たな

沖縄振興に係る制度要求におきましては、国に対し航

空運賃及び船賃のさらなる低減と路線拡大を図るため

の新たな制度創設を要望しているところであります。

その実現を強く求めていきたいと考えております。

　同じく離島・過疎地域に係る御質問の中で、カンジ

ン地区の太陽光発電施設整備の進瀧状況についての御

質問にお答えいたします。

　沖縄県は、久米島町カンジン地区において、畑地か

んがい施設の維持管理費の軽減を図るため、太陽光発

電施設を整備しているところであります。同施設の進

瀧状況は、平成22年度に実施設計が完了し、平成23年

度には太陽光パネルの設置箇所の敷地造成を行うこと

といたしております。平成24年度には、太陽光パネル

及び関連施設の整備を行い完了する予定でございま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事そして部局

長等から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業の振興の中で、

農業生産基盤施設の保全管理についてお答えいたしま

す。

　農業生産基盤整備は、復帰後約40年が経過している

ことから、「貯水池・ため池・用排水路」等の農業用

水利施設の一部老朽化が進んでいます。県としまして

は、これら施設について、地域農業水利施設ストック

マネジメント事業等により農業用水利施設の機能診断

による保全計画を策定し、計画的に保全対策工事を実

施してまいります。

　次に、農業生産基盤施設管理台帳等の整備に対する

指導・支援についてお答えします。

　農業生産基盤施設の管理台帳の整備及び管理は、土

地改良法に基づき適正に保全管理することとなってお

ります。県では、土地改良区に対する定期検査等にお

いて、施設管理台帳の整備及び管理状況について指導

を行っているところであります。なお、施設の補修や

再整備を伴う施設管理台帳の整備については、団体営

調査設計事業等で対応していく考えであります。

　次に、旧東風平町地域における非農用地創設につい

てお答えします。

　土地改良事業では、事業地域内で農業を営む者が生

活上もしくは経営上必要な施設の土地を非農用地区域

として設定することができます。非農用地区域を設定

する場合の要件としては、農用地の区画形質の変更を

伴うこと、非農用地の権利者全員の同意が得られてい

ること、非農用地の面積が地区の３割以内であること

の要件を整える必要があります。これらの要件に加え

て、農地の転用、農業振興地域の除外並びに都市計画

法に基づく開発許可等の事前調整が必要となります。

　県としては、旧東風平町地域の土地改良区域の再整

備に当たり、非農用地創設に係る設定要件等の調整及

び土地改良事業の導入に向けて関係機関と連携し取り

組んでまいります。

　次に、東風平地域の農業用水源及びかんがい施設の

整備についてお答えします。

　東風平地域の農業基盤の整備率は、農業用水源が

15％、かんがい施設が7.2％となっております。同地

域は地形条件等から、水源開発の適地が少なく、農業

用水源整備がおくれております。

　県といたしましては、八重瀬町など関係機関と連携

しながら、雨水の畑面集水による貯水池や地下タンク

の設置等による水源開発について、今年度から現地調

査を実施し、地域に合った水源整備を進めていきたい

と考えております。

　離島・過疎地域の振興の中で、渡名喜漁港の台風被
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害の状況と対応策についてお答えします。

　渡名喜漁港の港口にある第２防波堤は、台風２号の

波浪の影響により水深10メートルにある被覆ブロック

が飛散するなど大きく傾いた状態にあります。第２沖

防波堤の被災箇所は、航路から200メートル以上離れ

ており、フェリーの出入港に影響はありません。

　県といたしましては、同施設の原状復旧を早急に図

るため、８月５日に予定されている国の災害査定に向

け、現在、調査設計を行っており、年度内に復旧工事

を完成する予定であります。

　次に、南北大東における農業用施設の維持管理に係

る負担軽減についてお答えします。

　南北大東村における農業用水源施設及びかんがい施

設の整備については、農山漁村地域整備交付金等によ

り整備を進めているところであります。これらの施設

については、農家等から電気代等の維持管理費の軽減

が求められております。

　県といたしましては、地元関係機関と連携して、農

山漁村地域整備交付金等の事業を活用して太陽光発電

施設を整備し、電気代等の維持管理費の軽減を検討し

てまいります。

　次に、粟国村の農業基盤整備の状況と今後の計画に

ついてお答えします。

　粟国村の農業基盤整備については、圃場整備がほぼ

完了しており、農業用水源施設が約50％、畑地かんが

い施設については未整備となっております。平成23年

度においては、戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事

業により約40ヘクタールの農地を対象に、簡易なタン

ク５基と点滴かんがい施設を設置することとしており

ます。

　県といたしましては、今後とも地元の要望を踏ま

え、農業農村整備事業を推進してまいります。

　次に、久米島町、津堅島のゾウムシ類根絶事業の進

瀧状況と今後の計画についてお答えします。

　イモゾウムシ等根絶防除事業については、久米島と

津堅島において実施しているところであります。

　久米島のアリモドキゾウムシについては、平成22年

８月から国による駆除確認調査を実施しております。

その調査の中で、急峻な岩場の人の出入りが困難な一

部地域で野生虫が確認されたことから、駆除確認調査

地域から切り離した特別調査地区として応急防除を実

施するとともに、新たにトラップの増設や寄主植物除

去等の取り組みを強化し、根絶を目指しているところ

であります。イモゾウムシについては、平成14年度か

ら島の一部地域で不妊虫放飼法による防除を実施して

おり、アリモドキゾウムシ根絶後、防除地域を拡大し

ていく計画であります。

　津堅島のアリモドキゾウムシ、イモゾウムシの根絶

防除は、平成19年11月から開始し、アリモドキゾウム

シについては、平成23年６月現在、ほぼ発生ゼロの状

態であります。また、イモゾウムシについても、一部

地域を除き発生がないことから、根絶を目指し防除を

強化しているところであります。

　今後の計画としては、アリモドキゾウムシとイモゾ

ウムシの大量増殖技術確立や低コスト人工飼料の開

発、イモゾウムシの密度抑圧防除技術とモニタリング

技術の開発などを行い、宮古・八重山、沖縄本島に防

除地域を拡大する考えであります。

　我が党の代表質問との関連についての中で、台風被

害における農家支援の助成制度と基金創設についてお

答えします。

　台風等の自然災害に対する農業への被害対策として

は、農業共済制度があります。さとうきびについては

畑作物共済、水稲については農作物共済、野菜等につ

いては園芸施設共済等があり、加入農家に対して損害

評価後に農業共済金が支払われることになっておりま

す。国は、農業共済制度の対象作物として、露地栽培

の野菜等は、栽培規模が比較的小さいこと、栽培期間

が短期であること、制度を維持するための加入者確保

などの課題があることから適用しないとしておりま

す。このため、県としては、農家の経営安定を図るた

め、農業制度資金等の償還猶予を行うとともに、６月

補正において、農林漁業セーフティネット資金借り入

れに係る利子助成を計上しているところであります。

　農家支援のための基金創設は、今後、他府県の状況

などを踏まえて検討する必要があると考えております

が、現在、新たな沖縄振興に向けた制度提言の中で、

農家が加入しやすい沖縄型農業共済制度の創設を国に

要望しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　離島・過疎地域の振

興についての御質問の中で、粟国空港の拡張整備に向

けた県の取り組みや予算確保の見込みについてお答え

いたします。

　粟国空港においては、平成21年６月に定期便が運休

し、現在、チャーター便によって運航が行われており

ます。そのため、県では、定期便の再開には空港の拡

張整備が必要であるとの認識から、パブリック・イン

ボルブメントをことし３月に実施したところでありま

す。その結果としましては、多数の住民が早期の空港
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拡張整備を望んでいることが確認されております。現

在、新規事業の要望に向けて、定期便就航の見通しと

路線維持のための枠組みづくり等の課題を整理してい

るところであり、航空会社、関係機関等と調整を図り

定期便就航の要件を整えた上で、早期の事業化に向け

取り組んでいく考えであります。

　同じく離島・過疎地域の振興で、南北大東空港の照

明施設の整備についてお答えいたします。

　空港の照明施設については、航空法の規定により、

夜間着陸等を行う空港において整備することとなって

おります。南北大東両空港については、８時から18時

までの昼間の着陸用空港として運用していることか

ら、滑走路灯及び滑走路中心線灯の整備は行っており

ません。しかしながら、夜間急患輸送の際には、夜間

照明が必要であり、関係機関と協議を行った結果、両

空港においてランタンの増設と高質化を平成21年度に

行ったところであります。照明施設の整備について

は、今後、ランタンの利用状況を踏まえて検討してい

きたいと考えております。

　同じく離島・過疎地域の振興で、渡嘉敷港の屋根つ

き通路の設置についてお答えいたします。

　渡嘉敷港は、年間約19万人の利用者がおり、屋根つ

き通路の設置の重要性については、十分認識しており

ます。

　県としましては、現地の利用状況を踏まえ、早期整

備に向けて検討していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　生物資源の研究開発につ

いての御質問の中で、沖縄に適したヤトロファの品種

決定までの期間についてお答えします。

　県で実施している事業は、ヤトロファの沖縄に適し

た品種の選定を初め、重油代替、石炭代替といったエ

ネルギーとしての利用と、搾りかすの飼料としての利

用など、複合利用の技術に関する調査研究を行ってお

ります。沖縄に適したヤトロファを選定するために、

昨年度より東南アジアや南米などから採取された77系

統のヤトロファの品種を本島、宮古・八重山の圃場に

て試験栽培しており、平成23年度末をめどに沖縄に適

した数種類の品種を決定する計画となっております。

　次に、１ヘクタール当たりの年間生産量についてお

答えします。

　本研究においては、植えつけを２月に行い、ヤトロ

ファの実をまだ収穫していないことから、年間生産量

については明らかではありません。なお、主な原産地

である東南アジアにおける生産量は、油の量で１ヘク

タール当たり年間平均１トン程度であります。

　次に、産業用大麻を当該事業に組み入れることにつ

いて。

　産業用大麻については、大麻研究者の免許制度や、

研究実施施設の管理基準など大麻取締法の規制の面か

ら、現在の事業の中で新たに取り込むことは困難であ

ると考えておりますが、今後、その有用性について文

献等、研究事例を調査し、認識を深めていきたいと考

えております。また、小規模離島を研究フィールドと

することについては、一般論として、植物の試験栽培

において管理が容易であることなどから、今後の新た

な研究事業の展開に際して参考にさせていただきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　産業用大麻の栽培許

可についてお答えします。

　大麻の栽培許可に際しては、「社会的な有用性」、

かつ「合理的な必要性」の明確な根拠や、栽培免許を

与えることにより、薬物乱用の助長等の保健衛生上の

危害を及ぼすおそれがないことなどを詳細かつ具体的

に審査し判断することとしております。近年、全国的

に大麻の乱用が急速に拡大し、本県における薬物事犯

も大麻事犯が半数近くを占めている状況にあり、薬物

乱用の低年齢化が危ぶまれており、大変憂慮すべき事

態となっております。このような状況から、大麻栽培

免許は慎重かつ厳格に審査されなければならないもの

と考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、支援センター（仮称）の取り組み状況等について

お答えいたします。

　「離島・へき地支援のための離島児童・生徒支援セ

ンター（仮称)」の設置につきましては、平成24年度

以降の新たな計画の制度提言の中で、寄宿舎と宿泊施

設等を備えた複合施設として国へ要望し、その実現に

向けて国及び関係団体等と調整しているところでござ

います。

　次に、生徒の暴力行為防止に向けた取り組みについ

てお答えいたします。

　八重瀬町において発生しました「少年２名を被害者

とする集団暴行事件」について、このような人権を踏
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みにじるような行為は絶対に許されることではなく、

強い憤りを感じております。被害に遭った生徒とその

御家族に対してお見舞い申し上げ、一日も早い回復を

祈っております。

　県教育委員会といたしましては、各学校において児

童生徒の暴力行為等の問題行動防止に向けて、通知文

やリーフレット等を使った授業、集会やホームルーム

の展開、学校・家庭・地域・関係機関が連携した「夜

間街頭指導」、「ＣＧＧ運動」や「ちゅらさん運動」

等の展開など、規範意識の醸成及び人権意識の高揚を

目指し、鋭意取り組んできたところでございます。こ

れまでの取り組みを振り返り、今後ともすべての大人

が子どもを見守り育てる社会の構築に向け、県民総ぐ

るみで再発防止の取り組みを粘り強く推進してまいり

ます。

　次に、学校・家庭・地域・関係機関との連携につい

てお答えいたします。

　学校・家庭・地域社会が相互連携を図りながら、

「地域の子は地域で守り育てる社会づくり」を推進す

ることは、重要なことと考えております。そのため

に、「少年を守る日」、「おきなわ地域教育の日」及

び「家庭の日」を設定し、その普及啓発活動に取り組

んでおります。さらに、規範意識や危険回避能力の育

成に向けて、家庭教育を地域全体で支える機運を醸成

するための取り組みを進めているところでございま

す。

　今後ともこれまでの取り組みを振り返りながら、二

度とこのような悲しい思いをすることがないよう、関

係機関との日々の相互連携を強化充実してまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　我が党の代表質問との関

連で、被災地支援のために派遣している職員の健康対

策についての御質問にお答えいたします。

　東日本大震災による支援のため、県ではこれまで延

べ165名の職員を派遣しております。特に、漁港、港

湾の復旧業務等に技術職員を約１カ月交代で派遣して

いるところであります。

　派遣職員の健康面への対応につきましては、派遣中

は連絡を密にし、健康状態の把握に努めるとともに、

派遣終了後にも特別に健康診断を実施するなどの対策

を講ずることとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　今、生物資源ということで産業大麻

の質問をしたんですが、麻薬、大麻の逮捕者が出ます

ので、それと医療用大麻と間違っているんじゃないか

なというふうにちょっと心配しているんです。

　実は……。

　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時34分休憩

　　　午後６時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○新垣　良俊君　こういう茎を砕いて、バイオ燃料と

いいますか、それもつくることができます。（資料を

掲示）　そういうことで、用途があるんですが、部長

の話では、この産業用大麻と医療用大麻を間違ってい

るんじゃないかと思うんですが、それについて医療用

大麻についてはどういうふうに考えていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時36分休憩

　　　午後６時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今の問いは、産業用

大麻と乱用されている大麻との違いはあるかというこ

となのかと思うんですが、違いはなく同じものである

と。大麻取締法の第１条に、大麻は次のように定義さ

れています。「「大麻」とは、大麻草（カンナビス・

サティバ・エル）及びその製品をいう。ただし、大麻

草の成熟した茎及びその製品並びに大麻草の種子及び

その製品を除く。」というふうになっておりまして、

同じものだという認識です。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　部長、もうちょっとその大麻につい

て勉強してほしいと思います。

　実は産業大麻、これは産業大麻の開発ということ

で、ドイツでは自動車用の内装材、それから住宅用の

断熱材、そういうのがあります。それからイギリスで

は車ボディーの研究とか住宅、公共建築、スウェーデ

ンではエネルギー作物といいますか、それからカナダ

では食品と化粧品の市場拡大、中国では、新しい紡績

工業ということでやっております。それから七味唐が

らしがあるんですが、その大麻の実というのがありま

す。これは産業大麻でありますので、それについて部

長、見たことないですか。七味唐がらしの中ですが、

これは医療用大麻とは違うんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　基本的に、議員おっ
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しゃるように大麻草はそういうふうな製品を生み出

す、最終製品を生むものではあるんですよ。ただし、

その葉っぱとかそういうものを別の麻薬にも転用とい

いますか、麻薬にもなり得る製品なもんですから極め

て慎重に、もちろんこういう製品になったものはこれ

は大麻ではないですよ。それと種子に関しては聞いた

ところによると、輸入したもので日本で生産されたも

のではないということのようです。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　産業大麻が先祖返りで医療用の今大

麻事件がよくありますね。それに返ることはないと思

います。ですから、もう少し部長、栃木もそうですが

北海道、問題があればこういう産業大麻を推進しない

ですよ、これ。ですから、沖縄の場合は産業振興の意

味でも、それから離島への雇用促進も図られると思う

んですよ。何でもかんでも医療用大麻と同じような考

えでやっていますので、それについてもっと大きな視

野を持たぬとそういう開発はできないですよ。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時40分休憩

　　　午後６時40分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　確かに、栃木県とか

岐阜県などでは許可された事例もあります。ただし、

これは伝統文化の検証ということで、過去に昔からそ

れを使ってこれをやっていてそれ自体に意味があるよ

と、非常に特化した状況で許可されているようですの

で御理解いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　これについてはまた12月でもやりた

いと思いますので、勉強してぜひとも沖縄の産業振興

に、私のほうも勉強してやっていきたいと思いますの

で、ぜひお願いします。

　それから東日本への職員の派遣があるんですが、こ

の土建部か農林水産部の職員の派遣ですね。これは岩

手、宮城、福島の３県が漁港、それから港湾、壊滅的

な被害を受けているんですが、１カ月ごとに今４月か

ら始まって４、５、６と３カ月になっていますが、こ

れが長期の派遣になるという情報もあるんですが、そ

れについてはどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今の派遣は、派遣法に基

づく派遣ではないんですね。通常の旅行命令という形

での派遣なんです。派遣法に基づく派遣となります

と、向こうの職員にならなきゃいけないということが

ございまして、これ１カ月以上なりますと、そういっ

た派遣法の適用を受ける、受けないの問題があるんで

すけれども、そういった意味でいいますと１カ月以上

の派遣には今のところ該当しないということでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　漁港の復旧を図るということで、福

島のほうからもそういう話があると思うんですが、こ

の派遣職員、今から長期になると思っておりますが、

職員の赴任手当といいますか、単身赴任手当。例えば

派遣になった場合の手当についてはどういうふうに考

えていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今、少し伺ったところに

よりますと、長期の派遣になる可能性もあるという話

がございます。もし長期の派遣法に基づく派遣になり

ますと、派遣手当というのがこれはもう全国的な話で

ございますけれども、派遣手当というのが１日3000円

とか5000円という形で支給されます。

　それから特殊勤務に従事しますと、その特殊勤務手

当として例えば警察関係でいいますと死体処理の手当

であるとか、そういった手当が支給されるということ

でございます。

○新垣　良俊君　わかりました。ありがとうございま

した。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

　　　〔浦崎唯昭君登壇〕

○浦崎　唯昭君　こんばんは。

　本定例議会一般質問の結びとなりますけれども、い

ましばらくおつき合いのほどよろしくお願いします。

　堺屋太一さん――小渕内閣・森内閣で経企庁長官、

それから今は作家として活躍しておりますけれども

――彼の最近の書物で「第三の敗戦」というのが出て

おります。「第三の敗戦」というのは、東日本大震災

のことを指しております。「第一の敗戦」というの

は、1860年代幕末に江戸幕府が倒れ、明治維新へと突

き進む中でのあの出来事が「第一の敗戦」だと彼はと

らえております。「第二の敗戦」は、御承知のとお

り、太平洋戦争における焦土と化した沖縄県の皆さん

御承知のとおり、我が国がまさに灰じんに帰したあの

敗戦。

　しかしながら、両敗戦とも我が国の発展につながっ

てきたと。とりわけ「第二の敗戦」の太平洋戦争の敗

戦は、我が国を世界第二の経済大国まで押し上げたと

いうことでございます。そういう意味で、「第三の敗
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戦」も私たちは、県民の皆さん、国民の皆さん、力を

合わせて、それを契機に新しい形の日本、新しい心の

日本をつくっていこうと心から願っております。

　そういう中でその大震災が発生したときに、知事は

いち早く声明を発表されました。そのときは、まだ題

名も「東北地方太平洋沖地震被災者の受入方針」とい

うことで、知事は素早く発表されました。それを読ま

せていただきますと、沖縄県においては、災害発生後

直ちに危機管理・対策本部会議及び被災地支援本部会

議を開催し、災害対応、被災地支援に全力を挙げて取

り組んでまいります。今後、被災地から全国各地へ避

難・移動する被災者がふえていくことが予想されま

す。沖縄県としましても、被災者の全面的な受け入れ

を決め、関係部局に取り組みを指示しました。今後、

状況によっては数万人規模の被災者が避難・来県され

ることを想定し、市町村や民間とも連携して県民が一

丸となって支援に当たりたいと思っております。長い

歴史の中で培われた県民の相互扶助の精神、チムグク

ルを発揮しようではありませんか。被災者の皆様には

お金の心配は御無用です。どうぞ安心して温暖の地沖

縄にいらしてくださいと、被災を受けまして早い時期

に知事がそういうメールを発信しております。私は、

すばらしいことだと思っております。

　そういう意味で、知事の被災者に対する思いがこれ

に入っておりますけれども、私も同じ思いを持ちなが

ら、仲井眞県政のこれからの方向を確認する立場も踏

まえまして質問してまいりますけれども、前回の衆議

院選挙で民意が大きく動きました。辺野古はないと言

い、その結果、県内の有権者の過半数の支持を得て誕

生した民主党政権が、選挙の際に繰り返し標榜した内

容をかくもあっさりと、鳩山由紀夫さんという一人の

政治家の勉強不足であったことのみをその理由にし

て、軽々と有権者の信頼を裏切り覆してしまい、さっ

さと御本人はやめてしまいました。以来今日まで煮え

切らない状態の、あるいは先が見えない、それでいて

だれの考えで動いているのかさえ見えない政府に対し

て、知事は大変苦慮しておられることと思います。日

本国政府の方針が定まらないからと沖縄県が具体的対

応をちゅうちょしている間にも、どんどん国家と国家

との取り決めが進められ、地域住民の頭越しに物事が

決められていく事態は、民主国家として異常な事態で

あると私は思っております。

　そういう中で、お聞きをいたします。

　大きく揺れ動く国際情勢の中で国政も激動しており

ますけれども、仲井眞知事の経験に照らして、かつて

官僚として国政にかかわっていたこととの関連も踏ま

えまして、国政と県政との考え方の違いを聞かせてい

ただきたいと思います。

　せんだっては復興担当大臣がやめましたけれども、

まさに主従関係も、あるいは上から目線の復興に対す

る県民の気持ちもわからないような話がありましたけ

れども、そういう関係ではないと思っております。

　そして、その違いを乗り越え切磋琢磨し、県民と国

民の幸せのために全力を挙げるべきだと思いますが、

知事のお考えをお聞かせください。

　次に、東日本大震災についてであります。

　2011年３月11日の東日本太平洋大地震とそれから派

生した大災害は、国民みずからが選択したということ

以外に他国のどこのだれにもその責任を問えない、全

く未曾有の国難であります。しかも、我々日本国が

やったことが、世界人類の生存の危機をも招きかねな

い事態を引き起こしているという、我々日本国民が全

人類に対して重大な責任を負う事態にも立ち至ってい

るのであります。

　同時に、この事態は我々沖縄県民にとっても重大な

歴史的転換期をもたらすであろうことを予感いたして

おります。我が沖縄県民が、我々は日本国民であると

自己認定するに当たっていつも何か引っかかっていた

ものが、2011年３月11日を境として「みんなの心を一

つにする」という言葉の意味について、薩摩の琉球侵

攻以来ずっと心の底に沈殿していたおりのようなもの

が溶けていくような感じを持っております。

　東日本の同胞のこの辛抱強さを見るにつけ、被災さ

れた多くの同胞のことを思う気持ちの中で大きな苦し

み、悲しみ、乗り越えがたき何かにさらされているの

は、我々沖縄県民だけでなかったこと、我々沖縄県民

が決して孤立はしていなかったことを、今やむしろ

我々沖縄県民が「みんなの心を一つにする」を全国民

に率先して実践するときの到来を感じているのであり

ます。

　仲井眞県政の公約の柱に「県民の心をひとつに」す

るという約束があります。実行するためには大変な難

しさを伴っておりますが、県民の心を一つにして、国

民みんなの心を一つにつなげていくという大きな沖縄

の声にしなくてはならないと時勢は強く求めているも

のであると私は考えております。

　そこでお伺いをいたします。

　「県民の心をひとつに」という知事の公約が、大震

災を受けて国民の心を一つにしなければならないとい

うことに広がらなければならないと思いますが、知事

のお考えをお聞かせください。

　そして、そのためには知事のリーダーシップがこの
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際さらに強力に求められてくると思いますが、お考え

をお示しください。

　東京都の石原慎太郎知事は、６月６日、「東京を守

るために」ということで思いを語っております。「今

回の大災害は我々に、今まで安易に続けられてきた全

てのものごとについての基本的な反省を強いてきてい

るのに、ものごとの優先順位も無視して、財政の破綻

をまず取れるものから強引に取り上げ目先を糊塗する

というやり方を、この国を牛耳ってきた国家の官僚た

ちとそれに追従駆使させられてきた政治家たちが改め

ぬ限りこの国は崩壊の一途をたどるに違いない。」と

発言をしておられます。この件について、知事の感想

をお聞かせください。

　次に、平和宣言についてであります。

　沖縄県の全戦没者のみたまに祈りをささげるために

毎年開かれておりますけれども、そのことについては

大変すばらしいことだと評価をいたしております。し

かし、数字は正確に記したほうが全国民にも訴えるこ

とになろうかと思いますし、私は、そのために平和祈

念資料館で聞いてまいりましたら、平和の礎には24万

1132人の方々が刻銘をされているようでございます。

そうしますと、知事の平和宣言の中で、「20万余」の

戦没者のみたまということは少し変えたほうがいいん

じゃないかと、現実に即して24万人近くの方々がお亡

くなりになられているということに変えたほうがいい

のではないのかということで、このことを取り上げさ

せていただきました。

　允番のウィキリークスについては、これは新里米吉

議員が質問されておりましたので、私は取り下げま

す。

　次に、福祉行政について。

　平成20年度の医療制度改革が県内の国保財政に大き

く影響を与えているということで、41市町村、自治体

が大変苦労しているということを聞いております。こ

れは沖縄の特殊事情のようで、65歳から74歳の前期高

齢者が沖縄県は少ない。この少ない理由は、移民の政

策もあっただろうし、それから今申し上げました戦争

における被災者もおられて極端に少ないというのが理

由であります。それから、20歳未満の方々が沖縄県は

全国に比して多いということで、この医療制度改革は

マイナスになっている。

　そこで、県市長会の会長として翁長雄志市長は県知

事にも要請をし、そして厚生労働省にも出向きまして

大臣にお会いをしたり、また、国会でも沖縄選出議員

の皆さん初めお話をしておりますけれども、そのこと

が国保の財政の健全化につながってない。そういうこ

とで、その影響についての調査を示してください。

　そして、国との交渉で平成21年、22年は一応補てん

はされておりますけれども、それでも国保の財政の健

全化には全然つながっていない。そういう意味では、

この状態があと４年ぐらいは続くようでございますの

で、これは政治的レベルで県知事が先頭になって交渉

すべきではないのかと思いますけれども、そのことに

ついてもお考えをお聞かせください。

　次に、商工労働行政について。

　物づくりは、我が国の基本的な国づくりの柱であり

ました。沖縄県も技能士として今１万8000名余の方々

がおられます。そして、我が沖縄県の経済の発展、産

業の振興に頑張っておりますけれども、この技能士の

皆様方が集う「技能五輪全国大会」が沖縄県ではまだ

開催されていない。ことしで48回目の大会を迎えるよ

うでありますけれども、まだ開催されていない。私

は、これはやはり沖縄でなぜ開催されないのかを私た

ち沖縄県初め関係者は深く考えるべきだと思っており

ます。

　そういう意味で、この「技能五輪全国大会」が沖縄

で開かれないということで、この大会の意義につい

て、同時に、なぜ48回の全国大会の中で――48回とい

うと全国を一巡しておりますので――沖縄県で一回も

開かれていないのか、これをお聞かせください。その

ために、沖縄県の開催に全力を挙げてもらいたいと思

いますけれども、お伺いいたします。

　並行して２年に一度、「技能グランプリ」が開催を

されております。これは、「技能五輪全国大会」とは

若干違うようでありますけれども、このグランプリの

意義を教えてください。同時に、技能五輪との関連を

示していただきたいと思います。

　次に、文化の振興についてでございます。

　しまくとぅばについてでございます。

　せんだって、平田大一文化観光スポーツ部長さんと

ごあいさつする機会がありました。方言でハジミティ

ヤーサイ、チバリミソーリヨーと話したら、彼はミー

ファイユーということで私にあいさつをしてくれまし

た。まさに方言についても理解の深い方だと思いまし

たけれども、このしまくとぅばが今度は教育委員会か

ら文化観光スポーツ部にシフトをしましたけれども、

現状を説明してください。

　それから、知事のマニフェストにもしっかりとしま

くとぅばがうたわれております。知事よりも有名なの

が、お父さんの仲井眞元楷さんでございます。知事さ

んよりもマチグヮーの皆さんはよく知っている。なぜ

知っているかというと、方言ニュースでもう大変有名
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でございます。そういう意味で、マニフェストにもう

たわれておりますけれども、このことについて教えて

ください。

　それから、我が党の代表質問との関連について、こ

のことについては悩みましたけれども、質問させてい

ただきます。

　この代表質問、一般質問が終わる中で、普天間飛行

場移設について具志孝助議員の代表質問とのかかわり

でございますけれども、この飛行場移設について、知

事は県民大会を受け、そして昨年の知事選挙の公約を

受け、県外へ移設だということをはっきりと言ってお

られます。このことについては議会も決議をいたしま

して、評価をいたしておるところでございますけれど

も、その中で国とも交渉をする、総理とも話をされ

る、防衛・外務大臣とも話をされる、そういう中で、

知事はあの５月28日の決定したことの説明がなってな

い、しかし、政府は何とかお願いしたいということの

中で平行線でございますけれども、こういう状況はい

つまで続いていくんでしょうか。続いていくというこ

とは、あの普天間飛行場の固定化につながる。これは

県民みんなが知っていることだと思いますけれども、

そのことについて関連して質問をさせていただきま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎唯昭議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、国政と県政の

違いは何か、県民と国民の幸せのために全力を挙げる

ことについてという、質問は易しいんですが、実は答

えが非常に難しい中身になっておりますが、結論から

申し上げますと、私の実感としては、恐らく国政も県

政も基本は変わらないというふうに思います。両方と

も国民・県民の福祉の増進、幸福の実現という基本的

な理念は全く変わってないと思います。

　ただ、私は、国の機関にはいましたが、いわゆる役

人としての仕事をやってきました。そういう意味で、

国政に参加と言うのもおこがましいぐらいのポストに

しかいませんでしたので、私がコメントするのもどう

かと思うんですが、ただ我々の時代は、もはや戦後で

はないと言われていた経済白書が出た昭和32年から４

年、私は昭和32年に大学に入り、36年に卒業と同時に

官庁に入ったわけで、その時代はまだ敗戦後で欧米諸

国に追いつき追い越せという強烈な思い、まさしく心

を一つにした感があるぐらいの強烈な思いを持って、

私は産業関係の政策の一端を担当していたんですが、

皆同じ思いを持って、産業界も学会も官庁も同じ思い

で、一種の心を一つにした感じで取り組んでいた感が

ありますが、基本的にこの国政と県政の差というの

は、私、今知事を２期目、４年半やらせていただい

て、基本的には変わりないのではないかという気がい

たします。そして、特に沖縄県を例にとりますと、外

交・防衛にも直接かかわっておりますし、地理的な位

置から言っても、地図の上で左に中国、上に日本、右

に太平洋を挟んでアメリカ、下にと言っては変です

が、フィリピン、インドネシアに続くこのクロスロー

ドにいて、この位置的関係は永遠に変わらぬという中

で、恐らく沖縄県の県政というのは、これから先も国

政とほとんど変わらない課題へのチャレンジの連続な

のではないかという気がします。

　どうも卒業論文にもならない答弁で恐縮ですが、こ

れが第１問に対する答弁です。

　それから第２に、今度は、リーダーシップを発揮し

て県民の心を一つにして、この国難とも言うべき東日

本の大震災へ沖縄県知事としてもリーダーシップを発

揮すべき点があるのではないかという御趣旨の御質問

だと思いますが、これも一通りまとめてみたんです

が、なかなかきょうお話をまた改めて伺いますと、ど

うもちょっと違うなというところがあります。

　ただ、県民の心を一つにしてという、沖縄の中では

いろんな点で実際にいろんな行動をとってきた歴史が

あろうかと思いますが、日本の場合は、先ほどおっ

しゃった「第一」、「第二」、「第三の敗戦」といい

ますか、それから後の展開というような堺屋太一さん

のとらまえ方をするとすれば、私が若いころ、20代に

体験した敗戦後の日本の産業を中心とした部門だけの

経験ですが、文字どおり心を一つにして、日本が所得

倍増計画もあっという間にクリアしたり、どんどんど

んどん世界のナンバー２のＧＮＰの大国になっていく

プロセスを体験した感じでいきますと、この東日本の

大震災対策において、逆にそういう議員のおっしゃっ

た日本全体、国民が心を一つにしてというのが、むし

ろ必ずその思いとか力というのが出てくるのではない

かという予感がいたします。これも答えになっている

かどうか恐縮ですが、私の答弁でございます。

　そして最後にもう一つですが、石原東京都知事の発

言を引用されておられます。そして、日本国がむしろ

崩壊の道をたどっているのではないかという、非常に

警鐘を発する発言をやっておられますが、無論石原慎

太郎知事は、もう御存じのように芥川賞作家でもあ

り、そして国会議員をやり、大臣をやり、今や都政の
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３期目を担っておられるというこの経験と厚みと感性

がまるで違うもんですから、この石原慎太郎氏の発言

について私が特にコメントする能力は持っておりませ

ん。そのまま受けとめたらどうかというのが私の感じ

でございます。

　そして最後に、我が党の代表質問との関連というこ

とで、日米両政府の普天間の辺野古への移設、私はこ

れは事実上不可能だということを言っているんです

が、両政府が政府機関として、つい先ほどやはり辺野

古ということを決めた。したがって、今度は辺野古が

事実上不可能であるとすれば、逆に普天間は固定化さ

れるのではないかということですが、これはまさしく

考えられる一つの現実的なシナリオでもあると思いま

す。ですから、これが非常に胸の痛むところで、基本

的にどのようにしてこの固定化を防ぐかということで

すが、これまでのところ、いろんな議員の先生方に答

弁しましたが、日米両政府とも辺野古ありきという

か、辺野古以外にちょっと弾力的に物事を解決する三

方一両損でも三方一両得でも、いい形でおさめる解決

の方法というのは本来あるはずだと私は信じておりま

すし、そういう中で辺野古が現実には事実上不可能だ

ということであれば、やはり日本国内のいずれかへ、

余り国際問題化させないで持っていくというのが一番

いい方法、要するに一番日本政府が中心になってまと

められ得る選択だと私は思っております。

　ですから、結局は辺野古を考えると遅くなりますよ

というのを前から言ってきているわけでして、私も１

年半以上前は条件つきとはいえ辺野古だと、こういう

ことをやってきております。ですから、賛成の方も一

番多い地域だとは思います。しかしながら、現実に今

進めようとしてもなかなか前へ進めないだろうという

感も強くあります。したがって、これはむしろ県外の

大きな空間に解を求めるほうが早い、この点を日米両

政府にこれからどう説いていくか、ここのスピードと

の競争になるだろうと思います。

　ですから、一日も早く普天間の危険性の除去という

のは基本的には移設・返還、これに尽きるわけで、ぜ

ひこれは何とかめどをつけたいというのが私の今度２

回目の知事選挙に出た理由の大きな一つでもあります

ので、そんなに物すごいいい方法が見つかっておりま

せんが、両政府の担当のところに早い解決は日本国内

のいずれかだということで説得をしていくしかないと

いうふうに考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　平和宣言における戦

没者数についてお答えいたします。

　沖縄全戦没者追悼式における平和宣言については、

昭和52年、沖縄戦没者の33年忌に当たり関係者の議論

を経て、真に慰霊の日にふさわしい式典とするため平

和宣言を行うこととしたものであります。これまでの

平和宣言においては、さきの大戦で唯一地上戦が行わ

れた沖縄県の経験に基づき、戦争体験を継承し平和を

希求する心を発信するとともに、恒久平和の実現に取

り組む決意を宣言してまいりました。

　沖縄戦における戦没者数については実数調査が困難

だったことから、県においては、昭和32年に戦没者数

を約20万人と推計し、平和宣言においてもこの数値を

用いてきたところであります。

　平和の礎の刻銘者数を平和宣言に盛り込む戦没者数

とすることについては、これまでの経緯等を踏まえ検

討してまいりたいと思います。

　平成20年度の医療制度改革が県内の国保財政に与え

た影響についてお答えします。

　平成20年度の医療制度改革により、各保険者が高齢

者の医療費を公平に負担する仕組みとして前期高齢者

財政調整制度が実施され、退職者医療制度が経過措置

を残し廃止されました。

　この改革により、本県の市町村国保において、平成

19年度の退職者医療制度による交付金と比較して交付

額が減少した保険者は、平成20年度で25市町村、28億

6000万円、平成21年度で27市町村、42億6000万円、一

方増加した保険者は、平成20年度で16市町村、６億

4000万円、平成21年度で14市町村、４億4000万円と

なっております。

　続きまして、国保財政に関する県の取り組みについ

てお答えいたします。

　前期高齢者財政調整制度の導入に係る影響額につい

て、県では市長会等と連携し、国に対し財政支援につ

いて要請を行ってきたところであります。その結果、

影響額の２分の１が国調整交付金で補てんされ、さら

に平成22年には本県の子供の数が多いことに着目した

財政調整が新たに導入されたところであります。しか

しながら、市町村国保の財政は、高齢者や低所得の方

が多く、医療費が高いといった構造的な課題を抱えて

おり、大変厳しい状況が続いております。

　県といたしましては、今後とも市町村と連携を図

り、さらなる国費による財政調整機能の拡充強化を要

望してまいります。

　以上です。
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○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　商工労働行政につい

ての御質問の中で、「技能五輪全国大会」の意義につ

いてお答えいたします。

　「技能五輪全国大会」の意義は、国内の青年技能者

の技能レベルを競うことにより青年技能者に努力目標

を与えるとともに、技能に身近に触れる機会を提供す

るなど、広く国民一般に対して技能の重要性、必要性

をアピールすることにより技能尊重機運の醸成を図る

ことであります。

　続きまして、沖縄県で開催されていない理由につい

てお答えいたします。

　本大会は昭和38年から開催されており、これまで第

１回大会から第28回――これは平成３年でございます

――までは、中央職業能力開発協会の主催により千葉

県で開催されてきました。その後、第29回大会からは

当該協会と希望都道府県との共催での開催となってお

り、これまで14県で開催されております。

　沖縄県で開催されていない主な理由としては、会場

規模２万5000平米――これはコンベンションセンター

が2500平米でございますから、かなりの大きな規模に

なります――この会場規模の確保の問題、あるいは予

算規模がおおむね５億円を超えます。これまでの実績

からいうとそういうことで、それと地元負担が約３億

5000万円程度となることから、やはりその費用対効果

の問題等があるのではないかと考えております。

　それから、沖縄県での開催について。

　技能五輪の誘致に際しては、会場の選定、機材の確

保、予算規模、運営体制などさまざまな課題があるこ

とから、慎重な検討が必要と考えております。

　続きまして、「技能グランプリ」の意義と技能五輪

との関連について、関連いたしますので一括して答弁

いたします。

　「技能グランプリ」の意義は、特級、１級及び単一

等級の技能士の技能の一層の向上を図るとともに、そ

の地位の向上と技能尊重機運の醸成に資することにあ

ります。「技能五輪全国大会」が青年技能者を対象と

する技能競技大会であるのに対し、「技能グランプ

リ」は年齢制限はなく、熟練技能士が日本一を競い合

う大会となっております。また、「技能五輪全国大

会」は毎年開催となっておりますが、「技能グランプ

リ」は隔年開催となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化の振興

についての中の御質問で、しまくとぅば関連事務の現

状についてお答えいたします。

　従来、「しまくとぅばの日」関連事務は、文化環境

部文化振興課と教育庁文化課において実施しておりま

したが、ことし４月の組織再編に伴い、文化観光ス

ポーツ部文化振興課で実施していくことになりまし

た。

　県では、平成18年３月の「しまくとぅばの日に関す

る条例」制定以降、しまくとぅばに関する講演会、沖

縄芝居上演等の実施、「しまくとぅば語やびら大会」

の支援などを行い、しまくとぅばに対する理解、関心

を深めるための事業を実施してまいりました。今年度

からはこれまでの事業に加え、しまくとぅばの記録保

存、普及・継承について検討するための委員会を新た

に設置し、より効果的に事業を実施してまいりたいと

考えております。

　同じく文化の振興についての御質問の中の、しまく

とぅばの保存の展望についてお答えいたします。

　知事のマニフェスト11の実施施策のうち、「人材の

育成と文化・スポーツの振興」の項目の中には、「し

まくとぅばを保存するため学校教育に取り入れます」

と示されております。

　県内各地域において受け継がれてきたしまくとぅば

は、地域の生活に根づいた言葉であり、歴史そのもの

でもあると思います。また、琉球舞踊や琉球古典音

楽、組踊、沖縄芝居など沖縄文化においても基層とな

るものであり、事、ウチナーアイデンティティーを形

成する上でも大変重要であるとの認識をしておりま

す。

　我が部としましては、各地域によって異なるしまく

とぅばを保存・継承していくためには、地域や学校と

連携を図り、子供たちが幼いころからしまくとぅばに

触れる機会をつくることが必要であると考えておりま

す。県では、これまでも各地域において、しまくとぅ

ばになれ親しむためのワークショップや沖縄芝居体験

講座などの施策を推進しており、今後とも教育庁等関

係機関と連携をし、しまくとぅばの普及・継承に努

め、保存につなげていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　御答弁ありがとうございました。

　時間がないですから、しまくとぅばについてちょっ

と再質問をさせていただきます。

　今もお話がありましたように、今後は新しい観点か

らしまくとぅばの普及をやりたいということですけれ
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ども、過去には、しまくとぅばに関する講演会とか芝

居とか芝居体験講座、民謡、童歌ワークショップなど

はもうやってきたんですよ。それではしまくとぅばの

普及にはつながらないということで、恐らく新しい形

でやるということでございますけれども、そのことに

ついてもう少し詳しく説明をしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員おっ

しゃるとおりで、いろいろ手を尽くしてはきたもの

の、なかなか普及が難しいというような現状があった

と伺っております。子供たちにとってはもっとインパ

クトのある形で、しっかりとしまくとぅばが根づくよ

うな形でやっていきたいと思っておりまして、１つ

は、副読本のような普及本も今考えていたようでござ

いますが、やはり耳で聞いて、それでしっかり覚えて

いくということで、できれば各地域ごとのＣＤといい

ますか、そういうような現代的なものも駆使して、耳

からしっかり入って、記録保存だけではなくて、実際

にそれが楽しみながらわかりやすいような形のものも

考えたいなというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　おっしゃるとおり、よくわかりま

す。そういうことで、「しまくとぅば検討委員会」で

したか、今まで何度開かれたんでしょうか、その資料

はありますか。わからなければいいんですけれども、

しまくとぅば条例は検討することではないんですよ。

普及そして促進を図ると、条例の１、２ではなってい

るんですよ。そういう意味では、検討する段階から、

部長おっしゃるように、実際に今使える段階にするた

めにはということでの委員会を充実させていくという

ことでございますけれども、この委員会の運営につい

て少し案があれば教えていただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　これまでは

恐らく学術的な見地からの討論がかなり検討されてき

たというふうに伺っております。その段階を経て、今

度はいよいよそれを本当に活用していくというところ

で、我が部にこれが移ってきたと思っておりますの

で、新しい文化振興課を含めまして、これからも教育

庁とも連携を図りながら、しっかりと普及に努めてま

いりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　新部長さん、大変期待しております

ので。今までは、先ほど言ったような行事の展開のみ

で本当に普及する行動にはなっていないんですよ。こ

れからはそういう形でやるということでありますの

で、そのことについては、私たちもある意味では少し

専門的な部分で知っていることもありますので、ぜひ

私たちにも聞いていただいて、しまくとぅばのあり方

を発展させていただけたらなと、このように思ってお

ります。

　知事、先ほどの平和宣言ですけれども、もう平和の

礎に24万1132人というのは間違いないんです。行った

ら女の子は、すぐ戦没者は24万1000人と。簡単なんで

すよ、検討しますじゃなくて、事実に基づいて平和宣

言を発信したほうがいいんじゃないかという単純な提

案なんです。それが平和宣言の意味、慰霊の日の施行

につながっているのではないのかということですけれ

ども、知事、もう少しこのことについて知事の答弁を

いただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時25分休憩

　　　午後７時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎議員のおっしゃる方向

で訂正します。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　ありがとうございます。御検討をよ

ろしくお願いいたします。

　それで先ほど知事に我が党の代表質問関連でお話し

申し上げましたけれども、知事のおっしゃることはよ

く理解できます。また、ぜひそうしてもらいたいと

思っておりますけれども、ただ、知事が再選をされま

してもう７カ月経過しました。知事の任期中に国と渡

り合いながら、これがいつまで続くかというのが非常

に気になるんですよ。１年後も２年後も恐らく国は変

わらないと私は判断せざるを得ないんです。その中

で、知事の姿勢を私たちは支持しておりますし、ぜひ

そうしてもらいたいと思いますけれども、逆に普天間

飛行場の固定化につながるということは日本政府の責

任でもありますし、どちらかというと県知事の責任も

あるし、我々与野党にも責任があると私は思っている

んですよ。政党政治家にも責任はあるとこのように

思っておりますけれども、それを踏まえてその綱引き

ですか、国との激しいいろんなことがあるかもしれま

せんけれども、私は、それについてはしっかりといろ

んな状況の分析をしながらやってもらいたいというこ

となんですが、これについてコメントありますでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃっておられ
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ることは、むしろ先ほど私が答弁させていただいた私

の考えともある意味でぴたっと一緒だとは思うんです

が、確かにこの危険な普天間を一日も早く移設・返還

させるというのが答えですよ。ですから、私もあと残

り３年と４カ月ぐらいしかないんですが、これで一体

どこまでそういう方向に動かすことができるかという

のは、まさにこれからだと実は思っているんです。

　ですから、６月21日の２プラス２でのあの答えの出

しぶりというのは、どうも現実を直視していないとこ

ろが、私、なぜそのままやるのだろうかという疑問が

ありますし、これは日本政府にとってもプラスじゃな

いと思うんです、アメリカにとっても。無論沖縄に

とってはどうにもならぬ。ですから、これは最後は

やっぱり日本のどこかへ移すというのが、私は一番の

解だと思っていますから、ここのところは、何とか答

えを見つけられるのではないかと実は私は思っており

まして、これはやっぱりゆっくり変化も起こっており

ますし、いろんな見方の。アメリカ議会がそうです

し、アメリカのいろんな防衛の専門家であれ、それか

ら日本国内でもいろんな動きが出てきつつあると私は

思っておりますし、これはどう理解をしてもらい、そ

ういう判断に持ち込んでいけるかは、また、やり方は

ちょっと今戦術をよく練っておりますから、これを何

とかやってみたいなと思っております。済みません、

お力とお知恵をかしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　知事が戦術を練り、行動されること

に期待しておりますので頑張ってください。

　商工労働部長、さっきの答弁では絶対になっていな

いですからね。ただ、時間がないですからこれで終わ

りますけれども、やる気がない物事について、それを

表明して終わります。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております甲第１号議案、甲第

２号議案及び乙第１号議案から乙第15号議案までにつ

いては、お手元に配付してあります議案付託表のとお

りそれぞれ所管の常任委員会に付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時30分休憩

　　　午後７時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第３　陳情第97号、第101号及び第105号から

第107号までの付託の件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情５件のうち、陳情第97号、第101

号、第106号及び第107号の４件については米軍基地関

係特別委員会に、陳情第105号については沖縄振興・

那覇空港整備促進特別委員会にそれぞれ付託の上、審

査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明７月７日から13

日までの７日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明７月７日から13日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、７月14日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時32分散会
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議　　事　　日　　程　第８号

平成23年７月14日（木曜日）

午前10時開議

第１　平成23年第２回議会乙第23号議案及び乙第１号議案から乙第４号議案まで（総務企画委員長報告）

第２　乙第６号議案及び乙第７号議案（文教厚生委員長報告）

第３　乙第５号議案（土木環境委員長報告）

第４　乙第８号議案、乙第９号議案及び乙第13号議案から乙第15号議案まで（総務企画委員長報告）

第５　乙第11号議案（経済労働委員長報告）

第６　乙第10号議案（文教厚生委員長報告）

第７　乙第12号議案（土木環境委員長報告）

第８　甲第１号議案（総務企画委員長報告）

第９　甲第２号議案（土木環境委員長報告）

第10　行政書士への行政不服申立手続の代理権付与を求める意見書

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第３号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第11　国立沖縄青少年交流の家の存続に関する意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第４号

上原　　 章 君　　奥 平　 一 夫君

比嘉　 京子 さん　新 垣　 安 弘君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

第12　幼稚園教育等の制度改善を求める意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第５号

上原　　 章 君　　奥 平　 一 夫君

比嘉　 京子 さん　新 垣　 安 弘君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

第13　「子ども・子育て新システム」の安易な導入に反対し、現行保育制度の拡充を求める意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ５ 回

　

平成23 年７月 14日（ 木曜日）午前 10時２分開議
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翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第６号

上原　　 章 君　　奥 平　 一 夫君

比嘉　 京子 さん　玉 城　 義 和君

租田　 勝廣 君

第14　普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する意見書

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第７号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第15　普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する抗議決議

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第８号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第16　請願第２号（総務企画委員長報告）

第17　陳情第72号、第73号の２、第76号及び第77号（経済労働委員長報告）

第18　陳情平成21年第106号、同第192号、同第193号、同第203号、陳情平成22年第８号、同第38号、同第57号、

同第62号、同第83号、同第84号、同第99号、同第104号、同第123号、同第154号、同第162号、陳情第３号

から第５号まで、第35号、第45号、第73号の３、第78号の２、第87号及び第92号（文教厚生委員長報告）

第19　陳情平成22年第186号及び陳情第29号の２（土木環境委員長報告）

第20　陳情平成22年第187号、同第198号、陳情第39号、第75号、第82号、第90号、第97号、第101号及び第106号

（米軍基地関係特別委員長報告）

第21　陳情平成22年第156号及び同第159号（観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長報告）

第22　議員派遣の件（平成23年度沖縄県議会議員南米派遣）

第23　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　平成23年第２回議会乙第23号議案及び乙第１号議案から乙第４号議案まで

平成23年第２回議会乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第１号議案　沖縄県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県使用料及び手数料条例及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例

乙第４号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第６号議案及び乙第７号議案

乙第６号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第５号議案

乙第５号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例
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日程第４　乙第８号議案、乙第９号議案及び乙第13号議案から乙第15号議案まで

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　土地の取得について

乙第13号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第14号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第15号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

日程第５　乙第11号議案

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

日程第６　乙第10号議案

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

日程第７　乙第12号議案

乙第12号議案　国土交通大臣の作成する大保ダム及び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について

日程第８　甲第１号議案

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

日程第９　甲第２号議案

甲第２号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

日程第10　行政書士への行政不服申立手続の代理権付与を求める意見書

日程第11　国立沖縄青少年交流の家の存続に関する意見書

日程第12　幼稚園教育等の制度改善を求める意見書

日程第13　「子ども・子育て新システム」の安易な導入に反対し、現行保育制度の拡充を求める意見書

日程第14　普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する意見書

日程第15　普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する抗議決議

日程第16　請願第２号

請願第２号　行政書士に行政不服審査法に係る不服審査手続の代理権の付与を求める請願

日程第17　陳情第72号、第73号の２、第76号及び第77号

陳情第72号　東日本大震災の影響による菊価格下落対策に関する陳情

陳情第73号の２　平成23年度「離島・過疎地域振興に関する要望事項」に関する陳情

陳情第76号　東日本大震災による花卉販売被害に関する陳情

陳情第77号　東日本大震災による花卉販売被害に関する陳情

日程第18　陳情平成21年第106号、同第192号、同第193号、同第203号、陳情平成22年第８号、同第38号、同第57

号、同第62号、同第83号、同第84号、同第99号、同第104号、同第123号、同第154号、同第162号、陳

情第３号から第５号まで、第35号、第45号、第73号の３、第78号の２、第87号及び第92号

陳情平成21年第106号　県立高等学校編成整備実施計画に関する陳情

陳情平成21年第192号　県立南部農林高等学校と県立南部工業高等学校の再編統合計画案に反対

し、現行どおり単独「農業高校」としての継承、発展、充実を求める陳情

陳情平成21年第193号　ブラジルに現存する古典的な沖縄三線の鑑定に関する陳情

陳情平成21年第203号　県立南部農林高等学校と県立南部工業高等学校の再編統合に反対し、単独

「農業高校」としての継承、発展、充実を求める陳情

陳情平成22年第８号　県立南部農林高等学校と県立南部工業高等学校の再編統合に反対し、単独

「農業高校」としての継承、発展、充実を求める陳情

陳情平成22年第38号　県立高等学校再編整備実施計画に関する陳情

陳情平成22年第57号　医療制度改革に伴う国保の財政赤字に関する陳情

陳情平成22年第62号　保育制度改革に関する意見書提出を求める陳情

陳情平成22年第83号　前期高齢者財政調整制度等の見直しに関する陳情

陳情平成22年第84号　県立南部農林高等学校と県立南部工業高等学校の再編統合に反対し、単独農
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業高校としての継承、発展、充実を求める陳情

陳情平成22年第99号　「沖縄県がん対策推進基本条例」の６月定例会での制定を求める陳情

陳情平成22年第104号　沖縄戦遺骨収集現場の視察要請に関する陳情

陳情平成22年第123号　幼稚園教育の制度改善に関する陳情

陳情平成22年第154号　珊瑚舎スコーレ・夜間中学校の運営支援に関する陳情

陳情平成22年第162号　「沖縄県がん対策推進基本条例」の早期制定を求める陳情

陳情第３号　子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン及び小児用肺炎球菌ワクチンへの公費助成実

施を緊急に求める陳情

陳情第４号　県立八重山病院の医師確保に関する陳情

陳情第５号　民間保育所運営費の一般財源化に関する陳情

陳情第35号　子供の健やかな成長と保育制度を守ることに関する陳情

陳情第45号　「子ども・子育て新システム」に基づく保育制度改革に反対する意見書の提出を求め

る陳情

陳情第73号の３　平成23年度「離島・過疎地域振興に関する要望事項」に関する陳情

陳情第78号の２　八重山郡建設産業の振興発展に関する陳情

陳情第87号　「幼稚園・就学前教育」準義務教育化・無償化に関する陳情

陳情第92号　沖縄戦戦没者遺骨のＤＮＡ検査実施の国への要請に関する陳情

日程第19　陳情平成22年第186号及び陳情第29号の２

陳情平成22年第186号　推進工事の下請業者を含む県内企業優先活用に関する陳情

陳情第29号の２　県内企業への下請発注に関する陳情

日程第20　陳情平成22年第187号、同第198号、陳情第39号、第75号、第82号、第90号、第97号、第101号及び第

106号

陳情平成22年第187号　垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイ沖縄配備に反対する陳情

陳情平成22年第198号　垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイ沖縄配備計画の撤回を求める陳情

陳情第39号　米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ22オスプレイの沖縄配備計画に反対し、日米両政府に対

し計画撤回を求める県議会決議に関する陳情

陳情第75号　米空軍軍属による交通死亡事故不起訴処分に関する陳情

陳情第82号　米軍属による交通死亡事故に係る不起訴処分に関する陳情

陳情第90号　軍属による交通死亡事故不起訴処分に関する事項と日米地位協定の改定を求める陳情

陳情第97号　米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ22オスプレイの沖縄配備計画に反対する決議を求める陳

情

陳情第101号　住宅防音工事に関する陳情

陳情第106号　米海兵隊・垂直離着陸機ＭＶ22オスプレイの2012年沖縄配備計画の撤回を求める陳

情

日程第21　陳情平成22年第156号及び同第159号

陳情平成22年第156号　新石垣空港におけるＣＩＱ施設整備に関する陳情

陳情平成22年第159号　新石垣空港におけるＣＩＱ施設の整備に関する陳情

日程第22　議員派遣の件（平成23年度沖縄県議会議員南米派遣）

日程第23　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、當間盛夫君外12人から、議員提出議案第３号

「行政書士への行政不服申立手続の代理権付与を求め

る意見書」、赤嶺昇君外13人から、議員提出議案第４

号「国立沖縄青少年交流の家の存続に関する意見

書」、議員提出議案第５号「幼稚園教育等の制度改善

を求める意見書」、赤嶺昇外12人から、議員提出議案

第６号「「子ども・子育て新システム」の安易な導入

に反対し、現行保育制度の拡充を求める意見書」、渡

嘉敷喜代子さん外12人から、議員提出議案第７号「普

天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する意見

書」及び議員提出議案第８号「普天間飛行場へのオス

プレイ配備計画に反対する抗議決議」の提出がありま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　平成23年第２回議

会乙第23号議案及び乙第１号議案から乙第４号議案ま

でを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　おはようございま

す。

　それではただいま議題となりました平成23年第２回

議会乙第23号議案及び乙第１号議案から乙第４号議案

までの条例議案５件について、委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長及び警察本部刑事

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君

主　　　　　幹　　上　地　　　聡　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　弘　君
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　まず、平成23年第２回議会乙第23号議案「沖縄県暴

力団排除条例」は、暴力団による不当な行為が県民生

活に不当な影響を及ぼしており、県民の安全かつ平穏

な生活の確保を図る施策の推進が必要となっている。

平成20年には、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律が改正され、地方公共団体の責務として暴

力団排除活動の促進に関する規定が新たに整備された

ことから、本県においても実情に沿った独自の暴力排

除活動の推進が必要となっている。このため、県及び

県民等の責務を明らかにするとともに、青少年の健全

な育成を図るための措置、事業所による利益の供与の

禁止等を盛り込んだ条例を制定するものであるとの説

明がありました。なお、本議案は平成23年２月議会に

提案されましたが、慎重に審査及び調査する必要があ

るとの理由で継続審査となった議案であります。

　本案に関し、第５条については他府県の条例に表現

されているような「暴力団または暴力団員と密接な関

係を有する者を県が実施する入札に参加させない等

の」という文言を入れることによって、どのような効

果が期待されるかとの質疑がありました。

　これに対し、２つの効果が考えられる。１つは、暴

力団等は公共工事等の入札に参加できないことが条例

上明示されることにより、暴力団等が入札への参加を

事前に断念しあるいは断念に至らなくてもその活動を

牽制できるという効果がある。２つ目は、必要な措置

の内容がより明確になり、本条例を根拠として県の要

綱・要領における暴力団排除の条項の整備が容易とな

るという効果があるとの答弁がありました。

　次に、なぜ本案には理念規定がないかとの質疑があ

りました。

　これに対し、理念規定は暴力団を恐れない、暴力団

に金を出さない、暴力団を利用しないといういわゆる

「三ない運動」をもとに各県とも理念規定をつくって

いる。当県では、いわゆる「三ない運動」の理念が各

条項に個別・具現化しているという理由で置いていな

いとの答弁がありました。

　次に、現在県内に暴力団事務所が何カ所あり、その

うち200メートル規制区域内に何カ所あるかとの質疑

がありました。

　これに対し、現在49の事務所がある。200メートル

の規制区域には31の事務所があるとの答弁がありまし

た。

　次に、200メートル規定を設けていない県は何県か

との質疑がありました。

　これに対し、200メートル規定を設けていない県

は、宮崎県、佐賀県、長崎県及び鹿児島県の４県であ

るとの答弁がありました。

　次に、200メートル以内の事務所については財産権

の問題があって、撤去はできないがそこで活動するこ

とに対する規制はできるのかとの質疑がありました。

　これに対し、そこで暴力団が活動する場合は、条例

上の運用となるのでその行為は規制されるとの答弁が

ありました。

　次に、200メートルの規制は憲法上の兼ね合いで可

能であると考えた理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律、いわゆる風適法においても風俗営業所

を学校とかその周辺200メートルについては禁止する

規定があり、憲法上の整合性は図られているとの答弁

がありました。

　次に、暴力団事務所撤去後の地域の復興について

も、この条例の中でうたわれるべきと考えるがどうか

との質疑がありました。

　これに対し、社会全体が一緒になって暴力団排除に

取り組むという制定の趣旨があるので、町の復興とか

そういうことに関して条例に取り込むことは困難だと

考えるとの答弁がありました。

　このほか、暴力団対策法の趣旨、適用条例、指定暴

力団の数、理念規定と努力規定の違い、警察と地域の

連携などについて質疑がありました。

　次に、乙第１号議案「沖縄県高校生修学支援基金条

例の一部を改正する条例」は、東日本大震災により被

災した幼児、児童及び生徒の就学を支援することを目

的として交付される交付金を基金に積み立て、県が行

う事業の財源に充てるため必要な事項を定める必要が

あることから、条例を改正するものであるとの説明が

ありました。

　次に、乙第２号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律の一部が改正されたことに伴い、熱回収の

機能を有する一般廃棄物処理施設の設置者の認定申請

手数料等の徴収根拠を定めるため条例を改正するもの

であるとの説明がありました。

　本案に関し、県内では対象事業者はどれぐらいある

か、どういう業種かとの質疑がありました。

　これに対し、産業廃棄物処理業者で発電温水をつく

るための施設を有する業者が２業者であるとの答弁が

ありました。

　次に、乙第３号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

及び沖縄県教育委員会関係手数料条例の一部を改正す

る条例」は、保険業法の一部を改正する法律の一部が

改正されたことに伴い、特定保険業の認可申請手数料
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の徴収根拠を定めるため条例を改正するものであると

の説明がありました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県税条例の一部を改正す

る条例」は、地方税法の一部が改正されたことに伴

い、沖縄県税条例の一部を改正するものである。軽油

引取税の軽減措置については、揮発油価格の異常な高

騰が続いた場合には、国民生活に多大な影響を与える

ことから、本則の税率に戻す措置いわゆるトリガー条

項を適用することとしているが、東日本大震災が発生

したことによりその財源確保及び燃料需給の綻迫に対

応するため地方税法の一部が改正され、トリガー条項

の適用を停止することとしたものであるとの説明があ

りました。

　本案に関し、「当分の間」税率とは何かとの質疑が

ありました。

　これに対し、これは従来暫定税率と呼んでいたもの

で、本則で１リットル当たり15円となっている税率を

32.1円にしているということであるとの答弁がありま

した。

　次に、「当分の間」税率と暫定税率の違いについて

質疑がありました。

　これに対し、「当分の間」税率は、環境税が導入さ

れるまでということである。暫定税率は、従来10年間

延長するということであったとの答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち平成23年第２回議会乙第23号議案

については、民主党所属委員及び社民・護憲ネット所

属委員から修正案が提出されました。なお、本案に対

する修正案は、お手元に配付されているとおりであり

ます。

　採決の結果、平成23年第２回議会乙第23号議案の修

正案は、全会一致をもって可決すべきものと決定し、

修正議決した部分を除く原案は、全会一致をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　乙第１号議案から乙第４号議案までの４件は、全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時13分休憩

　　　午前10時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより平成23年第２回議会乙第23号議案及び乙第

１号議案から乙第４号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第１号議案から乙第４号議案ま

での４件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案から乙第４号議案までは、原

案のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、平成23年第２回議会乙

第23号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、修正議決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、平成23年第２回議会乙第23号議案は、委員

長の報告のとおり修正議決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第６号議案及び

乙第７号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第６号議案及び乙第７

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、病院事業局長及び教育長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第６号議案「沖縄県病院事業の設置等に関
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する条例の一部を改正する条例」は、県立北部病院に

呼吸器外科及びリウマチ科を、県立八重山病院に呼吸

器外科を新設し、県立病院の診療科目の変更等を行う

とともに、県立精和病院の病床数を改めるため条例を

改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、診療科目の新設及び変更等を行う目的

は何か、県立精和病院の病床数を55床減らす具体的な

理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、診療科目の新設及び変更等を行うの

は、専門医の配置による医療機能の充実と地域の医療

ニーズにこたえることによる患者の確保、ひいては経

営の安定化につなげることを目的としている。また、

県立精和病院の病床利用率は、平成17年ごろから80％

程度に落ち60床余りが休床状態にあり、病棟の効率的

運用を図る観点から病床数を変更するものであるとの

答弁がありました。

　次に、病床利用率が低下した要因は何か、病床数を

変更すると利用率はどのぐらいになるのかとの質疑が

ありました。

　これに対し、長期入院患者のうち比較的に病状の安

定した患者の退院や社会復帰を促進してきたことが利

用率低下の主な要因と考える。病床数変更後の病床利

用率は95％前後になるとの答弁がありました。

　そのほか、作業療法士等の増員の有無、病床数変更

手続に係る現場との調整方法などについて質疑があり

ました。

　次に、乙第７号議案「沖縄県立青少年の家の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例」は、県立

宮古青少年の家及び県立石垣青少年の家の管理を指定

管理者に行わせるため条例を改正するものであるとの

説明がありました。

　本案に関し、指定管理制度を導入する目的は何かと

の質疑がありました。

　これに対し、公の施設の管理運営に関する地方自治

法の改定を受け制度を導入するものである。その目的

は、県財政が綻迫する中、行財政改革に資するため、

また民間ノウハウの活用により効率的・効果的な管理

運営を行うためであるとの答弁がありました。

　次に、県立青少年の家に係る指定管理制度の導入年

度及び移行状況はどうなっているか、指定管理制度導

入施設の実績はどうなっているかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、平成22年度から３カ年かけて全６施設

を段階的に指定管理に移行する。平成22年度に指定管

理に移行した名護青少年の家及び糸満青少年の家の両

施設の合計の利用者数及び経費節減額は、それぞれ対

前年度比で約10％の人数増加及び47％の節減額になっ

ているとの答弁がありました。

　そのほか、47都道府県の指定管理制度導入状況、宮

古・八重山地域における指定管理受託業者の有無など

について質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち乙第６号議案及び乙第７号議案に

ついては、共産党所属委員からそれぞれ反対する旨の

意見表明があり、採決の結果、乙第６号議案及び乙第

７号議案の２件は、賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第６号議案及び乙第７号議案に対する討論の通告

がありますので、順次発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　おはようございます。

　私は、日本共産党県議団を代表して、乙第６号議案

と乙第７号議案に一括して反対の討論を行います。

　乙第６号議案は、県立精和病院の入院病床を55床削

減することなどに関する「沖縄県病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例」、乙第７号議案

は、県立宮古青少年の家及び石垣青少年の家を民間に

指定管理させるための「沖縄県立青少年の家の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例」です。

　初めに、乙第６号議案に対する反対の理由を述べま

す。

　提案されたうち、医療機能の向上を図るために診療

科目を追加すること、及び専門医の確保を円滑に進め

るために診療科目の追加などを企業管理者が定める規

程に委任することについては、問題とするものではあ

りません。

　問題は、精和病院の入院病床を55床削減することで

あり、病床削減を認めることはできません。その理由

は、入院ベッドを305床から250床に55床を削減するこ

とについて現場が全く知らないということです。病床

削減という重要課題について現場職員の議論がなされ
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ていないことは重大です。現場の医師、看護師から寝

耳に水だとの声が上がっているのも当然であります。

　県立精和病院は、民間病院ではできない救急医療と

処遇困難な精神患者の治療を行い、高度で困難な精神

医療を担い、過酷な医療を支えています。現場の職員

集団による病床削減のよしあしの議論なく、職員を蚊

帳の外に置いて削減を決定していますが、直接医療に

かかわって問題点や課題を熟知している現場の議論が

最優先にされるべきです。

　次に、沖縄県精神保健福祉審議会が病床削減の問題

を審議していないことも重大です。

　同審議会は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律の目的とする｢精神障害者の医療及び保護を行う

ために｣、地方精神保健福祉審議会を置くことを定め

た法にのっとり、沖縄県も条例で同審議会の設置を定

めています。同審議会は知事の諮問に答えるほか、知

事に意見を具申することができます。

　九州各県より少ない入院病床を県立病院において削

減するかどうかの事案は、同審議会の重要な審議事項

であります。ところが、審議会の委員は2007年に任期

が切れたまま審議会が開かれていないことが質疑で明

らかになりました。精神病患者を入院から地域に移し

ていく政府方針のもとで、地域での就労支援や移行支

援などの福祉施策をどのように進めていくのか、精神

医療や福祉について施策を充実させなければならない

課題は山積しています。

　審議会の審議を抜きにしての55床削減は、精神医療

や福祉を軽視するものであり、行政の怠慢であること

を厳しく指摘をするものです。

　次に、７月７日、厚生労働省は、がん、脳卒中、急

性心筋梗塞、糖尿病の４大疾患に加えて、患者数が

年々増加している精神疾患を新たに加えて５大疾病に

して重点的な対策をとる方針を明らかにしました。

　年間３万人を超え、沖縄県では300人以上に上る自

殺者の９割が何らかの精神疾患を患っていた研究結

果、また10年間で100万人以上の患者がふえ糖尿病を

大きく上回り、がんの２倍の患者となっている精神疾

患は、今後の医療行政の重要な課題となっています。

沖縄県では、精神障害者手帳の交付が１万5000人、精

神病院の病床数は5500床となっています。人口10万人

当たりベッド数は、沖縄県399.5床、鹿児島県は584.4

床、長崎563.1床、宮崎517.8床、熊本496.9床、大分

449.1床となって入院病床が最も少ないのが沖縄県で

す。

　精神病の息子と同居して何とか短期でも入院できな

いかという高齢の母親の切実な訴えや、一日じゅう家

にいてストレスがたまり暴力を振るってくるなど、在

宅で患者を抱える家族から悲痛な声が多く寄せられて

います。

　病床削減を白紙に戻して、これを機会に県民の精神

医療と福祉のあり方を医療現場、福祉の現場、審議

会、県民の議論にして、県の施策制定に反映させる道

を開くことが必要であります。

　なお、県民の食文化や生活環境の変化による新しい

疾病を反映した県民の医療要求に合わせた医療政策を

策定することも重要な課題であります。

　県民の医療要求にこたえていくために、県の医療行

政を拡充強化することを求めて、乙第６号議案の条例

改正に反対の討論といたします。

　乙第７号議案「沖縄県立青少年の家の設置及び管理

に関する条例の一部を改正する条例」について、反対

の討論を行います。

　県は、2010年から県内６カ所の青少年の家のうち４

カ所を民間に指定管理させ、今回の宮古・石垣青少年

の家の指定管理で県立をすべて民間に管理させること

になります。

　民間に管理をさせる目的は、１つには、県の行財政

改革の中で経費削減をすることを挙げ、２点目に、民

間の力がついたので民間のノウハウを使うことにした

ということです。

　委員会の質疑で、名護と糸満が民間に指定管理され

た実績が出されました。公営の経費が１億3800万余

だったのが指定管理を受けた専修学校では7388万余

で、47％の経費削減効果があったという答弁でした。

7388万の経費のうち人件費は4857万余ということで

す。公営時点の1.5倍の18人の職員体制で、経費を

47％削減しています。人件費で県が積算をした人件費

5114万円よりも低い額となっていることは、行財政改

革の名による民間への指定管理が労働者の給与の引き

下げにほかならないことを如実にあらわしています。

人件費の削減は、労働意欲の低下を引き起こし、ひい

ては県民サービスの低下へとつながっていくもので

す。

　指定管理を導入した総務省は、昨年12月28日、全国

自治体と議会あてに通知を出しています。「地方公共

団体において様々な取組がなされる中で、留意すべき

点も明らかになってきたことから、改めて制度の適切

な運用に努められるよう」という通知内容です。片山

総務大臣は、ことし１月の記者会見で指定管理につい

て、コストをいかにカットするかに力点が置かれてき

た。コストカットを目的として、結果として官製ワー

キングプアを随分生んでしまっている。少し見直して
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もらいたいと発言していることは重要です。指定管理

者制度によって、コスト削減が優先され、労働者の有

期雇用化と低賃金化が進み、自治体みずからがワーキ

ングプアを生み出していること、専門性が壊され、施

設の安全性や公共サービスの質の低下をもたらすこと

が明らかになった結果であります。

　総務省の調査で、指定管理の取り消しなどが2100件

に上ることも明らかになり、その２割は直営に戻され

ています。自治体の公的責任を放棄してきた指定管理

者制度の弊害が出て、見直しが全国的に広がっていま

す。

　青少年の健全育成を図り、もって社会教育の振興に

資することを目的として設置された青少年の家を民間

に任せることは、県の公的責任、役割を放棄するもの

であり、認めることはできません。

　よって、宮古青少年の家及び石垣青少年の家を民間

に指定管理させるための条例改正に反対の討論といた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第６号議案「沖縄県病

院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例」

について、賛成の立場から討論を行います。

　本案は、まず地域の医療ニーズや診療体制の整備状

況、診療実績等を踏まえ、県立北部病院と県立八重山

病院に呼吸器外科等の診療科目を追加するとともに、

医療機関が広告・標榜できる診療科名を規定する医療

法施行令が、患者や地域住民へ適切に医療情報を提供

する観点から改正されたことに伴い、各県立病院の診

療科目の変更等を行うものであります。

　この改正により、県立病院の医療提供体制の整備の

進展と、よりわかりやすい医療情報の提供が図られる

ものだと考えております。

　次に、今後も医療の高度化、専門分化の進展が見込

まれることを踏まえ、専門医の確保等を円滑に行い、

医療ニーズヘ的確に対応するため、今回の条例改正後

においては、条例にない新たな診療科目の追加につい

ては、病院事業管理者が制定する管理規程へ委任する

ものであります。この改正により、病院事業管理者に

よる機動的な病院事業の運営や、適切な医療の提供が

図られるものであります。

　最後に、精和病院においては、効率的な病院運営を

図るため、平成17年10月以来１病棟を休床し、平成20

年１月に急性期治療病棟等を設置しております。

　今回の改正は、約５年半にわたって休床していた病

棟を作業療法室として利活用するのに伴い、病床数を

305床から250床へ改正するものであります。

　病棟の一部を作業療法室とすることにより、急性期

の入院患者へ効果的・効率的、社会生活訓練等のリハ

ビリテーションを提供し、早期の退院、社会復帰を図

ろうとするものであり、平成16年度に国が策定した

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」における「入院

医療中心から地域生活中心へ」の方向に沿ったものと

評価できます。また、休床中においても、精和病院が

担ってきた精神科救急における患者受け入れの役割に

関しましては、病院機能は十分に発揮されており、病

床数を変更することの支障は全くないものと考えられ

ております。

　以上の理由により、乙第６号議案「沖縄県病院事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例」につい

て、賛成するものであります。

　次に、乙第７号議案「沖縄県立青少年の家の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例」に賛成す

る立場から討論を行います。

　本議案は、平成24年度から宮古青少年の家及び石垣

青少年の家の管理を指定管理者に行わせるための必要

な事項を定めるため、現行条例の一部を改正するもの

であります。

　青少年教育施設は、法令により県以外の者が管理す

ることを禁止する特別な規定がないことから、指定管

理者に管理を行わせるものであります。また、当該施

設への指定管理者制度の導入は全国的な傾向にもなっ

ております。

　指定管理者制度は、民間事業者も含む幅広い団体の

中から地方公共団体が指定する団体に公の施設の管理

を代行させるもので、多様化する住民ニーズにより効

果的・効率的に対応し、住民サービスの向上と経費の

節減等を図るものであります。

　平成22年度から指定管理者制度を導入しております

が、１カ年を経過している名護及び糸満青少年の家に

つきましては、県直営時と同様な体験活動、野外活動

等、青少年の健全育成に資する事業を実施するととも

に、新たに指定管理者の独自のアイデアやノウハウを

生かして企画した自主事業を実施し、より充実した事

業が展開されております。

　両施設における平成22年度１年間の利用者の数は、

前年度比で6336人、率にして8.6％増加しており、利

用者から施設の管理運営についてもおおむね好評をい

ただいております。また、これまで施設の管理運営に

要した経費も指定管理料となったことで経費削減が図

られております。
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　以上の理由により、青少年教育施設への指定管理者

制度の導入については、所期の目的の達成に向け、着

実に効果を上げているものと考えております。

　よって、乙第７号議案「沖縄県青少年の家の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例」に賛成す

るものであります。

　議員各位の賛同をよろしくお願い申し上げまして、

討論を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時37分休憩

　　　午前10時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第６号議案及び乙第７号議案の２件を一

括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第６号議案及び乙第７号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第５号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第５号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第５号議案「沖縄県都市公園条例の一部を改正す

る条例」については、都市公園の公園施設の設置また

は管理及び占用の許可に係る使用料並びに有料公園施

設等の利用料金について、適正化を図る必要があるた

め条例を改正するものである。

　主な内容は、公園売店などの使用料、陸上競技場な

どの利用料金及び水泳プールの幼児の料金を小学生の

３分の１に改定するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、水泳プールの幼児の利用料金も水泳

プール以外の施設同様に無料にするべきではないかと

の質疑がありました。

　これに対し、利用者の安全管理の面から監視員の常

駐や水質管理等に経費がかかることから、幾らかでも

受益者に負担していただく考えであるとの答弁があり

ました。

　次に、料金改定の対象となる施設の利用者総数と得

られる収入は幾らかとの質疑がありました。

　これに対し、有料公園施設の利用者総数は約260万

人で、収入は使用料が約78万円、利用料金が約160万

円で、合計約240万円の収入が見込まれており、その

うち使用料は沖縄県の収入になるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、県の厳しい財政状況の中で、都市公園の

売店使用料は受益者負担の原則、負担の公平性という

観点から、入場者数や立地等を勘案して応分の負担な

のかどうか確認する必要があるのではないか、また都

市公園内の老朽化した施設等の修繕、改修等の今後の

計画はどうなっているかとの質疑がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決に先立ち乙第５号議案については、自由民主党所属

委員から修正案が提出されました。なお、本案に対す

る修正案は、お手元に配付されているとおりでありま

す。

　本修正案に対し、共産党所属委員から反対する旨の

意見表明があり、採決の結果、乙第５号議案の修正案

は、賛成多数をもって可決すべきものと決定いたしま

した。

　次に、修正議決した部分を除く原案は、採決の結

果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと

決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
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○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第５号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、修正議決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第５号議案は、委員長の報告のとおり修

正議決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第８号議案、乙

第９号議案及び乙第13号議案から乙第15号議案までを

議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第８号議案及び乙第９号議案の議決議案２

件、乙第13号議案から乙第15号議案までの同意議案３

件の計５件について、委員会における審査の経過及び

結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第８号議案「工事請負契約についての議決

内容の一部の変更について」は、平成22年第６回議会

乙第９号議案をもって議決された工事請負契約に係る

議決内容の一部を変更するため議会の議決を求めるも

のであるとの説明がありました。

　本案に関し、今度敷設した光ケーブルはどこの財産

かとの質疑がありました。

　これに対し、県の財産であるとの答弁がありまし

た。

　次に、多額の予算をかけて南北大東島と沖縄本島が

結ばれたので、陸続きと同じような地方交付税算定の

対象になるかとの質疑がありました。

　これに対し、現状においてはまだそのような取り扱

いはされていない。長大なケーブルはある意味ライフ

ラインでもあるのでどのような財政需要が発生するの

か研究していきたいとの答弁がありました。

　次に、乙第９号議案「土地の取得について」は、現

在、糸満市西崎地区にある沖縄県水産海洋研究セン

ターが老朽化したこと等に伴い効率的な試験研究の実

施が困難な状況となっているため、同センターについ

て、糸満市喜屋武地区に土地を取得し移転整備を図る

ものである。取得面積は２万187平方メートル、契約

金額は１億6225万5700円を予定しているとの説明があ

りました。

　次に、乙第13号議案「沖縄県人事委員会委員の選任

について」は、沖縄県人事委員会委員３人のうち１人

が平成23年７月15日で任期満了することに伴い、その

後任を選任するため、地方公務員法第９条の２第２項

の規定により議会の同意を求めるものであるとの説明

がありました。

　提案した渡久地政實氏は、弁護士として法曹界で活

躍する一方、沖縄県収用委員会委員及び会長の要職を

歴任し、その実績及び手腕は高く評価されていること

から、人事委員会委員として適任であることから議会

の同意を得て選任したいとの説明がありました。

　次に、乙第14号議案「沖縄県収用委員会委員の任命

について」は、沖縄県収用委員会委員７人のうち３人

が平成23年７月21日で任期満了することに伴い、その

後任３人を任命するため、土地収用法第52条第３項の

規定により議会の同意を求めるものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、収用委員会委員の報酬は幾らかとの質

疑がありました。

　これに対し、月額で会長が21万4000円、委員が18万

1000円であるとの答弁がありました。

　次に、収用委員会委員への就任に特に制限はないか

との質疑がありました。

　これに対し、収用委員会委員が附属機関の委員に就

任することは禁止されていないので、兼ねることは可

能であるとの答弁がありました。

　次に、委員として就任する行政委員会、附属機関の

数について内部の不文律はあるかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、附属機関、行政委員会の委員は、専門

性も含めそれぞれの機関が判断し任命するもので、県

全体としての制限はかけていないとの答弁がありまし

た。
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　次に、乙第15号議案「沖縄県公安委員会委員の任命

について」は、沖縄県公安委員会委員３人のうち１人

が平成23年７月21日で任期満了することに伴い、その

後任を任命するため、警察法第39条第１項の規定によ

り議会の同意を求めるものであるとの説明がありまし

た。

　提案した翁長良盛氏は、今回再任をお願いするもの

であり、同氏はこれまで公安委員会委員として職務を

十分果たしてこられたので議会の同意を得て任命した

いとの説明がありました。

　本案に関し、今回提案の委員は３期目だが、年齢制

限はないのかとの質疑がありました。

　これに対し、年齢制限はないが、目安としてできれ

ば70歳以上については任命しない、任期は３期まで10

年未満とするとの考え方を持っているとの答弁があり

ました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第８号議案及び乙第９号議案の

２件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いた

しました。乙第13号議案から乙第15号議案までの３件

は、全会一致をもってこれに同意すべきものと決定い

たしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時50分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第８号議案、乙第９号議案及び乙第13号

議案から乙第15号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第８号議案及び乙第９号議案の

２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第８号議案及び乙第９号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第13号議案から乙第

15号議案までの３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、これに同意することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第13号議案から乙第15号議案までは、こ

れに同意することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　乙第11号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました乙第11号議案について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、農林水産部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第11号議案「交通事故に関する和解等について」

は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に関し

て、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償の

額について、地方自治法第96条第１項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　本案に関し、自動車保険によって既に支払われたと

あるが、県の公用車は保険に入っていないのではない

かとの質疑がありました。

　これに対し、予算を組む場合には任意保険について

は予算化されており、保険に入っているとの答弁があ

りました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第11号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。
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　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第11号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第11号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　乙第10号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました乙第10号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第10号議案「交通事故に関する和解等について」

は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に関し

て、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償の

額について、地方自治法第96条第１項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、駐車中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は、相手に損害賠償金として３万9650円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、乙第10号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第10号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第10号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　乙第12号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました乙第12号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第12号議案「国土交通大臣の作成する大保ダム及

び奥間ダムの建設に関する基本計画の変更に対する知

事の意見について」は、特定多目的ダム法第４条第１

項の基本的計画の変更について、同法第４条第４項に

より国土交通大臣から意見を求められたので同項の規

定に基づき議会の議決を求めるものである。

　主な内容は、大保ダム及び奥間ダムの建設に関する

基本計画全般において、奥間ダムの記載を削除、水道

用水の取水可能量の見直し、工期の見直し、建設費及

びその負担割合の見直しをするものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、奥間ダムの建設を計画から削除する理

由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、平成22年度に策定された「沖縄県長期

水需給計画」において、平成30年度の目標年度におけ

る沖縄本島の生活用水の予測を52万トンと設定してお

り、奥間ダムがなくても水源量が確保できることから
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計画を変更するとの答弁がありました。

　次に、奥間ダム建設計画中止決定は、企業局が先

か、国土交通省が先かとの質疑がありました。

　これに対し、企業局は近年の水事情の伸びが鈍化し

ていること、また大保ダムの完成により、当分の間は

水需要に対する水源量が確保できることから奥間ダム

の建設計画からの撤退を国に働きかけたとの答弁があ

りました。

　次に、建設計画中止により調整水路の運用計画への

影響はないのか、また治水対策は十分できるのかとの

質疑がありました。

　これに対し、本島北部の東西に位置するダムは調整

水路でつながれ有効活用されており、今回の事業計画

とは直接関係するものではない。また、奥間川の流量

等を調査し、今後必要があれば整備計画を進めていく

との答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第12号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第12号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第12号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　甲第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計補正予算

（第２号）」は、沖縄特別振興対策調整費及び沖縄振

興自主戦略交付金を活用して実施する事業、東日本大

震災に係る被災者に対応するための事業などについて

必要な予算を措置するものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに41億9711万

1000円で、これを既決予算額6086億2494万7000円に加

えると、改予算額は6128億2205万8000円となる。

　歳入の主な内容は、国庫支出金が沖縄特別振興対策

調整費や沖縄振興自主戦略交付金など26億5418万6000

円及び繰入金が緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金

など５億9806万7000円である。

　歳出の主な内容は、普通建設事業費の補助事業費が

沖縄振興自主戦略交付金に係る社会資本整備事業、農

山漁村整備事業など12億9232万9000円、単独事業費が

美咲特別支援学校分校新築工事及び沖縄ろう学校改築

工事の設計など２億7816万6000円となっている。

　その他の経費のうち、物件費が観光宣伝誘致強化費

や東日本大震災に係る被災者支援として実施する民間

賃貸住宅の借り上げなど21億5618万2000円、補助費等

が緊急雇用創出事業臨時特例基金等を活用して実施す

る雇用創出のための事業など４億5485万3000円であ

る。

　また、債務負担行為に関する補正は、台風第２号の

被害農家が借り受ける公庫資金への５年間の無利子化

に要する経費及び儀間ダムの本体工事等の増額に伴う

変更であるとの説明がありました。

　本案に関し、美咲特別支援学校分校を沖縄ろう学校

の敷地内に設置することについては、学校、保護者、

ＰＴＡなど全体的に了解されているかとの質疑があり

ました。

　これに対し、分校設置案については保護者や学校側

にきちんと説明をして了解を得ているとの答弁があり

ました。

　次に、平成21年度から平成23年度までの３年間の緊

急雇用、雇用再生特別事業等の事業の雇用効果はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、雇用再生特別事業、緊急雇用創出事業

及び重点分野雇用創造事業の３つの事業で合わせて
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110億8000万円を活用して893事業を実施し、延べ7749

人の雇用を創出しているとの答弁がありました。

　次に、雇用再生という意味で新たな雇用にはつな

がっていないのではないかとの声があるが、実態はど

うかとの質疑がありました。

　これに対し、県の基金を活用した事業については、

情報産業等で将来的に仕事につけるような事業を展開

しており、少なからず就業に結びついているとの答弁

がありました。

　次に、含みつ糖振興対策事業ではどのような事業を

予定しているかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄産黒糖の新たな需要の創出と需給

のマッチングを図ることを目的とした沖縄黒糖多用途

緊急開拓支援事業を実施することにしているとの答弁

がありました。

　次に、黒糖需要の低迷など問題の発端は何かという

分析をし直す必要があると思うがどうかとの質疑があ

りました。

　これに対し、今回の事業ではより詳しい調査を行い

ながら、どこにミスマッチがあるかを整理し、また、

新たな黒糖の需要開発、新しい商品形態について取り

組んでいきたいとの答弁がありました。

　次に、東日本大震災に係る仮設住宅については、罹

災証明があるなしにかかわらず、災害救助法の趣旨に

基づいて適用すべきではないかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、福島県については、全域を住宅の全半

壊の要件なしに適用してよいと厚生労働省と被災県た

る福島県に確認して適用している。福島県以外につい

ては、住宅の全半壊という要件を外すことはできない

と解釈しているとの答弁がありました。

　次に、私立学校等教育支援費について、何名の対象

者がいるか、支援の内容は何かとの質疑がありまし

た。

　これに対し、対象人員は20名である。授業料と入学

料、施設整備費に対して設置者が減免措置をとった場

合に県が補助する予定であるとの答弁がありました。

　次に、観光宣伝誘致強化費の効果について質疑があ

りました。

　これに対し、平成16年に算出した沖縄県における旅

行観光の経済波及効果調査の数値をもとにして算出す

ると、生産波及効果は約302億4000万円と推計される

との答弁がありました。

　次に、観光宣伝誘致強化事業費の関連で、委託する

団体がメディアを使ったキャンペーン、プロモーショ

ン活動をする場合には、地元の観光大使や芸能関係者

を活用すべきと思うがどうかとの質疑がありました。

　これに対し、なるべく地元の方々を活用したいとの

答弁がありました。

　次に、昨年11月からことし２月までの観光客数が落

ち込んだ理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、11月までは高校総体など各種イベント

の開催、チャーター便の運航などで対前年度を上回っ

たが、12月以降は航空会社による路線縮小、提供座席

の減少があり、下がっているとの答弁がありました。

　次に、鳥獣被害防止対策事業が18市町村を含む対策

協議会で実施されるが、残りの市町村はなぜ入ってい

ないかとの質疑がありました。

　これに対し、地域によっては被害の少ないところも

あるので、そういったところは入っていないとの答弁

がありました。

　次に、台風被害農家への利子助成はどういう手続で

行われるかとの質疑がありました。

　これに対し、台風２号により被害を受けた合計413

農家が、公庫の「農林災害セイフティネット資金」を

借り入れるときに、県と市町村が２分の１ずつ利子を

補助するとの答弁がありました。

　そのほか、観光宣伝誘致強化費の委託の内容、雇用

対策推進費の内容、東日本大震災派遣に伴う防護服の

補充、派遣警察官の心理的問題、被災者児童生徒就学

支援等臨時交付金事業の内容、子供たちの交流プログ

ラム、スポーツの観光資源化、鳥獣被害防止対策事業

の内容、「イネヨトウ」による被害状況、キャンプ瑞

慶覧の空き住宅の状況、「ビジットおきなわ計画」の

平成23年度の目標値、クルーズ船入国審査の簡素化に

向けた国の対応、銀聯カードの状況、沖縄振興自主戦

略交付金の使い勝手、特別調整費の使い道などについ

て質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。
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　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　甲第２号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました甲第２号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、企業局長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　甲第２号議案「平成23年度沖縄県水道事業会計補正

予算（第１号）」は、新石川浄水場高度浄水処理施設

の建築推進のために必要な資本的支出の建設改良費６

億5041万円を増額補正するとともに、資本的収入につ

いて国庫補助金４億8780万7000円を増額補正し、当該

事業に要する財源として充当するものであるとの説明

がありました。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、甲第２号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第２号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　議員提出議案第３

号　行政書士への行政不服申立手続の代理権付与を求

める意見書を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　ただいま議題となりました議員提出

議案第３号につきましては、７月７日に開催した総務

企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出議

案として提出することに意見の一致を見ましたので、

提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、行政書士への行政不服申立手続の代理

権付与を求めることについて関係要路に要請するため

であります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

　　　〔行政書士への行政不服申立手続の代理権付与

を求める意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明を終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同を賜りますようお願いを申し

上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「行政書士への行政不服申立手続の代理権付与を求め
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る意見書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第11　議員提出

議案第４号　国立沖縄青少年交流の家の存続に関する

意見書、日程第12　議員提出議案第５号　幼稚園教育

等の制度改善を求める意見書及び日程第13　議員提出

議案第６号　「子ども・子育て新システム」の安易な

導入に反対し、現行保育制度の拡充を求める意見書を

一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号から第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　ただいま議題となりました議員提出

議案第４号、同第５号及び同第６号の３件につきまし

ては、文教厚生委員会の委員等により協議した結果、

議員提出議案として提出することに意見の一致を見ま

したので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上

げます。

　提案理由は、議員提出議案第４号につきましては、

国立沖縄青少年交流の家の存続について関係要路に要

請するためであり、議員提出議案第５号につきまして

は、幼稚園教育等の制度改善について関係要路に要請

するためであります。また、議員提出議案第６号につ

きましては、「子ども・子育て新システム」の安易な

導入に反対し、現行保育制度の拡充について関係要路

に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔国立沖縄青少年交流の家の存続に関する意見

書朗読〕

　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

　　　〔幼稚園教育等の制度改善を求める意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第６号を朗読いたします。

　　　〔「子ども・子育て新システム」の安易な導入

に反対し、現行保育制度の拡充を求める意見

書朗読〕

　以上、提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

から第６号までについては、会議規則第37条第３項の

規定により委員会の付託を省略いたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各議案については、委員会の付託を省略す

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第４号

「国立沖縄青少年交流の家の存続に関する意見書」、

議員提出議案第５号「幼稚園教育等の制度改善を求め

る意見書」及び議員提出議案第６号「「子ども・子育

て新システム」の安易な導入に反対し、現行保育制度

の拡充を求める意見書」の３件を一括して採決いたし

ます。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号から第６号までは、原

案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第14　議員提出

議案第７号　普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に

反対する意見書及び日程第15　議員提出議案第８号　

普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する抗議

決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第７号及び第８号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　ただいま議題となりました議員
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提出議案第７号及び第８号の２件につきましては、７

月12日に開催した米軍基地関係特別委員会の委員等に

より協議した結果、議員提出議案として提出すること

に意見の一致を見ましたので、提出者を代表して提案

理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、普天間飛行場へのオスプレイ配備計画

に反対することについて関係要路に要請するためであ

ります。

　次に、議員提出議案第７号を朗読いたします。

　　　〔普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対

する意見書朗読〕

　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対

する抗議決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、抗議決議のあて先で、在日米軍沖縄地域調整

官及び在沖米国総領事につきましては、その趣旨を要

請するために米軍基地関係特別委員会委員を派遣する

必要があるとの意見の一致を見ておりますので、議長

におかれましてはしかるべく取り計らっていただきま

すようよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第７号

及び第８号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第７号

「普天間飛行場へのオスプレイ配備計画に反対する意

見書」及び議員提出議案第８号「普天間飛行場へのオ

スプレイ配備計画に反対する抗議決議」の２件を一括

して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第７号及び第８号は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第８号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、在日米軍沖縄地域調整官及び在沖米国総領事につ

いては、その趣旨を要請するため米軍基地関係特別委

員会委員を派遣してもらいたいとの要望がありまし

た。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第８号のあて先のうち、在日米軍沖縄

地域調整官及び在沖米国総領事への要請につきまして

は、去る６月29日の会議において派遣決定がなされた

嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練中

止及び日米地位協定改定に関する抗議決議についての

派遣議員をしてあわせて要請させることとし、その期

間及び人選については議長に一任することに御異議あ

りませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第16　請願１件を議題と

いたします。

　本請願に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔請願審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました請願１件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。
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　これよりただいま議題となっております請願１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本請願は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの請願１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第17　陳情４件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情４件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情４件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情４件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第18　陳情24件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました陳情24件につきましては、慎重に審査をいた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情24件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情24件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第19　陳情２件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました陳情２件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情２件を

一括して採決いたします。
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　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情２件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第20　陳情９件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情９件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情９件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情９件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第21　陳情２件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長比嘉京子

さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長　

比嘉京子さん登壇〕

○観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長（比嘉京

子さん）　ただいま議題となりました陳情２件につき

ましては、慎重に審査いたしました結果、お手元に配

付してあります審査報告書のとおり処理すべきものと

決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情２件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情２件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第22　議員派遣の件を議

題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員派遣の件　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　お諮りいたします。

　本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり

議員を南米へ派遣することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。
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　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第23　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成23年第５回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午前11時46分閉会
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